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議　　事　　日　　程　第５号

平成23年９月30日（金曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第17号議案まで、認定第１号から認定第23号ま

で及び諮問第１号（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第17号議案まで、認定第１号から認定第23

号まで及び諮問第１号

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県防災会議条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県税条例等の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県保健所運営協議会条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　工事請負契約について

乙第６号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第７号議案　財産の取得について

乙第８号議案　財産の取得について

乙第９号議案　訴えの提起について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　損害賠償請求事件の和解等について

乙第13号議案　車両損傷事故に関する和解等について

乙第14号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

乙第15号議案　中部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第16号議案　中城湾流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

乙第17号議案　中城湾南部流域下水道の維持管理に要する負担金の改定について

認 定 第１ 号　平成22年度沖縄県一般会計決算の認定について

認 定 第２ 号　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認 定 第３ 号　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認 定 第４ 号　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認 定 第５ 号　平成22年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認 定 第６ 号　平成22年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について

認 定 第７ 号　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認 定 第８ 号　平成22年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について
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認 定 第９ 号　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

認 定 第 10 号　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認 定 第 11 号　平成22年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認 定 第 12 号　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認 定 第 13 号　平成22年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認 定 第 14 号　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

認 定 第 15 号　平成22年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認 定 第 16 号　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について

認 定 第 17 号　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認 定 第 18 号　平成22年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認 定 第 19 号　平成22年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計決算の認定について

認 定 第 20 号　平成22年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認 定 第 21 号　平成22年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認 定 第 22 号　平成22年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認 定 第 23 号　平成22年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

諮 問 第１ 号　軌道敷設の特許申請に伴う意見について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、知事から、乙第15号議案から乙第17号議案ま

でを撤回したい旨の申し出がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第17号議案

まで、認定第１号から認定第23号まで及び諮問第１号

を議題とし、質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　奥平一夫君。

　　　〔奥平一夫君登壇〕

○奥平　一夫君　おはようございます。

　それでは一般質問２日目、最初に質問をさせていた

だきますが、質問に入る前に、知事、訪米大変お疲れ

さまでございました。

　今回の訪米の成果を高く評価をいたします。日米合

意に固執する日米両政府や米国民に対し、メディアや

米国の有力議員を通して県民の民意を明確に主張した

点にであります。今後、その成果をどう生かしていく

か、どう二の矢を放っていくかであろうかと思いま

す。

　知事の主張に対し、米国から結果を求められた政府

の圧力は、内外から相当なものになるだろうというこ

とは想像にかたくありません。来年度予算編成を間近

に控え、普天間問題と一括交付金のリンクや、「普天

間基地の固定化か辺野古移設か」と選択を強要するだ

ろう政府の攻勢に対して、踏まれてもけられても県民

の民意の実現に向けて、県外移設を頑固に主張してい

ただきたいと知事にエールを送り、通告に従って質問

を行います。

　知事の政治姿勢について伺います。

　自衛隊の南西諸島地域への展開と下地島空港の災害

拠点について伺います。

　防衛省の防衛力強化と拠点づくりは、新たな軍事摩

擦を起こし、緊張と争いの海へとなりかねません。県

民生活や漁業への悪影響が予想されます。現に、枝野

前官房長官は尖閣諸島について、他国が侵略してきた

らあらゆる犠牲を払ってでも自衛権を行使し排除する

というとんでもない発言をしております。自衛隊の南

西諸島への軍事増強は決して認められるものではあり

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君

副　　知　　事　　上　原　良　幸　君

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　翁　長　良　盛　君

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

41　番　　池　間　　　淳　君
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ません。知事の見解を伺います。

　また、知事は８月３日の衆議院沖縄北方特別委員会

で災害拠点化による下地島空港の活用に関し、赤嶺政

賢衆議院議員の「軍事によらない災害拠点の活用を提

案していると理解してよいか」との質問に対し、「そ

のとおりだ」と答弁をされましたと報道されている

が、知事の見解を伺います。

　８月26日、「再生エネルギー買い取り法」が成立を

しました。この制度は、電力を一定の価格での買い取

りを義務づけるもので、国内における自然エネルギー

を飛躍的に普及させる大きなかぎとなります。県内に

おける自然エネルギーの自給率は全国最下位、供給量

も同様であります。今こそ、再生可能エネルギー等の

積極的導入でエネルギービジョンを大きく見直すべき

ではないのか、知事の見解を伺います。

　鰯、県立病院の独立行政法人化への課題は何なの

か。また、離島にある宮古・八重山病院の独法化への

方策について知事の見解を伺います。

　大きい２番目、県立病院の課題について伺います。

　茨、急激な改革によって、病院現場では人員不足に

よる「病休や年休」がとれない状態が起きているとの

報告があるが、実態を伺います。

　芋、中部地区の救急病院で救急搬送による入院患者

が増加をし、慢性的な満床状態が続き、県立中部病院

では入院待機や早期退院、救急患者受け入れに支障が

出ているといいます。県立中部病院の休床している52

床の解消や、中部圏域の病床数について見直しをする

べきではないのか、当局の見解を伺います。

　鰯、医師の安定確保に向けて研修医の本務採用を行

うべきではないのか伺います。

　允、人件費抑制計画、すなわち給与費の見直しにつ

いて説明と見解を伺います。

　印、県立八重山病院の新築について伺います。

　県立八重山病院の平成30年までの収支見通しの中

で、新八重山病院建設が示されておりません。無理な

質問であることは重々承知をしておりますが、平成30

年までの収支を推計しているわけでありますから、八

重山病院建設を入力した推計だってできると思うわけ

であります。築35年を経過し、かなり体力的にも厳し

い中、巨大地震や巨大暴風も想定されるわけでありま

すから、八重山病院の建設時期の目標はしっかりと明

示しておくべきだと思いますがいかがでしょうか。

　咽番目、県立宮古病院について伺います。

　ア、移転・新築に向けた病院側からの要望について

伺います。

　イ、医師、看護師、コメディカル等のスタッフの不

足の現状と解決に向けた取り組みについて示してくだ

さい。

　大きい３番目、離島・僻地医療振興について伺いま

す。

　茨、離島・僻地の医療・保健計画について、第10次

計画の評価と課題について伺います。

　芋、ドクターヘリ事業について。

　ドクターヘリ２機目の導入について見解を伺う。

　「県ヘリ添乗医師等確保事業」の実績と課題につい

て伺います。

　鰯、宮古・八重山病院の特地、準特地手当はこの５

年間で幾らになるのか。それらは病院経営にとって大

きな負担ではないのか伺います。

　允、検討中の沖縄がん対策基本条例において、離島

におけるがん患者の経済的支援及び負担軽減の文言挿

入について見解を伺います。

　大きい４番目、教育行政について伺います。

　茨、県内における校内暴力、いじめ、不登校、そし

て教師への暴力行為などの実態について伺います。

　芋、文科省が35人学級を小学２年までの枠を広げる

方針を決定いたしました。教育効果と職員定数につい

ての教育長の見解を伺います。

　次に、通告書には記載されておりませんけれども、

通告後に報道がなされ看過できない問題でありますの

で、議事課や教育委員会の了解を得て質問させていた

だきます。

　鰯、「県内でも原子力教育」、24日の県紙の見出し

には大変驚きました。原子力発電所のない沖縄で、原

子力教育や原子力研修会に多くの教職員が参加してい

たことがわかりました。参加した教員は「まるで洗脳

のようだ」と言います。「日本の原子力発電所は放射

能漏れを防ぐ五重の壁で覆われている」という安全神

話をかざして教職員たちに強調します。文科省作成の

原子力に関する副読本も県内全小中学校と教育委員会

に配布されるなど原発の有無にかかわらず沖縄でも浸

透していたことがわかりました。

　そこで、学校現場でどのようなことが行われてきた

のか、今後どうしようとしているのか、教育長の見解

をお聞かせください。

　大きい５番目、ハンセン病問題について伺います。

　茨、愛楽園・南静園両園の将来構想の実現に向けた

検討委員会がようやく設置をされました。なぜこの時

期か、その背景と県の見解をお伺いします。また、構

成メンバー、これからの具体的作業、日程などについ

ても伺います。

　芋、県は入所者の生活環境が地域社会から孤立する



－ 173 －

ことがないようにするなど、入所者の良好な生活環境

の確保を図るためどのような見解を持っているのか伺

います。

　鰯、両園の医療及び介護体制整備の充実についても

伺います。

　允、退所者問題連絡会が設置をされたものの十分で

ないとの報告があります。退所者相談体制を充実させ

るべきだと思うが見解を伺います。

　６番目、原子力エネルギー及び政策について伺いま

す。

　３・11、原発の安全神話が崩れました。今なお放射

線は拡散をし続けています。人体、農産物、食料、水

等々、国民生活を脅かしております。今でも放射能に

よって避難しさまよっている国民は７万人を超えると

言われております。放射線は県境を越えて日本列島の

大地を汚染し、放射能汚染水が海域へと流出をしてい

る。国民の多くが脱原発、再生可能エネルギーヘの政

策転換を望んでいる。

　そこで伺います。

　福島原発事故による国民生活や県民生活への影響に

ついて知事の見解を伺います。

　芋番目、沖縄電力の「小型原発研究」について、知

事は６月定例会で「研究は重要」と発言をされまし

た。なぜ重要なのかをお聞かせください。

　鰯、福島原発事故調査・検証委員の吉岡斉氏の「核

廃棄物の処分場で沖縄にもその整備の話がくる可能性

もある」との警告について知事の見解を伺います。

　７番目、産業廃棄物行政について伺います。

　茨、宮古島市大浦地区で、2001年11月に発生した大

火災事故で閉鎖をされた処分場の不法投棄の撤去につ

いての見解を伺います。

　芋、その事故現場の隣地でまた新たな産廃処分場建

設に着工しております。地元住民の意向はどうなの

か。また、県の見解を伺います。

　答弁を聞いて再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　奥平一夫議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、離島・僻地医療振興に係る御質問の中

で、第10次僻地保健医療計画の評価と課題についてと

いう御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、平成19年３月に策定いたし

ました「第10次へき地保健医療計画」に基づき、離島

の医師確保等を中心に26項目の方策について取り組ん

でまいりました。これらの方策につきましては、医師

修学資金等貸与事業を初め全体の85％を実施しており

ます。おおむね推進できたものと考えております。

　今後の課題といたしましては、離島・僻地に派遣す

る医師のキャリアアップシステムの構築等支援体制の

さらなる充実が必要と考えております。沖縄県では、

平成23年３月に策定いたしました「第11次へき地保健

医療計画」に基づき、琉球大学等と連携をして医師の

キャリアアップシステムの構築、そして専門医による

巡回診療及び遠隔医療支援に取り組んでいきたいと考

えております。

　次に、ハンセン病問題についての御質問の中で、入

所者の良好な生活環境の確保についての御質問にお答

えいたします。

　療養所の将来構想は、入所者の意向を最大限に尊重

をし、地域住民等との交流を進め、入所者の良好な生

活環境の維持向上を図ることなどを基本目標としてい

るものと認識をいたしております。

　沖縄県におきましては、関係機関が意見交換を行う

検討会議を設置し、将来構想の実現に向け、課題等を

共有するなどの取り組みを進めているところでござい

ます。

　次に、原子力エネルギーに係る御質問の中で、沖縄

電力の小型原発研究の重要性についての御質問にお答

えいたします。

　沖縄県といたしましては、県民に対し電力の安定供

給の責務を負う電気事業者が電力の安定的かつ効率的

な供給や低炭素化等の観点から、さまざまな発電方式

について常に情報を収集しておくことは重要なことで

あるとの趣旨で発言をしたものでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、自衛隊の南西地域への展開と下地

島空港の災害拠点についてお答えいたします。

　防衛省は、今年度から先島諸島への沿岸監視部隊の

配備等について調査を進めております。

　自衛隊の配備につきましては、我が国の防衛やさま

ざまな緊急事態対応などの観点から、政府において適

切に検討されるべきものと認識しております。しかし

ながら、その配備に当たっては、地元の理解と協力を

得るよう、最大限の努力をするべきであると考えてお

ります。また、下地島空港の災害拠点については、去

る５月に開催された米軍基地負担軽減部会で当時の北

澤防衛大臣から、災害拠点として下地島空港の使用に
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ついて発言がありましたが、沖縄防衛局に確認したと

ころ、具体的な内容等については現在決まっていない

とのことであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、エネルギービジョンの見直しに

ついてお答えいたします。

　平成22年度に策定した「沖縄県エネルギービジョ

ン」の目標達成に向けた具体的な取り組みは、今年度

着手したばかりでございますが、同ビジョンの見直し

については、議員御指摘の今般成立しました再生エネ

ルギー買い取り制度、あるいは今回の原発事故を受け

た国の新たなエネルギー政策等を踏まえて検討してい

きたいとこのように考えております。

　続きまして、原子力エネルギーと政策についての御

質問の中で、沖縄県での核廃棄物処分場整備計画の可

能性があるとの警告についてお答えいたします。

　放射性廃棄物処理施設については、現在、原子力発

電環境整備機構が全国の市町村を対象に建設候補地の

公募を行っておりますが、県内で応募している市町村

があるという情報はございません。

　今回の福島第一原子力発電所における事故の影響や

県内に原子力発電所がないことを踏まえますと、同施

設の県内整備については、県民の理解は得られないも

のと考えており、県としてもすぐに同意できるとは考

えておりません。

　なお、特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律第

４条第５項には、最終処分計画に係る調査地区の所在

地を定めようとするときは、当該都道府県知事あるい

は市町村長の意見を聞き、これを十分尊重しなければ

ならないと記載されております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　知事の政治姿勢につ

いての中の、県立病院の地方独立行政法人化について

お答えいたします。

　県立病院の独法化に向けた課題の一つに、独法化す

ると救急医療や離島医療等のいわゆる政策医療の提供

が後退するのではないかとの県民の懸念があるものと

考えております。また、宮古・八重山病院において

は、医師や看護師等医療従事者の安定的な確保が経営

形態にかかわらず重要な課題であると認識しておりま

す。このため、県立病院を独法化する場合には、政策

医療の実施を法人に指示し、その提供に要する経費を

負担するとともに、離島医療のための人材確保を引き

続き支援していきたいと考えております。

　県としては、経営形態にかかわらず、県立病院の果

たすべき役割である離島医療等、地域において必要と

される医療提供体制は堅持してまいります。なお、病

院事業の経営形態につきましては、「県立病院のあり

方に関する基本構想」に基づき、経営再建検証委員会

による平成23年度決算の検証結果も参考にして最終的

に判断することとしております。

　続きまして、離島・僻地医療振興についてのドク

ターヘリ事業についてお答えします。

　沖縄県ドクターヘリは、平成20年12月から浦添総合

病院が行うドクターヘリ事業に補助し実施しておりま

す。平成22年度には295件の急患を搬送しており、沖

縄本島全域、本島周辺離島及び徳之島以南の離島から

入院を必要とする患者を迅速に搬送するなど大きな成

果を上げております。

　県では、ドクターヘリの複数配置を含め、急患空輸

搬送体制のさらなる充実を図るため、「沖縄県救急医

療協議会」において検討を進めているところでありま

す。

　続きまして、離島・僻地医療振興についての中の、

がん条例に関する離島患者支援についてお答えしま

す。

　がん対策に係る条例の策定については、患者等関係

者、医療関係者、市町村、経済労働及び教育関係者等

で構成する連絡会を開催し、意見交換を行っていると

ころであります。これまで６回開催した連絡会及び作

業部会では、本県のがんの現状や課題を踏まえ、条例

の骨子について検討しているところであります。

　離島患者への支援策については、同連絡会において

も多くの意見がありますが、具体的な文言については

今後、関係法令等を踏まえ検討してまいります。

　続きまして、ハンセン病問題についての、検討会議

の今後の作業等についてお答えいたします。

　療養所においては、入所者の高齢化が進み、入所者

数が減少する中で、将来的な入所者に対する医療・介

護等のサービス水準の低下等が懸念されており、入所

者からは、将来に不安を感じているとの意見がありま

す。

　入所者が安心して暮らせるためには、療養所の機能

維持向上が喫緊の課題であり、これらの課題を共有

し、その解決策を協議することを目的に、関係機関が

意見交換を行う検討会議を設置したところでありま

す。同検討会議は、療養所園長、自治会長、地元自治
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体及び市民団体から構成され、今後は、定期的に開催

し、課題解決に向け、関係機関と協力して取り組んで

いくこととしております。

　ハンセン病問題についての、医療及び介護の体制整

備の充実についてお答えします。

　入所者の減少や高齢化が進む中、入所者の良好な生

活環境を確保していくことは将来構想の基本目標であ

り、その実現に向け医療及び介護の体制を整備し、充

実を図っていくことは重要な課題であると考えており

ます。療養所の機能維持向上の観点から、地域住民へ

の医療機能の開放は必要であり、愛楽園においては、

ことし４月より保険適用の外来入院制度を導入し活用

されております。また、南静園においても、同制度の

導入に向け、厚生労働省と調整を進めていると伺って

おります。

　沖縄県としましては、両園や地元自治体等関係機関

と連携し、将来構想の実現に向けて協力していきたい

と考えております。

　ハンセン病問題についての、退所者への相談体制の

充実についてお答えします。

　退所者の相談窓口については、平成14年９月から各

福祉保健所に相談窓口を設置し、相談体制を整えてお

ります。同相談窓口の活用が図られるよう周知を図っ

ていきたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院の課題につ

いての御質問の中で、県立病院における病休、年休の

取得状況についてお答えいたします。

　病院事業局における１人当たりの年休取得実績は、

平成20年8.1日、21年9.3日、22年9.4日となっており

ます。また、１人当たりの病休取得実績は、平成20年

2.2日、21年2.9日、22年2.9日となっております。

　病院事業局におきましては、今後とも職員のワーク

ライフバランスの実現のため、年次有給休暇等の計画

的取得が可能な勤務環境の整備に努めていきたいと考

えております。

　次に、休床解消に向けての取り組みについてお答え

いたします。

　看護師不足による休床は、中部病院で平成21年２月

より52床、南部医療センター・こども医療センターは

平成19年11月から14床となっております。休床してい

る病床の再開については、看護師確保の見通し、経営

への影響、地域の医療環境等を踏まえて検討していき

たいと考えております。

　次に、研修医の本務採用についてお答えいたしま

す。

　研修医については、現在、嘱託職員及び臨任職員と

して採用しております。病院事業局においては、医師

の養成・確保の観点から、研修医の採用形態につい

て、今年度、人員体制検討チームを設置し、検討を進

めているところであります。

　次に、人件費の抑制についてお答えいたします。

　病院事業局としましては、県立病院が今後とも公的

医療機関としての役割を果たしていくためには、経営

の安定化を図る必要があると考えております。そのた

めには、診療報酬上の施設基準の取得などにより医業

収益の拡大に努めるとともに、材料費や人件費などの

費用についても適正化を図る必要があると考えており

ます。また、県立病院の経営再建検証委員会におい

て、持続的な経営の健全化を達成するためには、他の

都道府県立病院より高い給与費比率の低減に向けた取

り組みを実施する必要があると指摘されている状況に

あります。これらを踏まえ、病院事業局としては、職

務の級の格付を国に準じた制度となるよう見直しを行

うとともに、新たに認定看護師手当を新設し、職員の

士気の向上につながる給与体系の見直しを実施したい

と考えております。

　次に、長期収支見通しにおける新八重山病院建設に

ついてお答えいたします。

　病院事業局がことし８月に作成した収支見通しで

は、収益と経費をおおむね平成22年度決算ベースで推

移すると見込みつつ、平成25年５月に開院予定の新宮

古病院建設に係る経費など、計算可能な事項を反映さ

せております。八重山病院については、平成22年度に

耐震化等改修工事を実施し、地震に対する安全性の確

保や施設の修繕を行ったところであります。

　病院事業局としましては、今後とも計画的な点検・

修繕の実施により八重山病院の医療機能の維持に努め

てまいります。八重山病院の建てかえに向けては、病

院の経営改善に努めつつ、将来の病院のあり方や救急

医療における地元市町村との連携、役割分担等につい

て検討していく必要があると考えております。

　次に、移転・新築に向けた病院側からの要望につい

てお答えいたします。

　新宮古病院は、宮古病院整備基本構想等において、

宮古医療圏の急性期医療、２次救急医療、精神科医

療、災害医療等の医療機能を担う中核的な医療機関と

して整備することとされております。これを踏まえ、

病院事業局では、新宮古病院の基本設計や実施設計の

作成過程において、各診療部門等との調整を密に行う
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など、可能な限り現場の意見、要望を反映させ、こと

し５月に着工したところであります。現在は、平成25

年５月の開院に向けて、医療機器や電子カルテ等、新

病院の運営に必要なハード・ソフトのインフラ整備に

ついて現場ときめ細かい調整を行っているところであ

ります。

　次に、県立宮古病院のスタッフの不足の現状と解決

に向けた取り組みについてお答えいたします。

　県立宮古病院の医師、看護師及びコメディカル等の

職員数については、業務量等を考慮して平成23年度の

配置定数を270名としております。平成23年８月１日

現在の配置状況は、医師で精神科及び眼科で１名の欠

員となっており、病院事業局においては、大学や民間

病院との協力・連携による医師派遣、地域・離島医療

確保モデル事業等により医師確保に取り組んでおりま

す。また、看護師やコメディカル等については、常勤

職員等を配置しており、欠員は生じておりません。

　宮古病院の今後の人員体制については、医療提供体

制の充実と経営への影響等を考慮する必要があること

から、現在、局内に設置した人員体制検討チームで検

討を進めているところであります。

　次に、離島・僻地医療振興についての御質問の中

で、過去５カ年間の特地、準特地手当の実績と病院経

営に与える影響についてお答えいたします。

　平成18年度から平成22年度までの宮古・八重山病院

における特地、準特地勤務手当の額は、総額で約16億

3400万円となっており、単年度平均では約３億2700万

円となっております。当該手当は、経営に一定の影響

を与えている状況にありますが、地方公営企業法の趣

旨に基づき、経営の収入をもって充てることに努める

とともに、今後、関係部局と財政負担のあり方につい

て議論を深めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、校内暴力等の実態についてお答えいたします。

　平成22年度調査によりますと、校内暴力は、小学校

38件、中学校306件、高等学校56件、合計400件であ

り、対前年度比で16件の減となっております。そのう

ちで教師に対する暴力は、小学校３件、中学校39件、

高等学校11件、合計53件であり、対前年度比で中学校

16件、高等学校６件の増となっております。いじめ

は、小学校90件、中学校157件、高等学校48件、特別

支援学校２件、合計で297件であり、対前年度比で66

件の減となっております。不登校は、小学校370人、

中学校1318人、高等学校で1375人、合計3063人であ

り、対前年度比で７人の増となっております。

　次に、少人数学級の教育効果と職員定数についてお

答えいたします。

　文部科学省においては、学級編制の標準を改定し、

小学校２年生以降につきましても35人学級の制度化を

検討していると聞いております。

　少人数学級の教育効果につきましては、きめ細かな

指導により、一人一人が基本的な生活習慣や社会的規

範を身につけ、基礎・基本の学力の定着が図られる等

が挙げられます。小学校２年生まで35人学級が拡大さ

れた場合の教職員定数につきましては、平成23年５月

１日現在の児童数で算定いたしますと現在より54名の

増となります。

　次に、９月24日の新聞報道に係る緊急質問の御質問

で、「原子力教育」の現状と今後の対応についてお答

えいたします。

　中学校学習指導要領の社会科、理科において、エネ

ルギーの学習が位置づけられ、さまざまなエネルギー

の一つとして原子力について学習することとなってお

ります。その内容ですけれども、「原子力は、安定的

にエネルギーを供給でき、わずかな燃料で多くのエネ

ルギーが取り出せること。」、「燃料を繰り返し利用

でき、発電時に二酸化炭素を排出しないこと。」、

「放射性物質を扱うため、事故が起きたときの被害は

大きく、厳しい安全対策が求められていること。」、

「放射性廃棄物の最終処分場をどこにするかという課

題があること。」などとなっており、各学校で指導を

行っております。

　文部科学省においては、震災の後、原子力発電の安

全性について大きくその考え方が変化しているととら

えており、県教育委員会としましては、文部科学省の

改善を踏まえて、より一層、安全に配慮した「エネル

ギー」に関する学習が行われる必要があると考えてお

ります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　産廃処分場行政につ

いての御質問の中で、火災事故を起こした処分場の廃

棄物撤去についてお答えいたします。

　当該産業廃棄物処分場は、昭和59年３月に届け出を

受けた安定型最終処分場でありますが、平成13年11月

に火災事故を発生させ、平成16年５月に終了届け出が

提出された施設であります。県としましては、火災発

生の翌日から、大気、地下水を含む環境調査を行うと
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ともに、平成15年度からは処分場内のたまり水や周辺

海域等の環境モニタリング調査を行っており、調査結

果については「最終処分場に係る水質基準値」や、

「土壌のダイオキシン類の環境基準値」を下回ってい

ることから、周辺環境への影響はないものと考えてお

ります。また、処分場内に埋められている廃棄物につ

いては、環境調査や地質調査などを「宮古産廃処分場

調査の検討評価等に関する専門委員会」で検討した結

果、埋立廃棄物や火災残渣によるダイオキシン類等が

環境汚染の原因になり、健康被害を起こす濃度ではな

いと評価されており、県としましては、埋立物の撤去

は必要ないものと考えております。

　次に、建設が行われている処分場について住民意向

と県の見解についてお答えいたします。

　宮古島市西原で建設中の処分場は、平成13年３月に

施設設置の許可申請が出されたことから、告示・縦覧

による住民意見の聴取と平良市長及び生活環境影響評

価専門委員からの意見を踏まえ、許可基準に適合して

いることから、平成14年１月に設置を許可したもので

あります。事業者においては、許可取得後、関係法令

などについての手続を経て、平成23年８月に工事に着

手したところであります。当該処分場近隣の大浦自治

会からは、工事の着手に対し、平成23年９月12日付で

処分場の建設に係る県の説明と工事の中断・中止につ

いて要請がありました。

　県としましては、現在、設置者に対し、地域住民の

理解を得るための説明を十分果たすよう指導を行って

いるところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　先ほどの答弁で、答

弁漏れが１つございました。おわびして答弁させてい

ただきます。

　原子力エネルギー関連の御質問の中で、福島原発事

故による国民生活及び県民生活への影響についてお答

えいたします。

　今般の東京電力福島第一原子力発電所の事故によ

り、国民生活においては、放射線に関する健康被害の

懸念や土壌汚染など、特に放射線量の高い地域住民の

生活に大きな影響を与えております。また、放射性物

質による汚染の懸念から農業、畜産、漁業、食品加工

業、観光業などの産業にもさまざまな影響を与えてお

ります。県民生活においては、高濃度の放射線セシウ

ムを含んだ腐葉土と汚染された稲わらを給与された疑

いのある牛肉の県内流通が一部確認されるなど、県民

に大きな心配をかけたところでございます。また、産

業面におきましては、ＥＵ諸国や韓国などへの食品の

輸出に際して、県などの産地証明書の発行が必要とな

るケースが出てきており、特に、中国につきまして

は、県産品の海外販路拡大の重点地域に位置づけてお

りますが、現状においては、実質的に輸出できないな

どいまだ大きな影響を受けております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　福祉保健部長にお伺いをしたいと思

うんですが、がん基本条例において離島に関する意見

も出たということでありますけれども、具体的にどう

いう意見が出たのかちょっとお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　お答えします。

　今、がんに関するすべての治療が完結できるわけ

じゃないものですから、本島に出るときの渡航費だと

かあるいはがん患者の情報、例えばセカンドオピニオ

ンとかそういうのがありますが、そういうところの機

会が少ないんじゃないかとか等々、離島による情報あ

るいは移動の負担、そういうのが主だと理解しており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　もう一つは、ハンセン病に関するこ

とで、退所者の問題について周知を図っていくという

ふうに御答弁されていますけれども、具体的にどうい

うふうに周知を図ろうというふうにお考えですか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時48分休憩

　　　午前10時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　どなたが退所者かと

いう具体的な名簿とかそういうのを我々は把握してい

ませんので、具体的にその人をターゲットにしてとか

そういうのはなかなか難しいところもあるんですけれ

ども、いろんな機会を通じ相談に乗れますよという、

そういう対応になります。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　退所者がどういう方であるかという

のは把握されていると思います。ただ問題は、保健所

のほうで、担当の職員がいないということがあってな

かなかその相談体制ができていない。そういう意味で

は、ケースワーカーを配置をしてきちんと細かい対応

をするというふうなことはできないのかどうかちょっ
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とお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉保健所において

は、そういう相談は総括的に完結的にやる体制はとっ

ていると理解しています。それでその中で専門性に属

することがあったりする場合は本島のゆうな協会です

か、そういうところにある相談窓口と連絡し合って相

談するということになります。それに特化してこの事

業だけやりなさいというのはなかなか厳しいかと思い

ますけれども、そういう相談体制に乗れるように努め

ていこうと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　ですから、そういうことがなかなか

退所者の声が伝わっていかないというふうなことが

あって、退所者の皆さんからそういう声が上がってい

るわけです。ですから、そういうケースワーカーを、

これは臨任でも構わないと思うんですけれども、配置

をしていただいて、本当にきめ細やかな相談体制がで

きないのかどうか。もう一度御答弁お願いできます

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員の提案を受けま

して、宮古福祉保健所あるいは北部福祉保健所と実情

をちょっと調査してみたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　それから下地部長、廃棄物行政につ

いてお伺いいたしますけれども、もう何年も廃棄物が

そのまま野ざらしになって、県道を歩いていてもはっ

きり言ってみっともないですよね。皆さんは産業廃棄

物については迅速に対応して、その所有者を、あるい

は廃棄したそういう業者を見つけてそれを対応させ

る。それができなければ行政のほうで対応していくと

いうことを今までやっているはずです。実際今やって

いるはずなんですけれども、なぜこの廃棄物が撤去で

きないのか、これは廃棄物と認定されていないんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　その施設自体は現在

もあるわけで、とりあえず処分業的に終了届けが出さ

れております。その後、その施設自体が安定するまで

例えば地下水とかいろんなそういう周辺環境に与える

影響がゼロになると、安定するまでまずそのままにし

ておかないといけないと。その後に廃止届けを出すと

いうような手続がありますので、そういったものを踏

まえないとそういった議員がおっしゃるような廃棄物

の撤去というのはできないと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　部長、明確にこれは観光行政を推進

するためにも非常に目ざわりなもので、そういうもの

をそのまま放置しておくというのはこれは行政の瑕疵

じゃないのかなと思うんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　その処分場自体は、

設置者と現在はさまざまなトラブルがあって、地権者

が違うということもあります。現在その地権者ともう

少し覆土ができないかどうかとか、要するにそういう

景観上の面も含めて調整をしていますので、何らかの

形でおっしゃるようにその観光という視点も含めて対

応できないか、今後検討していきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　ぜひ、対応していただきたいと思っ

ております。

　休憩お願いできますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時53分休憩

　　　午前10時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○奥平　一夫君　エネルギービジョンについてお伺い

したいと思うんですけれども、エネルギービジョン、

今やっぱり３･11の問題と原発の爆発事故等々さまざ

まな国民生活に大きな影響を与えている。それで、そ

のビジョンについても昨年できて検討していきたいと

いうお話ですが、これは部内でそういう話というのは

出ているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時54分休憩

　　　午前10時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　我々商工労働部の中

では、やはり特に今般成立しました再生エネルギーの

買い取り制度、これによってかなり大きく変化してい

く可能性もあります。もう一つは、やはり今回の原発

事故を受けた国の新たなエネルギー政策があと１年ぐ

らいかけて原子力発電については、原子力委員会のほ

うで結論を出していくという今週月曜日か火曜日に開

催された委員会の中でもそういうことを決定されてお

りますので、そういうものも踏まえて可能な限り再生

可能エネルギーの比率を上げるべく取り組みを目指し

て、そういう見直しについても検討していきたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。
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○奥平　一夫君　皆さんのそのエネルギービジョンの

中にも書いてあるんですけれども、このエネルギーの

需給構造をシフトするために制度の整備や設備導入、

誘致などの推進システムを必要としているが、再生エ

ネ法の成立で僕は大きな展開ができるというふうに思

いますが、部長の見解をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　御指摘のとおりだと

思います。

　それに加えて、次の新たな制度においては新エネル

ギー関係の例えばそのグリーン投資、例えば企業がそ

ういう再生可能エネルギー関連の施設を整備した場合

に、税額控除の対象とするとかそういう制度も今国に

要望しているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　そういう意味では本当に島嶼県であ

る沖縄にとってまさしく今時宜を得たそういう法律が

できたというふうに思っておりますので、ぜひともそ

れに加速をしていただきたいというふうに思っていま

す。

　そこで、この沖縄県でエネルギーとなる有望なエネ

ルギー、必ずしも再生エネルギーじゃなくて例えば天

然ガスを含めたそういう有望なエネルギーは一体どう

いうエネルギーなのか、県としてどういうふうにその

優先順位を考えているんだろうか。特にＣＯ２削減、

これは沖縄はどうもＣＯ２削減がなかなかできていな

いというふうなところから、ＣＯ２削減のために有効

なそういうエネルギー、もちろん経済にそれほど影響

を与えない、市民生活に影響を与えないという意味で

どういうエネルギーを優先して考えていらっしゃるの

か、考えていないのか。いかがでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　現在は一番普及しや

すい太陽光と、もう一つは風力発電に積極的に取り組

んでいるわけですが、このエネルギーの問題点は太陽

が出たり曇ったり、あるいは風が出たり、吹かなかっ

たり、これによってその周波数の変動が大きいと。そ

れで電力の形態にも大きな影響を及ぼすと。この辺の

課題をかなり沖縄電力さんと連携して解決していかな

いとなかなか難しいところがあります。ただ、そうは

申しましても各家庭にできるだけその太陽光パネルを

やりながら、今の現行の風力、今後は、研究課題とし

ては太陽熱、沖縄県においては太陽熱の可能性がある

のではないか。もう一つは、周辺に多くある海洋エネ

ルギーをどう活用するか。これについてはできるだけ

来年度――これは可能かどうか今正確に申し上げられ

ませんが――久米島あたりで実証実験できないかなと

思って、今その調整を進めております。これはそうい

うようなところが大きいのかなと。もう一つは水溶性

天然ガス、これは燃やせばかなりＣＯ２削減にはつな

がりますので、こういうものも検討していきたいとい

うふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　今出ました天然ガスなんですけれど

も、その有効性というのはどれぐらい考えていらっ

しゃいますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　今年度の事業で、沖

縄本島の中部から南部にかけて、それから宮古島を地

震探査方式という方式で探査しておりまして、その結

果を受けてどの地域が一番可能性が高いのか。それを

踏まえて次年度は試掘までもっていくということで、

水溶性天然ガスは水と一緒にガスが含まれていますの

で、これは分離して使わぬといかんということで、も

う一つ新たな話としては、さらに地下には構造性ガス

いわゆるガス、これの可能性があるという中間報告も

ちょっと聞いておりますので、この辺を含めて対応し

ていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　そういう多様なエネルギーでこの島

嶼県沖縄は対応していったほうがいいのかなと思いま

すし、この再エネ法ができたことによってやっぱりイ

ンセンティブをどんどんつけて、これは国の事業だけ

じゃなくて県も積極的にやっていただきたいと思うん

ですが、その辺についていかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　再生可能エネルギー

の積極的取り組みというのはどうしても時代の要請で

もあるし、また新たな産業として私どもはＩＴとバイ

オ、そして環境という部分も含めて今いろんな研究活

動等に支援したりしております。そういうことで、自

然エネルギーの再生については、積極的に対応してい

きたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　どうもありがとうございます。

　それでは次に、病院事業局長並びに福祉保健部長に

お伺いしたいと思います。

　県立病院の独法化、そして離島における独法化の方

策については、救急離島医療に影響があるのではない

か、独法化をしてしっかりその政策医療に努めたいと

いうんですけれども、実際今の現状でも医師の確保も

ほとんどままならない状態がありますよね。これはど
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ういうふうにお考えですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　まだどういう経営形

態になるかということは、決まったわけではありませ

ん。来年度決まるわけですけれども、先ほどお話しま

したように、いずれにしろ民営化するわけではなく

て、将来的にもずっと県が政策医療の責任は堅持し続

けますので、一体となって離島の中核病院の機能の向

上維持、向上発展するような仕組みをとっていくとい

うことには変わりはないと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　次、県立病院の課題についてお伺い

したいんですけれども、年休、病休が取れない状態が

起きているという質問に対して、いろいろ年休の比

率、取得率を答弁されているんですけれども、私が聞

いた中では７対１看護の診療報酬を維持するために10

対１の病棟や診療部門からの応援をさせる。そのため

大変大きなしわ寄せが起こっていると聞いているんで

すが、この現状はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　７対１看護の基準を取得することによって看護師を

ふやしたわけです。結果的には、看護師をふやしたと

いうことでその前の年に比べると年休の取得状況とい

うのはむしろふえているというふうな調査が出ており

ます。

○奥平　一夫君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時３分休憩

　　　午前11時３分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　その件については、

今私は報告を受けておりませんので、調査してまた後

ほどお答えします。

○奥平　一夫君　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時４分休憩

　　　午前11時４分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　給与費の抑制について、この給与費

の比率を下げるためにどういうことをするのかという

と、皆さん給与を下げることをなさっているんですけ

れども、僕は収益をふやせばいいと思うんですよね。

収益をふやすためにはどうすればいいかというと、ス

タッフをふやせばいいんですよ。いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　おっしゃるとおりそ

ういう効果はあると思います。しかしながら、やっぱ

りスタッフをふやすということはそれなりにまた費用

もふえてくるわけですから、その辺をしっかりバラン

スをとりながら県もしっかり検討していきたいという

ふうに思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　奥平一夫君。

○奥平　一夫君　もう時間がありませんので、残念だ

けれども、皆さんの県立病院の経営再建検証委員会の

報告にもありますように、医業収益を増加させるため

には結局のところ、人員をふやすといった人への投資

を行わなければなりませんという報告がされているん

です。だからそういう意味では、きちんと人員をふや

し、スタッフをふやして収益を上げていく、何も給与

まで下げる必要はないというところまでしっかり収益

をふやしていく必要はないですか。そういうことでぜ

ひ必要だと思うんですね。ですから、そういう病院経

営にとって人件費を下げるということはこの職員のモ

チベーションも下がりますし、今、実は……。まだ59

秒残っているでしょう。（「答弁できないよ」と呼ぶ

者あり）　いや、答弁しなくていいですよ、しゃべる

んだから。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時６分休憩

　　　午前11時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　当銘勝雄君。

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　おはようございます。

　護憲会派の当銘勝雄でございます。

　一般質問を行いますが、せんだって６月に、次の県

議会議員選挙には立候補しない、こういうことが新聞

に出たものですから、最近、知人、友人、あるいは旧

知の人に会いますと、今何をしているのと言うんで

す。県議会議員をやっているんですよと言うと、やめ

たんじゃなかったのと、こういうことで非常に戸惑っ

ておりますが、いずれにしても来年の６月まで私は

ちゃんと任期があるわけでありますから、頑張ります

のでそういう方向でよろしくお願いします。

　知事の政治姿勢についてであります。

　一括交付金について伺います。

　県計画としての21世紀ビジョンは、一括交付金の多

寡によって成否が決まると言っても過言ではないとい

うふうに思います。やっと制度化への一定の方向性は
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見えたものの、県民の要求が満たされるか、これから

の大きな政治課題だというふうに思います。

　そこで質問します。

　ア、3000億円はこれまでの10年間の平均を根拠にし

ているが、元沖縄総合事務局調査官の資料では、国の

歳出予算に対し米軍基地関係費を除けば0.4％にすぎ

ず、復帰後の予算ベースで８兆円も足りないとする試

算が出されております。一方、3000億円は厳しいとの

見方もあるが、知事の所見を問います。

　イについては取り下げます。

　ウ、前枝野沖縄担当大臣は、一括交付金化の段階的

導入を示唆しているが、沖縄総合事務局の県への業務

移管は一気呵成でなければならないと思うがどうです

か。

　次に、訪米の成果について聞きます。

　県民の多くが反対する普天間飛行場の辺野古移設に

ついて、知事が県外移設を明確にしたことは大きなイ

ンパクトを与えたものと思います。米軍基地問題は、

理不尽な日米政府のあり方に県民が一丸となって取り

組んでいくことが大きな力になり解決ができるものと

思います。

　そこで質問します。

　アとイは既にいろいろと出ておりますので取り下げ

ます。

　ウ、クエスチョンの状況をじかに政府に訴える考え

はないか問います。

　大きな２、観光対策について。

　本県の観光産業は、亜熱帯の有する自然的条件や独

特の食文化などが相まって年々伸びてきたが、ここに

至って外的要因なども加わり伸び悩んでいる。観光は

総合産業であり、多くの産業との連携と相乗効果を発

揮するリーディング産業であり、その停滞は多くの産

業保護対策にも影響します。そこで対策が必要である

と考えます。

　そこで質問しますが、数次ビザ導入についてのア

は、既に出ておりますので取り下げます。

　イ、１日沖縄滞在で、素通りして本土に行くとの観

測もあるがどうか、その対策をどうとるか伺います。

　ウ、数次ビザは中国だけか、今後、他の国へ拡大し

ていく考えもあるのか問います。

　芋、2010年度の観光入域者及び観光消費額について

問います。

　ア、前年度に比べ入域観光客も１人当たり観光消費

額も復調し、収入は6.7％も増加したと発表したが、

復調の要因は何か問います。

　イ、2005年以来、観光入域客は低迷しているが、今

後も続くのか問います。

　ウ、東日本震災による影響が懸念されているが、ど

う対策をとるか伺います。

　鰯、観光統計についてであります。

　ア、入域観光客の推計には、県民や本土出張員、ビ

ジネスマンなどの見分けが混在率に大きく影響しま

す。算定方法はいかにしているか問います。

　イ、混在率の近年の推移はどうなっているか問いま

す。

　ウ、１人当たり観光消費額で大きなものは宿泊費、

土産品、飲食費、交通費であるが、近年大きな変化が

あるのか問います。

　エ、家族観光や学校等低年齢の方向にあるが、１人

当たり消費額は同じ係数を用いているのか問います。

　大きな３、農業問題について。

　施設農業の推進についてであります。

　2011年８月、経済労働委員会による東京の大田市場

や築地市場の視察を行った。その中で、台風２号によ

る影響で東京中央卸売市場の本県のゴーヤーの取り扱

いが激減し、主産地としての責任が問われるとの指摘

を受けております。真剣に考える必要があります。

　そこで質問します。

　ア、台風２号は例年より早い５月に襲来した。大き

な被害をもたらしたが、市場出荷が激減し厳しい指摘

を受けた。今後想定外で済ませるものではないと思い

ます。どう対策をとり、主産地としての責任を果たす

か問います。

　イ、ゴーヤーはカリウムなど有用な成分が多く、健

康野菜として全国で食されるようになった。ゴーヤー

は台風に弱く塩害にも弱い。今後、主産地としての責

任と農家経営の安定を図るには施設化を進める必要が

あるが、これまでの実績と今後の施策を問います。

　芋、有機農業推進についてであります。

　有機農業の成功事例を探してキューバを視察しまし

た。ミミズ農法は大変参考になるものがありました。

また、有機農業研究会の一員として、県内の有機栽培

農場視察をいたしました。経営的に成功した農家もあ

るが、緒についたという感じの農家が多々あります。

自家消費や趣味を生かした農家が取り組もうとしてい

るのも多いが、行政の後押しが必要であるというふう

に感じました。

　そこで質問します。

　ア、本県農業は小規模農家が多く大量生産に向か

ず、また近年の安心・安全を求める消費者のニーズに

こたえるには有機農業を展開する必要があると考えま

す。どう認識するか。
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　イ、有機農業を推進するにはその基盤となる堆肥の

生産体制が重要であります。現在、余剰バガスを利用

しているが、積極的な増産体制が必要と考える。どう

進めるか。

　けさの新聞で環境生活部長も堆肥について書いてあ

りましたが、まさしくそのとおりだというふうに思い

ます。

　ウ、有機栽培は、堆肥の施用や減農薬栽培などで収

量は必ずしも上がらず、商品の見ばえがよくないこと

から、商品の価値の割に高く売れない側面がありま

す。消費者へのＰＲなど、行政の展開が必要と考える

が、どう進めるか。

　次に大きな４番、不発弾処理問題であります。

　茨、不発弾処理における国の責任体制についてであ

ります。

　ア、南風原町における不発弾処理の問題で、国の責

任体制が問題である。なぜ県は国の責任において処理

すべきと明確にしなかったのか問います。

　イ、今回の処理費用はどのようになされたか。

　ウ、さきの糸満市で起きた不発弾爆発による人身被

害に対し、基金を設置して見舞金の形で処理した。国

の責任を明確にしなかったことが問題であるというふ

うに考えます。補償制度の確立を図る必要はないか問

います。

　芋、新たな沖縄振興計画記述の問題について。

　ア、不発弾処理について、県は戦後処理の一環とし

て国が取り組むべきものとしながら新たな沖縄振興計

画に記述するのはなぜか。計画は国の計画ではない。

　イ、新たな振興計画は10年のスパンである。不発弾

処理は70年もかかると言われるもので10年計画になじ

まないというふうに指摘をします。

　大きな５番、土木、建築行政について。

　住宅政策についてであります。

　ア、本県の持ち家率はなぜ低いか、要因は何か問い

ます。

　イ、持ち家率を改善する手だてはあるか問います。

　ウ、本県の農村地域においては、建築時の予算の都

合や子供が大きくなってから増築する計画で平家にと

どめているケースが見受けられます。これらの２階住

宅に補助をして持ち家率を高めるとともに、二世代、

三世代同居の住宅政策を図る考えはないか問います。

　芋、土木、建築行政の基準の見直しについてであり

ます。

　ア、土地の拡大を図るため、安価で埋め立てができ

る浅海域の埋め立てが広がっております。東日本大震

災を教訓として、危険回避と豊かな海をつくる浅海域

を残す観点から、埋立基準の見直しを図る考えはない

か問います。

　イ、台風12号による和歌山県の水害は、降水量の多

さもさることながら、山ろくや急傾斜地への住宅建設

も被害を大きくしております。本県においても地すべ

り等危険地域が多く、住宅建築許可基準を見直す考え

はないか問います。

　ウ、東日本大震災避難体制調査で、最も不安を感じ

ているのが老人ホーム等の施設であり、高齢者や病弱

者が多く移動が困難である。このような施設に対し高

台への設置や避難場所の確保等一定の規制基準を設け

る考えはないか問います。

　大きな６、沖縄電力の原子力発電研究についてであ

ります。

　去る６月議会の質問に対して、電力の安定供給の立

場からエネルギーの安定確保や低炭素化の観点からさ

まざまな発電技術について常に研究あるいは情報収集

することは極めて重要であり、原子力発電に関する情

報収集もその一環であると答弁している。一方におい

ては、原子力発電を導入する計画はないとも答弁して

いる。そうであるならば、導入の予定のない原子力の

情報収集はやめたほうがよいのではないか。

　イ、情報収集の陣容、情報収集の範囲、予算は幾ら

か問います。

　７、人材育成と雇用対策についてであります。

　雇用誘発対策について。

　ア、高い失業率改善にはリーディング産業の観光と

農水産業、製造加工業との連携が必要であります。こ

れまでどう進めてきたか問います。

　イ、中国では電気自動車化が進展しております。本

県は観光客のレンターカー需要も相まって自動車の普

及の伸びが著しい状況にあります。増加する自動車を

電気自動車に転換し新たな起業誘発とＣＯ２削減効果

もあると思慮する。どう進めるか問います。

　８番、我が会派代表質問関連で、崎山議員関連の質

問であります。

　茨、辺野古の環境アセスについて、知事の公有水面

埋立許可権限を政府に移してでも辺野古移設をすると

の報道があるが、知事は県民の怒りを買うことからで

きないと答弁している。政府から見れば、米政府との

約束を果たさねばならない、国民との約束もある。県

民の怒りぐらい小さいと考えているのではないかとい

うふうに私は思いますが、どう認識するか問います。

　芋、那覇空港の滑走路拡張整備についてでありま

す。

　せんだって、社民・護憲会派でこの那覇空港の拡張
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先を船で見てまいりました。そしてさらに、私たち沖

縄振興・那覇空港整備促進特別委員会で羽田空港の視

察も行いました。そういうことで質問しますが、漁場

の環境悪化を少なくするため、羽田空港のくい打ち方

式を取り入れることができないか問います。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　当銘勝雄議員の御質問にお

答えいたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、沖縄総合事務

局の県への事務・権限移譲に係る御質問にお答えいた

します。

　沖縄総合事務局を含む国の出先機関改革につきまし

ては、昨年末にアクションプランが閣議決定されてお

ります。このアクションプランにおいて出先機関単位

ですべての事務・権限を移譲することを基本として、

平成26年度中の実施を目指すこととされております。

　沖縄県といたしましても、このプランに基づき沖縄

総合事務局の事務・権限につきまして、平成26年度に

おける移譲が行われるものと考えております。

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、「沖縄クエス

チョン」の状況を政府に訴えることについての御質問

にお答えいたします。

　この「沖縄クエスチョン」のスピーチの中で私が説

明をした内容につきましては、もうある意味で何度も

日本政府、そしてアメリカ政府が主として東京の大使

館などを通じ再三申し入れ要請をしている中身であり

ますが、また改めて機会を見てこの件は強く要請して

まいりたいと考えております。

　次に、我が会派代表との関連質問についての中で、

これは辺野古の公有水面埋め立てに係る御質問の中

で、国が埋立手続を強行した場合の知事対応について

という御質問ですが、これは仮定の部分がありますか

らお答えしにくい部分がありますけれども、現時点で

政府から埋立承認願書が提出される時期について明確

な方針は示されておりません。そういう状況でありま

す。そして仮に、提出などの動きが出てきた場合に

は、無論これは関係法令にのっとり検討することにな

りますが、県といたしましては、地元の理解が得られ

ない移設案の実現は事実上不可能であり、普天間飛行

場の県外移設を求める考えに変わりはなく、これを踏

まえつつ適切に対処してまいりたいと考えておりま

す。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、新たな沖縄振興予算3000億円の確保

についてお答えいたします。

　沖縄県は、新たな沖縄振興において４次40年の沖縄

振興を経て、今なお残る４つの特殊事情に起因する課

題の解決を図るため、沖縄の実情に合った独自の施策

を展開することとしております。また、地方分権の進

展や経済的に伸長する東アジアに隣接する沖縄の地理

的特性を生かし、我が国と東アジアに貢献する地域と

して新たな施策の展開に取り組むこととしておりま

す。このような施策の主体的かつ効果的な展開を図る

ためには、使途の自由度の高い3000億円規模の沖縄振

興一括交付金の創設が必要であると考えております。

　去る９月20日に閣議決定された来年度予算の概算要

求組替え基準において、「沖縄振興予算については、

一括交付金に関する地元の要望を十分に踏まえ、予算

編成過程において検討する。」とされたところであり

ます。今後の予算編成過程で沖縄の要望が反映された

沖縄振興一括交付金が創設されるよう、引き続き国へ

要望していくこととしております。

　次に、我が会派代表質問関連の中で、増設滑走路整

備の工法変更についてお答えいたします。

　国と県では、那覇空港の整備のあり方について、平

成15年度からパブリック・インボルブメント等の手法

を取り入れ、環境への影響も検討しながら総合的な調

査、構想段階及び施設計画段階の検討を経て埋立工法

による整備計画を採用したところであります。

　国は、現在、環境影響評価法に基づく環境アセスメ

ントの手続に着手しており、手続の中で埋立工法によ

る環境への影響に対する保全措置が示され適切な対策

がなされるものと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光対策に

ついての御質問の中の、数次ビザ取得者の沖縄滞在対

策についての問いにお答えいたします。

　県としましては、数次ビザの効果を高めるために

は、中国における沖縄観光の認知度向上を図る必要が

あるとともに、沖縄観光の魅力の向上等により来訪者

の満足度を高めることが重要であると考えておりま

す。その対策としましては、これまで中国主要都市に

おいてトップセールスを実施したほか、有力メディア

や旅行会社の招聘、チャーター便の誘致活動などを実
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施してきており、今後も継続をしていきたいと考えて

おります。また、外国人観光客向けの観光メニューや

観光情報の充実を図ることにより、魅力の創出とその

発信に努めております。さらには、外国人観光客対応

力の強化や銀聯カードの導入促進など、受け入れ体制

の強化にも努めているところであります。

　同じく観光対策についての御質問の中の、数次ビザ

のほかの国への拡大についてとの御質問にお答えいた

します。

　現在、日本へ入国するに当たりビザが必要な主な国

としましては、中国、タイ、ロシア、マレーシアなど

があります。数次ビザは中国のみに認められておりま

す。

　県としましては、世界各地から観光客が訪れる国際

的な観光・リゾート地を形成するためにはなお一層の

ビザの緩和が必要と考えております。そのため、新た

な沖縄振興に関する制度要望において、ビザの発給要

件や手続の一層の緩和を求めているところであり、県

としましては、引き続き政府に対しその実現を求めて

いきたいと考えております。

　次に、入域観光客数及び観光消費額、観光収入の増

加要因についてとの質問にお答えいたします。

　平成22年度の入域観光客数は、高校総体の開催や官

民一体となった誘客活動などにより572万人となり、

対前年度比でプラス３万人、0.5％の増加となりまし

た。また、平成22年度に県が実施した「観光統計実態

調査」において、観光客１人当たりの消費額はダイビ

ングやスパ・エステを目的とする観光客の割合が増加

したことや、県内離島への観光客が増加したことなど

から７万536円となり、対前年度比6.2％の増加となっ

ております。観光客数及び観光消費額が増加したこと

に伴い観光収入は4033億円となり、対前年度比6.7％

の増加となっております。

　入域観光客数の見通しについてとの質問にお答えい

たします。

　沖縄県への入域観光客数は、593万人と過去最高を

記録した2008年度以降、570万人前後で推移をしてお

ります。今年度は、東日本大震災の影響により８月ま

での累計で対前年同期比マイナス11.1％となっており

ますが、減少幅は縮小傾向にあります。

　今後は、国内客につきましては個人客を中心に緩や

かな回復傾向で推移するものと見込んでおります。ま

た、外国人観光客につきましては、中国人観光客に対

する数次ビザの発給効果や新たな定期航空路線の増

加、世界のウチナーンチュ大会の開催などにより、今

後は増加に転ずるものと考えております。

　今後とも、外国人観光客の誘致強化や文化・歴史、

スポーツなどを活用した新たな観光メニューの開発に

より沖縄観光の魅力を増大し観光客数の増加に努めて

まいりたいと考えております。

　今後の対策についてとの問いにお答えいたします。

　東日本大震災直後の入域観光客数は、増減率で見ま

すと対前年同月比４月はマイナス21.3％と大変大きな

影響がありました。このため、観光需要の拡大に向け

てもう１泊滞在キャンペーンや国内外のチャーター便

に対する支援、中国を初めとした外国人観光客の誘致

強化を図ってまいりました。そのため、８月の増減率

はマイナス5.5％と回復傾向にあります。

　今後とも、沖縄観光の魅力を向上させるため、「エ

ンターテインメントの創出と拡充」、「若年層市場の

開拓」などをテーマに、民間事業者のノウハウや活力

などを活用したプロジェクトを促進し、文化と歴史、

スポーツ、新たな観光メニューの創出や育成を支援を

してまいりたいと考えております。

　観光対策についての御質問の中の、混在率の算出方

法及び混在率の近年の推移について、２の鰯のアと２

の鰯のイは関連いたしますので一括してお答えしま

す。

　混在率につきましては、国内線で県外へ出域する航

空機の乗客を対象としたアンケート調査の結果に基づ

き、乗客に占める県外在住者の割合を算出しており、

県民利用を除いたものとなっております。現在、入域

観光客数推計時に使用している混在率は、平成18年度

に実施した調査をもとに推計したものであり、おおむ

ね91％前後となっており、直近10年間における混在率

につきましてもほぼ90％から91％前後で推移をしてお

ります。

　続きまして、１人当たり観光消費額の状況について

お答えいたします。

　県が実施している観光統計実態調査によると、１人

当たり観光消費額の項目につきまして、平成18年度と

22年度の５年間を比較した場合、交通費が6.7％、土

産・買物費1.5％、飲食費0.9％、娯楽・入場費29.3％

とそれぞれ増加しております。特に娯楽・入場費につ

きましては、平成22年度において海水浴、マリンレ

ジャー、ダイビング、スパ・エステを目的とする観光

客の割合がふえたことから大きく増加をしておりま

す。

　一方、宿泊費につきましては、県が実施した「宿泊

施設実態調査」によると、過去５年間に宿泊施設数が

約27％増加していることなども影響し、12.7％の減少

となっております。
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　続きまして、観光客１人当たり消費額の係数につい

てとの質問にお答えいたします。

　県が実施する観光統計実態調査では、国内線で県外

へ出域するおおむね10代後半から高年齢層までの航空

乗客を対象に消費額等についてアンケート調査を実施

しております。調査は年８回実施し、約4000票の回答

結果から平均値を算出し、観光客１人当たりの消費額

としております。

　議員御質問のとおり、算出した消費額は年齢にかか

わらず観光収入の推計等に使用しておりますが、ハワ

イや北海道におきましても同様な手法で推計されてい

るところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農業問題の中で、台

風対策と主産地としての責任についてお答えいたしま

す。

　沖縄県産野菜は、12月から６月までの冬春期を中心

に県外市場への出荷が行われております。去る５月に

襲来した台風２号の影響により、６月の東京都中央卸

売市場へのゴーヤーの出荷量は対前年比約14％、オク

ラの出荷量は対前年比約15％と大幅な減少となってお

ります。そのため、県外市場等から安定出荷について

強く要望されているところであります。

　県としましては、野菜の責任産地として安定的な出

荷ができるよう、台風等の自然災害に耐えられるよう

な対策を強化していく考えであります。具体的には、

防風・防潮林の整備、台風等に強い耐候性ハウス等の

整備、パイプハウスの補強、台風対策マニュアル等を

活用した事前・事後対策の徹底などの対策を関係機

関・団体等と連携し推進してまいります。

　次に、ゴーヤーの施設整備の実績と今後の施策につ

いてお答えいたします。

　県では、ゴーヤーの生産振興を図るため、台風等に

強い農作物被害防止施設等の施設を平成14年度から平

成22年度までに約40ヘクタールを整備しております。

ゴーヤーにつきましては、県外出荷野菜の主力品目で

あることから、台風等の気象条件に左右されない施設

等を整備し、安定的な出荷を図ることが責任産地とし

て重要であると考えております。このため、県としま

しては、農作物被害防止施設等の整備やパイプハウス

の補強、ゴーヤーの品種開発等を計画的に推進し、市

町村等関係機関と連携し、ゴーヤーの生産振興を図っ

てまいります。

　次に、有機農業の推進と支援体制についてお答えし

ます。芋のアと芋のウは関連しますので一括してお答

えします。

　安全・安心な農産物を提供するためには、化学農薬

や化学肥料に依存しない有機農業など環境保全型農業

の推進が重要であると考えております。県は、これま

でエコファーマーの育成や特別栽培農産物の認証を行

うとともに、農薬適正使用の指導、出荷前の農産物の

残留農薬検査などに取り組んでいるところでありま

す。また、有機農業推進法に基づく有機農業を推進す

るため、有機農業支援事業において平成20年度から平

成23年度までに支援体制を整備することとしておりま

す。

　これまでの取り組みといたしましては、沖縄県有機

農業推進協議会の設置、有機農業の実態調査、有機農

業の栽培技術の開発や研修会等の開催などを行ってい

るところであります。平成23年度は、有機農産物流通

調査、県の農産物に関するイベント等を活用した消費

者等の理解増進、有機農業技術の普及啓発などに取り

組むこととしております。

　次に、余剰バガスの堆肥化の体制についてお答えし

ます。

　平成22年産におけるバガス等の副産物の産出量は約

26万2000トンとなっており、そのうち堆肥に利用され

たものが23％に当たる約６万トンとなっております。

　県といたしましては、ボイラー等の設備改善による

余剰バガスの産出を促進するとともに、関係機関と連

携しながら、さとうきび副産物の堆肥化に取り組んで

いるところであります。また、多良間村をモデルとし

て島全体をエコファーマー認定を目指した環境保全型

農業の推進を図るため、生産者を初め村、ＪＡ、製糖

工場、県等で構成する「多良間村黒糖エコ生産推進協

議会」が平成23年７月21日に設置され、さらなるバガ

ス等を活用した堆肥化に取り組んでいるところであり

ます。

　今後、この成果等も踏まえ、各地域へ有機農業など

環境保全型農業の普及啓発を図っていきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　不発弾処理問題に関す

る御質問の中で、南風原町の不発弾処理における国の

責任の明確化についてお答えいたします。

　不発弾処理につきましては、県におきましてこれま

で一貫して戦後処理問題として国が責任を持って取り

組むべきものと考えております。今回の南風原町サマ
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リヤ人病院における不発弾処理については、内閣府沖

縄総合事務局を中心とする沖縄不発弾等対策協議会に

おいて、重病患者など避難困難者の院内待避の方針、

処理方法、費用負担等につき協議されてきたところで

あります。

　次に、南風原町の不発弾処理に要した費用について

お答えいたします。

　不発弾処理につきましては、原則、国の負担により

実施され、地方自治体の負担分については特別交付税

により措置されることとなっております。

　今回の不発弾処理費用については、土のうやライ

ナープレート等の防護壁の設置及び撤去に要する費用

に加え、病院のガラス窓の防護対策として実施した畳

やパネル設置等に要した費用についても、新たに国の

交付金の対象と認められたところであります。

　一方、不発弾処理に係る避難に要する費用について

は、現在のところ国の補助対象となっていないため、

県としましては、今回の事例を踏まえ市町村と連携

し、補償費用のさらなる拡充について引き続き国に要

望してまいります。

　次に、不発弾処理に係る補償制度の確立についてお

答えいたします。

　県としましては、平成21年の糸満市の不発弾爆発事

故における国の速やかな対応により、新たに不発弾爆

発事故に関する被害救済の仕組みが創設され、被害者

への見舞金や施設等への支援金の制度が整備されたも

のと考えております。

　次に、新たな振興計画において不発弾処理を位置づ

けることについてお答えいたします。４の芋のアと４

の芋のイは関連いたしますので一括してお答えいたし

ます。

　不発弾処理につきましては、戦後処理の一環として

国が責任を持って取り組むべきものと考えておりま

す。

　県においては、不発弾処理の一層の加速化を図る制

度の確立のため、新たな沖縄振興計画においても、国

の責任を明確にしつつ位置づけが必要であると考えて

おります。このため、新たな沖縄振興に係る国への制

度要望として、民間が行う開発等における磁気探査費

用の全額国庫負担制度の創設を要望するとともに、引

き続き国や市町村等、関係機関と連携し不発弾処理の

迅速化を図ってまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木、建築行政の御

質問で、持ち家率が低い要因及び改善策について、５

の茨のアとイは関連しますので一括してお答えしま

す。

　沖縄県の持ち家率は、「平成20年住宅・土地統計調

査報告」によると50.2％となっており、全国平均の

61.1％と比べ低い数値となっております。持ち家率が

低い要因としては、家計収入が低いこと、市街地の地

価水準が高いことに加え、資金融資が十分でないこと

等が考えられます。県は、持ち家取得対策として、

「沖縄県住生活基本計画」において、土地取得費低減

のため定期借地制度の普及等を掲げており、今後とも

関係機関と連携して取り組んでいきたいと考えており

ます。

　次に、２階住宅の補助や多世代同居策についてお答

えいたします。

　２階住宅の補助や多世代同居策等の地域事情に応じ

た住宅施策については、地域住民と密着した市町村が

主体的に行うことが望ましく、県は広域行政の見地か

ら、市町村と連携して地域支援のあり方を検討してい

きたいと考えております。

　次に、埋立基準の見直しについてお答えいたしま

す。

　公有水面埋立法による埋立免許の基準は、国土利用

上適正かつ合理的なこと、環境保全及び災害防止につ

き十分配慮していること、埋立地の用途に照らし公共

施設の配置及び規模が適正なこと等６つの項目があり

ます。免許に当たっては、これらの基準すべてに適合

しているか否かについて審査するものであります。

　なお、公有水面埋立法は国が定めた法律であり、今

後、国の基準改正の動向を注視したいと考えておりま

す。

　次に、地すべり等危険地域における住宅建築許可基

準の見直しについてお答えいたします。

　沖縄県でも地すべり等危険地域が多いことから、

「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」及

び「地すべり防止法」に基づき危険区域等を指定して

建築行為等の規制を行っているところであります。特

に、急傾斜地崩壊危険区域については、建築基準法施

行条例により住宅の建築制限を行っておりますが、災

害の未然防止の観点から、これらの法令の趣旨を踏ま

えて、今後、建築許可基準の見直しを検討したいと考

えております。

　次に、老人ホーム等の施設に対する一定の規制基準

についてお答えいたします。

　建築物の安全性を確保するため必要最低限の技術基

準を建築基準法で定めておりますが、老人ホームなど
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災害時要援護者等の施設について、高台設置や避難場

所の確保などの規制基準は設けておりません。

　なお、「沖縄県地域防災計画」において、施設の管

理者は災害発生時に安全で円滑に避難できる施設整備

に努めるものとしており、今後とも東日本大震災を踏

まえて災害時要援護者等施設整備の対策について、関

係機関と連携して検討する必要があると考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　６の沖縄電力の原子

力発電研究についての御質問の中の、沖縄電力の原子

力情報収集についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県としましては、県民に対し電力の安定供給の

責務を負う電気事業者が電力の安定的かつ効率的な供

給や低炭素化等の観点から、さまざまな発電方式につ

いて常に情報収集しておくことは必要なことであると

理解しております。

　続きまして、沖縄電力の原子力情報収集の体制等に

ついてお答えいたします。

　沖縄電力に確認したところ、現在、同社より日本原

子力発電株式会社へ社員を１人派遣しており、原子力

発電に関する一般的知識について情報収集をしている

と聞いており、また、原子力発電の研究に係る組織や

予算は措置していないとのことでございます。

　次に、人材育成と雇用対策の中の、失業率改善のた

めの観光、農水産業、製造加工業の連携についての御

質問にお答えいたします。

　御指摘のとおり、失業率を改善していくためには観

光、農林水産業及び商工業の連携強化が不可欠と認識

しております。このため、県におきましては、例えば

地場の農水産物等を活用して、食物アレルギーに苦し

んでいる子供たち、あるいはその親、家族などを対象

とした新旅行商品の造成、あるいは観光を含む重点産

業に関する新商品開発等を支援しております。また、

さまざまな地域資源――これは一次産品等を含めて

――を活用してお菓子、塩、そば、工芸品などの土産

品の開発も支援しております。

　あわせて、農商工連携による商品開発をさらに促進

していくためにコーディネート人材の育成も図ってい

るところでございます。

　県といたしましては、引き続き「みんなでグッジョ

ブ運動」を展開しながら、観光農商工連携をさらに強

化するなど、産業と雇用の拡大に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　人材育成と雇用対策

の御質問の中で、電気自動車への転換による企業誘発

とＣＯ２削減効果についてお答えいたします。

　県内の電気自動車につきましては、レンタカー業界

を中心に220台が導入されるなど普及が進んできてお

ります。

　県としましても、県内において利用されている中古

の路線バスを電気自動車に改造する「ＥＶバス開発・

実証運用事業」を今年度から実施しております。本事

業を通じて技術の集積を図るとともに、当該技術を利

用した事業の新たな展開を進め、公共交通機関の低炭

素化に取り組んでいく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中でありますが、時

間の都合もありますので、当銘勝雄君の再質問は午後

に回したいと思います。

　休憩いたします。

　　　午前11時53分休憩

　　　午後１時23分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　当銘勝雄君の再質問を行います。

　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　それでは再質問を行います。

　文化観光スポーツ部長、先ほどの観光統計の質問の

中で、混在率というのは非常に大切なものなんですよ

ね。ですからこれをしっかりとやるということ。もう

一つ観光消費額ですね、これは小さい子供も大人も、

要するに10代から年寄りまで含めて調査をして、同じ

係数を用いていると、こういうことなんですが、私

は、少なくとも大人と子供では消費額は全然違うと、

もちろん持っている財布も違うわけですから、そうい

うことでやはりきちっとした正確なものを今後求めて

いくように、これは回答はいいですからお願いしたい

と、こういうふうに思います。

　それから、建築基準の見直しの一環で、急傾斜地域

とか、これについては基準見直しも今後検討していく

と土木建築部長は言っておりますが、肝心なものは老

人ホーム、あるいはまたそういった弱者がいる施設、

あるいは学校とかこういったものに対する基準がない

と。あるいは高台への移動とかこういうものの建設と

かの基準が今ないと言っているわけですが、やはりこ

れこそこの人たちは車で逃げるわけでもない、足もあ

る意味ではない、こういうことで厳しいわけでありま

すから、そういった施設をつくる際の基準はきちっと
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やっておくべきだと、こういうふうに思うんですが、

もう一度答弁してください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに建築基準法で

は災害危険区域の指定とその区域に係る建築制限及び

その他の制限等について条例で定めることができるん

ですけれども、高台への建築誘導や避難場所の確保に

ついては、建築基準法で定める建築物の安全、防火ま

たは衛生上の規定に含まれてはおりません。

　しかしながら、議員おっしゃるように今後、施設の

設置基準や避難計画を定める個別の法令等、何らかの

対応が必要かということは認識しております。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　特に最近、海浜の埋め立て、浅海域

の埋め立て、これが広がりまして、私が住んでいる豊

見城でも豊崎とか、あるいはまた近くの糸満市西崎、

あれは広大な面積ですよね。そこにいろんな施設をつ

くって僕は非常に危険だと。逃げようがないというこ

とではいかぬですから、ぜひそこら辺はきちっとした

対応をしていただきたいと、こういうふうに思いま

す。

　それから、那覇空港の滑走路拡張整備についてです

が、企画部長、ＰＩを実施していることはわかります

よ、これは私なども回答しましたけれども。しかし羽

田空港の第３空港滑走路というんですか、それを見ま

しても、きちっとくい打ち、水の流れを変えないよう

に工夫しているんですよ。ぜひそこら辺はアセス調査

をやっているわけですが、これを含めてやってもらい

たいということを、これも要望にしておきます。

　それから一括交付金の問題ですが、きょうの新聞に

も出ておりますけれども、一括交付金、沖縄の関連の

ものが2437億円というふうに出ているんですが、これ

はよく意味がわからないんですよね。それと、これま

で政府あるいは関係者は、ことしの地域自主戦略交付

金5000億円をやったわけですよね。来年度は１兆円に

持っていくと言いながら、実際これも5000何百億円か

しかないんですよ。こういうふうにかなり違ってきて

いるんですが、これに対する答弁をしてください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　まず、内閣府がきょうこ

れから公表するというふうなことになっているわけで

ございますけれども、新聞報道等ではその沖縄振興の

関連経費2437億円を要求することになっています。こ

の概算要求枠は、去る９月20日閣議決定された平成24

年度予算の概算要求組替え基準、これを踏まえて内閣

府の判断において従来と同様に継続事業を中心にして

その積み上げがなされたものというふうに考えており

ます。

　県が求めていくその3000億の一括交付金の関係でご

ざいますけれども、この概算要求組替え基準、それか

らまた今月26日に政策協議会が開かれましたけれど

も、その中で基本方向の中では沖縄振興一括交付金の

予算規模とする設計については、沖縄県の「要望を十

分に踏まえ、予算編成過程において検討する。」とい

うふうなことにされておりまして、これから年末にか

けて一括交付金の制度設計とともに沖縄振興予算につ

いて再度検討がされていくものというふうに考えてお

ります。

　それから自主戦略交付金、たしか昨年の12月に、ま

ず県分について約5000億、次の年度に市町村分を5000

億というふうなことで合計１兆円というふうな大きな

流れはあったわけでございますけれども、今般約5000

億相当分だけは要求されている。市町村分についての

考え方が示されてないというふうな状況にあろうかと

思います。これにつきましてはそういうふうなことか

というふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　当銘勝雄君。

○当銘　勝雄君　時間もないですので次に移ります

が、原発研究の問題ですね。商工労働部長、これまで

同じ答弁を繰り返しております。要するに企業として

はどうしてもそういった研究をする必要があるという

ようなことを言っているんですが、私はこれまでの震

災で得た教訓、これを見てもう明確なんですよ。原発

を入れちゃいけないというのが明確に出ていて、しか

も今、福島の除染の問題、あれだけでももう何十年も

かかる。それだけではない。これが全国的に広がって

いく。さらにさっきの中国あたりからは農産物は買わ

ないというような、こういうことも言っている。ある

学者によると、今のセシウムは30年後にはアメリカの

西海岸まで届くと言っているんですよ、ここまで言っ

ている。ですから世界的な汚染につながるというそう

いうことまで懸念されるようなものを、今、何だかん

だ言って原発はいろいろ研究は続けるというのは、私

は絶対にいけないことだと。これはもう早くやめるん

だということを宣言すべきだというふうに思います。

もう一度これについて答弁してください。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　議員の御指摘もよく

理解しております。ただ、先ほど御答弁申し上げたと

おり、県民に対して電力の安定供給、産業基盤、さま

ざまな視点から沖縄電力がそういういろんな発電方式

の一つだと今理解しておりまして、決してそれをやる
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という前提で必ずしもやっているわけではなくて、さ

まざまな発電方式の中の一つとして知識の習得、そう

いうものに努めているということでぜひ御理解いただ

きたいと思います。

○当銘　勝雄君　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

　　　〔比嘉京子さん登壇〕

○比嘉　京子さん　こんにちは。

　社大・結の比嘉京子です。

　一般質問を行います。

　１、普天間飛行場の辺野古移設にかかわる環境影響

評価について。

　茨、国は、辺野古の環境アセス評価書を12月までに

提出すると伝えておりますが、見解を伺いたい。

　芋番目に、オスプレイ配備が明確になったことでア

セスはやり直すべきと考えるが、どうでしょうか。

　２、教育・福祉行政について。

　茨、国は、「幼保一元化」を前提とした「子ども・

子育て新システム」を検討しているが、本県は歴史的

背景が異なることから、独自の保育園、幼稚園、小学

校の連携が望ましいと考えるが、どのような議論がさ

れているか。

　芋、幼稚園教育について。

　ア、幼稚園教諭の臨時職員から正規職員への任用が

遅々として進んでいないが、有効な対策を問う。

　イ、幼稚園児の午後の保育が進んでいるが、給食が

完備していない。子供たちの発育、発達や保護者の負

担軽減の面から学校給食の実施が望まれている。認識

と対策について伺います。

　ウ、小学校では30人以下学級の実現がされておりま

すが、幼稚園は依然として35人学級であります。認識

と施策について伺います。

　鰯、教科用図書八重山採択地区における中学校公民

教科書について。

　ア、教科書を選ぶ際の重視すべき事項について伺い

ます。

　イ、今回の八重山地区採択の問題点についての認識

を伺います。

　ウ、文科省に対する県の見解や要望について伺いま

す。

　エ、教育の中立性を担保するには今後どのような仕

組みづくりが必要と考えられるのか伺います。

　３、病院行政について伺います。

　茨、病院経営について。

　ア、今後の収支見込みの中で収益増をどのように図

る予定なのか、施策を伺います。

　イ、平成22年度決算による黒字要因として、その一

つに給与費等の伸びを抑制したことによる利益の拡大

が挙げられておりますが、今後さらに人件費を抑制す

る考えがあるのか伺います。

　ウ、次年度から一般会計からの繰入金は幾らにする

のか伺います。

　芋、定数の見直しについて。

　ア、民間病院は、看護師７対１体制の迅速な対応

――県は５年おくれていると言われておりますが、理

学療法士、作業療法士、言語療法士など県立病院の５

ないし６倍も正規採用をし、患者の早期回復と収益増

を図っている。なぜ県立病院はそうしないのか伺いま

す。

　イ、看護師の７対１体制に向けて、今後の計画と今

実施されている２つの病院の実態について把握してい

るか伺います。

　４番目、環境・エネルギー政策について。

　茨、地球温暖化対策実行計画の進瀧状況について伺

います。

　芋、「スマートエネルギーアイランド基盤構築事

業」について伺います。

　鰯、本県のエネルギービジョンについて伺います。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　比嘉議員の御質問に答弁い

たします。

　まず第１に、教育・福祉行政に係る御質問の中で、

国の保育動向に対する県の対応についてという御趣旨

の御質問にお答えいたします。

　国が、本年７月末に決定しました「子ども・子育て

新システムに関する中間とりまとめ」におきまして

は、学校教育・保育及び家庭における養育支援を一体

的に提供する「仮称・総合施設」の創設等が示されて

おります。しかしながら費用負担のあり方などの課題

があり、引き続き検討を進め地方公共団体等とも協議

を行い理解を得るとしております。

　沖縄県としましては、「子ども・子育て新システ

ム」の制度設計に当たっては、子供の視点から議論を

進めるとともに、保育の質や財源が確保されることが

重要であると考えております。沖縄県における就学前

児童の保育・教育のあり方につきましては、関係団体

などと意見交換を行っており、引き続き連携し、必要

な対応をしてまいりたいと考えております。

　次に、環境・エネルギー政策に係る御質問の中で、

地球温暖化対策実行計画の進瀧状況に係る御質問にお
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答えいたします。

　地球温暖化は、異常気象や海面上昇、そして生態系

への影響など世界的な問題となっております。地域に

おいても取り組みを拡充強化することが求められてお

ります。そのため、県といたしましては、県内におけ

る温室効果ガスの排出抑制を総合的かつ計画的に推進

するため、新たに「沖縄県地球温暖化対策実行計画」

を去る３月に策定したところでございます。この計画

では、2020年を目標年度としており、温室効果ガスの

排出量を2007年度比で10％削減することを目指し、太

陽光発電等の再生可能エネルギーの導入、そして公共

交通機関の利用促進等、重点的な施策を推進すること

といたしております。目標を達成するためには、県

民、そして事業者、行政など各主体の協働のもと進め

ていくことが大変重要であることから、「地球温暖化

対策実行計画地域協議会」を設置し、県民一体となっ

て取り組んでいくことといたしております。

　同じく環境・エネルギー政策に係る御質問の中で、

「スマートエネルギーアイランド基盤構築事業」につ

いての御質問にお答えいたします。

　今年度から実施しております「スマートエネルギー

アイランド基盤構築事業」は、４メガワットの風力発

電や１メガワットの太陽光発電を整備し、電力系統に

対する安定化対策の検証に取り組んでおります。さら

に、電力の供給側と需要側が連携をしたエネルギー需

給管理技術の実証、そして亜熱帯型省エネルギー住宅

の普及、ＥＶバス等の導入に向けまして実証事業に取

り組んでいるところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間飛行場の辺野古

移設にかかわる環境影響評価についての御質問の中

で、環境影響評価書提出に対する知事の見解について

お答えいたします。

　環境影響評価書の提出される時期等について、政府

から明確な方針は示されておりません。県としまして

は、地元の理解が得られない辺野古移設案の実現は事

実上不可能であり、一日も早い普天間飛行場の県外移

設・返還を求める考えに変わりはありません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　普天間飛行場の辺野

古移設にかかわる環境影響評価についての御質問の中

で、オスプレイ配備による環境影響評価手続のやり直

しについてお答えいたします。

　普天間飛行場代替施設に係る飛行場事業につきまし

ては、沖縄県環境影響評価条例に基づいて手続が行わ

れておりますが、方法書及び準備書においては使用を

予定する機種として、オスプレイは記載されておりま

せん。同条例におきましては、オスプレイの配備は、

「使用を予定する機種」の変更に当たりますが、機種

の変更は、手続の再実施の要件には該当しません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育・福祉行政についての

御質問で、臨時職員から正規職員への任用についてお

答えいたします。

　公立幼稚園における教員の採用については、設置者

である市町村が行っております。県教育委員会としま

しては、「沖縄県幼児教育振興アクションプログラ

ム」を通して、市町村に対し、職員配置の改善と職員

構成の見直しを促しているところでございます。ま

た、国に対しては、地方交付税措置の充実について要

望しているところであります。

　次に、幼稚園の給食についてお答えいたします。

　幼稚園における給食の実施については、実施主体で

ある市町村がその実情やニーズに応じて判断するもの

と考えております。県教育委員会としましては、引き

続き市町村教育委員会と意見交換等を行ってまいりま

す。

　次に、学級定数の認識と施策についてお答えいたし

ます。

　国の幼稚園設置基準によりますと、１学級当たりの

幼児35人以下を原則としており、各市町村は実情に応

じて学級定数を定めております。県教育委員会としま

しては、「沖縄県幼児教育振興アクションプログラ

ム」を通して、市町村に対し、新規採用の拡大と職員

配置の改善を促しているところであります。また、国

に対しては、地方交付税措置の充実について要望して

いるところでございます。

　次に、教科書採択の留意点についてお答えいたしま

す。

　教科書の記述は、公正かつ適切で正確性が求められ

るとともに、それを使用する児童生徒の発達段階に応

ずる配慮がなされる必要があります。県教育委員会と

しましては、「沖縄県教科用図書選定審議会」の答申

を踏まえ、教科書採択の基準、調査の観点等を示し、

各市町村教育委員会において、適正かつ公正な採択が
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行われるよう、指導助言、または援助をしていくこと

が教科書採択における公正さを保つことと考えており

ます。

　次に、八重山地区採択の問題点等についてお答えい

たします。

　八重山地区教科書採択につきましては、拙速過ぎる

規約の改正、協議会の運営のあり方や手法等につい

て、地域住民等から疑義が生じたことが要因の一つで

あると考えております。県教育委員会としましては、

引き続き、八重山地区の教育関係者や地域住民が一致

協力して子供たちの教育のために取り組んでいただき

たいと考えております。

　次に、文部科学省の見解等についてお答えいたしま

す。

　これまで文部科学省の助言をもとに、３市町教育委

員会等に対しまして、一本化を図るよう助言を行って

きたところでございます。県教育委員会としまして

は、引き続き、八重山地区の教育関係者や地域住民が

一致協力して子供たちの教育のために取り組んでいた

だきたいと考えております。

　次に、教育の中立性を担保するための仕組みづくり

についてお答えいたします。

　採択地区協議会の委員には、学校関係者や専門的知

識を有する人、保護者、教育に関する学識経験を有す

る者で構成することが望まれるとともに、当該採択地

区協議会により委嘱・任命された調査員による調査研

究の報告を踏まえ、選定・答申することが望まれま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　病院行政についての

御質問の中で、収支見込みにおける収益増についてお

答えいたします。

　病院事業局では、ことし８月に開催された「県立病

院の経営再建検証委員会」に、平成23年度から平成32

年度までの県立病院事業の収支推計を提出しておりま

す。当該推計では、収益についておおむね平成22年度

決算並みで推移するものとしたほか、北部病院、宮古

病院、八重山病院を含め、一般５病院に７対１看護体

制を導入した場合の収益増を見込んでおります。

　次に、人件費の抑制についてお答えいたします。

　病院事業局としては、県立病院が今後も公的医療機

関としての役割を果たしていくためには、経営の安定

化を図る必要があると考えております。そのために

は、診療報酬上の施設基準の取得などにより医業収益

の拡大に努めるとともに、材料費や人件費などの費用

についても適正化を図る必要があると考えておりま

す。また、県立病院の経営再建検証委員会において、

持続的な経営の健全化を達成するためには、他の都道

府県立病院より高い給与費比率の低減に向けた取り組

みを実施する必要があると指摘されている状況にあり

ます。これらを踏まえ、病院事業局としては、職務の

級の格付を国に準じた制度となるよう見直しを行うと

ともに、新たに認定看護師手当を新設し、職員の士気

の向上につながる給与体系の見直しを実施したいと考

えております。

　次に、次年度以降の一般会計繰入金についてお答え

いたします。

　平成24年度以降の繰入金については、政策医療の内

容、範囲及び一般会計との経費負担区分のあり方など

財政負担の基本方針を検討することにより、額を設定

していくものと考えており、現在関係部局と調整して

いるところであります。

　次に、県立病院における人員体制の拡充等について

お答えいたします。

　病院事業局においては、地域の医療ニーズにこたえ

る観点から医療提供体制を整備してきたところであ

り、看護師・コメディカル等の職員については、病院

現場の業務量等を考慮して定数配置を行ってきたとこ

ろであります。

　病院事業局としましては、人員体制について、医療

環境の変化に応じつつ県立病院の医療機能や経営への

影響等を考慮した上で、適宜見直すこととしており、

現在、局内に人員体制検討チームを設置し、検討を

行っているところであります。

　次に、７対１体制の今後の計画と実施している２病

院の実態についてお答えいたします。

　７対１看護体制の今後の県立北部病院等への導入に

ついては、南部医療センター・こども医療センター及

び中部病院での実施状況や経営への影響等を考慮する

必要があることから、病院事業局内に人員体制検討

チームを設置し、検討しているところであります。実

施されている２病院では、ゆとりを持って患者のケア

ができるようになったこと、夜勤体制が厚くなり、よ

り安全に看護ができるようになったこと、夜勤回数が

減少したこと、新人の指導等に当たる時間がふえたこ

と、臨任・嘱託看護師の応募者がふえたことなど評価

する声が上がっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕
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○商工労働部長（平良敏昭君）　環境エネルギー政策

についての御質問の中で、「沖縄県エネルギービジョ

ン」についてお答えいたします。

　沖縄県は、次世代型エネルギー技術を積極的に導入

し、石油依存度低減、エネルギー供給源の多様化、エ

ネルギー利用効率の向上を図るほか、温室効果ガス排

出量の削減に寄与することを目的に、昨年７月に「沖

縄県エネルギービジョン」を策定したところでござい

ます。本ビジョンでは、新エネルギーの導入割合につ

いて、2030年までに2007年基準の0.2％をそれぞれ50

倍の10％に、それからエネルギー自給率について同じ

く４％まで引き上げるなどの目標を掲げてございま

す。

　県としては、この目標を達成するために、新エネル

ギー導入について強力に推進していく考えでございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　大変申しわけないんですが、御答

弁はぜひ簡潔にお願いしたいと思います。

　最初に、病院行政のほうからお聞きしたいと思いま

す。

　収益増をどのようにして図るのかと、たくさん今手

段は残されていると私は考えています。その中で収益

増がなかなか進まない、何か手足を縛られているよう

な環境、そういうようなイメージを持っています。

　まず病院事業局長にお聞きしたいんですけれども、

今回の県立病院の先ほどの８月の経営検討委員会のと

きに皆さんが出された各病院、特に北部、中部、南部

医療センターの目標値と、それの評価の部分について

特徴的なところだけをどういう状況に今あるのかとい

うことをお伝え願えませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時57分休憩

　　　午後１時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　南部医療センターの評価についてということでござ

いますよね。目標値に比べて南部医療センターの評価

というのは、それを上回る結果であったというふうに

認識しております。

○比嘉　京子さん　済みません、休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後１時59分休憩

　　　午後１時59分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　中部と北部についても、中部は収益増が大幅にあり

ましたし、その費用もふえましたけれども、収支とし

ては予想以上の改善でございました。北部に関して

は、収益は減でございましたけれども、その費用がそ

れ以上に上回る減で、収支は一応昨年と同様であった

というふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　南部医療センターでは、７対１看

護体制にしてどれぐらい収益がアップしたんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　南部医療センターに関しては、７対１による収益の

増は２億9400万円ということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　いわゆる看護師をふやして７対１

にして３億近い収益がアップしたと。そして北部は医

師が減少して特に内科の外来が減少してそして18床の

休床が生じ、これは黒字を計上したとはいえ、人材確

保しないと望めないと。中部は中部で52床を休床にし

たままに、それでいて看護師不足が要因であると。ふ

やされる人がいないために収益がアップできた、一つ

の７対１でできた。しかも、今上げられていない。

　このことを踏まえて、ここで問題なのは、むやみに

人間をふやせということを言っているわけではなく、

一定の人数をふやさないと収益が上がらないというこ

とは、明らかではないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　議員の御指摘のとおり、やはり病院事業というのは

人的な確保なしには収益は望めないということは言う

までもないというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　それでどうして定数を改正して人

をふやそうとしないんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　定数を変えるということは、それによって収益と費

用のバランスをどうとるかということもあわせて考え

ていかなきゃいけないということがございまして、そ

れをしっかり検討した上で定数増を図るというふうに

考えておりますので、その辺のところをしっかり今後

とも検討して、どうあるべきかということをやってい

きたいと思います。
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○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　今、一つの例ですけれども、民間

は人をふやして収益を上げているわけです。ここは人

を減らして収益を減にしているわけです。この違いは

明らかですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　人を減らして収益をふやしているというふうなこと

は考えておりません。なるべくその定数に見合うだけ

の数はしっかり確保していっていると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　毎度聞いていることで、今、66床

で７億7000万も収益が見込まれるはずなのに上げてな

いわけなんですよね。そのことは何を原因としている

かというと、看護師がいないからなわけですね。

　福祉保健部長にお聞きしたいんですけれども、どう

して看護師の需給がこんなふうにバランスが悪いんで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　県立病院の看護師

は、一応応募者はいることはいると理解しておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では、これは何年間も看護師不足

を生じさせている、それはどうしてでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　看護師の定数における人数は確保しているというふ

うに私は認識しております。その運用によって、その

配置状況によって病床にそういった看護師の不足が生

じて一部休床に至ったというふうには考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　こういう答弁を局長から聞こうと

は思わないんですけれども、何しろ５床、10床の世界

ではなく66床も何年間も休床しているということは、

看護師は足りているんだという発想にはならないはず

なんですよ、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　看護師の定数配置は先ほども申しましたけれども、

確保してやっております。その中で、一部の看護の現

場において診療報酬とかいわゆる収益の増を図るため

に配置がえして一部の病棟において休床せざるを得な

かったということはあると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　定数には足りているんだけれど

も、この定数の枠が小さい。だから病床があけられな

い、これが事実ですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　定数配置は一応した

と申しましたけれども、その中でも例えば育休とか、

病休とかという形で看護師が休んでいく。そういうふ

うなところをどう補うかということでございますが、

定数の枠内でしたら臨任とかそういう形で補っている

という状況がございますが、なかなかそういうふうな

ところでも募集で十分に集まらないという状況がある

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　知事、お聞きになってわかると思

うんですけれども、今度定数改正をして中部医療セン

ターの７対１をやったわけなんですよ、あれではぎり

ぎりだと。毎年のように一定枠の産休、育休が出るん

だと、その枠も広げてとるべきではないかとさんざん

２月議会で議論したわけなんです。それが今の結果で

すけれども、知事どう思われますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時９分休憩

　　　午後２時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　先ほど臨任とか、いわゆる嘱託といった看護師の確

保が厳しいというふうにお話しましたけれども、現在

のところはそれが一応満たされているというふうな状

況になっているということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　余り堂々めぐりをやることはない

と思うんですが、どうしてそれが解消につながらない

んですかという話なんですよ。収益が上がることが目

の前にあるのにどうしてできないんですかという話で

しょう。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　66床という中に52床

の中部病院の病床の休床があると思いますけれども、

この点に関しては現在のところ、ほかの用途に運用さ

れているということもございまして、そのためのス

ペースをほかに確保した上で今後検討していくという

ふうなことになっております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では次に行きます。

　まず黒字の要因の一つに、給与を削減したのも影響
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があるんだと。この３年間で人件費というのは、医師

と看護師、特に低いほうから高いほうに、最低幾ら、

最大幾ら削減されたんですか、年間。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時11分休憩

　　　午後２時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　21年度、22年度で約３億ということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　できたら等級といいますか、役職

等のこともあるんですが、看護師で最低年間幾らから

幾らの範囲で削減されたか、医師でどれだけかという

のを教えていただきたい、１人で。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　そのデータは今のところ持ち合わせておりませんの

で、今後調べてお答えしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　年々１億5000万を減らしてきた。

それで次年度からどれぐらいまた減らす提案をされて

いるのか、できたら今言った看護師、医師の１人当た

りの年間の減額、その費用について教えていただきた

いんですが、出ていないでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時14分休憩

　　　午後２時14分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　現在のところ、全体

としては3.6億円という形で出しておりますけれど

も、一人一人のものはまだ出しておりませんので、今

持ち合わせておりません。また後ほどそれもお答えし

たいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　今の3.6億円というのは１年間で

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　１年間で3.6億円ということです。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　これまで３年間は、年間１億5000

万ずつ落としてきたのに、来年は１年間で３億6000

万。これはアバウトな試算ですけれども、少ない人で

25万円ぐらいから多い人で160万円ぐらい、看護職で

減ることになるんですね。医師もそれにある意味で準

じている。そういうことを考えると、今後この減額を

することでどういう事態が起こると予想されているん

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　それだけ削減するということは、やはり職員それぞ

れに厳しい痛みを与えるということにはなると思いま

すけれども、病院事業としましてはやはり今後の経営

の状況を考えるとそういった格付等の見直しをぜひ

図っていかなきゃいけないというふうに考えておりま

して、職員の皆さんにはぜひ御理解を願いたいという

ふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　７対１看護体制ができるかもと

いったときにやめる人が少なくなりました。今、この

話が出ることによってどれだけ人材の流出が起こるか

ということは予測できるわけなんですよね。どうです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　一定の影響があると考えておりますけれども、でき

るだけ極力その影響を少なくするようにいろんな対応

はしていきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　きょう退職金のトリックについて

ちょっとお話できないんですけれども、これまで皆さ

んが提示してきた退職金は、今いる人が定年まで勤め

るという退職金を算定しているわけなんですよ。看護

職で言うならば、定年まで勤めている人は10名前後な

んですよね。そのことを踏まえながら、全員が定年ま

で行くんだという退職金の換算をして経営が将来的に

心配になるからと、そういうことで給与の抑制をどん

どん進めていくというのはいかかですか、知事。私は

崩壊の道をたどるんではないかと危惧をしているんで

すが、知事いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　看護師の退職金については、修正しまして、全員が

定年までいくというふうな形ではやっておりません。

普通退職も含めた退職金の額として一応出しておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　では申し上げますけれども、１回

目これは修正がかかっていますね。私、１回目資料を

もらったときにこの資料の計算の仕方を出してくださ
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いと申し上げてもう一回もらいました。そうすると、

３億近い減額になっているんですよ、年間。こういう

ような計算のトリックを我々はこれからもっともっと

チェックしていかないといけない。そしてその数字そ

のものをまことに信じて、そして評価をかけていく。

こういうことになるんだったら大変なことだというふ

うに思います。この議論は今回やりませんけれども、

ではこれまでに国の交付税の言ってみれば繰り入れの

算定基準、それは年間幾らですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時19分休憩

　　　午後２時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　病院事業局は財政当局と交渉していわゆる繰入金を

決めている状況でございますので、その交付税の算定

額については私どもは把握しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　これは絶対おかしいです。局長、

ぜひ答えてください。算定基準があるはずです。どう

して隠されるんですか。おおよその額なら我々だって

知っているんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時20分休憩

　　　午後２時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　交付税の算定基準はあると思いますけれども、私た

ちはそれをもとに交付税を幾ら受けたということは把

握しておりません。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　総務部長にお聞きします。

　算定基準は幾らですか。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

○総務部長（兼島　規君）　手元に資料がないんです

けれども、四十六、七億だと記憶しています。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　ということは、国からそれだけ

入ってきている。でも今84億余り繰り入れして、再建

をしました。次年度からこれにどれだけ一般財源から

乗せるかということを我々は注視していきたいと思っ

ております。

　では次に進みます。

　教育のほうに質問をしたいと思います。

　まず今回の問題ですけれども、教育長、本当に御苦

労さまだと申し上げたいと思います。

　まずこの公民という教科ですけれども、主な内容と

学年、八重山地区の対象人数等基本的なことを教えて

いただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの御質問にお答え

いたします。

　まず基本的には、中学校社会科の授業は１学年では

地理的分野、２学年で歴史的分野、３学年で公民的分

野を教えます。

　今の３学年の公民的分野の目標ですけれども、５点

ばかりあります。申し上げましょうか。まず１点目

は、国民主権を担う公民としての必要な基礎的教養を

培うと。２点目は、現代社会についての見方や考え方

の基礎を養うと。３点目が、世界平和の実現と人類の

福祉の増大でございます。４点目に、自国を愛し、そ

の平和と繁栄を図ることの大切さを自覚させると。最

後の５点目です。現代の社会的事象を多面的・多角的

に考察し、事実を正確にとらえ、公正に判断し、適切

に表現する能力と態度を育てるとそういった５点の主

な内容でございます。

　あと対象学年ですけれども、中学校３年生が対象と

なります。

　八重山地区の対象生徒数、実は来年度中学校３年生

になる現在の中学校２年生から、４年後に中学校３年

生となる現在の小学校５年生までが対象でございま

す。したがいまして、中学校２年生は現在581名、中

学校１年が606名、小学校６年生が627名、小学校５年

生が609名で、合計2423名が対象でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　ありがとうございます。

　きのうまでのこの八重山地区の採択問題で、どうい

うことが問題なのかという質疑の中で、拙速な改正だ

と。規約改正という表現でしたか、拙速な規約改正が

あると。それは具体的に言うとどういうことになりま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、拙速過ぎる規約改正

と申し上げましたのは、まず具体的に関係者のコンセ

ンサスを得ない大幅な規約の改正にもかかわらず、事

前協議が不十分であったと、これがまず１点目でござ

います。

　２点目は、学校関係者が省かれた協議会委員の変更

でございます。これが拙速過ぎる規約の改正でござい
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ます。

　あとは協議会の運営につきましても、例えば調査員

の調査報告書の経緯だとか、あるいは無記名投票によ

る選定とか、そういったこともございました。と同時

に、役員会に諮らない調査員の任命があったり、ある

いは役員会に諮らない重要事項の指摘後の追認が余り

にも多過ぎましたということもございます。あとは多

数決を多用したということでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　県は、八重山の協議会に対して学

校関係者を加えるようにと入り口の段階で指導しまし

たよね。それはどういう理由からですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　やはり基本的には、教科書

を採択する際には教育のプロであります学校関係者が

入ったほうが選択する際に、多面的な視点からのいろ

んな御意見が出てくるでしょうから、そういった意味

での学校関係者を入れたらどうかということでござい

ました。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　その中で、調査員というのは時間

をかけてどのようなことをするんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　これまでの答弁でも申し上

げましたけれども、調査員は基本的には採択の対象と

なる教科書については、十分に調査研究を行う必要が

あるわけですね。したがいまして、こういった方々は

専門的かつ膨大な調査研究を行うわけですから、そう

いった方々が選定のための必要な調査報告書を作成を

いたしまして、それを採択協議会に報告していくとそ

ういったことが役割でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　別のところですが、調査をした資

料をいただきましたら、大体３名で１教科、今回の場

合は７社あるわけですね。７社のものを３名で１教科

についておおよそ仕事の合間に夕方から集まったりし

て大体40時間ぐらい、一緒にやっているんですね。そ

のコピーももらったんですけれども、この内容がすご

く細かいんですよね。こういうことに調査員を軽く

扱ったり、いわゆるたたき台というものをまた現場の

先生方で教えている方々の目線というのは、大変なも

のだなと。私はこれをちょっと読み上げたかったんで

すが、時間がないので読みませんけれども、その中で

今見ましたら、やっぱり両者の教科書で一番違うもの

は内容と形式の「その他」というところがありまし

て、その「その他」というところがいわゆる地元の問

題、例えば沖縄の問題、沖縄戦の問題とか、八重山で

したら八重山の問題をどう扱っているのかというよう

なことまで、それから表記の仕方、それから勉強のし

やすさとか本当に多岐にわたってやられているんです

よね。そういうことを軽視をするような発言が９月28

日の八重山毎日新聞に、とても残念なんですが玉津教

育長の発言で、「調査員という名前の者どもが」とい

う発言があって非常に議場が騒然となって一時議会が

騒然となって最終的には陳謝をしたと。「者どもが」

とは何かというようなことがあったりして、私も大変

残念に思っているところなんですけれども、そういう

ようなことでございました。

　もう一点は、次に文科省とのかかわりを聞かせてい

ただきたいんですが、文科省とはいつごろからいつご

ろまでにかけてどれぐらいの回数、問い合わせ等な

さったんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は、文科省とは八重山地

区の教科書採択問題が報道等で話題になったのがたし

か７月の後半ごろだったでしょうか。そのときから状

況報告を絶えずしながら指導を仰いできた経緯がござ

います。特に、今回の同一教科書が採択されなかった

場合の対応の方法とか、あるいは法的な根拠等そう

いったことにつきまして指導助言を受けてまいりまし

た。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　いつごろから。

○教育長（大城　浩君）　たしか７月の後半ごろから

だと思います。

○比嘉　京子さん　現在に至るまで……。

○教育長（大城　浩君）　現在もそうです。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　そういうことで言ってみれば、文

科省とは逐一やりとりをしてきて進めてきたという理

解でよろしいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、そういった御理解で

よろしいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　そういうことで14日でしょうか、

大臣発言、副大臣発言があったときに、はしご外しの

感であるとか、本当に戸惑いにも似た感を教育長は持

たれたということは、それをうまく連携をしてきたの

にどうも真逆のことが発言の中に出てきたというふう

に私は理解しております。これはちょっと答弁難しい
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と思いますから、お聞きしないでおきます。

　これで文科省の問題として、私は文科省にどういう

ことを沖縄県が今後提案していくべきかということも

含めてですけれども、何かお考えはありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時31分休憩

　　　午後２時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　やはり我々といたしまして

は、今回２つの法律にのっとりながら、しかもなおか

つ文科省の指導助言を仰ぎながらこれまでまいりまし

た。これからもやはり無償措置法、地教行法がありま

すので、この２つの法律にのっとりながら、なおかつ

文科省の指導助言を仰ぎながら対応していこうと思っ

ています。やはり一番大事な視点は、地域住民のコン

センサスを得るとそういった視点かと思いますので、

そういった視点から取り組んでいきたいと思っており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　どうも優しいですね。

　１カ月以上、７月の下旬から今日まで連携をしてき

てこういう発言をもらって、それで言ってみれば２つ

の法の矛盾であるとか、本当に重たい窮地に沖縄県も

追いやられながら、それでいて15日になったら試合終

了ですと、あしたで。あしたからロスタイムですよ

と。そういうようなルールもないのにロスタイムとい

うことを言えるのかと、私なんか大変これには憤慨を

しているほうなんです。そういうことも含めて私は文

科省に採択の透明性を含めて、教科書の検定の透明性

を含めて、採択のこの問題というのはぜひ沖縄だから

こそ言える、そういうことでもっと強く抜本的な改革

要請をすべきだと思いますが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今回のやはり一番の大きな

原因は、採択地区内において同一教科書が採択されな

かったという場合の法律の法的根拠がないということ

が混乱の大きな原因でしょうから、このあたりも文科

省も十二分に御理解はしていると思います。したがい

まして、そういった法的な整備を含めながら何らかの

チャンネルを通しながら、沖縄県から何らかの発信が

できれば幸いかと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　最後に、やはり中立性をいかに

――完全にはできないと思いますが――それを担保し

ていくかというところに今回いろいろ皆さんも多分に

御議論あったと思うんですけれども、何かあります

か。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　やはり今回の八重山地区の

採択につきましては、さまざまなことが報道されたり

してまいりました。したがいまして、一番大事な視点

は、子供たちの目線で公正公平な教科書の採択ができ

ることでしょうから、そういったことを含めながら、

また今後とも合意形成に向けて県教育委員会としてで

きることは対応していこうかと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　私は、この八重山毎日の９月27日

の新聞の中に、玉津教育長が例の合同会議に出席した

ときのことをこう答弁しているんですよ。(資料を掲

示）　自民党石垣支部や自民党県連から要請があっ

た、出席すると答えたと。そういうふうになぜ行った

のかという質疑に対して、これは私は本当にいかがな

ものかなと。

　そういう意味からもぜひ皆さんが独立した、しっか

りとした担保できるような体制をつくっていただけれ

ばと思います。

　最後に、アセスの問題について聞かせていただこう

と思います。

　アセスのやり直しはないと言いましたけれども、こ

れに対して環境審査会を開く用意は考えられているん

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　先ほど答弁しました

ように、いわゆる条例上の再実施というのは今想定さ

れておりませんので、アセス審査会を開くということ

にはならないと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時36分休憩

　　　午後２時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　知事は、前のアセスのときに300

の要求を出しましたよね。その中に、もしオスプレイ

が来るんであればしっかりとその中に入れていかない

といけないというふうにたしか朝日新聞か何かの対談

でおっしゃったと思うんですよね。そのことをどう担

保するというような考えはあるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　少し繰り返しになり
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ますけれども、いわゆる法令上の再実施というのは

しっかりとした法律の要件がありますので、そういう

ことはできませんけれども、おっしゃいますように、

調査をすると、オスプレイが配備された場合には環境

に与える影響というのは違ってきますので、調査をし

て予測をするということはやらなければいけないとい

うふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　比嘉京子さん。

○比嘉　京子さん　ぜひその際に、私はやっぱり地元

の名護市の意見をぜひ取り入れられるような環境を整

えていく必要があるのではないかと思っています。そ

れもまた御一考をいただきますようにお願いを申し上

げて終わります。

　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時38分休憩

　　　午後２時39分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城ノブ子さん。

　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　こんにちは。

　日本共産党の玉城ノブ子です。一般質問を行いま

す。

　まず１点目に、ＴＰＰ（環太平洋経済連携協定）に

ついて。

　野田総理は、ＴＰＰについては「従来どおりしっか

り情報収集して結論を得たい」と推進の立場を表明し

ています。ＴＰＰへの参加は、日本と沖縄の農水産業

に壊滅的な打撃を与え、大震災からの復興に大きな障

害をもたらすことになります。沖縄県は、ＴＰＰへの

参加でさとうきび、パイナップル、肉用牛、水産業等

で約580億円、関連産業で約1420億円、雇用は農林水

産業関連で約２万3000人、関連産業も含めると約２万

9000人に影響、食料自給率はカロリーベースで約40％

から約2.4％まで低下すると試算していますが、知事

の認識を伺います。

　ＴＰＰへの参加は、農水産業、雇用、地域経済に壊

滅的な打撃を与えるだけでなく、医療、雇用、公共事

業の入札、医療介護士などの労働分野と国民生活の多

くの分野が自由化、規制緩和の対象となり、雇用破壊

を進めるにほかなりません。この分野で、県内ではど

れだけの影響が出ると考えられていますか。

　日本と沖縄の農業をつぶし、地域経済を破壊し、食

料の安定供給を破壊するＴＰＰに知事は明確に反対を

表明すべきではありませんか。

　２、放射能汚染について。

　県内で販売されている腐葉土から高濃度の放射性セ

シウムが検出されたことが明らかになっていますが、

現況と県の対応はどうなっていますか。全県の放射能

セシウムの実態調査を迅速に行うとともに、汚染の除

去と徹底した防止策を講ずることについて伺います。

　生鮮食品についても県民の間から不安の声が上がっ

ています。専門家の意見を参考にして測定器を購入

し、県独自の調査を実施することについて伺います。

　被曝不安を抱えている皆さんの検査を無料で行える

よう、専門家の意見を聞いて対応することについて伺

います。

　３、自然エネルギーの普及促進について。

　太陽光発電の住宅への導入状況と支援制度を拡充し

普及促進を図ることについて伺います。

　県内小中学校への太陽光発電の導入状況、計画的に

普及促進を図ることについて伺います。

　４、戦後処理問題について。

　不発弾対策について。

　南風原町のサマリヤ人病院敷地内の工事現場で不発

弾が発見されました。不発弾の避難半径は222メート

ルで、この範囲内には１病院と２つの福祉施設が含ま

れています。不発弾処理による住民避難は、安全を最

優先した万全の体制の確立と補償について国の責任を

明確にすることが必要であります。

　県民は、埋没している不発弾の恐怖におびえ、精神

的・経済的にはかり知れない苦痛を強いられていま

す。沖縄戦は国策によって引き起こされたものであ

り、不発弾対策はすべて国が責任を持って行うべきで

あります。

　以下、次の点について伺います。

　不発弾処理に係る避難などの費用については国の責

任で補償を行うこと。

　不発弾処理は国の責任を明確にし、自治体と協力し

て処理、避難計画を策定して実施すること。

　沖縄県内に埋没、放置されている不発弾等の磁気探

査及び処理については、公共、民間問わず義務化し、

その費用はすべて国の負担とすること。

　不発弾等を発見するための磁気探査等の加速化を図

るシステムを構築すること。

　戦争被害者の救済補償について。

　「沖縄10・10大空襲・砲弾等被害者の会」は、沖縄

戦で亡くなった民間戦没者約９万4000人のうち約４万

人近くが無補償になっている。戦争被害に苦しむ人た

ちへの謝罪と補償のための新法制度をと訴えていま

す。戦後66年間も放置されてきた戦争被害者の救済補

償は、戦後処理事業として国に要求すべきです。所見
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を伺います。

　５、公営住宅の改善・改築計画について。

　老朽化した公営住宅の修理改善・改築の必要な箇所

について実態調査を行っていますか。実態はどうなっ

ていますか。改善・改築計画について伺います。

　６、真壁南、真栄平南地区の冠水被害について。

　国と県のずさんな地下ダム事業と土地改良事業で、

真壁南地区、真栄平南地区でたび重なる水害が繰り返

され、農家は数千万円単位の壊滅的な打撃を受け、こ

れでは農業を続けていくことができないとの悲痛な声

を上げています。経済的・精神的に限界に来た農家を

救済することは公的な責任です。国と県は、徹底的な

原因究明と抜本的な対策としての基幹排水の整備、被

害農家への補償と救済措置を講ずることについて伺い

ます。

　７、肝炎対策について。

　2010年にすべての肝炎患者を救済することを国の責

任と定めた「肝炎対策基本法」が施行され、「肝炎対

策基本方針」が策定されました。しかし、すべての肝

炎患者を救済するための対策が具体化されておりませ

ん。一刻も早い肝炎患者救済対策を求めて、次の点に

ついて質問いたします。

　沖縄県内の肝炎患者の実態調査はなさっています

か。現状と対策について伺います。

　肝炎対策基本法に基づく県の施策を策定すること、

その具体的な対策等を促進することについて伺いま

す。

　肝炎対策基本法をもとに、全患者の救済策と特定Ｃ

型肝炎ウイルス感染者救済特別措置法の延長と同時

に、特定血液製剤使用の可能性があるＣ型肝炎患者の

救済、集団感染が原因とされるすべてのＢ型肝炎被害

者の救済等、肝炎患者救援の抜本的対策を国に求める

ことについて伺います。

　８、妊婦健診について。

　特別措置で行われた公費負担の妊婦健診の継続を国

に求めるとともに、県も支援すること。

　９、男女共同参画について。

　男女共同参画条例、参画計画の市町村の策定状況と

策定を促進することについて伺います。

　県管理職、審議会、委員会への女性の登用率と比率

を上げるための対策について伺います。

　ＤＶ相談支援センターヘの相談件数、県警が認知し

たＤＶ相談件数、裁判所が加害者に命ずる保護命令に

ついての被害者からの申し立て件数と発令件数につい

て、それぞれ３年間の推移について伺います。

　ＤＶ相談件数が増加している要因と今後の課題と対

策について伺います。

　市町村のＤＶ相談支援センターの設置を促進するこ

とについて伺います。

　加害者更生のプログラムを策定し対策を進めること

について伺います。

　県立の一時保護施設、自立支援のための施設の改

善・拡充について伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城ノブ子議員の御質問に

答弁いたします。

　まず第１に、ＴＰＰについての御質問の中で、ＴＰ

Ｐに関する現状認識についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　貿易の自由化については、世界経済のグローバル化

が進む中、避けては通れない課題であると認識いたし

ております。また、資源の乏しい我が国は、通商貿易

国家として成り立っている面もあります。一方で、農

林水産業は重要な産業という側面だけでなく、文化な

どの多面的な機能の保持という面でも極めて大切な産

業であります。したがいまして、どちらか一方だけを

とるということは我が国の持続的発展は困難となり、

両立を図る道を探ることが大変重要であると考えてお

ります。

　このような状況において沖縄県といたしましては、

農業分野等の懸念につきまして、今後とも国に対して

強く訴えるとともに、国民の合意が得られるまで丁寧

に議論を尽くし、的確に判断することを求めてまいり

たいと考えております。

　次に、放射能汚染に係る御質問の中で、全県の放射

性セシウムの実態調査、そして汚染除去、防止策等に

ついての御質問にお答えいたします。

　県では、福島原発事故以降、放射性セシウムを含む

環境放射能のモニタリングを強化いたしております。

このモニタリングで毎日調査を実施している測定項目

といたしましては、空気中の放射線の量をあらわす空

間放射線量率、そして水道水及び地上に降下した大気

中のちりや雨に含まれる放射性物質などであり、その

測定結果につきましては、県のホームページを通じて

公表いたしております。これまでの放射能調査の結果

では、県民の健康や環境に影響を与えるような放射能

汚染は確認されておりません。

　県といたしましては、今後とも継続して環境中の放

射能調査を実施し、その測定結果につきまして公表し

ていくなど適切に対応してまいる所存でございます。

　次に、公営住宅の改善に係る御質問の中で、老朽化
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した県営住宅の改善、そして改築計画についての御質

問にお答えいたします。

　県営住宅の建てかえ等につきましては、平成20年度

及び21年度に建築倉体の劣化度、そして耐震性等の調

査を行い、その結果を反映した「沖縄県公営住宅等ス

トック総合活用計画」を策定いたしました。平成23年

度から32年度を計画期間とする同計画におきまして、

県営７団地を建てかえとして位置づけております。今

後、同計画に基づき建てかえ等に取り組んでいきたい

と考えております。

　また、老朽化した県営住宅の修繕につきましては、

指定管理者等からの報告を受け、随時実態調査を行

い、緊急性の度合いによりまして順次対応していると

ころでございます。

　その他の御質問については、副知事、部局長等から

答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　ＴＰＰ（環太平洋経

済連携協定）についての中で、ＴＰＰ参加に伴う本県

農林水産業への影響に対する認識についてお答えしま

す。

　本県の農林水産業は、食料の安定供給や国土の保

全、観光資源などに加えて、離島及び農漁村の地域経

済を支える重要な産業であります。ＴＰＰは、原則と

してすべての品目で関税を撤廃することが前提となっ

ております。このため、国内や県内の農林水産物に大

きな影響が出ることが懸念されるものと認識しており

ます。

　放射能汚染についての中で、高濃度放射性セシウム

が含まれる腐葉土の対応についてお答えいたします。

　高濃度の放射性セシウムが含まれる可能性のある腐

葉土の対応については、平成23年７月25日付の国の通

知「高濃度の放射性セシウムが含まれる可能性のある

堆肥等の施用・生産・流通の自粛について」に基づ

き、関東・東北17都県で生産された腐葉土の県内取扱

業者及び販売数量等の調査を行っております。その結

果、９月27日現在、９業者が栃木県や群馬県から該当

する腐葉土を移入、販売していることが判明しており

ます。腐葉土の移入状況につきましては、平成23年９

月27日現在１万3554袋が移入され、9346袋が販売、そ

のうち1456袋が回収されております。

　県としましては、現在、販売業者に対して、国の通

知に基づき腐葉土の販売自粛と回収を指導していると

ころであります。また、県のホームページで県民へ情

報提供するとともに、相談窓口を設置し、腐葉土の放

射線量の測定や回収等の相談に対応しているところで

あります。

　販売業者においては、購入者への腐葉土の使用自粛

や商品回収を呼びかける店頭表示等を行っておりま

す。

　なお、平成23年８月には、運輸・流通業と生産資材

取扱業及び県で構成する「沖縄県農畜産業生産資材流

通連絡会議」を設置し、放射性セシウムが含まれる可

能性のある腐葉土等の生産資材の県内移入を防止する

ための協力体制を整備しております。

　次に、真壁南、真栄平南地区の冠水被害についての

中で、真壁南、真栄平南地区における冠水被害の原因

や対策、補償、救済措置についてお答えします。

　去る８月４日から６日における台風９号による真壁

南地区及び真栄平南地区の湛水被害については、日雨

量で225ミリメートル、１時間最大雨量が54ミリメー

トル、連続雨量が447.5ミリメートルと大雨によるも

のであったことや、排水の処理を行うドリーネ内に土

砂の堆積や雑物等の流入があり、排水能力が低下した

ことによるものだと考えられます。このことから、今

回の水害は不可抗力であり、県としての補償は困難で

あります。

　当面の対策としては、排水機能の回復を図るため、

農地・水・農村環境保全向上活動支援事業等により沈

砂池等に堆積した土砂や雑物の除去を引き続き進める

とともに、ドリーネ内部に堆積した土砂等の除去やの

み口の改修に努めてまいります。また、排水の処理を

行うドリーネに雨水が短時間で集中しないよう、平成

21年度から水質保全対策事業により上流域内で浸透池

等を整備しているところであります。効果的な排水対

策を講じるため、今９月議会でかんがい排水調査計画

費900万円を計上し、施設規模、構造、事業費を算定

する予定としており、糸満市や地元関係者と調整を進

めながら事業化に向けて取り組んでいるところであり

ます。

　被災農家への支援としては、湛水後の病害を防ぐた

め、農業改良普及センターによる巡回指導を強化する

など栽培技術指導を実施しております。また、台風被

害農家への融資としては、農林漁業セーフティネット

資金や農業近代化資金等の制度資金があり、これらの

資金を借り受けた農家に対し利子助成を行うととも

に、既に借り受けた資金についての償還猶予に対応す

ることとしております。

　県としましては、今後とも被災農家が営農活動を継

続できるよう支援していく考えであります。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ＴＰＰ（環太平洋経済連

携協定）についての御質問の中で、ＴＰＰ参加による

各分野の県内への影響についてお答えいたします。

　ＴＰＰ交渉においては、農業、工業、繊維・衣料品

など24の作業部会が立ち上げられ、交渉参加国間で議

論が進められているところと聞いております。しかし

ながら、詳細についてはいまだ明らかではなく、御質

問のありました各分野における県内への影響について

は、現時点で把握することは困難であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　放射能汚染について

の御質問の中で、生鮮食品の検査体制についてお答え

いたします。

　国においては、生鮮食品に係る放射能汚染について

食品衛生法で暫定規制値を定め、これを上回った食品

について出荷制限をする安全対策をとっております。

　県におきましては、汚染を疑う情報が提供された場

合には、迅速に検査できる体制を整えております。ま

た、食品取扱事業者などから要望があった場合の対応

として、県内の民間検査機関で検査が行えるよう機器

を整備する手続を行っているところであります。

　次に、男女共同参画についての御質問の中で、市町

村における条例の制定、参画計画の策定などについて

お答えいたします。

　市町村の男女共同参画に関する条例は、平成23年４

月１日現在、那覇市、浦添市、石垣市、糸満市、宜野

座村、南風原町、竹富町の７市町村となっており、制

定率は17.1％となっております。また、男女共同参画

計画については、15市町村において策定され、策定率

は36.6％となっております。

　県としましては、市町村男女共同参画主管課長会

議、担当者研修会などを通して計画策定について働き

かけを行うほか、市町村に直接出向き、計画策定に関

する具体的な助言などを行っております。

　次に、県管理職、審議会などへの女性の登用率を上

げるための対策についてお答えいたします。

　県民が心豊かで安心して暮らせる沖縄県を実現する

ためには、男女共同参画社会の形成が重要であると考

えております。

　平成23年４月１日現在の調査によりますと、知事部

局における管理職に占める女性の割合は7.1％となっ

ております。また、審議会などへの女性委員の割合は

30.7％となっております。

　同じく男女共同参画についての御質問の中で、加害

者更生のプログラムを策定し、対策を進めることにつ

いてお答えいたします。

　ＤＶ加害者対策の一つとして、加害者に対する取り

組みや加害防止のための予防教育が重要であることか

ら、県としましては、平成16年度からＤＶ加害者対策

を実施しております。平成17年度には「ＤＶ防止のた

めの教育プログラム」を研究し試行しておりますが、

被害者の安全確保のための支援体制などの整備、プロ

グラムを実施する人材の確保などの課題があり、実施

には至っておりません。国においても、平成16年度に

加害者更生プログラムの試行を行っておりますが、同

様の課題があることから実施されておりません。

　県におきましては、ＤＶ加害者対策として平成18年

度から加害者に対する相談事業などを行っており、今

年度は相談員を２名に増員し、充実強化を図っており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　放射能汚染について

の中の、被曝不安への対応についてお答えします。

　沖縄県では、震災により健康不安を抱えている方に

対して、琉球大学等専門機関の助言を受けながら保健

所等において健康相談を実施しております。また、一

部の保健所では、必要に応じサーベイメーターによる

体表面の線量測定を行っております。

　県としては、今後とも国や研究機関等からの情報収

集に努め広報活動などを行い、県民等に健康不安が生

じることのないよう対応してまいりたいと考えており

ます。

　続きまして、戦後処理問題についての、戦争被害者

の救済補償についてお答えします。

　「沖縄10・10大空襲・砲弾等被害者の会」が、国に

対し国家賠償を求める動きがあることについては承知

しております。戦争被害に対する補償については、対

象者の範囲も含め、その制度のあり方については基本

的に国において対応すべき事項であると考えておりま

す。

　沖縄県としましては、今後の国における対応状況を

注視していきたいと考えております。

　続きまして、肝炎対策についての、肝炎患者の実態

調査についてお答えします。

　県として肝炎患者の実態調査は行っておりません

が、国の推計値から人口割で算出すると県内の肝炎患
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者数はＢ型約800人、Ｃ型約4000人と推計されます。

また、感染者数につきましては、保健所における肝炎

ウイルス検査や健康増進法に基づく肝炎ウイルス検診

のデータ等入手可能なデータについて把握方法を検討

してまいりたいと考えております。

　続きまして、肝炎対策の中の、県の施策及び具体的

対策等についてお答えします。

　現在、県におきましては、肝炎対策基本指針に基づ

き肝炎に関する知識の普及啓発、肝炎ウイルス検査の

促進、医療体制の整備、肝炎治療費の助成等について

取り組んでいるところであります。同指針において

は、都道府県単位で地域の実情に応じた肝炎対策を講

じることが望まれるとされており、今後、県としまし

ては、関係者の意見を聞きながら肝炎対策に係る必要

な対策を講じていきたいと考えております。

　続きまして、肝炎患者救済の抜本対策を国に求める

ことについてお答えします。

　Ｃ型肝炎感染被害者については、平成20年に施行さ

れた「特定フィブリノゲン製剤及び特定血液凝固第Ⅸ

因子製剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済するための

給付金の支給に関する特別措置法」に基づき、既に国

による和解救済が進められております。また、Ｂ型肝

炎感染被害者については、本年６月に国はＢ型肝炎原

告との間で基本合意書を締結し、給付金の額等につい

て規定しており、今後救済が進むものと考えられま

す。肝炎患者の救済につきましては、患者と国の和解

に基づくものであるため、県としては国の対応状況の

推移を見守るとともに、肝炎対策基本法に基づく患者

支援に取り組んでいきたいと考えております。

　続きまして、妊婦健診についての、公費負担の妊婦

健診の継続についてお答えします。

　平成21年度より妊婦健康診査は、市町村への交付税

措置と国の経済対策により県が設置した妊婦健康診査

支援基金を活用し、市町村が公費で14回の妊婦健康診

査を実施しています。

　県としては、公費で妊婦健康診査の継続実施を知事

会や衛生部長会に要望してきたところですが、今後も

あらゆる機会を通して要望していきたいと考えており

ます。

　続きまして、男女共同参画についての中の、ＤＶ相

談件数、保護命令申し立て及び発令件数の３年間の推

移についてお答えします。

　県の配偶者暴力相談支援センターにおけるＤＶ相談

件数は、平成20年度1023件、21年度1320件、22年度

1403件と増加傾向にあります。

　最高裁判所の資料によると、那覇地方裁判所が発令

している保護命令について被害者からの申し立て件数

は、平成20年94件、21年74件、22年65件、保護命令の

発令件数は、20年81件、21年63件、22年51件となって

おります。

　続きまして、ＤＶ相談件数増加要因、今後の課題と

対策及び市町村のＤＶ相談支援センターの設置促進に

ついてお答えします。９の允と９の印は関連しますの

で一括しております。

　ＤＶ相談件数が増加している要因としては、ＤＶに

ついての社会的認知の進展、相談体制の整備や広報啓

発による被害の顕在化などが考えられます。

　課題としては、相談体制の強化、被害者の自立支

援、未然防止対策の強化が必要と考えております。

　県においては、配偶者等暴力被害者支援基金を設置

し、被害者の自立に向けた支援や広報啓発を実施して

おります。また、女性相談所を初め県内すべての福祉

保健所に配偶者暴力相談支援センターの機能を付与し

ており、相談体制の強化に取り組んでいるところで

す。今後は、婦人相談員を配置する市に対し、配偶者

暴力相談支援センターの設置を働きかけていきたいと

考えております。

　続きまして、県立の一時保護施設、自立支援のため

の施設の改善・拡充についてお答えします。

　配偶者等からの暴力などにより緊急に保護が必要な

女性については、女性相談所などで一時保護を行って

おり、長期の支援を要する場合は、婦人保護施設うる

ま婦人寮で対応しております。現在、老朽化している

うるま婦人寮の母子棟を改築しており、居室空間の改

善、保育室の完備等機能の拡充を図ることとしており

ます。改築後は、当該施設の活用により要保護女子の

自立支援を図ってまいりたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　自然エネルギーの普

及促進についての御質問の中の、太陽光発電の住宅へ

の導入状況と普及促進についてお答えいたします。

　県内の住宅への太陽光発電導入状況は、平成23年７

月時点で8901件となっております。

　沖縄県では、太陽光発電の住宅への普及促進を図る

ため、平成21年度より設置費用への支援を行っており

ますが、太陽光を含む自然エネルギーのさらなる普及

促進を図るべく、支援制度の拡充を検討してまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。
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　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　自然エネルギーの普及促進

についての御質問で、学校への太陽光発電の導入状況

についてお答えいたします。

　平成23年７月現在、公立小中学校における太陽光発

電整備校数は、46校となっております。

　県教育委員会としましては、環境への負荷の低減や

自然との共生を考慮した学校施設の整備に努めている

ところであり、今後とも市町村教育委員会と連携し促

進していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　戦後処理問題について

の御質問の中で、不発弾処理に係る避難費用の補償及

び避難計画についてお答えいたします。４の茨のアと

４の茨のイは関連しますので一括してお答えいたしま

す。

　不発弾処理につきましては、戦後処理の一環として

国が責任を持って取り組むべきものと考えておりま

す。

　不発弾処理に係る避難に要する費用については、現

在のところ国の補助対象となっていないため、県とし

ましては、今回の事例を踏まえ市町村と連携し、補償

費用のさらなる拡充について引き続き国に要望してま

いります。

　不発弾処理における住民の避難計画につきまして

は、不発弾の発見状況や処理方法がケースによって異

なることから、国・県・市町村などの関係機関で構成

される不発弾等処理対策協議会において住民の安全確

保を第一に考え決定しております。

　次に、不発弾磁気探査の全額国庫負担及び磁気探査

の加速化等についてお答えいたします。４の茨のウと

４の茨のエは関連しますので一括してお答えいたしま

す。

　公共工事における磁気探査に加え、民間工事の磁気

探査につきましては、現在も広域探査発掘加速化事業

において実施しているところでありますが、さらなる

促進のため、県におきましては、新たな沖縄振興に係

る国への制度要望として、民間が行う開発等における

磁気探査費用の全額国庫負担制度の創設を要望してい

るところであります。また、県におきましては、平成

22年度に「沖縄不発弾等対策中期プログラム」を策定

するとともに、予算面においても本年度の不発弾磁気

探査の国庫補助予算額が大幅に増額されたところであ

ります。

　県としましては、引き続き国や市町村等関係機関と

連携し不発弾処理の迅速化を図ってまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　男女共同参画について

の御質問の中で、県警察が受理したＤＶ相談件数の過

去３年間の推移についてお答えいたします。

　県警察が受理したＤＶ相談件数は、平成20年は550

件、平成21年は497件、平成22年は609件となっており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　質問の途中でありますが、時

間の都合もありますので、玉城ノブ子さんの再質問は

休憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時20分休憩

　　　午後３時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城ノブ子さんの再質問を行います。

　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　まず最初に、ＴＰＰについて再

質問いたします。

　今回のＴＰＰの最大の特徴は、農産物を含めてすべ

ての物品の関税撤廃を原則にしているということで

す。もちろん農水産業については、非常に沖縄県内で

も大きな影響が出るということが数字でも試算されて

います。雇用にも大きな打撃が起きるというふうに

なっています。

　それ以外に、この物の貿易以外でも、今回、金融や

保険や公共事業への参入、医療の規制緩和、労働者の

移動の自由化など多くの分野を対象にしているという

ことが特徴であるわけなんです。これがもし実施をさ

れるということになると、所得水準がはるかに低いこ

のアジア地域との間での労働力の移動が自由化された

ら、それこそ賃金水準は歯どめなく低下するというふ

うな新たな事態が生まれてくるということになるわけ

です。

　医療の分野でも、これは公的医療保険制度も危うく

なるというふうなことで、日本医師会は、昨年12月に

ＴＰＰへの参加によって日本の医療に市場原理主義が

持ち込まれて、最終的には国民皆保険の崩壊につなが

りかねないということで反対の意を表明をしているん

ですよ。これだけいろんな分野で影響が出るというＴ

ＰＰについて、こういう問題について皆さん方はどう

いうふうな認識をなされているんでしょうか。
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○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ＴＰＰにつきましては、

先ほど知事と私のほうからも答弁したとおり、農林水

産業等については大きな影響があるというふうなこと

は言われております。また一方で、それ以外の分野に

もいろんな影響があるとは言われているわけですけれ

ども、それがどのような形で影響が出るのか、今のと

ころまだそういうふうな十分な分析はできていないよ

うな状況でございます。そういうふうな意味合いにお

きましては、今後また出てくる情報等を注視しなが

ら、的確な対応をとっていく必要があろうかというふ

うに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　菅前首相が、このＴＰＰへの加

入を推進するということを表明してからもう１年近く

になるんです。今回の野田総理も、これはもう「環太

平洋パートナーシップ協定の交渉参加について、」、

今度の所信表明演説の中でも「しっかりと議論し、で

きるだけ早期に結論を出します。」ということを言っ

ているんですよ。ですから、もう11月中にはこの結論

が出る可能性が高くなっているんですよね。

　そういう状況の中で、皆さん方、これだけの影響が

出るＴＰＰについて、いまだにその情報がつかめてい

ないとか、それはどういう影響が出るのかわからない

とか、そういうことを言っていいんでしょうか。沖縄

県経済がそれこそ壊滅的な大きな打撃を受けるという

事態になっているときに、そういうことではもう皆さ

ん方の姿勢が問われるということになりますよ。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これはまさにまだ十分に

わかっていないというふうなものはそのとおりでござ

いまして、ただ、これは日本だけじゃなくて、今や世

界各国がそれぞれ何らかの形で経済的なつながりがあ

るというふうな中で、その影響というふうなものがな

かなか簡単には分析できないような状況もございま

す。今、言われている話は、先ほどの農林分野の影響

もございましたけれども、例えば、じゃ製造業ではど

うなのか、輸出産業それから輸入産業、そしてまた一

般消費者等々さまざまなプラス・マイナスの影響があ

るとも言われているわけですけれども、これについ

て、現在ＴＰＰ交渉において農業・工業などは20余の

作業部会が立ち上げられて議論が進められているとい

うふうな状況でございます。ただ、これについて、そ

の詳細についてはまだ明らかにされてないというふう

なところで、今後、公表される情報をやっぱり注視を

しながら対応していかざるを得ないというふうな状況

にあろうかと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　皆さん方の試算でも、この沖縄

の農水産業で58億円の影響が出る、関連産業でも1420

億円ですよ。雇用では２万3000人、関連産業で２万

9000人ですよ。これでは沖縄県経済成り立たないじゃ

ないですか、こういう影響が出てくるということにな

ると。しかも、沖縄は離島をたくさん抱えている地域

ですよ。離島でこの農水産物がこの地域から消えてな

くなる、農林水産業がなくなるということになると、

これはもう離島の地域経済の崩壊につながることにな

るんじゃないですか。そういうことを踏まえた上で、

皆さん、環太平洋経済連携協定にどういう対応をする

かということを具体的に明らかにしていかないと、私

は、この環太平洋経済連携協定が強行されるというこ

とになると、この沖縄県経済は本当に地域から崩壊し

ていくというふうなことになるというふうに思ってい

ます。

　しかも、今回ＴＰＰに日本が参加するということ

は、事実上、日米で関税なしの自由貿易協定を結ぶと

いうことになるんですよ。そうなると、農林水産物の

関税がゼロになって、輸出大国であるアメリカやオー

ストラリアから砂糖や乳製品など大量になだれ込んで

くるということになるんですよ。これでは県内生産は

致命的な打撃を受けるということになるんじゃありま

せんか。しかも、沖縄の食料自給率は40％から2.4％

に低下してしまうという事態になっているんですよ。

皆さんの沖縄県の食料自給計画は50％を目指すという

ことになっているんじゃありませんか。これを真っ向

から否定するということになるんじゃありませんか、

今のこれを認めるということになると。

　これはあらゆる分野で大きな影響を与えることにな

るというふうに思います。しかも、日本の食料自給率

の問題については多くの国民の皆さんが、外国産より

も高くても食料はできるだけ国内でつくると答えた人

が内閣府の調査でも90.3％にも達しているんですよ。

外国産で安い食料を輸入するほうがよいと答えた人は

たったの5.4％なんです。食料自給率を高めるべきだ

と答えた人はもう90％にも達しているんですよ。多く

の国民・県民が食料自給率を高めていく必要があると

いうことを要求しているわけです。

　ですから、そういうことでいくと私たちは、この沖

縄県の食料自給率を50％に高めていこうというふうな

方針を持っているこういう状況の中で、私は、沖縄の

農水産物を初め雇用の分野でも、あらゆる中小商工業

の分野ででもやっぱり大きな打撃を与えるＴＰＰへの
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参加については明確に反対の立場を表明していくとい

うことだというふうに思うんですが、知事、どうで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　おっしゃる意味はよくわか

りますし、現に農産物については、我々はむしろほか

の県より先頭を切って反対であるというのを申し上げ

政府に話をしてきたのは御承知のことだと思います

よ。ですから、おしかりを受ける理由は全くないと私

は思っておりますが、ほかの物品について、最悪の状

況だけを強調される物の言い方というのはやっぱり疑

義があります。かなり大きな影響が出るだろう。そし

て、政府もなかなか困りながらもいろんな対応を今考

えながら、どうも情報が不足しているということに

なっているんじゃありませんか。一方的に、県は何も

やっていないというような御趣旨の発言には疑義があ

りますよ。だけど、農産物についてはちゃんとやって

いますよ、むしろ早目早目に。

○玉城　ノブ子さん　ちょっと休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時51分休憩

　　　午後３時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　私が言っているのは、農水産物

だけじゃない。今度のＴＰＰはあらゆる分野で関税を

撤廃するというふうなものになっているからこそ、Ｔ

ＰＰの中でこれは賛成です、これは反対ですというふ

うには言えないわけですよ。ですから、このＴＰＰそ

のものについて反対の立場を表明すべきじゃないかと

いうことを私は言っているわけです。

○知事（仲井眞弘多君）　質問なのか、御意見なの

か、一応伺いましょう。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時51分休憩

　　　午後３時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員が御心配される

農業分野については、ことし１月、そういう総決起大

会もございまして、知事も参加をして、それに対して

の懸念を表明をいたしました。そうでありながらも、

このＴＰＰ交渉そのものは国のほうで行われている話

でございまして、そこで現在どのような影響があるの

か、今、作業部会を立ち上げて検討しているというふ

うな状況でございます。その状況を見ながら、県とし

てはまた適切な対応というふうなものを考えていきた

いというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城ノブ子さん。

○玉城　ノブ子さん　皆さん方の態度があいまいだか

ら、私は何度も聞いているんですよ。ＴＰＰというの

は農水産物だけではないです。今さっきもほかの分野

にも問題が出てくるということを言っているわけで

す。ですから私は、ＴＰＰについては、沖縄県経済に

与える影響はもう非常に大きなものがあるから反対を

表明すべきであるということで、やっぱりこのＴＰＰ

全体について反対の態度を表明すべきだということを

言っているんです。知事は、そういうふうな対応をぜ

ひやっていただきたいということを申し上げて次に進

みます、時間がありませんので。

　あと、真栄平南と真壁南の冠水被害について再質問

をいたします。

　実は、これは台風９号の状況、そのとき写真に写し

た状況です。（資料を掲示）　これが真栄平南です。

冠水被害の状況です、台風の時期の。そして、これが

真栄平南と真壁南。これは台風が過ぎて２日目の状況

になっています。この湛水がそのままの被害の状況に

なっております。

　ちょっと休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時54分休憩

　　　午後３時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○玉城　ノブ子さん　これは、地下ダム事業と土地改

良事業が行われてから、その後平成11年度以後、実に

８回も湛水被害が繰り返されているというふうな状況

があるわけです。ですから、私たち、これは土地改良

事業を実施したところでこういう湛水被害が起きると

いうことについて、雨量や排水の処理方法について適

正か、本当に綿密な積算・設計がなされたかどうかと

いうことが問題だというふうに思っているんです。

　真栄平南地区については、四方八方から流入する雨

水・排水が宇江城のクラガーを受け口とするドリーネ

に一極集中しているという状況があるわけなんです。

これは、現場調査をしたときにも県当局の皆さんも認

めたんですけれども、新垣の上のほうで行われている

国営土地改良事業で西側に流していた水を、この土地

改良事業で宇江城のドリーネのところに一極集中させ

たというふうなことも出ているんです。そういうこと

について、私は、しかも今度の台風の時間雨量、これ

がどうだったかということが問われているんですけれ

ども、調べたら時間雨量が、皆さん方が言うのと
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ちょっと食い違うんですけれども、33ミリの時間雨量

になっているんですよ。集中豪雨があった中でこうい

う冠水被害はあると思うんですよね。ところが、今回

の場合は、時間雨量33ミリ、あるいは４ミリとか２ミ

リとか、それしか雨は降っていないんですよ。こうい

う中でこんな状況が起きているということは、日常的

にこの冠水被害が起きているということであるわけで

す。これに対して抜本対策、緊急対策、これをやっぱ

り私は求めたいというふうに思うんですが、どうで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　先ほども御説明申し

上げたんですけれども、真壁南地区と真栄平南地区の

湛水につきましては、日雨量で225ミリ、それから１

時間最大雨量が54ミリ、それから連続雨量が447.5と

いう大雨があったということと、排水の処理を行うド

リーネ内に土砂の堆積、あるいは雑物等の流入があっ

て排水が低下したというふうなことで、今回そういう

被害が出たものと考えておりますけれども、これまで

その地区の対策といたしましては、土砂の堆積の除

去、それから雨水が集中しないように段階的に集中し

てもらうということで、上流のほうで淡水化を21年度

からやっておりまして、これは何地区か予定がありま

して、今回21地区だけは完成をしていますけれども、

引き続き、やはりまずは上流からの流入をゆっくりさ

せるということと、それから先ほどの堆積した土砂を

しっかりとっていくということをまず当面の対策とし

ていて、抜本的な対策としましてはことし９月の補正

で900万円計上していますので、しっかりその中でい

ろんな形の検討をしていくと。現在、その１案、２

案、３案ということで考えられていますけれども、そ

れをクリアして、地元とよく相談しながら対応してい

きたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

　　　〔仲村未央さん登壇〕

○仲村　未央さん　それでは一般質問を行います。

　１点目、普天間基地の辺野古移設計画に係る環境ア

セス手続にどのように対応する方針か伺います。

　２点目、知事は、ワシントン大学における講演で、

嘉手納統合案について「地元の反対が強く、実現する

のは非常に時間がかかる」と述べたと報じられていま

す。御自身は反対の立場か伺います。

　３点目、米軍歳出外資金諸機関によるベースタク

シー入域料の入札についての実態を伺います。2004

年、2006年に続く３回目の入札がことし６月に実施さ

れたとの情報があります。落札額はさらにはね上が

り、１台当たり月13万円とも聞こえてきます。

　以下、示されたい。

　茨、入札の日時、台数、１台当たりの入域料。

　芋、入域料の年間総額は幾らか。前回、前々回との

比較を伺います。

　鰯、他業種にもこの機関への営業料等の支払いがあ

るのか。また、全国の米軍基地において同様の入札が

あるか伺います。

　允点目、タクシー運転手の平均年収を伺います。

　印点目、県民所得への影響、地位協定上の非課税問

題など2008年の私の一般質問に対し、知事公室長は

「県としても今後どのような対応が可能であるか研究

をしてまいりたい」と答弁をされました。その後の調

査研究を報告してください。

　４点目、運転代行業の認定件数と本県の特徴。ま

た、制度上の課題等について伺います。

　５番目、八重山地区の教科書採択問題について。

　茨、文科省の見解、その判断の根拠等について聞き

ます。

　芋点目、県教育委員会の見解と対応を伺います。

　６番目、民間一般の戦争被害者に対する国の補償を

求める動きがあります｡

　茨、沖縄戦の人的、物的被害の総合的な調査がこれ

まで国によってなされたことがあるのか。

　芋点目、未補償の沖縄戦民間被害者の数を伺いま

す。未補償のまま放置されていることについて県の考

え、対応を伺います。

　７番目、沖縄県の生活環境保全条例、県議会の修正

案によって提案をされましたが、この第３条「県の責

務」、ここに2009年10月１日の施行以来、３条の２に

定める「米軍基地環境問題への取り組み」ここへの適

用実績があるか伺います。

　８番目、沖縄市北部の「ごみ山」問題の現状、解決

見通しについて伺います。

　９番目、県議会は、去る６月定例会で「「子ども・

子育て新システム」の安易な導入に反対し、現行保育

制度の拡充を求める意見書」、「幼稚園教育等の制度

改善を求める意見書」を全会一致で可決をしました

が、これに対する当局の評価と新システムヘの認識を

伺います。

　10番目、沖縄警察署跡地への新しい交番の設置につ

いての方針、スケジュールを伺います。

　それから会派代表質問との関連ですが、仲宗根悟議

員の質問の中で、嘉手納弾薬庫内における不用弾の処

理がされたと、そして周辺住民が非常に驚いたという

ことがありました。この不用弾の処理に当たっては、
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通常民間で行われる不発弾の処理と米軍基地内で行わ

れる不用弾の処理、その仕方についての手続、これの

内容について伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲村未央議員の御質問に答

弁させていただきます。

　まず第１に、普天間基地の辺野古移設計画について

という柱の中の御質問で、環境影響評価手続に対する

知事の対応についてという御質問にお答えいたしま

す。

　環境影響評価の提出される時期などにつきまして、

政府から明確な方針は示されておりません。県といた

しましては、地元の理解が得られない辺野古移設案の

実現は事実上不可能であり、一日も早い普天間飛行場

の県外移設・返還を求める考えに変わりはありませ

ん。

　次に、嘉手納飛行場統合案に係る御質問の中で、嘉

手納飛行場統合案への反対についてという御趣旨の御

質問にお答えいたします。

　嘉手納飛行場周辺市町村は現在でも過重な基地負担

を強いられており、さらに負担が増加するような案

は、断じて受け入れることはできません。県といたし

ましては、日米両政府に対し、引き続き、普天間飛行

場の県外移設に真摯に取り組むよう強く求めてまいる

ことといたしております。

　次に、６月定例会で可決した意見書についての御質

問ですが、「子ども・子育て新システム」の評価等に

ついての御質問にお答えいたします。

　国が、本年７月末に決定した「子ども・子育て新シ

ステムに関する中間とりまとめ」においては、学校教

育・保育及び家庭における養育支援を一体的に提供す

る「仮称・総合施設」の創設等が示されております。

しかしながら、費用負担のあり方などの課題があり、

引き続き検討を進め地方公共団体等とも協議を行い理

解を得るといたしております。

　新システムにつきましては、現時点では、費用負担

のあり方などの課題が解決されておらず、評価するこ

とは難しいと考えておりますが、沖縄県といたしまし

ては、新システムの制度設計に当たっては、子供の視

点から議論を進めるとともに、保育の質や財源が確保

されることが重要であると考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　ベースタクシー入域料

についての御質問の中で、ベースタクシー入札の実

態、入域料の年間総額、他業種の営業料等の状況、全

国の状況についてお答えいたします。３の茨のア、３

の茨のイ、３の茨のウにつきましては、関連いたしま

すので一括してお答えいたします。

　現在、県は、ベースタクシーの入札の実態、入域料

の年間総額、他業種の営業料等の状況、全国の状況等

について、米国陸・海軍エクスチェンジサービス、通

称ＡＡＦＥＳの沖縄本部に照会しておりますが、現時

点において回答は得られておりません。県が報道等に

おいて把握しているところでは、本年６月に入札が行

われ、入域料総額が１ドル約83円換算で、年額約２億

4000万円となる見通しであること、県内３法人と個人

タクシーの計197台に10月１日から課されるとのこと

であります。また、県外では、青森県の三沢基地、東

京都の横田基地でも入域料の徴収を実施しているとの

ことであります。

　次に、県の対応の検討状況についてお答えいたしま

す。

　政府によりますと、地位協定第15条に基づく歳出外

資金諸機関は、米軍関係者の福利厚生を図るため独立

採算で運用されることが前提とされており、同機関が

契約者等からの料金の徴収等で運営され得ることは、

独立採算を前提としている以上当然認められていると

解されていることから、日米地位協定上問題ないとの

ことであります。また、政府によりますと、歳出外諸

機関がベースタクシーから得る収入には、地位協定第

15条に規定されているとおり、我が国において租税は

課されないとのことであります。

　県としましては、引き続きベースタクシー入札に関

する実態の把握に努めてまいりますが、施設・区域の

管理権が米側にあることや、基地への入域料がＡＡＦ

ＥＳとタクシー業者の私契約上の問題であることか

ら、現時点で県として何らかの対応をとることは困難

であると考えております。いずれにしましても、県と

しましては、どのような対応が可能か引き続き検討し

てまいりたいと考えております。

　次に、会派代表質問との関連についての中で、米軍

基地での不用弾の取り扱いにおける法的根拠等につい

てお答えいたします。

　沖縄防衛局によりますと、去る９月19日の嘉手納弾

薬庫地区における爆発音につきましては、嘉手納基地

所属の爆発物処理班が使用不能になった火薬類の処理

を行った際に発生したものであったとのことでありま

す。いわゆる５・15メモによりますと、嘉手納弾薬庫
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地区の使用条件について１回当たり50ポンドを超えな

い弾薬及び爆発物の処理が共同爆発物処理場として指

定された区域において行われるとされております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ベースタクシー入域料に

関する御質問の中で、タクシー運転手の平均年収につ

いてお答えいたします。

　厚生労働省の平成22年賃金構造基本統計調査をもと

に、沖縄県のタクシー運転手の賞与を含めた平均年収

額を計算しますと、176万2700円となります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　運転代行業の認定件数

と本県の特徴、また制度上の課題等についての御質問

にお答えいたします。

　本県における本年８月末現在の自動車運転代行業者

数は654業者で、その業務に使用される随伴用自動車

は1584台となっております。昨年末の業者数を全国と

比較しますと、本県の業者数625業者は全国で最も多

く、２番目に多い茨城県の約1.7倍となっておりま

す。また、本年８月末現在の自動車運転代行業者654

業者のうち、法人により運営されているものは15業者

のみで、その他は個人事業者となっているほか、全事

業者の半数以上が随伴用自動車１台のみを用いて営業

を行っております。

　次に、制度上の課題等についてでありますが、県警

察においては、「自動車運転代行業の業務の適正化に

関する法律」に基づき自動車運転代行業の認定及び指

導・監督を行っており、制度上の課題としてとらえて

いるものは特にございません。

　なお、県警察では自動車運転代行業者を指導・監督

するため、随時警察職員による立入検査を実施してお

り、その実施回数は本年８月末現在で158回となって

おります。引き続き、県警察では自動車運転代行業の

適正化を図るため立入検査を強化するとともに、交通

指導、取り締まり時における違反行為の有無の確認を

徹底し、法令違反を認めた場合には厳正に対処してい

く所存であります。

　次に、沖縄警察署跡地への新交番の設置方針とスケ

ジュールについての御質問にお答えいたします。

　現沖縄警察署の所在地は、周辺地域の治安を確保す

る上で極めて重要であると認識しております。県警察

といたしましては、沖縄警察署移転後も現所在地に何

らかの警察施設を整備し、一定の警察力を存続させる

必要があると考えております。

　今後のスケジュールにつきましては、平成24年秋に

予定している沖縄警察署移転後の早い段階には周辺地

域の治安情勢に応じた規模の警察施設を設置できるよ

う県当局と調整を行っていくこととしております。

　なお、沖縄警察署移転後の跡地を警察施設設置のた

めに利用することに関しましては、県当局の同意を得

ているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　八重山地区の教科書採択問

題についての御質問で、文部科学省と県教育委員会の

見解についてお答えいたします。５の茨と５の芋は関

連しておりますので一括してお答えいたします。

　文部科学大臣の発言につきましては、詳細を把握し

ておりませんが、文部科学省の見解は「９月８日の協

議は、石垣市、与那国町の両教育長から協議は無効」

と主張していることが主な根拠となっていると考えて

おります。

　県教育委員会としましては、引き続き９月８日の採

択決議の協議の有効性も含めて協議してくださるよ

う、お願いしているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　民間一般の戦争被害

者に対する国の補償についての中の、沖縄戦の国によ

る総合的な被害調査の実施についてお答えします。

　厚生労働省に確認したところ、これまで国により沖

縄戦における総合的な被害状況調査は行われたことは

ないとのことであります。

　続きまして、未補償の沖縄戦民間被害者数と県の対

応についてお答えします。

　戦没者数の正確な数を把握することは困難なことか

ら、昭和32年時の琉球政府において一般県民の戦没者

数は９万4000人と推計されております。また、沖縄戦

における未補償の民間被害者数については、昭和57年

３月末時点で３万8276人と推計されております。戦争

被害に対する補償については、対象者の範囲も含め、

その制度のあり方については、基本的に国において対

応すべき事項であると考えております。

　沖縄県としましては、今後の国における対応状況を

注視していきたいと考えております。

　以上です。
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○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　沖縄県生活環境保全

条例についての御質問の中で、同条例第３条の２の適

用実績についてお答えいたします。

　沖縄県生活環境保全条例第３条の２には、米軍基地

に起因する航空機騒音等環境問題の軽減や返還される

米軍基地に係る土壌汚染状況等の情報の公表を盛り込

んだ協定締結を申し入れること、日米合同委員会での

合意事項に基づき立入調査を求めることを規定してお

ります。

　県において、これまでに同条に基づく航空機騒音等

環境問題の軽減や返還土地の履歴情報の公表を盛り込

んだ協定締結の申し入れは行っておりません。基地内

の立入調査については、嘉手納飛行場内において

ジェット燃料漏れなど、事故が発生し調査が必要と

なった場合に立入許可を求めるなど、環境汚染の実態

把握に努めているところであり、条例施行後は、７件

の立ち入りを行っております。

　なお、県では、渉外知事会を通じて「日本側環境関

係法令を遵守すること」や「基地返還にあたっては、

日米両国政府が責任をもって、土地の使用履歴や汚染

状況等に関する情報の公表、返還前の環境調査」など

を盛り込んだ「在日米軍基地に関する環境特別協定」

の締結を国に対して求めているところであります。

　県としましては、今後の国の動向も踏まえ、関係機

関と連携しながら、生活環境保全条例に基づく協定締

結の申し入れについて検討していきたいと考えており

ます。

　次に、沖縄市北部のごみ山問題についての御質問の

中で、ごみ山の現状と解決の見通しについてお答えい

たします。

　沖縄市北部地域で産業廃棄物が超過して処分されて

いる問題につきましては、沖縄市所有の土地の返還に

向けて、平成23年７月末までに安定型最終処分場を改

善するよう当該事業者に作業を進めさせていたところ

であります。しかしながら、期限内に改善することが

できなかったことから、平成23年９月に廃棄物処理法

に基づき改善命令を発し、平成24年３月末までに履行

するよう指示しているところであります。また、管理

型最終処分場については、平成22年10月に超過廃棄物

を適正に処理するよう改善命令を発しており、安定型

部分の改善が終わり次第本格的に作業を開始する計画

となっております。

　県としましては、今後とも早期に同市北部地域にお

ける産廃に係る問題を解決できるよう、当該事業者を

指導していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それでは知事に伺います。

　野田総理ですが、所信表明の演説の中で沖縄の普天

間基地問題について理解を得たいと。説明し、理解を

求めたいということを言っているんですね。そのこと

に対して、きょう照屋寛徳衆議院議員の質問主意書、

この中で「いつまでに沖縄の「理解」を得るつもり

か」と。その「「理解」が得られたとは、いかなる状

態を指すのか」ということについて答弁が出たんです

ね。これについては、「沖縄の皆様の理解を得る期限

について、これを設定する考えはない。」と。また、

「お尋ねの「沖縄の「理解」が得られたとは、いかな

る状態を指すのか」」について、「現時点において、

お答えすることは困難である。」というのが公式の答

弁です。とはいえ、確認したいのですが、環境アセス

の手続についてはこういうことを言いつつも、９月１

日に防衛事務次官が知事に接触をされています。こち

らにいらっしゃったんですね。その際に環境アセス手

続を年内に提出したい、進めますよというようなこと

があったんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　９月１日の中江事務次

官の来訪の際には、正式に今議員の御質問のような年

内にアセス手続を進めたいという意思の表明はござい

ませんでした。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　環境アセスについて、事務次官が

触れたということはなかったということですか。もう

一度お尋ねいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この辺野古移設問題の

スケジュール等について全般的なお話はありました

が、先ほど申し上げたように、明確に年内にアセス手

続を進めるというお話はございませんでした。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　そうは言ってもこの環境アセスが

今のところスケジュールがはっきりしないということ

を知事は再三答弁されていますが、もしこれが一たん

走り出すと、向こうが評価書を出してくれば手続上法

令にのっとり従わざるを得ないということになろうか

と思いますが、その手続についてはいかがですか。受

け取り拒否などは当然できないというふうに認識をす

るんですが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。
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○環境生活部長（下地　寛君）　仮にそういう事態が

生じた場合には、法令にのっとり慎重に対応するとい

うことになると思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　質問の趣旨はわかりますか。出さ

れたら受け取らないということができますかというこ

とです。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　法令の手続上は、出

てきた書類を受け取らないということは、もしその書

類自体に不備がなければ法令上はそういうことはでき

ないというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　そのときに、事業への――ここで

言われるのはいわゆる辺野古の埋め立て、基地の建設

になるわけですね。これについての今知事の態度は、

県外移設つまりここにはつくらせないというような意

思表示かと思いますが、これについて事業の賛否とい

うのは手続上その判断、例えば知事意見等で、私は県

外移設が方針だからこの環境アセスについてはだめで

すとか、知事意見の中でそういったことを合理的な理

由として判断されるというふうになりますか。それと

もあくまで環境影響上の問題を意見として出すことに

よってしか、いわゆる事業の賛否そのものではなくて

そういったその環境上の影響、これを評価するという

ことに対する知事意見として、やはりそれは提出を意

見として求められるのか。そこら辺はもう一度お尋ね

いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時27分休憩

　　　午後４時30分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の点ですが、現在確かに

議員おっしゃるように環境アセス的手続上これが出さ

れて、形が整えば受理せざるを得ない、自動的に流れ

ていくという性格があります。ですから、そういう中

で、環境技術の面、環境アセスに必要な技術的な面を

議論する部分と、政治的といいますか、私の考えその

ものに従ってやっていくという方法と、幾つかの方法

が考えられますが、ただアセス的には例えば意見を言

わなければ同意とみなされるというようなことなども

含めていろんな実は対応がある意味で可能ですし、あ

る意味で限られてくるという面があります。ですが、

現時点では私は県外が早いということで言っておりま

す。こういうことも踏まえて、今の段階ではどういう

方向をとって対応していくかにつきましては、少しま

た時間をかけて対応を決めていきたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　政治姿勢がその環境アセスの知事

意見としてどれほど合理的なその意見として向こうが

受けとめられるのかということについては、一たんこ

の手続上乗ってしまえば非常に小さく見られるのでは

ないかということを懸念をするんですね。そういう中

で、前回知事は準備書の知事意見の中においては、沖

合移動ということも含めて意見として出されました

ね。そして今回は、いわゆるその県外を貫くというこ

との決意も覚悟もこの間答弁で述べていらっしゃるの

で、基本的には反対の立場の知事意見表明が出される

というふうに私は見るわけです。とはいえ、それが出

されたら、公告縦覧に行く流れの中で。そしてそれが

終われば、当然、埋立免許の承認というような段取り

に入るというこの流れはとまらない。そういう中でこ

の免許の承認ですが、今の知事の現在の態度というの

は先ほども申し上げたように、県外移設要求というこ

とと承認をしないということは同じ意味を今持って表

明をされているというふうに受け取ってよろしいです

か。埋立免許の承認はしないんだということを、既に

その県外移設要求を掲げているという以上、その表明

はもう既に行っているというようなことで受け取って

よろしいんでしょうか。

○知事（仲井眞弘多君）　ちょっと休憩お願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時33分休憩

　　　午後４時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　私のほうから、ちょっと

お答えさせていただきます。

　今大変難しいというか、デリケートな質問でござい

まして、県の内部において今後いわゆる想定される事

態が出てきたらどのような形で対応しましょうかとい

うのは、まだ実は勉強中なんですよね。ですから、幾

つも今言われているような手続の段階で言えば環境ア

セスをどうしようか、次進展したらどうしましょう

か、裁判も含めてですけれども。さまざまなバリエー

ションの中で、その時々にどのような手続をとってい

いのかというものは、実はまだ意思統一が図られてい

ないし、私が基本的には紙をつくって議論しましょう

とこういう状況ですので、ちょっとまだ確たるお答え
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ができる状況じゃないし、今答えを持っていないと、

こういうことで御理解いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　手続上、環境アセスについては恐

らくとまらないだろうという、私がそういうふうに手

続の前提を先ほど確認したところなんですが、そう

いった中で、結局最終的な意思の表示というのは、表

明というのは、恐らく承認にかかってくる。そしてそ

のときに今の知事の態度と、この承認に対する態度と

いうものの一貫性というのが問われるわけです。そし

て知事の今の態度を見るにつけ、埋立免許はもちろん

県外移設と言っている以上承認しないだろうというふ

うに多くの県民は見るわけですね。単純なことなんで

すが、手続上もそう来るであろうということなんで

す。これについてもう一度知事いかがですか。この承

認について、むしろ不許可処分にしない、承認するか

もしれないという選択肢はないと思うんですが、いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時37分休憩

　　　午後４時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　答えとしては、例えば知

事の答弁の中に、埋め立ての工事の場面について大変

な反対運動が起こって日米の体制も傷つくことになり

ますよというような発言もありますように、埋め立て

の手続の中で必ずしも県知事だけのところでとまる問

題ではないと私は思っているんですよね。ですから、

その後の工事の場面も含めて果たしてそれほど強行に

とれるのですかというような話もしていますので、こ

の辺のところの趣旨を御理解いただきたいなと思って

おります。

　あと今言われているのが埋め立ての許可だとかと

思っていたとしたら国がやっている手続ですので、こ

れは承認でございまして、承認しなかったとしたら国

のほうでしかるべき手続をとると２週間ぐらいで終

わっちゃうんですね。こういうさまざまな場面、場面

をどのような形で対応しようかということを今内部で

基本的には検討しましょうというような状況ですの

で、仮定の手続、いつになるかわかりませんけれど

も、今そういう意味での理論的な意味での対処の勉強

中ということで御理解いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　進みます。

　嘉手納統合案ですが、知事、先ほど断じて今の負担

が許されるものではないし、それ以上のものというの

は認められないんだと。それは恐らくアメリカでも３

議員に会われて直接おっしゃったことだろうと思いま

す。その一方で知事はこの県内移設見直しがテーマに

なっている、柔軟性を持っていらっしゃったというふ

うに印象をお話されていましたが、３議員についてで

すね。その中であわせて、権限法の中で言われる抱き

合わせのごとく、県内移設、辺野古はだめだけれども

嘉手納統合案はその一方で検討の対象になるというよ

うなことをあわせて常にセットでこの権限法は今走っ

ているように見えます。そういう意味で、知事が何度

かその発言の中で正しい方向だと、その３議員の動き

を歓迎するコメントが出されているわけですが、この

正しい方向が辺野古はもちろん見直しになり、そして

これは現実的に不可能だというふうに強まってくる正

しい方向ということは私も理解できますが、あわせて

嘉手納統合案の検討も含めて正しい方向だというふう

に相手が認識していないかどうかが心配なんですね。

この件については、知事、具体的に接触されながら嘉

手納統合案はこれも含めて非現実的だと、私が言う県

外移設というのは、当然辺野古以外のすべての基地を

含んだ県内における基地の建設はないということが明

確に伝わっているのかどうかお尋ねいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時40分休憩

　　　午後４時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の御質問の最終的なポ

イントが少しわかりにくいところがあったのですが、

そういう中で御報告いたします。私が３議員から受け

て正しいというか、下世話な表現では真っ当な反応を

されたなというのは、つまり辺野古が私は事実上不可

能と言い、非常に３議員は難しいというような非現実

的に近いような表現もあったと思うんですが、非常に

難しいというようなことを言っておられて、それで統

合案について私のほうはなかなかここも今度は非常に

難しいエリアで、もう基地負担が既に過重になってい

るところで大変ですよと申し上げたら、彼らは――彼

らはと言ったら失礼だけれども――あの３議員は、私

たちは行き詰まっているというまず認識と、そして

やっぱり柔軟に物を考えるべきで、それで例えばとい

うことで出しているんであって、具体的な案というの

はこれは政府がつくるべきだと考えているとこういう

ような趣旨のことを言っておられました。ですから、

具体的な何案がいい、何案がいいというようなことを
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議論しようとか、嘉手納統合案でなければならないと

かいうようなことを主張しようということで出したわ

けではないと、こういうようなことを言っておられた

んで、こういう柔軟な考えというのは非常に立派なも

のだというふうな私は印象を受けたわけです。そして

私が、いずれにしても嘉手納というのも非常に難し

い、もう既に過重な基地負担をしているんであるか

ら、やっぱり私どもが言っている県外というのを我々

は主張しているんだと、こういうことを申し上げたわ

けです。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　知事のおっしゃるニュアンスと新

聞報道等で見る限りにおいては、統合案は早急に県予

算で前進することができるとか、空軍を移転しその規

模を削減する、嘉手納基地は巨大だとか地元のことを

わかった上で、爆音訴訟も起こっていることもわかっ

た上で、それでもそのアメリカの歳出削減の要望も、

それから県民の負担軽減も満たす、両方満たせる案だ

というふうにかなり嘉手納に対する可能性を大きく見

ているというふうに見えるわけです。それについて知

事が正しい方向とコメントされたことが、嘉手納統合

案の検討も含んで、同調ととられてはいないかという

ことが心配なんですが、それについていかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　少なくともこのお三方と話

をした私の受け取った印象では、そういう受けとめ方

はされてないと思います。そもそもかなり謙譲な方々

で、我々は例えばということで出したんで、これで進

めようとかというようなことは考えていない。そして

おっしゃったように、確かに嘉手納であればお金もこ

ういう御時世で日本政府もないでしょうし、アメリカ

もきつくなってきていると。そういうようなことを

言っておられましたから、例を挙げたときの理由の一

つだったと思うんですが、ただしはっきり言っておら

れたのは、案というのは政府がつくるべきだというよ

うなことと、それからもう一つはアメリカも日本政府

もそしてこの沖縄も満足のいく案でないとセットしな

いだろうというようなことも言っておられましたか

ら、私はきちっとした考えの方々ではないかというふ

うに受けとめました。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　最後に確認しますが、知事の今

おっしゃるその県外移設要求というのは、現行案の辺

野古以外の案であれ、県内につくられるということに

対するすべての拒否であると、そういう立場であると

いうふうに受けとってよいかどうかお尋ねいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、一日も早い普天間飛行

場の移設・返還と跡利用にめどをつけたいというのが

私の基本です。ですから、今議員がおっしゃるような

ことにすべてだめだというような答弁にするわけには

いかない。ですが、今現実には、県外という選択肢し

かなかなか見つからないということも現実だと私は考

えています。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　県内においてもし早くできる可能

性、普天間の固定化が避けられる可能性の案があれ

ば、それは検討の対象だということですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員の仮定に仮定を次ぐお

話に私答弁させられているわけで、私は、普天間は一

日も早く移設・返還それの実現だと申し上げて、その

ためには今の辺野古という案は事実上不可能だと。し

たがってまず日本国の広いあの中で探すべきだと、も

うこれだけに尽きるわけです。それ以上の応用問題に

ついては、私、今申し上げる時期にありません。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　であれば、なおさら嘉手納統合案

の検討が具体的にこのように権限法に盛り込まれてい

る事態については非常に知事の態度も含めて懸念があ

るというふうに感じざるを得ません。

　進みます。

　ベースタクシーです。これについては、先ほど外務

省の見解をるる説明されましたが、県としてはこの外

務省の見解にどういう認識を持っているのか。同じな

のか、疑問があるのか、お尋ねいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この問題は、地位協定

第18条に係る問題でございまして、これは有権解釈と

いう形は外務省にございますので、外務省の見解ある

いはこのハイヤー・タクシー協会とＡＡＦＥＳの関連

というのは私法上の問題であるという観点からします

と、そのような実態であろうかなということは認識し

ております。

○仲村　未央さん　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時49分休憩

　　　午後４時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　私のところで調べた形では、恐ら
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くベースタクシー、キャンプ・ハンセンで最高16万に

行っているんではないか、月額ですね。最低額で恐ら

く嘉手納の５万5000円。月額が1600万円相当。そして

年間２億円を超える、これは先ほど県のお示しもあり

ましたが、こういった中で際限なく入札が繰り返され

ていくたびに額がはね上がる中、非常に今業界が厳し

いという中で悲鳴が伝わってきています。これはもう

前回からぎくしゃくしているということは県の答弁で

もありましたが、今外務省は15条の歳出外資金諸機関

を置けるという判断を持ってここが何をやってもいい

んだというようなことを拡大解釈していますが、そも

そも基地は米軍に対して目的を持って無償提供されて

いる施設ですね。これは日本政府との間では特に賃貸

者契約をしているわけではなくて、あくまで目的を

持って無償で提供されているわけですから、その立ち

入りを利用してただで提供されている施設・区域への

この出入を利用して収益を得るというのは、やはり不

当収益であるというふうに思うんですが、これについ

ていかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今の議員のおっしゃる

ような最終的に不当収益になるという結論は県として

は考えておりませんが、確かに議員の御質問の趣旨と

いうのはこの地位協定、あるいは私法上の契約等にか

かわるその前段階として沖縄の基地負担といった観点

から、そこで県民なりあるいは県内の企業がそういう

苦労をされているのであれば県として何か考えられな

いかという趣旨で受け取っております。このことにつ

きましては、確かにこの制度あるいは法制度等考えま

すと県のやれることというのはなかなか難しいという

ことで、過去に、研究していきたいという御答弁もさ

せていただいたと思うんですけれども、このタクシー

協会から平成18年に要望を受けて協力ワーキングチー

ムの中で、ハイヤー・タクシー協会としてひとつ協議

会をおつくりになって、それをＡＡＦＥＳにしっかり

と交渉するという窓口をつくってはどうかということ

を申し上げて、ＡＡＦＥＳもそういう話なら聞きま

しょうというところまで行ったんですが、話がまだそ

の後進んでいないということもございますので、そう

いう観点で議員のおっしゃった質問の意図も踏まえな

がらできることを引き続き検討していきたいと思って

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　知事、今公室長がそういうふうに

見解を述べているんですが、先ほど運転手の平均年収

176万円ということも出ておりました。こういった中

で非常に厳しいそういった業界の足元を見るかのよう

に、その入札を繰り返していく中で、際限なく米軍が

その立ち入りについてそのことに対する徴収をすると

いうことは、どう考えても法の解釈の乱用というふう

に私には見えます。管理上の権限というのはあくまで

日米安保の目的に沿った使用についてただで提供を受

けている施設ですよ。これをさらにこの出入に当たっ

て県民からお金を徴収する、それを利用するなどとい

うことはあってはならないと思いますが、いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時53分休憩

　　　午後４時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員のお話は確かに

もっともだなという感じも持ちます。ただこれは何年

かのやりとりが既にあったようですが、前にもトライ

をしてちょっとうまくいかなかったようですが、やは

り沖縄のタクシー業界と一緒にこの課題をお互いに競

い合ってつり上げて、足元見られていると今おっ

しゃったものになるかもしれませんが、ちょっとこれ

はもう一度我々のほうも間に入って、どこまで改善で

きるかをやってみたいと思いますので、少し時間下さ

い、もう一度。

○仲村　未央さん　お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それでは教科書問題です。

　非常に経過がいろいろあり過ぎてあれなんですが、

確認をさせてください。15日に文科省が指導文書を出

しましたね。この中ではその協議会の規約に従ってま

とめられた結果に沿って指導しなさいというようなこ

とが出ているんですが、その協議会の規約に従ってま

とめられた結果とは何を指すのかというところが一つ

の混乱に拍車をかけた事態になったわけです。これは

結局規約に従った結果というのは、協議会は不一致、

まとまらなかった。それこそが結果であるという認識

でよろしいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、まさにそのとおりで

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　そうなると、規約が想定しなかっ

た事態に発展をして、この協議会の規約ではもうこれ

以上進まない。だからこそ新たな協議の場が必要と

なって、その求めに応じて県は指導をし９月８日の３
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教育委員会の合同の委員の会議に臨んだわけですね、

そこに来た。そしてそれは３教育委員長が招集をしこ

れが教育委員会であるということを宣言をして始め

た。ここまではそのとおりですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、そのとおりでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それで、そのことに対する有効、

無効云々ということがずっと論争の中心になりつつあ

るわけですが、教育長にお尋ねします。無償措置法の

13条４項、ここに書いてあるその内容について言って

ください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　無償措置法の13条４項には

こういったことを書いております。「採択地区が２以

上の市町村の区域をあわせた地域であるときは、当該

採択地区内の市町村立の小学校及び中学校において使

用する教科用図書については、当該採択地区内の市町

村の教育委員会は、協議して種目ごとに同一の教科用

図書を採択しなければならない。」とございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　だから教育委員会は協議して採択

をしなければならないんですよね。だから、そこで私

は協議しないとか、全会一致にならないと僕はこの議

論には参加しないんだとか、結論が変わるんだったら

協議に臨まないんだというようなこんな子供みたいな

言いわけは通らないわけです。協議してその採択を一

つにしなさいということが法の趣旨ですからね。そう

いう意味で、この８日の有効性については再三そこで

一致をしたということ、そろったということについて

非常に重い有効性の判断になると思いますが、いかが

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい、まさに我々は８月23

日のこの結論はあくまでも答申であるとそういうとら

え方をしておりまして、したがって９月８日の全教育

委員による協議は有効であるととらえております。

○議長（髙嶺善伸君）　仲村未央さん。

○仲村　未央さん　それで、きょう文科大臣がまた新

たな発言をしていまして、この８日のものについて確

認がとれない、県教育委員会から正式な報告が上がっ

てこない。そしてこのままだと法に沿って新たな解釈

を持ち出して、今２法の争っている優先性について、

法制局に協議をして意見を聞いて文科省として判断を

するぞというのがきょう新たな中川大臣の発言で出て

います。このような事態になれば今までこの２法の間

を丁寧に縫うようにやってきた教育委員会の指導、そ

して本当に地域の自治とか教育の自由、これを大事に

して調整をしてきたその意義こそが問われかねないよ

うな判断がばんとなされるのではないかという懸念も

あります。そういう意味で、まだ上がっていない、報

告が出ていないと言われていますから、ぜひ８日の協

議の有効性これについて早急に文科省に上げていただ

きたいと思いますが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　私ども実は９月８日の協議

につきましては、有効との認識を９月12日に文科省に

伝えております。また、９月16日にはたしか私が記者

会見を行いまして、その中での協議は有効との認識を

示しながら、この教育長のメモとそれから記者会見の

記録を文科省に報告してございます。さらに協議の有

効性は、八重山地区の当事者が決めることであると、

そういう県教委の考えも文科省に伝わっているものと

理解しております。

○仲村　未央さん　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

　　　〔上里直司君登壇〕

○上里　直司君　それでは一般質問を行います。

　沖縄振興一括交付金（仮称）の創設に向けた共同声

明が去る９月７日に行われました。知事、市長会の会

長、町村会の会長、この三者が共同で出した声明がご

ざいます。ようやくこの三者がまとまって県内で一致

して一括交付金を導入するという点については、少し

遅かったのかなと思いつつも、そこまでこぎつけた知

事や企画部長、職員の皆さんには心から敬意を表した

いと思っています。

　そこで、この共同声明は実は余り取り上げられてな

い部分がありますので、私はその部分について質問を

いたします。配分方法について随分市長会会長、町村

会会長から申し上げられていたというところなんです

けれども、これは協議機関を設置する等、県と市町村

が双方の事情をしんしゃくし対等の立場に立って配分

額を決定できる仕組みを構築するという声明を出して

います。

　私は、一括交付金を実施するためにはこうした協議

機関が必要だということを再三申し上げてきました。

ただ、この一括交付金の配分方法だけにとどまらず、

県の持っている権限を移譲するなど、あるいは広域連

合を進めるなどいろんな意味で県内における地域主権

を進める、そういう協議機関にしなければならないと

いう意味で、沖縄型地域主権戦略会議（仮称）として
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おりますが、これをぜひ設置すべきだということで質

問をさせていただきます。

　続いて、再生可能エネルギー政策についてでありま

す。

　茨、「スマートエネルギーアイランド基盤構築事

業」の進瀧について。

　芋、ハワイでの実験内容とその進瀧について。

　鰯、バイオマス発電事業への取り組みについて。

　允、冷熱供給システムと海洋深層水の活用について

お伺いをいたします。

　３番目、木育推進事業についてお伺いをいたしま

す。

　茨、今年度実施事業とその進瀧についてお伺いをい

たします。

　芋、知事部局内及び教育庁との連携についてもお尋

ねをいたします。

　鰯、ことしは国際森林年ということでありますけれ

ども、県内で行われる事業についてお伺いをいたしま

す。

　４番目、国のモデル事業として実施されてきました

パーソナルサポート事業の今後についてお伺いをいた

します。

　５つ目、感染症及び微生物研究をさらに加速させる

べきではないかと思いますがいかがでしょうか。

　６番目、街路樹整備について。

　今議会でも取り上げられていますし、毎議会ごとに

街路樹整備の質問が出るほど街路樹整備というのは県

民生活に非常に密着している課題であります。しか

し、なかなかこの街路樹整備が進まないというのも課

題であります。

　そこでお伺いをいたしますが、この街路樹整備の根

拠となっている計画またはマニュアルというものがあ

るのかどうか。また、その計画どおり実施されている

のかどうかお伺いをいたします。

　続いて７、次年度における幼稚園２年・３年保育事

業の検討状況についてお伺いをいたします。

　８番目、都市公園の管理についてお伺いをいたしま

す。

　茨、首里杜構想と首里城公園の管理の課題について

お尋ねをいたします。

　芋、今回、県営公園を一括して指定管理者の公募を

しておりますが、ここに新たにつけ加えられた条件が

あります。この条件によって民間参入の障壁が非常に

高くなっているのではないかと思いますがいかがで

しょうか。

　鰯、国営公園内の美ら海水族館と首里城公園有料施

設の管理及び所有の県への移管の検討状況についてお

尋ねをいたします。

　９番目、沖縄市の中心市街地で展開されているアー

ト事業の支援についてお伺いをいたします。

　10番目、今回の知事の米国訪問における普天間飛行

場移設問題に関係する発言において、とりわけ力を入

れた点というのは何なのかお尋ねをいたします。

　続きまして、被災地支援についてであります。

　茨、８月に被災地の児童を受け入れる事業を展開さ

れました。これは今後も推進していくべきではないか

と考えますがいかがでしょうか。

　芋、観光や交流事業を通した支援を検討すべきであ

るがいかがでしょうか。

　鰯、可能な限り被災現場を視察して、防災教育と防

災意識の醸成に努めるべきではないでしょうか。

　続いて、12番目は取り下げをいたしますが、この流

域下水道維持管理負担金改定については、流域市町村

の意見をもう少し聞いて、それからすり合わせて提案

をぜひしていただきたいということはお願いを申し上

げます。

　最後に、奄美との交流拡大についてでありますが、

これは２年前に鹿児島県との交流拡大事業を進めてき

ましたが、その後の進瀧についてお尋ねをいたしま

す。

　よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　上里議員の御質問に答弁さ

せていただきます。

　まず第１に、国際森林年の取り組みについてという

御質問にお答えいたします。

　国際森林年は、森林の持続可能な経営、そして保全

の重要性に対する認識を高めることを目的に2006年12

月の国連総会決議で定められております。日本におき

ましては、林野庁が「森を歩く」をテーマにシンポジ

ウムやフォーラム等各種イベントや啓発活動等を実施

いたしております。

　沖縄県では、国際森林年の県民への周知を図るため

に、県広報誌におきまして「森を歩こう！」と題し

て、県内の森林公園を紹介いたしますとともに、木の

よさや木材の利用の意義を学ぶ木育パンフレットを作

成し普及啓発に努めているところでございます。さら

に、国際森林年の関連といたしまして、去る５月22日

に大宜味村で植樹祭を開催いたしますとともに、国頭

村におきましても10月２日に国際森林年協賛企画とし

て、全国一斉森林公園ウォーキングデイの実施などが
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予定をされているところでございます。

　次に、感染症及び微生物研究に係る御質問の中の、

微生物研究についてという御質問にお答えいたしま

す。

　微生物研究につきましては、泡盛や紅こうじ菌など

沖縄県の地域特性を生かしました産業振興に寄与する

重要な研究分野でございます。

　沖縄県におきましては、平成18年度から平成22年度

まで「亜熱帯特性を有する微生物に関する研究開発事

業」を実施し、沖縄県の特徴的な微生物の機能性の解

析を行うとともに、約１万5000株の情報をデータベー

ス化することで微生物の有効利用に資する基盤を構築

いたしました。また、平成22年度よりこの基盤を活用

し、沖縄科学技術大学院大学、琉球大学等の県内外研

究機関、そして企業等が連携をし、創薬等に資する共

同研究を実施いたしております。

　今後とも、沖縄特有の微生物の産業利用に向けた研

究を拡大していきたいと考えております。

　次に、米国での普天間飛行場移設問題に係る御質問

の中で、米国での普天間飛行場移設問題に関する発言

についての御質問にお答えいたします。

　私は、去る９月19日、安全保障や日米同盟に関する

専門家等が参加します「沖縄クエスチョン」におきま

して、辺野古移設案は事実上不可能であるという沖縄

の実情を説明し、国内の他の都道府県への移設が最も

合理的かつ早期に課題を解決できる方策である旨の講

演を行いました。その後、会場の有識者の皆様との質

疑応答などを通して意見交換を行ってまいりました。

また、レビン、そしてウェッブ、マケイン米上院議員

との面談を行い、その中で、各議員から辺野古移設案

は極めて困難で見直しが必要であるとの見解が示され

ました。私からは、嘉手納統合案について、嘉手納飛

行場周辺市町村は現在でも過重な基地負担を強いられ

ており、その実現は困難である旨申し上げました。

　県といたしましては、今回の訪米において普天間飛

行場移設問題を直接説明する機会を得たことで有識者

等とのネットワークの構築が図られるとともに、アメ

リカにおけるこの問題の理解が前進したのではないか

と考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖縄型地域主権戦略会議

（仮称）の設置についての御質問の中で、沖縄型地域

主権戦略会議についてお答えいたします。

　政府においては、平成21年11月、閣議決定に基づき

総理を議長とする地域主権戦略会議を設置し、現在ま

でに計12回の会議が開催されております。同会議にお

いて、義務づけ・枠づけの見直し、基礎自治体への権

限移譲、地域自主戦略交付金の創設、国の出先機関改

革など、地域の自主性及び自立性を高めるための改革

を着実に推進しております。

　御提案の沖縄型地域主権戦略会議は、政府の会議を

参考に県知事を筆頭に市町村長や有識者等で構成し、

県内において地域の自主性・自立性を高めるために取

り組む組織であると認識しております。来年度以降の

新たな沖縄振興においては、沖縄振興一括交付金の創

設や沖縄総合事務局の事務・権限の県への移譲を求め

ているところであり、貴重な御提言として承りたいと

考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　再生可能エネルギー

政策についての中の、「スマートエネルギーアイラン

ド基盤構築事業」の進瀧についてお答えいたします。

　「スマートエネルギーアイランド基盤構築事業」は

８月中旬に国の交付決定を受けたところであり、関係

機関等と事業実施に向けて調整を進めているところで

ございます。

　続きまして、ハワイでの実験内容と進瀧について。

　ハワイでのスマートグリッド実証実験事業について

は、新エネルギー・産業技術総合開発機構が５月に委

託先を決定したところです。当該事業においては、既

に再生可能エネルギーの導入が進んでいるマウイ島に

おいて、再生可能エネルギーの出力変動による周波数

への影響及び配電系統の電圧問題などを解決するため

の技術を取り入れたシステムを構築し実証すると聞い

ております。

　続きまして、バイオマス発電事業についてお答えい

たします。

　固体バイオマス燃料の生産供給体制については、う

るま市の株式会社バイオマス再資源化センターが、建

設廃材等を原料とする木質ペレットを年間約２万トン

生産できる設備を有しており、現在、沖縄電力に供給

しているところでございます。また、液体バイオマス

につきましては、宮古島市における年間約400キロ

リットル生産されるＥ３燃料普及のための一貫した製

造・流通システムを整備するなど、取り組みが進めら

れております。

　次に、冷熱供給システムと海洋深層水についての御
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質問にお答えいたします。

　海洋深層水は、その富栄養性や低温性を生かしクル

マエビや海ブドウ養殖などに活用されております。ま

た、沖縄県海洋深層水研究所においては、この冷熱を

利用して所内の冷房にも活用しております。

　次年度以降の県の取り組みの考え方としては、その

低温性を活用して海洋温度差発電の実証実験事業に向

けて県、久米島町、国と現在調整を進めているところ

でございます。

　続きまして、パーソナルサポート事業の今後につい

てお答えいたします。

　国は、パーソナルサポート事業を平成23年度までの

モデル事業として実施し、その後は制度化を検討する

こととしておりましたが、今般の第３次補正予算案に

よると、平成24年度についてもモデル事業としての継

続が検討されております。

　沖縄県としては、当該事業の継続が必要と認識して

おり、関係機関と連携して対応していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　木育推進事業の中

で、今年度の木育の推進状況と関係部局との連携につ

いてお答えいたします。３の茨と３の芋は関連します

ので一括してお答えします。

　木育の推進については、木と触れ合い、身近に木を

使うことを通して持続可能な循環型社会の大切さにつ

いての理解を深めるとともに、県産材の利用推進につ

ながることが期待されております。平成22年度は、地

産地消の推進や伝統工芸産業の振興等を目的に、那覇

市城東小学校において教育庁との連携による県産材を

使用した学童机の組み立て体験や、琉球漆器及び県産

食材を使用した郷土料理等の給食試食を行う「木育・

食育学習会」を開催したところであります。平成23年

度は、沖縄グッド・トイ委員会及び沖縄大学との共催

により、おもちゃの広場やワークショップ等のイベン

トを行う木育キャラバンを開催したところ、約3700名

が来場するなど好評を得たところでございます。さら

に、木育の普及啓発を図るための教材用パンフレット

等の作成を計画しております。木育の推進につきまし

ては、今後とも関係部局等と連携し取り組んでいきた

いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　感染症及び微生物研

究についてお答えします。

　県としては、現在、「新たな沖縄振興のための制度

提言」として、感染症対策の強化を初めとする健康危

機管理体制の確立を国に要望しております。琉球大

学、大学院大学等の研究機関や医療機関との連携、情

報の共有を図り、感染症に関する研究及び対策を強化

していくために、その制度の中心として健康危機管理

情報センターの設置を要望しているところでありま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　街路樹整備について

で、街路樹整備の基本方針と実施状況についてお答え

いたします。

　街路樹は、緑陰の形成や道路景観の向上などのほか

に、観光立県である本県においては、道路と沿道環境

との調和を図る上で重要な役割を持っております。県

管理道路の街路樹については、路線ごとに樹種等を定

めた「沖縄県道路緑化基本計画」をもとに整備を進め

ており、特に観光地アクセス道路においては、亜熱帯

性気候を生かした道路植栽を行っております。また、

「沖縄県道路植栽樹木等維持管理マニュアル」を策定

して具体的な維持管理に努めております。

　今後とも、道路緑化に当たっては、観光地沖縄のイ

メージアップを図る観点から、周辺環境や景観に配慮

しながら地域との連携を密にし、快適で魅力ある道路

環境づくりに努めてまいります。

　次に、都市公園の管理についての、首里杜構想と首

里城公園の管理の課題についてお答えいたします。

　首里杜構想とは、首里城を中核とした首里のまちづ

くりの方向性を示した全体の構想であり、同構想を踏

まえ、国・県・那覇市が公園事業等に取り組んでいる

ところであります。また、首里城公園は、現在、国・

県ともに指定管理者制度を活用し、海洋博覧会記念公

園管理財団を管理者として一元的な管理を実施してお

ります。

　管理の課題としては、首里杜館の利用率が低いこと

や資料室や展示物の問題等があります。今後、公園利

用者が資料室やレストラン等を利用しやすいように資

料室の内装や展示物の更新、動線計画の変更等を検討

していきたいと考えております。

　次に、今回の公募条件についてお答えいたします。

　今回と前回の指定管理者公募条件の違いは、都市公

園管理を実施するに当たり重要となる「総括責任者」
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に関する項目で、２年以上の都市公園または花や遊具

等園地管理の実績を義務づけております。同条件は、

公園の良好な管理を図ることや利用促進等で実績のあ

る民間団体に公園の管理を任せることにより、公園利

用者の増加や満足度の向上等を図ることを目的として

追加したものであります。また、都市公園の指定管理

業務は、これまでも花や遊具等園地管理業者やビル管

理業者等が実施しております。去る９月15日に開催し

た指定管理者募集説明会においても、７カ所の都市公

園に前回並みの15業者が参加しており、実質的な影響

はないものと考えております。

　次に、国営公園内の有料施設の管理及び所有の県へ

の移管についてお答えいたします。

　国営沖縄記念公園には海洋博覧会地区と首里城地区

があり、整備及び管理に要する費用は国が全額を負担

して実施しております。現在、国営公園で行っている

植物や海洋生物、我が国の伝統的造園や文化財等に係

る施設の管理においては、計画、整備、管理運営まで

一貫した総合的で高度かつ特殊な技術力が必要であり

ます。また、国営公園を県に移管した場合、整備につ

いては国庫補助率が２分の１で、管理についてはすべ

て県単独費となっており、大幅な財源の確保と適切な

人員の確保など課題が多いと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　幼稚園２年・３年保育事業

についての御質問で、２年・３年保育についてお答え

いたします。

　県教育委員会としましては、「沖縄県幼児教育振興

アクションプログラム」を通して、幼稚園の２年・３

年保育の実施を市町村に対し促しているところであり

ます。

　次に、被災地支援についての御質問で、被災児童の

受け入れについてお答えいたします。

　本県におきましては、平成23年９月１日現在、県内

の公立小学校では158名の児童を受け入れておりま

す。また、福島県南相馬市の小中学生を対象に、平成

23年８月１日から６日までの間、夏休みスタディツ

アーを実施いたしました。

　県教育委員会としましては、今後ともスクールカウ

ンセラーの配置を図るとともに、市町村教育委員会や

ＮＰＯ法人等と連携し、被災地の子供たちの受け入れ

や心のケアに引き続き取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　沖縄市の中

心市街地で展開されているアート事業支援についての

質問にお答えいたします。

　県で実施しているアート事業支援としては、空き店

舗などを活用したアーチストなどの創作活動拠点形成

により、地域経済の活性化を図ることを目的とした

「文化産業振興地域形成モデル事業」があります。こ

の事業は、緊急雇用対策事業の一環として実施してい

るもので、具体的には、沖縄市中心市街地における未

活用施設いわゆる空き店舗などの状況調査を行った上

で、美術家のアトリエなどとして利用活用するための

簡易なリニューアルを行い、アーチストの入居促進を

図ることでアーチストが集うまちづくりを進める事業

であります。

　なお、今年度は10カ所のアーチスト、クリエーター

などの入居を受け付ける方向で取り組みを進めてお

り、現在まだ事業の途中ではございますが、入居済み

７件、入居予定３件との中間報告を受けております。

　続きまして、被災地支援についての御質問の中の、

観光や交流事業を通した支援の検討についての御質問

にお答えいたします。

　県は、東日本大震災以後、風評被害を受けている岩

手県、宮城県及び福島県の観光地を応援することを目

的として、観光コンベンションビューローとの共催で

東北３県応援ツアーを実施しました。ツアーの実施に

当たっては、６月の第１弾では沖縄県経済団体会議傘

下の団体・企業など総勢133名が参加、続く７月の第

２弾では県内各旅行社の協定旅館・ホテル連盟加盟団

体の総勢91名が参加をいたしました。また、県教育庁

におきましては、県内の高校生や県立芸大ＯＢの若手

舞踊家を被災地に派遣して伝統芸能等の文化交流を行

う「沖縄―東北・文化交流スタディツアー」を実施

し、交流事業の支援を行ったところであります。この

ほか、民間企業やＮＰＯ法人において被災地との交流

を実施しており、県としましては、関係機関と連携を

してこれらの団体が継続的に実施できるよう協力して

まいりたいと思います。

　奄美との交流についての御質問にお答えいたしま

す。

　県におきましては、薩摩の琉球への侵攻から400年

という節目であった平成21年度に、鹿児島県との「交

流拡大宣言」を奄美市において行うとともに、沖縄観

光キャンペーンを実施しております。沖縄と奄美の交

流につきましては、旅客数は拡大傾向にあるといった
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現状ではありませんが、平成22年度には琉球エアーコ

ミューターの25周年に合わせた沖縄本島や離島、奄美

の島をめぐるツアーが造成され、また同年８月には交

流事業の一環として、相互の産業振興の現状や連携を

深める講演会を奄美市において開催しており、観光分

野も含む活発な意見交換が行われております。さら

に、今年度も沖縄と奄美を組み合わせたツアーが計画

されるなど、新たな動きも出てきております。

　なお、文化観光スポーツ部では現在、奄美市職員を

受け入れているところでもあり、人的交流を初め文化

面や観光分野での連携を今後一層深めていきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　被災地支援についての

御質問の中で、被災現場の視察による防災教育と防災

意識の醸成についてお答えいたします。

　県では、東日本大震災発生後、知事及び防災対策を

所管する知事公室長が５月11日から12日まで、被害が

甚大であった福島県、宮城県及び岩手県を訪問し義援

金をお渡しするとともに現地視察を行いました。その

後、与世田副知事を初め、関係部局長や担当職員が被

災地の視察等を行ってまいりました。また、県におき

ましては、被災地への人的支援として、９月26日現

在、これまで合計184人の職員を派遣したところであ

ります。今後も、可能な限り多くの職員を被災地に派

遣し、被災地の支援とともに県職員や県民の防災意識

の向上や防災教育の充実に反映させてまいりたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それでは早速お尋ねいたしますけれ

ども、感染症という問題を取り上げると福祉保健部長

に御答弁いただいております。感染症に対応する産業

創出観点で県はどういう取り組みをされていますで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　先ほど企画部長から

の答弁をいただいて県内にかなり有用な微生物がある

こと、そして近年、沖縄周辺の海域に有望な微生物等

も多数出てきている。沖縄県でのそういう有用な微生

物、それからバイオベンチャー企業がかなり出てきて

いる。しかも琉球大学においては感染症関係の研究の

歴史もある。こういうのを踏まえて、沖縄のバイオ産

業の振興と温暖化関連で南から来る感染症について沖

縄でそういう防御拠点はつくれないかということでシ

ンポジウムを開催して、今後、いろんな取り組みをし

ていこうということで開催したところです。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　シンポジウムを開催されたとおっ

しゃっていますけれども、そのシンポジウムで指摘を

された沖縄の地理的優位性、あるいはその関係する団

体とのネットワーク、そういうものがどういう形でシ

ンポジウムに参加された方から発言がありましたで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　国立感染症研究所、

それから経済産業省の生物化学課――これはバイオ課

と通常言っております――それから南のほうでは長崎

大学で感染症の研究でかなり権威のある方、それから

製薬会社、これとこういうものを含めて私もその中の

一人としてパネルディスカッションを行いました。

○上里　直司君　休憩お願いします

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時39分休憩

　　　午後５時39分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　沖縄県は我が国の南

にあって、特に今後の地球温暖化等で南から来るであ

ろういろんな感染症、こういう防御拠点として、特に

今後沖縄県が国際交流ということでいろんな国と交流

していく。そういう場所にあってやはりそういう地の

利を活用する必要性、それから琉球大学の感染症を研

究してきたと、こういう優位性がある、それからバイ

オベンチャーも育っているということで有望ではない

かという提言をいろいろ受けました。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　当然、現状においてもバイオ、ある

いは感染症対策に取り組む企業が集積しつつあるかと

聞いていますけれども、そういう企業やそういう動き

にどういう形で県がその取り組みを加速させることを

していこうとされるのか、その点についてお答えをい

ただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　商工労働部ではこう

いうベンチャー企業の研究開発にかなりの研究費の支

援、それから有望な研究についてはその販路からの出

資、こういうものを行いながら積極的に動きを支援し

ていくと、そういう考えでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。
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○上里　直司君　引き続きその感染症及びバイオベン

チャーというのは研究を加速させるような取り組みに

していただきたいんですけれども、実はこれは大学院

大学との関連もあるわけなんですよ。この学園法がで

き上がる前の段階では、随分産業クラスターというこ

とについて県のほうからも熱く訴えかけられておりま

したけれども、その産業クラスターを形成する上で今

後どういうところに力を入れていくべきなのか、大学

院大学との関係についてもお答えをいただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今の知的クラスター形成

については、次の計画の一つの柱として入れておりま

す。観光をＩＴにする物流、それからまた知的クラス

ター形成というふうな形で一つの柱として考えている

わけでありますけれども、考え方としては科学技術大

学院大学が来年開学いたします。その開学に向けた取

り組みに合わせてその知的クラスターの形成を促進を

するというふうなことで、具体的に言いますと、この

大学院大学を含む沖縄の大学研究機関、それからベン

チャー企業、さらにまた県外研究機関とか企業という

この集積を図る。そしてまた、共同研究を促進をする

というふうなことを事業として既に仕組み始めており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　次の質問に移ります。

　再生可能エネルギーの政策の中で、「スマートエネ

ルギーアイランド基盤構築事業」の進瀧についてお尋

ねをしましたところ、関係機関と調整を進めていると

おっしゃっておりましたが、これはどこまで何をする

ような関係、調整なんでしょうか。もう少しその取り

組みについて、これは前議会でも尋ねていますので、

どこまで進んでいて、どうしようとしているのか、そ

こについてお答えいただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　交付決定が８月の中

旬とかなり遅くなりまして、その後の取り組み、９月

末現在で申し上げますと、まず委託先を公募しなけれ

ばなりません。これはもう既に公募は始まっていると

思います。それから、もう一つは電力との事業の連携

があります。例えば大宜味とかそれから名護の太陽光

発電、大宜味の風力、そして宮古島市の実験、これは

宮古島市との委託業務契約、こういう内容を現在精査

して調整しているということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　先日、総務企画委員会の視察でデン

マークとスウェーデンをお訪ねしました。デンマーク

のほうではエジソン計画ということでボーンホルム島

における実証実験の説明を聞いてまいりました。その

ほか、全世界的な規模でこのスマートグリッドの基盤

構築に向けた実証実験を行っていて、ほとんどが民間

が随分主導してやられているんですね。そういう意味

ではもう既に委託をされている事業ですから、委託先

はこれから決まっていくでしょうけれども、やはり民

間の力、あるいは最先端の技術、そういうものをうま

くミックスした上で、島嶼性に合った実験・事業をぜ

ひ進めていただきたいというのは要望申し上げたいと

思っております。

　さらに、３番目のバイオマスの発電事業の取り組み

についてでありますけれども、まだまだその取り組み

は県内においては加速していないんじゃないかなと思

うんですね。県内においてもバイオマス液体燃料、い

わゆるＢＴＬ製造と発電事業の取り組み、またはバイ

オマスタウン構想というものがもう既に走っているん

ですね。そういう意味でももう少し県がこういった事

業にかかわって、こうした地域で地産地消できるエネ

ルギーの政策についてもぜひ取り組んでいただきたい

と思っています。

　そこで、冷熱供給システムの海洋深層水の活用につ

いてでありますけれども、これも今、国に対して新た

な事業を調整しているということでありますけれど

も、この事業の内容がどうなっているのかということ

について御説明いただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　国と調整していると

いうのはそのとおりですが、最終的に一括交付金なの

かどうなのか、それによって変わってくるわけです

が、我々の考えがちゃんと事業として実現できるよう

にということで国とこの間調整してきたわけですが、

基本的には現在の沖縄県海洋深層水研究所が日量１万

3000トンぐらい揚水しているわけですが、この余剰水

を活用して、表層水とそれから深層水の温度差、これ

を活用して発電できないかということで、これは県と

久米島町、それから佐賀大学の海洋温度差発電を一番

我が国で研究している先生、こういうメンバーで話し

合いを進めておりまして、今後、予算化できれば具体

的な実証プラントをつくって実験は続けていくという

考えです。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　これはうちの新垣議員が随分、ぜひ

この海洋温度差発電ということに取り組むべきだとい

うことで進めていただいた事業だと受けとめておりま

すけれども、せっかくこの事業を海洋温度差発電とい
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うのは本当にまだ実験段階のレベルですから、これが

すぐにうまくいくわけではなくて、今後、実験を重ね

ていかなければ実用化されないものだと私は受けとめ

ております。ただ、それにしても新たに取水をする事

業が始まるわけですから、これを活用する他の分野の

実験もあわせてやらなければならないと思うんです。

そういう意味では企画部が海洋深層水の研究所を持っ

ていますので、とりわけ農業分野で今事業を進めてい

ますけれども、どうも聞くと２名体制から１名体制に

人員が減っているということを聞いております。

　そこで、こういう事業を進めるに当たって、関連す

る事業・実験も加速をさせて手厚くやるべきじゃない

かと思うんですけれども、企画部長、この辺はいかが

でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　海洋深層水、いわゆる冷

熱供給というふうなことで、農業とそれから水産関係

もいろいろやってございますけれども、今、議員がお

尋ねの農業の関係でも低温性を活用して島ラッキョウ

とかホウレンソウとかいろいろその研究をやっており

ます。現在、農業関係の研究者ですけれども、海洋深

層水研究所において１名というふうな形になっており

ます。ただ、これについては農業研究センターのほう

からまた海洋深層水研究所に農業分野の技術開発に関

して協力を行うというふうな形で対応をしておりま

す。そしてまた、今年度からは関係者から成る海洋深

層水利用農業技術開発推進会議というふうなものを設

置をいたしまして、その農業分野における技術開発、

それからその技術の普及の推進を図っていこうという

ふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　続けて再質問をいたします。

　ちょっと飛ばして首里杜構想と首里城公園の管理の

課題についてお尋ねしますけれども、那覇市の首里支

所の跡地に建設が予定されております「（仮称）首里

城資料館」、この施設についての概要をお答えいただ

けますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　那覇市首里支所跡地

に展示室、収蔵庫、研修室、インフォメーションを設

置した施設を財団のほうで検討していると。それで、

江戸上り行列等もその中の展示の中で検討していると

いうことは聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　首里杜構想という、これは首里城基

本計画というんでしょうか。この計画の中では、いわ

ゆるこの首里城公園を基本とする首里杜地区、この地

区内の関連計画というのはきめ細やかな調整を行い、

地区全体に格調の高い古都首里のたたずまいを形成す

ることを目指すとあるんですね。ちょっと腑に落ちな

いのは、なぜこの財団がこの資料館を建設しなければ

ならないんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　財団は、一応計画は

しているということなんですけれども、地元の那覇市

においては、地元の自治会からは同跡地に公園を整備

してほしいという要望もありますので、一応これは那

覇市と地元の協議によって今後検討なされていくもの

と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　違うんですよ、なぜそれをつくろう

としたのかということを聞いているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時52分休憩

　　　午後５時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　財団所有の美術工芸

品は、現在、浦添市美術館、南殿収蔵庫等に保管して

いますが、どちらも借用依頼という形なので担保性が

低いことから、財団は独自の資料館の建設を急いでい

るということを聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　それは皆さんの計画と既に合致をし

ている問題なんですか。この首里城の関連の施設とい

うのは、当然首里城の正殿にも、またその周辺の施設

にも展示をしている。首里杜館レストセンターにも展

示をしている。それで皆さん、今、中城御殿の跡地に

もそういうものを展示しようとしている。それで新た

にその建設を進めるという考えなんですか。それは皆

さんの首里杜地区の構想からしてその建設というのは

容認できるのかどうか、それをお答えください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　先ほども答弁しまし

たように、首里杜構想は首里城を中心にした首里のま

ちづくり基本構想でありまして、今回計画された展示

室は、首里城や尚家の資料等が主であり、首里の町に

寄与するものではあるとは考えられますが、やはり地

元那覇市及び地域の住民の方々としっかり協議した上

での計画になると思いますので、現時点ではやはり地

元の那覇市ともう少し詰めた形での検討が必要かと考

えております。
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○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　部長、那覇市の問題じゃないんです

よ。これは那覇市は保有する財産を売却したい、これ

は市として当然だと思うんですよ。しかし、地元の方

は公園として利用したい。この考え方も当然なんで

す。それはうまく市の中で話し合ってもらう。しか

し、この事の発端というのは２年前の平成21年に海洋

博記念公園管理財団がつくりたいというところから始

まったんです。だからそれを皆さん把握しているんで

すかと。それは皆さんが中城御殿の跡地利用もこれま

で進めてきている中で、関連をどうするんですか。さ

らに申し上げると、首里杜館のレストセンターにある

展示室、そこも財団が管理しているんでしょう。あそ

この状況を見たら、何でこんなことができるのかと不

思議でならないんですよ。先ほど皆さんおっしゃった

じゃないですか。その管理の状況というのは、目標と

しているような状態に至ってないと。そういう状況で

ありながら、施設もある、スペースもある、にもかか

わらずそこにつくるというのは、何でそこにつくるの

かと聞いているんですよ。だから、ここは皆さんとあ

と協議していただきたいんですけれども、私は地元の

事情というのは抜きにして、そこに新たに施設をつく

る財団の目的がかなうのかということと、もう一つ言

うと、財団にそれだけ金があるのかということです

よ。こんなお金がある財団はいろんな意味で、この御

時世でこういうぜいたくなというか、新しい施設をつ

くるということは許されないと思いますよ。ぜひそこ

は検討していただきたい。これは要望しておきます。

　それで、続けて申し上げますけれども、部長、美ら

海水族館と首里城正殿の話というのは、僕は首里城正

殿とは言わなくて首里城の有料区域と申し上げまし

た。これは２年前のある議員の質問と全く同じ答弁な

んですよ。それは非常に僕はばかにしているような感

じを受けるんですよ。それも僕は国営公園を譲ってく

れと言っているわけじゃないんです。そこの保有して

いるのは「独立行政法人都市再生機構」なんですよ。

そこの今、国が全部お金を出しているようなお話をし

ていましたけれども、本当に国が運営費を出している

んですか、独法の施設運営に。それについてお答えい

ただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時56分休憩

　　　午後５時56分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　美ら海水族館につき

ましては、いわゆる都市再生機構が管理しておりまし

て、それ以外のものについてはすべて国の負担で管理

運営していると聞いています。

○上里　直司君　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時57分休憩

　　　午後５時58分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　先ほどの都市公園管

理の３番目の答弁で、国が全額負担して実施しており

ますという答弁に関しましては訂正させていただきた

いと思います。「独立行政法人都市再生機構」の美ら

海水族館を除いて国が全額を負担して実施しておりま

すに訂正させていただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　知事、なぜこういう話をしているか

というと、国のほうで今、独立行政法人の仕分けとい

うものを進めようとしているんですね。当然財団法人

の仕分けというものも進めようとしている。それで、

ここは「独立行政法人都市再生機構」が持っている保

有資産の中でも結構特殊な施設なんですね。普通は住

宅だとか団地だとかというのを持っているんですよ

ね。こういうものが全国一律というかそれで仕分けに

あってどこかに切り売りされるというのは非常に困る

と思うんですよ。そういう可能性があるということを

ぜひ把握していただきたいですし、それがもしそうい

うことになった場合でもすぐに県が対応できるように

検討すべきじゃないかという趣旨であるんですよ。で

すから、これは非常に復帰20周年の事業として首里城

正殿が完成した後、国も国営公園を整備したというそ

ういうことから首里城正殿も建設されてきましたの

で、国がそう簡単に、はいどうぞということにはなら

ないと思うんですけれども、ぜひそういう可能性があ

るということは認識していただきたいと。これは要望

しておきます。

　最後になりますけれども、本当は上原副知事に質問

をしたかったんですけれども――やっぱり質問しま

しょう。21世紀ビジョン基本計画にも載っていますけ

れども、沖縄における自立ということで、非常に自立

の概念ということを副知事も随分おっしゃられていま

して、その沖縄県の自立というのは一体どういうイ

メージなのかということをまずお答えいただけます

か。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　沖縄の自立というイメージ
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をどう描くかという御質問だと思いますけれども、自

立というのは、一人で生きていくといいますか、例え

ば自給自足的なイメージではなくて、あとは経済的な

指標であらわせるものでもない、みずから標榜するも

のでもないと私は思っています。

　自立とは何かというと、私は沖縄の交流と共生とい

うのが自立につながっていく。これは今から15年前に

ＮＩＲＡの「沖縄振興中長期展望」の検討委員会で委

員長をやっておられた香西先生が言っておられますけ

れども、沖縄の自立は交流と共生の中でしか育たない

ということを言っています。万国津梁もそうですけれ

ども、とにかく沖縄が他の国と他の国を結ぶ、あるい

は地域と地域を結ぶそのネットワークが広がっていっ

て太くなっていく。その地域あるいは国が沖縄なしで

はやっていけないなと、やっぱり沖縄はすごいなと、

沖縄と連帯しようかなと、そういうことになった状況

が自立じゃないかという、ちょっと定義としてわかり

にくいかもしれませんけれども、そういう過去の我々

の沖縄が繁栄してきたのは交流の成果だったと思って

います。そういうネットワークを広げていくという、

その結果によってハブになっていく、そして各地域が

沖縄を頼りにする、連帯を求めるという状態が自立

じゃないか。そういうお尋ねだったので、そう思って

いるということであります。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　なぜこの自立の話をしたかといいま

すと、被災地支援と被災者支援という考え方でこれま

で県が行ってきたのは、割かし受け入れていくという

ことだったと思うんですね。しかし、本当に困ってい

る人が沖縄まで来て支援を求めるという姿よりも、や

はり困っている現場に赴いてそこに行くというのはま

さに交流の姿だと思うんです。それを被災地の生きて

いる姿に寄り添って何が必要なのかという点で、もう

少し今、やっている事業に重ねて観光での交流だとか

支援を進めるべきじゃないかなと思うんですね。６月

に支援に行った皆さん方の様子は、岩手県のメディア

でも随分取り上げられて被災地でも取り上げられてい

るんです。それぐらい評価されている事業なんで、改

めてこの観光地支援というような意味で沖縄のほうか

ら赴いていくというような事業が展開できないのかど

うか、改めてお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　議員のお話

のとおり、この被災地の支援というのはさまざまな形

であると思いますので、ぜひ観光も含めて考えていき

たいと思います。ただ、非常に復興の進瀧状況、それ

から被災地の皆さんが求める、あるべき支援の形とい

うのとあわせながら、これから状況を見ながら包括的

にしっかり考えていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　上里直司君。

○上里　直司君　最後に要望で終わりますけれども、

やっぱり観光地はもう閑古鳥が鳴いていると。特に福

島県はもう本当に壊滅的な状況だと聞いているんです

ね。そういうところにすぐに行けるかどうかというの

は別としても、そういう交流はやっぱり困っている人

に何とかして支援するというこういう事業というのは

長く続けることが重要だと思うんですね。ほかの県で

はなかなかできない事業だと思うんですよ。ですから

そういう事業をぜひ続けていくという努力をしていた

だきたいということを要望して終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　20分間休憩いたします。

　　　午後６時５分休憩

　　　午後６時29分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　山内末子さん。

　　　〔山内末子さん登壇〕

○山内　末子さん　こんばんは。

　大変にお疲れのところだと思います。そういう中

で、本当は所見を述べる予定ではなかったんですけれ

ども、皆さんお疲れのようですので、少し元気のある

話題を幾つか述べさせていただきます。

　去る27日の東都大学野球リーグ、亜細亜大学の東浜

投手、見事16完封を達成いたしました。33年ぶりに同

リーグの記録を塗りかえ、まだ３年生、さらなる大記

録への挑戦が始まりました。また、ことしプロ野球

ロッテ１位で入団いたしましたルーキー伊志嶺選手、

今現在打率が２割７分３厘、盗塁27個と新人王へ一番

近い選手だと言われています。頑張っていただきたい

と思います。また、ゴルフでは宮里美香選手、首位発

進という朗報が入ってまいりました。あしたからまた

山口国体も開催され、県勢の活躍に期待がかかりま

す。

　今、紛れもなく日本のスポーツ界を引っ張っている

のは本県出身の若者の活躍だと思います。県民に希望

を与え、子供たちに夢をもたらしております。少々く

たびれております私たち、しっかりとまず負けずに元

気をもらいながら頑張ってまいりましょう。

　それでは一般質問を始めます。

　知事の政治姿勢について伺います。

　１点目、６月議会におきまして私は知事に対し、米

公聴会また各種委員会等において直接沖縄の意思を表
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明してはとその重要性を提起いたしました。今回有識

者会議という形で実現し、米政府、議会への扉が開い

たこと、知事また執行部の皆様の努力に心からエール

を送ります。

　茨、知事はその講演で「県外移設」を主張、日米合

意の見直しを直接米国へ要求したことは、普天間固定

化という恫喝ともとれる強硬路線の日米両政府へ大き

な圧力になったと評価をいたします。次なる戦略を急

ぎ構築せねばと考えますが、決意を伺います。

　芋点目、日米地位協定改定についてですが、ア、イ

については削除をいたします。

　ウ、１月に米軍属との事故によって死亡した「與儀

功貴君の遺族を支える会」では、地位協定改定を県民

的世論へと広げていくために署名活動を展開していま

す。県下自治体首長の協力も仰ぎながら、着々と多く

の署名が今寄せられております。政府交渉の足がかり

になればと考えておりますが、知事の見解を伺いま

す。

　鰯点目、駐留軍用地跡地利用推進法についてです。

　ア、県案に対します政府の反応と県内関係機関の反

応を伺います。

　イ、さきに返還された恩納通信所跡地のように、返

還後、有害物質が発見され事業計画が立てられないま

ま返還給付金が打ち切られ、それにかわる補償もな

い。実質的に損害をこうむっている実態がある。それ

は他地域にもありますが、救済策は盛り込まないの

か。その対応策はどうなっているのか伺います。

　２、大学院大学周辺整備事業について伺います。

　いよいよ11月19日、開学日が近づいてまいりまし

た。世界水準の教育機関を沖縄へと世界にまたがる関

係者ともども、心躍る思いです。入学までは残り１

年、現実的な周辺整備事業の展開が求められます。

　以下、お聞かせください。

　茨、沖縄高速自動車道石川インターチェンジに結節

する交通センター整備計画を見直しするという方向が

ありますが、経緯と今後の方向性を伺います。

　芋点目、恩納村の門前町構想の進瀧状況と課題につ

いて伺います。

　鰯点目、開学に向け中長期的な事業の見直し、検証

が今必要になっているのではと考えます。どうでしょ

うか。

　３、伝統文化の保存・継承について伺います。

　本県はその地勢上、特異的な歴史・風土にはぐくま

れ、磨かれた伝統工芸や工芸品が数多くあり、全国で

も群を抜く豊かな地域であります。さらなる宝の発

掘、認定が求められております。

　そこで伺います。

　茨、沖縄県伝統工芸品として認定されている工芸品

の種類、種類ごとの認定工芸士の数。

　芋、認定の定義をお聞かせください。

　鰯、三線が伝統工芸品として認定を受けてないとい

うことを聞き、愕然としております。三線は沖縄文化

の柱ではないでしょうか。三線製作者の認定、伝統的

な三線製作技法の継承をどう考えているのかお聞かせ

ください。

　４、カジノエンターテインメント構想について伺い

ます。

　茨、カジノを含めたリゾート施設建設が計画され、

財団法人設立の動きがあります。非公開で開かれた説

明会で、県職員が説明員として参加したことの意味は

何でしょうか、お聞かせください。

　芋、カジノエンターテインメントとＩＲ・ＭＩＣＥ

事業の違いをお聞かせください。

　鰯、調査検討を踏まえて、次年度以降の展開を伺い

ます。

　５、沖縄石油企業の可能性について伺います。

　サウジアラビア国営石油会社のうるま市沖縄石油基

地施設を使用しての原油備蓄貯蔵事業がことし２月よ

り開始されています。日本とサウジとの関係強化と日

本のエネルギー安全保障の向上、東アジア原油市場の

緊密化など、期待の高い共同プロジェクトです。

　そこで伺います。

　茨、せんだって沖縄石油基地から「貯蔵原油北米へ

輸出」という報道がありました。世界的に厳しい石油

事情の中、経済効果として注目すべきことですが、経

緯と今後の可能性について見解を伺います。

　６、アスベスト被害法改正について伺います。

　2006年の法律施行後も復帰前、基地労働者のアスベ

スト健康被害問題は放置されたままでありました。よ

うやく進展の方向性が示されました。アスベスト石綿

被害が原因で死亡した復帰前の基地離職者の遺族を特

別遺族給付金の対象とする改正石綿健康被害救済法が

定められ、遺族に救済の道が開けました。対象者の発

掘等急がれますが、今後の対応と課題を伺います。

　７、教育・福祉行政について伺います。

　放射能汚染については、さきに新政クラブと「子ど

もたちを放射能から守る会」の皆さんで県に対応を要

請したところです。

　以下、経過をお聞きいたします。

　茨、子供たちの内部被曝防止のため、給食食材は県

産品を使用することが望ましいが、県内の状況はどう

なっているのでしょうか。学校、保育所別にお願いい
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たします。

　ア、献立表への産地表示で安心・安全の確保が図ら

れるが、取り組み状況を伺います。

　イ、検査体制の確立はどうなっているのか伺いま

す。

　次に芋、柔道、空手、剣道の必修について。

　ア、専門性のある教員数、選択別数、事故等発生件

数、指導上の安全対策は万全か伺います。

　イ、課題と今後の取り組みについてお聞かせくださ

い。

　８、エネルギー政策についてですが、再生可能エネ

ルギーについては削除いたします。

　芋、各自治体の地球温暖化防止実行計画の策定状況

はどうなっているのかお聞かせください。

　次に９、行財政改革について。

　茨、事業棚卸し実施の成果、課題、今後の計画を伺

います。

　お願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　山内末子議員の御質問に答

弁をさせていただきます。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

移設問題に関する次なる戦略についてという御趣旨の

御質問にお答えいたします。

　今回の訪米におきましては、「沖縄クエスチョン」

で、有識者の皆さんに対し普天間飛行場移設問題を直

接説明する機会を得ましたことや、レビン米上院軍事

委員長や他の２上院議員と面談をすることができ意見

交換も進めることができましたことで、アメリカにお

ける沖縄の理解がそれなりに前進したのではないかと

考えております。

　県といたしましては、アメリカ政府等に対し、沖縄

の実情をこれまで以上に強く訴える必要があると考え

ております。普天間飛行場の県外移設に向けた効果的

な施策等につきまして検討を進め、日米両政府に対し

強く対応を求めていきたいと考えております。

　同じく知事の政治姿勢の中で、駐留軍用地跡地利用

推進法の要綱県案に対する政府及び県内関係機関の反

応についての御質問にお答えいたします。

　県及び跡地関係市町村におきましては、県軍用地等

地主会連合会の意見これらも踏まえ、駐留軍用地跡地

利用推進法要綱県案を取りまとめ、去る６月にこの要

綱県案を踏まえた新たな法律の制定につきまして、関

係大臣等へ要請を行ったところでございます。

　跡地利用に関する新たな法律に関しまして、野田総

理は９月16日の参議院本会議におきまして、本年度で

期限切れとなる軍転特措法については、来年の通常国

会に所要の法案を提出すると答弁をされております。

しかしながら、９月26日に開催されました沖縄政策協

議会沖縄振興部会におきまして、内閣府からは新たな

法律の整備は検討するとされたものの、県が求めてお

ります給付金制度の見直し、深掘り等につきまして

は、既存の枠組みの継続とされており、甚だ遺憾であ

る旨の意見を申し上げました。

　その後、きょう９月30日現在で、予算の概算要求と

あわせ、税制改正についても要求の内容が発表された

ようですが、その中で県選出の民主党の議員お二人の

力もあって、特にこの軍用地の跡地利用促進法の税制

の部分ですが、所得控除1500万円を5000万円まで上げ

てくれという所得控除の税制、なかなか取り合ってく

れなかったんですが、これも税制改正の中に本日入れ

ていただいたという御報告を受けておりますので、

徐々に着実に前に進んでいるものと考えておりますの

で、県議会の先生方の御支援もよろしくお願いいたし

ます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、日米地位協定改定に向けた署名活

動についてお答えいたします。

　日米地位協定につきまして、県は、平成12年から11

項目にわたる抜本的な見直し要請を行っているところ

であります。本年２月８日には軍転協を通じ、５月７

日には防衛大臣、５月28日には外務大臣に対し、７月

29日には渉外知事会を通じて防衛大臣及び外務大臣に

対して、知事が直接、早急に見直し作業に着手するよ

う求めたところであります。

　日米地位協定の抜本的な見直しは県民の願いであ

り、県としては、引き続き軍転協や渉外知事会等とも

連携しながら、米軍基地負担軽減部会等を通じ粘り強

く同協定の見直しを求めてまいります。

　署名活動につきましては、それぞれの皆様のお考え

により行われているものと認識しており、尊重したい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　知事の政治姿勢について

の御質問の中で、有害物質が発見され跡地利用がおく
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れた返還跡地への対応策についてお答えいたします。

　これまでの返還跡地においては、地権者に土地が引

き渡された後にも土壌汚染や不発弾が発見され、その

原状回復措置のため跡地利用におくれが生じる事例が

ありました。そのため、県におきましては「駐留軍用

地跡地利用推進法要綱県案」を定め、早期の跡地利用

計画策定のための返還前の基地内立入調査の実施、引

き渡し前の原状回復の徹底、給付金制度の拡充などを

国に求めているところであります。各跡地の状況につ

いて、市町村ヒアリングや跡地関係市町村連絡・調整

会議等で常に情報収集を行い、円滑な跡地利用ができ

るよう、国・市町村と連携・協力してまいりたいと考

えております。

　次に、大学院大学周辺整備事業についての御質問の

中で、交通センター地区整備計画見直しの経緯と今後

の方向性についてお答えいたします。

　交通センター地区については、大学院大学に一番近

い石川インターチェンジ近くに、高速バスから路線バ

スやタクシーに乗り継ぐための結節施設を整備するこ

とに関し、うるま市と調整を行っております。

　施設整備については、施設用地確保やさらなる需要

の喚起に向けて、今後ともうるま市と調整を図りなが

ら取り組んでいきたいと考えております。

　次に、門前町構想の進瀧状況及び課題についてお答

えいたします。

　門前町地区の整備における道路については、平成21

年11月に大学院大学のゲート空間となる「国道58号恩

納南バイパス」が部分供用、「村道大袋原線」が全線

供用し、去る４月には「国道58号恩納バイパス」が全

線暫定供用しております。住居については、沖縄科学

技術研究基盤整備機構において、現在、学生や研究者

のための住宅整備が進められております。また、商業

施設等誘致に向けては、恩納村や谷茶区、恩納村商工

会、沖縄科学技術大学院大学整備機構を含めたワーキ

ンググループを設置し、早期の地元合意形成に向け課

題を整理し、事業者等との調整や具体の検討を進めて

おります。

　次に、中長期的な事業の見直し及び検証についてお

答えいたします。

　県では、来年９月の大学院大学開学を見据え、去る

８月10日に、恩納村やうるま市、地元関係者や沖縄科

学技術研究基盤整備機構、県を含めたより具体的かつ

詳細な検討を行うための実施検討委員会を設置いたし

ました。その中で、周辺整備について、現況を踏まえ

つつ、開学を目途に短期的に取り組むべき事業と、中

長期的に取り組むべき事業について仕分けし、検討を

行っているところであります。現在は、同委員会のも

とに設置されたワーキンググループにおいて、短期的

取り組みの実現、地元の合意形成に向け詳細な検討を

行っております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　伝統文化の保存・継

承についての御質問の中の、県指定伝統工芸品の種類

と県認定工芸士についてお答えいたします。

　現在、県指定の伝統工芸製品は、織物、染物、漆

器、陶器、ガラスの５種類で、品目としては、久米島

紬や琉球漆器など25品目があります。また、県工芸士

はこれまで84名を認定しており、織物26名、染物４

名、漆器９名、陶器17名、ガラス17名、小木工10名、

竹細工１名となっております。

　続きまして、伝統工芸製品と県工芸士の認定要件に

ついてお答えいたします。

　県指定の伝統工芸製品は、主として日常生活の用に

供されるものであること、その製造過程の主要部分が

手工業的であることなど５項目を要件として、製造事

業者を構成員とする事業協同組合等の申請に基づき、

審議・検討の上、知事が指定することになっておりま

す。

　県工芸士は、伝統工芸製品等の製造に現在も直接従

事し、10年以上の実務経験を有していること、製造に

関する高度な技術・技法及び必要な知識を有している

ことなど４項目の要件を満たす者を、市町村長や工芸

産地組合の長からの推薦を受け、技能審査を経て認定

しております。

　続きまして、三線製作者の認定と製作技法の継承に

ついてお答えいたします。

　三線は本県を代表する楽器であり、伝統的な三線製

作技法の継承は、本県の誇りである伝統文化や芸能を

支えていくためにも重要なものと認識しております。

現在、県における三線製作者の技能等認定はありませ

んが、三線部門を追加し、新たに認定していく方向で

関係団体等と意見を交換していきたいと考えておりま

す。

　続きまして、沖縄石油企業の可能性についての御質

問の中で、沖縄石油基地の貯蔵原油の北米輸出の経緯

と今後の可能性についてお答えいたします。

　今回の沖縄から北米への貯蔵原油輸出は、アラスカ

原油の減産を受け、サウジアラムコ社がその所有する

原油を米西海岸向けに輸出したものと聞いておりま

す。この取り組みは本県の地理的優位性を活用するも
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のであり、石油製品に係る物流拠点として、県経済へ

の波及効果が期待されるとともに、県内の石油精製企

業と相まって島嶼県である本県のエネルギー安定供給

に大きく貢献するものと理解しております。

　続きまして、アスベスト被害法改正についての御質

問の中の、改正石綿健康被害救済法に係る今後の対応

と課題についてお答えいたします。

　平成23年８月26日付厚生労働省通知により、復帰前

に米軍基地を離職し、その後、死亡したアスベスト被

害者の遺族についても石綿健康被害救済法に基づき特

別遺族給付金の支給対象とされました。今後、同制度

改正の周知及び遺族が請求に当たり必要な証拠書類を

整えることが課題と考えております。

　周知につきましては、一義的には国において行われ

るものと考えておりますが、県といたしましても、基

地従業員に対するアスベスト相談や労災補償申請手続

等の支援業務を委託している沖縄駐留軍離職者対策セ

ンター等と連携して、今回の制度改正について周知を

図り、対象者の救済に努めてまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　カジノエン

ターテインメント構想について、宮城島での意見交換

会への県職員の参加についての質問にお答えいたしま

す。

　今回、宮城島で開催された意見交換会は、地域住民

の方々を対象に、統合リゾートに関する意見交換を主

な目的としまして、宮城島４地区自治会と統合リゾー

トについての地域住民の理解促進に取り組んでいる団

体の共催で行われております。県におきましては、こ

れまでもさまざまな機会を通じ、沖縄統合リゾートモ

デルや懸念事項に対する基本的な考え方などについて

県民への説明を行ってきたところであり、今回もその

一環として主催者の依頼に基づき担当職員を講師とし

て派遣したものであります。

　沖縄県としましては、国の「カジノを合法化し統合

リゾートを導入する法律案」の動向等を踏まえつつ、

今後とも県民のコンセンサスを前提として取り組みを

進めてまいりたいと考えております。

　カジノエンターテインメントとＩＲ・ＭＩＣＥ事業

の違いについてとの問いにお答えいたします。

　いわゆる統合リゾート（Ｉｎｔｅｇｒａｔｅｄ　Ｒ

ｅｓｏｒｔ）を意味するＩＲとカジノ・エンターテイ

ンメントは、ほぼ同じ意味で使われており、だれもが

楽しめるテーマパーク、劇場、シネマコンプレック

ス、ショッピング・グルメモール、スポーツ施設、国

際会議場、ホテルなどにカジノを含んだ複合施設のこ

とを意味するものとされております。また、ＭＩＣＥ

事業は、企業等の会議（Ｍｅｅｔｉｎｇ）、報奨・研

修旅行としてのＩｎｓｅｎｔｉｖｅ、国際機関・学会

等が行う国際会議（Ｃｏｎｖｅｎｔｉｏｎ）、見本

市、展示会及びスポーツやコンサートなどのイベント

の頭文字を称しＭＩＣＥと呼び、県としましては、多

くの集客交流が見込まれるビジネスイベントとして、

沖縄らしいＭＩＣＥの誘致に取り組んでいるところで

ございます。

　次に、次年度以降の展開についてとの質問にお答え

いたします。

　統合リゾートに関する次年度以降の県の取り組みに

つきましては、超党派の国際観光産業振興議員連盟、

いわゆる「ＩＲ議連」における「カジノを合法化し統

合リゾートを導入する法律案」の動向等を注視しつ

つ、引き続き「沖縄統合リゾートモデル」の県民への

説明や意見交換会などを進め、県民のコンセンサスを

図る上での判断に必要な情報等の周知に努めてまいり

たいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育・福祉行政についての

御質問で、学校給食の県産品使用状況についてお答え

いたします。

　平成21年度の学校給食における県産農水産物の利用

状況調査によると、学校給食の県産食材の利用率は

32.3％となっております。

　次に、産地表示についてお答えいたします。

　学校給食献立表への産地表示につきましては、食材

の生産地の収穫状況等に左右されることから、難しい

ものがあると考えます。

　なお、県内では、学校給食献立表への産地表示を実

施している市町村はありません。

　次に、検査体制についてお答えいたします。

　本県の市場に流通している県産農水産物に対しまし

ては、環境中の放射性物質モニタリングを通して食品

の検査を実施する体制がとられております。

　本県学校給食食材の放射性物質測定等の検査体制に

つきましては、関係部局等と連携し、その方策につい

て検討してまいります。

　次に、武道の必修についてお答えいたします。７の

允アと７の允イは関連しますので一括してお答えいた
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します。

　専門性のある教員数は、段位取得者が延べ207名

で、その内訳は柔道114名、剣道57名、空手道36名と

なっております。平成22年度体育の授業における事故

の発生件数は、柔道が６件で、剣道、空手道では発生

しておりません。また、指導上の安全対策につきまし

ては、各種講習会等で事故防止の徹底を図っていると

ころであります。

　今後も安全に配慮した武道指導のあり方と指導者の

資質向上等、課題解決に向けて取り組んでまいりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　教育・福祉行政につ

いての中の、保育所における給食食材の県産品使用状

況及び献立表への産地表示についてお答えします。７

の茨のイと７の芋のイは関連しますので一括してお答

えします。

　県においては、保育所における給食食材に県産品の

使用状況を調査したものはありませんが、各保育所に

おいては、郷土食のよさを理解させることなどから県

産品を使用することについて鋭意取り組まれていると

ころであります。また、保育所等児童福祉施設におい

ては、食に対する情報提供を推進する観点から、子供

や保護者等に対して献立表の提示を行っております

が、産地表示を行っている施設については、把握して

おりません。

　続きまして、保育所の検査体制の確立についてお答

えします。

　県においては、食品等で放射能汚染を疑う情報が国

等から提供された場合には、関係部局と連携して必要

に応じて保育所等に対して調査を行うなど適切に対応

してまいりたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　エネルギー政策につ

いての御質問の中で、県内市町村における地球温暖化

防止実行計画の策定状況についてお答えいたします。

　都道府県及び市町村は、地球温暖化対策推進法第20

条の３の規定により、当該自治体の事務及び事業に関

する地球温暖化防止実行計画の策定が義務づけられて

おります。平成23年４月１日現在、県内市町村におい

ては、全体の約37％に当たる15市町が同計画を策定し

ております。

　県としましては、未策定の市町村に対し、国が示し

た計画策定マニュアル等の周知を図りながら、引き続

き同計画の策定を促進していきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　行財政改革の質問で、事

業棚卸しの成果、課題、今後の計画についてお答えい

たします。

　去る７月に実施した事業棚卸しの結果は、「不要」

が３事業、「民間に任せる」が２事業、拡充を含む

「要改善」が72事業となっております。また、昨年度

実施した事業棚卸しの財政効果は約２億2500万円と

なっております。

　事業棚卸しを実施していく中で県民の参加者が少な

かったことなどの意見が寄せられております。今後、

これらの意見を踏まえ、事業棚卸しの進め方等につい

て庁内でさまざまな観点から、検討、調整を行ってま

いります。

　以上でございます。

○山内　末子さん　休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時５分休憩

　　　午後７時６分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　山内末子さん。

○山内　末子さん　答弁ありがとうございました。

　再質問をいたします。

　まず伝統文化についてですけれども、伝統工芸の認

定につきまして、先ほど商工労働部長のほうから三線

についての方向性ですごい快諾の声が聞こえまして、

私今興奮しております。実は、この件につきまして

は、三線組合の皆さんたちが去年立ち上がりまして、

これまでとにかく伝統工芸品として三線が認定されて

いないということで皆さん方が本当にそういう意味で

の苦労をなさっているという点で、それで今回初めて

議会のほうにも要請書が出されましたし、それから来

週ぐらいには知事のほうにも要請をしていこうという

動きの中で、今回質問いたしました。その中でこう

いった快諾を得ましたが、実はなぜなんだという怒り

の質問しかつくってないんです。そういう意味で言葉

が今ちょっと見つからないような状況なんですけれど

も、そういった意味で沖縄県が本当に世界に向けて沖

縄の宝は何だと言われたときに、文化としての一番の

宝は何だ、魂は何だと言われたときに、やはりだれが
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何と言っても三線という言葉が出てくるんだと思いま

す。

　そういう流れの中で、なぜこれまでこの三線が工芸

品として認定されてなかったのかというのがこれこそ

が本当になぜなんだという思いをいたしております。

せっかくですから、なぜこれまで認定されなかったの

かということについて少し概略をお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　なぜなんだというこ

とは、先生のおっしゃるとおり私も同じことなんで

す。

　なぜこれが認定されてないんだということで、これ

は早急に検討すべきだということで担当職員にも指示

しています。いろいろ聞くと三線の製作のあり方の前

に、これまで伝統工芸品というと大体産地――久米島

紬だとかあるいは読谷山花織だとかそういう特定の産

地の形成をしていると。もう一つは、産地組合がある

と、大体そういうケースについて認定してきた経緯が

あるわけですね。残念ながら、三線についてはこれま

で組合がなかったと。おっしゃるとおりつい昨年です

か、そういう団体も構成されたということだし、これ

まで例えば三線の製造過程がさおを専門にやったり、

工程ごとにいろいろな作業がありましてどの部分を認

定するかという話が大分以前にあったように聞いてお

ります。ただ、そうは申しましても三線が沖縄の伝統

芸能の民謡、これを支える源であることは間違いない

わけですから、これを伝統工芸製品に指定しないほう

がむしろおかしいのではないかということで、早急に

検討するように指示しているところです。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ありがとうございます。

　ことしはくしくもすぐウチナーンチュ大会がござい

ます。その中で、この一世の皆さんたちが、何も持っ

ていなかったけれども三線一つを持って世界に旅立っ

た。喜びも悲しみもその三線に込めて奏でたというよ

うなことをよく耳にいたします。そういった意味で

は、間に合ってよかった――まだですけれども――そ

の時期的な件についてどういったスケジュールでどう

いう方向性を持っているのか、その辺のことをお願い

いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　まだ具体的なことは

言える段階ではございませんが、それにしても急いで

やらぬといかんと考えておりますので、来年度の早期

というか、年度内は作業的にちょっと間に合うのかど

うかいろいろ検討すべき部分もありますので、来年度

にはできるだけ認定する方向で動きたいとこのように

考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ぜひ頑張っていただいて、しっか

りと伝統工芸品として本当に誇りを持って世界へとま

た向かっていけるようなそういう認定を早目にお願い

をいたしたいと思います。

　それから職人の認定についても、今本当に三線につ

いては外来材もあります。すそ野を広げるためには、

やはりそういった安価な三線を使いながら若い皆さん

たちが、あるいはまた県外の皆さんたちが初歩的な形

でそういった三線を手にしながら、しかし早くも600

年の歴史をずっと本当に育ててきた、保持してきたそ

の職人のわざを未来永劫に託していくためには、職人

の育成、それから継承についてもしっかりと頑張って

いただきたいと思います。

　文化観光スポーツ部長、そういう意味では部長も三

線でこの場に来ているんだと思います。そういう意味

でぜひまたその件について決意をひとつよろしくお願

いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　御指名あり

がとうございます。

　おっしゃるとおり、最近のまた報道にもありました

が、南米ではかなり歴史的に古い三線等が今三線鑑定

士によって発見をされております。いろんな意味で、

まさに時間軸を越えたところに沖縄の魂があるなとい

うことを南米に行ったときにも感じてまいりましたの

で、まさにウチナーンチュ大会はそういうふうな大き

な心の交流になるんじゃないかと思っていますので、

ぜひ御支援よろしくお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ありがとうございました。

　御支援の言葉を聞きましたが、カジノ問題について

少しお願いをいたします。

　先ほど御答弁がありましたが、県民のコンセンサス

を得るためには、いろんなところで参加をして説明を

していくという答弁がありましたが、今回この宮城島

の説明会、なぜ非公開なのか。非公開の場所に行政が

立ち会ってそこでしっかり説明をしたというのが

ちょっと理解できないんですよね。そこに何で非公開

なのかというような県民の疑義が残るようなそういう

方向性はいかがなものかと思いますが、その辺どうで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　議員おっ
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しゃるとおり、新聞等報道によりますと若干そういう

ふうに誤解を受けるようなくだりがあります。導入の

メリットを中心に説明したというようなことがありま

すけれども、実は非公開と申し上げましても――対外

的には非公開ですが――地域住民はだれでも入れると

いうそういう公開のものでございます。

　そしてもう一つは、地域住民が率直になるべく話し

合う場を設けたいというふうなことでさまざまな説明

を聞きたいということで一応非公開という形にしてい

るそうでございます。

　県としましては、まず第一義的には県の予算を使っ

て調査を実施しておりますので、この県の取り組み等

について県民に説明をする責任があるとひとつ考えた

こと、よってカジノに賛成、反対の立場にかかわら

ず、県が参加して県の考え方などを説明する意義があ

ると判断できる場においては、これからもどんどん積

極的に参加していく方向でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　説明をする際に県が出しておりま

すこういった検討報告書とか（資料を掲示）　こう

いったものが多分皆様に配られて説明をしているかと

思います。ちょっとこれを見てみますと、私が見てい

てもなかなか理解ができない、判断できない。カジノ

について本当に統合リゾートというものが何なんだ。

これで見ますと32年度に796万人の観光客が予想され

ております。その中の沖縄統合リゾートへの入域数が

490万、３分の２がこの場所に観光客が行くわけなん

ですよね。今、600万人近くが沖縄県の観光、そうで

ない観光客がいるんですよ。では、その皆さんたちが

その統合リゾートのところだけに集中してしまうと、

今の観光とのバランスはどうなるんだとかそういう問

題がこれを見ていてもなかなか理解ができないし、説

明ができないような状況なんです。ですから、住民の

皆様はもっとわかりにくい。ただ単なるこれだけがも

うひとり歩きをしてしまって、そういう夢のような事

業が目の前に来てしまうと。そういうようなことは住

民がしっかりと自分で聞いた説明を判断できるか、で

きないかということがとっても大きなポイントだと思

います。

　そういう意味では、説明の仕方をしっかりと工夫も

しなければなりませんし、疑義の残るような、そして

住民が本当に自分たちでこれを聞いて、じゃ、私たち

は賛成します、反対しますというようなそういう判断

のできるような説明の仕方をもっと工夫しないといけ

ないと思いますが、その辺のことについていかがで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　繰り返しに

なりますけれども、知事の答弁の中にも、コンセンサ

スをしっかり得た上でということでのお話があります

ように、まさに県民の皆さんがこれをどうとらえてい

くかということがしっかりわかるような形の説明はこ

れからもしていきたいというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　ぜひそういった観点からよろしく

お願いしたいと思います。

　それから大学院大学周辺整備事業につきまして、私

はうるま市の石川の出身で、皆様には予算がついた時

点で今年度はそういった事業が来ますよというような

そういう報告もしたわけですよね。何度もこの場でも

あるいは委員会でも申し上げました。もっともっと

しっかり地元と調整をしなければこの事業は成り立ち

ませんよと。予算がついてから予算の配分がどうなん

だというようなところで、うるま市のほうから自分た

ちの予算の中ではこの土地の買収についてはできない

というようなことで、今回見直しになったはずです。

今、部長のほうからそういう言葉がなかったですけれ

ども、そういう意味では、今後恩納村でも門前町の件

につきましてもなかなか進瀧していない。そういう状

況を本当にこれはもう来年度に向けて――開学は今年

度ですよ、もうあと２カ月切っておりますので――そ

ういう意味でのもっと地元との折衝、それから委員

会、頻繁に行うべきだと思いますが、その辺の策につ

いてスケジュールについてお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員から御質問がご

ざいましたけれども、まずうるま市の交通センターに

つきましては、確かにこれは予算計上をして今年度は

その条件が整わずそれが実施できないわけでございま

すけれども、ただこれにつきましては当初計画は変更

なくなったわけではなくて、その辺はまた地元市町村

と連携をしながら、この辺はまた相談をしていきたい

というふうに思っております。それからまた恩納村を

含めて周辺整備というふうなものを加速するための工

夫をまた県としてやっております。これは先ほども答

弁をさせていただきましたけれども、これまで大学院

大学のこの周辺整備につきましては、沖縄科学技術大

学院大学周辺整備推進協議会というふうなものでやっ

てきたわけでございますけれども、その中で実際ここ

までインターナショナルスクールとか、あるいはまた

周辺道路の整備、一定の成果を上げてはまいりまし

た。しかしながら、なかなか動きが鈍いというような
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こともございまして、今般恩納村とかそれから大学院

大学、課長クラスの方々をメンバーとして実施検討委

員会を発足をさせております。その中で、来年大学院

大学が開学するということも視野に入れつつ、短期的

に整備をしていくべきもの、それからまた中長期的に

やるべきもの、これを仕分けをしながら作業を加速し

ていこうというふうなことで、今議論を進めていると

ころでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　もうすぐ開学です。実態に即した

整備事業の展開が必要だと思っております。

　繰り返しになりますが、環境に合わなければもうこ

の事業について縮小する、あるいは予算がなければも

うあきらめるとか学校運営に支障がない形で地元とも

もちろんそれは認識合わせをしながら、どのタイミン

グでしっかり判断するのかここが一番ポイントだとも

思います。そこは学校、地元、それから皆さんで一緒

になって議論をしていただきたいと思いますが、上原

副知事、この件についてこれまでずっとかかわってき

ておられますので、今目の前に来ている大学院大学開

学について思いをひとつお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　上原副知事。

○副知事（上原良幸君）　来年９月の開学に向けて準

備は着々と整っていると思っておりますし、運営面に

ついても組織、人員体制等今鋭意その開学の手続等を

やっているところでございまして、先ほどとも関連し

ますけれども、交流の拠点が沖縄になると言ったとき

にこういう世界最高水準といいますか、沖縄にしかな

いようなものをどれだけつくれるかということが私は

勝負だと思っていますけれども、その一つとして、ま

さに日本どころか世界でも優秀な大学院ができると。

それを核に周辺整備、いろんな科学技術的な会社とか

組織とかができ、同時に、大学都市にふさわしいよう

な地域がそこに生まれるということを期待して、我々

もあらゆる手をこれから打ってまいりたいというふう

に考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　地位協定改定問題についてです

が、公室長、もうどんなに粘り強く交渉しても見直し

の手がかりさえ今つかみ切れていない状況だと思いま

す。そういった観点から、今皆様の中にはその認識は

ないのか、県庁職員では本当に限界が来ているという

そういう感は持っていないでしょうか。その認識をお

聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　限界が来ているとは

思っておりません。しかしながら、現在、民主党政権

が「日米地位協定の改定を提起する」という公約を掲

げながら、言わせていただければ一歩も動いていない

という状況であることは事実でございまして、これは

やはりいろいろ手をかえというんですか、そういう形

で何度も何度も粘り強くやらなければいけないと考え

ております。いずれにしましても、これは県民の願い

であるということは先ほど御答弁申し上げましたの

で、それを踏まえてしっかり県としましても取り組ん

でいきたい。その際には渉外知事会、あるいは軍転協

ともしっかり連携してまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　山内末子さん。

○山内　末子さん　手法を考えるという点で、今沖縄

県はもう一つだと思っております。チームをつくる。

弁護士会あるいは大学人、有識者の皆さん、それから

いろんな方々が一堂に会して、どこからどういう形で

交渉していけばこの取り組みができるのかという点で

しっかりとしたチームをつくっていくことも今後の手

がかりになるんじゃないかと思いますが、その件につ

いて知事どうでしょうか。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　地位協定そのものは、先日

玉城議員もいろいろ言われたように、防衛の考え方と

戦争に負けて後の日本が立ち上がってくるときのアメ

リカとの関係から始まっていろんなことが言われてお

ります。ですから、ある省のある事務官の言葉だけで

原因がわかっているというわけでもないと僕は思って

います。長い歴史等わかりません、いろんな表に出て

いる部分、出ていない部分、いろんなことが言われて

彼らと話したから、じゃ原因がわかるかと。原因の原

因のさらに原因ということでいきますと、これは相当

難しい背景というか持っていることは我々よく知って

います。したがって、どういうやり方をするかという

と、おっしゃったようにぎりぎりぎりと原因を全部徹

底すれば原因がわかるという視点に立ってやるか、当

面技術的な部分で対応できそうな環境が1961年ごろは

なかなか今と違いますから、そういうところから切っ

ていこうかということで、我々当面この実務的な部分

から今実は切り口を見つけながら動いているわけで

す。

　ですから、御提案は御提案としてこれは非常に難し

い部分を抱えていますから、そういう意味で今おっ

しゃった学問をやっている人々、こういう分野の専門

家を集めて知恵を出すという方法が一つ、あとは実務

的に割にやりやすいところからとりあえず入っていく
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かと。今、我々実はここのほうに取っかかっています

が、ただおっしゃった点はこれから知事公室に防衛を

含むいろんな防衛政策・防災政策の政策研究所を置こ

うというふうに立ち至ったのは、実はもっと根本のと

ころに立ち戻ってやるかというそういう面がありま

す。ですから、きょうの御意見は御意見としていただ

いて参考にさせていただきたいと思います。

○山内　末子さん　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

　　　〔渡嘉敷喜代子さん登壇〕

○渡嘉敷喜代子さん　大変長らくお待たせいたしまし

た。社民・護憲の渡嘉敷喜代子です。

　通告に従いまして一般質問いたします。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、「沖縄クエスチョン」の訴えで、米国内の反応

や感想を伺います。

　芋、辺野古環境影響評価について。

　ア、県が環境影響評価の不備について求めてきたオ

スプレイの配備、飛行経路、着陸帯の追加調査、ジュ

ゴンや海草類の調査について現在はどのような状況に

あるのか伺います。

　イ、国は12月までに環境影響評価書を提出するとし

ております。県はどのような対応をするのか伺いま

す。

　鰯、普天間飛行場等に配備予定のオスプレイに関す

る国への質問書の回答を受けて、県の見解を伺いま

す。また、オスプレイ配備反対を堅持していくのか伺

います。

　２、基地問題について。

　茨、枯れ葉剤問題についてですが、ア、米国退役軍

人が証言した北部訓練場での散布や、北谷、普天間飛

行場に埋めたとする証言について、県の見解と今後の

対応を伺います。

　イ、同時期に起きたと考えられる枯れ葉剤の使用問

題について、米韓と日米間の対応に大きな差異があり

ます。国へどう求めていくのか。

　ウ、県は、生活環境保全条例に基地内の環境調査も

組み入れました。県は、これを盾に日米両政府に条例

の遵守を主張し、調査を要求すべきだと思うがどうで

しょうか。

　芋の普天間飛行場のサイレン音については取り下げ

ます。

　普天間基地所属ＣＨ46ヘリの部品落下についてです

が、これは質問通告後に発生した重要な問題でありま

すので議事課に連絡してあり、先例を踏まえて質問い

たします。

　９月28日に起きた普天間基地所属ＣＨ46ヘリの部品

落下についてですが、サイレンの音、それから普天間

の爆音の問題、そしてヘリが墜落した。そういう状況

の中で今回のヘリからの部品が落下したということ

は、2004年のあのヘリの墜落を思わせるほど本当に市

民に恐怖を味わわせております。ですから、今までど

おりの県の対応の仕方ではなくて、本当に米軍のあり

方、規律、そういうことが問われているかと思います

ので、県の対応についてお尋ねしたいと思います。

　鰯、高江ヘリパッド建設についてです。

　ア、ＳＡＣＯの合意で北部訓練場の半分が返還され

るため負担軽減になるので、高江ヘリパッド建設には

反対しないとする県の考え方は今も変わらないのか。

　イ、しかし、オスプレイが配備されることを日本政

府が明言した以上、県はオスプレイ配備反対の立場か

ら当然高江ヘリパッド工事中止を求めるべきではない

のか。

　ウ、辺野古の基地建設と高江ヘリパッドとは一体で

あることは県民の共通認識であります。知事が「辺野

古は県外へ」と言及する以上、高江ヘリパッドも建設

不要ということにはならないのかお尋ねいたします。

　允、米掃海艦船の与那国寄港についてであります

が、ア、2006年７月米掃海艦船が与那国に寄港した

際、外務省日米地位協定室長（当時）の伊澤修氏と在

沖米総領事（当時）のケビン・メア氏との連携があっ

たことをウィキリークスが暴露しております。知事の

所見を伺います。

　イ、その際、県港湾課がどんな連携をとってきたの

か伺います。

　県警の質問については取り下げさせていただきま

す。

　３、教育行政についてです。

　茨、八重山教科書採択問題について。

　ア、教科書採択協議会委員はどのような手順で選出

されるのか。それから、８月23日、育鵬社の教科書が

採択されるまでの経緯で、会長権限で強引に規約の改

正や委員の差しかえ等を行い運営してまいりました。

県は、協議会としての協議は整っていたとの認識かお

尋ねいたします。

　それからイ、３地区教育委員会の協議を無効とする

石垣市教育長、与那国町教育長名で文科省に発出した

文書は、地教行法第17条、教育長の職務権限を超える

との指摘もあります。

　照屋寛徳衆議院議員の質問主意書への回答では、文

書が教育委員会の指揮監督のもとに教育委員会の権限

に属するすべての事務をつかさどる教育長の名義で作
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成された両教育長名の公印が押された公文書であると

して、それを根拠に９月８日の決議は無効との判断を

しました。実際は、教育委員会での協議もされない中

での文書は一教育委員の個人的な文書で、効力はない

ものと思われますが、教育長の見解と権限外としたと

きの文書の効力について伺います。

　ウ、９月８日の東京書籍の教科書採択の効力につい

て、文科省と県教育委員会との見解が分かれました。

９月27日の閣議決定で８月23日の決議を有効としなが

ら、その翌日の９月28日の参議院予算委員会で文科大

臣はこれまでの見解を翻し、両方無効としました。教

育長の見解を伺います。

　エ、９月16日の文科大臣のコメントで、３教育委員

会が一本にまとまらないと国の判断で決めると言及し

ました。それは当事者である教育委員会の教科書の採

択権を奪うことにはならないか伺います。

　４番、医療・福祉行政についてお尋ねします。

　看護師の労働が厳しく、「看護婦のおやじの会」を

設立するなど、夫や家族が支えてきたことで辛うじて

看護師としての仕事を続けてきた経緯があります。医

師不足の陰に隠れて余り取り上げられることがありま

せんでしたが、今回、看護師に焦点を当てて労働問題

について取り上げました。

　茨、看護師の労働問題についてですが、ア、2006年

からの診療報酬改正に伴い、県も７対１配置を導入し

ました。しかし、保険点数の収入増と照らし看護師も

ぎりぎりの人数の配置で、看護師の労働状況が厳しく

なったと聞いております。病休、年休、育児休暇、介

護休暇、産休の取得状況についてお伺いいたします。

これは、南部医療センターと中部病院についてお尋ね

いたします。

　イ、県立病院全体の離職者の年代別ごとの数と勤務

年数を伺います。

　ウ、離職の理由と新卒者の離職についての社会的損

失を伺います。

　エ、離職対策の取り組みはどうなっているのか。

　オ、看護師の本来の役割とは何なのか。その役割は

現場で十分に生かされているのか。

　カ、認定看護師の導入について伺います。配置部署

について伺います。また、認定看護師は定数上でどう

取り扱っているのか伺います。

　キ、交代制勤務での勤務時間数、申し渡しの時間も

含めてお尋ねいたします。そして、１カ月の夜勤回数

を伺います。また、夜勤明けから次の勤務時間までの

時間間隔を伺います。

　ク、各部署（救急、ＩＣＵ、病棟間）の応援の有無

について伺います。

　芋、新振興策―「沖縄型」の幼稚園構想について伺

います。

　ア、小学校と連携した「こども園」は可能な限り小

学校に併設するとしておりますが、可能な限りとは何

なのか。併設されない場合もあるということなのか。

　イ、「こども園」導入に伴い、幼稚園教諭と保育士

の２つの免許が必要なのか。

　ウ、現在、幼稚園では臨任が半数を占めておりま

す。就学前教育での支障はないのか、対策を伺いま

す。

　５、我が会派の代表質問に関連してお尋ねします。

　対馬丸記念館への財政支援についてでありますが、

これまでの経緯から県議会の同意が必要との認識なの

か。

　それから、財政難から学芸員の雇用もできない。資

料収集もできず、年々減少していく寄附金等での運営

もままならない状況をどう考えているのか。児童生徒

の疎開を進めてきた県にもその責任の一端があるので

はないかお尋ねいたします。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　渡嘉敷喜代子議員の御質問

に答弁いたします。

　知事の政治姿勢についての中で、「沖縄クエスチョ

ン」での訴えに対する米国内の反応等についての御質

問にお答えいたします。

　私は、去る９月19日、安全保障や日米同盟に関する

専門家等が参加する「沖縄クエスチョン」におきまし

て辺野古移設案は事実上不可能であるという沖縄の実

情を説明し、国内の他の都道府県への移設が最も合理

的かつ早期に課題を解決できる方策である旨の講演を

行いました。その後、会場の有識者の皆さんとの質疑

応答などを通して意見交換を行いました。また、レビ

ン、ウェッブ、マケイン米上院議員との面談を行い、

その中で各議員から辺野古移設案は極めて困難で見直

しが必要との見解が示されました。私からは、嘉手納

統合案について、嘉手納飛行場周辺市町村は現在でも

過重な基地負担を強いられており、その実現は困難で

ある旨申し上げました。

　県といたしましては、今回の訪米において普天間飛

行場移設問題を直接アメリカで説明する機会を得まし

たことで有識者等とのネットワークの構築が図られる

とともに、米国におけるこの問題の理解が前進したも

のと考えております。



－ 234 －

　次に、同じく知事の政治姿勢の中で、環境影響評価

書が提出された場合の県の対応についてという御質問

にお答えいたします。

　政府から環境影響評価書が提出された場合、関係法

令にのっとり検討することになりますが、県といたし

ましては、地元の理解が得られない辺野古移設案の実

現は事実上不可能であり、一日も早い普天間飛行場の

県外移設、そして返還を求める考えに変わりはありま

せん。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中で、オスプレイの配備やジュゴンな

どの調査状況についてお答えいたします。

　県は、環境影響方法書及び準備書に対する知事意見

において、想定される使用機種の記載やヘリパッドな

どの具体的な運用内容、代替施設から他の訓練施設へ

の飛行経路を想定した影響の予測、ジュゴンや海草藻

場への複数年調査などについて求めております。しか

しながら、事業者においては、方法書及び準備書にお

いて「使用を予定する機種」としてオスプレイを記載

しておらず、また複数年調査については、既往の調査

結果や文献等資料により対応するとの見解を示してお

り、現在は環境影響評価のための現地調査は行われて

おりません。

　次に、基地問題についての御質問の中で、米軍基地

への立入調査についてお答えいたします。

　枯れ葉剤の問題につきましては、国において米側に

さらなる事実関係の確認を行っているところでありま

す。

　県としましては、今後の日米両政府の確認状況など

を踏まえながら、立入調査の実施について検討してい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての御質問の中で、オスプレイ配備計画についてお答

えいたします。

　沖縄県としては、オスプレイが過去の開発段階にお

いて死亡事故を起こしていること等から県民が不安を

抱いており、十分な情報が示されない現状では当該配

備については反対であります。

　沖縄県が６月に提出したオスプレイ配備についての

質問文書に対し、去る９月１日に防衛大臣から回答が

ありました。しかしながら、米側に照会中のため十分

な回答ができていない等の項目があり、引き続き政府

に対し、県民生活への影響などについて説明を求めて

いきたいと考えております。

　次に、基地問題についての御質問の中で、枯れ葉剤

の証言に対する見解と今後の対応についてお答えいた

します。

　過去に本県の米軍施設で枯れ葉剤が使用、貯蔵され

ていたなどの報道を受け、県では沖縄防衛局及び外務

省沖縄事務所に対し報道内容の事実関係の確認を求め

たところであります。

　これに対し、外務省は８月19日、米国国務省から

「今回改めて過去の記録の確認作業を行った結果とし

て、米軍が返還前の沖縄で枯葉剤を保管し若しくは使

用した、又は沖縄へ持ち込んだことを示す資料は何ら

確認できなかった」との回答があったと発表しており

ます。また、外務省としては、事実関係をさらに詳し

く承知するため、米側にさらなる確認を行っていると

ころであるとしております。

　県としましては、県民の不安を払拭するため、引き

続き事実関係の確認を求めていきたいと考えておりま

す。

　次に、米韓と日米間とで枯れ葉剤への対応に大きな

乖離があることについてお答えいたします。

　本県の枯れ葉剤問題について、去る８月９日の参議

院外交防衛委員会で、当時の松本外務大臣は、米側か

らの回答を得てから対応を考えたいと発言しておりま

す。

　韓国において合同調査を行っていることは報道で承

知しておりますが、現在、外務省は米側にさらなる確

認を行っているとしていることから、県としまして

は、引き続き事実関係の確認を政府に対して求めてい

きたいと考えております。

　次に、オスプレイ配備と高江ヘリパッド建設につい

てお答えいたします。２の鰯のアと２の鰯のイは関連

いたしますので一括してお答えいたします。

　北部訓練場のヘリパッドにつきましては、ＳＡＣＯ

最終報告において、同訓練場の過半を返還することに

伴い残余部分に移設されるものであり、県としまして

は、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施し、段階的に基

地の整理縮小を図ることが現実的で実現可能な方法で

あると認識しております。

　沖縄県が提出した北部訓練場への影響を含むオスプ

レイの具体的な運用上の問題等についての質問文書に

対し、去る９月１日に防衛大臣から回答がありました
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が、米側に照会中のため回答できていない等の項目が

あり、引き続き県民生活への影響など十分な説明を求

めていきたいと考えております。

　次に、辺野古の基地建設と高江ヘリパッド建設につ

いてお答えいたします。

　北部訓練場のヘリパッドにつきましては、ＳＡＣＯ

最終報告において、同訓練場の過半を返還することに

伴い残余部分に移設されるものであり、普天間飛行場

代替施設と一体であるかどうかは明らかではありませ

ん。

　県としましては、ＳＡＣＯの合意事案を着実に実施

し、段階的に基地の整理縮小を図ることがより現実的

で実現可能な方法であると認識しております。しかし

ながら、普天間飛行場については、地元の理解を得ら

れない移設案を実現することは事実上不可能であり、

引き続き政府に対し日米共同発表を見直し、同飛行場

の県外移設及び早期返還に取り組むよう求めていると

ころであります。

　次に、米掃海艦船が与那国に寄港した際の外務省職

員とメア氏の連携についてお答えいたします。

　日米両政府とも、ウィキリークス情報については

「不正な方法で入手した文書については、コメントも

確認も一切しない」とのことであり、報道への見解は

控えさせていただきます。

　いずれにしましても、民間港湾は民間船舶の運航を

目的として設置されたものであり、緊急時以外は米軍

の使用は自粛すべきであるというのが県の一貫した方

針であります。2007年の米海軍艦船の入港の際は、県

はこの方針に基づき、当時、米軍艦船の民間港湾の使

用自粛を要請したところであります。民間船舶の円滑

な定期運航及び安全性を確保するため、今後とも日米

両政府に対し米軍による緊急時以外の民間港湾の使用

自粛を求めてまいります。

　次に、９月29日の新聞報道に関する緊急質問とし

て、相次ぐ事故に対する今後の対応についてお答えい

たします。

　ことしに入り米軍航空機による緊急着陸、燃料流

出、部品遺失などの航空機関連事故が13件発生してお

り、去る９月28日には普天間飛行場所属のＣＨ46ヘリ

コプターから部品が遺失する事故が発生いたしまし

た。海兵隊においては、去る８月31日にもＦＡ18戦闘

機から部品を遺失させ、再発防止や安全管理の徹底等

について要請を受けているにもかかわらず、再び部品

遺失事故が発生したことはまことに遺憾であります。

　県としましては、去る９月28日、事故の連絡を受

け、直ちに在沖米海兵隊及び沖縄防衛局に対し申し入

れを行ったところです。米軍は、このような事故を再

び発生させないよう努めるべきであり、県としまして

は、軍転協とも連携し、あらゆる機会を通じ実効性の

ある再発防止と今後の安全管理の徹底に万全を期すこ

とを強く求めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　基地問題についての

御質問の中で、米掃海艦船の与那国寄港時の県港湾課

の対応についてお答えいたします。

　米軍は、沖縄県からの民間港湾の使用自粛の要請に

もかかわらず、米軍掃海艦船を祖納港に入港させまし

た。

　県は、港湾管理者として港湾施設内の安全確保に万

全を期するため、同艦船が出航するまで八重山支庁職

員を常駐させ対応しておりました。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育行政についての御質問

で、教科書採択協議会委員の任命権者等についてお答

えいたします。

　教科用図書八重山採択地区協議会規約第４条によ

り、同協議会の会長が任命することになっておりま

す。今回の八重山地区教科書採択問題につきまして

は、拙速過ぎる規約の改正、協議会の運営のあり方や

手法等について地域住民等から疑義があり、混乱の

中、同協議会から３市町教育委員会に対して答申が

あったものと理解しております。

　次に、２市町の教育長が発出した文書等についてお

答えいたします。

　県教育委員会としては、文書発出の経緯についての

詳細は把握しておりません。

　次に、文部科学省と県教育委員会の見解についてお

答えいたします。

　文部科学省の見解は、９月８日の協議は、石垣市、

与那国町の両教育長から協議は無効と主張しているこ

とが主な根拠になっていると考えております。

　県教育委員会としましては、９月８日に石垣市教育

委員会で開催された３教育委員会による協議は、石垣

市、竹富町、与那国町の各教育委員長が、その職務権

限に基づき公開の場で開催され、同一教科書の採択決

議が行われたものと考えております。

　次に、教科書の採択権についてお答えいたします。

　文部科学大臣の発言については、詳細を把握してお
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りません。

　次に、医療・福祉行政についての御質問で、幼稚園

の小学校への併設についてお答えいたします。

　ほとんどの公立幼稚園は小学校に併設されておりま

すが、幼稚園や小学校の統廃合等により併設されてな

い幼稚園もあります。

　次に、「こども園」導入による免許についてお答え

いたします。

　国の案では、現行の幼稚園及び保育所の双方で必要

とされる職員を置くとしており、そのため幼稚園教諭

の免許状と保育士資格の両方を有することを原則とす

るとしております。

　次に、就学前教育についてお答えいたします。

　県教育委員会としましては、「沖縄県幼児教育アク

ションプログラム」を通して、市町村に対して職員配

置の改善を促しているところであります。また、国に

対しては地方交付税措置の充実について要望している

ところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　医療・福祉行政につ

いての御質問の中で、７対１看護体制と病休等の取得

状況についてお答えいたします。

　県立病院においては、平成22年度に南部医療セン

ター・こども医療センター、平成23年度に中部病院で

７対１看護体制を導入し、必要な人員を配置しており

ます。

　平成22年度の１人当たりの病休の取得状況は3.2日

であり、年休は9.3日となっております。また、平成

23年９月１日現在、育児休暇の取得者は76人、産休は

16人となっており、介護休暇は２人となっておりま

す。

　次に、離職対策についてお答えいたします。

　病院事業局においては、看護師の離職防止に向けて

勤務負担の軽減を図るため、看護師の事務的業務を分

担する病棟クラークの配置、ヘルパーや介護福祉士の

病棟への配置、医師、看護師、コメディカル等による

組織横断的な業務改善の実施等を行っております。ま

た、モチベーションの向上に向け、専門性を高めるた

めの経験年数別研修を実施するほか、新任看護師の定

着を図るため相談役となるプリセプターの配置などを

行っております。

　次に、看護師の役割についてお答えいたします。

　県立病院は、地域の中核的な医療機関として救急医

療や急性期医療、高度・特殊医療等を提供しており、

県立病院における看護師は、これらの患者の診療や療

養で必要な看護サービスを適切に提供する役割があり

ます。そのため、病院事業局においては、看護師の院

内外の研修や患者の給食、入浴、排せつ等におけるケ

アの留意点などを定めた「看護業務基準」を策定し、

患者に対し「安全と安心の看護」、「満足する看護」

が提供できるよう、現場での教育、意識づけを行って

おります。

　次に、認定看護師についてお答えいたします。

　認定看護師は、高度化・専門分化が進展する医療現

場における看護の技術と質の向上を目的に創設された

資格認定制度であります。

　県立病院においては、平成23年９月現在、救急看

護、感染管理、緩和ケア等８分野で計17名の認定看護

師を養成し、定数の枠内で救急センター、ＩＣＵ等へ

の配置をしております。

　次に、看護師の勤務時間等についてお答えいたしま

す。

　県立病院の看護師は３交代制勤務を基本としてお

り、勤務時間は、日勤で午前８時から午後４時30分、

準夜勤で午後４時から午前０時30分、深夜勤で午前０

時から午前８時30分までであり、それぞれの勤務時間

が重なる30分の間で交代時の申し送りを行っておりま

す。

　また、１カ月当たりの平均夜勤回数は、平成22年度

で９回となっており、ＩＬＯ勧告に基づき勤務の間隔

を12時間以上とするよう考慮しております。

　次に、各部署の応援についてお答えいたします。

　県立病院においては、看護師の業務量の平準化を図

り、適切な看護サービスを提供するために、病棟の空

床状況等を勘案して病棟間や各部門間の応援体制をし

いております。

　離職者数と勤務年数についてお答えいたします。

　県立病院における年齢別の離職者数は、平成19年度

では20代42人、30代33人、40代15人、50代８人で合計

98人となっております。病院事業局においては、平成

20年度から離職防止対策を強化しており、平成22年度

の離職者は20代30人、30代21人、40代14人、50代８人

で合計73人となっております。

　離職者の勤務した在職年数については、平成19年度

では31人が３年未満、29人が３年から10年未満、22人

が10年から20年未満、16人が20年以上でありました。

平成22年度では27人が３年未満、25人が３年から10年

未満、７人が10年から20年未満、14人が20年以上と

なっております。

　以上でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　医療・福祉行政につ

いての、看護師の離職の理由と新卒者の離職について

の社会的損失についてお答えします。

　第七次看護職員需給見通しにおける調査によります

と、病院の看護師の主な離職理由は、「本人の健康問

題」、「転居」、「家族の健康・介護問題」で、新人

看護師においては、「基礎教育終了時点と現場との

ギャップ」となっております。

　日本看護協会の調査によりますと、平成20年度の県

内新規卒業者の離職率は11.5％となっております。平

成20年度に県内で就業した新規卒業者は430人で、離

職者は49人と推計されますが、再就業する者の数が把

握できないため、社会的損失を明らかにすることは困

難であります。

　続きまして、我が会派の代表質問に関連しての中

の、県議会の同意が必要かについてお答えします。

　沖縄県においては、平成12年11月に対馬丸記念会か

ら、会館は法人が自主的かつ主体的に運営する。管理

運営費等の経費を沖縄県に求めず、法人の責任におい

て対処するとの意向が示されたことから、平成13年度

及び14年度の２回にわたり対馬丸記念館の施設整備に

係る予算案を県議会に提出いたしました。当時の県議

会においては、「同記念館の運営管理に当たっては、

設立された財団法人の責任において対処し、県からの

財政的支援は行わないこと。」などの附帯決議を付し

た上で予算案は可決されました。

　対馬丸記念館の建設は、国による対馬丸慰藉事業と

して実施され、記念会が全額国庫補助を受けて建設し

たもので、国においては、開館後においても記念会が

行う事業費に対し補助することにより記念会の運営を

支援することとし、今日まで継続して支援していると

ころであります。

　続きまして、記念会の財政状況についてお答えしま

す。

　対馬丸記念会の過去６年間の収支状況を見ると、寄

附金収入等については変動があるものの、毎年度収入

が支出を上回っており、おおむね堅調に推移している

と考えております。

　対馬丸記念館の運営については、現在、国において

補助事業を継続して実施しているところであります。

　県としましては、記念館の収入増に向けては協力会

員及び入館者をふやす必要があると考えており、記念

会と連携して補助金の確保に努めるとともに、入館者

増に向けた記念館の取り組みを支援してまいります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　知事公室長にお尋ねしますが、

オートローテーションについて説明をお願いしたいと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　オートローテーション

とは、ヘリコプター等の回転翼機がその動力を失った

ときに、その回転翼の惰力による回転でもって揚力を

維持して緩やかに着陸できる機能だというように理解

しております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　この機能は、オスプレイにも備

わっていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　確たる資料が今手元に

ないんですけれども、それに相当する機能をオスプレ

イは有しているというふうに聞いております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　国務長官のオフィスも支援して

いるＮＰＯのアーサー・レックス・リボロという人

が、これはヒアリングの中で話をしておりますが、オ

スプレイの中で問題の３つのうちの１つは、このオー

トローテーションの機能の問題だというふうに言って

いるんですよ。そして、県の質問書の中にこのことが

入っていないのはどうしてでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ただいま御質問のあり

ましたレポートにつきましては、たしか７月か８月で

あったと聞いておりますが、県は、６月の時点でイン

ターネットでありますとか、その他のさまざまな文献

等によって洗い出された質問状を取りまとめて出した

ところでありまして、その時点ではその情報は入って

なかったということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　赤嶺衆議院議員がこのことにつ

いてお尋ねしているんですけれども、オスプレイの中

でオートローテーションの機能の欠陥があるんだと、

その問題点は解決したのかということを予算委員会で

したか、そこで尋ねたときに、北澤大臣がオスプレイ

もオートローテーションの機能は十分にあると答えて

いるんですよ。ところが、安全に着陸するということ

は言っていないんです。

　そして、さらに松本外務大臣は、シミュレーターを

用いてそのシナリオに基づいて、故障したときに停止

するかについてのオートローテーションの訓練を定期
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的にやったということで、これはシミュレーターを用

いてということで実機ではやっていないんですね。と

いうことは、本当に危険な状況にあるということなん

ですよ。

　県は、下降気流の中で飛び立つときの危険性を言っ

ていますけれども、上空でこのオスプレイが故障した

ときに、これを切りかえたときに1600フィート、ばん

と落ちてくると、そういう状況になったら本当に大変

な状況になるということを指摘しているんですね。と

ころが、これは北澤大臣も松本大臣も、いや、これは

安全だと。実際に訓練はしていない、シミュレーター

の中でしかやっていないけれども、それは大丈夫だと

いうようなことを言い切っているんです。これは先ほ

どのアーサー・レックス・リボロさんも、このことは

大変危険だと、危険のうちの一つだと指摘しているん

ですよ。こういうものを安全だというのは、日本の外

務省の人しか言わないというような状況なんですね。

そして、これをつくった企業でさえも、もうこのこと

には頼らないでやるとかというようなことを言ってい

るわけですよ。そういうような危険なオスプレイを、

普天間飛行場に本当に来年の秋までには配備するとい

うことを言っているわけですよね。

　そこで知事にお尋ねしますが、このような本当に危

険な胴体が大きなものがばんと落ちてきたときに、そ

の機能もないようなオスプレイを普天間に配置したと

き、本当にこれで安全が守られるのかということなん

です。そして、知事は、普天間飛行場の危険性の除去

を盛んに言っていますけれども、これが本当に配置さ

れたときにどういう状況になるか、もう危険性の除去

どころじゃないと思うんですよ。よろしくお願いしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　先ほども答弁申し上げ

ましたが、このオスプレイは開発段階で乗員が死亡す

るという事故を起こしていると。それだけでも県民は

不安を抱いているわけでございまして、ただいま議員

が御指摘の件につきましても、やはり県民が不安を抱

く要素になると考えていることから、県としまして

は、６月の時点ではありますが、29項目の県としての

疑問をまとめて政府に出しているわけです。したがっ

て、政府は、このことに対して説明責任があるわけで

ございますので、しっかり政府が説明すべきだという

のが県の考えでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　政府が説明すべきだとおっしゃ

いますけれども、じゃ、この質問書の回答、いつまで

に求めていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　速やかに出していただ

きたいということを再三申し上げておりまして、提出

時も速やかに出すようにと申し上げておりまして、９

月１日に一応回答は返ってきたわけでございますけれ

ども、その回答につきましては、先ほど申し上げまし

たように不十分な点が多々あるということで、再度

しっかりした回答をしていただきたいということを申

し上げているわけでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　環境アセスについての先ほどの

環境生活部長からの答弁がありましたけれども、これ

は書類に対して不備があったら受け取れませんよと言

うけれども、そうでなければ受け取るということを、

先ほどどなたかの質問に答えましたね。その不備とい

うのは何ですか、仲村議員だったと思いますけれど

も。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　不備というのは書類

上、いわゆる形式上の不備がなければという意味で申

し上げております。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　先ほどの説明の中で、ジュゴン

についても、飛行経路についても全然回答が得られて

いませんね。県は、ジュゴンについて数年の経緯を見

てということを言いましたけれども、先ほどの説明で

は書類上でそれを検証していくということで、本当に

県としてそれでよろしいんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　準備書でそういった

形で出てきていますので、それに対して知事意見で通

年調査をしてくださいと、そういう知事意見を出して

いるわけです。そういった知事意見に対して、現在は

評価書等は出ていませんけれども、その中できっちり

対応していくだろうというふうに考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　病院事業局長にお尋ねします

が、先ほど離職対策で、現在は看護師の不足はありま

せんというようなことをおっしゃっていましたけれど

も、本当にそうなんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　看護師のいわゆる不足がないかということでござい

ますけれども、配置定数に関しては、嘱託、臨任とも

含めて一応満たしておるという状況でございます。
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○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　皆さんのほうから平成19年と22

年についての離職者の年代別の報告を受けましたけれ

ども、私のほうでは５年間のその経緯を受け取りまし

た。その中で平成18年、トータルで申しますと69名、

19年が98名、それから平成20年が109名、そして21年

が81名、22年が73名、トータルで430名の人たちがや

めていっているわけですよね。それを本務とか、ある

いは臨任とか、そういうふうにして補充していってい

るわけですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　年度途中に関しては

大体そういうふうな形になっていると思いますけれど

も、毎年初めまでにはそういう正職員の形で補ってお

るという状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　先ほどの報告の中で夜勤が９回

と言っておりますけれども、離職対策の中でこの夜勤

を減らしていくとか、そしてまたその夜勤の中に妊産

婦が入っているのかお尋ねしたいと思います。深夜勤

のほうです。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時15分休憩

　　　午後８時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　本人の申告によっては、勤務することがあるという

ことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　それでは、その深夜勤の中に妊

産婦は極力避けるというようなことでなさっていると

いうことですか。はい、わかりました。

　その離職対策について、深夜勤あるいは準夜勤の手

当というのは、それは臨任と本務職員とは差があるん

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　正職員と臨任職員には、差はないということでござ

います。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　皆さんから出ているもので、嘱

託職員については深夜勤で１回4600円、そして準夜勤

で4100円、そして10年以上の場合には200円ずつ上乗

せをしていっているんですけれども、臨時看護師につ

いては大変な差がありまして、深夜勤が3300円、準夜

勤が2900円となっているんですよ。そして、本務職員

とあるいは臨任の深夜勤・準夜勤のこの仕事の中での

差というのはあるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　原則的には、仕事の差はないというふうに考えてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　やはり深夜勤・準夜勤をしてい

く上で仕事の上での差はない中で、このようにして賃

金に差をつけていく、手当に差をつけていくというの

はどうなんでしょうか。ほかの県もそういうことを

やっているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　臨任職員と正職員の経験年数による差はございませ

ん。ただし、嘱託員の場合は別で、賃金の差が出てく

ると思います。

○渡嘉敷喜代子さん　ちょっとよくわかりません。

　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後８時18分休憩

　　　午後８時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　ただいまの御質問の嘱託の報酬額について、今、資

料を持ち合わせておりませんので、後ほどお答えした

いと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　離職対策で、新潟県の場合です

けれども、夜勤が月７回、そして妊産婦とかについて

は減免をしていくとか、あるいは職場を異動していく

とか。そして深夜勤が１回6550円、そして準夜勤が

5550円と。県の場合にはすごい差があるなという感じ

がするんですね。看護師は深夜勤をするのが当然だと

いうような言い方をしていますけれども、月３回以上

の深夜勤をやるとか――男性でも同じことなんですけ

れども――それ以上やるということは体に対してのリ

スクというのがあるということです。お医者さんです

のでよくおわかりでしょう、どういうことでしょう

か。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　身体的な負荷がかかるからそれなりに手当がふえる

という状況があると思います。ですから、これは本人
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の体調によってはそういった深夜勤務をさせないよう

な配慮をしているという状況でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　部署から部署への応援が出てい

ますよね。そのときに、例えば一般病棟から外来とか

救急とかに派遣されるときに、今、深夜勤で何名配置

しているんですか、この一般病棟で。それが外来とか

救急に行ったときにそこが手薄になるわけですよね。

そのあたりのことをちょっと説明していただきたいん

ですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　これは看護基準が決められておりますから、そこが

手薄になるような応援のあり方はございません。

○議長（髙嶺善伸君）　渡嘉敷喜代子さん。

○渡嘉敷喜代子さん　この本を見て本当に驚いたんで

すけれども、病院から看護師が消えていく、看護崩壊

というようなことが出ているんですよね。（資料を掲

示）　そして、深夜勤したときの体のリスクというの

は、女性だったら乳がんの発症率が高いと、男性だっ

たら前立腺というのが出ているわけですよ。ですか

ら、本当に看護師が夜勤をやって当然だということで

はなくて、７回以下に抑えるとか、そういう努力もし

ていかなきゃいけないと思うんですね。沖縄県は９回

ですよね。そういうことでこれから努力をして、看護

師をふやして頑張っていただきたいと思います。

　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、10月３日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後８時22分散会
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議　　事　　日　　程　第６号

平成23年10月３日（月曜日）

午前10時開議

第１　乙第15号議案から乙第17号議案までの撤回の件

第２　一般質問

第３　甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第17号議案まで、認定第１号から認定第23号ま

で及び諮問第１号（質疑）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第15号議案から乙第17号議案までの撤回の件

日程第２　一般質問

日程第３　甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第14号議案まで、認定第１号から認定第23

号まで及び諮問第１号

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県防災会議条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県税条例等の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県保健所運営協議会条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　工事請負契約について

乙第６号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第７号議案　財産の取得について

乙第８号議案　財産の取得について

乙第９号議案　訴えの提起について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　損害賠償請求事件の和解等について

乙第13号議案　車両損傷事故に関する和解等について

乙第14号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

認 定 第１ 号　平成22年度沖縄県一般会計決算の認定について

認 定 第２ 号　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認 定 第３ 号　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認 定 第４ 号　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認 定 第５ 号　平成22年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認 定 第６ 号　平成22年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について

認 定 第７ 号　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認 定 第８ 号　平成22年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

認 定 第９ 号　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ６ 号）　　　　　　第 ６ 回

　

平成23 年 10月 ３日（ 月曜日 ）午前 10時２ 分開議
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認 定 第 10 号　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認 定 第 11 号　平成22年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認 定 第 12 号　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認 定 第 13 号　平成22年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認 定 第 14 号　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

認 定 第 15 号　平成22年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認 定 第 16 号　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について

認 定 第 17 号　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認 定 第 18 号　平成22年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認 定 第 19 号　平成22年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計決算の認定について

認 定 第 20 号　平成22年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認 定 第 21 号　平成22年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認 定 第 22 号　平成22年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認 定 第 23 号　平成22年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

諮 問 第１ 号　軌道敷設の特許申請に伴う意見について

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（48名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 説明のため出席した者の職、氏名

議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

知　　　　　事　　仲井眞　弘　多　君 副　　知　　事　　上　原　良　幸　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　９月14日から28日までに受理いたしました請願１件

及び陳情13件は、お手元に配付の請願及び陳情文書表

のとおりそれぞれ所管の常任委員会に付託いたしまし

た。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔請願及び陳情文書表　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、申し上げます。

　９月30日の渡嘉敷喜代子さんの一般質問中、県立病

院嘱託員の報酬に関する質問について、病院事業局長

から発言を求められておりますので、この際これを許

可いたします。

　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　おはようございま

す。

　９月30日の渡嘉敷喜代子議員の医療福祉行政につい

ての再質問の中で、臨時的任用職員と嘱託職員の夜間

看護勤務に係る手当についてお答えいたします。

　臨時的任用職員は、本務職員と同様の給料・手当を

支給しており、嘱託看護師は経験年数に応じて設定し

た報酬額を支給しております。夜間勤務に対しては、

午前０時から午前８時30分までの深夜勤勤務の場合、

本務職員等には夜間看護等手当として3300円、経験年

数が10年以上の嘱託看護師には夜間手当として4800円

が支給されています。

　嘱託看護師の夜間手当が本務職員を上回るのは、本

務職員等には労働基準法に基づき別途夜間勤務に対す

る割り増し賃金を支給していることとの均衡を図るた

めであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第15号議案から

乙第17号議案までの撤回の件を議題といたします。

　知事から撤回理由の説明を求めます。

　仲井眞知事。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案の撤回について　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　ただいま議題となりました乙第15号議案、乙第16号

議案及び乙第17号議案について撤回の理由を御説明申

し上げます。

　平成23年９月16日に提出いたしました乙第15号議

案、乙第16号議案及び乙第17号議案の「流域下水道の

維持管理に要する負担金の改定について」は、中部流

域下水道、中城湾流域下水道及び中城湾南部流域下水

道の維持管理運営の健全化を図るため、当該維持管理

に要する負担金を改定する必要があることから、議決

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

副　　知　　事　　与世田　兼　稔　君

知 事 公 室 長　　又　吉　　　進　君

総　務　部　長　　兼　島　　　規　君

企　画　部　長　　川　上　好　久　君

環境生活部長　　下　地　　　寛　君

福祉保健部長　　宮　里　達　也　君

農林水産部長　　比　嘉　俊　昭　君

商工労働部長　　平　良　敏　昭　君

文　化　観　光
　　　　　　　　　平　田　大　一　君
スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君

病院事業局長　　伊　江　朝　次　君

会 計 管 理 者　　米　蔵　博　美　さん

知　事　公　室
　　　　　　　　　饒平名　知　成　君
秘書広報統括監

総　　務　　部
　　　　　　　　　新　垣　郁　男　君
財 政 統 括 監

教 育 委 員 会
　　　　　　　　　中　野　吉三郎　君
委　　員　　長

教　　育　　長　　大　城　　　浩　君

公安委員会委員　　安　里　昌　利　君

警 察 本 部 長　　村　田　　　隆　君

労 働 委 員 会
　　　　　　　　　平　良　宗　秀　君
事　務　局　長

人 事 委 員 会
　　　　　　　　　岩　井　健　一　君
事　務　局　長

代表監査委員　　又　吉　春　三　君

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君
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を求めたところであります。しかし、平成23年９月15

日に那覇市等４市町から、流域下水道の負担金の受益

の範囲、維持管理費のあり方について提案と改定時期

の延長要請がありました。

　当該提案は、流域下水道関連15市町村全体に関係

し、慎重な対応が必要となりますことから、さらなる

調整を行うことといたしております。これらの調整に

相当の時間を要するため、乙第15号議案、乙第16号議

案及び乙第17号議案を撤回することといたしました。

　以上、議案の撤回理由について御説明いたしまし

た。

　よろしくお取り計らいいただきますようお願い申し

上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　お諮りいたします。

　ただいま議題となっております乙第15号議案から乙

第17号議案までの撤回の件は、承認することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第15号議案から乙第17号議案までの撤回

の件は、承認することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時８分休憩

　　　午前10時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第２及び日程第３を一括し、これより直ちに一

般質問を行い、甲第１号議案から甲第３号議案まで、

乙第１号議案から乙第14号議案まで、認定第１号から

認定第23号まで及び諮問第１号を議題とし、質疑に入

ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　照屋大河君。

　　　〔照屋大河君登壇〕

○照屋　大河君　おはようございます。

　社民・護憲ネット、照屋大河です。

　通告に従い、一般質問を行います。

　大きい１番、基地問題について。

　茨、米軍による漁船威嚇について。

　９・11同時多発テロ以降、ホワイト・ビーチ周辺の

提供水域で軍艦が航行中、米軍が近くを通る漁船に対

したびたび銃口を向けて威嚇行為をしていることが判

明した。

　ア、県は問題を承知しているか、実態把握の状況に

ついて伺う。

　イ、勝連漁協の要請を受けた沖縄防衛局が威嚇行為

をやめるよう米側に申し入れたようである。同漁協に

対する米側回答を明らかにされたい。

　芋、米軍基地内で行われる工事について。

　下請・孫請業者の基地内立入許可手続の実態につい

て伺います。これについては、基地内の工事を請け負

う企業ですが、その元請についてはパスが配られて、

基地内の立ち入りについてはある意味容易にスムーズ

にできるようであります。しかし、それ以外の下請の

皆さん、孫請の企業の皆さんには、基地内に入る際に

日本人従業員のサポートというかエスコートが必要

で、これはかなりの時間がかかるようです。そういう

ことなので、その実態について質問取りのほうでも説

明してありますので、答弁をお願いしたいと思いま

す。

　大きい２番、宮城島におけるカジノ計画について。

　うるま市の宮城島を中心とした４島にカジノを含む

統合リゾートを誘致する計画があることが明らかに

なった。地域住民向けに開いた説明会に県観光政策課

の職員が同席している。同準備室から、いつ、いかな

る要請があり、どのような判断理由をもって説明会の

出席を許可したのか。会合における説明内容とあわせ

て事実関係を明らかにされたい。

　大きい３番、義務教育未修了者支援事業について。

　茨、同事業における「実態調査」に当たっては、運

営協議会を開催することになっているが、枠組みや開

催時期は決まったのか、今年度の予算とあわせて伺い

ます。

　芋、同支援事業では、「学習機会の提供」として民

間関係機関に業務委託すると承知しているが、委託先

は決まったのか。委託先、予算総額、当該予算の費目

について明らかにされたい。

　大きい４番、新たな沖縄振興について。

　茨、沖縄政策協議会の開催及び概算要求公表を踏ま

えた上で、新たな沖縄振興に関する国との議論の進瀧

に対する知事の見解を伺う。

　芋、新たな沖縄振興については、各政党・各会派初

め経済界、労働団体等も提言をまとめ、県当局に報告

しているものと承知しているが、これらの提言が県が

策定中の基本計画にどのような形で反映されているの
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か、提言を受けて新たに採用を予定する事業や制度、

あるいは採用を検討しているものがあるのか伺いま

す。

　鰯、去る９月４日に実施された南風原町病院敷地内

での不発弾処理をめぐり、避難費用の負担などについ

て、国と自治体の責任所在の問題が露呈した。新たな

沖縄振興において、跡地利用促進法（仮称）と並んで

不発弾についても関連法案の整備を国に要求すべきで

はないか。県の見解を伺う。

　允、新たな沖縄振興における基本計画の「戦後処

理」事業には、従来の不発弾処理や旧軍飛行場問題に

加えて遺骨収集や義務教育未修了者の問題も明記すべ

きと社民党は提言しているが、県の見解を伺います。

　以上、答弁をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　照屋大河議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、新たな沖縄振興についての御質問の中

で、国との議論の進瀧に対する知事の見解いかんとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　平成24年度以降の沖縄振興につきましては、去る９

月26日に開催されました沖縄振興部会におきまして新

たな産業振興策や一括交付金の創設、そして駐留軍用

地跡地利用のための法律の整備など、政府における新

たな沖縄振興の検討の基本方向が示されたところであ

ります。また、９月30日に内閣府沖縄担当部局から財

務省に提出されました平成24年度予算概算要求につき

ましては、閣議決定されました平成24年度予算の概算

要求組替え基準を踏まえ、事業費の積み上げによりま

す要求がなされ、沖縄県が求めております沖縄振興一

括交付金（仮称）について事項要求となされるなど、

沖縄県の要望を踏まえたものではないと考えておりま

す。また、同日提出されました税制改正要望につきま

しては、地域指定における所得控除の拡充、そして法

人税の投資税額控除など県の要望内容がほぼ認められ

ているものの、全県を対象としました地域指定制度や

県内離島も含めた航空機燃料税の拡充などにつきまし

ては、県の要望が反映されたものとはなっておりませ

ん。

　沖縄県といたしましては、自由度の高い沖縄振興一

括交付金（仮称）の創設とあわせて、アジア地域と競

争力を有するインセンティブの高い税制措置が必要で

あると考えており、引き続き国に対して要望内容の実

現を求めてまいりたいと考えております。

　次に、新たな沖縄振興に係る御質問の中で、各政

党、経済界などからの提言についての御質問にお答え

いたします。

　「新たな計画の基本的考え方（案）」につきまして

は、本年４月以降、沖縄県議会各会派を初め各界各層

の皆様から、数多くの約1700件の御意見や御提言をい

ただいたところでございます。

　例を申し上げますと、宮古・八重山圏からは交通・

物流コストの低減や水道事業の広域化など、また北部

圏域からは北部振興の継続や医師確保についてなど、

そして中南部圏域からは鉄軌道を含めた交通体系の整

備や駐留軍用地の跡地利用の推進などにつきまして御

意見をたくさんいただきました。こうしたさまざまな

御意見を集約、反映させて、去る７月28日に「新たな

計画の基本的考え方」として取りまとめたところでご

ざいます。現在、この基本的考え方を踏まえまして新

たな計画そのものの取りまとめ作業を進めているとこ

ろでございます。

　沖縄県では、新たな計画（案）を沖縄県振興審議会

において御審議いただきますとともに、県民フォーラ

ムを開催し広く県民に周知を図り、そして機運を盛り

上げてまいりたいと考えております。そしてまた御意

見を伺うことも考えております。無論、引き続き、沖

縄県議会各会派を初め市町村や各種団体などからも幅

広く御意見をいただきながら、さらに御提案もいただ

きながらよりよい計画を策定してまいりたいと考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　基地問題についての御

質問の中で、米軍による漁船威嚇についてお答えいた

します。１の茨のアの契と１の茨のアの形は関連いた

しますので一括してお答えします。

　勝連漁業協同組合によりますと、ホワイト・ビーチ

周辺で、米軍の警備艇から漁船に銃口を向ける等の行

為がこれまでにたびたび発生していたとのことであり

ます。このため、平成21年１月、同漁協組合長から沖

縄防衛局長に対し、銃口を向けた威嚇行為や米軍等の

艦船による漁業への影響を含む要請を行ったとのこと

であります。去る９月７日、同組合に対し、沖縄防衛

局から要請の内容について米側に伝えたとの説明が

あったとのことでありますが、米軍の回答については

得られていないとのことであります。

　県におきましては、米軍の演習等により県民が不安

を抱く事態があってはならないと考えており、引き続
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き事実関係の確認に努めているところであります。

　次に、新たな沖縄振興についての御質問の中で、不

発弾関連法案の国への要求についてお答えいたしま

す。

　不発弾処理につきましては、戦後処理の一環として

国が責任を持って取り組むべきものと考えておりま

す。

　今回の南風原町サマリヤ人病院における不発弾処理

については、重病患者など避難困難者の対応につき、

国・県・市町村・民間企業等で構成される「沖縄不発

弾等対策協議会」において、病院関係者の意見も踏ま

え、万全の安全対策を講じた上で院内退避を行うこと

が最良であると判断されたところであります。

　県におきましては、新たな沖縄振興に係る国への制

度要望として、民間が行う開発等における磁気探査費

用の全額国庫負担制度の創設を要望しておりますが、

不発弾処理の法整備のあり方を含めた対応についても

引き続き国と調整を行っているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　基地問題についての

御質問の中で、米軍基地内工事における下請業者等の

立入許可手続についてお答えいたします。

　米軍基地内で行われる工事に関係する人員及び車両

等の立入許可手続については、契約を行った元請業者

が下請業者や孫請業者等の施工体制を事前に把握した

上で申請書類を作成し、発注機関等を通して米軍の立

入許可審査部署に申請することになっていると聞いて

おります。なお、その実態については、県では把握し

ておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　宮城島にお

けるカジノ計画についての中の、宮城島での意見交換

会の概要についてお答えいたします。

　今回、宮城島で開催された意見交換会につきまして

は、宮城島４地区自治会と統合リゾートについて地域

住民の理解促進に取り組んでいる団体の連名により、

統合リゾートに関する県の取り組みなどを説明してほ

しいとの文書による依頼を受け、担当職員が出席した

ものであります。

　県としましては、これまで実施しました統合リゾー

トに関する取り組みについて県民に説明する責任があ

るものと考えており、説明対象者の賛成、反対の立場

にかかわらず、中立な立場で説明することが可能と判

断できる場合には、県職員が参加し説明を行うことと

しております。

　なお、今回の意見交換会におきましては、県がこれ

まで実施した統合リゾートに関する調査内容や県の基

本的考え方及び国の動向について説明を行ったところ

であります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　義務教育未修了者支援事業

についての御質問で、実態調査と予算についてお答え

いたします。

　県教育委員会では、昭和７年から昭和16年までに生

まれた方で、戦中戦後の混乱により義務教育未修了と

なった方と、そのうち学習機会の提供を希望する方の

実態調査を行うこととしており、その説明会を10月17

日から24日の日程で実施する予定であります。実態調

査に係る予算は、237万2000円となっております。

　次に、業務委託先等についてお答えいたします。

　県教育委員会では、委託業務を実施するため公募を

行った結果、委託先に特定非営利活動法人珊瑚舎ス

コーレを選定したところであります。委託事業の総予

算は740万3000円で、その主な予算費目は、謝金、教

材費、印刷製本費となっております。

　次に、新たな沖縄振興についての御質問で、新たな

沖縄振興策への明記についてお答えいたします。

　県教育委員会では、新たな沖縄振興の「教育・文

化」の分野で、新規事業として制度提言を行っており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　新たな沖縄振興につ

いての中の、新たな沖縄振興における基本計画に遺骨

収集を明記すべきことについてお答えいたします。

　遺骨収集については、新たな計画の基本的な考え方

において、遺骨収集に係る情報の一元化を図るよう体

制を整備し、国の責務により、遺骨収集に関する中期

計画を策定し、組織的・計画的に実施することで遺骨

収集の加速化に取り組むことを強く求めております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　土建部長、実態を把握していないと

いうことですが、実際にそういう苦しい声が届いてい

るわけですね。そういう意味では、その基地内の事業
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についてたくさん県民に機会を与えようという取り組

みも進んでいるわけですから、関係機関との話をする

機会も多いと思いますので、実態を把握した上で、こ

れは２時間、３時間とゲートのほうで待たされるよう

なんですよ。実態を把握した上で元請業者に対する指

導のお願いというか、そういう方法も含めて検討して

いただけないかと思うんですが、いかがですか。これ

は実態把握も含めて。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　お答えします。

　手続がなされている工事に関してはある程度時間を

要しても完備されていたら問題はないと思っています

けれども、ただし日々雇用の方々はそういう時間がか

かっているという懸念があるということは承知はして

いるんですけれども、実際建設業団体においても細か

く把握していないということで、今後業界団体とも

しっかり連携を図りながら、そういう実態があればど

ういうふうに対応しているかどうか、検討していきた

いと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　よろしくお願いいたします。

　それでは教育長、この珊瑚舎スコーレ未修了者に対

する委託事業なんですが、先ほど教材費などにその支

援事業費が分かれているということだったんですが、

これまでもボランティアなどを通してこの事業を進め

てきたわけですよ。しかし、与えられた予算について

使い勝手が非常に悪いということを聞いています。例

えばこれまで教材費であれば、建物の賃借料とかそう

いうところに使えないということなので、改めてその

当事者の皆さんと協議をしながら、県においても一括

交付金に自由度があるということで、予算についてそ

ういう求め方をしています。その辺について協議を進

めていくことができるのかどうか伺いたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　先ほども答弁しましたけれ

ども、委託先はもう決まっておりまして、予算項目も

先ほど説明したとおりでございます。

　今の御質問の趣旨は、今後の対応について協議を深

めていく中でさらに詳しい対応ができないかという質

問でしょうから、それができるように対応していこう

と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　ぜひよろしくお願いいたします。

　それでは次に、沖縄振興予算について。

　知事、先日内閣府からの概算要求の発表ですね、

2437億円。先ほどの答弁においても要望を踏まえたも

のではないと、今後また年末の予算折衝に向けて要望

内容の実現を求めていくという答弁でありましたが、

先ほど言われたように、多くの県民の皆さんからの要

望も踏まえた上で、県民一丸となってあと３カ月ぐら

いが沖縄の正念場だと思いますので、その３カ月間必

死で頑張るというような決意をもう一度お願いしたい

んですが。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員からの叱咤激励もいた

だいた感じですが、我々が要求した今度の新しい10年

につきましては、国との関係においてこの計画も県が

主体で行くとか、それから一括交付金の仕組み、これ

は民主党さんがマニフェストでどーんと出された「一

丁目一番地」政策ですから、我々もそれは非常に結構

だということで、それに一緒になって民主党の皆さん

ともやってきたわけで、何とかこれをもっとしっかり

とした形でまとめていただきたいというような、これ

は残りあと10月、11月、12月のここで制度設計も歩き

ながらどうもやらないといかぬという面があります。

そういうことで国のお役人の皆さんにとってはこれま

でとは違う形になるものですから、すぐはい、わかり

ましたというわけにはちょっといかない部分もあろう

かと思います。そういうこともあって詰めはこれから

だと思いますので、ひとつぜひ議会の先生方のお力も

得て、いい形で額も含めてまとまっていくように頑

張ってまいりたいと思いますので、ひとつぜひ議会の

皆様のお力添えよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　やっぱり３カ月ですね、必死になっ

て頑張っていただきたい。説明が足りなかったところ

は、その説明を加えていく。熱意をもっともっと見せ

なければいけないところもぜひ頑張っていただきたい

なと思うんですが、企画部長、ちょっと担当部長とし

て伺いますが、この７月28日にたくさんの意見を聞き

ながら基本的な考えが示されたというわけですが、そ

の後まだ意見などが寄せられていると、さまざまな要

望が寄せられているというふうに認識しています。特

に、子供たちの貧困と格差を考える会だったでしょう

か、そういう団体からの要請がありますので、その要

望についての部長の見解を伺いたいなと。

　それからこれまでの振興計画の中で、ある程度社会

資本整備のほうが整ってきたという議論もあります、

追いついてきたということですかね。そういう意味

で、福祉や保育・教育あるいは子育てをする世代の格

差の是正にも向いていかないといけないというこの来
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年度の振興予算、振興計画だと思うんですが、一方ま

だ離島地域あるいは過疎地域からはいよいよこの話が

来年度に向けて盛り上がるにつれてまだまだ不安の声

があります。うるま市の与勝半島も橋ではつながって

いますが、地域の皆さん、生活の最低基準の整備など

も含めて大変な不安を抱えています。そういう意味で

しっかりと離島地域の整備についても加えていただき

たい、考えていただきたいという思いがあるんです

が、部長のこの２点について見解をお伺いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　次の新たな計画に向け

て、これまで「沖縄21世紀ビジョン」それから総点

検、そしてまた今回のこの４月から始まりました基本

的考え方についての議論、そういうふうなものを県民

各界各層から非常にたくさんの意見をいただいてここ

まで来ております。もちろんそれは７月にある程度こ

の考え方をまとめたわけですけれども、これから後ま

た基本計画をこの10月以降また議論をすることに――

本計画といいますか――それをやる予定になっていま

すので、その中でまた残された部分、さらに追加すべ

きものというものをくみ上げていきたいというふうに

考えております。

　それからこれまでのこの社会資本の整備に加えて福

祉とか医療とかそういうふうな分野でも議論が必要

じゃないかというふうな御意見も今議員からございま

したけれども、まさにこの新たな計画の考え方の中で

は、「施策展開の基軸的な考え」方として２つ挙げて

ございます。１つは、「日本と世界の架け橋となる沖

縄型自立経済の構築」というものと、もう一つは「沖

縄らしい優しい社会の構築」。まさにこれまでの沖縄

振興法の中では余り重点的には触れられていなかった

分野、これを計画の大きな柱として位置づけることに

よって、医療それから福祉、それから教育、そしてま

た自然、伝統文化そういう県民の要望にこたえてい

く、そういうふうな計画をつくっていきたいというふ

うに考えているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　多くの県民の声に耳をしっかりと傾

けていくことが、先ほど言った３カ月も県だけではな

い県民全体としてのものになると思いますので、しっ

かりとした対応をお願いしたいと思います。

　それでは続いて、ホワイト・ビーチの件、知事公室

長に伺います。この漁民・県民に向けられた銃口です

が、この銃には実弾が装てんされていると考えるべき

ですよね。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　県ではそのあたりは確

認をしておりません。ちょっと判断しかねる部分がご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　この銃口を向けられた漁民について

は、非常に怖かったと恐怖を感じたということです。

今、東日本大震災への、米軍の救援活動をもってその

米軍に対する過大な評価をしたり、特別に強調した議

論も論調もありますけれども、やはり米軍として提供

水域に近づく者に対して銃を向けたりするというの

は、軍の本質であって本来任務だと思うんですね。た

だ、その基地と隣り合わせにある沖縄県において幾ら

何でも銃口を向けられるという事態は――先ほど確認

したわけですよね、そういう実態があるということは

――異常だと思うんですよ。そういう意味では、情報

を収集するとかということではなくて知事みずから抗

議をして、そういうことはやめるように伝えるべき

じゃないかと考えるんですが、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　議員御指摘のように、

平時の沖縄においていかなる意味や理由があっても県

民に対して銃口を向けるというようなことはあっては

ならないと考えております。

　事実確認と申しましたけれども、そういった実態、

あるいはそういった理由がはっきりすればこれは県と

してしっかり米軍に対して物を申し上げるということ

になります。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　あってはならないと言いながら、何

かその意欲を感じません。本当に怖い思いをしたとい

う証言を実際聞いているわけでしょう、確認したん

じゃないですか。その辺いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この平成21年１月15日

に勝連漁業協同組合がお出しになった要請書――これ

は沖縄防衛局に対して出した要請書――によります

と、原潜の寄港時に半径100メートル以上離れて漁場

に向かう場合でも機関銃を装備した警戒船が近づき威

嚇をされ、恐怖を感じ、漁場に行けなかったという報

告も何度かありますと明言されているわけでして、こ

れはやはり重く受けとめたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　重く受けとめて早速な対応をお願い

したいなと思います。

　実は、基地問題さまざまありますが、先日、県がオ
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スプレイについて質問状の提出がありました。危険な

新しい機種だということで不安を抱え、たくさんの議

会で配備反対の決議もなされていますが、そういうこ

の県民の声に沿ってしっかりと対応をしていくそうい

う姿勢が大切だと思いますので、先ほど漁協から照会

をしたという文章を読み上げるんではなくて、実際県

としても積極的に動いていただきたいというふうに思

います。

　そしてこのホワイト・ビーチの原潜の入港について

は、これまで知事は寄港について安保容認の立場から

反対するものではないと繰り返してきております。実

は地元の議会も反対の決議をしている。そういうこと

でこれまで続けて寄港に反対するよう求めてきました

が、先ほど言ったような答弁が繰り返されます。確か

に知事の答弁は変わりませんが、硬直した考えではな

くて、あるいはそういうふうに反対を求めないんであ

れば、先ほど言ったように実際こういう実態について

のしっかりとした把握あるいは原潜の事故についての

質問に対してもなかなか答え切れなかったでしょう、

ヨウ素の問題なども。委員会では私がその事故があっ

たときに、防護服を用意していますと――これは上原

副知事が公室長のときだったと思うんですが――じゃ

あこの防護服どこにあるんですかと言ったら、委員会

はとまってしまった。どこにあるか調査に走り回った

わけですね。そういうことでは、福島第一原発の事故

後、地域住民の不安も多くある、高まってくるわけで

すから、そういう実際銃口を向けられた事態に対する

調査も含めて本当に原潜寄港に対する安全の確保とい

うか、最低限の情報収集というんですか、そういうの

はやっていくべきじゃないかなと思うんですが、いか

がでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　先ほど来申し上げてお

りますように、やはり県民に銃口が向けられていると

いう事態はこれは異常な事態であるというふうに認識

しておりますので、引き続きこれは防衛局ともきちん

とそういう問題を共有しつつ米軍のそういうような行

為については調査をしていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　過去の入港の回数なんですが、確か

に平成20年以降はふえているんですよ。しかし、これ

までわずか年間３回とかあるいは沖合停泊でほんの数

時間という事例も多くあるわけですね。本当にそこに

立ち寄ることが必要なのか、あるいは本当にそこにホ

ワイト・ビーチ、原潜の基地が必要なのかも含めて先

ほどオスプレイの質問状に対する評価も申し上げまし

たが、しっかりとそういう形で県が対応していただき

たいということを改めて重ねて申し上げておきます。

　次に、カジノの件でお伺いします。

　平田部長、先日、「あまわり浪漫の会」の表彰で、

土木の當山委員長からお祝いの言葉がありました。そ

して部長の脚本家としての功績に対するお祝いの言葉

がありました。私の息子もこの阿麻和利の大ファンで

す。いつも家でまねをしたりしているんですね、阿麻

和利のまねを。勝連のニーセーター、肝高のアン

グヮーター、イクサユは終わった――これ以上は脚本

家の前でやめたいんですが――その後阿麻和利は、イ

クサユは終わった、もはや刀やなぎなたを振り回す時

代ではないのだ。ところが、この勝連半島は作物も少

なく、田畑も狭くて作物も少ない。しかし、シンカヌ

チャー、物は考えようだ。島が小さいということは海

が広いということだ。海の向こうには唐がある、ヤマ

トがある、世界じゅうに船を走らせ、異国の宝を持ち

帰ろうではないか。当たっていましたかね、そういう

せりふを自宅でやっています。

　副知事が自立とはということで、国際交流だ、その

柱になるんだということで、先ほどのせりふは私はそ

ういうふうに理解するんですが、地域も一体となっ

て。そういう意味で、部長に頑張っていただきたいん

だけど、今回のカジノに対する県の対応については

ちょっと不満や疑問がありますので、質問を続けたい

と思います。

　このカジノを含む統合リゾート計画については、賛

否両論あり、世論が分かれる事業との認識はあるのか

伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　はい、認識

しております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　県はカジノ計画について、推進・賛

成の立場なんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　先ほど申し

上げた繰り返しになって申しわけありませんが、基本

的に中立の立場という形で今は説明をしているところ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　これがその説明会で使われた資料

（資料を掲示）　この資料は10ページありますが、１

ページにいわゆるギャンブル依存症などに対するもの

が書かれています。しかも、それはそうなったときの

対応策がこうでありますよというような表現の仕方で
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す。それから参加者に聞いたときに、決して部長が

言ったような印象はなかったと。県は賛成・推進の立

場なんですかというふうに多くの問い合わせを受けて

おりますが、その点についてどれぐらい問題点に対す

る説明があったのか伺いたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時51分休憩

　　　午前10時54分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　お答えいた

します。

　議員のほうからの御質問で、今参加された方々から

は、推進のような話の色合いが強いというか、おっ

しゃるとおりそういうふうに受けとられたというふう

なところもあると思います。

　この件に関しましては、沖縄の将来を考える上で一

つの可能性として経済的な自立、そういった面からの

付加価値の高い観光地としては要素があるという部分

は確かにありまして、その辺の可能性も含めてのお話

もさせてもらっていると思います。あわせて懸念事項

に対するデメリットの件に関しましても、しっかりと

御説明を申し上げておりますので、知事の公約としま

しても最終的にはこれは県民のコンセンサス、合意を

しっかり図った上でその導入等に含めては今後また検

討していく。あわせて国の動向を今見ながら、その推

移を見ながら進めている状況でございますので、そう

いったところを含めてこれからも検討していきたいと

思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　照屋大河君。

○照屋　大河君　推進の立場と思われたかもしれな

い、あると思うというのにはびっくりしますが、これ

はそのときの意見交換会で地域に配られた案内文で

す。（資料を掲示）　沖縄県は仲井眞知事主導のも

と、21世紀沖縄の新しい観光拠点を形成を目指してリ

ゾートホテルや各種のエンターテインメント施設、コ

ンベンション施設が集中立地した統合リゾート事業を

推進していますとそういう形で、彼ら財団が出したか

もしれませんが、沖縄県から始まる文章で西田健次郎

さん、那覇商工会議所参与の又吉さん、あるいは県の

文化観光スポーツ部、國場幸一郎さんというふうに続

くわけですね。そういう意味では、取り組みからして

推進と言われるような県がお墨つきを与える、それか

ら判断に誤解を与えるような取り組みだったというふ

うにしか感じられませんので、今後慎重に対応をして

いただきたいということを申し上げます。ちょっと答

弁を部長お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員からのアドバイス

といいますか、それはそれとして伺っておきますが、

私は統合リゾートという考え方の中で、カジノの可能

性は産業の一つとして追求すべきであるというのは私

の考えです。そして、ただしコンセンサスが得られな

いときには入れないというのも私の公約です。ですか

ら、頭からカジノというのをシンガポール、その他で

もちゃんとした産業として成り立っているものを否定

するつもりはありません。ですから、可能性はきちっ

と追求をしてまいりたいと考えております。それを踏

まえてまた国でも一体どういう法律を、いつつくられ

ていくのかも我々は見守りながら可能性はきちっと追

求します。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　おはようございます。

　通告に基づき質問します。

　１、米軍基地問題について。

　茨、県民の負担軽減を宣伝した日米合意は、爆音や

オスプレイの配備などで県民に大きな苦しみを与えて

います。日米合意は破綻しています。知事の見解を伺

います。

　芋、米軍普天間基地の県外移設を知事は日米両政府

に訴えていますが、それではいつ実現するかわかりま

せん。固定化を許さないためには無条件撤去の立場で

頑張るべきだと考えますが所見を伺います。

　２、日米地位協定について。

　茨、日米地位協定の目的は米軍を守るためにありま

す。軍事優先の体制を維持する結果、県民が犠牲にさ

れるのです。法のもとの平等の原則からして、犯罪に

ついては国民と同様に裁かれるべきです。その廃止を

強く求めるべきです。知事の所見を伺います。

　芋、日米地位協定を廃止すると米軍に与える影響は

どうなると考えますか。

　３番目に、東部海浜開発事業についてです。

　茨、知事は、中城湾港泡瀬地区の埋立地用途変更に

関する「公有水面埋立免許」の承認をしました。審査

の内容を説明してください。

　ア、経済的合理性は判断しましたか。判断したので

あればその根拠を示してください。

　イ、自然環境への影響はどう検討したか。その具体

的内容の説明を求めます。

　ウ、ことし３月に環境省から「埋立ては可能な限り
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回避する」よう指摘されていますが、具体的にどう対

処をしましたか。

　エ、東日本大震災を受けて、事業計画は液化現象な

どの対策はやっていますか。

　オ、沖縄弁護士会から陳情が出されていますが、ど

のような内容で、それに対する対処方針を伺います。

　カ、埋立工事はいつから開始する方針か。国際的に

も貴重な自然環境を破壊することは許されない。工事

の中止と埋立計画の撤回を求めます。

　３、教育問題について。

　茨、高校再編計画について。

　ア、これは従来の多様化政策の見直しはあります

か。

　イ、高校教育の三原則は何ですか。それを尊重する

計画になっていますか。

　芋、八重山の教科書採択をめぐる問題について。

　ア、どのような対処をされたか。

　イ、八重山の教科書採択問題で中川文科相は、「合

意なければ国判断」と表明している。これは明らかに

教育の地方分権を踏みにじり国家統制につながるもの

であり許されません。教育長の見解を伺います。

　ウ、教育委員会を代表する権限は教育委員長にある

のは明確である。石垣市の教育長は越権行為をして、

政治的意図を持って教科書採択を混乱させていると考

える。このような不当なことは許されない。見解を伺

う。

　エ、戦後、昭和21年３月のアメリカの教育使節団報

告はどのようなものか。「公選制教育委員会」が制定

され、民主的教育制度が確立される過程にどのような

影響を与えたか。

　オ、八重山の教科書採択をめぐる問題での今後の決

意を伺う。

　４、沖縄市北部の産業廃棄物に係る問題について。

　茨、当該市町村の区域内の一般廃棄物処理に関し処

理計画を策定しなければならないが、米軍の取り扱い

はどうなっているか。

　芋、倉敷環境は一般廃棄物処理施設の許可基準に照

らして適合しているか。

　鰯、これまでごみ山問題の浸出水の対策はどうなっ

ていますか。

　允、この間、倉敷環境に対する警告、改善命令は

やってきましたか。効果がない理由は何か説明してく

ださい。

　印、違法については法的処置をとる必要があるので

はないか。沖縄市長から「ごみ山について直ちに行政

処分を行うとともに、二度と不履行のないよう監督責

任を全うすること。」という陳情が提出されている

が、どう対応されるか。

　５、宮城島カジノ計画について。

　茨、宮城島でのカジノ推進説明会に県の担当課長が

参加しているようだが、どういう資格で、何の目的の

もとに参加したのか説明を求める。

　芋、カジノは茸博法違反で我が国では認められてい

ない。それを県の公務員が率先して沖縄を茸博の犯罪

県にするかの行動は許されない。厳しい対応を求め

る。

　６、ＨＴＬＶ―１（成人Ｔ細胞性白血病）対策につ

いて。

　茨、政府は、ＨＴＬＶ―１の総合対策の確立を各県

に求めていますが、県の取り組みはどうなっています

か。

　芋、これは九州・沖縄の風土病と言われています

が、患者の実態はどうなっていますか。沖縄に患者が

多いのはなぜですか。

　鰯、適切な治療法はありますか。

　允、シークヮーサー果皮に含まれる新機能成分

「ベータカリオフィレン」に抑制効果があると沖縄科

学技術振興センターが発表していますが、その内容の

説明を求めます。

　印、ウイルス感染者に対してこの成果の活用を図る

必要があります。決意を伺います。

　咽、担当部長は、６月議会の私の質問に対して、公

式の研修会場でシークヮーサーを食べれば白血病がよ

くなるというような笑い話のようなことを大きな声で

質問を受けたと発言しているが、その真意を伺いた

い。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嘉陽宗儀議員の御質問に答

弁いたします。

　第１に、米軍基地問題についての中で、日米合意の

破綻についての御質問にお答えいたします。

　米軍再編につきましては、兵力や訓練の移転、施設

の返還・整理・統合が盛り込まれているなど、米軍基

地の整理縮小に向けた具体的な方策も示されておりま

す。これらが実現されれば基本的には基地負担の軽減

が図られるものと理解をいたしております。しかしな

がら、沖縄の状況を無視した普天間飛行場の辺野古へ

の移設につきましては見直すべきであると考えており

ます。

　次に、米軍基地問題の中で、普天間飛行場の無条件

撤去についてという御質問にお答えいたします。
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　普天間飛行場移設問題の原点は、この飛行場の危険

性の除去であり、一日も早い移設・返還の実現が必要

で、固定化は決してあってはならないと考えておりま

す。日米両政府においては、辺野古移設か普天間飛行

場の固定化かという硬直した考え方ではなく、柔軟性

を持って普天間飛行場の県外移設の可能性について追

求すべきであると考えております。

　次に、ＨＴＬＶ―１（成人Ｔ細胞性白血病）対策に

ついての御質問の中で、ＨＴＬＶ―１対策に関する県

の取り組みについての御質問にお答えいたします。

　県におきましては、産科、小児科、内科医会で構成

します「感染防止懇話会」を開催し対策に取り組んで

おります。さらに、国の総合対策に沿って本年４月か

ら妊婦健診を実施し、陽性者に対する適切な助言を

行っております。また、保健所における相談、検査体

制を整備し、感染予防対策の普及啓発に努めていると

ころでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　日米地位協定について

の御質問の中で、日米地位協定の廃止についてお答え

いたします。

　日米地位協定は、日米安全保障条約の目的達成のた

めに我が国に駐留する米軍との円滑な行動を確保する

ため、米軍による我が国における施設・区域の使用と

我が国における米軍の地位について規定したものとさ

れております。

　県としましては、外国の軍隊が他国に駐留する際に

は、外国軍隊の地位を明確に規律する必要があるもの

と承知しており、日米安保条約によって米軍の駐留が

認められている以上、地位協定は必要なものと考えて

おります。

　次に、日米地位協定の廃止による米軍への影響につ

いてお答えいたします。

　日米地位協定では、米軍に対する施設・区域の提供

手続、我が国にいる米軍人等に対し出入国や租税、刑

事裁判権や民事請求権などの事項について規定してお

ります。仮に日米地位協定が廃止された場合の米軍に

対する影響は、県として正確に把握しておりません

が、日米安保条約第６条において米軍が使用すること

を許されている施設・区域の範囲や管理権が不明確に

なること、米軍人等が罪を犯した場合の公務中、公務

外の取り扱い等が不明確になることなどが考えられま

す。日米地位協定は一度も改正されないまま締結から

50年以上が経過しており、安全保障を取り巻く環境や

社会情勢の変化、人権や環境問題などに対する意識の

高まり等の中で、時代の要求や県民の要望にそぐわな

いものとなっていることから、県としましては、日米

両政府に対して同協定の抜本的な見直しを求めている

ところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　東部海浜開発事業に

ついての御質問の中で、公有水面埋立変更の審査にお

ける経済的合理性の判断と根拠についてお答えいたし

ます。

　沖縄市が見直した土地利用計画は、入域観光客数や

各種施設の需要予測、施設規模等について各種統計

データや調査報告書及び類似施設の事例等をもとに算

出しており、経済的合理性を有するものと考えており

ます。県は、市が作成した土地利用計画について経済

的合理性を検証した上で、これに基づき港湾計画を策

定しております。公有水面埋立変更の審査において

は、これら上位計画に違背していないか、当該埋め立

てに係る施設の規模は需要予測に基づき算出されてい

るか、埋立地の用途に照らし公共施設の配置及び規模

が適正であるか等を公有水面埋立法に基づき審査し、

適切であると判断しております。

　同じく公有水面埋立変更の審査における自然環境へ

の影響についてお答えいたします。

　今回の変更では、埋立面積を約半分に縮小すること

で干潟の98％を保全し、加えて希少種等の生態系への

影響についても低減しております。また、具体的に

は、工事中及び完成後の２つのケースについて、大気

質、騒音、振動、悪臭、潮流、水質、底質、生物・生

態系等について環境影響の予測・評価を行っておりま

す。審査の結果、工事中及び完成後の環境保全につい

て十分配慮されているものと判断しております。

　同じく環境省からの意見への対応についてお答えい

たします。

　環境省からの意見は、中城湾港泡瀬地区に係る港湾

計画の一部変更の策定手続において国土交通大臣へ提

出されたものであります。

　意見の内容は、既に護岸で囲まれた区域外における

緑地の整備については、その具体化に当たり埋立面積

が必要最小限となるよう引き続き検討に努められたい

等とのことでした。緑地については、開発コンセプト

の根幹であるスポーツ施設や、魅力を高めるビーチ、

野鳥園及び自然と都市施設との緩衝帯としていずれも
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本計画の土地利用において必要な施設であります。ま

た、これらの施設については、沖縄市が見直した土地

利用計画の需要予測をもとに適正な規模を算出し港湾

計画に位置づけております。

　なお、環境省意見を受けた国土交通大臣からは、交

通政策審議会港湾分科会の答申も踏まえ、港湾計画一

部変更の審査を行い、本計画について了承する旨の通

知が県に送付されております。これを受け、県は、港

湾計画を変更し、さらに埋立免許の変更等、必要な法

的手続を完了したところであります。

　同じく液状化対策についてお答えいたします。

　泡瀬地区埋立事業については、今回の震災を受けて

見直しを行っているものではありませんが、今回の震

災での知見をもとに設計基準や防災計画の見直し等が

検討されております。今後、設計基準等の変更に伴

い、直ちに施設設計の見直しを行う必要があるかどう

かも含め適切に対応する考えであります。

　液状化については、当該埋め立てに用いる土砂が主

に新港地区のしゅんせつ土砂で、その多くは液状化し

にくい粘性土であり、また、埋立完了後には粘性土の

圧密沈下を促進させる地盤改良も施すことから、液状

化はさらに起きにくいものと考えております。

　なお、埋立完了後に土質調査を実施し、想定される

地震動に対し解析を行い、液状化すると判定された場

合には適切に対応する考えであります。

　同じく沖縄弁護士会からの陳情の内容と対処方針に

ついてお答えいたします。

　沖縄弁護士会からの陳情の主な内容は、泡瀬干潟は

ラムサール条約登録湿地の潜在候補地として重要な干

潟である、さきの控訴審判決で経済的合理性について

手がたい検証を求められたが検証がなされているか疑

問である、変更に伴う環境影響評価手続が行われず、

法の趣旨に反する、国及び県は、埋立工事再開を断念

し事業を中止すること等を求めるという趣旨のもので

あります。本事業については、社会状況の変化などを

踏まえ、沖縄市において市民の意見や専門家などの助

言を受け、「スポーツコンベンション拠点の形成」と

して土地利用計画を見直しております。

　陳情に対する事業者の考えとして、干潟については

その重要性は十分認識しており、今回の変更において

埋立面積を約半分としたことにより干潟の98％が残る

こととなっております。また、需要予測等について

は、各種統計データや調査報告書及び類似施設の事例

等をもとに算出され、控訴審判決を踏まえた経済的合

理性を有するものとなっており、需要に対して約８割

の施設規模とした手がたい計画となっております。さ

らに、平成12年に環境影響評価法に基づく手続を経た

上で事業に着手しており、変更後の計画は新たな埋め

立てはないことから、環境影響評価手続を再度実施す

る必要はありません。本事業については、港湾計画の

変更及び埋立免許の変更等、必要な法的手続を完了し

たことから、工事を再開するものであります。

　同じく工事の中止と埋立計画の撤回についてお答え

いたします。

　泡瀬地区埋立事業については、今回の計画変更にお

いて埋立面積を約半分とし、干潟の98％が残るなど、

環境への影響が大幅に軽減したものとなっており、港

湾計画の一部変更及び公有水面埋立免許の変更など、

関係法令に基づく必要な手続を経たことから早期に工

事を再開するものであります。本事業は、本県の経済

活性化を図る上でも重要な事業であり、また、地元の

要請にこたえるためにも環境保全に配慮し、早期の完

成に努めていく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育問題についての御質問

で、高校再編計画の多様化政策についてお答えいたし

ます。

　平成24年度から始まる県立高等学校編成整備計画の

基本方向は、さまざまな目的や学習ニーズを持った生

徒が入学しており、生徒の多様な変化やニーズを考慮

しながら、より一層魅力と活力ある高等学校づくりを

推進していく必要があるとしております。

　次に、高校再編計画の高校教育等についてお答えい

たします。

　県立高等学校編成整備計画は、学校教育法で示され

ている高校教育の目標と県の教育振興基本計画を踏ま

えて、総論である「基本方向」を策定したところでご

ざいます。今後は、地域や生徒・保護者のニーズ等を

考慮しながら、同計画の各論である「実施計画」を策

定してまいります。

　次に、対応等についてお答えいたします。

　八重山地区教科書の採択につきましては、８月23日

の採択地区協議会による答申を受け、８月26日に３市

町教育委員会で異なる教科書が採択されました。この

ため、９月８日には３市町教育委員による協議が開か

れ採択決議がなされました。文部科学省は、９月８日

の協議は、３市町教育委員会の合意には至っていない

旨の見解を示しております。

　県教育委員会としましては、これまで文部科学省の

助言をもとに、３市町教育委員会の協議で一本化が図
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られるよう助言を行ってまいりました。

　次に、文部科学大臣の発言についてお答えいたしま

す。

　９月13日に文部科学省は、９月８日の協議は、３市

町教育委員会の合意には至っていない旨の見解を示し

ております。９月27日に市町村教育委員会が行う教科

書採択に関する事務につきましては、文部科学省や県

教育委員会の指導・助言・援助は市町村教育委員会を

拘束するものではないとの回答を示しております。９

月28日の文部科学大臣の国会答弁では、８月23日、９

月８日の両協議のいずれについても「コンセンサスに

至っていない。」旨の見解を示しております。

　なお、教科書採択は政治的に中立の立場で教育的な

見地から公正、適正になされるべきものであると考え

ております。

　次に、教科書採択についてお答えいたします。

　八重山地区教科書採択問題につきましては、拙速過

ぎる規約の改正、協議会の運営のあり方や手法等につ

いて地域住民等から疑義が生じたことが要因の一つで

あると考えております。

　県教育委員会としましては、引き続き八重山地区の

教育関係者や地域住民が一致協力して子供たちの教育

のために取り組んでいただきたいと考えております。

　次に、米国教育使節団報告が与えた影響についてお

答えいたします。

　昭和21年３月の米国教育使節団報告は、戦前の我が

国の教育制度の改善すべき点を指摘し、地方分権化や

民主化を勧告したものであり、その勧告に沿って教育

委員の公選制等を定めた教育委員会法が昭和23年に制

定されたものと承知しております。

　次に、今後の取り組みにおける決意についてお答え

いたします。

　教科書採択につきましては、当該教育委員会におい

て対応すべきものであると考えております。

　県教育委員会としましては、文部科学省の助言をも

とに、３市町教育委員会の協議で一本化が図られるよ

う、引き続き合意に向けた協議を行うよう促してまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　沖縄市北部の産業廃

棄物に係る問題についての御質問の中で、市町村の一

般廃棄物処理計画における米軍の取り扱いについてお

答えいたします。

　市町村は、一般廃棄物処理計画に基づき区域内の一

般廃棄物を適正に処理することとされております。し

かしながら、米軍基地を抱える市町村においては当該

市町村の判断により、米軍基地から排出される一般廃

棄物の処理を当該処理計画に位置づけておりません。

米軍基地内には廃棄物処理施設は設置されておらず、

市町村の受け入れも困難となっていることから、米軍

基地内から排出される一般廃棄物については、県内の

許可を受けた一般廃棄物処理業者に委託処理されてお

ります。

　次に、一般廃棄物処理施設の許可基準の適合性につ

いてお答えいたします。

　当該事業者は、一般廃棄物処理施設として焼却施

設、破砕施設及び最終処分場を設置しております。い

ずれの施設につきましても、廃棄物処理法第８条の２

に規定された一般廃棄物処理施設の技術上の許可基準

に適合しており、県の許可を受けております。

　次に、浸出水の対策についてお答えいたします。

　当該処分場の浸出水につきましては、県及び事業者

がそれぞれ年１回水質検査を実施しております。平成

12年から平成22年までの検査結果では、廃棄物処理法

で定める排水基準等に適合しており、浸出水による水

質汚染は生じていないと考えております。

　同じく事業者に対する警告、改善命令及びその効果

についてお答えいたします。

　当該事業者の安定型最終処分場につきましては、沖

縄市所有の土地の返還に向けて、平成23年７月末まで

に改善するよう作業を進めてきたところであります。

しかしながら、期限内に改善することができなかった

ことから、平成23年９月に廃棄物処理法に基づき改善

命令を発し、平成24年３月末までに履行するよう指示

しているところであります。また、管理型最終処分場

につきましては、平成22年10月に超過廃棄物を適正に

処理するよう改善命令を発しており、安定型部分の改

善が終わり次第、本格的に作業を開始する計画となっ

ております。平成19年８月以降、今年８月までに処理

した廃棄物の量は、焼却処理で６万6000立方メート

ル、再生利用で２万7000立方メートルとなっており、

合計９万3000立方メートルとなっております。当該事

業者におきましては新炉を設置し、８年以内に超過廃

棄物を処理するという誓約書を沖縄市に提出し計画を

進めている状況であります。

　次に、行政処分を行うこと、不履行のないよう監督

することについてお答えいたします。

　県においては、当該事業者に対し、平成23年９月に

廃棄物処理法に基づき改善命令を発し、平成24年３月

末までに履行するよう指示しているところでありま
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す。また、改善作業の進瀧を管理していくために、新

たに地元自治会、周辺営農団体、沖縄市、県及び当該

事業者で構成する改善作業の進瀧管理会議を設置し、

連携して作業が完了するよう指導を強化していく考え

でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　宮城島カジ

ノ計画についての中の、宮城島での説明会への県職員

の参加についてとの質問にお答えいたします。

　沖縄県は、これまでもさまざまな機会を通じ、「沖

縄統合リゾートモデルの検証や懸念事項に対する基本

的な考え方」などについて、県民への説明を行ってき

たところであり、今回もその一環として、主催者の依

頼に基づき担当職員を講師として派遣したものであり

ます。

　意見交換会におきましては、県がこれまで実施した

統合リゾートに関する調査内容や県の基本的考え方及

び国の動向についての説明を行っております。今回、

宮城島で開催された意見交換会は、地域住民の方々を

対象に統合リゾートに関する意見交換を主な目的とし

て、宮城島４地区自治会と統合リゾートについて地域

住民の理解促進に取り組んでいる団体の共催で行われ

ております。

　沖縄県としましては、今後とも賛成、反対の立場に

かかわらず広く県民に対して、県がこれまで実施した

統合リゾートに関する調査内容などの説明責任を果た

していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　ＨＴＬＶ―１対策に

ついての中の、成人Ｔ細胞白血病患者の実態等につい

てお答えいたします。

　患者数については、全国の中でも沖縄及び南九州で

の発生が多くなっており、沖縄県がん登録事業のデー

タによりますと、県内では年間70人から90人程度の患

者が発症しております。年代としては高齢者に多く、

約半数が70歳以上となっており、男女による差は認め

られておりません。沖縄及び南九州に患者が多い理由

は不明ですが、この原因ウイルスは古くから人類と共

存してきたものとされております。

　なお、厚労省の母子感染予防に関する研究班報告に

よりますと、1995年の妊婦のＨＴＬＶ―１キャリア率

は、長崎県4.7％、鹿児島県5.0％、沖縄県6.5％でし

たが、2008年には長崎県1.4％、鹿児島県2.5％、沖縄

県1.3％とかなり減少しております。

　続きまして、ＨＴＬＶ―１対策の中の、適切な治療

法についてお答えします。

　現在のところ標準的な治療法は確立されておりませ

んが、抗がん剤による化学療法などが行われておりま

す。最近では、抗がん剤と併用して骨髄移植が成績を

上げているとの報告があります。

　続きまして、私の発言の真意についてということで

お答えします。

　産科関係者等が集まったＨＴＬＶ―１の研修会にお

いて、私の不適切な発言があり、関係者に御不快な思

いをさせましたことを深くおわび申し上げます。申し

わけございませんでした。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　ＨＴＬＶ―１（成人Ｔ細

胞性白血病）対策の御質問に関連をして、新機能成分

の抑制効果とその活用についてお答えいたします。７

の允と７の印は関連いたしますので一括してお答えさ

せていただきたいと思います。

　シークヮーサーの果皮に含まれる新機能成分に関す

る研究は、財団法人沖縄科学技術振興センターが平成

21年、22年度沖縄県産業振興基金の補助を受け、大分

大学医学部及び琉球大学農学部などとの連携により実

施されたものであります。大分大学医学部による成人

Ｔ細胞白血病の抑制効果については基礎的な研究の段

階であり、琉球大学との共同で平成22年９月に特許出

願を行っております。

　県としては、研究成果の活用に向けて大分大学医学

部の研究者との意見交換を行っております。今後は、

琉球大学などの関係研究機関を含め、継続して研究が

実施できるようフォローアップ等に努めてまいりたい

と考えております。

　以上でございます。

○嘉陽　宗儀君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時34分休憩

　　　午前11時35分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　この問題は、30年ぐ

らい前から沖縄に多いということで、私もその対策は

いかにあるべきかの輪の中にいました。それで、私の
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近しい人たちが中心にその対策を真剣に考えてきたと

ころであります。その中で、議事録も読み返させてい

ただきましたけれども、私の理解不足も多少あったと

思いますが、鹿児島県の方式がすぐれていて、沖縄県

のやってきたことは劣っているかのような趣旨の発言

がありまして、私はそれに少しばかり反論したんです

けれども、そういう経緯がありまして、その中心で

やってきた方々をまだはっきりわからない段階で、母

乳というのをどういうふうにこの対策の中で位置づけ

るかということが専門家の間で相当意見が分かれてい

たものですから、長崎は長崎のやり方、沖縄県は沖縄

県のやり方、鹿児島県は鹿児島県のやり方をとってき

たわけです。その中で、30年たって、先ほど申し上げ

ましたように、必ずしもといいますか、私としては沖

縄県のとってきた対策はすぐれているというほどのも

のでもないのかもしれませんけれども間違いではな

かったという考えがありましたので、そういういろん

な経緯の中で、その勉強会の中でそういう発言になっ

てしまいました。真意といえばそういうことで、軽は

ずみな発言だったとは思います。患者さんがもし傷つ

いたり、あるいは議員さんには非常に申しわけないと

思いますけれども、この病気は非常に深刻な病気です

ので、患者さんが私の言葉で非常に傷ついたりなどし

ていたら非常に悪いなということで謝罪を申し上げま

した。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　再質問しますけれども、シークヮー

サーの果皮に含まれる香り成分の一種「ベータカリオ

フィレン」、これです。（資料を掲示）　これがＡＴ

Ｌや炎症性疾患を抑える作用があることが大分大学の

伊波英克准教授とそれから琉大農学部の和田浩二教授

らの研究でわかりました。この「ベータカリオフィレ

ン」がＡＴＬの発症を抑えるという作用があるという

ことは、この病気と闘っている人にとって希望の光の

一つであります。このことについて去る６月議会で質

問しましたら、これに対して部長は、公式の研修会場

で、県議会ではシークヮーサーを食べれば白血病がよ

くなるというような笑い話のようなことを大きな声で

質問を受けたという、会場から失笑が出るような発言

をしました。研究成果である「ベータカリオフィレ

ン」の可能性について、笑い話のようなことと発言さ

れましたけれども、福祉保健部長の立場からどのよう

な意図があったか。今、ちょっと聞いたらわかりまし

たけれども、皆さん方がやってきたことは瑕疵はない

と、すぐれていると言っていますけれども、この研究

をした人は沖縄の出身ですよ。沖縄のＡＴＬについて

本当に大変深刻だから、何とかこのＡＴＬを克服した

い、解決したいということで一生懸命熱心に研究をし

て、その結果、シークヮーサーの成分の「ベータカリ

オフィレン」の抽出に成功して、これで治療でも、治

療薬にはなっていないけれども、実験でかなり成果を

上げている。そういう本当に血みどろの研究を積み重

ねた者に対して、あなたは笑い話のようなものだと、

そういう立場で部長の責任を果たせるんですか。どう

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　今、議員が示してい

るのはまだ非常にごく初期的な研究の段階でありまし

て、私も議員がぜひ勉強するようにということでその

研究書、私は専門ではないですから理解不足のところ

もあります。それで読ませていただきましたけれど

も、まだ試験管レベルでの抽出をして、もしかしたら

そういう効果があるよという段階で、これが本当に

今、患者に効きますよという、そういうふうな薬品を

規制する立場の県の部長から、これは有効だから皆さ

ん積極的にという段階までは至ってないと私は考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　このＡＴＬにかかったらもうほとん

ど絶命ですよ。助からない。そういう状況の中で多く

の県民が、厚労省の発表でも沖縄が一番多いし、場合

によっては推計では沖縄に20万、30万人のウイルス保

持者がいると言われている。そういう中で治療対策

は、今、部長は治療対策はないと言いながら治療対策

のために一生懸命取り組んでいる研究を笑っているか

ら私自身怒っているんですよ。県として治療対策、治

療薬もないというのであれば、県独自に対策をとるべ

きじゃないですか、部長。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員のおっしゃるよ

うに、これは非常に深刻な病気であることはもう間違

いありませんし、そういう上でもまだきちっとした治

療薬になってない段階でその効果に関して発言するの

はちょっと差し控えたいとは思います。ただ、そうい

う研究が進んでほしいというのは議員も私も全く同じ

強い思いを持っております。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　１つ聞きます。部長は、県の対策は

すぐれたものになっているという御答弁でしたけれど

も、皆さん方の報告書では、さっきもありましたけれ

ども、ＡＴＬに毎年100名近くの方々が出ています
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ね。このうちに存命者は何名いますか。何名が生きて

いますか、今。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　ですから、以前は約

10％以上の人がそれの陽性者だったんですよ。キャリ

アというんですけれども、沖縄県全体の人口の10％

ちょっとぐらいがキャリアだったと思います。その中

の約数％が60代を前後して発病します。発病しました

ら、おおむね２年以内にはお亡くなりになって、それ

以上長期生存することはないと思います。そういう病

気です。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　感染した人たちはほとんどもう生き

てないという御答弁でしたけれども、少なくとも県に

感染者が多いという実態には厚労省も、私、行きまし

たよ。だから、国としても潜在的感染者はわからな

い、実態調査してない。ついでにいろんな血液検査の

ときに集計したものだけでやってないというので、知

事、ぜひ潜在的感染者もたくさんいますので、実態調

査については責任を持ってちゃんとやってもらえませ

んか、知事。潜在的感染者を含めて。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　もし僕の聞き間違い

であればあれなんですけれども、キャリア全員が白血

病を発病するわけではないんです。そのうちのわずか

です。そして沖縄県は、かつては10％を超えるような

状況でしたけれども、今はいろいろ相談して1.3％程

度になって、ここ30年で減少してきていますというこ

とです。

○嘉陽　宗儀君　ちょっと休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時45分休憩

　　　午前11時48分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　国の実態調査という

のは、そういう話もあるんですけれども、その実態調

査というのもどういう調査をするのかがいまいちはっ

きりしません。県民全員を採血をして調べるのかどう

かも含めて、基本的には結構難しいですので、当然

今、妊婦健診にはこういう問題が起こった以後、特に

無料化しなさいということでちゃんとこの病気の本質

を説明して、育児の際にはこういう注意が必要ですよ

と。産婦人科でそのための我々は研修会、この問題発

言したときにやったんですけれども、そういうふうな

事実に基づいてお母さんに言って、それで検査して、

その実態は調べられます。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　非常に残念です。厚労省に行っても

潜在的な感染者について調査をやれと言ったら、前向

きに検討しますと言うのに、沖縄県は前向きに検討す

るとも言わないので非常に残念。改めてこの問題を取

り上げていきます。

　実は、私の妻が４月13日に体調を崩して入院をした

ら、検査の結果、病気は、この沖縄・九州に多いＡＴ

ＬＶ－１抗体成人Ｔ細胞白血病というものでした。医

者からの詳しい説明がありました。これは九州・沖縄

に多くて、沖縄の人口でいうと大体７％から８％の人

がウイルスを持っていて、多くは何事も問題なく天寿

を全うする。その中で持っている人の2000人に一人が

こういった白血病リンパ腫という血液の病気を引き起

こす。今現在のところ有効な治療方法がありませんと

いうものです。実際のところ有効な治療法がないもの

ですから、若い人であれば移植を考えるけれども、リ

スク・影響が大きいために65歳で切っています。移植

に耐え切れない、合併症で命を落とすことが多くな

る。年齢的にいうと移植は無理である。化学療法を

やってもよくもっても１年、そのぐらい厳しいと考え

られる。抗がん剤はあるけれども、抑えはするが治す

ことはない。これを今後どうするか。１つは抗がん剤

治療をやっていくかどうか、かなり厳しい病気ですか

ら、治療しても抗がん剤の副作用も出ます。そういっ

たことを考えていくと、治療をやっていくかどうか、

もう一つは対処療法といって経過を見ていく方法もあ

る。何もしなければ、余命は多分半年か３カ月以内に

なります。もしやれば２年、２割の人は生きている可

能性があります。ＡＴＬという病気自体がリンパを腫

瘍化するリンパの中でも司令塔みたいな細胞が腫瘍化

するために免疫系統が崩れていく、機能しなくなる。

そのために病気は免疫不全を来す。それによりいろい

ろな感染症を起こすことになる。抗がん剤を使うこと

により一層免疫力が落ちるので、感染症が命取りにな

る。これが一番問題です。

　医者の説明を聞いて私は愕然としました。当初、妻

の命は余命３カ月と言われても、現実問題としてなか

なか受けとめがたいものでした。しかし、事実を直視

しこの病気と闘い、妻の命を何とか助ける方法を見つ

け出そうと家族で話し合いました。

　私は、これまで自分の健康を守るために自然科学を

人体に適応する立場で取り組んできましたので、その

見地で妻の病気と向かうことにしました。人間の体に

は自然治癒能力という神秘的な力があり、それで免疫
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力を高めれば身体を守ることができると考えていま

す。そして、ＡＴＬについていろいろ調べてみまし

た。するといろいろなことがわかってきました。この

病気には効果的な治療薬はなく、専ら抗がん剤の投与

しかない。すると白血病が死滅し免疫力が低下し感染

症で命取りになるということがわかりました。それで

あれば自然科学の見地で考えて、抗がん剤で失う量よ

りも白血球をふやすことができれば助かるのではない

かという仮説を立てました。普通の白血病は白血病細

胞が増殖して骨髄を占拠してしまうために、正常な造

血細胞が骨髄から追い出されて正常な血液はつくれな

くなり、造血能力を失うので移植しかありません。し

かし、成人Ｔ細胞白血病・リンパ腫は、通常の白血病

と異なり異常なリンパ球がリンパ節を初めとするリン

パ組織で増殖する病気で、骨髄が阻害されるというこ

とは少ないので造血障害はないということがわかりま

した。つまり、骨髄移植をしなくても免疫力をアップ

させれば白血球をふやすことができるという結論にな

ります。だから、人体に備わっている免疫力を高める

ために最善を尽くすことが重要だということを確認し

ました。

　そこで、家族でその仮説について話し合い、免疫力

アップ大作戦を実行してみることになりました。そし

てがん治療中は適切な治療を受けることとし、３週間

に１回の抗がん剤治療を行うことになりましたけれど

も、免疫力を高めるためにあらゆる可能性を追求して

取り組むことにしました。いわゆる免疫療法です。そ

れにはがん体質の改善が何よりも重要だと判断しまし

た。まずは妻の体質改善です。まず、人間の体が効率

よく機能するために障害になっているものを取り除く

ことから始めました。早寝早起きに努め、低体温がが

んのすみかになっているので、体温を37度に近づける

ために足湯や食事療法を行い、漢方薬、体の中のさび

を落とし、活性酸素を取り除く、便秘を解消するなど

懸命な努力をしてきました。さらに、ＡＴＬのレトロ

ウイルスに抑制効果があると発表されたシークヮー

サーの香り成分に含まれているという「ベータカリオ

フィレン」を入手し活用しました。これです。（資料

を掲示）

　この闘病生活で妻の健康は大分よくなり、９月７日

のＣＴ検査の結果、症状は寛解――治療と言わないで

寛解でがん細胞が消失しているという説明がありまし

た。そして、化学療法による抗がん剤の投与も終了と

告げられました。妻の命は助かったことになります。

これからは再発防止に力を入れていくことになりま

す。

　私がまさにみずからの実践で人間の体についていろ

いろ研究して、知事にもいろいろ助言したことがあり

ますけれども、やはり可能性があるのに対して担当者

が真剣になって取り組むということをしないでは助か

らないですよ。さっき部長もおっしゃいましたけれど

も、発症したら助からない、これが今までの学説。し

かしそれが正しいとは限らない。あらゆる可能性があ

るというのを追求すべきですよ。私は自分の妻だから

やったわけじゃない。多くの県民がこれを見ていて私

が６月議会に取り上げてから多くの方々から問い合わ

せが殺到しているんですよ。何とかしてほしい。しか

し、うちの身内のだれだれがこれこれで亡くなりまし

たという話がたくさんありますよね。私はそういう沖

縄の独自の風土病に対して、やはり沖縄県の福祉行

政、医療行政が真剣になって向き合って、研究機関を

つくってやるべきだと思うんですよ。そういう意味で

知事、今、民間でもこの問題を私はいろいろ話し合い

をしていますけれども、血液専門の医者が集まって研

究・対策をするとかいろいろ動きがあります。

　そこで聞きますけれども、県独自でやるためには

やっぱりこういうことに対応できるような医者の養成

も必要だと思うんですよ。部長、ＡＴＬ、血液専門の

医者が今、県内に何名いますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　ちょっと実数は把握

しておりません。

　そういう血液疾患をやっている各病院に問い合わせ

て集計すれば、ある程度その時点での数は把握できる

と思いますけれども、今、私、手元に持っておりませ

ん。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　部長の先ほどの御答弁は、県はすぐ

れた対策をとっていると。私が県は余り対策とられて

ないじゃないかと言ったら、それに対する反論として

ああいう大きな声でシークヮーサーで治る云々と笑い

話のような質問をしたというけれども、やはり真剣に

考えるべきですよ。私は謝罪を求めませんでしたよ。

あなたが少なくとも福祉保健部長として責任を持たな

きゃならない、医療行政について。県立病院にこうい

う血液関係の専門の医者が何名いますか。県内全体が

わからなければ、県立病院は。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

○病院事業局長（伊江朝次君）　お答えします。

　正確な数字はちょっと把握しておりませんけれど

も、血液専門の医師は、中部と南部医療センターには

何人かいると思います。
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○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　私も一応調べていますけれども、県

立病院でもＡＴＬ、レトロウイルスに対応できるよう

な医者が今いないんですよ。しかも、県内全体の民間

病院も含めて血液の専門の医師はほとんどいない。も

ちろん数名いるところはありますけれども。沖縄がＡ

ＴＬの本拠地といいながら、沖縄県の医療行政という

のは、私から見れば本当にお粗末だと思うからこの話

をしているんです。ところが、なぜそうなっているか

というと、部長は最高にすぐれているという認識だか

らこういう事態になるんですよ。少なくとも医者は何

名いるか、それから厚労省も少なくともそれを言って

いますから研究機関をつくって、県としてＡＴＬ対策

のためのＨＴＬＶ―１研究に対しても、やっぱりちゃ

んと研究費を出して専門医をつくって対策させるべき

だと思うんですよ。知事、そういう面で本当に今、多

くの県民がこの問題で悩み、苦しみ、そして一縷の光

を求めているんですよ。知事として、少なくともこう

いう実態が今ＡＴＬ対策については、僕から言えばほ

とんど治療はない、治癒する方策もない。ただ、検査

で実態を調べて掌握していますぐらいであって、どう

治すかというのが全然ない。少なくとも発症しても治

せる病気なんだということを県として独自に取り組ん

で研究して、これを広めてほしいと思うんですけれど

も、知事の決意を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時59分休憩

　　　午後０時０分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、嘉陽先生のいろんなお

話を聞かせていただいて、非常に一生懸命取り組んで

おられることに感銘を受けました。おっしゃるように

難しい分野ではありますが、血液研究とかこのＡＴＬ

の研究というのはしっかりと進めるように、県として

もこれから取り組んでまいりたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　嘉陽宗儀君。

○嘉陽　宗儀君　部長の答弁では、ＡＴＬを発症した

ら助からないと。これまで定説でしたけれども、私は

個人的に私の妻の話をしてはどうかなと思いながら

も、持ち出したのは、可能性がある。ＡＴＬに感染し

ても余命３カ月と言われても、頑張って取り組めば助

かるぞというシグナルをぜひ県民に送ってほしいんで

す、県として。そして県として何ができるかというこ

とについての研究体制をしっかり持ってもらって、そ

して関係者を養成して多くの県民の力になるように御

努力をしてほしいと思います。いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今のお話に沿って取り組ん

でまいりたいと思います。

○嘉陽　宗儀君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後０時２分休憩

　　　午後１時21分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　玉城　満君。

　　　〔玉城　満君登壇〕

○玉城　　満君　改革の会、玉城満でございます。

　それでは通告に従い、一般質問をさせていただきま

す。

　二、三日前にある方の出版祝賀会に行ったんです

ね、民俗学の本を出されている。これが宮古にありま

す狩俣部落の民俗学ということで、内容を見たら本当

にびっくりしまして、はっきりと沖縄は邪馬台国だっ

たと断言しているわけでございますよ。僕はこれが当

たっているとか当たってないとかいう論議よりも沖縄

が邪馬台国、ムー大陸だったとかということに対し

て、やはり県も含めていろんな関係各位の皆さんがそ

れに悪乗りして、沖縄をまた新たなる発信の火種をた

くさんつくっていただきたいなと思います。そういう

ものが余りにもこの沖縄には感じられないというのが

最近の流れでございまして、余り学術的にどうのこう

のというよりもある程度創作活動をこの島はやってい

かないと発信できないんじゃないかなという気がして

おります。

　それでは質問させていただきます。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、文化観光スポーツ部開設後の進瀧状況、現状の

評価を伺う。

　芋、基地問題について。

　アは取り下げます。

　イ、県外移設の可能性はどの程度あると見込んでお

られるのか、知事の見解を伺う。

　ウ、嘉手納飛行場の軍民共用がささやかれている

が、知事の見解を伺う。

　鰯、一括交付金における県と県内市町村との調整内

容について伺う。

　２、文化観光スポーツ関係について。

　茨、部の機能について。

　ア、新設後の部内、各課の連携は機能しているか伺

う。
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　イ、商工労働部等他部署との連携について伺う。

　芋、観光関係について。

　アは取り下げます。

　イ、対外国人観光客向けのサービス、エンターテイ

ンメント等のオプションについて伺う。

　ウ、国際線の早期改善が必要と考えられるが、県の

対応を伺う。

　鰯、三線について。

　ア、三線は沖縄を代表する楽器だが、ここ数年海外

産のシェアが拡大し、県内産に多大なプレッシャーを

与えているが県の認識を伺う。

　イ、品質向上また県内職人の育成とブランド化を確

立する意味でも三線を伝統工芸品の指定にすることが

必要不可欠と考えるが、県の見解を伺う。

　ウ、文化観光のシンボルとして三線館（仮称）の建

設が求められているが、県の見解を伺う。

　エ、県内小中学校における三線の導入について教育

長の見解を伺う。

　允、文化芸術振興条例について県の取り組み、進瀧

について伺う。

　印、文化観光戦略推進事業について伺う。

　咽、県立郷土劇場の整備調査の進瀧状況について伺

う。

　員、コンテンツファンドについて伺う。

　因、４月３日はシーサーの日にという声が上がって

いるが、県の見解を伺う。

　姻、県立芸術大学に文化コーディネート及びマネジ

メントに特化した人材育成カリキュラムが必要不可欠

と思うが、県の見解を伺う。

　３、商工労働関係について。

　茨、県内自治体が国に申請する中心市街地活性化基

本計画に対する県の対応について伺う。

　芋、特別自由貿易地域に対する今後の県の方針と対

応について伺う。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　玉城満議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、文化観光ス

ポーツ部開設後の進瀧状況、現状の評価についてとい

う御趣旨の御質問にお答えいたします。

　文化観光スポーツ行政の進瀧状況につきましては、

文化振興においては今年度から県立芸大を含む「沖縄

県文化関係施策推進会議」を定期的に開催し、文化に

関する人材育成に向けた諸施策を検討いたしているほ

か、県立郷土劇場にかわる新たな施設や空手道会館の

整備に関する調査などに取り組んでいるところでござ

います。観光分野におきましては、外国人観光客の誘

致に向けた取り組みを強化しているほか、医療ツーリ

ズムなど付加価値の高い観光を推進いたしておりま

す。また、スポーツ振興におきましては、スポーツ

ツーリズムに取り組んでいるほか、Ｊリーグ規格サッ

カー場の整備に向けた調査検討などに着手いたしてお

ります。

　なお、今月開催される第５回世界のウチナーンチュ

大会は、まさに文化観光とスポーツが一体となって開

催される５年に一度の大きな祭典でありますことか

ら、県全体で総力を挙げて取り組んでいるところでご

ざいます。

　同じく知事の政治姿勢の中で、県外移設の可能性に

ついてという御質問にお答えいたします。

　今回の訪米におきましては、レビン、ウェッブ、そ

してマケイン米上院議員の皆さんと面談した際に、辺

野古移設案は極めて困難であり、見直しが必要である

という見解が示されております。県といたしまして

は、普天間飛行場の県外移設の可能性は十分あるもの

と考えております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、県と市町村の調整内

容について、これは一括交付金に係る御質問でござい

ます。

　去る９月７日に、「沖縄振興一括交付金（仮称）の

創設」及び「県と市町村が対等の立場に立った配分額

を決定できる仕組みの構築」につきまして、県知事と

そして県内市町村長との間で合意に至ったことから、

翁長市長会会長、城間町村会会長と合同で記者会見を

行ったところでございます。今後につきましては、９

月20日に閣議決定されました平成24年度概算要求組替

え基準におきまして、「沖縄振興予算については、一

括交付金に関する地元の要望を十分に踏まえ、予算編

成過程において検討する。」と示されたことから、引

き続き県内市町村と連携の上で、使途の自由度の高い

3000億円規模の沖縄振興一括交付金（仮称）の創設を

国へ求めていくことといたしております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　知事の政治姿勢につい

ての中で、嘉手納飛行場の軍民共用についてお答えい

たします。

　嘉手納飛行場については、日常的に発生する航空機
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騒音や航空機事故の発生などさまざまな問題がありま

す。同飛行場の軍民共用については、県において検討

したことはなく、また国等において議論されたとは聞

いておりません。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　議員御質問

の、文化観光スポーツ関係についての中の、文化観光

スポーツ部各課の連携についてからお答えいたしま

す。

　我が部におきましては、文化、スポーツと観光を結

びつけたいわゆる感動体験型産業の実現に向け、目下

取り組みを推進しているところでございます。具体的

には、文化資源の観光活用事業化支援及び伝統芸能の

県外・海外公演とあわせた観光プロモーションを推進

しております。また、スポーツツーリズムとして、野

球、サッカーなど各種スポーツキャンプや沖縄の美し

い風景を楽しむサイクリングイベントの誘致に取り組

んでおり、あわせて国内外のメディア招聘により、沖

縄のスポーツ環境や観光情報を発信しております。

　なお、今月開催される第５回世界のウチナーンチュ

大会では、世界エイサー大会、空手道・古武道交流祭

をあわせて開催するなど、文化、観光、スポーツの各

分野が総力を挙げて大会成功に向け取り組んでいると

ころであります。部立ち上げ上半期を総括する意味で

もその成果の指標として注目いただきたいと思いま

す。

　次に、同じく文化観光スポーツ関係についての中

の、他部局との連携についてお答えいたします。

　文化観光スポーツ部としましては、幅広い分野との

連携を強化することは重要と考えており、特に、国内

外における物産・観光展の開催や、海外事務所による

プロモーションの展開などにおいて商工労働部とは連

携を図っているところであります。また、外国人観光

客の誘致強化に必要な航空路線の拡充や、航空機燃料

税の減免等については、企画部と連携を図っていると

ころであります。そのほか、医療ツーリズムは福祉保

健部、スポーツツーリズム、サッカー場においては土

木建築部、博物館・美術館の運営について、またしま

くとぅばの普及・振興については教育庁などと連携

し、事業の推進を図っております。

　なお、今後は総合的な観光施策を推進するため、知

事を会長とした各部長を委員とする「沖縄県観光推進

本部」を設置し、庁内連携をさらに強化してまいりた

いと考えております。

　次に、外国人観光客向けのサービスなどについてと

の質問にお答えいたします。

　県では、外国人観光客の利便性向上のため、24時間

対応のコールセンターによる通訳サポートや、台湾・

香港からの観光客向けのレンタカードライブマップの

提供などを行っております。また、今年度新たに外国

人観光客のニーズに対応した着地型ツアー開発などの

支援を計画しており、今後はより一層のイベント情報

などの情報発信局の強化にも取り組んでまいりたいと

考えております。いずれにしましても、県としまして

は、安心・安全・快適に沖縄観光を楽しんでもらえる

受け入れ環境の充実を通じて、引き続き外国人観光客

の満足度の向上に努めてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、三線館（仮称）の建設についてとの問いにお

答えいたします。

　三線は、琉球古典音楽、沖縄民謡、ポップスなど沖

縄音楽に幅広く用いられており、沖縄を代表する楽器

であり、議員からもありましたとおり沖縄文化のシン

ボルの一つであると考えております。沖縄県では、三

線館（仮称）単独での建設の検討は行っておりません

が、ちょうどこの９月から県立郷土劇場にかわる新た

な文化発信交流の拠点となる施設について「文化発信

交流拠点環境整備調査検討委員会」を立ち上げ、現

在、文化観光のシンボルとなる拠点の整備について調

査検討を行っているところであります。

　御質問の三線館（仮称）につきましても、御意見の

一つとして受けとめたいと考えております。

　同じく文化観光スポーツ関係についての中で、文化

芸術振興条例についての県の取り組みについてとの御

質問にお答えいたします。

　県では、文化芸術の振興に関する施策の基本方針と

して「沖縄県文化振興指針」を策定し、「平和で安ら

ぎと活力のある文化の薫り高い県づくり」を目標とし

て施策を進めているところであります。新たな部の発

足に伴い、今年度から文化関係施策を推進する目的で

関係機関による協議の場として「沖縄県文化関係施策

推進会議」を設けております。その構成メンバーは、

文化観光スポーツ部、沖縄県立芸術大学、県立博物

館・美術館、国立劇場おきなわ及び文化振興会となっ

ており、これまで課題でありました県の文化関係団体

の横のつながりをしっかりと図るとともに、人材の育

成と活用方法、県の文化施策の方向性などさまざま議

論を交わしているところでございます。

　文化芸術振興条例につきましては、その会議の中で

意見交換を行い、また関係者の御意見も伺いながら
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しっかり検討してまいりたいと考えております。

　次に、「文化観光戦略推進事業」についてとの御質

問でございます。

　「文化観光戦略推進事業」につきましては、沖縄の

特色ある伝統行事や芸能などの文化資源を沖縄観光の

魅力として活用することを目的に３つの事業で構成し

ております。具体的に、まず１つ、沖縄の文化や芸能

等を活用した観光戦略を構築するとともに、地域を主

体とする観光誘客の取り組みに対し事業化の支援を行

うものであります。また、文化観光の振興にも寄与す

る県立郷土劇場にかわる新たな文化発信交流拠点の望

ましいあり方について検討を行うものであります。さ

らには、組踊や琉球舞踊などの県外・海外公演を実現

するとともに、観光客の誘客につなげるためのモニタ

リング調査を行うものであります。県としましては、

今後、文化を活用した観光をより積極的に推進してま

いりたいと考えております。

　続きまして、県立郷土劇場の整備調査の進瀧状況に

ついてとの御質問にお答えいたします。

　県立郷土劇場にかわる新たな文化発信交流の拠点と

なる施設の整備に向け、芸能関係者、学識経験者等か

ら成る「文化発信交流拠点環境整備調査検討委員会」

を９月13日に開催いたしました。今回の委員会では、

主に「整備にあたっての基本的な考え方」及び「整備

の方向性」について御意見を伺いました。また、沖縄

県文化議員連盟の皆様にも御出席いただき大変貴重な

御意見をちょうだいしたところであります。

　今後の取り組みといたしましては、この10月から１

月にかけて実施します県内の公立文化施設、劇団、舞

台制作者などの実態調査及び県民ニーズ調査などを踏

まえ、同委員会においてさまざまな専門的視点から基

本的なコンセプトについて議論を重ね、今年度中に文

化発信交流拠点のあり方、考え方、また方向性につい

て取りまとめることとしております。

　文化観光スポーツ関係についての御質問の中の、コ

ンテンツファンドについてとの問いにお答えいたしま

す。

　「沖縄文化等コンテンツ産業創出支援事業」では、

県内のコンテンツ関連事業者による制作プロジェクト

に対し、ファンドからの投資を行い、制作資金の供給

や制作段階に応じたサポートを実施することとしてお

ります。また、ハンズオンマネージャーを配置し、プ

ロジェクトのブラッシュアップを図るとともに、県

外・海外を見据えたマーケット開拓などに関する支援

を行うことで、プロデューサーの育成や事業者のビジ

ネススキルの向上を図っております。現在、幾つかの

プロジェクトについて投資に向けた事業者側との調整

が行われているところでありますが、10月中には最初

の投資案件が出る見込みとなっております。

　次に、芸大における文化コーディネートなどに特化

した人材育成カリキュラムの必要性についてとの質問

にお答えいたします。

　県立芸術大学におきましては、沖縄の芸術・文化の

担い手となる実演家を育てるだけでなく、文化のコー

ディネートやマネジメントができる優秀な人材育成も

重要であると考えております。現在、魅力ある芸大の

あり方を検討するために、外部有識者で構成する「沖

縄県立芸術大学あり方検討委員会」を設置していると

ころであり、去る７月29日に行われた第２回目の委員

会におきまして、企画力を備えた文化の専門家、いわ

ゆるアートマネジャーを育成するカリキュラムの必要

性がちょうど議論されたところであります。また、そ

れと連動した形で先ほど申し上げました県の文化団体

を束ねた沖縄文化関係施策推進会議におきましても、

重要なテーマの一つとして議論を交わしているところ

であります。今後、同カリキュラムの設置につきまし

ては、さまざま議論されている委員会、協議会などで

の検討結果も踏まえつつ県立芸術大学と協議を行い、

これからも取り組んでまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　文化観光スポーツ関係に

ついての御質問の中で、国際線の早期改善についてお

答えいたします。

　現国際線旅客ターミナルビルについては、施設の老

朽化及び狭隘化とともに、ボーディングブリッジが設

置されていない等利便性が低いことが指摘されている

ことから、那覇空港ビルディング株式会社では、これ

らを解消するため新国際線旅客ターミナルビルを整備

することとし、現在、実施設計を行っております。

　また、出入国時の混雑が指摘されている現国際線旅

客ターミナルビルについて、同社は、出国時の混雑軽

減を図るため保安検査機器の増設に先立ちロビー及び

検査場の拡張工事を行い、あわせて金属探知機及び機

内持ち込み手荷物検査機器を８月初旬に発注してお

り、10月中旬には２機体制となる予定であります。ま

た、入国時においては、審査に時間を要するとの指摘

のほか、預け入れ手荷物を受け取る際の混雑が指摘さ

れており、審査を終える順番と荷物が出てくるタイミ

ングに乖離がある場合に、旅客が滞留し混雑が発生す

ると聞いております。
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　県としては、今後、航空会社や国等の関係機関と連

携し、その改善策について検討していきたいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　文化観光スポーツ関

係についての中の、海外三線の流入に対する県の認識

についての御質問にお答えいたします。

　三線製作事業協同組合からの聞き取り調査によりま

すと、県産三線を大きく上回る数の海外産が流通して

いるとのことでございます。海外産の三線は低価格の

ため入門者や観光客が購入する場合が多く、三線の普

及・拡大には一定の効果があると聞いておりますが、

県内三線製造事業者の販売圧迫や代々受け継がれてき

た型や技術・技法の継承などが懸念されます。そのこ

とから、県としましても業界と連携し、品質のすぐれ

た県内製造の三線の普及や販路拡大に努めていきたい

と考えております。

　続きまして、三線の伝統工芸製品指定についてお答

えいたします。

　県指定の伝統工芸製品は、主として日常生活の用に

供されるものであること、その製造過程の主要部分が

手工業的であること、伝統的な技術・技法により製造

されるものであることなど５項目を要件として製造事

業者を構成員とする事業協同組合等からの申請に基づ

き、審議・検討の上、指定されることになっておりま

す。

　三線の伝統工芸製品への県指定については、県三線

のブランド強化につながるものと考えており、県とい

たしましては指定に向けて三線製作事業協同組合等と

意見交換を行っていきたいと考えております。

　続きまして、シーサーの日に対する県の見解につい

てお答えいたします。

　シーサーの日については、壺屋陶器事業協同組合や

壺屋町民自治会などが中心となり、４月３日をシー

サーの日として定め、毎年シーサー陶工展や焼き物

シーサーの展示販売会などさまざまなイベントを開催

しております。

　本県のシーサーは、沖縄を代表する重要な文化産業

資源であり、Ｔシャツデザインやペンダント、紙製品

土産物など多様な活用が図られております。県といた

しましては、４月３日のシーサーの日をさらに広げて

いくため、シーサーの魅力発信を強化するとともに、

シーサーを活用した新商品開発なども支援していきた

いと考えております。

　続きまして、商工労働関係についての御質問の中

の、中心市街地活性化基本計画に対する県の対応につ

いてお答えいたします。

　中心市街地活性化法では、中心市街地活性化を効果

的に推進していくため、地方公共団体は施策の策定や

その実施についての責務を有するとし、財政収支状況

を踏まえつつ必要な資金の確保に努めなければならな

いとしております。県では、沖縄市の中心市街地活性

化基本計画策定に当たって、その経費の一部を補助し

ているほか、今年度、同計画に基づき胡屋地区の商店

街振興組合が実施しますアーケード改修事業に対する

県補助金を本議会の補正予算案に計上しているところ

でございます。

　続きまして、特別自由貿易地域に対する今後の方針

と対応についてお答えいたします。

　特別自由貿易地域については、税制上の問題や、割

高な物流コスト、他県と比べた高い分譲価格など幾多

の課題があり、企業立地がなかなか進んでいない現状

にあります。今後の方針と対応につきましては、制度

の見直し、税制優遇措置の抜本的な拡充とあわせ、物

づくり産業の集積エリアとして高付加価値型産業の誘

致、あるいは地場の移輸出型産業の集積地として活用

に努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　文化観光スポーツ関係につ

いての御質問で、三線の導入についてお答えいたしま

す。

　学習指導要領では、「我が国や郷土の伝統音楽の指

導が一層充実して行われるようにする。」と示されて

おり、音楽の授業やクラブ活動、学芸会などで三線を

取り入れております。

　県教育委員会といたしましては、今後とも継続した

取り組みになるよう市町村教育委員会と連携してまい

りたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　再質問をさせていただきます。

　まず文化観光スポーツ部なんですが、各課の連携は

機能しているかという質問の中ではどういうことを

言っているかといいますと、かつて私も質問させてい

ただいたんですが、ライブハウス協会というのがあっ

て、ライブハウス協会の位置づけとしては、最初に文

化観光スポーツ部に行ってもらった。そうしたら文化

観光スポーツ部で、ちょっと合わないんじゃないかと
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いうことで商工労働関係に行ったわけですよ。商工労

働関係に行ったら、今度はこれは文化観光スポーツ関

係ではないかとキャッチボールが始まった。そういう

話を私も伺っているんですね。ということはどういう

ことか。かつて観光商工部時代は、一緒にやられたこ

とが今は分かれたがためにかえってワンストップに

なっていない現象が起きているんじゃないのかという

話がちらほら聞こえるわけですね。その辺のところ、

まずは文化観光スポーツ部長のほうからよろしくお願

いします。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　玉城議員のおっしゃ

る点、私もその話を後で聞きまして、観光商工部から

商工労働部、あるいは文化観光スポーツ部と分かれた

とはいえ、産業の振興、これは私ども商工労働部が積

極的にかかわっていくテーマでございますので、平田

部長と連携して対応していきたいと。職員にも部がか

わったとはいえ、産業振興は大きく商工労働部がかか

わるテーマだということで強く申しているところであ

り、連携を積極的にとっていきたいとこのように考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　なぜ僕がその件を言うかといいます

と、ライブハウス協会の皆さんがなぜ手を組んで組合

までつくってこれからの事態に備えようかと動いてい

るのかといいますと、酒税の問題ともすごく絡みがあ

るんです。酒税ということはどういうことかという

と、ライブハウス協会というのはチャージ代なんです

ね。例えば、このライブハウスを見るためには1000円

とか2000円のチャージ代を出す、これとプラスお酒で

あるとか飲み物なんですね。この酒税が上がったらお

のずと値上がりになってライブハウス協会の主な収入

である飲食関係に打撃を与えるということで、タッグ

を組んで、ライブハウスというと文化というイメージ

なんだけれども、実は商工労働部とかなり密接に関係

しているということなんですよ。だから、これからも

文化と商工労働関係はいろんなそういうふうなチャン

プルー現象が起きてくると思うんですね。それを絶対

これは向こう側が主体としてやるんじゃないか、これ

はあっち側じゃないかとかというような話が耳に入る

と何のためにこういうふうに一まとめにした部ができ

たのかわからないということになりますので、ひとつ

その辺のところはしっかりと、多少越権があったにせ

よリードするぐらいの覚悟を持っていただきたいな

と。平田部長どうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　今、平良部

長からありましたとおり、同じフロアに我々いますの

でもっとこれは密接にやっぱりやっていかなきゃいけ

ないなということを感じております。特に、ついこの

間です、10月１日に県立芸術大学の首里崎山キャンパ

スが開校いたしました。その節に感じたのは、美術工

芸学部の一部がここに移転しているんですね。そうす

ると、染め、織り、陶芸、デザイン、これはもう商工

労働部とかなり密接な関係があるところなんです。芸

大にとりましても文化観光スポーツ部のみならず、商

工労働部とも兼ね合いがあるという部分をすごく感じ

ておりますので、そういった部分ではしっかり連携を

とっていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　ぜひこの辺はやっていただきたいな

と。

　それと平田部長、外国人観光客向けのサービスとい

うことで、これからはかなり幅広いエンターテインメ

ントのパイを持たないといけない時代に突入すると思

うんですね。既に数次ビザ以降、中国人観光客がもう

大挙して押し寄せているわけですよ。そのときに、文

化戦略としていろんなナイトビジネス、エンターテイ

ンメントを今一生懸命施策を検討中だというんです

が、既にもうスタートしているんですね。ということ

は、今現存のそういうエンターテインメントに携わっ

ている人たちにもう少し早目に対応させるような動き

が絶対必要だと思います。今、そういう施策会議を

行っていますというようなレベルではないと思うんで

す。もう既に来ているんです。そして来て、もう何も

夜に見るものがなかったよなんていうふうな話になっ

たら、それこそ風評になっちゃう。たくさん今押し寄

せている最中にこの辺をしっかり固めていただかない

と、来年度からちゃんと見せますという流れじゃ、そ

の間にどんどん僕は右肩下がりになっていくんではな

いかなという気がしているんですが、その辺いかがな

ものでしょう。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　御指摘のと

おり、これもスピード感を非常に持ちたいというよう

に思っていまして、特に国際競争力のある観光メニュー

というものはこれからもかなり重要なポイントだと

思っております。その点、実は先ほど申し上げました

着地型ツアー開発などの支援というものを今年度、こ

れからすぐにでも手を打っていこうということで、こ

れからそういうふうな多言語のいろんな形での公募型

の外国人観光客向けのメニューも今年度から早速仕掛
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けていくというような動きでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　続きまして、国際線の早期改善の件

なんですが、企画部長は新しい国際空港の早期建設実

現に向けて今やられていると思うんですが、今の段階

でやはりすぐに手をつけられることというのはあると

思うんです。これもまたスピードだと思うんです。こ

の前、僕らが台湾に視察しに行った後、外に出てはい

るんですが荷物が一つも動かない。他の観光客もせっ

かく今から沖縄に入ってこれから楽しもうかというと

きに、こんな状況であそこで１時間以上２時間ぐらい

待たされると、もうスタートの時点でヌーヤガ、ウチ

ナーヤということになるわけですよ。この辺を今いろ

いろ調整しているということもわかりますが、すぐ手

を打ってこれはもうスピード感がないと、今すぐ動い

てもらいたいぐらいなんですよ。その辺いかがなもん

でしょうね。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今、議員から御指摘あり

ますように、議員が言われるのは、先月台風９号の影

響で非常に混雑をして海外から来られるお客さん方に

非常に不自由をさせたという話を聞いております。

　御承知のとおり、現状は非常に狭隘、それとまた老

朽化しているということで新ターミナルも今実現に向

けて鋭意頑張っている最中ですけれども、この間もで

きるだけ環境の改善というふうなものをやらなきゃい

けないというふうに思っています。入国それから出国

それぞれの審査の改善策というものを考えられないか

ということで、それでやっているものにつきまして

は、先ほど答弁させていただきましたように、那覇空

港ビルディング株式会社が保安検査機増設をそのロ

ビー改修工事を４月に行い、これで若干そこの部分は

改善をされたというふうなことも聞いております。ま

た、県のほうからはその保安検査から出国手続までの

一連の流れが円滑に進むような形で人員の配置をして

くれということで福岡入国管理局那覇支局へ申し入れ

をしております。

　それから入国審査の部分についても先月非常に混雑

したという話も聞いておりますので、そこはまたその

受け取り場所の航空会社の職員の配置とか、その辺の

ところをまた検討できないか現在相談をしているとこ

ろでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　ぜひスピード感を出していただいて

すぐ改善されたなという流れをつくっていただきたい

と思います。

　それと今回私はメーンにしているわけでございます

が、前回山内末子議員も質問されて商工労働部長から

はいい返事をいただきました。その流れでこの三線に

ついて、まず僕は伝統工芸品に向けて動き出すという

のはよくわかったんですが、今内実はどうなっている

かということですよ。三線のソーは一番デーアガヤー

は何かといいますと黒木ですよね。黒木が地元で仕入

れることができなくなったということがまず一つある

んですね。沖縄の伝統工芸品なのに材料は全部国外か

らしか持ってこられないという現実をちょっと見詰め

直していただきまして、僕は植樹の仕方もそれこそ農

商工連携ではないんですが、将来三線という楽器を世

界に発信するためには黒木の植樹者がふえていくと

か、例えばいろんな公園とのカップリングで今読谷に

アカインコの墓があるじゃないですか。アカインコの

近くにモーアシビ公園みたいなものをつくって、そこ

は全部黒木を植えるとかそういうふうな三線関係の全

部ただの公園をつくってどうのこうのということじゃ

なくて、今材料自体がやっぱり海外から仕入れている

というところに非常に問題があるんですね。その辺ど

ういうふうにお考えになっていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　確かに三線の中心と

なるさおの材料は以前は黒木からとっていたものが、

今はそういうものに対応する樹木がないということで

ほぼ海外から輸入しているという現状は承知しており

ます。ただ、今後どうするかということで県内でそう

いうものを栽培して何年後になるのかという相当の期

間を要するわけですね。始まってすぐ10年以内でとい

う話でもない。ここは非常に難しいところで、今後ど

うするかというところまでは残念ながらまだ議論はし

てございません。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　僕もこれを植えたからといって二、

三年後にとれるとは思っていませんよ。しかし、そう

いうアクションが今まで復帰以降やられていなかった

ということが今の現状を生んでいるんですよ。だか

ら、そういう意味ではこれから沖縄の文化を守るとい

うときには、いろんな幅広い分野で対策をしていかな

いといけない部分がたくさん出てきて、僕はいろんな

人にこの三線の話をしたときに、まだ伝統工芸品に

なっていなかったということで、ほとんどの県民が

とっくの昔に伝統工芸品じゃないのというふうな話を

していたんですよ。それは三線を演奏されている方も

そうおっしゃっていたんですね。600年という歴史を

持っているこの三線がここまで今つらい思いをしてい
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るんだなというのは、これは山内議員からもありまし

たように、要請にぜひ皆さんが行かれるときには知事

も対応していただきましてぜひこの三線を守っていた

だきたいなと思っております。

　それともう一つ、先ほどのデータの件ですが、今県

内の職人の皆さんが担い手を育成できない現状は何か

といいますと、さっき言った前の調査では12億ぐらい

の三線の売り上げがあるんですが、そのうちの９億は

海外産、そのうちの３億しか県内産は販売されていな

い。かといって、僕はこの海外産を否定しているわけ

じゃありません。この海外産は三線を大きく広める意

味では活躍しています。そしてこの海外産を買った人

間は、ある程度やってくるとやっぱり本格的な三線を

買いたいとそういう気持ちになってきて高価な三線も

買うようになってきているのが現実としてあるんです

よ。ただ、業界自体が既にこの12億からすれば９対３

の割合で、その現状をどうにか僕らは人材育成に向け

ていろんな角度で応援していかないといけないんじゃ

ないかと思っているんですね。だから、その人材育成

ということに関しての部長の見解をちょっとお聞かせ

いただけませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　議員、御指摘のとお

り、いい県産品をつくるためには確かな人材がそこに

いなければならないということは御指摘のとおりで

す。そういうことで私どもとしてはまず三線を伝統工

芸製品として指定していく。その中で人材の育成につ

いてもどういう方法があるのか具体的に検討していき

たいと、このように考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　もう一つお願いしたいんですが、伝

統工芸というと県が認定をしますよね、工芸士も。経

済産業省が認定を出しております伝統的工芸品につい

て、この伝統的工芸品まで高めてくるとかなり全国的

にもアピール度が強くなってくると。そして組合の皆

さんが伝統的工芸品について問い合わせをしたら、楽

器は難しいなというふうな声を出していたらしいんで

すね、相手側が。しかし、実際、今広島県の福山市に

福山琴というのがあって、この福山琴というのは伝統

的工芸品としてもう既に認定を受けているわけです

よ。ということは、あれは歴史的に見ても三線の４分

１ぐらいの歴史しかない。だけど、伝統的工芸品とし

て経済産業省に認定を受けている。これは沖縄県だけ

が伝統工芸品に指定したからということにとどまらず

に、やはりそこまで持っていってほしい。これはなぜ

かといいますと、沖縄の三線が北上してヤマトの民謡

関係の楽器である三味線に影響を及ぼしたという歴史

的なことも含めて、これは沖縄の財産じゃなくて日本

の財産でもあるということをひとつ県のほうでも認識

していただいて、今後伝統的工芸品に向けてぜひ突き

進んでいただきたいなと。ひとつ部長の意気込みをお

聞かせください。よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　金曜日の山内議員へ

の答弁でも申し上げたとおり、琉球音楽、琉球民謡等

まさに沖縄の歌の根幹をなす楽器が三線ですから、こ

れが今まで伝統工芸製品として指定されてこなかった

ということについては、いろいろ課題等があったとは

思いますけれども、いろんな課題を克服すれば指定は

十分可能だと考えているし、できるだけ作業を急ぎた

いと思いますが、おっしゃるようにまずは県の伝統工

芸製品に指定してその経過を見て、また次のステップ

に進むということで最終的にはそういう目標があって

もおかしくないのではないかと私は思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　教育長にも一つお願いを申し上げた

いんですが、最近運動会であるとか、学芸会にウチ

ナームンがよく登場するのは僕はいいことだと思って

いるんですが、まだまだそれが本当に教育現場の中に

はレクリエーションとしてしか僕には映らないんです

ね。要するに、これは世界に誇れる自分たちのオン

リーワンだという意識を小中学校時代から皆さんに自

信と誇りを持たせるためには、僕は絶対に沖縄の楽器

が音楽の授業にやはり導入されるべきだと思っている

んです。その辺はいかがなものでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　まさに今学校現場におきま

しては、学習指導要領の中で郷土音楽の指導を充実す

るとそういった視点でやっておりますので、その中で

も三線の持つ意義は大変大きなものがあると思ってい

ますので、引き続き各学校の実態に応じた取り組みを

こちらも支援していこうと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　玉城　満君。

○玉城　　満君　それこそ今、沖縄が抱えている問題

ですよ、文化政策として。県立芸大を卒業した人たち

が本来この世界で突き進んでいきたいという思いかな

わず、ほかの業界に行ってしまって、こういうふうに

指導者として迎え入れるということも僕は一理あるん

ではないかなと思っているんです。だから、真剣にこ

れは取り組んでいただいて、ウチナーンチュとしての

文化の自信と誇りを小さいころから植えつけるという

ことも大事かと思っているので、ぜひこれはただメー
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ンのものではないという考え方じゃなくて、はっきり

堂々とこれを前面に押し出せるぐらいの教育をぜひ

やっていただきたいなと思っておりますので、よろし

くお願いします。

　最後になりましたけれども、知事、県立芸大の卒業

生の皆さんの就職について今までいろいろと質問をさ

せていただきました。それで１年半前の議会でも知事

に私質問いたしまして、芸大の卒業生をどうにか県を

初めとする自治体にどんどん就職できるような流れを

つくれないものかと言ったら、知事の答弁はたしかぜ

ひ研究させていただきたいという答弁だったと思うん

ですね。いま現在、この前も首里崎山に新しい県立芸

大のキャンパスができまして私も行ってまいりました

けれども、やはり学生たちを見ていると卒業してから

の第二の人生がどんなかなというのが心配なんです

よ。その辺のところをもう少し就職についても県は真

剣に考えていただきたいなと思います。どうぞ知事の

見解を最後にお聞きしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員のおっしゃったよ

うに、実は県の公務員採用試験の中でもきちっとこう

いう文化政策といいますか、いろんな形で我々の生活

そのものでもありますから、そういう県立芸大の卒業

生が一般の公務員試験でも採用できるようなことを今

研究をしてもらっていますし、また後は教育庁の分野

であるとか、美術館・博物館、国立劇場というような

ところで高度な専門的な技術・技能を持っているとい

う分野で採用を拡大すべきかを含めてもう少し時間を

下さい。今、総務を中心に研究をしているところでご

ざいます。

○玉城　　満君　以上です。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

　　　〔當間盛夫君登壇〕

○當間　盛夫君　皆さん、こんにちは。

　それでは一般質問をさせていただきます。

　まず一般質問に入る前に、せんだって24年度の予算

概算要求が総額2437億円ということで、対前年比105.92

％。大震災で、その分では各省庁10％削減という中

で、私は、内閣府がこれだけ頑張ったというのは評価

すべき点もあるのかなというふうには思います。でも

現実、我々は今度は3000億円という一括交付金を要求

をしていたわけですから、今回、これに盛り込まれな

かったものをどうするのかということも含めながら、

やっぱりもっと対策を練っていかないと、復活折衝に

努力しますと、これに乗っていないのに復活折衝とい

うのはあり得ないわけですから、しっかりとこれから

もまた県当局の皆さん、知事を先頭に、我々も一緒に

なって頑張っていきたいと思っております。別に民主

党の県選出国会議員の２人だけが頑張っている話じゃ

ないわけですから、一緒にやっていきたいというふう

にも思っておりますので、よろしくお願いをしたいと

思います。

　その中で「沖縄グリーンエネルギー活用推進事業」

というのが23億4000万円ついております。そして、こ

れは電力に対しての分が税制拡充、これは石油・石炭

の免除だとか、固定資産の軽減だとかいうことの税制

が拡充・延長されるということも含まれております。

　自然エネルギーを新たな産業として構築するんだと

いう県の考えをもっともっと推し進めるべきではある

んですが、しかし、残念ながら新聞報道によります

と、沖縄の現実は、エネルギー自給率は0.8％で、供

給量は全国平均の約10分の１しかないんだというその

現実はやっぱり踏まえていきながら、原油高騰してお

ります。我々は石炭・石油にしか頼っていない沖縄の

現状をやっぱり踏まえていく。そして、世界的には自

然エネルギーに大転換をしていくということになって

おりますので、沖縄の振興そして産業政策からも最も

重要な項目だという認識をしておりますので、まずそ

の１点目、沖縄電力について質問をさせてもらいま

す。

　茨、沖縄電力について。

　ア、沖縄電力の株主である仲井眞沖縄県知事は、県

民もひとしく株主であるという認識を持っているのか

の見解をお伺いいたします。

　イ、電気料金低減化に向けての燃料、経営改善等の

具体的な対策をお伺いいたします。

　ウ、連結子会社への巨額な特別清算に対しての知事

の認識を伺います。

　数次ビザが順調に推移しているようでありますが、

これからは沖縄の官民挙げての知恵が求められており

ます。今度の補正予算で計上されておりますので、

芋、中国北京事務所開設の意義と他府県の設置状況等

をお伺いいたします。

　次に、交通政策について。

　茨、那覇空港整備について。

　観光促進、産業振興からも増設の滑走路、そして先

ほども質問がありました国際ターミナル等の整備は早

急に求められております。しかし現状は、知事がトッ

プセールスで行かれる、飛行機はがんがん来る、民間

機はふえる。しかし、それと並行ではないんですが、

南の防衛ということで自衛隊機もふえていく現状、そ
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してまた、昨今は管制塔の不在だとか、そういった管

制塔の問題も出てきておりまして、いつ何どき大事故

が起きてもおかしくないというのが、私は、那覇空港

の今の現状じゃないかなというふうにも思っておりま

すので、その点で、ア、那覇空港滑走路増設と国際線

ターミナルビルの進瀧と完成年度をお伺いいたしま

す。

　イ、那覇空港周辺の後背地整備と航空機整備基地建

設についてお伺いいたします。

　芋、自転車道について。

　我々、せんだってデンマーク、スウェーデンに行っ

てきました。間違いなくＣＯ２削減の中で、沖縄の

オートバイと同じような形で、自転車専用道路が設け

られていて自転車が普通に走っているというような観

点からも、我々はもっとその辺も見習うところがある

のかなというふうにも思っておりますので、その点を

質問させてもらっております。

　ア、本県の道路は自転車走行に快適と言えるか、課

題と計画を伺います。

　イ、環境、健康、観光に対する自転車への県の認識

と促進対策をお伺いいたします。

　鰯番、南風原ジャスコ交差点の信号機設置について

進瀧状況をお伺いいたします。

　３、観光政策について。

　茨、修学旅行等に対するタクシー活用についての状

況と対策を伺います。

　９月、10月と修学旅行生が来るけれどもバスが足り

ないというような報道もありましたので、その点での

タクシー活用をどうするのかということを踏まえて質

問させてもらっております。

　芋、クルーズ船専用港湾の整備状況と出入国手続の

迅速化についてお伺いをいたします。

　４、離島振興について。

　茨、新造船建造について、県の方針・計画は決まっ

たのかをお伺いいたします。

　芋、航路補助制度で、補助算定に台風等を考慮する

ことについてお伺いをいたします。

　鰯、離島出身高校生を対象とした共同寄宿舎の設置

について、進瀧状況とその間の対象高校生への対応等

をお伺いいたします。

　允、この離島を含めて若者定住促進で、県営・村営

住宅の建設等についてお伺いをいたします。

　５、農連市場地区再開発について。

　茨、整備事業スケジュールの変更状況と遅延理由を

お伺いいたします。

　芋、個別利用区（県）の変更状況と利用方法につい

てお伺いをいたします。

　最後に６、環境行政について。

　茨、うるま市でアスベストを不法投棄した業者の公

表をなぜ行わなかったのか、その理由と、処分場を運

営する新会社に廃棄物許可を出した法的根拠をお伺い

いたします。

　芋、不法投棄のアスベストは、だれが適正に処理を

行うかをお伺いいたします。

　鰯、アスベスト問題の対応をする沖縄県アスベスト

対策連絡協議会というものがありますが、その協議は

どのように行われているのかをお伺いいたします。

　我が会派の代表質問との関連については取り下げま

す。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　當間盛夫議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、北京事務所開

設の意義、そして他府県の設置状況についての御質問

にお答えいたします。

　北京事務所の設置経費につきましては、本議会に補

正予算案を計上しているところであります。

　北京事務所の主な役割は、観光誘客の強化や新規航

空路線の拡充並びに県産品の販路拡大、そして県内企

業の支援業務などを行うことといたしております。事

務所の設置に伴い、沖縄と中国の経済・文化交流が大

きく発展していくものと期待いたしております。

　なお、北京には都道府県の事務所は設置されており

ませんが、新潟市と札幌市が事務所を設置しておりま

す。

　次に、交通政策に係る御質問の中で、観光における

自転車の活用についてという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　自転車の観光活用につきましては、交通渋滞を気に

せず観光地を周遊できることや、また、町じゅうの狭

い路地まで乗り入れ、そして観光地を散策できること

など、その活用のポテンシャルは高いものと考えてお

ります。既に那覇市のＮＰＯなどでは自転車を活用し

た観光活性化事業が行われております。

　一方、スポーツツーリズムにおきましても、「美ら

島沖縄センチュリーラン」など温暖な気候を生かして

開催されておりますサイクリングイベントは、沖縄観

光の中でも優位性のある観光資源となりつつありま

す。

　県といたしましては、着地型観光メニューの充実や
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スポーツツーリズムの振興を図る観点から、引き続き

自転車の観光活用を促進していきたいと考えておりま

す。

　次に、同じく観光政策に係る御質問の中で、クルー

ズ船専用港湾の整備状況についての御質問にお答えい

たします。

　那覇港におきましては、平成18年度に事業に着手

し、平成21年９月に暫定供用しており、現在、アクセ

ス道路や背後地の整備を行っているところでございま

す。また、石垣港においては、平成26年度完成を目指

して整備を推進しており、平良港においては、平成24

年度新規事業として予算要求をしているところであり

ます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　知事の政治姿勢につ

いての御質問の中の、沖縄電力の株主に関する認識に

ついてお答えいたします。

　沖縄電力は昭和63年に民営移行しておりますが、そ

の際、日本政府の保有する株式の処分について、沖縄

電力の民営化を検討してきた沖縄電気事業協議会で

は、事業の性格からして地域社会と密接不可分の関係

を保持することが望ましいので、民営移行は県民を主

軸とすべきであると報告しております。そのような考

え方に基づき、県は、沖縄電力の株式を保有し株主と

なっているものと認識しております。

　続きまして、電気料金低減化に向けた具体的対策に

ついてお答えいたします。

　沖縄電力においては、事業を取り巻く経営環境を踏

まえ、毎年度「経営効率化計画」を策定しておりま

す。この計画において「効率的な設備投資」、「燃料

の安定調達と燃料費の低減」、「離島コストの低減」

など５つの柱を掲げて経営効率化に取り組んでいると

ころでございます。具体的には、安価で石炭灰の排出

が少ない亜歴青炭の利用拡大による石炭の安定調達と

燃料コストの低減、離島における既設の新エネルギー

設備による発電量の増大の取り組み、設計・仕様・工

法・発注方法の見直しによる工事費の低減、定期点検

内容を精査し、工期を短縮することによる修繕費の低

減などさまざまな取り組みを行っていると聞いており

ます。

　続きまして、連結子会社に対する巨額な特別清算に

対する知事の認識についてにお答えいたします。

　子会社に対する出資については、沖縄電力の経営判

断の中で行われたものと認識しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　交通政策に関連する御質

問の中で、増設滑走路及び国際線ターミナルビル整備

の進瀧についてお答えいたします。

　那覇空港の増設滑走路整備について、国は、昨年度

より環境影響評価法に基づく方法書を作成し、冬季分

の現地調査を完了しております。今年度は、昨年度に

引き続き春季以降の現地調査等を実施しております。

事業着手までに実施される環境アセスメント等の関係

手続はおおむね３年程度を要するとされ、滑走路増設

の概算工期は約７年と見込まれております。

　県としては、一日も早い供用開始を目指し、環境ア

セスメントの手続終了後に早期事業着手ができるよ

う、国と連携・協力して取り組んでまいりたいと考え

ております。

　また、新国際線旅客ターミナルビルの整備について

は、事業主体である那覇空港ビルディング株式会社

が、昨年度の基本設計に続き、現在実施設計を行って

おります。その後、次年度以降２年間で建設工事を行

い、平成25年末を目途に供用する予定としておりま

す。

　県としては、同社に対し早期の供用開始ができるよ

う申し入れており、引き続き同社及び国等の関係機関

と連携して、極力早期での整備に向けて取り組んでま

いります。

　次に、後背地及び航空機整備基地の整備についてお

答えします。

　沖縄県の「新たな計画の基本的な考え方」を取りま

とめていく中で、那覇空港の地理的優位性を生かし

て、航空機の大規模な改修等より高い整備ができる整

備拠点を形成し、産業として育成してはどうかとの提

言がありました。この提言を受け、県としては、那覇

空港の拠点性や価値を高める観点から、航空機整備場

などの空港関連施設の研究及び実現可能性について検

討していくこととしております。

　また、那覇空港の周辺背後地の整備につきまして

は、県が国に求めている国際物流経済特区制度を構築

していく中で検討していきたいと考えております。

　次に、離島振興についての御質問の中で、新造船建

造に係る県の方針・計画についてお答えします。

　離島航路の新造船建造につきましては、現在、過疎

債、辺地債の活用による建造、社会資本整備総合交付

金、または今後の沖縄振興一括交付金（仮称）も含め
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さまざまな支援の可能性について検討しているところ

であります。

　県としましては、離島市町村からの要望も踏まえな

がら、航路事業者及び離島住民にとってより適切な対

応策を検討していきたいと考えております。

　次に、航路補助制度における台風等の算定について

お答えします。

　離島航路補助制度においては、年間の欠損額に対し

て、国・県及び市町村が協調して補助を行っており、

天候悪化により欠航した場合の収入減についても対応

しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　交通政策についての

御質問の中で、自転車道の課題と計画についてお答え

いたします。

　県内における自転車が通行可能な道路としては、サ

イクリング専用道路と広い歩道幅員を利用した自転車

歩行者道があります。サイクリング専用道路として

は、現在、県道玉城那覇自転車道の整備を推進してい

るところであり、自転車歩行者道としては、国道58号

や宜野湾南風原線等があります。

　また、自転車通行環境整備のモデル地区として、平

成21年度に那覇市の赤嶺・壺川地区を国、公安委員会

と連携し、自転車通行帯の整備を行いました。しかし

ながら、自転車通行帯の整備は不十分であるため、今

後とも環境改善や観光振興、健康増進の観点から、関

係機関と連携し、安全で快適な自転車走行ができる道

路づくりを進めていく考えであります。

　次に、離島振興についての御質問の中で、若者定住

促進の県営・村営住宅についてお答えいたします。

　公営住宅の整備については、沖縄県住生活基本計画

等に基づき、それぞれの地域の住宅需要に応じて県と

市町村が連携して実施してきております。

　離島等における若年層の定住促進のためにも公営住

宅の整備は県の重要な施策と考えており、新たな計画

においては重点的に推進していきたいと考えておりま

す。

　次に、農連市場地区再開発についての御質問の中

で、事業スケジュールの変更状況と遅延理由について

お答えいたします。

　本事業は、那覇市農連市場地区防災街区整備事業準

備組合を事業主体として、平成22年度国庫補助採択さ

れ、平成23年10月に組合設立認可、平成27年度工事完

成を目指してきたところであります。本事業の進瀧状

況については、宿泊施設としての保留床取得を希望す

る企業との協議に時間を要しているため事業の進瀧が

おくれております。そのため、現在、事業スケジュー

ルの変更について那覇市及び準備組合と調整を進めて

おり、平成24年度に組合設立認可、平成28年度工事完

成への変更を検討しているところであります。

　同じく個別利用区（県）の変更状況と利用方法につ

いてお答えいたします。

　県所有の個別利用区については、４つの街区が計画

されており、全体面積で約6000平方メートルとなって

おります。そのうちの１街区については、市営住宅か

ら宿泊施設への利用計画に変更を検討中であり、その

他の街区については具体的な利用計画はありません。

　今後は、準備組合と保留床取得を希望する企業との

調整状況を踏まえ、適切な個別利用区の利用方法につ

いて検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　交通政策についての

御質問の中で、環境に対する自転車への県の認識と促

進対策についてお答えいたします。

　県では、去る３月に「沖縄県地球温暖化対策実行計

画」を策定し、各種施策を講じることとしておりま

す。その中で特に運輸部門は、県全体の温室効果ガス

排出量の約３割を占めており、そのうち43％が自動車

からのものであることから、その対策を重点施策に位

置づけております。運輸部門の対策として、公共交通

機関の利用促進、電気自動車への転換等に向けた取り

組みを進めることとしており、自転車につきまして

も、移動に伴う温室効果ガスの排出がないことから、

自家用車から自転車への転換も地球温暖化防止に有効

であると考えております。

　地球温暖化対策実行計画の目標を達成するためには

各主体の協働が重要であることから、県民・事業者・

行政などで構成する「地球温暖化対策実行計画地域協

議会」を設置することとしており、関係機関と協力

し、広く県民の自転車の利用促進に努めてまいりま

す。

　次に、環境行政についての御質問の中で、不法投棄

した業者の公表をしなかった理由及び新会社への許可

の法的根拠についてお答えいたします。

　アスベスト含有廃棄物などを不法投棄した事業者を

公表しなかった理由は、当該アスベストが非飛散性で

周辺の生活環境に影響を及ぼすおそれがないこと、ま

た、不法投棄事案としてうるま警察署に告発し、県警
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察が捜査を継続していたことなどの理由から公表は控

えていたものであります。

　同事業場において、新会社が産業廃棄物処理業の許

可を取得していることにつきましては、廃棄物処理法

に定める許可基準、これは廃棄物を適正に処理できる

設備、技術的能力、経理的基礎、欠格要件に該当しな

いなどに適合していることから、産業廃棄物処理業の

許可を行ったものであります。

　次に、不法投棄廃棄物の処理を行う者についてお答

えいたします。

　不法投棄されたアスベスト含有廃棄物などの処理に

ついては、その行為者である当該事業者が責任を負う

ものであります。このことから、県では、事業者に10

月中をめどに不法投棄廃棄物の当該事業場からの撤去

について指導を行っているところであります。

　同じく環境行政の中で、「沖縄県アスベスト対策連

絡協議会」の協議についてお答えいたします。

　県では、関係部局相互の連携を図りながらアスベス

トに関する調査、情報の収集及び交換などを行うこと

を主な目的として、庁内の関係各課で構成する「沖縄

県アスベスト対策連絡協議会」を昭和63年２月に設置

し、アスベスト問題について全庁的に対応していると

ころであります。同協議会における協議事項の主なも

のは、アスベストに関する情報の収集及び交換、アス

ベストに関する調査、アスベスト対策に関する連絡及

び調整などとなっております。これまで同協議会にお

いては、県有施設などのアスベスト使用実態の調査及

び公表、各種相談窓口の設置、アスベスト関連法令の

改正に伴う周知などを行っております。

　県としましては、今後とも関係部署・機関等と連

携・協力しながらアスベスト問題について対応してま

いりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　交通政策についての

中の、健康に対する自転車への認識等についてお答え

します。

　日常生活において自転車を利用することは、ウオー

キングと同様、適度な運動習慣の定着につながり、健

康づくりに有効であると認識しております。

　県では、健康づくり活動の一環として、自転車の利

用等を含め運動習慣の定着を促進しているところであ

ります。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　交通政策についての御

質問の中で、南風原ジャスコ交差点の信号機設置の進

瀧状況についてお答えいたします。

　御質問の交差点は、平成12年６月28日当時の南風原

自動車道、南風原北インターチェンジ出入り口ランプ

開通に伴い、同ランプから国道につながる交差点とし

て新設された通称南風原ジャスコ入り口交差点であり

ます。

　同交差点への信号機設置につきましては、これまで

も委員会等で議論されてきましたが、同交差点の信号

機設置に必要な条件である交差点東側の計画道路、い

わゆる南風原バイパスが未開通であること、南風原北

インターチェンジの出入り口ランプと宮城集落につな

がる町道が同交差点の直近と合流する変則的な形状と

なっており、危険防止措置として道路改良が必要であ

ること、また、通称南風原ジャスコ入り口交差点から

与那覇交差点向け車線の渋滞緩和対策として道路拡幅

を伴う左折帯の新設が必要であること、その他交差点

内の事故防止対策として滑りどめ舗装や予告・警告看

板等が必要であること等幾つかの問題点があり、県警

といたしましては、これまでにも独自の調査を含め

て、関係する道路管理者等と現状における問題点や対

策について検討しているところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光政策に

ついての中の、修学旅行のタクシー活用についての御

質問にお答えいたします。

　沖縄への修学旅行の県内における移動手段は主に観

光バスでありますが、小グループによる自主企画の学

習行程が組み入れられている場合等にタクシーが利用

されております。

　平成22年の修学旅行におけるタクシーの利用実績に

つきましては、県内タクシー団体に確認をしたとこ

ろ、個人タクシー関連の３団体から報告があり、その

合計は490校、４万4386人、１万189台となっておりま

す。

　沖縄での修学旅行でタクシーを利用することにつき

ましては、各学校の意向を踏まえた上で、ビューロー

が実施しております沖縄観光タクシー乗務員の資格認

定を受けた「ちゅら島沖縄観光タクシー」を含め、タ

クシー、ハイヤーの利用を促進していきたいと考えて

おります。また、タクシー業界におきましても、観光

ガイドのできる乗務員の育成や旅行会社と連携したタ
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クシー観光コースの提供等に取り組んでおります。

　県としましては、このようなタクシー業界の取り組

みと連携し、タクシー観光の需要の拡大を図ってまい

りたいと考えております。

　続きまして、同じく観光政策についての中の、ク

ルーズ船の出入国手続の迅速化についてとの御質問に

お答えいたします。

　クルーズ船の寄港に伴う外国人観光客の入国手続に

つきましては、審査のため下船まで１時間以上要する

場合もあることから、これまでも海外クルーズ会社等

から簡素化などの要望がなされております。また、ク

ルーズ船の出国手続につきましては、海外クルーズ会

社等からの迅速化に関する要望は今のところ特にあり

ません。

　県におきましては、平成21年１月、政府に対し入国

審査等の簡素化及び体制の拡充強化等への協力を求め

ており、ことし７月にも福岡入国管理局那覇支局に対

し改めて協力を依頼したところであります。また、新

たな沖縄振興に関する制度要望におきましても、入国

手続の迅速化のための審査体制の強化等を求めている

ところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　離島振興についての御質問

で、共同寄宿舎設置の進瀧状況とその間の対応につい

てお答えいたします。

　離島出身の生徒が安心して学習や生活ができるよう

支援することは大切なことであると考えております。

そのため、新たな計画での制度提言の中で、共同寄宿

舎と宿泊施設等を備えた複合施設である「離島・へき

地支援のための離島児童・生徒支援センター（仮

称）」の設置を国へ要望しているところであり、その

実現に向けて国と調整しているところでございます。

　現在、離島出身者に対しましては、自校の寄宿舎へ

の優先的入居、空室のある他校の寄宿舎への入居、奨

学金制度の活用等、学校生活に支障がないよう支援を

しているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　答弁どうもありがとうございまし

た。

　まず沖縄電力、エネルギー政策についてから質問を

させてもらいますが、今、福島原発のもので東電はい

ろいろとたたかれていると言ったらおかしいんですけ

れども、国の第三者機関とかいろいろと出しておりま

して、去る新聞で、東電の電気料金の査定に疑問だと

いうことが出ておりました。原価で6000億円近く、過

大ではないかということで出されているんですが、電

気料金は、国で決められているように総括原価方式と

いうことであるというのは私も十分認識をしているん

です。その電気料金の総括原価方式の項目というの

が、私、以前の質問でちょっと出しておりますので、

その項目、比率というのがどういうものがあるかちょっ

と示してもらえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時52分休憩

　　　午後２時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　総括原価方式の内容

は、人件費、燃料費、修繕費、資本費、公租公課、購

入電力料、その他経費等が内容となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　細かいことを聞いたら時間がありま

せんので、大体160億円人件費で終わると、比率的に

10％。やっぱり燃料費が一番多いんですよね。燃料費

が512億円というような積算が出ております。これが

約32％になっております。もろもろいろいろとあっ

て、この東電の部分でも出ていたんですが、その他経

費のほうで約200億円、大体12％ぐらいがその他営業

費ということになるんです。部長、マスコミ等でも出

ている営業経費について、どのようなものが含まれて

いるか示してもらえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　主な内容は委託費で

ございまして、その委託費の中身は、設備の点検、電

気料金の収納、情報システム運用等、もう一つは賃借

料関係、廃棄物処理等そういうものが含まれておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　私が今手元に持っている新聞には、

総括原価の営業費にオール電化推進費、そして広告宣

伝費、寄附金等が入っているんだというものがあるん

ですが、これは入っているんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　オール電化推進費、

広告宣伝費等については、経済産業省令、これは「一

般電気事業供給約款料金算定規則」というものがござ

いますが、これに基づいて適正に算定しているという

ふうに報告を受けております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。
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○當間　盛夫君　電気の安定的供給に必要な費用とい

う項目がある中で、このオール電化推進費――私の家

も全くオール電化じゃないですよ――広告宣伝費、寄

附金等がそういったものに含まれるというものに対し

てどういうような認識をお持ちですか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　認識というよりは、

先ほど申し上げた国の規則、これに基づいて普及開発

関係費を原価に計上することを認めているということ

で、その普及開発経費として使用合理化とか、新規事

業開発だとか、あるいは一般啓蒙とか、あるいは広告

費とかそういうものも含めて対象になっているという

ことで、これは国の規則で定めておりまして、この内

容について県が特にコメントするようなものではない

と考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　特別清算の項目でちょっと質問させ

てもらいますが、カヌチャのほうで約30億円の特別清

算を今度また行ったと。以前は、ＰＨＳアステルのほ

うで約60億円か70億円ぐらいの特別清算をしたという

記憶があるんですが、これまでの10年間で沖縄電力が

特別清算をした、例えば解散とか譲渡をした企業の状

況等を示してもらえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時56分休憩

　　　午後２時57分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　沖縄電力が出資した

企業のうち、過去10年間で解散あるいは譲渡した企業

の数は15社ということで、出資額が９億9300万円と

伺っております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　10年間で15社、出資額で約10億円で

すよね。だからその特別清算とか30億円、いろんな形

で含めると、私は、そういった電気事業外の活動損

失・損益が電気料金に影響していないのかなという懸

念を持つんですが、その辺はどうなんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　先ほど申し上げた総

括原価方式でいくと、こういうものは原価の対象に

なっていないということですので、それが直接的に電

気料金の原価に反映されているということではござい

ません。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　本来、損失する部分は電力がやるわ

けですから、その分での損失はない。電気料金にオン

されていないのはこれは当然ですよね、特別清算であ

るわけですから、損失、いろんなのがあるはずでしょ

う。しかし、せんだっても答弁いただいたんですが、

我々、年間25億円の税制特例をやっております。平成

23年はまだどうなるかわかりませんので、過去９年間

の税制特例で出した額を示してもらえますか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　平成14年から平成22

年、９年間でしょうか、222億4200万円が特例措置に

よります軽減額となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　私、資料をいただきましたので、220

億円。今年度を入れると、知事、250億円になるんで

すよね、今年度も25億円という計算をすると。それ

で、県民当たりどれぐらい電気料金が軽減されたんで

すかということで電力に聞くと、１キロワット当たり

約0.33円、１カ月当たり100円という数字が出されて

いるんですよ。安いのか、軽減を受けて我々が還元を

受けているのか、ちょっとその辺がわからない数字な

んですよ。例えば、原油高騰しましたということにな

ると、８月、９月の電気料金がすぐぼんと１カ月当た

り78円上がりましたとかいうことを見ると、これだけ

250億円近く税制特例を受けているのに、じゃ県民消

費１キロワット当たり幾らかといったら0.33円だとい

うことになってくると、沖縄電力に税制特例をしてい

る意味合いというのは、これは県民還元はできている

という認識を部長はお持ちなんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　沖縄電力からは当然

そのように伺っているし、私どもは国にもそういう説

明をしております。確かに、１キロワット当たり0.33

円、これは結果として七十数億キロワットの年間の販

売電力量で割りますとそうなりますので、やはりもと

の数字が大きいだけに１キロワット当たりにすると

0.33円ということになろうかと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　知事、我々はデンマークに行ってき

たというお話をしました。1970年の石油危機のときに

は、デンマークもほぼ100％近く石油だとか石炭だと

か輸入をしていた。ところが、もうそれじゃだめだろ

うということで1970年、80年代で自然エネルギーに大

きくかじを転換するわけですよ。今の目標は2050年ま

で、近い目標を言うと2020年までに自然エネルギーを

50％までもっていくと。2050年までに自然エネルギー

を含めて、バイオを含めてそれを100％やっていくん
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だというようなことになっています。

　照屋議員からの記事もあったんですが、選挙があり

ました、我々が行ったときに。10年ごとに政権交代を

しているそうです。今回、野党が勝利しました。女性

の党首が今度首相になるということがもう決まってい

るんです。これは何を申すかというと、エネルギー政

策というのは、政権がかわろうが、そのことは持続さ

れるという部分があるわけです。

　ＣＯ２削減、先ほど自転車のお話もしたんですけれ

ども、ただ自然エネルギーをするだけではなくて、Ｃ

Ｏ２削減を含めて、国民が全体的にそれに向かってい

くというコンセンサスを持っている。さっきも選挙の

話をしたんですが、知事、投票率が86％ですよ、投票

率。ですから、我々がエネルギー庁だとかエネルギー

協会だとかに行き、どうして既得権を持っている電力

会社からの圧力はないのかという質問をすると、い

や、国民のコンセンサスが得られませんと。我々が余

り自分たちの既得権を言うと、これは国民から支持が

得られないんだということで、そういった部分の制度

的な、政策的なエネルギーのものは、あくまでも政治

的なものが決めるんだと、政治的な意思なんだという

ことが強いものになっているというふうに言われてい

ます。

　日本も自然エネルギーにやっています。我々も太陽

光をつけなさいと言います。買い取りします。全量買

い取りすると、これは県民に電気料金として全部オン

されるんですよ。固定買い取り制度ということがまた

来年から始まってくるということになってくると、県

民の負担は間違いなく増加するわけですよね。自然エ

ネルギーへの転換ということを、やっぱり公共的電気

事業であるからこそしっかりとやっていかないといけ

ないというふうにも思っています。会長もされた知事

でもありますので、その辺のエネルギー、電気事業に

対してのこれからの分にもっと積極的にかかわるため

の政治的意思という兼ね合いは、どういうふうにお持

ちでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　あえて電力会社の社長、会

長をやった者への御質問ですので答弁させていただき

ますが、エネルギー技術につきまして、そしてエネル

ギーのシステムについて少し技術的なよさと、それの

持っているマイナス点というのをちょっとよくチェッ

クしてみないと、なかなかそのまま移しにくいという

部分があると私は思っております。

　ですが、沖縄の場合は、基本的には太陽光、風これ

は吹いておりますから、このあたりを中心にこれまで

沖縄電力は、昔のサンシャイン計画とか、ムーンライ

ト計画等でむしろ率先してやってきているはずですか

ら、恐らく太陽光のウエート、そして風力のウエート

がほかの県に比べてかなりいいところまでいっている

はずなんです。

　ところが、何がないかというと、温泉とかそれから

水力、これがない。水力は、御存じのように日本全体

で約10％ありますから、エネルギー的にはそういう部

分をカウントしているはずなんです、これまでの新聞

に出ているのは。ですが、新エネルギー的な部分とい

うのは、かなり実は先行して、新エネルギー開発株式

会社というのも率先して大分前につくって取り組んで

おります。

　ですから、我々、今沖縄における電気エネルギーに

ついては、油と石炭と、これからＬＮＧが入ってくる

はずなんですが、これはもうどんどんこれから値段も

上がっていくはずです。それともう一つは、おっしゃ

るようにやっぱりＣＯ２対策という点から言うと、風

力とか太陽光とかそういう新エネルギーとか、一部バ

イオマスがどんどん導入せざるを得なくなると思いま

すが、少しこれは技術的な欠陥をやっぱり修正しなが

ら入れていかないと、今おっしゃったデンマークの例

を私詳しくは知りませんが、非常に平地の中で、あそ

こは風車メーカーが結構出ていて、恐らくヨーロッパ

における大きな電力システムの中にくっつけています

から、振らないんですよね、大きいシステムの中に。

ですから、これはほとんどそのまま直結できるはずで

す。ですから、ちょっとそういう条件差があって、沖

縄の場合、この電力システムはやっぱりかなり小さい

ほうで、ここに５％ぐらいくっつけると振られてし

まって、コンピューターだとか情報機器が使えないと

か、実はいろんな欠点があります。ですから、沖縄の

場合ここを改善しながらやっていかないといけない

し、スケールデメリットというのをどう克服するか

と、この２大欠点を克服しながら悪戦苦闘しているは

ずです。ですから、ぜひ少し長い目で支援をしていた

だきたいと思います。

　しかしながら、余りそればかり言っているわけにい

きませんから、県ももっともっと力を入れて、特に今

の太陽光と風力、それから一部の大型のバッテリーと

いうのは、沖縄の電力のシステムにかなり役に立つは

ずですから、この技術開発にもみずから取り組むとい

うような覚悟で県も一緒になって取り組んでいきたい

と思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　おっしゃるとおり、デンマークは
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フィンランドから電気は買える、スウェーデンから買

える、ドイツから融通するという、国ごとの政策を

持っているわけですね。ところが残念ながら、知事、

もう御存じだと思うんですけれども、沖縄は融通先が

ないんです。沖縄は140万県民でこの沖縄電力を担っ

ているというところがありますので、その大きなス

ケールメリットでできない。小さな我々沖縄だからこ

そ、そのメリットをまた自然エネルギーで生かしてい

くということが私は政治の意思だとも思っておりま

す。一緒になってこのエネルギー政策、また頑張って

いければなというふうに思っておりますのでよろしく

お願いをいたします。

　それでは続きまして、ジャスコの信号機設置につい

てでありますが、余り議会で信号設置のことは質問し

たくないんですが、これはその地域の活性化だとか、

ジャスコの周辺には大型ショッピングセンターがある

んですよ。週末、休日の渋滞状況とか安全確保の観点

からもそのことはしっかりと質問させてもらわないと

いけないんですが、本部長、ちなみに県内の交通事故

の４割は交差点で発生しているというパンフレットが

ありました。この現状と対策をお聞かせ願えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　お答えいたします。

　県内における交差点人身事故の現状を申し上げます

と、22年中は全人身事故が6501件、そのうち交差点で

の発生は2752件で全体の42.3％でございました。この

中身といたしましては、車同士の出会い頭の事故が最

も多いということで38％、それから車同士の追突事故

が18％、車同士の右折と直進の事故が14％というふう

になっておりまして、これら３つで７割を占めておる

ところでございます。

　その対策といたしましては、本年６月２日には「危

険な交差点ワースト10」を抽出した上で、広報等に

よって県民への広報、注意喚起を行っておりますほ

か、本年７月からは、県下主要交差点に制服警察官を

配置しての指導・取り締まりを行ったり、あるいは道

路管理者と連携した交通安全施設の設置等による交通

環境の整備等を推進しているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　この南風原ジャスコの交差点のお話

をさせてもらうんですが、今、国道事務所のほうで、

その交差点は途中までしかないものですので、その先

の改良工事を本年度、来年度含めて交差点の改良を

やっていくということになっていますので、その交差

点の改良が前提としてあるんでしょうけれども、その

ものが進んでいくとその信号設置の調整もしていくと

いう認識でいいんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　今議員がおっしゃった

ような南風原ジャスコ入り口交差点での改良計画の詳

細については、まだ県警察では把握をしておりませ

ん。したがいまして、今後、道路管理者等から同件に

つきまして事前調整でありますとか、あるいは意見の

聴取があった際には適切に対処してまいりたいという

ふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　よろしくお願いをいたします。

　それでは、農連市場の再開発についてなんですが、

この再開発計画に際してはもうおくれていますよ。本

来だったら、ことしで組合の設立、許可とか全部でき

ていたものが結局次年度になっているわけですので、

その完成もまた１年、２年という形でおくれていると

いうことになっております。地元からの要望というも

のがどういうふうなものがあるか、ちょっと部長、お

聞かせ願えますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時12分休憩

　　　午後３時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　個別利用区に係る地

元からの要望ということでお答えしたいんですけれど

も、現在は駐車場が計画されておりますが、地元権利

者からはさらに駐車場がふやせないかという要望がご

ざいます。

○議長（髙嶺善伸君）　當間盛夫君。

○當間　盛夫君　現計画では駐車場150台しかないん

ですよね。昨今、観光というとレンタカーですので、

そこにおいて町の国際通り、平和通りという形で、私

は、この農連再開発を核としないといけないんじゃな

いかなというふうにも思っております。幸いにも利用

地区、これはもう県の所有ですから、県が、その地域

でどういうふうな対応をしていくんだという認識は

しっかりと持たないといけないというふうにも思って

おりますので、その点はガーブ川の船水地も含めなが

ら、全体的におくれていることも早目に取り戻しなが

らしっかりとした再開発をしてもらいたいということ

で、要望で終わりたいと思います。

　ありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

　　　〔赤嶺　昇君登壇〕

○赤嶺　　昇君　皆さん、こんにちは。
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　通告に基づいて一般質問を行います。

　１、知事の政治姿勢について。

　茨、知事は、普天間基地の県外移設を求める考えを

堅持するかをお伺いいたします。

　芋、県内企業優先発注・県産品活用に対する知事の

姿勢をお伺いいたします。

　２番、教育・福祉・医療行政について。

　茨、国の幼児教育、保育動向に対する県の対応をお

伺いいたします。

　芋、知事公約の少人数学級の取り組み状況をお伺い

いたします。

　鰯、認可外保育施設支援への取り組みをお伺いいた

します。

　允、学童保育支援への取り組みをお伺いいたしま

す。

　印、社会福祉法人の公的役割と責任をお伺いいたし

ます。

　咽は取り下げさせていただいて、関連質問の中でお

聞きいたします。

　員、県ドクターヘリの成果をお伺いいたします。

　３番、土木建築行政について。

　茨、「沖縄県建設産業ビジョン」の取り組み状況を

お伺いいたします。

　芋、県発注の公共工事積算額は、企業積算と開きが

あると聞くが現状をお伺いいたします。

　鰯、県全域をエコサイクルロードに整備してはどう

か。

　允、県道38号線の整備についてお伺いいたします。

　４番、防災行政について。

　茨、県の取り組み状況をお伺いいたします。

　５、我が会派の代表質問との関連。

　１番、新たな沖縄振興法について。

　茨、今後のスケジュールをお伺いいたします。

　芋、3000億円の一括交付金とは、10年で３兆円とい

うことなのかをお伺いいたします。

　２番、消防広域化について。

　不参加を表明している市町村や那覇市が正式に不参

加をした場合、消防広域化は実現できるのかをお伺い

いたします。

　３番、基地問題について。

　知事訪米について、成果についての答弁はあったん

ですが、課題をお伺いいたします。

　４番、土木建設港湾行政について。

　ボンドの話なんですけれども、米軍基地の発注工

事、フェーズ11の入札状況についてお聞かせ願いま

す。

　５番、福祉保健医療、環境行政について。

　公共関与産業廃棄物処理施設がおくれた責任はどこ

にあるのかをお伺いいたします

　次に、職員が一致団結して全力で頑張って県立病院

の経営改善、また県知事を初め頑張っていただいてい

るんですけれども、この時期に大幅な給与削減をしよ

うとする理由をお聞かせください。

　次に、２機目のドクターヘリ実現に向けた取り組み

をお聞かせください。

　次に、教育行政について。

　文部科学大臣の見解がよく変わってきているんです

けれども、それについて県教育委員会の見解をお聞か

せください。

　９月８日の３教育委員会の決定が有効であると県教

育委員会は明確な見解を示しているが、その９月８日

に向けて県教育委員会は文科省とどのような調整を

図ってきたかをお聞かせください。

　最後に、現振興計画における小中学校のクーラーの

設置目標に対する達成状況をお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの赤嶺昇君の質問及

び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回した

いと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時18分休憩

　　　午後３時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の赤嶺昇君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　赤嶺昇議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、知事の政治姿勢の中で、普天間飛行場

の県外移設を堅持するのかという御趣旨の御質問にお

答えいたします。

　県としましては、県内移設は事実上不可能と考えて

おり、引き続き日米両政府に対し普天間飛行場の県外

移設及び一日も早い移設返還の実現を強く求めてまい

ります。

　同じく知事の政治姿勢の中で、県内企業優先発注・

県産品活用についての御質問にお答えいたします。

　県では、県内企業の育成強化を図るため、「県内企

業への優先発注及び県産品の優先使用基本方針」を策

定し、各種の取り組みを行っております。具体的に

は、産業まつりの開催や県産品奨励月間の実施により

ます消費者意識の啓発、そして県公共工事における分
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離・分割発注や共同企業体方式による県内企業の受注

確保、そして国の出先機関・市町村等に対する要請等

を行っているところであります。県といたしまして

は、今後とも関係団体と連携をし、県内企業への優先

発注及び県産品の優先使用に取り組んでまいる所存で

ございます。

　次に、土木建築行政に係る御質問の中で、沖縄県建

設産業ビジョンの取り組み状況についての御質問にお

答えいたします。

　県では、県内建設産業の活性化を図るため、平成20

年３月に「沖縄県建設産業ビジョン」及びその行動計

画となりますアクションプログラムを策定し、官民連

携して取り組んでいるところであります。

　県におきましては、建設産業審査会の設置、そして

ちゅらしま建設業相談窓口を通した経営基盤の強化や

新分野進出の支援、さらに入札制度の改善等を実施い

たしております。また、関係団体においてもＩＴ技術

の活用や人材育成のための講習会等を実施いたしてお

ります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　教育・福祉・医療行

政についての中の、国の保育動向に対する県の対応に

ついてお答えいたします。

　国においては、本年７月末に「子ども・子育て新シ

ステムに関する中間とりまとめ」を少子化社会対策会

議において決定しております。具体的な仕組みとし

て、学校教育・保育及び家庭における養育支援を一体

的に提供する「仮称・総合施設」の創設等が示されて

おりますが、費用負担のあり方など課題については、

引き続き検討を進め、地方公共団体等とも協議を行い

理解を得ることとしております。県としましては、

「子ども・子育て新システム」の制度設計に当たって

は、子供の視点から議論を進めるとともに、保育の質

や財源が確保されることが重要であると考えておりま

す。本県における就学前児童の保育・教育のあり方に

ついては、関係部局、関係団体と意見交換を行ってお

り、引き続き連携し必要な対応をしてまいりたいと考

えております。

　続きまして、認可外保育施設への支援についてお答

えします。

　認可外保育施設については、入所児童の処遇向上が

課題でありますが、同施設への給食費助成について

は、入所児童の一層の処遇向上のために平成23年度か

ら新すこやか保育事業を大幅に拡充してきたところで

あります。なお、新たな子育て支援制度の提案の中

で、保育所入所待機児童対策特別事業基金の継続・拡

充や一定の質を確保した認可外保育施設への支援措置

等を国に求めているところであります。

　続きまして、学童保育支援への取り組みについてお

答えいたします。

　学童保育への支援として、放課後児童健全育成事業

として、クラブ運営費等への補助を行うとともに、平

成22年から学童保育支援センターを設置し、各クラブ

への相談援助業務や指導員の人材育成に向けた研修会

の実施等を行っております。また、今年度から「沖縄

特別振興対策調整費」を活用し、放課後児童クラブの

老朽化に伴う改修・修繕に要する経費を助成すること

としております。

　続きまして、社会福祉法人の公的役割と責任につい

てお答えします。

　社会福祉法人は、社会福祉事業を行うことを目的に

社会福祉法の規定に基づき設立された法人でありま

す。社会福祉事業は、入所施設等を運営する第一種社

会福祉事業と通所や在宅福祉サービスを提供する第二

種社会福祉事業があり、ともに公共性の高い事業と

なっております。また、公益事業や収益事業の実施に

ついては、本来の社会福祉事業に支障がないことが要

件となっており、営利を目的としない法人でありま

す。

　続きまして、県ドクターヘリの成果についてお答え

します。

　沖縄県ドクターヘリは、平成20年12月から浦添総合

病院が行うドクターヘリ事業に補助し、実施しており

ます。平成22年度には295件の急患を搬送しており、

沖縄本島全域、本島周辺離島及び徳之島以南の離島か

ら入院を必要とする患者を迅速に搬送するなど大きな

成果を上げております。現在、国に対し国庫補助額の

拡充を要望しているところであり、県としましては、

引き続きドクターヘリ事業の充実を図っていきたいと

考えております。

　続きまして、我が会派の代表質問との関連について

の中の、２機目のドクターヘリ実現に向けた取り組み

についてお答えします。

　県では、医師会、救急医療機関及び消防組合等で構

成する「沖縄県救急医療協議会」において、ドクター

ヘリの複数配置について検討を行っているところであ

ります。同協議会では、県ドクターヘリ、自衛隊、海

上保安庁、ＭＥＳＨ救急ヘリ等、県全体の急患搬送の

現状、課題について検討を行っているところであり、
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２機目の導入については、搬送症例ごとの検証を行う

とともに、地理的条件も踏まえて検討する必要がある

としております。県としては、引き続き検討を進めて

いきたいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　教育・福祉・医療行政につ

いての御質問で、少人数学級の取り組み状況について

お答えいたします。

　少人数学級につきましては、現在、小学校１・２年

生で加配定数を活用し、30人学級を実施しておりま

す。今後につきましては、市町村教育委員会の意向、

国の動向や全国の実施状況等を踏まえ、研究してまい

りたいと考えております。

　次に、我が会派の代表質問との関連の御質問で、文

部科学大臣の見解についてお答えいたします。

　これまで文部科学省の助言をもとに、３市町教育委

員会等に対しまして一本化を図るよう助言を行ってき

たところであります。県教育委員会としましては、引

き続き、文部科学省の助言を受けながら、合意に向け

た協議を促し援助をしてまいりたいと考えておりま

す。

　次に、文部科学省との調整についてお答えいたしま

す。

　文部科学省とは、八重山地区の教科書採択問題が報

道等で話題になった７月後半ごろから状況報告や助言

を仰ぐ等の連携をとってまいりました。また９月８日

の協議につきましては、文部科学省の助言をもとに３

市町教育委員会に対しまして資料提供等の援助を行っ

てまいりました。

　次に、小中学校の空調施設設置目標についてお答え

いたします。

　沖縄振興計画における公立小中学校普通教室の空調

施設整備率の目標は、60％としております。平成23年

７月現在、53.0％の整備率であり、平成23年度末では

目標の約９割を達成する見込みであります。

　県教育委員会では、安全で快適な学習環境の整備が

必要であることから、引き続き市町村教育委員会と連

携しながら空調整備を促進していきたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木建築行政につい

ての御質問の中で、県発注の公共工事積算と企業積算

との開きについてお答えいたします。

　工事費の積算に当たっては、一般的に図面、数量

表、現場条件等を踏まえ、積算基準書、実施設計単価

等に基づき積算を行っております。土木建築部が発注

した工事において、一部入札不調が生じております

が、一般的には、小規模工事や橋梁補修等の特殊工

事、離島工事等において入札不調となる傾向があり、

専門技術者や機材の確保が難しいこと、旅費・宿泊費

や運搬費などの費用がかさむこと等が原因ではないか

と考えております。今後、旅費・宿泊費、運搬費等の

計上、見積もり積算方式の導入等について、国や他県

の状況も参考に検討していきたいと考えております。

　同じくエコサイクルロードの整備についてお答えい

たします。

　県内における自転車が通行可能な道路としては、サ

イクリング専用道路と広い歩道幅員を利用した自転車

歩行者道があります。サイクリング専用道路として

は、現在、県道玉城那覇自転車道の整備を推進してい

るところであり、自転車歩行者道としては国道58号や

宜野湾南風原線等があります。また、自転車通行環境

整備のモデル地区として、平成21年度に那覇市の赤

嶺・壺川地区を国・公安委員会と連携し、自転車通行

帯の整備を行いました。今後とも環境改善や観光振

興、健康増進の観点から、関係機関と連携し、安全で

気軽にエコサイクリングができる道路づくりを進めて

いく考えであります。

　同じく県道38号線の整備についてお答えいたしま

す。

　県道38号線のうち屋富祖大通りは、昭和43年２月に

国道58号からサンパーク通り交差点間を延長880メー

トル、幅員12メートルで都市計画決定しております。

その整備につきましては、浦添市や地元商店街及び住

民の意見を踏まえて検討していきたいと考えておりま

す。

　次に、我が会派の代表質問との関連質問で、米軍工

事発注のフェーズ11の入札状況についてお答えいたし

ます。

　米空軍が５月に公告したフェーズ11は、基地内の家

族住宅403戸の改修工事を内容としております。当該

工事の入札結果については米軍に確認したところ、現

在入札手続中であり、詳細については明らかにできな

いとのことでありました。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　防災行政についての御
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質問の中で、沖縄県地域防災計画の見直し状況につい

てお答えいたします。

　県におきましては、東日本大震災を踏まえ、沖縄県

地域防災計画の見直しに着手しております。このた

め、本年６月に琉球大学教授等の専門家で構成される

「沖縄県地震・津波想定検討委員会」を設置し、９月

12日に開催された第４回委員会において取りまとめが

行われたところです。

　同委員会におきましては、１点目、今後想定の対象

とする地震・津波として、科学的知見に基づくもの

と、歴史的知見等に基づく最大クラスのものの２つの

レベルを想定する必要があること、２点目、防災計画

見直しの方向性として、住民の「地震・津波からの避

難対策」や「防災意識の啓発・普及」が重要であるこ

と、３点目、最低限度の浸水域として海抜５メートル

より高い場所への避難が最低限必要である一方、歴史

に学ぶ最大クラスの津波からの対策も可能な限り講じ

るべきであること、４点目、県においては、海抜高度

の明示などにより市町村における避難対策の強化や、

住民が地理的特性を把握できるよう支援する必要があ

ることなどの御提言をいただきました。今後は、同委

員会の御提言や、国の防災基本計画の見直し状況も勘

案しつつ、市町村等関係機関と連携し、沖縄県地域防

災計画の見直しを早急に進めてまいります。

　次に、我が会派との関連質問の中で、消防広域化に

ついて市町村が不参加の場合の実現性についてお答え

いたします。

　本年４月に設立された「沖縄県消防広域化推進協議

会」について、浦添市、うるま市及び宮古島市は参加

を見合わせております。また、那覇市においては、９

月２日に開催された「那覇市消防広域化検討委員会」

において、平成24年度からの法定協議会に参加すべき

ではないとの方向が示されましたが、今後、庁内での

意見を取りまとめ、「沖縄県消防広域化推進協議会」

において法定協議会設置に向けた参加市町村の枠組み

を決定するとされている12月までに市としての方針を

決定する予定であるとのことであります。このことか

ら那覇市は正式に脱退の意思を示したものとは考えて

おりません。

　県としましては、これら市町村が参加しない場合に

は、現在想定している管理部門統合による現場対応職

員の増加、災害発生時の初動体制の強化、統一的な指

揮下での効率的な部隊運用、窓口一本化による関係機

関との迅速な連携など消防広域化による災害対応力強

化のメリットが損われる可能性があるため、県域１ブ

ロックでの広域化が望ましいものと考えております。

このため、県としましては、各市町村の実情を踏まえ

つつ、消防広域化に全市町村が参加できるよう、引き

続きこれら市町村へ働きかけてまいりたいと考えてお

ります。

　次に、知事訪米の課題についてお答えいたします。

　今回の訪米におきましては、有識者等とのネット

ワークの構築が図られたことや、米国における普天間

飛行場移設問題の理解が前進するなど、県外移設に向

けた第一歩になったものと考えております。

　知事訪米は、そもそも沖縄の基地負担の軽減、普天

間飛行場の県外移設という、大きな課題を解決するた

めの一つの取り組みであります。このため、今回の訪

米で得られた有識者の御意見や日米両政府等の反応を

分析し、今後、より効果的な働きかけを行っていく等

の取り組みが必要になると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　我が会派の代表質問との

関連についての中で、新たな沖縄振興法の今後のスケ

ジュールについての御質問にお答えいたします。

　新たな沖縄振興のための法律については、去る９月

26日の沖縄振興部会において、内閣府からその大枠と

なる「新たな沖縄振興策の検討の基本方向」が示され

ました。また、法制度の根幹をなす税制の改正要望が

９月末に取りまとめられたところであります。今後

は、関係各省等との間で協議・検討を重ねられた法律

案が来年の通常国会に上程され、国会審議を経て３月

末までに成立し、４月１日から施行されるものと認識

しております。

　同じく我が会派の代表質問との関連についての中

で、3000億円の一括交付金とは10年で３兆円というこ

とかという御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、新たな沖縄振興のための施策を展開する

ために必要な予算額として、向こう10年間、年間約3000

億円規模の沖縄振興一括交付金の創設を国へ求めてい

るところであります。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　我が会派の代表質問

との関連についての中で、公共関与産業廃棄物処理施

設のおくれについてお答えいたします。

　産業廃棄物処理施設の整備につきましては、住民の

拒否反応が強いこと、また、不適正処理事案の発生な

どにより地域住民の不信感を招くなどの要因により、
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合意形成が容易でないと考えております。公共関与に

よる産業廃棄物処理施設につきましては、平成16年に

整備に向けた構想に着手し、17年から候補地選定を進

め、19年に３カ所の立地候補地を提案し、地元自治会

などに説明を行ってきたところであります。また、昨

年度にはリサイクルの進展などにより産業廃棄物の最

終処分量が減少していることを踏まえ、事業の見直し

調査を実施しており、施設規模を36万立方メートルか

ら15万立方メートルへ変更しております。本年度に

は、施設規模などの見直しを踏まえ、名護市安和候補

地及び本部町崎本部候補地の関係自治体などに説明を

行い、また、先進事例となる広島県や島根県の視察を

11月に実施する計画で準備を進めるなど、早期の建設

着手に向け地域の理解を得るよう取り組んでいるとこ

ろであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　我が会派の代表質問

との関連についての中で、給与の削減についてお答え

いたします。

　病院事業局は、平成21年３月に策定した経営再建計

画の目標である経常収支の黒字化等を平成22年度まで

に達成するなど経営改善に取り組んでまいりました。

しかし、県立病院が今後も公的医療機関としての役割

を果たしていくためには経営の安定化を図るととも

に、新宮古病院等の施設や医療機器の整備等を適切に

行う必要があります。また、今後、10年間で公立病院

特例債等の約70億円の債務を償還する必要がありま

す。病院事業局においては、これらを勘案して今後10

年間の収支見通しを作成した結果、平成24年度以降、

経常収支は再び赤字に転じ現金資金も減少するなど、

非常に厳しい経営状況となる見込みとなりました。ま

た、経営再建検証委員会は他の都道府県より高い給与

費比率を低減する必要があると指摘しております。そ

のため、病院事業局としては、さらなる経営体質の強

化を図る必要があると判断し給与体系の見直しを行う

こととしました。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　順不同でお聞きしますが、知事の政

治姿勢の中の芋番の県内企業優先発注で、県外業者の

不当な価格でのダンピングともとれる現状があるよう

ですが、県の認識と対応をお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時９分休憩

　　　午後４時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　確かに、以前トンネ

ル工事や橋梁の工事の上部工でかなり低入札で落札し

た事例はございます。

○議長（髙嶺善伸君）　もう少し大きい声で、みんな

聞こえませんよ。

○土木建築部長（当間清勝君）　もう一度お答えしま

す。

　確かに、以前工事で県外業者がトンネル工事や橋梁

の上部工の工事でかなり低入札で落札した事例はござ

いました。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　部長、以前の話をしているんじゃな

くて、知事の先ほどの答弁で県内企業優先発注という

ことで、分離・分割もせっかくやっていただいている

中で、元請はいいんですよ、元請は県内企業発注され

ていますけれども、下請が小さい企業で結構本土の業

者が不当な価格で入ってくるものだから、県内企業が

もう手も足も出ないと。こういった企業というのはう

まくいかなかったらすぐ撤退するという現状があるの

で、これはぜひ調べてもらって、場合によってはこれ

ダンピングじゃないかということで、この価格にまで

押し下げられるんですよ。そうすると、もう非常に赤

字をこうむってでもとらざるを得ない。そうすると元

請は、いや、この県外業者の価格に合わせてくれたら

皆さんに回してあげるよということを言っているわけ

ですね。そこも含めて、何のための県内企業優先発注

なのか。知事の公約であるこのグッジョブにも出てい

る県内雇用優先ということまでを視野に入れると、そ

こまでぜひ調査していただきたいんですけれどもいか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　５月16日に特記仕様

書に下請業者の県内企業優先活用を記載することにし

て、その結果もあって今回、もちろん議員がおっ

しゃっるように不当にかなり低い形でダンピングして

県外業者が県内業者と競争した下請も事実上ありまし

たが、そういう特記仕様書等の記載等や県からの指導

もございまして、プレハブ等の工事では県外業者が受

注した形である程度は改善しておりますが、今後とも

注視して調査していきたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひお願いします。

　大きい質問の教育についてなんですけれども、国の
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中間報告が示されたんですけれども、認可外保育施設

が指定された場合は予算もつくということで理解して

いいのかをお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時12分休憩

　　　午後４時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　新システムにおいて

は、質の確保のための客観的基準を満たすことを要件

に認可外保育施設や株式会社等多様な事業主体への参

入を認め、保育の量的拡大を図ることとしておりま

す。そういうことからすると、認可外保育施設はこど

も園の指定を受ける場合には指定要件を満たすととも

に法人格が必要となり、こども園の指定を受けられな

い認可外保育施設については、小規模保育、家庭的保

育、居宅訪問型保育、事業所内保育の地域型保育給付

――これも仮称ですけれども――の対象となることが

考えられます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　そうしますと、こども園として指定

された場合は、沖縄の認可外保育施設の課題は大分改

善されるというふうに御理解されていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　これはまだ具体的な

財源とか明確な仕組みとかはなくて、もう少し煮詰め

て地方公共団体とも話し合うというふうな状況になっ

ておりますので、まだ確定的にこうですよという状況

ではありません。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　今回の内閣府の沖縄関係予算の中

で、いわゆる次年度の待機児童対策特別事業基金が今

年度で終わるんですけれども、次回からはどのような

内容になるということですか。次の待機児童対策事業

基金の新たな予算とか、期間延長を皆さん求めており

ますよね、これはどのような形になるのかお聞かせく

ださい。

○福祉保健部長（宮里達也君）　ちょっと休憩してよ

ろしいですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時14分休憩

　　　午後４時15分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　現在、沖縄振興一括

交付金との関係で県の要望どおりにはなっていないと

ころもあるようですが、内閣府が沖縄振興の重点施策

として「沖縄子ども育成特別対策事業」を新たに要求

していることについては我々として一定の評価をして

おりまして、県がこれまで求めてきた待機児童対策特

別事業基金の延長拡充の方向性に沿って要求されてい

ると考えております。

○赤嶺　　昇君　額を聞いているんですよ、額、期

間。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時16分休憩

　　　午後４時16分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　予算額は、17億と聞

いておりますけれども、その内訳等はまだちゃんと聞

いていません。

○赤嶺　　昇君　期間は… … 。新聞にも出ています

よ、皆さん。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時17分休憩

　　　午後４時17分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○福祉保健部長（宮里達也君）　期間は３年間という

期間を設定しているようです。基金事業の延長が認め

られた場合には、まず今後の３年間に集中的にその基

金を使って待機児童対策に取り組んでいきたいと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　部長、これはとても大事な話で大分

議会でも議論されてきているにもかかわらず、内閣府

はこれ概算まで発表されていて僕らも資料をもらっ

て、その中で17億の３年間、中身についても現在の基

金もまだ全部活用できていないもの、課題はあるんで

すけれども、やはりそこをもっとしっかり詰めていた

だいて内閣府とやっていただきたいと。その中で認可

外保育施設についてなんですけれども、この入所の認

可外保育施設の支援事業の中で各施設の整備をするた

めの実施状況というのはどのようになっていますか。

○福祉保健部長（宮里達也君）　済みません、ちょっ

と… … 。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時18分休憩

　　　午後４時19分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。
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○福祉保健部長（宮里達也君）　22年度は、既に23施

設終わっておりまして、23年度は25施設です。今後は

また新しい計画をつくってその待機児童対応の事業を

進めることになっております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　もうあと少ししかないので、平成23

年度今年度中の執行残がないようにぜひ頑張っていた

だきたいと思っています。

　それから学童保育についてなんですけれども、学童

保育のガイドラインを県はつくっているんですけれど

も、このガイドラインを達成している学童の数をお聞

かせください。

○福祉保健部長（宮里達也君）　済みません、ちょっ

と休憩をお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時20分休憩

　　　午後４時20分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　学童クラブのガイド

ラインに沿ったクラブ数ですけれども、平成22年12月

１日現在で、補助交付対象の214クラブに調査した結

果によりますと、ガイドラインで望ましいとした児童

１人当たりの必要面積1.65平方メートル以上を満たし

ている施設は159カ所、75.4％となっております。指

導員の配置については、児童数に応じて20人未満は２

人以上、20人以上については３名以上の配置が望まし

いとなっておりますが、それを満たしているクラブは

191カ所、89.3％となっております。

　今後ともガイドラインに基づいた運営に努めるよう

に市町村を通じて周知を図っていきたいと考えており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　学童保育大会が先日あったんですけ

れども、よく言われているのが公設公営・公設民営が

他府県では非常に高い割合で、沖縄県はほとんど民立

民営ということなんですけれども、県は大分頑張って

いただいているんですね。市町村が例えば教育施設と

か学校とか活用しようとするとなかなか学校施設をい

ろんな理由で貸さなかったりとかあるので公設公営は

難しいと思うんですけれども、今後沖縄県として例え

ばこの５割なのか７割なのか、公立民営の学童をある

一定の数字を目標値として設けるような形で市町村と

検討してみるべきだと思うんですけれどもいかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員の今の御指摘は

非常にごもっともな御指摘だと思います。我々として

もこれは主体は市町村で、市町村の意見を聞くといろ

んな課題があるようです。空き教室だとかあるいはい

ろんな公設の機関を使えば運営費が安くなっていろい

ろなメリットがありますよということはいろんなとこ

ろから指摘されておりまして、そういうことができる

ように我々も市町村と協議していこうと思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ市町村と協議をして、いわゆる

市町村に行くと福祉部の管轄になるものですから、教

育委員会は余り関係がないような態度なものですか

ら、これはやっぱり公立民営という位置づけにするこ

とによって市町村も全体としてこれはやっぱり一定の

責任を負っていくということが大事だと思っているん

ですよ。県がそこのある一定の協議をしながらそれを

目指していくということは、沖縄県と他府県との学童

においての格差の解消につながっていくと思いますの

で、一定の責任ある市町村はもっとこの目標を目指し

ていくことが非常に大事じゃないかなと思っています

ので、ぜひ頑張っていただきたいと思っています。

　それからドクターヘリについてなんですけれども、

今、浦添総合病院が運航しているんですけれども、こ

れも今回の内閣府の概算で約5000万ぐらいの増額で出

ているんですけれども、今総合病院さんは年間大体幾

らぐらい赤字が出ていますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　これは我々も浦添総

合病院と適宜相談していますけれども、正式な明確な

数値ではありませんけれども、彼らのお考えは２億

5000万ぐらい使っているんだよというふうなお話はあ

りました。ただ、どういう根拠で今の国の補助の２億

円より5000万ぐらい大きいのかということのもう少し

突っ込んだ理由なりを整理してもらえますかという、

そういうところです。

○赤嶺　　昇君　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時24分休憩

　　　午後４時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　県の職員と総合病院で調整されてお

りますので、今ヘリの運航費だけで２億かかっている

んですね。医師とかそういった部分はほとんど総合病

院さんが負担しているものですから、やっぱり２億
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5000万は必要だろうと。その中で鹿児島からの搬送は

平成23年３月時点で全体の46％は鹿児島なんですよ、

沖縄のドクターヘリは。その搬送されたほうの額は県

のほうにまた鹿児島県から入るんですね。県には入る

んですけれども、県に入った分は総合病院さんに行か

ないわけですよ。県は１億当初出しているんですけれ

ども、鹿児島から約3000万余り入る部分はそこもちょっ

といろいろ課題があるので、ぜひこの１機目のドク

ターヘリの部分について、このままだと総合病院さん

がもうやらなくなるとほかはできないんですよ。です

からそこはぜひやっていただきたい。そのまま続いて

２機目のドクターヘリもこれは非常に県民があらゆる

立場で寄附を募ってやっているんですけれども、とう

とうまた運営が厳しくなってきたんですね。それにつ

いては皆さん検討されるということを言っているんで

すけれども、例えば新たな沖縄振興法の中で自由度の

高い3000億の予算の中で、２機目のヘリ運航も検討す

る余地はあるのかということを知事、答弁いただけま

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　先ほどお答えしまし

たように、今、救急搬送体制いかにあるべきかの検討

会を開いていろんな課題を話し合って、あるいは今現

に運航している患者の状況がどうであるかとかそうい

うふうなのを詰めております。我々としては、現在あ

る浦添総合病院が運営しているドクターヘリ事業とそ

れと海上保安庁・自衛隊がやっている夜間とか悪天候

のときに、県立病院等あるいは民間の病院９つでした

か、医療スタッフを出して運航しているドクター添乗

のヘリ搬送のシステム等々勘案して、それと地理的条

件等も勘案して２機目配置する場合はどういかにある

べきかという議論を進めているところであります。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　土木建築行政についてお聞きしたい

んですけれども、建設産業ビジョンの中で審議会の設

置がされているんですけれども、近年のこの２年間の

審議状況、回数をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　建設業審議会、平成

21年度から22年度に５回開催し、建設工事における最

低制限価格の見直しについて審議しております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　課題がたくさんあるんです。さっき

言ったいわゆるダンピングの問題とか幅広い課題がた

くさんあるので、ぜひこの審議会をもっと有効に活用

していただきたいと要望しておきます。

　さらに産業支援センターの進瀧状況をお聞かせくだ

さい。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　産業支援センターに

ついて、平成21年度に建設発生土有効利用事業という

ことで、調査を実施した結果、やはり沖縄の場合有効

な残土の利用がなかなか難しいという結果が出まし

た。しかしながら、実際その運営ができている茨城県

の建設技術管理センターに６月に出向き現場調査し

て、その中でいろんな課題や対応策を研究した上で新

たに今後沖縄県においても那覇空港のプロジェクトや

泡瀬地区のプロジェクト等の新規の土砂の需要も見越

した上で、今年度10月、今月には新たに委託業務を発

注して新たな視点で検討していきたいと考えておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ調査をしていただいて、業界団

体とこの設置がどのようにできるかと協議していただ

きたいと思っています。

　県発注の公共工事の積算額についてお聞きしたいん

ですけれども、平成20年度から22年度までの土木建築

部及び出先機関が実施した入札で予定価格超過などで

不調になった工事件数をお伺いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　まずデータをお持ち

している分は説明したいと思います。

　まず平成22年度の土木建築部の発注工事が1092件の

うち、入札不調件数は113件でございます。それから

平成23年度の９月22日時点では発注件数385件のうち

入札不調件数は37件となっております。なお、20年

度、21年度はちょっと手持ちがないんですが、聞くと

ころによりますとそのころは予定価格を公表していた

こともありましてかなり件数は少なかったと聞いてお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　建設新聞で昨年度の入札で不調工事

激増と、21年度の不調が21件、22年度が113件と今答

弁されていますね。ですから、せっかくこの最低制限

価格を90以上に上げても積算が合わないと、皆さんは

この積算をもとに概算要求とか国に求めるものですか

ら、この積算の事実も含めてやはり土木だけじゃなく

て、先日話した宮古病院もそうなんです。そういう不

調があるということはやっぱり土建部が中心になって

各部署とも連携をして積算についてもうちょっと勉強

してもらって、それをまた建設業協会としっかりとそ

の積算についての一定のラインというのがないと、皆
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さんがせっかく積算を出しても合わないということに

なると問題だと思っていますので、ぜひそういうとこ

ろをやっていただきたいんですけれども、部長いかが

ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　昨年度も建設業関係

団体との意見交換の場で、やはりどうしてもそういう

県の積算と企業・自治体の積算が合致しないというこ

とが問題提起されていろいろ私たちも土木及び建築で

調べましたが、各部も含めてそのような状況、そうい

う場も活用しながらもう少し実態を調査して改善でき

る点は改めていきたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　県道38号線については、以前はキャ

ンプ・キンザーの返還ということはなかったんですけ

れども、嘉手納以南の基地の返還という話があります

ので、キャンプ・キンザー返還も視野に入れて地元通

り会、自治会、それから浦添市としっかりと連携をし

ていただきたいと思っております。

　防災行政についてお聞きします。本県の自主防災組

織率をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時33分休憩

　　　午後４時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　本県の自主防災組織の

状況ですけれども、自主防災組織率は組織されている

地域の世帯数を管内世帯数で割ったという形ですけれ

ども、6.6％となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　6.6％、全国の平均は何％ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　74.4％でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　本県の人口１万人当たりの消防団員

数と九州各県との比較についてお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　人口１万人当たりの消

防団員数ですけれども、本県が平成22年４月現在です

けれども沖縄県が11.7人、九州各県を申し上げますと

福岡県が50.0、佐賀県が231.6、長崎県が146.2、熊本

県が193.0、大分県が132.9、宮崎県が134.0、鹿児島

県が91.4となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　続いて、本県の消防職員の充足率と

それから全国の充足率の平均をお聞かせください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　消防職員の充足率、沖

縄県は53.1％、全国は75.9％でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　今答弁いただいたように、この防災

についていろいろ改良をしていただいていますけれど

も、いろいろ課題がありますのでぜひ市町村、これは

県だけの問題じゃありませんので、消防団員数も含め

て充足率も自主防災組織率も含めてそれも視野に入れ

て取り組んでいただきたい。

　それから津波対策の会議をされたということなんで

すけれども、例えば津波が来たときに住民が避難する

ときに米軍基地内を活用したいということに対してど

のように対応されますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　お答えいたします。

　災害発生時における避難等のための米軍基地内への

立ち入りにつきましては、平成19年４月の日米合同委

員会における「都道府県または他の地方の当局による

災害準備及び災害対応のための在日米軍の施設及び区

域への限定された立入り」についてという合意がござ

いますが、これに基づきまして現地実施協定を締結す

ることにより可能になっております。現地実施協定に

つきましては、日米両政府の審査を経て当該市町村と

現地米軍当局の間で締結されることになっております

が、県内におきましては５月に宜野湾市、浦添市及び

北谷町が現在申請中でございまして、外務省に対して

申請を行いまして、現在日米両政府の審査を経て９月

８日から米軍側と協議を行っていると聞いておりま

す。また、その他、金武町が検討していると承知して

ございます。

○赤嶺　　昇君　ちょっと休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時38分休憩

　　　午後４時38分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　防災行政について、この米軍基地内

を活用するということもあれば、例えば基地そのもの

を災害として、例えば以前に浦添市で火災があって異

臭騒ぎがあったんですけれども、この県の防災の計画

の中に基地を想定した防災の計画も入れたほうがいい

と思いますけれども、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　基地に絡む防災の観点
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としましては、航空機事故を想定しましたマニュアル

ができておりますけれども、現在その沖縄県における

防災につきましては、連携マニュアルというのをつ

くっておりまして互いに協力することになっているん

ですが、今議員のおっしゃった基地そのものが防災の

発生源になってしまうということにつきましてはもう

ちょっと細かな取り決めが必要だろうなと思っており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　教育委員会にちょっとお聞きします

けれども、この小中学校のクーラーの設置率なんです

けれども、市によって一番高いところで100％ぐらい

の設置率があるんですけれども、一番低いところはど

こで何％ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　整備率の低い市は宮古島市が０％、名護市が4.3％、

石垣市が13.8％となっております。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　たしか皆さんは、沖縄振興の中で達

成率が90％ということで60％行っているんですけれど

も、多分宜野湾あたりは飛行機があるために騒音の問

題で100％、浦添も100％。ところが宮古、八重山０％

ですよ。北部振興策でいろんな予算が入ってきた名護

4.3％、これは教育格差ですよ。ですから、今熱中症

で非常に暑いと言われている中でこのクーラーの設置

の目標をすべての子供にひとしく設置していくという

ことで、100％と０％では大きな問題だと思いますけ

れどもいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの現状につきまし

ては我々も認識しておりまして、「新たな沖縄振興の

ための制度提言」といたしまして、小中学校の普通教

室のいわゆる空調整備に伴う維持管理費等々こういっ

た交付税措置を要望しているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　ぜひ今の現状を改善に向けてやって

いただきたい。

　それから教科書問題なんですけれども、いわゆるこ

の教科書採択について先週の新聞で、民主党の国会議

員がこう言っているわけですよ。玉津教育長は手続の

法的な瑕疵はないが、教科書調査員の意見を考慮しな

いで文部科学省が定める採択ガイドラインには明確に

反していると言っているんです。いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時42分休憩

　　　午後４時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　実は今回の件につきまして

は、国はまず基本的にはガイドラインを示しておりま

す。きょう持ってまいりました、こういった「教科書

制度の概要」というものがありますね。（資料を掲

示）　この中にはいわゆる通知文書等々がたくさんご

ざいまして、毎年発行されております。

　今回の件につきましては、実はこれまでも答弁して

まいりましたけれども、拙速過ぎるいわゆる規約の改

正とかあるいは協議会の運営のあり方等々そういった

ことにつきまして、地域住民のほうから疑義があった

ことが混乱の要因であるというとらえ方をしておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　赤嶺　昇君。

○赤嶺　　昇君　最後に、知事に普天間基地について

お聞きしたいんですけれども、普天間の県外移設とい

うことなんですけれども、いわゆる先日の答弁の中

で、ほかの県内移設は否定しないという答弁をされて

ちょっと私はびっくりしたんですけれども、これはも

う一度この普天間の辺野古移設以外で受け入れるよう

な余地というのはほかには私はないと思っているんで

すね。それについてもう一度御答弁いただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時44分休憩

　　　午後４時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御質問を正確に

ちょっと受けとめていないんですが、辺野古は事実上

不可能ということを私は言っているので、したがって

県外だとこういうことを言っています。さらに、県内

は否定しないという答弁は私していないんじゃないで

すかね。今、沖縄の中ではもう県外で、事実上見るま

でもなく不可能だという趣旨のことを申し上げたと思

うんですが… … 。

○赤嶺　　昇君　休憩中に確認だけさせてもらってい

いですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時45分休憩

　　　午後４時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　桑江朝千夫君。

　　　〔桑江朝千夫君登壇〕

○桑江　朝千夫君　これからは与党の一般質問であり
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ます。落ちついて一般質問に入りたいと思っておりま

す。

　先週までの一般質問、代表質問等で知事の訪米、

「沖縄クエスチョン」においての発言、講演が高く評

価された。どの政党からも、どの会派からも高く評価

された、絶賛されたという感じでした。今回の議会の

この本会議場、知事は、本席の居心地がいいのではな

いでしょうか。

　ただ、目の前で見ていると、時々照れたような、こ

そばゆいような反応をしておられて、微妙だなという

感じもしたんですが、いずれにしましても、私も知事

の米国での議会等に対する態度といいますか、ぶれな

い姿勢、そして、一貫した辺野古はノーだということ

に感銘を受けた議員の一人であります。

　一方、野田総理は、国連での演説、オバマ大統領と

の会談等では、大統領から宿題をもらったと。何かこ

んなのんきなことを言っております。

　知事の政治姿勢についてお伺いをいたします。

　茨、野田内閣の布陣をどう評価しているか知事の感

想をお伺いをいたします。

　芋、沖縄県の持つ諸問題解決に理解を得られる可能

性のある内閣なのか伺います。

　鰯、ことし11月に、九州・沖縄防衛議員連盟の総会

が沖縄県で開催をされます。県議会の中には26名の防

衛議員連盟議員がおります。九州の各県議会、幾つか

の市議会もこの沖縄大会に参加をいたします。そこ

で、九州の各議員連盟の県議の皆さん、市議の皆さん

が来られたときに、嘉手納基地、そして普天間基地の

現状を視察してもらいたいと考えております。

　そこで、この九州議員連盟に対して要望、あるいは

知事は主張するべきことはありますかお伺いをさせて

いただきます。

　２、中城湾港新港地区について。

　旧美里村の中村哲二郎元村長が、十数年前に新港地

区ができ上がったのを見て、針小棒大というふうな言

葉を使って感想をこう語っておりました。普通は、政

府は、さも大きなことをやるようなことを言って、で

きてみると針のような小さいものができるというのが

常であるが、この中城湾港は針小棒大とは逆。私たち

は、港をつくってくださいと要望をすると、こんなに

までも大きな立派なものになったかと、タマシヌギタ

ンというような表現でうれしさをあらわしておりまし

た。

　そこで、改めてお伺いしたいわけであります。

　茨、中城湾港新港地区の役割と位置づけをお伺いを

いたします。

　芋、第３次社会資本整備計画最終年度につき、その

整備の目的と達成を伺います。

　鰯、機能拡充について県の方針を伺いたい。

　允、新港地区定期船航路の現状についてお伺いをい

たします。

　３、中城湾港泡瀬地区埋め立てについて。

　茨、沖縄市の中城湾港泡瀬沖合埋立事業（東部海浜

開発事業）の規模縮小の新たな公有水面埋め立ての事

業計画について、港湾管理者である県として承認に

至った理由と今後の作業日程についてお伺いをいたし

ます。

　芋、環境省は、埋立面積の見直しを求める意見書を

提出しましたが、今後の事業への影響についてお伺い

をいたします。

　鰯、事業に反対する団体等は、埋立工事費などの公

金支出に差しとめを求める訴えを起こしたが、今後作

業を進める上でどのような影響が出るか伺いたい。

　４、雇用の政策について。

　茨、雇用情勢の改善のための施策を伺う。

　芋、それぞれの施策の現在までの効果と今後を伺い

ます。

　鰯、「新みんなでグッジョブ運動」について。

　ア、その目指すものは何か。

　イ、グッジョブ支援員の派遣のねらいは何か、それ

ぞれお伺いをいたします。

　５、歯・口腔に関する条例制定に向けてお伺いをい

たします。

　茨、歯科口腔保健の推進に関する法律が施行された

ことを県はどう評価するか。

　芋、県独自の施策としてどうあらわれてくるので

しょうか、お伺いをいたします。

　鰯、弗化物応用の洗口の効果をどう評価している

か。

　允、歯・口腔に関する条例を制定する考えはあるか

伺います。

　印、障害者歯科医療の現状と課題を伺います。

　６、防災行政について。

　茨、消防広域化の現況を伺います。

　芋、これからの防災訓練のあり方について県の考え

方を伺います。

　鰯、災害時の消防広域加盟、非加盟がある現状の中

で、懸念及び支障はないのか伺います。

　允、避難道路、公営高層住宅の避難のための改修、

防災タワー等の設備について伺います。

　７、警察行政について。

　茨、沖縄警察署移転の進瀧状況、スケジュールを伺
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います。

　芋、移転後の沖縄市民の不安を把握していますか、

お伺いをいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　桑江朝千夫議員の御質問に

答弁させていただきます。

　まず、知事の政治姿勢の中で、野田内閣の評価につ

いてという御趣旨の御質問にお答えいたします。１の

茨及び１の芋が関連いたしておりますので、恐縮です

が一括して答弁いたします。

　野田内閣につきましては、発足直後でもあり、現時

点での評価は控えさせていただきたいと思います。

　いずれにいたしましても、９月26日に開催されまし

た政府の沖縄政策協議会沖縄振興部会において、より

自由度の高い沖縄の一括交付金を創設するとされたこ

となど、これらも踏まえて新たな沖縄振興の実現と基

地問題の解決に真摯に取り組んでいただきたいと考え

ております。

　次に、知事の政治姿勢の中で、九州・沖縄防衛議員

連盟総会での要望等についてという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　来る11月16日、沖縄県で「第６回九州・沖縄防衛議

員連盟連絡協議会総会」が開催されると聞いておりま

す。私は、昨年12月の全国知事会でも申し上げました

が、我が国の安全保障とそれに深く関連する基地の問

題は、すべての国民が自分の問題として受けとめるよ

うな意識と覚悟が必要であると考えております。九

州・沖縄防衛議員連盟連絡協議会の皆様には、この機

会に沖縄の基地の実情に接していただき、尖閣諸島が

我が国固有の領土であることも踏まえ、我が国の外

交・防衛問題のあり方や沖縄県が求めている過重な基

地負担の軽減について理解を深めていただきたいと考

えております。

　次に、雇用政策に係る御質問の中で、雇用情勢の改

善のための施策についてという御趣旨の御質問にお答

えいたします。

　沖縄県における雇用の課題は、雇用の場の不足、そ

して求人と求職のミスマッチ、若年者の就業意識など

が挙げられております。これらの課題の解決に向け、

「みんなでグッジョブ運動」などを展開し、企業誘致

や産業振興などによる雇用の場の創出、そして拡大、

職業能力の開発などの就業支援、これらによるミス

マッチ対策、そして産学官が連携をしましたキャリア

教育の推進などを基本的な柱として雇用情勢の改善に

取り組んでおります。

　次に、同じく雇用政策についての御質問の中で、各

施策の効果と今後の対策についてという御趣旨の御質

問にお答えいたします。

　平成18年と平成22年の完全失業率を比較いたします

と、全国が4.1％から1.0ポイント悪化し5.1％となる

中、沖縄県は7.7％から7.6％と、0.1ポイントでござ

いますが改善いたしております。また、就業者数は、

同じく全国が126万人減少する中で、沖縄県は２万

5000人増加するなど、雇用施策等による一定の効果が

見られるものと考えております。

　沖縄県といたしましては、引き続き「みんなでグッ

ジョブ運動」をエンジンとして、関係部局及び関係機

関と連携をして諸施策を総合的に展開してまいる所存

でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　中城湾港新港地区に

ついての御質問の中で、新港地区の役割と位置づけに

ついてお答えいたします。

　中城湾港新港地区は、県土の均衡ある発展に資する

ため那覇港との適切な機能分担を図り、沖縄本島中南

部の東海岸における物資の流通拠点及び工業用地の確

保による産業拠点として、流通機能と生産機能をあわ

せ持った流通加工港湾に位置づけております。

　同じく第３次社会資本整備計画の整備目的と達成に

ついてお答えいたします。

　中城湾港新港地区は、流通加工港湾を目指した整備

を推進しており、平成22年度末での進瀧率は、事業費

ベースで約88％となっております。西埠頭の取扱貨物

量は、計画110万トンの目標に対して過去３カ年の平

均が約86万トンで、約78％の達成率となっておりま

す。また、144社の企業が進出し、約3100人の雇用が

創出され、東海岸域の経済振興に寄与しております。

　同じく機能拡充の方針についてお答えいたします。

　中城湾港新港地区東埠頭においては、水深7.5メー

トル岸壁６バースと水深11メートル岸壁１バースが概

成しております。東埠頭では、新たに上屋１棟がこと

し３月より供用を開始しており、今年度は引き続き港

湾施設用地の舗装や照明灯等の整備を実施します。

　また、国においては、東埠頭の供用開始に向けて航

路泊地のしゅんせつ工事を今年度より再開するとして

おり、県としては、国と連携しながら早期の供用を目

指して物流機能拡充に取り組んでいく考えでありま

す。
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　同じく新港地区の定期船航路の現状についてお答え

いたします。

　現在、中城湾港新港地区は定期航路がなく、中部圏

域の貨物の多くが那覇港からの搬出入を余儀なくされ

ており、物流効率化のためには定期航路の確保が重要

と考えております。

　県では、定期船就航に向け昨年度に背後圏の企業調

査を実施し、貨物や航路等について港湾利用者等の

ニーズを把握しました。今年度は、実際に船舶を運航

させる実証実験を実施し、その中で課題の把握と対応

策を検討して、定期船就航の実現を目指す考えであり

ます。

　次に、中城湾港泡瀬地区埋め立てについての御質問

の中で、埋立免許の変更に至った理由と今後の作業日

程についてお答えいたします。

　東部海浜開発事業については、社会状況の変化など

を踏まえ、沖縄市において市民意見や専門家などの助

言を受け、「スポーツコンベンション拠点の形成」と

して土地利用計画を見直しております。それを受け、

港湾管理者である県は、土地需要の変化に対応するた

め、港湾法に基づき地方港湾審議会の答申や国土交通

大臣の審査を経て、港湾計画の一部変更を行っており

ます。さらに、港湾計画の変更に伴い埋立区域が縮小

となるほか、埋立地の用途が変わることから、埋立事

業者である国と県は、公有水面埋立法に基づき埋立免

許の変更手続を行い、ことし７月に変更の承認及び許

可が得られたところであります。

　県としましては、土地利用計画の見直しに伴う一連

の法的手続が完了したことから、地元の要請にこたえ

るためにも環境保全に配慮し、早ければ今月中にも工

事を再開する予定であります。

　同じく環境省意見の事業への影響についてお答えい

たします。

　環境省からの意見は、中城湾港泡瀬地区に係る港湾

計画の一部変更の策定手続において、国土交通大臣へ

提出されたものであります。

　意見の内容は、既に護岸で囲まれた区域外における

緑地の整備については、その具体化に当たり埋立面積

が必要最小限となるよう引き続き検討に努められたい

等とのことでした。緑地については、開発コンセプト

の根幹であるスポーツ施設や魅力を高めるビーチ、野

鳥園及び自然と都市施設との緩衝帯として、いずれも

本計画の土地利用において必要な施設であります。ま

た、これらの施設については、沖縄市が見直した土地

利用計画の需要予測をもとに適正な規模を算出し、港

湾計画に位置づけております。

　なお、環境省意見を受けた国土交通大臣からは、交

通政策審議会港湾分科会の答申も踏まえ港湾計画一部

変更の審査を行い、本計画について了承する旨の通知

が県に送付されております。これを受け、県は港湾計

画を変更し、さらに埋立免許の変更等必要な法的手続

を完了したところであります。

　同じく訴訟による今後の作業への影響についてお答

えいたします。

　泡瀬地区埋立事業については、ことし７月に事業の

中止を求める訴訟が提訴されており、その内容は、自

然の権利を主張し、環境保全や災害防止への配慮がな

いこと及び土地利用計画の合理性の欠如等について、

埋立事業の違法性を訴えるものとなっております。

　本事業については、今回の計画変更に当たり、市民

意見や企業ヒアリング等をもとに土地利用計画を見直

し、埋立面積を約半分とした上で港湾計画の一部変更

及び埋立免許の変更等必要な法的手続を経て工事を再

開するものであります。また、本事業は、中部東海岸

地域の経済活性化を図るための経済振興策として地元

からの強い要請に基づき進めてきたものであり、事業

の正当性について司法の場において丁寧に説明してい

く考えであります。

　次に、防災行政についての御質問の中で、避難道

路、公営高層住宅についてお答えいたします。

　地震・津波等の災害発生後においては、避難・救

助、物資の輸送、施設の復旧など応急対策活動を実施

する緊急輸送道路として、県内で沖縄自動車道、国道

58号、県道沖縄環状線など120路線、延長約1055キロ

メートルを位置づけております。

　災害発生後は、緊急輸送道路を中心に最優先で交通

の確保を図り、港湾、空港、病院、避難所、消防、警

察、役所等の防災拠点を連絡し、被災者の避難・救

助、消火活動等に使用される緊急車両の通行や支援物

資の運搬等の応急対策活動が行われます。

　また、避難のための公営高層住宅の改修につきまし

ては、予想される津波の高さや避難ビルの位置などそ

れぞれの地域の実情を踏まえ、地域防災計画に基づき

総合的に検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　雇用政策についての

中の、「みんなでグッジョブ運動」についての御質問

にお答えいたします。

　「みんなでグッジョブ運動」は、これまで４年間取

り組んできた運動の検証結果を踏まえ、企業、学校・
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教育機関、家庭・地域社会、行政機関、企業あるいは

労働等の関係団体など各主体の役割と連携を強化し、

より多くの県民が参加できる県民運動として雇用情勢

の改善を目指していくものでございます。

　同じく雇用政策についての中の、グッジョブ支援隊

の派遣についてお答えいたします。

　グッジョブ支援隊のねらいは、「みんなでグッジョ

ブ運動」の推進をより具体的に図るため、地域におい

て企業、学校、行政、家庭などが連携し、地域の雇用

情勢の改善を目指して配置しているものでございま

す。沖縄県は、県内10市町村に計12名のグッジョブ支

援隊を配置し、学校と地域の企業との橋渡し役として

キャリア教育の支援など就業意識の向上に取り組んで

いるところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　歯・口腔に関する条

例制定に向けての中の、歯科口腔保健の推進に関する

法律の評価についてお答えいたします。

　これまで歯科口腔保健については、健康増進法、母

子保健法、学校安全保健法などの個別の法律に基づき

各施策が実施されてきましたが、今般、乳幼児から高

齢者まで一貫した歯科口腔保健の施策を実施する根拠

となる法律が施行されたことにより、生涯にわたる歯

科疾患の予防に向けた体制整備が促進されるものと考

えております。

　県としては、「歯科口腔保健の推進に関する法律」

の成立を受け、保健、医療・福祉、労働衛生、教育な

どの関係機関との連携を強化し、歯科口腔保健の切れ

目のない取り組みを図ってまいります。

　続きまして、県の施策への反映についてという問い

にお答えいたします。

　沖縄県では、健康増進法第８条に基づき、健康増進

計画「健康おきなわ21」を策定し、虫歯予防効果の高

い弗化物応用の促進、歯周病予防のためのセルフケア

とプロフェッショナルケアの定着促進、高齢者のＱＯ

Ｌ確保のための口腔ケアの普及啓発を柱として歯科口

腔保健事業を実施しているところであります。

　県としては、県歯科医師会等関係機関と連携し、今

後、歯科口腔保健の推進に関する法律に基づき国が策

定し公表する歯科口腔保健の推進に関する施策の基本

的事項等を踏まえながら、歯科口腔保健事業の一層の

推進を図ってまいりたいと考えております。

　続きまして、弗化物洗口の効果についてお答えしま

す。

　弗化物を利用した洗口の効果については、厚生労働

省が「健康日本21における歯科保健目標を達成するた

めに有効な手段として、フッ化物の応用は重要であ

る。」とし、平成15年に「フッ化物洗口ガイドライ

ン」を策定し、各都道府県知事あて通知しておりま

す。また、文部科学省を通じて各都道府県教育委員会

へも同ガイドラインを周知しております。

　県では、厚生労働省の通知等を踏まえ、市町村等関

係機関と連携し、弗化物応用を促進しているところで

あります。

　続きまして、歯科口腔に関する条例の制定について

お答えします。

　県としては、歯科口腔保健の推進に関する法律に基

づき、今後、国が策定し公表する歯科口腔保健の推進

に関する施策の基本的事項や関係者等の意見を踏まえ

ながら、歯科口腔に関する条例の制定について総合的

に検討してまいりたいと考えております。

　続きまして、障害者歯科医療の現状と課題について

お答えします。

　県では、県歯科医師会と連携し、各地域において心

身障害児（者）全身麻酔下歯科治療事業を実施すると

ともに、かかりつけ歯科医の普及定着を目的とした障

害者歯科地域協力医の養成等を行っております。

　障害者歯科医療については、障害児（者）が、身近

な地域において必要なときに適切な歯科治療が受けら

れる地域完結型の歯科医療体制を整備することが重要

な課題であると考えており、県歯科医師会など関係機

関と連携し、体制整備に向け引き続き取り組んでいき

たいと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　防災行政についての御

質問の中で、消防広域化の現状についてお答えいたし

ます。

　平成22年４月に県内全市町村の参加による「沖縄県

消防広域化等研究協議会」が設立され、同協議会にお

ける協議結果を踏まえ、本年４月に県内38市町村によ

り「沖縄県消防広域化推進協議会」が設立されまし

た。同協議会においては、平成25年度からの消防広域

化の実現に向け、市町村長で構成される協議会、副市

町村長及び消防長等で構成される幹事会、市町村の担

当課長等が分野別に議論を行う専門部会の３つの各段

階において、広域化後の組織、財政、人事、住民サー

ビス等について協議が行われているところです。来年

度は、法定協議会へ移行することとなっており、各市
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町村は年末までに法定協議会への参加方針につき決定

することとなっております。

　次に、これからの防災訓練のあり方についてお答え

いたします。

　９月２日に実施した沖縄県総合防災訓練におきまし

ては、主会場となりました石垣市のほか、県内の各市

町村におきまして、学校、自治会、幼稚園、ホテルな

ど約60の団体において避難所や避難ビル等への避難訓

練が行われ、石垣市においては約5000人の住民等が参

加したものと聞いております。

　また、「沖縄県地震・津波想定検討委員会」の取り

まとめにおいて、住民は、津波襲来時における即座の

避難のため、地域の海抜高度等の特徴や避難所や避難

経路を把握し、県や市町村においては、防災訓練や防

災教育の充実を図ることなどの御提言をいただいてお

り、県としましても避難訓練の強化が重要であると認

識しております。

　このため、東日本大震災の教訓や同検討委員会の御

提言も踏まえ、今後、各市町村と連携し、可能な限り

多くの住民の参加による高台への避難誘導など、より

実践的な津波避難訓練を実施してまいりたいと考えて

おります。

　次に、消防広域化への参加、不参加がある現状での

災害時の対応についてお答えいたします。

　本年４月に設立された「沖縄県消防広域化推進協議

会」につきまして、浦添市、うるま市及び宮古島市は

参加を見合わせております。

　県としましては、消防広域化の実現により、現場対

応職員の増員による初動体制の強化、統一的な指揮下

での効率的な部隊運用、窓口一本化による関係機関と

の迅速な連携など、災害発生時の対応力の強化が図ら

れるものと考えております。これらのメリットを最大

限に生かすためには、県域１ブロックでの広域化が望

ましいと考えており、県としましては、各市町村の実

情を踏まえつつ、消防広域化に全市町村が参加できる

よう、引き続き３市に対し働きかけを行っているとこ

ろであります。

　次に、防災タワー等の設置についてお答えいたしま

す。

　東日本大震災の教訓を踏まえた津波対策の強化策と

して、高台等への避難が困難な地域においては、住民

を速やかに津波避難タワー等へ避難させることが重要

であります。また、「沖縄県地震・津波想定検討委員

会」の取りまとめにおきましても、「少なくとも海抜

５ｍを最低限度の浸水域として設定し、できるだけこ

れより高い場所への避難対策をとることが必要」など

の御提言をいただきました。

　各地域における津波避難タワー設置の必要性につき

ましては、市町村とも連携し、予想される津波の浸水

高、避難所や津波避難ビルの位置など、地域の状況を

総合的に勘案して判断してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　警察行政についての御

質問の中で、沖縄警察署移転の進瀧状況、スケジュー

ルについてお答えいたします。

　沖縄警察署新庁舎の建設工事については、平成22年

12月15日に契約を締結し、平成24年６月11日を工期末

として、現在、沖縄市山里２丁目の県企業局コザ庁舎

跡地において本格的な建設工事が進められておりま

す。本館庁舎については、本年８月末現在、５階建て

庁舎の３階部分まで終了しており、本年12月末には５

階部分の棟上げを予定しております。

　今後、年内に駐車場整備等の外構工事を発注するこ

とから、新庁舎への移転は平成24年秋ごろになる予定

であります。なお、現庁舎は、平成25年３月末までに

解体撤去することとなっております。

　次に、移転後の沖縄市民の不安についてお答えいた

します。

　現在の沖縄警察署は、商店街や飲食店街、住宅が密

集した沖縄市の中心市街地にあり、さらには米軍施設

にも近接しているなど、地域住民の安全と安心を確保

する上で極めて重要な役割を担っていると認識してお

ります。

　このような場所に所在する沖縄警察署が移転するこ

とに対しまして、沖縄市長及び沖縄商工会議所会頭等

からも、その跡地に大型交番のような警察施設を設置

するよう、再三にわたり強い要請をいただいており、

地域住民の不安が大きいことがうかがえるところであ

ります。

　県警察といたしましては、沖縄警察署移転後も周辺

地域の治安が悪化することがないよう、跡地に一定の

警察力を存続させる必要があると考えており、現庁舎

解体撤去後、平成25年春以降の早い段階に、あらゆる

事象に即応できる一定規模の警察施設を設置すべく、

県当局と調整を行っていくこととしております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　再質問させていただきます。

　まず沖縄署のことですが、向こうのゲート通りは御

承知のように、米軍の兵隊さんが数多く、金曜、土曜
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日になると深夜、明け方近くまで楽しんでいるところ

です。これがコザの町、ゲートの特徴ではあるんです

が、しかし、深夜までこれが及ぶ、そして酔っぱらっ

た米兵が民家に入っていくという事件は何度も起きて

います。ですから、今ある状況でもこういうことが起

こるので、市民は大変不安を感じております。なぜな

ら、大型交番ができると認識している市民が少ないか

らなんです。警察におきましては、ぜひとも早く、今

の沖縄署跡にはそれに負けないくらいのそれなりの大

型交番を設置する、市民に不安を与えないようなこと

をやっていくということを市民に知らしめていただけ

ませんか、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　お答えいたします。

　今の議員のおっしゃった趣旨はよく理解をしており

ます。ただ、警察施設と申しましても予算がかかりま

すものですから、警察の意向だけではいけないという

ことで、現在、県当局と調整をしているところでござ

います。ただ、警察署におきましても、地域住民の方

に対する広報という点では、これからもしっかり調整

させていただきたいというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　雇用の政策について再質問をいた

しますが、２万5000人の増加ということは、私は評価

されるものだと思っております。「新みんなでグッ

ジョブ運動」なんですが、これは就業意識を高めると

いうことですね。10市に12名の支援員が派遣されてい

るということですが、沖縄市、うるま市、浦添市等に

も聞いたんですが、内容はいいんです。小学校、中学

校、高校において就業意欲を高めるための啓蒙の一つ

として講話する方々を探して、そして各高校に、ある

いは小学校、中学校で講話をいただけないかというこ

とをやっているんですが、なかなか実績が上がらない

んですね。そういったことに対して、実績として上

がっておりますか。

　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時28分休憩

　　　午後５時28分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　現在、具体的には本

部町、名護市、うるま市、沖縄市、北中城村、与那原

町、那覇地区、それから豊見城市、宮古島市、石垣市

で、先ほど申し上げた合計12名を配置して、基本的に

は学校と、地元の企業も身近にこういう企業がありま

すよという企業訪問とか、こういう場を見ることに

よって子供たちの働くことに対する就業意識の向上と

いうことで、今、具体的にこういう効果があったとい

うことというよりは、やはりちょっと時間をかけなが

ら、これは子供たちにきちんと就業というものの大事

さを学習してもらうと。例えば、パネル展とか、ある

いはエイサー祭り等でのブースの設置とか、公民館で

のいろんなイベントの周知・広報とか、そういうもの

を各地域でやっているというのが現状でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　働く意欲を植えつけるという作業

は、根本的に大事なことだと思っているんです。中身

もいいです。しかし、これを各学校が受け入れがた

い。なぜかというと、各学校も年間スケジュール等あ

りますから。しかも、この支援員が若過ぎる。新卒の

方々が沖縄市、あるいはうるま市の雇用関係の課に配

属されて１人でやっている状況なんです。

　私が言いたいのは、もっと県がこの中にフォローを

する体制をつくってもらいたいと思っているんです。

実際に、市の教育委員会、あるいは県の教育委員会と

連携を取り合って具体的に動かしていかないといけな

いと思っているんですよ。支援員も一生懸命で、何か

孤軍奮闘のような気がしてならないんです。いかがで

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

○商工労働部長（平良敏昭君）　もし御指摘のような

点がございますれば、沖縄県としてはこういうところ

は積極的に改善して対応していきたいし、また、そも

そもグッジョブ運動というのは孤軍奮闘するものでは

なくて、やっぱりみんなで一緒にやろうということで

すから、各自治体においても、その担当者任せではな

くやはりみんなで、市町村の中でもこういう総合的な

取り組み体制を整えていただくというのが我々の考え

方ですから、今、先生御指摘のような点については改

善していきたい、こう考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　歯・口腔に関することで伺わせて

いただきます。

　この法律が施行されました。これに関しては部長か

ら答弁がありました。関連機関、教育機関も含むんで

すが、その連携も必要であると。教育長、いかがです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時32分休憩

　　　午後５時32分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　さきの議会で我が党の照屋守之議

員も弗素等に関する質問をしたんですね。教育長の答

弁は、実施における対応等で困難があると、弗素自体

の課題がまだ未解決だと言ったり、認識が不足してい

る、安全性にも疑問があると、薬品保管への課題等が

あると。そして、特に家庭で実施すべきではないかと

いうようなことを答弁されておりました。法律でこの

ようにできたことに関してお伺いをしているんです。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　ただいまの件につきまし

て、たしか６月県議会で照屋議員のほうからも御質問

がありまして、私どもは、たしかそういった答弁をし

たと思います。今の桑江議員の御指摘につきまして

も、今後どういう対応ができるのか、いま一度検討を

していきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　今回の福祉保健部長の答弁の中

で、厚労省が、この弗素というのが有効であり、かつ

重要であると続けているんですね。そして、実際に沖

縄県では久米島町が小・中、保育園においてはもう平

成３年から始めているらしいんですが、端的にこの効

果があらわれているんです。虫歯率というものが、平

成10年、久米島の中学生で平均5.17本だったのが、平

成18年には１本もない、0.82本という状況でした。こ

ういった効果と、そして厚労省がこれは重要であると

位置づけている。さらにお伺いをいたしますが、今

後、県内の小中学校、高校で弗素応用について認識を

新たにするということはいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　ただいまの件につきましては、さまざまな視点から

いま一度持ち帰って研究をしてみたいと思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　福祉保健部長、どのように教育委

員会にアドバイスしていきますか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　弗化物の洗口に関す

る有効性は、日本での取り組みはもう数十年前から新

潟県が先行して行われてかなりの成果を上げており、

また、県内においても、議員御指摘のように久米島で

一生懸命やられてかなりの効果を上げております。

　また一方、それに対する――私の立場から言わせる

と、それほど根拠があるとは思わないんですけれども

――毒物じゃないかとか、そういうふうな極端な御意

見を言う方もおりまして、そういう方々へ、そうでは

ないんだよと研修等を通じて伝えるとともに、養護教

諭の皆様への啓発といいますか、そういう協力依頼等

を今後やっていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　この弗素の認識が間違っていると

ころがある団体がありますが、弗素は少し危険である

というようなものを払拭するために福祉保健部長、弗

素には効果があるということを強く知らしめていただ

きたいと思います。いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　議員の御指摘のとお

り、私も、また厚労省においても、先ほど答弁しまし

たように、弗化物は極めて有効な、重要な手段である

というふうなガイドラインで皆さんに通知するように

ということを受けておりますので、そういうのも活用

して、世界的に見ても有効であることはもう認められ

ていると考えておりますので、理解を深めていきたい

と思います。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　この法律の中の目的は、「歯科口

腔保健の推進に関する施策を総合的に推進し、もって

国民保健の向上に寄与することを目的とする」。そし

て、基本理念の③には、「保健、医療、社会福祉、労

働衛生、教育その他の関連施策の有機的な連携を図り

つつ、その関係者の協力を得て、総合的に歯科口腔保

健を推進すること。」と法律でうたわれております。

　早期に歯科口腔に関する条例を出してもらいたいん

ですが、前向きな答弁だと思っております。めどとし

て、目標としてどれぐらいの準備期間等があればこう

いうのはできるんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　今法律ができたばか

りですので、それを受けて、またいろんな指針等が示

されることになっているので、そういうのも受けて、

また歯科医師会等の関係者ともよく相談して、条例制

定はどうあるべきかについて相談した結果でできてく

ると思いますので、今、時期とか、そういうことを明

示することはちょっと控えさせていただきたいと思い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　条例制定に向けて一肌も二肌も脱

いでいただきたいと思います。

　防災行政について１つだけ。公営高層住宅の避難の

ことでありますが、県営団地、市営団地、そこがいわ

ゆる避難できる状況なのか。特に、東海岸にあるとこ
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ろの高層市営住宅、県営住宅等のことについて伺いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　今後、予想される津

波の高さとかを踏まえて、避難ビルとか公営住宅の調

査をするんですけれども、例えば、公営住宅において

は、屋上がなくて避難できないところもあるものです

から、そういうところは、やはりそういう防災計画の

見直し等に基づいて何らかの避難ができるような構造

等も含めて検討していきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　この公営住宅に住んでいる方々

は、当然ここで階段を上がって避難できる。これは周

りの近所の方々も避難できると想定されますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まず、津波の浸水域を

５メートルというふうに置いておるわけですが、市町

村等におきましては、この５メートル以上の高所にそ

の住民だけではなくて、一般の方が避難できるという

体制をつくることが大事だと思っておりまして、これ

は公営住宅に限らず――これは各市町村が指定するこ

とになりますが――その地域に存在する高い建物、あ

るいは高台といったものをきちんと指定していくとい

う方針でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　県営住宅は県の考えでできるわけ

でしょう。いわゆる指針が出ましたよね、津波警報が

出て５分で避難すると。５分というと大体どれぐらい

の距離なんでしょうか、300メートルとも言われてい

ますが。この県営住宅等の地域住民も避難できるよう

なものに改修する必要があるのではないかという趣旨

の質問なんです。それをやるということは、付近の住

民の不安を解消する要因になると思っているんです。

いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　そういう本土の事例

とか、沖縄県でもそういった避難ビルを指定している

実例もありますので、そういったものを見ながら、そ

の面積にどれぐらいの人が避難できるか、避難経路の

ほうがきちんとなされているかと、そういうものをす

べて総合的に判断した上で今後検討していきたいと考

えております。

○議長（髙嶺善伸君）　桑江朝千夫君。

○桑江　朝千夫君　中城湾港についてですけれども、

知事、「中城湾に花が咲く」という十数年前の歌があ

ります。普久原恒勇さん作曲、作詞平田嗣光さん。こ

れが盆踊り的に歌われて、婦人会の皆さんが踊りも振

りつけるというぐらいのもので、ひとつ紹介をします

が、「知念岬を　弓手に見つつ　五洋をこえて　船が

来る　人と物とを　乗せて来る　島が栄える　源泉な

り　出船入船　絶え間なく　ジントー　中城湾に花が

咲く」と、相当に地域の我々がこれに期待をしている

と感じていただけるものと思っております。

　我々は、この規模も相当に満足はしてはいるんで

す。しかし、中身にもっと力を入れてもらいたい。前

に質問したときに、ここが自動車関連の拠点にもなる

という位置づけをしておりますね。実際に知事の答弁

でトヨタ等に働きかけたと。リーマンショック、経済

恐慌以降、頓挫してしまったかもしれませんが、知

事、こういったトヨタ等大型の工場等の誘致に再び動

いていただけないでしょうか、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時45分休憩

　　　午後５時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員がおっしゃったよ

うに、確かに我々はある時期、トヨタ自動車に集中し

て誘致活動に努めたことはあるんですが、この３・11

の前後、それからトヨタがアメリカで公聴会に引っ張

り出された、あのあたりから少し様子が変わってき

て、まだ我々も勧誘そのものをフルにはやっておりま

せん。ただ、こういうものはトヨタ自動車だけに限ら

ず、いろんな大きな工場というものについては、ギブ

アップしないでトライをしていきたいと思いますが、

ただ、こういうすそ野が広い産業のみならず、もう少

しすそ野の広がりがそんなに広くなくても、自己完結

型ともいいますか、このあるサイズのものも、エレク

トロニクスのデバイス関係とかいろんな分野がありま

すから、もう少し対象を広げて頑張ってみたいと考え

ております。

　ただ、今の泡瀬地域については、海外も含めてアジ

ア系の地域からは、むしろ観光や健康産業、いろんな

面を含めて沖縄に関心を持っている地域が結構あるも

のですから、これからいろんな展開が考えられるので

はないかと思いますので、ぜひ沖縄市の皆さんと一緒

になって取り組んでまいりたいと考えております。

○桑江　朝千夫君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時48分休憩

　　　午後５時49分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　20分間休憩いたします。

　　　午後５時49分休憩

　　　午後６時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前に引き続き質問及び質疑を行います。

　具志孝助君。

　　　〔具志孝助君登壇〕

○具志　孝助君　一般質問を行います。

　一般質問もここまで来ますと、重複するような内容

になりますけれども御了承願いたいと思っておりま

す。

　１番目は、普天間移設問題についてであります。

　知事は、先般訪米をされまして普天間の県外移設を

訴えてまいりました。先ほどの議員からもありました

ように、知事の県外移設の訴えの内容については、与

野党問わずひとしく高い評価を受けていると思ってお

ります。本員も同様であります。私は、知事のスピー

チ、何度も繰り返し新聞報道記事、要するに講演要旨

を見ております。完璧に近いぐらいの内容だなと、要

約されたものですけれども。初めに、しっかりと沖縄

における米軍基地の問題点３点の指摘をしておりま

す。その後に、私は日米関係は重要であり、日米安全

保障体制は必要と認識しているとこう断っているわけ

なんです。在日米軍基地の大半を有する沖縄におい

て、知事を初め各界各層の人が今回の日米合意案に対

して反対していると。これは一体全体どういうことな

んだろうと、アメリカ側では受けとめているんではな

いだろうかと。すなわち日米の安全保障条約に対する

立場の違いなのか、そもそも知事自体が、俗に言う反

戦平和的な思想の持ち主であるかというようなもしか

したら誤解があるのではないだろうかと私は懸念をし

たからであります。しかし、明確に安全保障体制に対

する認識をされたというようなことについては、冒頭

に大変有効だったと思っております。

　そして時間を気にするんですけれども、中身につい

てもこの場で読み上げたいぐらいにきちっと訴えられ

ている。辺野古移設は非常に厳しく時間のかかるもの

となっていると、経緯の説明もあります。いわゆる民

主党政権になって県外移設とうたったにもかかわら

ず、ほとんど説得する説明がないままにもとに戻って

しまったと。これでは納得がいかない。どうして海兵

隊が沖縄でなければならないんだと、もし必要とする

んであれば本土でそういうような努力をしたんであろ

うかとしっかりと訴えておられました。結論として、

この普天間の機能は日本国内の他の都道府県に移設を

したほうがより早くなるとこのように訴えたわけであ

りまして、日ごろから主張されていることをきちっと

訴えることができたなとこういうぐあいに思っており

ます。

　時間がありませんから、まず質問部分を読み上げま

す。

　茨、知事訪米における「県外移設」の訴えに対する

感触をお伺いします。

　芋、「総合安全保障課（仮称）」の設置のねらいに

ついて伺います。

　２、カジノエンターテインメントについてでありま

す。

　これも時間がありませんから、後で時間を見ながら

少しお話ししたいと思っておりますが、今、政府・国

会においてカジノ合法化に向けた動きが大変活発に

なってまいりました。特に、超党派の議員連名による

ＩＲ法なるものが準備をされて、しかもその中にカジ

ノからの収益金を震災復興の財源に充てようとこうい

うようなことを盛り込み、そして地元東北のほうでも

そのカジノに対する研究を進めたいとこういうような

具体的に声が上がってまいりました。にわかにカジノ

エンターテインメントについての議論が活発になって

おります。かねてから沖縄県でも、いわゆる財政基盤

の確立、そして沖縄県の基幹産業と言われる観光産業

が世界的な競争力を持つためには、これは避けて通れ

ないひとつのテーマではないかとこういうような議論

もあったわけであります。そこで問題を取り上げまし

た。

　質問いたします。

　茨、統合リゾートモデルのコンセプトについて伺い

ます。

　芋、「沖縄21世紀ビジョン基本計画（素案）」にお

ける扱いについてお伺いします。

　鰯、超党派によるＩＲ議連の「特定複合観光施設整

備法案」のコンセプトと準備状況について伺います。

　允、県民コンセンサスの推進方法について伺いま

す。

　３、慰霊と平和、観光について。これは平和祈念公

園を一元管理すべきじゃないかとこういうことをまず

申し上げたいわけであります。

　そこで質問をいたします。

　茨、当事者の高齢化等により慰霊祭や管理が困難と

なった各団体の慰霊の塔の将来の維持管理について伺

います。

　芋、平和祈念公園内にある国立戦没者墓苑を初め、

各県や団体の慰霊の塔、平和祈念資料館、平和の礎の

管理は一元化すべきと考えるが、それぞれの所管の部
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長の見解をお伺いいたします。

　鰯、平和祈念公園には、年間100万人近くの参拝、

観光客が訪れている。観光行政の立場から、今後、霊

域や平和の礎、平和祈念公園はどうあるべきと考える

か伺います。

　４、港湾行政について。

　離島県の本県にとっては、港湾行政は極めて重要だ

と思っております。

　そこでお伺いします。

　茨、重要港湾の整備状況と管理運営について伺う。

　芋、那覇港における国際物流関連施設の整備と運営

について伺う。

　鰯、那覇港におけるコンテナターミナルの管理運営

とトランシップの実績、そして将来性について伺う。

　以上であります。よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　具志孝助議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、普天間移設問題についての中で、訪米

での訴えに対する感触についてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　私は、去る９月19日、安全保障や日米同盟に関する

専門家等が参加する「沖縄クエスチョン」において、

辺野古移設案は事実上不可能であるという沖縄の実情

を説明し、国内の他の都道府県への移設が最も合理的

かつ早期に課題解決ができる方策である旨の講演を行

いました。その後、会場の有識者の皆様との質疑応答

などを通して意見交換を行ってまいりました。また、

レビン、そしてウェッブ、マケイン上院議員との面談

を行い、その中で各議員から辺野古移設案は極めて困

難で見直しが必要との見解が示されました。私から

は、嘉手納統合案について、嘉手納飛行場周辺市町村

は現在でも過重な基地負担を強いられており、その実

現は困難である旨申し上げました。

　県といたしましては、今回の訪米において、普天間

飛行場移設問題を直接説明する機会を得たことで、有

識者などの皆さんとのネットワークの構築が図られる

とともに、アメリカにおける同問題の理解が少しでも

前進させることになったのではないかと考えておりま

す。

　次は、カジノエンターテインメントについての御質

問の中で、統合リゾートモデルのコンセプトについて

の御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、持続的な観光振興や自主財源の確保を

図る観点から、カジノ導入に伴う効果や課題について

検討を進めております。昨年度、新たに構築いたしま

した「沖縄統合リゾートモデル」につきましては、カ

ジノ、そしてホテル、コンベンション、ショービジネ

スなど多様な機能を備えた複合型リゾートをコンセプ

トとしております。具体的には、ファミリー層を中心

とした「アミューズメント・リゾート型」とビジネス

層を中心とした「ＭＩＣＥ誘致型」の２つのタイプを

提示いたしているところでございます。

　次に、同じくカジノエンターテインメントに係る御

質問の中で、県民コンセンサスの確保の方法について

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　県におきましては、現在、沖縄統合リゾートのイ

メージやその経済効果、そして懸念事項に対する沖縄

県の考え方等につきまして、説明会などを通して県民

への周知を行っているところでございます。統合リ

ゾート導入に関する県民のコンセンサスにつきまして

は、国の「カジノを合法化し統合リゾートを導入する

法律案」の内容等を踏まえて県民世論の動向等を勘案

し判断してまいりたいと考えております。

　次に、港湾行政に係る御質問の中で、重要港湾の整

備そして管理運営についての御質問にお答えいたしま

す。

　現在、沖縄県には重要港湾が６港あり、そのうち那

覇港は那覇港管理組合で管理運営を行い、臨港道路、

そして大型クルーズ船バース、さらに岸壁、防波堤等

の整備を推進いたしております。また、県が直接管理

運営するのは中城湾港、金武湾港、運天港の３港であ

ります。中城湾港は、新港地区や泡瀬地区において、

しゅんせつ、埋立工事を推進いたしております。平良

港及び石垣港は、宮古島市及び石垣市が管理運営し、

岸壁、そして防波堤等の整備を推進いたしているとこ

ろでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　普天間移設問題につい

ての御質問の中で、総合安全保障課設置のねらいにつ

いてお答えいたします。

　県としましては、日米の国防・安全保障政策や、今

後の国際情勢等を踏まえ、沖縄の過重な基地負担の軽

減に向けた県としての考え方を取りまとめていく予定

であります。このため、安全保障を専門的に研究する

有識者や専門家とのネットワークを構築するなど独自

の仕組みが必要と考えております。現在、県庁内の課

レベルの設置を含め、組織のあり方や、より一層の効
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果的な施策や手法について検討を進めているところで

あります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　カジノエン

ターテインメントに係る御質問の中で、「沖縄21世紀

ビジョン基本計画（素案）」における統合リゾートの

扱いについてとの質問にお答えいたします。

　「沖縄21世紀ビジョン基本計画（素案）」におきま

しては、「世界水準の観光リゾート地の形成」に向け

た施策の柱の一つとして「国際的な沖縄観光ブランド

の確立」を掲げ、その中で統合リゾートいわゆる「Ｉ

Ｒ」を位置づけております。具体的には、「エンター

テイメントをはじめとした多様な機能を備えた統合リ

ゾート施設の導入に向けた検討を行う。」こととして

おります。

　同じく質問の中の、特定複合観光施設整備法案のコ

ンセプトと準備状況についてとの問いにお答えいたし

ます。

　ことし７月にＩＲ議連が公表した「法案大綱」にお

いては、カジノ、ＭＩＣＥ施設、ホテル、そのほか観

光振興に寄与する施設が一体となった統合リゾートの

開発・整備について民間事業者の資金とノウハウを活

用する民設民営によるものとされております。また、

法案の枠組みにつきましては、まず地方公共団体から

国に対し、統合リゾートの計画申請を行い、国から整

備区域の指定後、公募などにより地方公共団体が民間

事業者の選定を行うこととされております。具体的な

法整備につきましては、統合リゾートに関する検討組

織の設置や法制上の措置を政府に義務づける「推進

法」を議員立法で制定し、推進法の成立を受け、カジ

ノを合法化し統合リゾートを導入する「実施法」を政

府において制定することとされております。少々細々

とした説明になりましたが、以上が現時点で想定され

る国の動向であります。

　次に、慰霊と平和、観光についての中で、霊域、平

和の礎、平和祈念公園についての御質問にお答えいた

します。

　平和祈念公園及び同公園内の各施設は、平和学習を

目的とした修学旅行生を初め団体や個人旅行者が多数

訪れる、平和を発信する重要な拠点であると認識して

おります。と同時に、さきの大戦における犠牲者の遺

族や関係者にとりましては、深い悲しみと祈りに包ま

れたみたまが眠る聖地であることも決して忘れてはな

らない大切なことだと認識をしております。その観点

から、観光行政の立場としましては、今後とも訪れる

すべての人にとって親しみやすく、利用しやすい、祈

りに満ちあふれた公園であることが望ましいと考えて

おります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　慰霊と平和、観光に

ついての中の、慰霊塔の維持管理等についてお答えい

たします。

　沖縄戦関係の慰霊碑・塔の管理状況については、平

成13年度に行った調査の結果、県内に建立されている

戦没者の慰霊碑・塔の数は、371基となります。これ

らの慰霊碑・塔は、市町村、同窓会、戦友会などが建

立し、各団体の実情に応じて管理されております。県

としましては、慰霊碑の管理については、各団体の意

向が尊重され管理が行われる必要があると考えており

ます。

　続きまして、平和祈念公園内の施設の管理について

お答えします。

　平和祈念公園内には、国立沖縄戦没者墓苑を初め、

各府県及び団体の慰霊塔が建立され、財団法人沖縄県

平和祈念財団が各団体からの委託を受け、維持管理を

行っております。また、同公園内には、平和の礎など

平和を発信する施設が整備されております。例年、各

慰霊塔における慰霊祭には、遺族を初め多くの方が参

列されており、追悼と平和祈念に訪れる来園者の利便

性を確保する観点から、公園内施設の管理の一元化は

望ましいものと考えております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　慰霊と平和、観光に

ついての御質問の中で、平和祈念公園内の施設管理の

一元化についてお答えいたします。

　平和祈念公園内にある環境生活部関連の施設は、平

和祈念資料館と平和の礎の２施設がございます。両施

設とも沖縄戦の実相や教訓を後世に伝える平和学習施

設として、また、平和を希求する沖縄の心を発信する

施設として整備されております。

　平和の礎の管理については、指定管理者制度を導入

しておりますが、平和の礎の参観者や隣接する国立戦

没者墓苑及び各県慰霊塔などの参拝者の利便性を確保

する観点から、平和祈念公園との一元管理が望ましい

と考えております。一方、平和祈念資料館は「平和行

政の拠点」として位置づけられた施設であり、県みず
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から「沖縄のこころ」を世界に発信し、人類の恒久平

和に寄与する取り組みを行う必要があることから県直

営で管理をしております。同施設につきましては、今

後も県が直営で管理すべきであると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　慰霊と平和、観光に

ついての御質問の中で、平和祈念公園管理の一元化に

対する土木建築部の見解についてお答えいたします。

　都市公園の管理は、基本的に民間による指定管理者

制度が導入されており、公園利用の増大や実現性のあ

る有益な自主事業等を実施できる管理者が公募により

決定されております。

　平和祈念公園は、諸施設が混在していることから管

理者も異なりますが、公園全体の維持管理・運営につ

いては、各指定管理者間の密接な連携により可能と考

えております。しかしながら、平和祈念公園の特異性

を考慮した場合、一元管理の優位性もあることから、

今後、各部と調整した上で検討していきたいと考えて

おります。

　次に、港湾行政についての御質問の中で、那覇港に

おける国際物流関連施設の整備と運営についてお答え

いたします。

　那覇港の国際物流関連施設いわゆるロジスティクス

センターの整備は、貨物の搬入・荷さばき・流通加工

等の一貫的な物流運営により物流拠点の形成を図り、

国際流通港湾としての機能強化を目指すプロジェクト

であり、那覇港管理組合においてその推進に取り組ん

でおります。第１期予定地については、選定事業者の

２つのグループが採算性等で撤退したことから、那覇

港管理組合においては、第１期、第２期及び第３期予

定箇所を含めた施設全体の整備に向けた事業スキーム

の見直しをするとともに、那覇空港と連携したロジス

ティクスセンターの整備のあり方も視野に入れて再検

討するとのことであります。

　同じく那覇港コンテナターミナルの運営とトラン

シップについてお答えいたします。

　国際コンテナターミナルについては、構造改革特区

制度を活用し、純民間企業の「那覇国際コンテナター

ミナル株式会社」が平成18年１月から運営しておりま

す。取り扱いコンテナ貨物量は、平成18年の約７万

2000ＴＥＵから平成22年は約８万4000ＴＥＵに増加し

ております。また、トランシップ貨物については現在

実績はありませんが、那覇港管理組合においては、国

際物流経済特区制度の創設やポートセールスの強化等

により、トランシップ貨物の獲得に取り組んでいくと

のことであります。

　以上でございます。

○具志　孝助君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時41分休憩

　　　午後６時42分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　具志孝助君。

○具志　孝助君　知事訪米について、普天間問題で改

めて、最近新聞報道というか国会でも出たんですけれ

ども、どうもメディアを通した情報が正確に伝わって

いないと。日米首脳会談において、オバマ大統領がも

うそろそろお互いは解決の時期が近づいたとこういう

ような内容を言った、言わないとこういう議論がある

んですが、私も新聞報道だけで果たして本当に正確に

アメリカ側の報道が伝わっているのかなとしばしば疑

問に思ったりします。メディアにもしっかりとした主

張があるわけですから、自分の主張に合ったものは文

字が大きくなったり、活字がふえたりというのがある

と思うんです。

　そういった意味合いでは、今回の知事訪米について

はしっかりした報道があったと思うんですが、そうい

う意味で直接知事にお伺いをしたいわけですが、いか

がですか、知事は県外移設を直接じかに訴えました。

そこでこの「沖縄クエスチョン」のシンクタンクの皆

さんから知事への質疑応答があったと思うんですよ。

この中で知事がこれはというような、自分の訴えに対

してよく伝わっていないなと、理解していないな、あ

るいはよく理解できたなと、こういう主要な質疑応答

についてどういうのがあったのか、もう一回お聞かせ

いただきたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時44分休憩

　　　午後６時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　お答えいたします。

　この「沖縄クエスチョン」の会合そのものは、ちょ

うど昼食時間に100人近い人が集まったと思うんです

が、ただいろんな方が入っておられて、一つは無論こ

の「沖縄クエスチョン」の勉強会というのは10年ぐら

い続けてきているものですから、沖縄からは高良倉吉

先生とか何人かが出たり、あとはアメリカの中国の専

門家、日本の専門家とか、それから基地問題、基地と

か防衛とかそういうものに精通しておられる人々とか
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そういう人々をジョージ・ワシントン大学のマイク・

モチヅキ先生がまとめておられる会合で、ワシントン

でも私はこの会合というのは２回目ですが、ぼちぼち

中締めにするかというようなこともあって記念講演み

たいな感じで私も参加しました。ですから、ある意味

で普天間基地をめぐる問題というものは皆さんはかな

りよく知っておられる人々であったとは思います。で

すから、一体知事はどういう考えを今持っているのか

という説明に対しては、それはそれとして理解いただ

いたとは思います。むしろそれとあわせてかなり全般

的なというか全体的なというか総括的な質問を何人か

の方からいただきました。１つは、例えば韓国に持っ

ていってはどうかとか、それからアメリカのワシント

ンにおられる人々の――分野もいろいろ違うんですが

――韓国案はどうかとか、そもそも沖縄における米軍

基地についてはもっと米軍のほうからもいろんな地域

住民との関係をよくしていくような方法で、雇用の問

題とか、仕事の問題とか、むしろそういうことを考え

てもう少しいい状態をつくっていってはどうかとか御

提案のような、質問のような話とか、また米軍基地全

体は要らないと、県外にというような意味はあるのか

とか。実は非常にふわっとした話からかなり具体的な

ことまでいろんな話や質問はありました。そういうこ

とで私の、日本国の別の場所のほうが早いよという話

については、それなりには理解をいただいたと思うん

ですが、むしろ沖縄における米軍基地のありようにつ

いての関心もかなり高かったと私のほうは認識、理解

しております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　私も同様でありましたが、かねて知

事は、苦渋の選択として辺野古移設を認めたわけです

ね。私もそうでした。沖縄全体の負担の軽減になるの

であれば、これはもうやむを得ないんじゃないかとい

う立場をとっていたのがかたくなにそれをノーと言っ

ている。これは辺野古、普天間返還だけじゃなくて土

地の返還だと、グアムへの移設というパッケージ論の

中で、この問題が解決しないと前に進みませんよと、

こういうことを盛んに言っていますね。にもかかわら

ず、いや、だめなんだと。こういうことに対する率直

な疑問がアメリカ側にも当然あると思っています。そ

ういうようなところの質問が当然私は出てきたんじゃ

ないかと疑問に思って今の質問をしたんですが、いか

がですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後６時50分休憩

　　　午後６時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員の御質問のような

ダイレクトな質問は向こうではありませんでした。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　さらに訪米を求める声があるし、そ

れから県内の市町村長あるいはその他の団体からも訪

米直訴をすべきじゃないかとこういうような意見が出

ております。どれぐらいの影響があっただろうかと、

どういう方々に会っただろうかと、こういうような疑

問もあるんです。そこで１点、どれだけの影響があっ

ただろうかというような意味合いでお聞きをするわけ

ですが、記者会見ですね。記者会見はアメリカ側のメ

ディアはどれぐらい参加してくれたんだろうか。そし

て知事はその数日間、アメリカに滞在したと思うんで

すが、メディアの反応というんでしょうか、この２点

についてお尋ねします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　正確な数はちょっと今

カウントしておらないんですけれども、「沖縄クエス

チョン」そのものではメディア関係の方、シンクタン

クにまじって数人の方がいらっしゃいました。また、

その後の記者会見におきましてはこれは20人程度の記

者がおりましたけれども、実際に星条旗新聞からお１

人見えておりました。それからブルームバーグという

インターネットの経済誌そこからお１人、さらにその

後、数名の方から知事はお話を聞かれております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　日本側の記者、日本側のメディアと

アメリカ側のメディアは記者会見ではどちらのほうが

多かったですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　日本側のメディアのほ

うが多うございました。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　どれぐらい多いんですか、圧倒的に

多いんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　８対２ぐらいだったと

思います。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　時間がありませんので先に進みま

す。野田総理が近々来られるということですが、いつ

ごろの予定でしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　承知しておりません。
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○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　野田総理は負担軽減を説明すると

言っているんですよ。野田総理に限らず日本政府側は

沖縄側の基地負担について説明をして理解を求めたい

と言っているんですが、どういうような負担軽減を

言ってくると思われますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、知事公室長から答弁さ

せていただきましたが、まだいつお見えになるのかは

まず第一にはっきりいたしません。ですから、野田総

理の国会の答弁等を読ませていただくと、日米合意の

２プラス２のあの中身を考えてお見えになるのだろう

という予測はできますが、ただ実際に言って総理が本

当に沖縄に見えるのか、見えないのかも実はまだよく

わかっておりません。ですから、この程度しか今お答

えできないんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　お見えになったら何を訴えますか。

同じことの繰り返しですか。何か秘策がありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まさしく仮定の議論で、実

はもう少し詳しく何かお話できればいいんですが、た

だ何をといっても文字どおり、もし普天間の辺野古移

設の話であれば現実にはあれは事実上不可能ですよ

と。その原因は、皆さんの党が実はつくったのですよ

ということは申し上げるしかありませんですね。それ

で去年の５月28日から私が申し上げているのは、県民

にわかるように自民党、公明党さん時代の内容に戻っ

たこの経緯をよく説明し、解決策を探らないとなかな

か大変ですよと。ですから、それを求めてきたわけで

すが、それが十分なものではなかったということで私

は去年の９月議会で申し上げましたように、これはも

う事実上逆に不可能だと。41市町村長がひどいじゃな

いかとこういう中で、全員ですから。そしてまた民主

党さんの説明が十分でない、納得いかない。そういう

中でですよという、この状況を正確に知っておられる

のかどうかを含めて申し上げるしかないなと思ってお

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　今一番の問題は、次の総合安全保障

課の設置とかかわってくるんです。先日、民主党の新

垣安弘議員からも御提言があったんですが、私は、な

かなか高い見識を持っておられるなとこのように感じ

ましたけれども、一番の問題は国会の大多数が今の日

米合意案を支持していると、ここだと思っているんで

す。しかし、これは実際はほとんど議論がされてない

と国会の中でも、そして国民の間でもほとんど話題に

上がっていないというのが一番の問題だと思っており

ます。そこで新しい課の設置をしてこれも含めて日本

の安全保障について議論を深めていきたいというよう

なことだと思っているし、私は大変重要なことだと

思っておりまして期待をいたしております。ぜひそう

いった意味合いでこの日本の安全保障について、沖縄

側から積極的に議論していっていただきたいと、そし

て抑止力というふうな話もあるわけですけれども、ぜ

ひ高めていきたい。そういうような強い願いを持って

取り組んでいきたいと思っておりますが、いま一度知

事の御見解をお尋ねいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ぜひ与党の議員の皆さんと

も防衛政策についても、また議会の先生方からもよく

御指導もいただきたいと思います。

　日本の防衛白書の内容を見ても大分中身が変わりつ

つある中で、そして何も軍事的な防衛論のみならず大

規模自然災害対策も含め、コンピューターのハッカー

も含めていろんな地球規模でいろんな難しい問題が起

こっている中で、この沖縄県が日本本土からかなり離

れている独特の地域を構成している以上、我々は我々

で考えられるいろんなことをよく研究しておく必要が

あると思いますし、今おっしゃった中で日本に対する

狭い意味の安全保障について議論を提起したらどうか

というお話もありますが、そこまでの見識が我々はつ

くり切れるかどうかも含めて、この時代に合う防衛政

策といいますか、大規模災害対策も含めて県民が安心

して安全に暮らしていけるような政策をきちっと整理

整頓し、我々が民間外交ででもできることも含めてき

ちっとした方向が出せないかという気持ちでございま

す。ぜひ御指導を賜りたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　頑張っていただきたいと思います。

　時間がありませんで、ちょっと私の質問が舌足らず

になりますがひとつ御了解願いたいと思っておりま

す。

　２番目のカジノエンターテインメントについてに移

ります。

　カジノ導入の他府県での動きも相当活発になってま

いりました。そして県内でも最近も新聞に出ておりま

したけれども、この他府県の動き、そして県内の動き

について御説明をお願いしたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　お答えしま

す。
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　ただいま、統合リゾート導入につきまして誘致の動

きがありますのが、東京都、それから大阪府、千葉

県、和歌山県、それから北海道などが誘致に向けて動

いていると認識をしております。

　また先ほど議員からもお話がありましたところであ

りますが、ＩＲ議連等地域団体などにより東日本大震

災からの復興の起爆剤として、今宮城県など東北地域

への導入についても検討されていると聞いておりま

す。あわせて県内におきましては、うるま市内の団体

より統合リゾートを誘致することについての要請が平

成22年９月16日付で県に提出されております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　このカジノエンターテインメントは

かねてから沖縄が注目されております。沖縄の優位性

についてお尋ねをいたしたいと思っておりますが、皆

さんの報告書の中には、リゾートいわゆるＭＩＣＥ誘

致型のモデルとそれからアミューズメント型のリゾー

トモデルを併記しております。当然ながら沖縄はリ

ゾート地でありますから、アミューズメントのほうが

優位性が高いと思っておりますが、この辺については

いかがお考えでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　アミューズ

メントリゾート型とＭＩＣＥ誘致型、どのタイプが沖

縄にふさわしいかというような御質問だと思います

が、沖縄における統合リゾートの優位性としまして

は、まず中国や台湾、東アジアに近接しました地理的

優位性、それから日本の安心・安全、治安のよさ、さ

らに自然環境、平和交流、健康・長寿、歴史、文化、

芸能、音楽など国際的に価値のある多彩な観光資源が

挙げられるものと考えております。これら優位性につ

きましては、アミューズメントリゾート型、ＭＩＣＥ

誘致型のこの沖縄におきましては、いずれも２つのタ

イプに共通の強みになるものと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　超党派議員によるカジノ法案が準備

をされて、次再開される臨時国会に提案をされると、

それで一生懸命根回しもされております。部長答弁に

もありますように、復興財源にも充てたいと、こうい

うようなことでこの秋の臨時国会にカジノ推進法につ

いて提案をされるとこういうような運びになっており

ますが、この法案が成立した場合にいよいよこの法案

の中に２カ年以内に実施法を制定することが義務づけ

されてくると、こうなってくるといよいよ進めなく

ちゃいかんとこういうような状況が出てくると思って

おりますが、県の取り組みについて改めて伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の法律の出し方が二段階

に分けて、カジノ法、ＩＲ法をつくっていこうという

動きがございます。それで県でもいろんな動きがある

中で、やっぱり沖縄県でも先ほどもどなたかに答弁い

たしましたけれども、この観光・リゾート地の部分と

してもカジノについては徹底して追求をし、可能であ

れば県内に入れることも頭に置くべきだと私は思って

おりますし、そういう検討を部、それから職員に勉強

をしてもらっております。ただし、いろんな議論があ

りますし、私も最終的には県民のコンセンサスがなけ

れば入れるべきではない、入れないという方向だけは

持っておきたいと思いますが、もう沖縄でも何年にも

わたって議論してきた中身です。ですが、今度は半歩

前進はする可能性がありますから、私としましてもそ

れに向けて可能な限りのコンセンサスがどうなってい

るか、そしてもし沖縄に置くなら内容をどうするべき

か、マイナス点があればどうこれを解決すべきかなど

など徹底した準備はやるべきだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　持ち時間がなくて自分自身も説明が

できなくて大変焦っておりますけれども、この法案の

内容を見ますとこれは民設民営、当然そうであるし、

結局このＩＲを経営するのはいわゆる民間であるとい

うようなことですね。これの起業化、これはかなり大

がかりのいわゆる事業でなければならないと言われて

いるんですが、県内ではそういうような調査という

か、いわゆるプロモーターというんですかそれを運営

できるような資本家が沖縄の地において可能性がある

かどうかと当然市場調査をなさっていると思うんです

が、この辺はいかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これはごもっともな疑問

で、今からでも徹底してそこは調査をしようと思って

いますが、ただ恐らくこれはまだ沖縄の人だけではな

かなかこの事業をスタートすることは難しい。ですか

ら、一種の技術提携とかアメリカを代表するいろんな

企業もありますし、世界じゅうに幾つもの企業があり

ます。ですから、そういうところとの提携でないとス

タートが難しいのではないかという感じを持っており

ますが、ちょっとこれはもう少し現実の事業としての

取り組みの部分で詰めていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　沖縄のリゾート地で果たしてこれだ

けの大きな資本を投下して運用をやっていくというプ

ロモーターがいるかどうかというようなことについて
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も大いに気になるところでありまして、ぜひ早目の検

討をお願いいたしたいと思っております。

　時間がありませんので、さきの平和祈念公園の一元

管理について、３名の所管部長から一元管理が望まし

いと。しかし平和祈念公園は今公募をしておると、こ

れが別のほうに移ってしまったら大変なことになると

いうような関係者からの声も聞いてこの質問を取り上

げたわけであります。知事、ここで安心して財団法人

の平和祈念財団がしっかり効率性のいい運営ができる

ように知事のほうから明確に方針を示していただきた

いと思いますが、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時10分休憩

　　　午後７時10分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　環境生活部長。

○環境生活部長（下地　寛君）　先ほど休憩中で、

ちょっとやりとりに誤解があったかもしれませんけれ

ども、再度説明します。環境生活部関連は平和の礎、

これは基本的に公園の一元管理をしたいと、そのほう

が望ましいというふうに考えております。ただ、平和

祈念資料館については、まさに県の平和行政の発信拠

点ということもありますし、その事業内容も海外との

交流事業であったり、それから公平性・公益性・効率

性という観点から、第三者委員会を設けてその運営も

図っているということもありますので、今後も県営で

いきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　具志孝助君。

○具志　孝助君　時間がありませんが、あと一点だ

け。

　補助金も平成15年が1535万あったのが22年度は794

万と半分近く減っているんですね。こういうような状

況でありますので、補助金についての見直しも訴えて

いるようであります。この件についてもひとつぜひ善

処方お願いしたいと思っておりますが、お答えをお願

いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時12分休憩

　　　午後７時12分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　議員おっしゃるとおり、き

ちっと取り組んでまいりたいと考えております。

○具志　孝助君　以上で終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

　　　〔前島明男君登壇〕

○前島　明男君　ついに私の出番がやってまいりまし

た。お疲れのことと思いますが、最後ですので、いま

しばらくおつき合いをいただきたいというふうに思い

ます。

　改めて、浦添市区選出で公明党・県民会議の前島で

ございます。

　きょうは、100％メード・イン・浦添のかりゆしウ

エア――これでございます――を着用してまいりまし

た。蚕の飼育から繭、糸紡ぎ、織りまですべて浦添産

でございます。軽くて風通しもよく、最高でありま

す。多くの県民の方々に御愛用いただければと思いＰ

Ｒをさせていただきました。

　さて、東日本大震災やたびたびの台風、水害等で多

くの方々がお亡くなりになられました。亡くなられた

方々にお悔やみを申し上げます。さらに被災された

方々に心からお見舞いを申し上げますとともに、一日

も早い復興を願ってやみません。

　ところで、仲井眞知事の訪米についてでございます

が、知事は、米国首都ワシントンで講演された折、普

天間飛行場の県外移設を米国の識者らに直接訴えられ

たのは、日米両政府に合意見直しを迫るねらいがあ

り、また、知事が現行計画を「不可能」と断じたこと

で、両政府が堅持する日米合意が既に形骸化している

ことを改めて印象づけるものとなりました。折しも、

日米政府は首脳会談するという、またとない絶好のタ

イミングではなかったかと思う次第であります。その

ようなことから、今回の知事訪米は大きな意義があっ

たものと高く評価するものであります。知事、大変御

苦労さまでございました。

　それでは質問に入ります。

　大きな１番、１次産業の振興について伺います。

　農水産物は、我々人類が生きていく上で、空気と水

に次いで絶対に欠かすことができないエネルギー源で

あります。また、日本政府の農業政策の物足りなさも

あって、いま一度農業を見直す必要があるのではない

かとのことから、次のことを伺います。

　茨、農業の振興についてであります。

　ア、農業改良普及員の絶対数は足りているか。１人

当たりの担当農家戸数は何軒か。

　イ、台風に強い農業のあり方について県の考えを伺

います。

　ウ、台風にも強い「うるまいも（仮称）」による地

域おこしをぜひ推進すべきだと考えるがどうか。

　このことについて、少しばかり私見を述べてみたい

と思います。

　あえて「うるまいも」と申しましたのは、サツマイ
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モに対する対抗意識からであります。

　去る８月30日から９月１日まで２泊３日の日程で、

経済労働委員会で東京築地の魚市場や大田花卉市場、

千葉県香取市の農業関連施設等を視察研修してまいり

ました。その中で、香取市の農業関係では、はっと目

を覚まされるものがありました。それが芋でありま

す。

　年代がばれるのですが、私の小さいころ、田舎では

１日３食主食は芋ばかりでした。しかも、小・中校の

弁当も中身は芋であります。ですから、視察のはなか

ら、たかが芋じゃないかとたかをくくっておりまし

た。ところが、さにあらず。何と芋で地域おこしに成

功しているではありませんか。

　道の駅の食堂では、てんぷら定食は一切肉類を使っ

ておりません。芋を中心とした野菜のてんぷらだけで

す。それがまたおいしいときております。あんな田舎

と言っちゃ怒られるかもしれませんが、何とお客さん

が入れかわり立ちかわりでいっぱいでございました。

また、芋の加工品も数え切れないほどたくさん展示さ

れてありました。それらの状況を見たときに、日本に

おける芋の伝来の地である我が沖縄こそが、と考えた

次第であります。

　私は、サツマイモに対抗して「うるまいも（仮称）」

と勝手に名前をつけたわけですが、芋に関して申し上

げれば幾ら時間があっても足りませんので多くは申し

上げませんが、栄養価について申し上げれば、でん粉

が豊富でエネルギー源として適しておりますし、ま

た、ビタミンＣや食物繊維を多く含み、加熱してもビ

タミンＣが壊れにくいという特徴があります。何より

も繁殖能力が大変高い上に窒素固定ができ、やせた土

地でも育つため、初心者でも比較的育てやすいという

特色もあります。また、忘れてならないのは、第２次

世界大戦中、砲弾や集団自決、栄養失調で多くの県民

が亡くなられた中で、芋によって助かった方々が大勢

おられると聞いております。

　そのようなことからしても、品種改良に改良を重

ね、日本一の「うるまいも」をつくり上げて、地域お

こし、いや、島おこしに役立てるべきだと考えます

が、いかがでしょうか。

　エ、イモゾウムシ等による芋の害虫撲滅対策はどの

程度進瀧しているか。これさえ退治できれば、国内外

へ出荷できるわけであります。

　オ、学校給食における芋の活用状況はどうなってい

るか。また、今後の考えを伺います。

　カ、１次産業全般について、後継者育成はどうなっ

ておりますか。

　芋、畜産の振興について伺います。

　ア、外国向けの牛濁畜場の整備はどの程度進瀧して

おりますか。

　６月定例議会の私ども公明党・県民会議の金城勉議

員の代表質問の答弁で、比嘉農林水産部長は「県とし

ては、肉用牛の生産振興の観点から、牛肉の輸出がで

きるようＨＡＣＣＰシステムの構築に向けて関係部

局・団体等と連携し取り組んでいきたいと考えており

ます。」とのことでございました。その後どうなった

か伺います。

　イ、養豚団地の整備計画をどう考えるか。

　養豚業は、多少なりともにおいの出る業種ですか

ら、人里離れたところに団地を形成して振興を図るべ

きだと考えますが、いかがですか。

　ウ、においの出ない飼育方法の開発はどうなってお

りますか。

　エ、豚の飼育頭数日本一を目指し、養豚による島お

こしにぜひ力を入れてほしいと思いますが、いかがで

しょうか。

　豚は、沖縄の食生活に絶対欠かすことのできない食

材と言っても過言ではありません。日常の食事にし

ろ、お祝い事の料理にしろ、豚肉の入っていないもの

なんて一つもありません。日本復帰前の名残だと思い

ますが、いまだにデンマーク産のポークランチョン

ミートが大量に輸入されていると聞きます。沖縄には

それにまさるとも劣らないぐらいのポーク缶詰が生産

されております。大量生産ができてプライスダウンで

きるのであれば、何も外国産を輸入する必要はないわ

けであります。そこで、生産量、ブランドともに日本

一にする方策を伺いたいと思います。

　鰯、漁業の振興についてであります。

　水産物は、人類始まって以来、重要なたんぱく資源

として重宝されてきました。農産物同様、エネルギー

源として欠かすことができない大事な食料でありま

す。

　四方が海に囲まれ、豊富な漁場を有する我が県に

とっては願ってもない環境にあることから、もっと漁

業振興に力を入れるべきだとの観点から次のことを伺

います。

　ア、我が県の人口１人当たりの魚の消費量は幾ら

か。また、全国平均で何番目か。また、どのような理

由が考えられるか。

　イ、マグロの海外への販売実績は伸びているか。ま

た、今後どのような対策が必要か。

　ウ、クルマエビの築地市場における取扱量が３分の

１まで落ち込んでおり、その上に生産原価も割り込む
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状況にあるようなので何らかの支援が必要と考える

が、いかがでしょうか。

　エ、モズク及び海ブドウの生産及び販路の拡大の状

況はどうなっているか。

　こればかりは、本土のどの海域でも生産しようにも

できないウチナービケーンの特産品でありますから、

もっともっと力を入れるべきだと考えます。

　大きな２番、観光産業の振興についてであります。

　観光目的で沖縄に来られる方々にとりましては、何

といっても第一印象が最も心に残る大事なことではな

いでしょうか。飛行機から眺める青い海、白い砂浜も

印象的でしょうが、空港から出られてからの日本本土

にはない南国ムードいっぱいの街路の風景を見たと

き、ああ、これが沖縄なんだ、来てよかったと感激す

るのではないでしょうか。何度でも沖縄にリフレッ

シュのために行きたいという気持ちにさせる環境づく

りが最も大事だと考えます。そのようなことから、次

のことを伺います。

　茨、街路の整備についてであります。

　ア、各市町村の協力を得て、メーンストリートだけ

でも花と緑いっぱいで観光客を迎え入れる環境づくり

が必要だと考えるが、いかがでしょうか。

　イ、街路樹を四季折々の花も実も楽しめる樹木に切

りかえていってはどうか。これは、北海道や中国福建

省あたりを参考にしてほしいと思います。例えば、沖

縄では、シークヮーサーの木を植えるとか、あるいは

グヮバとかアセロラ等が考えられます。

　ウ、街路の案内板に外国人が見て理解しやすいよう

に、せめて英語、中国語、韓国語ぐらいは記述すべき

だと考えるがどうか伺います。

　エは取り下げます。

　芋、台風時の対応についてであります。

　我が沖縄の観光シーズンにとって最も頭の痛いこと

の一つが、６月から10月の５カ月間の台風襲来であり

ます。その間に、国内外から数十万人の観光客が来島

されます。毎年、必ずと言っていいほど何件かの台風

に遭遇いたします。その都度、宿泊や食事等に困っ

て、観光客は右往左往してしまいます。そうなってし

まうと、二度と沖縄へは、となりかねません。そうな

らないためにも、沖縄のチムグクルを存分に発揮し

て、満足して帰ってもらうためにも台風時の対策が最

重要だと考えます。そこで次のことを伺います。

　ア、宿泊ボランティア登録件数は何件か。

　イ、大勢で宿泊する際の場所の確保はされている

か。また、全体で何千人、何万人収容できるのか伺い

ます。

　ウ、炊き出し等はどうなっているか。去る２号台風

以後の対応はどうだったか伺います。

　鰯、観光用低床バスの導入についてであります。

　若狭の大型クルーザーバースから県庁前を通って、

国際通りの1.6キロに低床バスを導入して、海外から

の観光客の利便性を図ってはどうか、伺います。

　大きな３番、国際交流についてであります。

　我が県のリーディング産業の大きな柱である観光産

業にとって今一番必要なことは何だろうかと考えたと

き、最も重要なことは世界各国との交流を深め、一人

でも多くの人に沖縄の持つ自然の美しさ、芸術、芸

能、文化のすばらしさ、そして何よりもイチャリバ

チョーデーの温かい心を知ってもらうことではないで

しょうか。そのために何をなすべきかということで、

次のことを伺います。

　茨は取り下げます。

　芋も取り下げます。

　鰯、中国、台湾、アジア各国との定期的な交流はど

うなっておりますか。

　允、世界のウチナーンチュ大会についてでありま

す。

　ア、南米からは大勢のウチナー二世、三世が来られ

ると思うが、スペイン語、ポルトガル語等の通訳は十

分に配置されておりますか。

　印、大型クルーザーで入国する際の入管手続に時間

がかかり過ぎるとの苦情があるが、もっと短縮できな

いか具体的な方策を伺います。

　大きな４番、災害対策についてであります。

　去る３月11日の東日本大震災や福島原発の事故やそ

の後の台風、水害は、歴史始まって以来の国難と言っ

ても過言ではないと思うわけであります。私たち沖縄

にとっては大した被害はなかったところですが、今回

の事故等を他山の石とせず、しっかりと検証をして、

我が県の防災に万全を期すべきだと考えます。

　そこで次のことを伺います。

　茨、津波対策についてであります。

　もし、沖縄で東日本大震災のような大津波が発生し

たら高台に逃げるしかないわけですが、その折に目印

が必要になってまいります。電柱等に県下統一された

表示が必要と思うが、県の対策を伺います。このこと

については、市町村から、県が一日も早くカラー等を

統一してほしいとの要望がございます。

　芋、災害時に必要な道路網の整備についてでありま

す。

　沖縄自動車道は、地形的にもほとんどが海抜の高い

ところに構築されており、なおかつ構造的にもすぐれ
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たものがあります。よって、災害時の避難に大きく貢

献できるものと思われることから、次のことを伺いま

す。

　ア、沖縄自動車道につなぐ避難用侵入道路数カ所

（はしご道路）の計画を急ぐべきだと思うが、どう

なっておりますか。

　鰯、重要書類のバックデータの保管はどうなってお

りますか。

　本土の場合は、割と地震の少ない沖縄にバックデー

タの保管場所を設置しているところが多いと聞きま

す。我が県の場合はどうなっておりますか。

　大きな５番、都市モノレールについてであります。

　定時・定速で走るモノレールは、県民の足として大

変重宝がられております。しかしながら、運行距離が

短いのと運行時間帯の問題があるように聞こえてまい

ります。そのようなことから、一日も早い延長事業の

着工が待たれるところであります。

　茨は取り下げます。

　芋、空港発の最終便をあと１時間程度おくらすこと

はできないか。

　このことについて、私のみならず多くの方々から要

望が出ております。例えば、本土からの最終便が三、

四十分おくれた場合など利用できないではないかとの

意見がございます。

　鰯は取り下げます。

　答弁によっては、再質問をさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　前島明男議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、１次産業の振興に係る御質問の中で、

養豚による島おこしについての御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県における養豚は、平成21年の産出額が115億

円で農業全体の13％を占めております。そして、県民

の食生活にはなくてはならない重要な産業でありま

す。

　飼育頭数につきましては、平成18年の22万8000頭か

ら、平成22年には24万8000頭と増加傾向にあります。

全国で14位に位置いたしております。

　沖縄県におきましては、島おこしにつながる沖縄独

自のブランド豚を目指し、生産性及び品質向上と安定

的な供給体制の確立に取り組んでいるところでござい

ます。具体的には、第１に、国内外からの優良種豚の

導入による改良・増殖、第２に、産肉性のすぐれた系

統造成豚の普及推進、第３に、琉球在来豚アグーの生

産供給体制の整備などを行っているところでありま

す。さらに、環境に優しい「ウインドレス豚舎」の整

備などにより、養豚の生産拡大に努めてまいる所存で

ございます。

　次に、観光産業の振興についての御質問の中で、街

路の案内板の多言語化についての御質問にお答えいた

します。

　県におきましては、外国人を含む観光客の利便性の

向上を目的に、道路のほか空港、港湾、そして主要な

観光地等におきまして、日本語、英語、中国語、そし

て韓国語の多言語表記による観光案内板の整備を行っ

ているところでございます。また、昨年度は沖縄全域

の道路、主要観光施設、そして公共施設等における観

光案内サインの整備状況調査を行い、今後の観光案内

サインのあり方の検討、そして整備を要する箇所の抽

出を行ったところでございます。今後は、整備を要す

る箇所の市町村と連携を図り、多言語表記によります

歩行者向けの周辺案内板、そして誘導案内板等の整備

を積極的に進めてまいりたいと考えております。

　次に、災害対策に係る御質問の中で、はしご道路計

画についての御質問にお答えいたします。

　沖縄自動車道は、災害時に第１次緊急輸送道路とし

て極めて重要な役割を果たす道路でございます。ま

た、はしご道路につきましては、災害時には沖縄自動

車道につなぐ緊急輸送道路としての機能を発揮する重

要な路線であります。

　はしご道路の計画路線としては、宜野湾北中城線や

浦添西原線等12路線を位置づけております。そのうち

３路線は整備を完了し、７路線が整備中でございま

す。

　県としましては、沖縄自動車道へのアクセス性の向

上を図るため、今後ともはしご道路の整備を進めてま

いる所存でございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　第１次産業の振興に

ついての中で、農業改良普及員の絶対数と担当農家戸

数についてお答えします。

　県の普及指導員は、直接農業者に接して技術研修や

巡回指導等により農業者の生産技術や経営能力の向上

を図っているところであります。平成22年度の普及指

導員数は118名で、販売農家数は１万5123戸となって

おります。これらをもとに計算しますと、職員１人当

たり担当農家戸数は128戸となります。
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　普及指導員の定数につきましては、行財政改革プラ

ン等により厳しい状況であることから、各地区の農業

改良普及センターに特任主幹を配置するとともに、プ

ロジェクトチームを編成し、生産現場で抱える課題の

解決や拠点産地の育成及び担い手への支援を強化して

いるところでございます。

　次に、台風に強い農業についてお答えします。

　本県の農業振興を図るためには、毎年襲来する台風

の災害対策が重要であります。このため、県では、今

回、台風前の対策と台風後の対応を取りまとめたマ

ニュアルを作成し、県のホームページに台風対策の事

例を掲載して活用を推進しているところであります。

　また、防風・防潮林の設置や台風に強い耐候性ハウ

ス等の施設の整備、耐風性にすぐれた新品種の開発と

普及など各種の施策を総合的に実施しております。特

に、防風・防潮林の設置については、11月の第４木曜

日を「防風林の日」と定め、毎年、各市町村ごとに植

栽等の関連行事を行い、防風林の広報など各種の普及

啓発に取り組んでおります。

　次に、芋による地域おこしの推進についてお答えし

ます。

　カンショは、やせ地でも栽培が可能で、台風や干ば

つ等の気象災害に強く、短期間で収穫できることや健

康食としても期待されております。

　県といたしましては、農林水産業振興計画に基づき

カンショを戦略品目として位置づけ生産振興を図って

いるところでございます。具体的には、省力化のため

の機械や加工施設の整備、「ちゅら恋紅」や茎や葉の

利用も可能な「カンタ」など優良品種の育成・普及、

害虫混入のない生長点培養苗の利用の推進、拠点産地

の育成や技術実証展示圃の設置、11月16日を「いもの

日」として制定し、県産カンショの普及啓発など総合

的に推進しているところでございます。また、県産芋

を活用してお菓子やアイスクリーム、しょうちゅうな

ど新たな加工品の開発も行われています。今後とも、

カンショの産地化に向け生産振興を図り、地域の活性

化に取り組んでまいります。

　次に、イモゾウムシ等の根絶防除についてお答えし

ます。

　イモゾウムシ等根絶事業につきましては、久米島と

津堅島において実施しているところであります。久米

島のアリモドキゾウムシについては、平成22年８月か

ら国による駆除確認調査を実施しております。その調

査の中で、急峻な岩場で人の出入りが困難な一部地域

で野生虫が確認されたことから、駆除確認調査地域か

ら切り離した特別調査地区として応急防除を実施する

とともに、新たにトラップの増設や寄主植物除去等の

取り組みを強化し、根絶を目指しているところであり

ます。イモゾウムシについては、平成14年度から島の

一部地域で不妊虫放飼法による防除を実施しており、

アリモドキゾウムシ根絶後、防除地域を拡大していく

計画であります。津堅島のアリモドキゾウムシ、イモ

ゾウムシの根絶防除は平成19年11月から開始し、平成

23年９月現在、一部地域を除き発生がないことから、

地域の協力を得ながら根絶を目指し防除を強化してい

るところであります。

　今後の計画といたしましては、アリモドキゾウムシ

とイモゾウムシの大量増殖技術の確立や低コスト人工

飼料の開発、イモゾウムシの密度抑圧防除技術の開発

などを行い、宮古、八重山、沖縄本島に防除地域を拡

大する考えであります。

　次に、農林水産業の後継者育成についてお答えしま

す。

　県としては、経営感覚にすぐれた農業後継者の育成

確保を図るため、市町村、農業団体、農家代表等で構

成する「農でグッジョブ推進会議」を平成22年６月に

設立し、担い手の総合的な対策を講じているところで

あります。具体的な取り組みとしては、農業大学校に

おける実践的な研修教育、新規就農へ誘導するための

サポート講座や夜間講座の実施、農地を持たない新規

就農者に農地を提供した「チャレンジ農場」での農業

実践、耕作放棄地の再生利用による農地の確保やハウ

スの整備などの支援をしているところであります。

　漁業後継者の育成につきましては、指導漁業士や水

産研究員等による技術研修や指導及び先進地における

技術交流を実施するとともに、地域のリーダー的役割

を担う青年漁業士の認定を行っております。さらに、

小中学生を対象とした少年水産教室での体験学習や漁

業への就業希望者と現場とのマッチングを行う「漁業

就業者支援フェア」の開催に取り組んでおります。

　次に、外国向けの牛濁畜場の整備についてお答えし

ます。

　我が国から海外へ牛肉を輸出する場合は、厚生労働

省等による食肉輸出取扱施設としての認定を受けてい

ること、農林水産省動物検疫所の輸出検疫証明書の発

行を受けることなどの条件を満たす必要があります。

　県といたしましては、県産牛肉の海外輸出を積極的

に展開していくため、去る８月24日に県内の食肉セン

ターや関係市町村を対象に食肉輸出対応施設等に係る

説明会を開催したところであります。また、牛肉の輸

出ができるよう濁畜場の改善やＨＡＣＣＰシステム対

応施設の整備について関係機関・団体等と調整をして
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いるところであります。平成24年度からは、牛の部分

肉処理のためのミートパッケージセンターや先島地域

での食肉センターの整備等に着手することとしており

ます。

　次に、養豚団地の整備計画についてお答えいたしま

す。

　本県の養豚団地につきましては、養豚団地育成パイ

ロット事業等により昭和48年度から昭和63年度までに

16カ所、総事業費約37億円で整備しております。

　今後の新たな養豚団地の計画につきましては、にお

いの少ない飼育方法や施設の整備などを推進するとと

もに、地元からの要望を踏まえ、関係機関・団体と連

携して取り組んでいきたいと考えております。

　次に、においの出ない豚の飼育方法の開発について

お答えします。

　においの少ない豚の飼育方法の開発につきまして

は、平成７年度から17年度までの間、畜産研究セン

ターにおいて研究を行った結果、おが粉が臭気削減の

効果が高いことが確認されております。そのため、県

といたしましては、平成21年度から23年度において

「オガコ養豚衛生対策推進事業」により養豚の飼育実

態調査、おが粉殺菌方法の検討、おが粉殺菌を取り入

れた実証試験、養豚飼養管理マニュアル作成を実施し

ているところであります。また、国においては、畜舎

及びふん尿処理施設における臭気及び粉じんを除去す

るため、微生物による脱臭、酸化分解及び吸着方式等

の新技術を開発し、その実用化に向け取り組んでおり

ます。

　県といたしましては、これらの研究結果を踏まえ、

今後ともにおいの少ない豚の飼育方法の開発に向け

て、関係機関と連携して取り組んでまいります。

　次に、県内の魚の消費量、順位、その理由について

お答えします。

　沖縄県における生鮮魚介類の消費状況は、平成22年

の国の家計調査年報によると、１世帯当たりの年間購

入量は約21キロとなっており、全国と比べて最も少な

い状況であります。

　その主な要因は、沖縄県で多くとれるマグロの消費

が全国平均の２倍でありますが、貝類の漁獲量やイカ

などの県内需要が少ないことから、全体として消費量

は全国平均の６割になっていると考えられます。

　次に、マグロの海外販売の実績、今後の対策につい

てお答えします。

　県産マグロの輸出は、国の貿易統計によると、平成

10年から加工原料としてタイへ年間約100トンから約

300トンが輸出されております。また、生食用マグロ

は、平成21年から香港へ150キロを輸出し、平成22年

には中国、シンガポールへ400キロを輸出しておりま

す。

　県といたしましては、生食用マグロの一層の輸出拡

大を図るため、「沖縄国際航空物流ハブ活用推進事

業」を活用した香港のアンテナショップにおける販売

促進や「沖縄生鮮マグロブランディング若年者雇用事

業」による鮮度などのブランド基準の策定等、県産マ

グロのブランド化に取り組んでいるところでありま

す。

　次に、クルマエビの支援策についてお答えいたしま

す。

　県産クルマエビの生産量については、平成17年まで

は約650トンから700トン台で推移しておりましたが、

疾病の発生や価格の低迷による業者の廃業等によりこ

こ数年は減少傾向が続いており、平成21年は約570ト

ンとなっております。

　そのため、県では、深層水を活用した良質のクルマ

エビ種苗生産技術開発に取り組むとともに、「沖縄県

車海老漁業協同組合」と連携し、東京などのアンテナ

レストランや大手ビールメーカーと連携して県産クル

マエビのＰＲに取り組んでいるところであります。こ

れらの取り組みに加え、平成23年度は、首都圏におけ

るトップセールスや商談会などプロモーション活動を

推進してまいります。

　次に、モズク、海ブドウの生産及び販路拡大状況に

ついてお答えいたします。

　モズクの生産量については、平成19年の２万トン台

をピークに、その後、多量の在庫と天候不良による不

作が重なったため、平成22年は約6500トンと減少して

おります。

　そのため、「沖縄県もずく養殖業振興協議会」によ

る増産計画や関係団体と連携した生モズクの商品化と

消費拡大の取り組みなどにより、平成23年は１万2500

トンの生産となっております。平成24年は前年を上回

る１万9100トンの生産を見込んでおります。

　海ブドウについては、平成14年の約90トンの生産量

が養殖技術の普及の取り組みなどにより、平成22年に

は約280トンとなっており、今後も堅調に推移すると

見込まれております。

　県といたしましては、生産性の高いモズクの品種開

発や国内外の販路拡大に取り組むとともに、海ブドウ

の品質及び衛生管理基準に基づくブランド化に取り組

んでまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。
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　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　１次産業の振興についての

御質問で、学校給食での芋の活用状況についてお答え

いたします。

　学校給食での芋の活用につきましては、年間を通じ

て安定した供給量確保等の課題があり、平均すると月

１回程度の使用になっております。

　県教育委員会としましては、今後とも各市町村及び

関係機関等と連携し、学校給食へ芋の活用を促進して

まいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　観光産業の振興につ

いての御質問で、花と緑いっぱいで観光客を迎え入れ

る街路の整備についてお答えいたします。２の茨のア

とイは関連しますので一括してお答えします。

　街路樹は、緑陰の形成や道路景観の向上などのほか

に、観光立県である本県においては、道路と沿道環境

との調和を図る上で重要な役割を持っております。

　県管理道路の街路樹については、路線ごとに樹種等

を定めた「沖縄県道路緑化基本計画」をもとに整備を

進めております。特に、観光地へのアクセス道路にお

いては、ヤシやホウオウボク等の南国特有の樹種を選

定するとともに、プランターによる草花緑化の推進に

努めてきたところであります。また、ボランティア団

体による除草や清掃、草花の植栽や国際通りでのオブ

ジェによる花の緑化も行っております。

　今後とも、道路緑化に当たっては観光地沖縄のイ

メージアップを図る観点から、周辺環境へ配慮しなが

ら、市町村や地域との連携を密にし、快適で魅力ある

道路環境づくりに努めてまいります。

　次に、沖縄都市モノレールについてで、最終便を１

時間程度おくらすことについてお答えいたします。

　沖縄都市モノレール株式会社では、終電の運行終了

後に電車線や軌道げた等の保守点検を行っているた

め、点検時間を確保することはモノレールの安全運行

上重要であることから、最終便をおくらせることは困

難な状況であります。なお、始発便については、早朝

勤務者等の利用サービスを図るため、12分早めて８月

26日から運行しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光産業の

振興についての中の、台風時の宿泊ボランティア登録

件数についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県では、現在、沖縄観光コンベンションビュー

ロー、那覇空港ビルディングと連携し、那覇空港案内

所において宿泊施設の空室情報提供や台風時割引施設

の案内など、空港内の観光客の滞留解消に努めており

ます。

　議員御質問の件につきましては、民間の任意団体で

あります「台風時観光客支援ボランティア友の会」に

確認をしたところ、台風時の宿泊ボランティアは、こ

こ数年は台風による観光客の滞留が少なかったことや

運営上の検討課題等があったことから、現在は休眠状

態にあり、活動をしていないそうであります。

　それから次に、台風時における観光客の宿泊所の場

所の確保についてお答えいたします。

　県では、台風の影響により那覇空港で滞留した観光

客の緊急的な一時待機所として沖縄県立武道館を確保

しており、約2800名余りの観光客が一時的待避のため

に収容可能と試算しております。これまで県立武道館

を使用する大規模な滞留状態は発生しておりません

が、県としましては、今後ともさまざまな状況を想定

しながら、観光コンベンションビューロー、那覇空港

ビルディングなど関係団体と連携を図り、観光客の安

全確保に努めていきたいと考えております。

　同じく観光産業の振興についての中の、台風時の観

光客への炊き出しなどについてとの問いにお答えいた

します。

　台風による航空便の欠航のため那覇空港内に観光客

が滞留した際に、これまで県が炊き出し等を行ったこ

とはありませんが、那覇空港ビルディングでは、空港

内のレストラン、コンビニなどと連携して通常の営業

時間を延長するなど、観光客が食料品等の購入や食事

ができるよう対応しております。

　県では、今後とも観光コンベンションビューロー、

空港ビルディング、航空各社など関係機関で構成する

「台風時観光客対策協議会」におきまして台風時の対

策を協議し、あらゆる出来事を想定しながら総合的に

判断すると同時に、迅速に対応してまいりたいと考え

ております。

　続きまして、クルーズ船客の利便性の向上につい

て。

　県におきましては、クルーズ船の寄港時の受け入れ

体制の整備を目的として、各港湾に設置されたクルー

ズ促進協議会に対し助成金を交付しているところで

す。那覇港につきましては、那覇市が事務局を務める

那覇クルーズ促進連絡協議会において、寄港時の歓迎

セレモニーの実施や乗船客の利便性向上のための臨時
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の観光案内所や両替所の設置を行っております。

　県としましては、御提案の観光用低床バスの導入も

含め、さらなるクルーズ船客の利便性の向上に係る取

り組みについて、那覇市と連携をしながら検討してま

いりたいと考えております。

　次に、国際交流についての中の、アジア各国との定

期的な交流についてとの御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、歴史的に14世紀後半から中国や韓国を初

め近隣アジア諸国と盛んに交易・交流を行ってまいり

ました。近年におきましても、中国、台湾との定期的

な交流において、毎年海外留学生として大学生などを

受け入れており、本県からも中国、台湾へ留学生を派

遣をしております。また、中国福建省とは平成９年９

月に姉妹都市の提携を結んでおり、友好関係が続いて

いるとともに、来年には提携15周年を迎え、さらなる

友好関係の発展のため記念式典等の行事も検討してお

ります。さらに、近年では、経済発展が著しいベトナ

ム、タイなどの東南アジア各国と交流を進めてまいり

ます。

　県としましては、今後も文化、観光、スポーツ、学

術などの多元的な交流ネットワークで互いのきずなを

深め、アジア各国と平和的な友好交流の関係構築を推

進していきたいと考えております。

　国際交流についての中の、ウチナーンチュ大会にお

いてスペイン語、ポルトガル語の通訳が十分に手配さ

れているかとの質問にお答えいたします。

　今大会では海外から約5000名の方が参加されます

が、そのうち中南米からの参加は約1800名となってお

ります。全体の約３割を占めております。

　実行委員会では、大会に向け７月から通訳を含めた

ボランティアを募集してまいりました。当初は、スペ

イン語及びポルトガル語のボランティアが不足してい

る状況でありましたが、国際交流団体やメディア等を

通じ協力を呼びかけたところ、スペイン語、ポルトガ

ル語合わせ50名余りの応募があり、大会運営に必要な

最低限の人数は確保できたものと考えております。

　なお、現在、通訳を含め公募してまいりましたボラ

ンティアスタッフとしては約500名の参加登録があ

り、このような多くの県民の協力も得ると同時に、イ

ベント会場においても各言語による案内板を設置する

など、大会を円滑に運営できるよう努めてまいりたい

と考えております。

　国際交流についての中の、クルーズ船寄港に伴う入

国審査の迅速化についてとの御質問にお答えいたしま

す。

　クルーズ船の寄港に伴う外国人観光客の入国審査等

の手続につきましては、審査のため下船まで１時間以

上要する場合もあることから、これまでも海外クルー

ズ会社等から簡素化等の要望がなされております。

　県におきましては、平成21年１月16日、当時の法務

大臣に対し、入国審査等の簡素化及び体制の拡充強化

などへの協力を求めており、ことし７月にも福岡入国

管理局那覇支局に対し改めて協力を依頼したところで

あります。

　また、新たな沖縄振興に関する制度要望におきまし

ても、入国手続の迅速化のための審査体制の強化等を

求めているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　災害対策についての御

質問の中で、津波避難のための統一的な表示方法につ

いてお答えいたします。

　電柱や公共施設等への海抜や避難標識の表示は、住

民の避難意識を高めるとともに、災害発生時の避難体

制の強化において重要と考えております。また、９月

12日に開催された「沖縄県地震・津波想定検討委員

会」の第４回委員会におきまして、県は、海抜高度の

明示などにより、市町村における避難対策の強化や、

住民が地理的特性を把握できるよう支援する必要があ

るなどの御提言をいただきました。

　これらを踏まえ、沖縄県におきましては、市町村が

実施する電柱等への海抜表示への協力につき、沖縄電

力等関係機関に要請を行ったところであり、これを受

け、沖縄電力は９月20日に電柱に海抜表示シートを掲

示するスペースを無償で提供することを発表したとこ

ろであります。県は、同様にＮＴＴ西日本とも調整を

行っており、今後とも市町村や関係機関と連携し、電

柱等における海抜や避難標識の表示の推進を図るとと

もに、統一的な表示方法について検討してまいりたい

と思っております。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　災害対策に関する質問の

うち、重要書類のバックデータの保管についてお答え

いたします。

　県の公文書は、文書管理規程等により各課において

管理するとともに、引き継がれた公文書はそれぞれの

保存年限に応じ、紙文書は文書保存管理室で、電子文

書は文書管理システムのサーバーに保管しているとこ

ろであります。
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　今後は、今回の東日本大震災のような未曾有の大災

害が起こった場合にも十分対応できるよう保管方法等

について検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

○前島　明男君　それでは、余り時間もないんです

が、再質問をさせていただきます。

　津波対策に関してなんですが、沖縄電力さんの御協

力をいただけるということで大変ありがたいことです

が、この海抜表示、やはり色分けして、例えば、これ

は海抜５メートルですよ、あるいは10メートルとか15

メートル、20メートルですよと色分けが必要だと思う

んですね。一般県民が見てすぐわかるような、そうい

う色分けが必要だと思うんですよ。それを早くやって

もらいたいと。県が統一見解を出さないで各市町村で

那覇は黄色、浦添は赤、宜野湾は青とかと、そういう

ことじゃ困るんですよ。ですから、早く県が統一の見

解を出してもらいたいと、今各市町村からそういう意

見が聞こえます。これは県がリーダーシップをとっ

て、そのことをしっかりやってもらいたいという要望

が私のところに来ておりますが、これに関していかが

ですか、公室長。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　御指摘のとおり、この

ような表示につきましては統一的なものが必要だと考

えます。県がリーダーシップをとって、市町村とも相

談してまいりたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　前島明男君。

○前島　明男君　それから、大城教育長、芋の活用な

んですが、先ほどの御答弁では、供給量の問題もあっ

て月に１度というような御答弁でしたけれども、これ

では極めて少ないんじゃないかなというふうに思って

おります。ですから、できることならば、芋の栄養価

とかいろんなことを考えましたときに、私は、せめて

週一ぐらいはと思っているんですが、週１回ぐらいは

芋を食卓に乗せてほしいなというふうに思っているん

ですが、この芋の供給の問題があるということです

が、その辺はどの程度なのか、おわかりであれば

ちょっと教えていただきたいんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　地域によっては、例えば、

名護市が月２回とか、読谷村が月１回から２回、西原

町が月２回、粟国村が月２回ですか、そういう状況な

んですね。この少ない大きな課題といいますか理由と

いたしましては、やはり安価で年間を通じて安定した

供給量が確保できないと、そういった状況なんです

よ。ですから、芋の持つ役割は大きいと思いますけれ

ども、なかなかそういった課題がありますので、現段

階ではそういったコメントしかできないと思います。

○前島　明男君　大変前向きな御答弁ありがとうござ

いました。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で本日の一般質問及び議

案に対する質疑を終わります。

　本日の日程はこれで全部終了いたしました。

　次会は、明４日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後８時６分散会
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議　　事　　日　　程　第７号

平成23年10月４日（火曜日）

午前10時開議

第１　一般質問

第２　甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第14号議案まで、認定第１号から認定第23号ま

で及び諮問第１号（質疑）

第３　陳情第139号、第140号、第144号、第150号、第156号及び第157号の付託の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 本日の会議に付した事件

日程追加　議員提出議案第１号　沖縄振興一括交付金（仮称）の確保を求める意見書

日程第１　一般質問

日程第２　甲第１号議案から甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第14号議案まで、認定第１号から認定第23

号まで及び諮問第１号

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

甲第３号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

乙第１号議案　沖縄県防災会議条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県税条例等の一部を改正する条例

乙第３号議案　沖縄県保健所運営協議会条例の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

乙第５号議案　工事請負契約について

乙第６号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第７号議案　財産の取得について

乙第８号議案　財産の取得について

乙第９号議案　訴えの提起について

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　損害賠償請求事件の和解等について

乙第13号議案　車両損傷事故に関する和解等について

乙第14号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

認 定 第１ 号　平成22年度沖縄県一般会計決算の認定について

認 定 第２ 号　平成22年度沖縄県農業改良資金特別会計決算の認定について

認 定 第３ 号　平成22年度沖縄県小規模企業者等設備導入資金特別会計決算の認定について

認 定 第４ 号　平成22年度沖縄県中小企業振興資金特別会計決算の認定について

認 定 第５ 号　平成22年度沖縄県下地島空港特別会計決算の認定について

認 定 第６ 号　平成22年度沖縄県母子寡婦福祉資金特別会計決算の認定について

認 定 第７ 号　平成22年度沖縄県下水道事業特別会計決算の認定について

認 定 第８ 号　平成22年度沖縄県所有者不明土地管理特別会計決算の認定について

認 定 第９ 号　平成22年度沖縄県沿岸漁業改善資金特別会計決算の認定について

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ７ 号）　　　　　　第 ６ 回

　

平成23 年 10月 ４日（火曜日）午前 10時１分開議
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認 定 第 10 号　平成22年度沖縄県中央卸売市場事業特別会計決算の認定について

認 定 第 11 号　平成22年度沖縄県林業改善資金特別会計決算の認定について

認 定 第 12 号　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認 定 第 13 号　平成22年度沖縄県宜野湾港整備事業特別会計決算の認定について

認 定 第 14 号　平成22年度沖縄県自由貿易地域特別会計決算の認定について

認 定 第 15 号　平成22年度沖縄県産業振興基金特別会計決算の認定について

認 定 第 16 号　平成22年度沖縄県中城湾港（新港地区）整備事業特別会計決算の認定について

認 定 第 17 号　平成22年度沖縄県中城湾港マリン・タウン特別会計決算の認定について

認 定 第 18 号　平成22年度沖縄県駐車場事業特別会計決算の認定について

認 定 第 19 号　平成22年度沖縄県公共用地先行取得事業特別会計決算の認定について

認 定 第 20 号　平成22年度沖縄県中城湾港（泡瀬地区）臨海部土地造成事業特別会計決算の認定に

ついて

認 定 第 21 号　平成22年度沖縄県病院事業会計決算の認定について

認 定 第 22 号　平成22年度沖縄県水道事業会計決算の認定について

認 定 第 23 号　平成22年度沖縄県工業用水道事業会計決算の認定について

諮 問 第１ 号　軌道敷設の特許申請に伴う意見について

日程第３　陳情第139号、第140号、第144号、第150号、第156号及び第157号の付託の件
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 説明のため出席した者の職、氏名
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46　番　　新　里　米　吉　君
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48　番　　大　城　一　馬　君
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　昨日、当銘勝雄君外12人から、議員提出議案第１号

「沖縄振興一括交付金（仮称）の確保を求める意見

書」の提出がありました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　議員提出議案第１号「沖縄振興一括交付金（仮称）

の確保を求める意見書」を日程に追加し、議題といた

したいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第１号を日程に追加し、議題

とすることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　議員提出議案第１号　沖縄振

興一括交付金（仮称）の確保を求める意見書を議題と

いたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　当銘勝雄君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第１号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　おはようございます。

　きょう本会議で急遽新しい議題をつくりましたが、

議運の皆さん方には朝早くから御苦労願ったことを感

謝いたします。

　それではただいま議題となりました議員提出議案第

１号につきましては、10月３日に開催した沖縄振興・

那覇空港整備促進特別委員会の委員等により協議した

結果、議員提出議案として提出することに意見の一致

を見ましたので、提出者を代表して提案理由を説明申

し上げます。

　提案理由は、議員提出議案第１号につきましては、

沖縄振興一括交付金（仮称）の確保を求める意見書に

ついてを関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第１号を朗読いたします。

　　　〔沖縄振興一括交付金（仮称）の確保を求める

意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

　なお、意見書につきましては、その趣旨を関係要路

に要請するために議会の代表を派遣する必要があると

の意見の一致を見ておりますので、議長におかれまし

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――
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　　　　　　　　　平　田　大　一　君スポーツ部長

土木建築部長　　当　間　清　勝　君

企　業　局　長　　仲　田　文　昭　君
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てはしかるべく取り計らっていただきますようお願い

を申し上げます。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第１号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第１号

「沖縄振興一括交付金（仮称）の確保を求める意見

書」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第１号は、原案のとおり可決

されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第１号に関し、提案理由説明の際提出者か

ら、その趣旨を関係要路に要請するため議員を派遣し

てもらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第１号の趣旨を関係要路に要請するた

め、議員５人を派遣することとし、その期間及び人選

については議長に一任することに御異議ありません

か。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１及び日程第２を一括

し、これより直ちに一般質問を行い、甲第１号議案か

ら甲第３号議案まで、乙第１号議案から乙第14号議案

まで、認定第１号から認定第23号まで及び諮問第１号

を議題とし質疑に入ります。

　質問及びただいま議題となっております議案に対す

る質疑の通告がありますので、順次発言を許します。

　島袋　大君。

　　　〔島袋　大君登壇〕

○島袋　　大君　おはようございます。

　自民党の島袋大でございます。

　本日、傍聴席の皆さん方は豊見城市議会議員の皆さ

ん、また障がい者スポーツ協会の皆さんとかあるいは

市民の皆さん、医療関係の方々が来ておりますけれど

も、先ほどの当銘委員長は我々地元豊見城市の出身で

ありますから、この一括交付金を断固3000億かち取る

んだという決意を表明しました。市民の皆さん方も

しっかりと地元の議員は頑張っているんだということ

で御理解いただけたらなと思っております。

　それでは、通告に従いまして一般質問します。

　１、野田総理の所信表明に関しての知事の所見につ

いて伺います。

　野田新内閣の所信表明について知事の感想を伺いま

す。

　２、駐留軍用地跡地利用推進法についてでありま

す。

　駐留軍用地跡地利用推進法、略して「跡地法」と呼

ばさせていただきますが、この跡地法について政府と

の調整状況、政府の法案策定状況について伺います。

　３、離島など遠隔地からの高校生宿舎についてであ

ります。

　新たな振興策の制度要望に「離島・へき地のための

離島児童生徒支援センターの設置」があります。その

内容と内閣府との調整状況についてお聞かせくださ

い。そして現在ある宿舎の状況について伺います。

　４、消費者教育の必要性についてであります。

　私は、この消費者教育についてこそ、今後沖縄県が

力を入れて取り組まなければならないと考えておりま

す。県としても消費者学習講座などを開催し取り組ん

でいることは大変評価するところであります。どのよ

うな取り組みについて行い力を入れているのか、そし

て消費者教育の概念について伺います。

　５、障がい者スポーツ協会についてであります。

　茨、障がい者スポーツ協会の状況について、現在ど

のような取り組みになっているのか。また、平成21年

度の調査研究から今年度までの予算措置はどのような

推移になっているのか伺います。

　芋、平成24年度より組織の法人化等により本格稼働

していく組織構築を期待しておりますが、これらを担
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う事務局の人員体制及び予算規模についてどのように

考えているのか伺います。

　鰯、障がい者スポーツ協会が当面担っていくことと

されている業務については、障がい者スポーツ普及・

促進のための「情報の一元化」や「スポーツ教室の開

催」等、障害者スポーツ各団体、地域、学校等との連

携によりさまざまに地道な事業展開が予定されている

ようですが、他県に比べてこれら普及活動の部分でど

のような予算規模で実施を見込んでいるのか伺いま

す。

　６、地域医療と医療ツーリズムについてでありま

す。

　茨、現在、沖縄県保健医療計画により南部圏域の病

床枠は制限されており、観光客等を考慮したものには

なっていないと聞いておりますけれども、観光立県を

目指すということを踏まえて病床数の見直しについて

は考えないのか伺います。

　芋、現在、新たな沖振計画素案の中でも、中南部圏

域の産業振興においては豊見城市、南城市などで医療

ツーリズム等の高付加価値観光を推進するとうたわれ

ております。そのためには、まず本県の地域医療が

質・量ともに充実していくことが重要であり、その取

り組みの先に医療ツーリズムがあると思うが、県とし

てはそのような医療基盤の整備の方向性と医療ツーリ

ズムの方向性について、県医師会のメディカルアイラ

ンド構想等を踏まえどのように考えているのか伺いま

す。

　鰯、地域医療の充実やその先にある医療ツーリズム

の推進に当たって、将来的に医療に係る規制緩和等が

必要になってくると思いますが、県として特別区域も

しくは計画の中で方向性を示すつもりはないか伺いま

す。

　７、豊見城市市道257号線についてであります。

　市道257号線は、来年４月開校が決定している豊崎

小学校の通学路にもなる道路であり、児童生徒の安全

対策については何より優先する課題であります。ま

た、災害時における豊崎地域住民の緊急避難経路等で

あり重要だと考えます。平成24年度において事業実施

に向けての状況を伺います。

　８、我が党の代表質問との関連についてでありま

す。

　浦崎唯昭県議の代表質問の中から、海外観光客誘致

推進についてであります。

　茨、海外観光客に対する沖縄の知名度の低さから本

県知名度アップに含めての対応策を伺います。

　芋、那覇空港国際ターミナルの出入国手続で混雑が

続いており、国際観光地としてのマイナス要因となっ

ておりますけれども対応策を伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　おはようございます。

　島袋大議員の御質問に答弁いたします。

　まず第１に、野田総理の所信表明演説に係る御質問

ですが、野田新内閣の所信表明についての御質問にお

答えいたします。

　野田総理は、９月13日の所信表明演説において、東

日本大震災からの復旧・復興、そして世界的な経済危

機への対応などを掲げ、政権運営に当たるとされてお

ります。沖縄の振興につきましては、積極的に取り組

むとしておられますが、引き続き、新たな沖縄振興に

取り組んでいただきたいと考えております。しかしな

がら、普天間飛行場の移設問題につきましては、固定

化を回避し沖縄の負担軽減を図るべく全力で取り組む

としておりますが、地元の理解が得られない辺野古移

設案の実現は事実上不可能であり、普天間飛行場の県

外移設に取り組んでいただきたいと思います。

　野田総理におかれては、これらの課題の解決に強い

リーダーシップを発揮して取り組んでいただけること

を心から期待いたしております。

　次に、駐留軍用地跡地利用推進に係る御質問の中

で、駐留軍用地跡地利用推進法の政府との調整状況い

かんという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、去る６月に「駐留軍用地跡

地利用推進法要綱県案」を踏まえた新たな法律の制定

について、関係大臣等へ要請を行ったところでありま

す。しかしながら、先週開催されました政府の沖縄政

策協議会沖縄振興部会の中で国から示されました「新

たな沖縄振興の検討の基本方向」の中におきまして

は、新たな法律の整備を検討するとされたものの、県

が求めております給付金制度の見直し等につきまして

は、既存の枠組みの継続とされており、極めて不十分

なものとなっております。

　沖縄県といたしましては、引き続き国と協議を重ね

ていきますとともに、各政党との意見交換等を行いな

がら、県の要請した内容が新たな法律に確実に盛り込

まれるよう鋭意取り組みを進めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、我が党代表質問との関連についての御質問の

中で、海外観光対策についての御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄県といたしましては、外国人観光客の誘致につ

きまして、沖縄の国際的な知名度の向上が必要と認識
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しております。積極的な取り組みを行っているところ

でございます。具体的には、重点地域でトップセール

スとも言うべき活動を行いますとともに、有力メディ

アや旅行会社の招聘、そしてチャーター便の誘致活動

などを実施いたしております。そのほか、新規市場の

開拓や映画、そしてドラマの誘致にも取り組んでいる

ところでございます。また、これらに加え、外国人観

光客を対象としました自然や芸能、そして音楽などの

文化を活用しました着地型ツアーなど外国人向けのメ

ニュー開発についても支援をいたしております。さら

に、外国人観光客への対応力の強化、そして銀聯カー

ドの導入促進、さらには外国人観光客の受け入れ体制

の整備に広く取り組んでいるところでございます。

　沖縄県といたしましては、これら取り組みを官民一

体となってさらに加速し外国人観光客誘致の増加に努

めてまいりたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　離島など遠隔地からの高校

生宿舎についての御質問で、支援センターの内容等に

ついてお答えいたします。

　「離島児童・生徒支援センター（仮称）」につきま

しては、高校生の寄宿舎、小・中・高校生の修学旅行

等及び保護者の宿泊施設などの複合施設として国へそ

の設置を要望しており、実現に向けて国と調整を進め

ているところであります。また、平成23年度、沖縄本

島の県立高校８校に設置されている寄宿舎には、定員

648名に対しまして488名が入舎しており、入舎率

75.3％となっております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　消費者教育の必要性

についての御質問の中で、消費者教育の取り組みと概

念についてお答えいたします。

　消費者教育は、消費者としての自覚を促し、消費者

被害に遭わないようにするため、自主的かつ合理的に

行動できるための知識や判断力を身につけるための教

育と考えております。そのため、県としましては、沖

縄県消費者基本計画に基づき関係部局と連携を図りな

がら、学校、家庭、地域における消費者教育に取り組

んでおります。特に力を入れて取り組んでいるものの

一つは、「消費者学習教室」の充実であります。消費

者学習教室におきましては、主に社会に出る前の高校

３年生を対象に、弁護士会などと連携しながら、消費

生活の基礎的知識の習得を図っております。また、夏

休み期間を活用し、児童生徒とその保護者を対象に商

品に対する正しい知識の習得を目的とした「親子実験

教室」を開催しております。さらに、老人会、婦人会

などを対象とした「移動講座」や一般消費者を対象と

した「くらしのサポート講座」にも力を入れ、悪質商

法、多重債務問題などの解決方法に関する知識の普及

啓発を図っております。

　県としましては、今後とも関係機関と連携しながら

消費者教育の推進に積極的に取り組んでいきたいと考

えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　「障がい者スポーツ

協会」についての、「沖縄県障がい者スポーツ協会」

設立の取り組み及び調査研究事業の予算措置の推移に

ついてお答えします。

　県は、障害者の社会参加の拡大及び県民の障害者ス

ポーツに対する理解の促進のため、平成21年度より障

害者スポーツ振興を目的とした団体設立に必要な調査

研究事業の支援を行っております。こうした支援に基

づき、平成22年度においては、障害当事者団体が中心

となって「沖縄県障がい者スポーツ協会設立協議会」

を設置し、今年度は同協議会において今後の事業計

画、法人化に向けての意見交換、障がい者スポーツ体

験交流事業などを行っております。県の調査研究事業

の予算措置については、平成21年度が700万、平成22

年度が600万、平成23年度が500万円となっておりま

す。

　続きまして、協会の組織体制、予算規模並びに障害

者スポーツ普及促進に係る事業の実施見込みについて

お答えします。５の芋と５の鰯は関連しますので一括

してお答えします。

　「沖縄県障がい者スポーツ協会」（仮称）の組織体

制については、身体、知的、精神障害等の関係者が一

つとなった当事者主体の団体において、障害者スポー

ツ振興を一元的に企画し、総合的に実施する体制の構

築が重要であると考えております。現在、当事者団体

等において協会の組織体制を調整しており、県としま

してもこれら団体等との意見交換を行い、必要な支援

を行ってまいります。また、他県の障害者スポーツ協

会等においては、障害者スポーツ普及促進のための交

流事業等を展開しており、県としましても当該協会が

実施予定の障害者スポーツ情報の集約、発信等への支
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援は必要であると考えております。県としましては、

同協会が実施する障害者スポーツの普及活動等を支援

するため、関係部局と調整を図りながら予算の確保に

努めてまいります。

　続きまして、地域医療と医療ツーリズムについてお

答えします。その中の観光立県における病床数の見直

しについてお答えします。

　沖縄県保健医療計画においては、各医療圏で県民の

入院に対する基準病床を設定しているところでありま

す。現在、一般及び療養病床については、9861床の基

準病床数に対し、既存病床数は１万3414床となってお

り、3553床多く設置されているところであります。ま

た、その病床利用率については約85％で推移している

ところであり、一時的に来沖する観光客への対応もそ

の中でできるものと考えております。

　なお、沖縄県保健医療計画は５年ごとに改定するこ

とになっており、平成24年度に高齢化等社会情勢の変

化を踏まえ病床数の見直しを行うことにしておりま

す。

　次に、地域医療と医療ツーリズムについての、医師

会のメディカルアイランド構想を踏まえた医療基盤整

備の方向性についてという問いにお答えします。

　沖縄県医師会のメディカルアイランド構想において

は、先端医療開発や国際医療人材育成等により万国医

療津梁をつくることが提唱されております。「沖縄21

世紀ビジョン基本計画」においては、適切に医療サー

ビスが提供されるよう救急医療、高度医療、離島医療

等の医療体制の充実を図るとともに、県が補助し、整

備されるクリニカルシミュレーションセンターと連

携・協力し、国内・国外の医療人材の育成に取り組む

こととしております。また、先端医療開発も図る方向

としており、同ビションに基づくこれらの事業を推進

することで沖縄県医師会が提唱する構想の実現にもつ

ながるものと考えております。

　続きまして、医療ツーリズムにおける医療の規制緩

和についてお答えします。

　我が国の医療制度は、国民皆保険制度を堅持すると

ともに、安心・信頼の医療の確保をすることをねらい

としております。これらのことから、医療法において

は、適切な医療提供体制の確保を図るための病床基準

や患者の療養環境を確保するため、施設の構造基準が

設けられているところであります。沖縄県医師会との

意見交換においては、医療ツーリズムにおいて、国

内・国外の患者受け入れは推進するが、国民皆保険制

度に支障があるような規制緩和は安易に行うべきでは

ないとしております。県としては、現行の医療制度の

中でも医療ツーリズムは推進できるものと考えており

ます。

　以上です。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　島袋議員よ

りありました地域医療と医療ツーリズムについての中

の、医療ツーリズムの方向性についての御質問にお答

えいたします。

　県におきましては、医療観光を新たなメニューとし

て確立するため、「医療ツーリズム促進事業」を実施

しており、沖縄の地域特性を生かしたあり方の検討

や、誘客のためのプロモーションに取り組んでいると

ころであります。その方向性につきましては、まずは

人間ドックなどの健診サービスやリハビリを活用した

旅行商品の開発を促進していくこととしております。

また、将来的には沖縄県医師会が提唱する「沖縄メ

ディカルアイランド構想」における先端医療技術開発

などの取り組みとも連携しながら展開をしていきたい

と考えております。

　医療ツーリズムの促進におきましては、県内医療環

境に十分に配慮し、県民理解を得ながら進めることが

重要であると認識しておりまして、プロジェクト推進

の検討におきましては、沖縄県医師会にも参画いただ

いているところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。　　

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　豊見城市市道257号

線についてで、平成24年度の事業実施に向けた状況に

ついてお答えいたします。

　豊見城市市道257号線については、平成24年４月に

開校する豊崎小学校の通学路及び災害時における豊崎

地域住民の緊急避難道路となることから重要と認識し

ており、平成24年度の新規事業として予算要望してい

るところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　我が党代表質問との関連

についての御質問の中で、国際線の混雑対応策につい

てお答えいたします。

　現国際線旅客ターミナルビルにおける出入国時の混

雑について、那覇空港ビルディング株式会社は、出国

時の混雑軽減を図るため保安検査機器の増設に先立ち

ロビー及び検査場の拡張工事を行い、あわせて金属探
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知機及び機内持ち込み手荷物検査機器を８月初旬に発

注しており、10月中旬には２機体制となる予定であり

ます。また、入国時においては、審査に時間を要する

との指摘のほか、預け入れ手荷物を受け取る際の混雑

が指摘されており、審査を終える順番と荷物が出てく

るタイミングに乖離がある場合に旅客が滞留し混雑が

発生すると聞いております。県としては、今後、航空

会社や国等の関係機関と連携し、その対応策について

検討していきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　それでは再質問、前後する場合もあ

りますけれどもよろしくお願いしたいなと思っており

ます。

　まず野田総理の所信表明についてでありますけれど

も、野田総理については、政治とは「正心誠意」と言

い切って、「与野党は、徹底的な議論と対話によって

懸命に一致点を見出す。」ようと訴えておきながら、

議論すべき国会は当初４日間で閉めようとしました。

そして一番重要な沖縄振興について積極的に取り組む

と具体的に言っておりますけれども、そういう動きも

見えない。ましてや今回の概算要求にしてもどうにか

一括交付金は明記されましたけれども、具体論がな

い。また、必要な所要額の3000億円という数字が明記

されておりません。また、どうにか跡地法の5000万円

の控除も入りましたけれども、これについても入れる

ことができるならなぜ早期に前向きに対応しなかった

のか。5000万控除というのは我が自民党の島尻参議院

議員が半年前からこれは要望したことであり、そのと

きの国会答弁で枝野前大臣は、できないと明確に否定

しているんですよ。このように私は今の政府は沖縄振

興に積極的でないという危機感を抱いているわけであ

りますけれども、知事の御感想はどうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　島袋議員の御意見にかなり

近いです。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ましてこの普天間問題にしても防衛

大臣は素人発言、外務大臣は実力未知数、官房長官は

軽量級、どう見てもこの普天間問題を解決するシフト

に見えないんですよ。知事は僕と一緒といいますから

もう答弁は要りませんけれども、それだけ政府は非常

に腰が重いんじゃないかなと思っているんですよ。

我々沖縄県民は大変重要な時期に来ているわけであり

ますから、しっかりと私どもも懸命に強く国に訴える

ということが大事だなと思っております。

　次に跡地法の件でありますけれども、先輩方が一括

交付金についてかなり議論されているので私は跡地法

について議論させていただきますけれども、この跡地

法、一括交付金の陰に隠れておりますけれども、大変

重要であり、そして担当部署は本当に汗をかいてすば

らしい仕事をしているなというふうに私は高く評価を

しております。軍用地主についてはいろいろ意見があ

ると思いますけれども、私はやはり国の安全保障のた

めに尽くしていただいたんであれば、政府は返還した

後についてもそれなりの感謝を尽くさなければならな

いと思っています。返還したから、はい、後は知りま

せんでは通らないと思っているんですよ。その間、多

くの地主は高齢となっていることをかんがみても十分

配慮しなければなりません。そういう意味において、

給付金の期間の額の拡充と先行取得による5000万控除

は大変すぐれた施策だと考えておりますけれども、今

の政府はぎりぎりに5000万控除は入れました。これは

これで粛々と進めていくのは大事だと思っていますけ

れども、そのほかにも立入調査の充実化、国による財

政負担も書き込んでおり、県はよく頑張っていると

思っております。ただ、それを閣法で担ぐ政府なんで

すよ、内閣府は全然やる気がないと私は思っておりま

す。知事、沖縄政策協議会で示された跡地法の方針、

あれを見てどう思いましたか。

　最後に、そういった面で先行取得の5000万控除が入

りましたけれども、政府はこの跡地法については一括

交付金よりもやる気はないというふうに私は思ってい

ます。改めて気合いを入れ直して担当部署もしっかり

とやることと思っておりますけれども、その辺は県議

会議員も全会一致でそれは乗っかると思いますから、

国会議員のけつをたたいてでも沖縄振興計画の一括交

付金のようにしっかりと要請するべきだと思います

が、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　全くまたほとんど一緒の感

じですが、確かに跡地利用法については少し何といい

ますか、余り政府のあれを言いたくはないんですが、

この３・11以降お忙しいという感じがあって、民主党

さんも党は非常によくやっていただいているし、自由

民主党さんも非常によくやっていただいて各政党やっ

ていただいているんですが、政府側がどうもうまく受

けとめてしっかりやろうという感じがかなり薄い感じ

はします。特にこの跡地利用法はいずれにしても軍用

地として提供させられた経緯から見ても、好むと好ま

ざるとにかかわらず提供させられ続けてきたという面

は否定できないし、それが大きいと。そうするとこれ
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ちょっと古い表現ですが、お国のためにやってきたも

のは後もきちっと面倒を見るといいますか、きちっと

対応するというのはこれは常識だと。だからそういう

点から言ってもしっかりこれはやるべきでしょうとい

うことを申し上げてはいるんですが、ちょっとのれん

に腕押しの感がないわけではありません。今おっ

しゃったように県議会ぜひお力をいただいて、これは

もう少し強くやる必要があると我々も思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　この先行取得は、将来の迅速な跡地

利用法について僕は大きなかぎだと思っているんです

よね。19年かかった那覇の新都心を例にしても本当に

明らかだと思いますけれども、この19年間かかったう

ちの土地の権利交渉には12年かかっているんですよ、

12年。19年かかって開発したのは土地の買い取りもろ

もろ含めてまとめるのに12年かかった。それを見て私

たちは過去に学ばなければならないと思っているんで

すよ。しかし、政府は5000万控除を渋々認めておりま

すけれども、重要な給付金の増額、給付期間の延長、

返還日から引き渡し日への変更、これについてはわざ

わざ現行制度を変更しないと方針を打ち出しているん

ですよね、政府は。そういったもろもろを考えればや

はり知事も先ほどもおっしゃっていたように、我々県

議会もしっかりとこの辺は強く強く要請しなくちゃな

らないと思っております。

　御存じのとおり、我々自民党はこの跡地法について

は政府が逆立ちしても議員立法できないものを出そう

というふうに今懸命に汗をかいて頑張っております。

ですから、法案が提出される１月の通常国会からねじ

れ国会において、最後は政府案と自民党案のどちらを

県民が支持するかという構図になってくると思います

けれども、そこも想定しながら我々自民党としっかり

とまた意見交換するという思いもありますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の各政党の対応からいき

ますと、まだよく私聞いてはおりませんが、自民党さ

んの案、非常に我々の思いを全部入れていただいてい

るいい感じがありますから、野党ではございますが自

民党さんのこの力をぜひおかりしたいと思っておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　よろしくお願いします。

　次であります。次は、離島地域の高校生宿舎につい

てであります。

　これにつきましては、離島の首長から強い要望があ

るのは御存じだと思っておりますけれども、座間味の

宮里村長や石垣の中山市長とも――私より５つ先輩で

ありますけれども――常に意見交換させていただいて

おります。話を聞きますと、離島から本島の高校に通

う際、十分に宿舎が整備されていないのでアパートを

借りると。もちろん親の財政負担は大変であります。

また、子供がアパートに住むときに母親も一緒に本島

に出てくる。ほとんどお父さんだけ離島に置いてみん

な家族でごっそり本島に来る。そういうことによって

島を出ていくという問題が内在するんですよ。しか

し、島からみんな出ていきますと改めて卒業したら島

に戻ってくるかというと非常に難しいわけですよね。

だから、過疎地域がどんどん離島は進んでいく。その

ために県はこういうふうにやっていこうという動きな

んですけれども、先ほど教育長の答弁では、修学旅

行、宿泊施設の複合施設と言っております。うちの佐

喜真淳県議も代表質問でおっしゃっておりましたけれ

ども、学生寮はわかりますけれども、宿泊施設という

のはどういう意味なんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　宿泊施設の意味は、離島・僻地の児童生徒が修学旅

行あるいは諸大会に参加する際に使うための機能とい

う意味があります。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　この宿泊施設は親が宿泊すると今

言っておりますけれども、それではこれがセットで今

回の24年の概算要求に出されたんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　はい。そうでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　本当ですか、再度聞きますよ。この

24年度予算に教育委員会として、複合施設でお願いし

ますという概算要求してそういう形で今進んでいます

か。

○教育長（大城　浩君）　ちょっと休憩願います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時45分休憩

　　　午前10時46分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　大変失礼いたしました。来

年度の概算要求には入ってないみたいです。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　この平成24年度の概算要求で、内閣

府の沖縄振興局は沖縄教育振興事業費の中に金額的な
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面は出されていると思っております。その中身は学生

寮を先にしようというふうな動きがあると思っており

ます。はっきり言わせていただきますけれども、問題

の緊急性をかんがみても学生寮だけは必ず実現しなけ

れば僕はいけないと思っているんですよ。親の宿泊施

設とセットにすることにこだわって、一番大事な子供

の施設が来年度の予算措置に間に合わないことは僕は

許されないと思っておりますけれども、離島の方々に

複合施設ができなかったら予算要求しないということ

を説明するんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今の御質問の趣旨は、我々

が今考えておりますこの複合施設に対する御異議じゃ

ないかという気がいたしますけれども、とりあえず24

年度は離島市町村との調整とかあるいは25年度に支援

センターの設計とか、26年度は着工整備とかそういっ

たスケジュールを今示しておりますけれども、そうい

う中でさまざまな支援制度の必要性もしくはニーズ

等々ございますので、そういったことを精査しなが

ら、当然また離島市町村との調整もありますので、そ

ういったことを精査しながら検討していきたいと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　教育長、僕はこれはおかしいと怒っ

ているわけではないんですよ。言いたいことは、やは

り子供の宿泊施設が喫緊の課題だと思うんですよ。そ

の中で、親の宿泊施設まで来年度に間に合わないので

あれば、施設の空いている部屋を臨機応変に運用する

など工夫して次の整備に備えていくと。そういう柔軟

性も僕は必要じゃないかというふうに聞いているんで

すよ。

　今の議論について最後に知事にもちょっと聞きたい

んですけれども、学生寮は絶対に必要だと思うんです

よ。しかし、親の宿泊施設にこだわる余り来年度の整

備がおくれたということは絶対に僕はいけないと思う

んです。その意味から学生寮を確実に先にまずは整備

して、臨機応変に親の宿泊もセットでやるような形が

僕はいいんじゃないかなと思っていますけれども、い

かがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前10時49分休憩

　　　午前10時50分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の議員の御議論で、寮を

先にやったらどうかというふうに理解したらいいと

思って今答弁しますが、ただそもそも我々は一括交付

金という3000億の形を要求していて、これは内閣府が

従来の基本的な計画もまだできていないのに、自分た

ちで概算要求の中身をつくっているわけですね、見切

り発車で。ですから、我々は一つ一つの項目について

実はまだこの構造を改革するという一括交付金の形に

しながら、そして自由に使える中で決めていこうとい

うスタンスをとっていますから、実は一つ一つの詰め

は今回はやっていないんです。それで、無論それは内

閣府は内閣府で従来どおり自分たちで勝手に決めて勝

手に出しますということであれば、やっぱりそれじゃ

だめだということで一括交付金とか自由に使い勝手の

いいというのを出していますから、まず基本のところ

で今この個別の話にどうであるかというのは本来はお

かしいんです。ですが、もともと学生寮とか宿泊施設

も含むというものは、離島の皆さんから強い要請があ

りますから、我々もこういうテーマは基本的な考え方

の中に無論ちゃんと入っています。ですから、今、寮

が先か何が先かというよりも、これ全体をまず一応内

閣府であれ、沖縄出身の国会の先生も何か一生懸命

やっておられるらしいんですが、要は具体的な中身に

僕らまだ入っていないんです。先走って内閣府のほう

で出しているという面が実はあります。仮にこれは置

いといたとしてもこれは何とか早目に実現したいと思

いますから、どちらが先かまぜてやるか、別々にやる

かはむしろやるという方向が今出てきていますから、

ちょっともう少し先で詰めたらいかがかと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　今知事が言った話は、十分私も理解

しております。しかし、最終的な状況、最悪な状況に

なった場合もいろいろ出てきますから、やっぱりあく

までも我々は3000億というのはこれは断固とらないと

いけませんから、そういったものの調整も教育庁の担

当部署のほうとしてしっかり詰めて議論をしていただ

きたいと思っています。この件については離島出身の

座喜味議員が一般質問で書かれておりますから、次に

またやってくると思います。

　次に移りたいと思っております。

　次に、消費者教育の必要性についてであります。先

ほど部長の答弁ではやっぱりこの問題というのは、こ

れから民主、自民、公明で法案が通ると思っていま

す、消費者教育についてはですね。これはやっぱり教

育に関しましても高校３年生をめどに今議論をしてい

ると言っておりますけれども、やはり中学校３年生あ

たりからでも、この沖縄にはクレサラ問題とかいろい

ろあるわけでありますから、どんどんどんどん学校教
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育の中に入れて、この消費者教育というのはやはりい

ろんな問題があるんだよというのを子供たちの段階か

ら学校教育の中で教えなくちゃならないと私は思って

いるんですよ。そういった意味でも先ほど部長の答弁

では、お互い担当部署が連携するとおっしゃっており

ましたけれども、教育長としてやはりこの学校教育の

中の一環として高校３年生、中学３年生あたりからで

もそういった消費者教育についてはやっていくべき

じゃないかなと私は思うんですけれども、いかがで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　お答えいたします。

　やはり学校教育の場でもさまざまな取り組みをして

いこうというとらえ方をしております。つまり学習指

導要領というのがありまして、この中で小学校、中学

校、高等学校におけるいわゆる消費者教育に対するさ

まざまな指摘がございます。そういったことを通して

いく中でぜひ消費者教育を学校教育でも推進したいと

考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　これはもう沖縄にとっては大きな問

題でありますから、しっかりとまた議論して子供たち

にそういう教育ができるようなシステムでよろしくお

願いしたいなと思っております。

　次であります。障害者スポーツについてであります

けれども、知事これは私の一般質問でパラリンピック

の上与那原選手が県民栄誉賞を知事の御尽力でいただ

きました。その後に私の一般質問の中でも全国で福井

県、広島県、香川県、沖縄県含めて４県だけ「障がい

者スポーツ協会」ができていないというふうに私は質

問しました。そこで知事はしっかりと持ち帰って研究

するということで、平成21年度に予算をつけていただ

きました。先ほど福祉保健部長の答弁で、21年度は

700万をつけていただきましてこの障害者スポーツに

関する調査研究事項という１冊の本ができ上がりまし

た。これを一元化するために市町村の社協も含めて、

障害者スポーツ団体の皆さんも含めてみんなでまと

まってやろうということで１冊の要請書ができて進ん

だ事業なんですよ。これが21年度は700万、22年度は

600万、23年度は500万と年々減っているんですよ。こ

れをやろうと言って、知事は頑張ろうと言って年々

減っているんですよね、知事。それを24年度から法人

化して新しく「障がい者スポーツ協会」というのを立

ち上げて、職員も置いて、またスポーツ指導員も入っ

てやろうという中で24年度スタートするときに予算が

減ったらこれは大変なことになりますから、ひとつみ

んなの御尽力の要請があるような形でくみ取っていた

だけるかなと思っていますけれどもいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　お答えします。

　議員の非常に強い思いは重く受けとめております。

確かに見かけ上は減っているようにも見えますけれど

も、これは関係団体としっかりと協議をしてきちっと

した実績を残すに足る予算、それは確保されて事業は

着実に進んでいると私は理解しております。県として

は理解しております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　私の質問は、なぜ減っているかと。

24年度からしっかりと職員も抱えてやるという意気込

みがあるのに、これが500万円以下になったら事業で

きるかという話なんですよ。それをしっかりと考えて

くださっているならやると言えばいいんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　過去３年間の経緯は

そういうことですけれども、今後また実際にそういう

団体ができましたらそういう事業主体がしっかりとし

て事務局体制も整理しましたら、必要な予算は十分に

確保していきたいと考えておりますのでよろしくお願

いします。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ぜひともよろしくお願いしたいと

思っております。

　次、地域医療と医療ツーリズムについてであります

けれども、この地域医療と医療ツーリズムにおいて一

番問題になっているのは病床の枠なんですよ。今、先

ほど部長の答弁では１万400近くの病床があって、使

われているのが9000近くと3000余っていると言います

けれども、この病床の基準というのは、ここにある診

療所がありますよね、使われていないベットがあると

思うんですけれども、それもカウントされての数字で

すか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　基本的にはカウント

されております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　知事、私が言いたいのは、この医療

ツーリズムというのは、新たな振興計画の素案の中に

も書かれていると思うんですけれども、今観光客1000

万人が沖縄に滞在するんであれば、常に同時進行とし

て観光客が８万人程度いることが想定されるんです

よ、２泊３日滞在でシミュレーションした場合です

よ。現時点においても沖縄県の主要人数と稼働率を推
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進しても６万人程度は滞在する状況が起きるわけです

よね。今の話では病床のカウントは要するに診療所の

ものも入っていると言うんですよ。しかし、アジアと

か見てもシンガポール、要するに中国もろもろ1500床

の病床がたくさんあるんですよ。そこでみんなどっと

動いてきて医療ツーリズム化しているんですよ。沖縄

はそれを医療ツーリズムにもっていこうかなと思った

らそういった形の体制ができないものですから、病床

の枠というのが非常に問題になっていると思うんです

けれども、その辺はいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

○福祉保健部長（宮里達也君）　基本的には、医療圏

域ごとの病床については、それぞれ専門家が検討して

５年置きに計画をつくって何床必要だということで、

その計画に基づいて確保しております。来年度はそれ

の見直しの時期でありますので、またそういうことが

検討はされると思いますけれども、基本的にはその基

準病床の枠内でいかに工夫していくかということが一

番大切なことだと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　島袋　大君。

○島袋　　大君　ぜひともこれは深く議論してくださ

い。これから振興策もろもろ含めて素案が入っており

ますから、そういう整理をやっていく必要が私はある

と思いますから、その辺もよろしくお願いしたいなと

思っております。

　時間ありません、次であります。

　豊見城市市道257号線についてでありますけれど

も、部長は平成24年の新規事業に予算要望をしている

と言っておりますけれども、これは重要な問題であり

まして、知事、今豊崎地域のパンフレットは橋が小さ

くなっているんですよね、この257号線をつくるとい

う橋が小さくなっている。（資料を掲示）　以前の豊

崎の新しい事業については真ん中に257号線と書かれ

ているんですよ、埋め立てする事業にですね。だか

ら、今24年度の新規事業入っていますけれども、豊崎

の道は２つしかないんですよ。これは早急に24年度に

盛り込んでやってほしいということなんです。土建部

長は要請していると思いますから、知事と総務部長の

答弁をお願いしたいと思っています。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時１分休憩

　　　午前11時１分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　非常に重要な道路ですか

ら、優先度は非常に高くなっていると思います。

ちょっと総務部長とまた相談して最終的に決めますか

ら、お待ちください。

○島袋　　大君　よろしくお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

　　　〔金城　勉君登壇〕

○金城　　勉君　おはようございます。

　一般質問をさせていただきます。

　まず、エネルギー政策について。

　去る９月３日から９日までの間、総務企画委員会で

デンマーク、スウェーデンに行ってまいりました。東

日本大震災による福島原発事故が世界的にも注目され

る中、エネルギー政策の重要性が多くの国民の関心を

集めるようになりました。

　今回訪問したデンマークでは、脱原発の方針を明確

にし、再生可能エネルギーの導入に力を入れておりま

す。一方、スウェーデンでは原発の使用を継続する方

針であります。脱原発を明確にしたデンマークでは、

再生可能エネルギー導入に力を入れており、再生可能

エネルギーにシフトする大きな理由として、石油や石

炭などの化石燃料の限りある資源、そして２つ目に

は、ＣＯ２削減による地球環境の保護、この２つが大

きな理由であります。

　日本の場合は、火力発電の燃料である石炭・石油は

ほとんど海外に依存しており、原発を除くエネルギー

自給率は４％から５％と極めて低い。沖縄はさらに低

く0.2％であります。再生可能エネルギーをふやして

いかなければならない理由は明確であります。

　以下、質問いたします。

　茨、平成22年７月に策定された「沖縄県エネルギー

ビジョン」に示されている３つの基本目標、１つ、石

油依存度の低減、２つ、エネルギー供給源の多様化、

３、エネルギー自給率の向上の実現に向けて具体的に

どのように取り組んでいきますか。

　芋、去る８月26日の「再生可能エネルギー法」の成

立をどのようにとらえ、評価しているか。また、県内

で風力発電、太陽光発電、産業廃棄物・一般廃棄物発

電等の再生可能エネルギー普及の取り組みを具体的に

どう進めるか。その際、沖縄電力との連携はどのよう

になされるか。

　鰯、北欧を初め世界各地で電力の安定供給のため、

発電、送電、消費などのネットワークとＩＴ技術とを

組み合わせた次世代送電網と呼ばれる「スマートグ

リッド」の取り組みが始まっております。再生可能エ

ネルギー普及のためには、ぜひとも必要なシステムで

あります。研究すべきではないでしょうか。

　允、本年度の「沖縄スマートエネルギーアイランド
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基盤構築事業」を活用して、沖縄電力が大宜味村に風

力発電２基の設置の計画があります。進瀧状況はどう

か。また、地域対策はどうでしょうか。

　２、海洋資源の可能性について。

　資源の少ない国・日本、また、資源のない県・沖縄

と言われてまいりましたが、広い海域を資源と考える

と、逆に資源大国の可能性も出てまいります。尖閣諸

島の海洋資源は有名ですが、そのほかにも大きな可能

性を秘めているようです。

　去る７月７日の参議院予算委員会で、公明党の秋野

参議院議員の質問に対して、当時の海江田経済産業大

臣は、沖縄海域の伊是名海穴を最新鋭の海洋調査船

「白嶺」が来年２月に調査に入ると答弁しておりま

す。

　以下、質問します。

　茨、伊是名、伊平屋近海には、金、銀、銅やレアメ

タルなど貴重な鉱物資源が含まれているという熱水鉱

床資源があり、国による開発が具体化しようとしてお

ります。県はどのようにかかわりますか。

　芋、日本の海には、日本の消費量の100年分に相当

するメタンの埋蔵量があると言われております。環境

負荷の少ないエネルギーとして注目を集めております

メタンハイドレートの調査研究が国において進んでい

るようですが、県はどのようにかかわりますか。

　３番目、子供・子育て支援について。

　茨、放課後児童健全育成についてお伺いします。

　バブルがはじけてからの20年間、景気・経済の低迷

が続いてまいりました。特に、2001年のサブプライム

ローン問題や2008年のリーマンショックなどの影響を

受けて、雇用問題や貧困問題が日本の社会に大きな影

を落としております。この間、政府もさまざまな経済

対策や雇用対策を打ち出してきましたが、いまだ問題

は続いております。

　沖縄においては、雇用問題や貧困問題が未来の宝で

ある子供たちにその影響が強く及んでおります。児童

虐待や育児放棄、学力低下や少年非行などの問題は、

親の雇用問題、貧困問題と密接に関係し、貧困の連

鎖、暴力の連鎖などの問題を引き起こしております。

これらの問題は、もはや個人や家庭の問題として片づ

けることのできない社会問題になっていると思いま

す。

　以下、質問します。

　ア、沖縄の子供の貧困についての認識を伺います。

また、子供の貧困と学力や少年非行との因果関係をど

のように分析しているでしょうか。

　イ、放課後児童クラブの県内待機率はどうか。

　ウ、放課後児童クラブの施設整備、運営主体につい

て、全国との比較での数値はどうでしょうか。

　エ、放課後児童クラブの保育料について、全国平均

と県内の比較はどうか。

　オ、放課後児童クラブの本年度の設置計画はどう

か。

　カ、今後の放課後児童クラブの整備計画について、

市町村との協議を県はどのようにリーダーシップを発

揮していきますか。

　キ、情緒障害児短期治療施設の設置計画はどうなっ

ておりますか。

　芋、発達障害児支援体制の充実強化について。

　発達障害の出現率は６％から10％ぐらいとされてお

り、出生率の一番高い沖縄は、発達障害児も全国一多

いことが予想されます。しかしながら、そのための対

策は極めて不十分であります。療育の現場における保

健師や保育士、学校の教師等を指導する専門家も少な

く、継続した支援体制ができておりません。

　以下、質問します。

　ア、早期発見、早期支援のための体制整備はどのよ

うになっておりますか。

　イ、発達障害児の気づき支援の親子教室の増設への

取り組みはどうか。

　ウ、療育訓練を受ける体制づくりの取り組みはどう

か。

　エ、専門家の確保や現場で対応する人材育成の取り

組みはどうか。

　鰯、待機児童対策、認可促進事業について。

　「安心こども基金」、保育所入所待機児童対策特別

事業が平成21年度から実施されてきましたが、その成

果と今後の取り組みについて伺います。

　ア、保育所入所待機児童対策特別事業の本年度まで

の実績はどうか。また、事業継続及び基金の積み増し

を要請すべきだと考えますが、いかがでしょうか。

　イ、認可化促進、待機児童対策として、公立保育

所、認可保育所のもとに認可外から分園として採用す

る方法を検討できないか。

　ウ、安心こども基金事業の本年度までの実績はどう

か。また、事業継続及び基金の積み増しを要請すべき

ではないか。

　エ、認可外保育園への支援策「新すこやか保育事

業」の拡充について検討すべきではないか。

　オ、働く母親のための夜間保育、24時間保育が決定

的に不足しております。今後の対応を伺います。

　４、再開発事業への県支援について。

　２月議会、６月議会でも取り上げてまいりました山
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里地区再開発事業は、国から認定された「沖縄市中心

市街地活性化基本計画」の目玉事業であります。この

事業の成否は、県支援があるかないかで大きく左右さ

れてまいります。

　そこで伺います。

　茨、これまで山里地区再開発事業への県支援につい

て前向きに検討するとの答弁がありましたが、具体的

方針をお示しください。

　芋、台風９号――去る８月５日、６日に沖縄に襲来

しましたけれども――による被害が出ました。ここは

沖縄市のプラザハウス前に今沖縄署を建設している、

その建設現場のすぐ隣にある県営山里団地の駐車場で

あります。（資料を掲示）　その駐車場が、こういう

ふうにして水没するかのように大きな被害を受けて、

そこに42台駐車してあったんですけれども、今確認で

きているだけで16台の車が損害を受けて、金額にして

約370万円余りの被害が出ていると、恐らくもっとふ

えてくる可能性があります。

　そして、これはその建設現場、県営山里団地のすぐ

そばにあるキャンプ瑞慶覧のハウジングエリアのフェ

ンスであります。（資料を掲示）　ここが建設現場。

そのフェンスのすぐそばに雨水の排水溝、雨水ますが

あります。ここが詰まってこのような被害がもたらさ

れているわけであります。

　そこで、この件について、県警本部長にその被害が

出るまでの状況に至る経過の説明を求めます。そし

て、知事公室長には、この対応について沖縄防衛局が

これまでどのように対応してきたか、あるいはまた、

その被害者住民の皆さん方に対してどのような手当て

をしていくのかについてお伺いをいたします。

　５番、県立病院改革について伺います。

　去る９月19日に県立中部病院を視察してまいりまし

た。宮城院長の懇切丁寧な説明があり、非常に感銘を

受けました。その中で、特に医師研修システム、そし

て救急医療体制、そして離島医療支援、この３点につ

いて中部病院の果たしている現状が改めてよくわかり

ました。

　以下、質問します。

　茨、７対１看護導入等経営改革の成果はどうか。

　芋、中部病院で52床休床、南部医療センターで14床

が休床しているが、今後、この休床しているベッドの

活用計画はどうか。

　鰯、中部病院の医師臨床研修システムが大きな成果

を出しておりますが、さらなる機能強化は可能か。そ

れにより医師確保の見通しが明るくなるのではない

か。

　以上、よろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　金城勉議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、エネルギー政策に係る御質問の中で、

エネルギービジョンの３つの基本目標の実効性の道筋

という御趣旨の御質問にお答えいたします。

　「沖縄県エネルギービジョン」において、石油依存

度低減、そしてエネルギー供給源の多様化、エネル

ギー自給率の向上についての基本目標を設定いたして

おります。これらの目標を達成するためには、省エネ

ルギーの推進と再生可能エネルギーの普及促進が必要

であります。そのため、今年度から実施いたしており

ます「スマートエネルギーアイランド基盤構築事業」

において、４メガワットの風力発電機や１メガワット

の太陽光発電施設を整備することといたしておりま

す。

　また、「新たな沖縄振興のための制度提言」におき

ましては、グリーン投資税額控除等の新エネルギーの

導入に対する支援制度を要望いたしているところでご

ざいます。

　次に、海洋資源の可能性についての御質問の中で、

熱水鉱床資源開発、そしてメタンハイドレートの調査

に対する県のかかわりについてという御趣旨の御質問

にお答えいたします。

　海洋資源の開発につきましては、平成20年３月に閣

議決定されました「海洋基本計画」におきまして、国

の主導による探査・開発を推進することにより、中期

的に商業化を目指すことが目標として定められており

ます。この計画に基づき策定されました「海洋エネル

ギー・鉱物資源開発計画」では、目標達成に至るまで

の探査・開発の道筋とそのために必要な技術開発等に

つきまして示されております。沖縄県周辺海域におき

ましても、資源量の把握や開発に伴う周辺環境への環

境評価等基礎的な調査、そして検討が行われていると

ころであります。

　県といたしましては、国の調査結果や今後の取り組

みを注視しつつ適切に対応できるようにしていきたい

と考えております。

　次に、子供・子育て支援策に係る御質問の中で、放

課後児童クラブの今後の整備計画等についての御質問

にお答えいたします。３の茨のオと３の茨のカは関連

いたしておりますので、恐縮ですが一括して答弁させ

ていただきます。

　沖縄県内の平成23年度の補助対象放課後児童クラブ
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数は、23市町村、225カ所となっております。

　放課後児童クラブの事業の実施主体であります市町

村におきましては設置ニーズが高まっていることか

ら、既存の国庫補助メニューを活用した公的施設への

クラブの設置や学校の余裕教室等を活用したクラブの

設置を進めているところであります。

　沖縄県といたしましては、公的施設を活用した場

合、家賃の負担がなく、経営の安定が図られるなどメ

リットがあることから、今後とも公的施設の活用につ

きまして市町村に働きかけてまいる所存でございま

す。

　同じく子供・子育て支援策に係る御質問の中で、待

機児童対策特別事業基金の実績及び事業継続等の要請

についての御質問にお答えいたします。

　待機児童対策特別事業基金を活用し、平成22年度は

８施設の認可化によりまして定員約560人の増を図っ

ております。また、平成23年度は11施設で定員約700

人の増を図る予定となっております。この基金を活用

することによりまして、認可化促進による保育所定員

の増だけではなく、認可外保育施設の質の向上に一定

程度の効果があったものと考えております。

　沖縄県としましては、今後も待機児童解消のために

は待機児童対策特別事業基金の継続・拡充が必要であ

ると考えております。その実現に向け国に要望し、鋭

意取り組んでいるところでございます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　エネルギー政策につ

いての御質問の中の、再生可能エネルギー法の評価と

再生可能エネルギーの推進についてお答えいたしま

す。

　今般、新たな制度が成立したことにより、再生可能

エネルギーを用いた発電事業者は安定的に電気を売電

することが可能なことから、再生可能エネルギーの普

及が期待できるものと評価しております。

　沖縄県においても、今年度から始まっております

「スマートエネルギーアイランド基盤構築事業」にお

いて、向こう４年間で風力発電、太陽光、それからＥ

Ｖバス、省エネ住宅、離島新エネルギー 100％、この

ような事業を取り組んで、おおむね今のところ70億円

ぐらいの事業規模を想定した具体的な取り組みを開始

しております。

　また、再生可能エネルギーの普及につきましては、

系統へ接続した場合の対策が課題となりますが、沖縄

県では沖縄電力と連携し、先ほど申し上げました「ス

マートエネルギーアイランド基盤構築事業」等を通し

てこれらの実証実験等も含めて取り組んでいるところ

でございます。

　続きまして、同じくエネルギー政策の中の、大宜味

村風力発電の進瀧状況及び地域対策についてお答えい

たします。

　「スマートエネルギーアイランド基盤構築事業」に

おいて、大宜味村に2000キロワット級の風力発電設備

を２基整備し、電力系統に対する安定化対策の検証等

を実施する予定でございます。現在、沖縄電力と大宜

味村との間で設置に向けた協議を行っており、地域住

民の理解も得て事業を推進していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　子供・子育て支援策

についての中の、子供の貧困の認識及び学力、少年非

行との因果関係についてお答えします。

　近年の生活保護世帯の増加やひとり親家庭の生活状

況から見て、本県の子供の貧困につきましては厳しい

状況にあると考えており、次の世代に連鎖していくこ

とを防止することが重要な課題であると考えておりま

す。そのためには教育庁との連携が必要であると考え

ており、それぞれが所管する施策・事業の内容、実施

状況、課題等について情報の共有を図りながら、学力

や少年非行との因果関係の分析を含めた実態把握に努

めるとともに、対策に取り組んでまいります。

　続きまして、放課後児童クラブの県内待機率につい

てお答えします。

　平成22年５月１日現在、沖縄県の放課後児童クラブ

の登録児童数は１万124人、登録できなかった児童数

は８市町村で112人、待機率は1.1％となっておりま

す。

　続きまして、放課後児童クラブの施設整備、運営主

体についてお答えします。

　放課後児童クラブの実施施設については、平成22年

５月１日現在、公的施設活用が全国で82％に対し、沖

縄県では21.2％となっております。

　設置・運営主体については、全国では公立公営・公

立民営が83.4％、民立民営が16.6％となっているのに

対し、沖縄県では公立公営・公立民営が6.7％にとど

まっており、民立民営が93.3％と高くなっておりま

す。

　続きまして、放課後児童クラブの保育料についてお

答えします。
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　放課後児童クラブの保育料について、全国の保育料

は全国学童保育連絡協議会が平成19年度に行った調査

によると、保育料の平均月額は5000円未満が41.8％、

5000円以上１万円未満が46.4％、１万円以上が11.8％

となっております。沖縄県の保育料について県が平成

22年12月に実施した実態調査によりますと、平均月額

は１万1000円となっております。

　続きまして、情緒障害児短期治療施設の設置計画に

ついてお答えします。

　本県においては、児童虐待等により軽度の情緒障害

を有する児童を短期間入所させ、その情緒障害を治療

する情緒障害児短期治療施設は未設置となっておりま

す。なお、「おきなわ子ども・子育て応援プラン」後

期計画において、情緒障害児短期治療施設の整備目標

を掲げているところであり、引き続き民間法人に設置

を働きかけるとともに、条件整備における課題への対

応について検討を行ってまいりたいと考えておりま

す。

　続きまして、早期発見、早期支援のための体制整備

と人材育成についてお答えします。３の芋のアと３の

芋のエは関連しますので一括してお答えします。

　発達障害児（者）の支援について、県では発達障害

者支援センターを中核機関とし、市町村サポートコー

チの派遣や圏域アドバイザーの配置など、市町村にお

ける早期発見、早期支援体制の整備に取り組んでいる

ところであります。また、平成22年度より地域完結型

の人材育成システムの構築を図るため、医師、保健

師、臨床心理士などを対象に研修等を実施する人材育

成事業を推進しているところであります。

　続きまして、気づき支援の親子教室と療育訓練を受

ける体制づくりについてお答えします。３の芋のイと

３の芋のウは関連しますので一括してお答えします。

　発達が気になる子の早期支援を行う親子教室等につ

いては、平成23年７月現在、17市町村で実施し、５市

町村で実施を検討しております。

　県では、昨年度より「市町村乳幼児健診　事後教室

連絡会」を開催し、療育を含む保育プログラムの内容

の充実や保健・保育・教育間の連携のあり方など、実

施市町村の体制充実と未実施市町村の事業実施に向け

て取り組みを進めているところであります。

　続きまして、公立及び認可保育所のもとに認可外保

育施設を分園することについてお答えいたします。

　待機児童の解消については、保育所の創設や認可外

保育施設の認可化、定員の弾力化とあわせて分園の設

置も有効な解消策であり、現在14の社会福祉法人の分

園を設置認可しております。

　認可保育所のもとに認可外保育施設を分園すること

については、経営主体の意向など双方のマッチングに

関することなどの課題がありますが、県としまして

は、議員提案のこれらの方法を含め、保育の実施主体

である市町村と連携し、待機児童の解消に向け取り組

んでまいります。

　続きまして、「安心こども基金」の実績及び事業継

続等の要請についてお答えします。

　「安心こども基金」を活用した保育所整備について

は、平成22年度は30施設の整備で定員1030人の増を行

い、平成23年度は37施設で定員1105人の増を図る予定

であります。「安心こども基金」の保育所整備事業に

ついては、事業実施期限が平成23年度着手分までと

なっております。

　沖縄県としましては、今後も保育所整備を集中的に

実施し、待機児童の解消を図る観点から、安心こども

基金事業期間のさらなる延長を行うとともに、事業実

施に必要な財源を確保することを九州各県保健医療福

祉主管部長会議を通じて国に要望しているところであ

ります。

　続きまして、「新すこやか保育事業」の拡充につい

てお答えします。

　認可外保育施設入所児童の一層の処遇向上のため

に、平成23年度から「新すこやか保育事業」を大幅に

拡充したところであります。さらなる拡充について

は、今後の実施状況等を踏まえ検討してまいりたいと

考えております。

　続きまして、夜間保育、24時間保育への対応につい

てお答えします。

　沖縄県が設置認可した夜間保育所は、那覇市、沖縄

市、名護市に各１カ所、合わせて３カ所となっており

ます。「おきなわ子ども・子育て応援プラン」におい

ては、市町村のニーズ調査の結果等を踏まえ、現在の

３カ所を平成26年度までに５カ所とする目標を掲げて

おります。

　県としましては、当該目標の達成など、ニーズに応

じた夜間保育の実施を市町村に働きかけてまいりたい

と考えております。

　また、24時間保育の実施については、保育士の人員

確保などさまざまな課題があることから、市町村及び

関係団体と調整してまいりたいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　再開発事業への県の

支援についてで、山里地区再開発事業への県の支援に
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ついてお答えいたします。

　当該事業は、沖縄市が平成22年３月に国から認定さ

れた「中心市街地活性化基本計画」の要素事業の一つ

として位置づけられております。そのため、現在、沖

縄市と県において、財政支援のあり方等について調整

を行っているところであります。

　県としましては、今後とも沖縄市との調整を進めな

がら、可能な限り事業に対する助言、協力等をしてい

きたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　再開発事業への県の支

援についての御質問の中で、県営山里団地駐車場の台

風９号による浸水被害の経緯等についてお答えいたし

ます。

　現在、県警察においては、沖縄市山里２丁目の県企

業局コザ庁舎跡地において沖縄警察署新庁舎建設工事

を進めております。同跡地にあっては、隣接する米軍

基地専用の雨水管が敷地の中央を南北に縦断する形で

埋設されていたことから、沖縄警察署新庁舎建設工事

に支障を来すため、同雨水管の移設を防衛省沖縄防衛

局に申し入れていたところ、同防衛局において雨水管

の切り回し工事が発注され、平成23年５月上旬に完成

したところであります。

　しかしながら、去る５月28日の台風２号の際、同米

軍基地内の雨水管に接続する専用雨水ますから雨水が

あふれ出し、沖縄警察署新庁舎工事現場の敷地の一部

が水没しているとの報告を請負業者から受けたことか

ら、早急に雨水ますの対策を行うよう防衛省沖縄防衛

局に対し申し入れを行ったところであります。

　また、平成23年８月５日の台風９号の際にも、同様

に同米軍基地内の雨水ますから雨水が流出し、同工事

現場の１階コンクリート土間や保管している鉄筋等建

築資材を水没させるといった浸水被害を受けたところ

であります。この台風９号の際には、沖縄警察署新庁

舎工事現場の北側に隣接する県営山里団地自治会管理

の駐車場内にも雨水が流れ込み、十数台の駐車車両が

浸水被害を受けたとの報告を受けております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　県立病院改革につい

ての御質問の中で、経営改革の成果についてお答えい

たします。

　病院事業局においては、平成21年３月に経営再建計

画を策定し、一般会計操出金の増額による支援のほ

か、７対１看護配置基準の取得等による収益の確保や

経費の節減等に取り組んでまいりました。その結果、

同計画の目標の一つである経常収支の黒字化について

は、平成21年度と平成22年度に連続して達成するとと

もに、その他の目標である約100億円の資金不足の解

消、不良債務の解消についても達成しております。

　次に、休床の活用計画についてお答えいたします。

　看護師不足による休床は、中部病院で平成21年２月

より52床、南部医療センター・こども医療センターは

平成19年11月から14床となっております。

　休床している病床の再開については、看護師確保の

見通し、経営への影響、地域の医療環境等を踏まえて

検討していきたいと考えております。

　次に、医師臨床研修システムの機能強化についてお

答えいたします。

　中部病院の医師臨床研修が昭和42年に開始されて以

来、これまで約900名の医師が養成され、その多くが

県立病院や県内民間医療機関において、産科や小児医

療を初め救急医療や高度・特殊医療を行うなど県民医

療を支えております。また、県立病院では、養成した

医師を離島の県立病院や僻地診療所等に派遣し地域医

療を担ってまいりました。

　病院事業局においては、臨床研修システムのさらな

る強化を図るため、引き続き研修指導医の確保に努め

るとともに、魅力ある研修プログラムの構築に向けて

各県立病院や琉大病院との連携を図ることで将来の医

師確保に努めていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　先ほどのエネルギー

政策についての中の、スマートグリッドの研究につい

ての答弁が漏れておりました。大変申しわけありませ

ん。おわびして答弁させていただきます。

　スマートグリッドは、太陽光や風力発電等の再生可

能エネルギーを効率的に活用するために欠かせない技

術であり、世界各地で研究が進められております。本

県においても、今年度から実施している「スマートエ

ネルギーアイランド基盤構築事業」におきまして、沖

縄電力の系統に対する安定化対策の検証などに取り組

んでいるところであります。今後とも、安定化対策に

ついては積極的に対応して、沖縄県におけるスマート

グリッドの取り組みをさらに高めていきたい、このよ

うに考えております。

　以上でございます。



－ 330 －

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時43分休憩

　　　午前11時44分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　金城　勉君。

○金城　　勉君　それでは、ちょっと順序を入れかえ

て再質問をさせていただきます。

　きょうのタイムス、新報両紙の社会面のほうに、ご

らんのように県警本部長から答弁いただいた県営山里

団地の駐車場の浸水被害についての記事が掲載されて

おります。（資料を掲示）　県警本部長から話があり

ましたように、この件については、５月末の台風２号

において、その雨水のはんらん、浸水、冠水の危険性

が指摘されておりました。そして、防衛局と県警が話

し合いをして善処方を協議をした、そういう答弁であ

ります。

　しかし、それでもなおその改善がなされずに、結局

台風９号が８月５日、６日に襲来をして、案の定、そ

の雨水ますからあふれ出た水が建設現場及び県営団地

の駐車場に流れ込んで、先ほど申し上げたような浸水

被害がもたらされた。

　これについて、公室長、事前にも通告してあるんで

すが、これは当然防衛局が対応すべきこと。５月末に

既にその危険性が指摘されていたにもかかわらず、放

置をして８月５日、６日のその被害につながった。こ

れについて防衛局とのやりとりの件、あるいはまた今

後の被害対策について御答弁お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　この問題につきまして

は、米軍基地の存在により地域住民がこれまでもさま

ざまな負担を負っているということがございますの

で、沖縄防衛局におかれましては、解決に向け誠意を

持って対応していただきたいと考えております。

　知事公室として防衛局とやりとりをした結論といた

しましては、防衛局の現時点での見解といたしまし

て、一般論として申し上げれば、被害と原因の因果関

係を確認する必要がある。したがって、それを踏まえ

て関係者等と調整をしながら適切に対応してまいりた

いというのが防衛局の見解でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　極めて不誠実な答弁ですよ。

　私も防衛局とも直接やりとりをしました。県警本部

長から説明があったように、５月末に既にこの浸水騒

ぎがあって、このままでは明らかにまた次の２回、３

回の被害が起きますよということで、５月末の台風２

号の被害を受けて６月８日に緊急会議を防衛局と県警

のほうでなされているんです。そして、その緊急会議

の中で、じゃ善処しましょうという話し合いになって

いるんです。しかし、経過は、その間何も手がつけら

れなくて放置されて、そして８月５日、６日の台風９

号の襲来があり、結局こういう被害が出てきた。こう

いうことがはっきりしている。そして、その８月５

日、６日の台風９号の直後に県警、防衛局、建設業

者、そして自治会、関係者が集まって会議をして、そ

の対策について今後どうするかという話し合いをし

て、速やかにこれはやってもらいたいという要請もし

てある。防衛局も何とかしましょうということでやっ

たけれども、その担当部署が施設担当であるとか、補

償の担当であるとかいうところの話し合いがまとまら

ずに２カ月たって今日に至って手つかず、放置に至っ

ているわけです。

　普段でさえも基地問題でいろんな事件・事故で県民

に対して迷惑をかけていながら、こういう台風対策で

落ち度があって、そして具体的にこういう予想された

被害をもたらされて、そして地域住民が早く何とかし

てくれという要請を何度もやって、自治会長は防衛局

まで足を運んでお願いもしているのに、２カ月間放置

した。そして、私が先週の金曜日にやりとりをした

ら、説明できませんと。今後どうするんですかと言っ

たら、それもわかりませんと。こんなばかな話があり

ますか。

　知事公室として、この件に毅然と交渉して、地域住

民が泣き寝入りしないようにやるべきではないです

か、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　繰り返しになります

が、地域住民がこれまでさまざまな基地負担を負って

いるという認識においては議員と同様だと思います。

ただ現時点では、先ほどのような防衛局の対応であり

まして、やはり防衛局が誠意を持って対応する必要が

あるというふうに県は考えておりますので、防衛局に

対しても地域住民の要望、あるいは現状をしっかり把

握するように県からも強く申し上げたいと思っており

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　あとのいろんな質問を準備してあっ

たのですが、これにとられてしまって実に悔しい限り

です。

　知事、この件は、考えてみると本当は大したことな

い、ささいなことなんですよ、きちっと誠意を持って

速やかに対応しておれば。県警本部長から説明があっ

たように、雨水ますが詰まって、そこからあふれ出て
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迷惑や被害を与えたというのははっきりしているんで

すから、今さら原因究明もないでしょう、２カ月間も

放置しておいて。こういう防衛局というのは許せない

ですよ。そういう怒りを基地問題で県民にどれほど迷

惑、負担を強いているか。これは人災ですよ、人災。

そういう県警とのやりとりの中で懸念されたこと、指

摘されたことなのに、それを対応しないで、結局被害

を与えている。与えたにもかかわらず対応しようとも

しない。２カ月間あれば何でもできますよ。しかし、

２カ月たった今日何もやっていない。しかも今の公室

長の答弁だと、原因究明をしなきゃ手当てできるかど

うかわかりませんという、こんなふざけた答弁があり

ますか。これは知事としても毅然と対応すべきではな

いですか、いかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時52分休憩

　　　午前11時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　金城議員にお答えいたし

ます。

　御指摘のとおり雨水ますが小さく十分な処理容量が

ないと、こういうような形で考えた場合に、いわゆる

土地工作物の責任と、こういうような形で恐らく今表

現されている事実が正しいとすれば賠償責任は出てく

るだろうと。国賠法にも民法の規定が全部準用される

と、こういうふうになっておりますので、県としても

法律的に責任があるのじゃないかという見解を強く伝

えて、できるだけ円満に解決できるように側面から努

力はしていきたいと、このように考えています。

○議長（髙嶺善伸君）　金城　勉君。

○金城　　勉君　その件については、よろしくお願い

いたします。

　それでは、最後に子供の貧困の問題、これは社会的

にも非常に大きなテーマになってまいりまして、この

前沖縄弁護士会の講演会にも出たんですけれども、こ

の問題については本当にさまざまな絡みの中で、いろ

んな要素が複雑に絡み合って子供にその影響が及んで

おりますので、それについては、今後ぜひしっかりし

た検討の上で対応していただきたい。沖縄振興一括交

付金の中にも明確に子供たちの育成についての位置づ

けをしていただきたい。最後に知事の答弁を聞いて終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時55分休憩

　　　午前11時55分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　子供の安心・安全、子育て

というような部分というのは、実は大きなテーマ、目

標になって、我々は、次の沖縄振興計画の中に大きな

テーマで入れていく予定です。ですから、議員のおっ

しゃったこともその中にきちっと位置づけて取り組ん

でまいりたいと考えております。ひとつよろしくお願

いいたします。

○金城　　勉君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午前11時56分休憩

　　　午後１時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　午前に引き続き質問及び質疑を行います。

　翁長政俊君。

　　　〔翁長政俊君登壇〕

○翁長　政俊君　これから一般質問を始めます。

　まず、質問に入ります前に所見を述べます。

　今議会は、仲井眞知事が出席した米国における「沖

縄クエスチョン」での発言が県内で高い評価を得てお

ります。私も高く評価をいたしております。県議会で

も、特に野党議員から手放しの評価であります。知事

批判の急先鋒であった共産党ですら、急旋回のありさ

まであります。高い評価に水を差すわけではありませ

んけれども、つい前議会まで野党諸君は仲井眞知事の

政治姿勢に対し疑問や批判を繰り返し、酷評のていで

ありましただけにさま変わりの様相であります。

　この間、野党は、仲井眞県知事の１期目の普天間飛

行場の辺野古への移設容認をやり玉にして、仲井眞知

事の県外移設方針は信頼に値せず、怪しいもので、い

ずれ馬脚をあらわし、早晩、県内移設に変換をするで

あろうと勘ぐっております。議会での追及もそこをつ

く論調に立っているのであります。この立場は、言い

かえれば、知事を説得すれば辺野古移設を受け入れて

もらえるんではないかと期待感をにじませる日米両政

府の仲井眞知事に対する評価と同根のものでありま

す。知事を信頼する側に立っていないという意味で

は、同一であります。

　一方、辺野古移設に関して無理だと現状分析をして

いる米議会の有力議員が、むしろ知事発言を理解をい

たしております。しかし、今回の訪米による知事の政

治行動が県議会にもたらした功罪は、普天間飛行場移

設問題に関する知事の評価が与野党で一致したことで

あります。このことは画期的なことで、私は称賛に値

すると思っております。知事も大いに期待をされてよ
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ろしいかと思います。

　でも、政界は一寸先はやみであります。豹変するこ

ともしばしばございます。また、褒め殺しという戦略

もあって、知事におかれては、ゆめゆめ気を緩めるこ

となく慎重を期して、議会を初め両政府に当たられる

よう進言をいたしまして、一般質問を行います。

　１、新たな沖縄振興計画について。

　茨、沖縄県が要求する沖縄振興一括交付金の根拠と

される次年度概算要求基準が閣議決定された。重要政

策については、特別枠として沖縄振興がその中で明記

されたことで今後の展望が開かれましたが、先行き依

然不透明であります。12月末の予算編成作業に向けて

国との攻防も予想される中、自由度のある3000億円の

満額をどう確保していかれるのか、勝算戦略と見通し

を伺う。

　芋、一国二制度の経済特区制度の創設や既存の特区

制度を規制緩和し、骨抜きと批判のある各種産業振興

制度をより使い勝手のよい、本物の制度として改善す

るための国との交渉は進展をしているのか、進瀧を伺

います。また、制度の内定の時期は国からいつ示され

るのかも伺います。

　鰯、新制度の要求は、官僚の抵抗と財政難に直面し

厳しい現状下にあります。しかし、県の目標を実現す

るためには、政治主導による政治決着が不可欠と思わ

れます。民主党の政府・党を含めた知事が信頼し、沖

縄問題に理解のあるカウンターパートナーが求められ

ております。キーマンとなる該当する人物がおられる

のか、知事の見解を求めます。

　次に、米軍基地問題であります。

　茨、政権交代から２年、早くも３代目の野田内閣が

誕生いたしました。この間、民主党政権が進めた沖縄

米軍基地問題、特に普天間飛行場の移設、そして日米

地位協定の改定等に対する取り組みの総括が必要で

す。鳩山、菅内閣の取り組みをどう評価しているのか

伺います。また、野田内閣の評価もあわせて伺いま

す。

　芋、６月に開催された日米安全保障協議委員会（２

プラス２）の後に、普天間飛行場移設問題を取り巻く

日米間の政治的、財政的環境変化が起きている現在、

移設問題への影響も必至と分析します。県の見解と認

識を伺います。

　鰯、日米の外交・安全保障の専門家による沖縄米軍

基地を多角的に議論する有識者会議「沖縄クエスチョ

ン」に知事が出席し、沖縄の考えを講演された。マス

コミとの質疑応答等でも県外移設を訴えたとの報道が

なされている。今回の訪米で知事の主張は十分に伝

わったと思いますか。手ごたえや新たな収穫が得られ

たか、知事の見解を求めます。

　３番、都市モノレール事業について。

　茨、都市モノレール株式会社の経常収支は多額の累

積赤字を抱え、単年度においても赤字を出す経営内容

となっている。モノレールの浦添延伸によって収支バ

ランスは好転するのか、見通しを示してください。

　芋、増客事業の展開が経営安定に資することになる

が、新駅周辺の開発事業とまちづくり、パーク・アン

ド・ライドの拡充が必要条件と考えていますが、具体

的な計画があれば示してください。

　４番、県立空手道会館建設について。

　県内外の空手愛好家及びスポーツ関係者から強い要

望がある。本県の固有の文化の殿堂として、世界に向

けた文化の発信基地として一日も早い建設が求められ

ている。計画と進瀧を伺う。

　あとは再質問をさせていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　翁長政俊議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、新たな沖縄振興計画についての中で、

沖縄問題のキーマンについての御質問にお答えいたし

ます。

　沖縄政策につきましては、これまで歴代の内閣にお

ける総理大臣、沖縄担当大臣、官房長官、官房副長

官、総務大臣などの関係要路の皆様が担われてこられ

ました。さらに、関係閣僚を初め、県選出国会議員及

び与野党各会派の役員や衆参の沖縄・北方特別委員会

の委員の皆様など多くの方々の御支援を得てまいりま

した。これまでの沖縄政策にかかわり、そしてその背

景に精通されておられる方々のお力をおかりしなが

ら、新たな沖縄振興への理解を深めてまいりたいと考

えております。

　次に、米軍基地問題に係る御質問の中で、日米両政

府の政治的、財政的な環境変化と移設問題への影響に

ついてという御趣旨の御質問にお答えいたします。

　日米両政府は、日米合意に基づき、普天間飛行場の

辺野古移設を推進するとしております。その一方で、

現在、アメリカの厳しい財政状況を踏まえ、米議会に

おいて国防予算削減の議論等がなされていることは承

知しております。

　また、今回の訪米においては、レビン、ウェッブ、

マケイン米上院議員の皆さんと面談した際に、米国の

財政状況が普天間飛行場移設問題に影響を与えるとの

認識が示されております。このような米議会の動きが
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普天間飛行場移設問題に具体的にどのような影響を与

えるか、現時点では明らかではありませんが、今後と

も日米両政府の動向を注視してまいりたいと考えてお

ります。

　同じく米軍基地問題に係る御質問の中で、訪米によ

る手ごたえ等についてという御趣旨の御質問にお答え

いたします。

　私は、去る９月19日、安全保障や日米同盟に関する

専門家の皆さんが参加する「沖縄クエスチョン」にお

きまして辺野古移設案は事実上不可能であるという沖

縄の実情を説明し、国内の他の都道府県への移設が最

も合理的かつ早期に課題を解決できる方策である旨の

講演を行いました。その後、会場の有識者の方々との

質疑応答などを通して意見交換を行いました。また、

レビン、ウェッブ、そしてマケイン米上院議員との面

談を行い、その中で各議員から辺野古移設案は極めて

困難で見直しが必要との見解が示されました。私から

は、嘉手納統合案について、嘉手納飛行場周辺市町村

は現在でも過重な基地負担を強いられており、その実

現は困難である旨申し上げたところでございます。

　県といたしましては、今回の訪米におきまして普天

間飛行場移設問題を直接説明する機会を得ましたこと

で、有識者の皆さんとのネットワークの構築が図られ

るとともに、アメリカにおけるこの問題の理解が前進

したのではないかと考えております。

　次に、県立空手道会館に係る御質問で、空手道会館

建設の計画と進瀧状況いかんという御趣旨の御質問に

お答えいたします。

　沖縄を発祥の地とする空手道は、沖縄が世界に誇る

伝統文化の一つであります。その継承・発展に努める

ことは重要であると認識いたしております。

　空手道会館の建設につきましては、今年度、建設の

コンセプトや必要な機能等に係る調査を実施するとと

もに、空手関係者等で構成いたします検討委員会を設

置し、空手道会館のあるべき姿についての意見を取り

まとめることといたしております。今年度の調査を踏

まえまして、次年度は空手道会館にふさわしい立地環

境、そして施設規模、運営方法等につきまして、具体

的検討を進めていきたいと考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄振興計画につ

いての御質問の中で、沖縄振興一括交付金の使途の自

由度と額の確保に向けた今後の取り組みについてお答

えいたします。

　去る９月20日に閣議決定された平成24年度予算の概

算要求組替え基準において、新たな沖縄振興政策が日

本再生重点化措置の対象分野とされたことや、「沖縄

振興予算については、一括交付金に関する地元の要望

を十分に踏まえ、予算編成過程において検討する。」

とされたところであります。また、９月26日に開催さ

れた沖縄振興部会において、内閣府より提出された新

たな沖縄振興策の検討の基本方向においても「より自

由度の高い沖縄の一括交付金を創設する」とされてお

り、制度設計について予算編成過程において検討する

とされたところであります。

　沖縄県としては、今後の予算編成過程において、沖

縄の要望を踏まえた沖縄振興一括交付金の制度設計が

なされるとともに、新たな沖縄振興に必要な額が確保

されるよう、県民各界各層、議会、市町村の協力を得

ながら、引き続き国に対して働きかけてまいりたいと

考えております。

　次に、制度改正の交渉の進瀧状況及び内定時期につ

いてお答えいたします。

　沖縄県は、これまで離島県ゆえの不利性を克服する

とともに、成長著しい東アジアに隣接する地理的優位

性を生かすため、アジア諸地域と競争力のある制度の

創設を政府に強く求めてきたところであります。これ

を受け、去る９月26日に開催された沖縄振興部会にお

いて政府の新たな沖縄振興の検討の基本方向が示され

るとともに、９月30日には、内閣府沖縄担当部局から

平成24年度税制改正要望の概要が発表されました。こ

の税制改正要望では、地域指定制度における所得控除

の拡充、「専ら」要件の緩和、法人税の投資税額控除

等など、県の要望内容がほぼ認められているものもあ

り、評価できる内容となっています。しかし、全県を

対象とした地域指定制度や県内離島も含めた航空機燃

料税の拡充など、県として沖縄振興のためになお幾つ

か盛り込んでいただきたいものもあります。

　沖縄県としては、アジア地域と競争力を有するイン

センティブの高い税制措置が必要であると考えてお

り、12月中旬ごろまでに策定見込みの税制改正大綱を

見据え、引き続き国に対して要望内容の実現を求めて

まいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　米軍基地問題につい

て、民主党政権のこれまでの米軍基地問題に対する取

り組みと野田新内閣の評価についてお答えいたしま
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す。

　平成21年９月に発足した民主党政権は、鳩山元総理

が、普天間飛行場移設問題について、当初「最低でも

県外」と発言されたにもかかわらず、昨年５月28日の

日米共同発表で「代替施設をキャンプ・シュワブ辺野

古崎地区及びこれに隣接する水域に設置する。」と

し、県民に大きな失望を与えました。また、菅前総理

は、去る６月21日の日米共同発表において、普天間飛

行場の代替施設について、位置、配置及び工法の検証

及び確認を完了したとされております。他方、日米地

位協定の改定について、民主党政権は、改定を提起す

るとしておりますが、これまで改定の方針等は示され

ておりません。

　これらのことを考えますと、沖縄県が求めている基

地問題の解決について、目に見える進展は図られてお

らず、民主党政権の取り組みは不十分と考えておりま

す。

　野田新内閣におかれては、発足直後でありますが、

沖縄県が要望している米軍基地の負担軽減、普天間飛

行場の県外移設について、強いリーダーシップを持っ

て真摯に取り組まれることを期待しております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　都市モノレール事業

についての御質問の中で、沖縄都市モノレール株式会

社の収支の見通しについてお答えいたします。

　沖縄都市モノレール株式会社の平成22年度決算にお

ける収支は、減価償却前損益では約５億6500万円の単

年度黒字を計上しております。しかしながら、減価償

却後は、初期投資の借入金の返済に伴い、約８億8600

万円の赤字であり、債務超過額は約42億円となってお

ります。そのため、借入金の返済方法を見直すととも

に、沿線開発やさまざまな需要喚起策による利用の拡

大で今後は収支の改善が図られる見込みであります。

　また、モノレールを沖縄自動車道まで延長した場合

は、年間約10億円の収入増が見込まれ、平成36年度に

は債務超過が解消され、経営収支が好転する見通しで

あります。

　同じく新駅における増客事業の具体的計画について

お答えいたします。

　都市モノレールの延長整備にあわせて、４つの駅で

は交通広場を中心としたまちづくりの進展が期待され

ます。特に、終着駅となる第４駅では、モノレールと

沖縄自動車道を有機的に結節するスマートインター

チェンジやパーク・アンド・ライド駐車場の整備を計

画しております。これらの整備により公共交通の基幹

軸が形成され、中北部地域の住民や観光客の利便性が

向上し、モノレールの需要が喚起されるものと考えて

おります。また、終着駅周辺で大規模な面的整備を浦

添市が検討しており、さらなる需要が見込まれます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　再質問をさせていただきます。

　まず、新たな沖縄振興計画についてでありますけれ

ども、沖縄振興計画については、先日概算要求額が公

表されまして、いよいよ年末に向けての予算内示、さ

らには財務省との予算折衝、さらには政府折衝や復活

要求に向けての動きが出てくると思います。そういう

中で、積み残した金額、制度設計、税制等の項目を確

保する取り組みを県が今後どうされていくのかが私は

課題だと思っております。ですから、3000億円、自由

度、政治折衝、それにすべてがかかっていると言って

も過言ではないと思います。そこで、内閣が要求した

沖縄関係の概算要求額2437億円が公表されましたが、

県の評価をまず伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　９月30日に平成24年度概

算要求2437億円が要求として出されております。新た

な沖縄振興の枠組みにつきましては、御承知のよう

に、現在国において検討中というふうなことでござい

ます。沖縄県が求める沖縄振興一括交付金制度につい

ても予算額、それから制度設計とも予算編成過程で検

討するというふうなことになってございます。

　今回の内閣府沖縄担当部局の概算要求につきまして

は、このような形で沖縄振興策の枠組みがまだ十分決

まらない中で、内閣府の御判断で個別事業を積み上げ

てきたものというふうに考えてございます。沖縄振興

一括交付金の創設を求める沖縄県の要望をまだ十分踏

まえた内容にはなっていないというふうな形で考えて

おります。

　今後、その予算編成過程の中で、国と沖縄県がどの

ように協議・検討を行っていくか、これもまだ十分に

示されていないわけでございますけれども、ぜひとも

地元の要望を十分に踏まえるような形でやっていただ

きたいというふうに考えているところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　そこで、概算要求額が示された後

に、これは積み上げ方式の従来型、いわゆるひもつき

型なんですよ。そういうことで、私は、県が要求して

いる予算の形態とは似ても似つかないものが出てきた

と言っても過言じゃないだろうと思っています。ま
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た、一括交付金を創設するという意味においては、政

府は、きちっと明示をしているところもございますの

で、これに対する県の評価はいかがですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　９月26日の沖縄政策協議

会における基本方針、その中で「より自由度の高い沖

縄の一括交付金を創設する」というふうなことが明記

をされたことについては、一定の評価がございます。

ただ、その中身については「予算編成過程において検

討する。」というふうなことが言われているわけでご

ざいまして、私ども沖縄県が求める形での一括交付金

がその制度、その額ともに創設されるような形でぜひ

国のほうにも努力をしていただきたいと、県のほうも

求めていきたいというふうに考えているわけでござい

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　新聞報道によりますと、この要求額

の８割が継続事業で、２割が新規だということとされ

ています。実態はそうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今回の概算要求は、おお

むね概算要求の2300億円のうちの約2000億円余りは、

これは公共事業関係費でございまして、そういう意味

では、ほぼ継続事業が中心になっているというふうに

理解をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　それと、県が求めている自由度なん

ですけれども、この自由度を高める取り組みというの

が今後非常に重要になってくるんですよ。これを高め

るため、それを担保するための県側の戦略というんで

しょうか、そういったものは持ち合わせているんで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　県及び市町村のほうで

も、より自由度の高い交付金制度を求めるところは一

致しておりまして、現在、県・市町村の中で事務的レ

ベルでワーキングチームをつくりながら、その望まし

いあり方というふうなものを検討しているわけでござ

います。

　そしてまた、一方では先ほど申し上げましたよう

に、予算編成過程においてその制度及び額について検

討するというふうに言われているわけでございまし

て、これから後、10月から12月の予算編成過程におい

て、ぜひそれを沖縄県側とも調整できるような仕組み

にしていただきたいというふうなことを申し上げてい

きたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　細かい質問になって大変申しわけな

いんですけれども、3000億円、10年の予算の確保、こ

れを国にどう担保させるかというのが今後問題になる

わけです。沖縄振興法の中に金額を打ち込めるかとい

う問題が一つあるのと、もう一つは、閣議決定でこれ

を担保するという方法と、そのほかに県が考えられる

ことはどういうことですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　3000億円を担保するとい

うふうなもの、形として政府がそれを受けとめるとい

う形の出し方は、今議員が言われるような形での閣議

決定とか、そういう方法があろうかと思います。た

だ、それ以前に、やはり沖縄県として今後の沖縄振興

について、向こう10年間、約3000億円相当の沖縄振興

事業費が必要だということを繰り返し説明をしてい

く、そういうふうな努力もあわせてやっていく必要が

あろうかというふうに思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　次に、制度設計なんですけれども、

この制度設計は、国の責任でするということのようで

す。しかし、私は、県がこれにかかわらずにそのまま

置いておくと、ある意味では、県の思うようなものが

出てこないのではないかという懸念を実は持っている

んです。ですから、県が原案を設計して、要望してい

かれるという考えは持っておられませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　これも先ほどお答えしま

したけれども、これまでも内閣府へは、年末に単に最

終的な形を示すだけでは県民の理解を得ることはでき

ないということをお伝えをしているわけでございます

けれども、その沖縄振興一括交付金の制度をぜひ事前

にお示しをいただいて、県のほうと調整をしていくよ

うに求めていきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　例の沖縄振興委員会の部会のほう

で、いわゆる全国ベースの設計を踏まえるという方向

性というのが出てまいりましたね。これは、よく新聞

で言われているように、国が全国に展開している戦略

交付金、これを指しているだろうというふうに私も理

解しているんですけれども、このような形で政府がい

わゆる一括交付金の設計をやるという話になると、こ

れはまた、県の要望とは全然違う形のものが出てくる

やもしれません。そこの部分は、県は、どういう方向

で国と調整をされますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。
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○企画部長（川上好久君）　確かに９月26日に内閣府

が沖縄振興部会に提出をした基本方向の中では、「よ

り自由度の高い沖縄の一括交付金を創設する」という

ふうなことも言われているんですけれども、一方で

は、予算編成過程において全国ベースでの制度設計を

踏まえ検討するというふうなことも書いてございま

す。このことは、昨年全国ベースの制度設計を踏まえ

るというふうなことで、投資補助金は一部だけを統合

した地域自主戦略交付金の例もございまして、これに

つきましては、やはり自由度で非常に問題があるとい

うふうに県のほうは評価をしています。そういう意味

では、今般県が求めていくものはそれとは全く違う、

沖縄県の要望する一括交付金であるということを、そ

の仕組みを提示をしながら調整をしていく機会をぜひ

求めていきたいというふうに思います。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　一括交付金の配分基準ですけれど

も、市町村分、そしていわゆる市町村間の配分が今後

課題になりますけれども、協議するテーブルはひとつ

できていますか、まずこれをお答えください。

　もう一つは、市町村に配分基準を早く示してやらな

いと、私は、市町村も混乱するだろうと思っているん

です。下手をすると、次年度の予算の組み立てもいわ

ゆる従来型の予算編成になってしまうのではないか、

こういう心配をしているんですよ。一括交付金の性格

を生かすということになれば、早目に配分基準を示し

てやらないと、それは混乱の大もとになると思ってい

ますけれども、いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ここにつきましては、実

は、７月ごろから市町村のほうからいろんな不安の声

とか、そういうふうなものが出まして、７月下旬には

市町村の事務レベルに対する説明会を開き、そしてま

た、８月上旬には41市町村長と県知事との意見交換を

行いました。その結果として、沖縄振興一括交付金の

創設と、それから配分を決定できる仕組みの構築につ

いて意見の一致を見て、共同記者会見というふうなも

のが９月に行われたわけであります。これを踏まえ

て、実は県と市町村との職員で構成するワーキング

チームを立ち上げておりまして、現在その中でその配

分基準、そしてまた具体的に予算編成にどのような課

題が出てくるのか、そのことを今検討している途中で

ございます。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　次に、基地問題に移ります。

　知事、基地問題は――これは私の見立てなんですけ

れども――普天間の移設については、新たな局面に

入ったというふうに私は感じております。日米沖のト

ライアングルの関係は、日米両政府の再編協議の再確

認にもかかわらず、実は、暗礁に乗り上げた感すら

持っています。しかしながら、出口戦略というのは

しっかりつくっていかないといけませんので、これは

日本政府もそうでしょうし、また、沖縄県においても

この出口戦略というのは重要になってまいると思って

います。

　そういう中で、９月30日に仲村議員が質問されまし

たいわゆる環境評価書、埋め立て等の問題について、

実は、きょうも斎藤官房副長官のコメントが載ってお

りました。いわゆる環境影響評価書を12月いっぱいに

出すという報道がなされておりまして――私に言わせ

れば、これは強行策と見るんですけれども――いわゆ

る環境評価書の提出、そして埋立申請がなされる。こ

の環境評価については、これはいわゆる知事の政治姿

勢を問う評価書じゃありませんから、事務的な形にな

るだろうと思っています。しかしながら、埋立免許申

請ということになると、まさにここは知事の政治姿勢

が問われるんですよ。ここの部分に来ると、知事も大

変苦しい状況の中での判断が迫られると思いますけれ

ども、知事がここでイエスかノーかの答えを出すと。

仮にノーという答えが出たら、これは特措法で知事か

ら権限を取り上げて進めるというような方法も考えら

れますから、私は、これは強行策という言い方をして

いるんです。しかし、このいわゆる米軍基地再編や普

天間移設の問題については、これは実にインテリジェ

ンスな問題でありまして、情報の収集をきちっと行っ

て、そして沖縄県にどういう利益・不利益が来るの

か、これを先取りして、そこを一つでも不利益なもの

はつぶしていくというやり方をしていかないと、なか

なか国のペースの中で県はずるずると引っ張られてい

くという方向になっていきますから、私の見立てをど

う思いますか。知事、一般論で結構ですから。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時１分休憩

　　　午後２時２分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　これから政府がどういう行

動をとってくるかという点の見通しですが、まずいろ

んな政府関係者に申し上げているのは、仮に埋立承認

というようなことは、これも一種の事務処理なんです

よね。政府がひゅっと取り上げることは無論不可能で

はないというぐらいのものですから、こういうものが
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あっても、どういうふうに一体あの地域で実行するの

か、具体的な段取りが組めますかという点なんですよ

ね。ちょっと私ではなかなかこのイメージがわかない

ので、現実にやる気があって腹を決めておやりになる

のか、この埋立承認という形だけをとれば事足れりと

いうことなのか、ここら辺の真意が――おっしゃるよ

うに、逆に情報をとらないといけないんですが――

ちょっとよくわからないところがあります。だから、

現実には絶対できない、何年かけてもいいんだと言え

ばよくわかりませんよ。しかし、世の中で言う通常の

期間で本当に完成することが可能だと思っているの

か、その段取りがつけられると思っているのかが

ちょっとよくわからないところはあります。ですか

ら、本当に腹を決めておやりになるつもりなのか、

やっている形をとるだけなのか――余り政府にこんな

ことを言うのも失礼なんですが――正直言うと、まだ

そこら辺が少し読めないんですよ。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　私も、これは一般論でこういう形で

進んでいくだろうということを知事に問うたんですけ

れども、まさに私も知事と全く同じような立場に立っ

ておりまして、民主党政府が本気でやる気かという問

題が一つなんですよ。私は、本気でやるというバロ

メーターになるのは、県内を見ればわかると思ってい

るんです。県内の国会議員２人が反対を掲げている中

で、本当に県に対してこの移設問題を突きつけてこれ

るかということになると、私はここの部分を処分し

て、きちっと整理をした中でしか民主党政府はこの問

題に手がつけられないと。だから、ここがどうなるか

によって私は本気度が試されてくるんじゃないのかな

という思いを実はいたしております。これが一つで

す。

　もう一つは、このリンク論ですけれども、今盛んに

リンク論が言われております。沖縄県も振興策を含め

て、胸突き八丁の大変厳しい時期にあることは事実で

すよ。ただ、政府は、この間リンク論はやらないとい

うことで表で言ってきましたから、多分知事に対して

はボディーブローを突いてきて、これでどうにかでき

んかという形のことをやってくるだろうと思うんで

す。ですから、これは県民の目には見えないですよ。

見えないところで知事のボディーブローを打つという

ことになりますので、ここは知事も大変苦しい状況が

私自身は想定できるんですけれども、こういう現実は

ございますか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今のような御質問には、非

常に答弁がしにくい部分があります。ただ、ある意味

で、これは沖縄の立場、そして、私のほうがこの５年

いろいろ普天間基地について携わってきた体験から言

うことと、一方でまた、日本の防衛の問題、これも

我々は全く知らぬというわけにもいかない面があっ

て、むしろ政府はどこまで本気で、どんなイメージの

防衛――防衛白書ではいろいろ出ておりますけれど

も、言葉としては――どういうふうに考えているのか

という、このあたりをしっかりとつかまないと、実

は、歴代の自民党さんの内閣の最後の３代と今の民主

党さんの３代、ある意味で非常に似ているところがな

いわけじゃありません、１年ごとに交代をしておられ

ますし。やっぱり天下の情勢が変わる中で、防衛とい

うものにどんなふうに取り組むのかという基本のとこ

ろを少し押さえて、さらに沖縄の振興ということとを

少し腰を据えておやりにならないと、我々がなかなか

納得いかない部分のほうが多いんですよ、ちょっと抽

象的な話ですが。

　そういうことで、このリンク論というのは、言葉で

はあるかもしれませんが、本当は全く別の問題なんで

すね、沖縄振興とは。全く別とは言いませんが、かな

り。それと防衛の米軍のありようの話ですから、ここ

をリンクさせるというのは本来おかしな話ではあるん

ですが、リンク論が成り立つかどうか、私にはちょっ

とまだよく見えません。ひとつぜひいろんな体験を教

えていただければと思っているんですが。

○議長（髙嶺善伸君）　翁長政俊君。

○翁長　政俊君　これは政府がやることですから、常

識的な政府であるかというのが問題ですけれども。た

だ、ボディーブローを打たれて、知事が苦しい思いを

しているんであれば、私は、これはある意味県民に開

示して、こういう状況なんだということで県民に理解

させるというのも一つの方法だと思っておりますの

で、ここは考えてみてください。

　固定化の問題ですけれども、この強行論、リンク論

含めて、いわゆる普天間が動かないんじゃないか、要

するに辺野古が飛べば。こんなのは恫喝以外の何物で

もなくて、これだけ政治が15年、20年かけてやってき

た集大成が、結局移すところがなかったから危険をそ

のまま普天間に置いておくなどというこんな論拠とい

うのは、私は通らないと思っています。これはアメリ

カでも通らないし、日本政府でも通らない話ですよ。

だから、私は、こんな恫喝には微動だにすることはな

いということが重要だと思っております。こういった

ものが全部飛んだ後、それではどうなるかというと、

嘉手納が残ると思います。私は、嘉手納が大変危惧さ
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れているところであります。

　そこで、もう時間がありませんので、実は、青山繁

晴さんが知事とさしで普天間の問題について話をされ

たと言っておられました。あるフォーラムがありまし

て、知事との仁義があって場所は特定できないけれど

も、知事は明確に本土移設のある有力地域を言ってい

たんだと、私もこれには賛成しているということでし

た。もうここまで来ると、知事、これは名指しで要す

るに移設先の県を言うと、これはいろんな問題が出て

きます。しかし、そうではなくて政府に対して知事が

言う、もう本土じゃないとだめですよと。沖縄では絶

対だめだという理論があるんであれば、私は、そろそ

ろ知事から提案をして、本土のどの地域だったらでき

るんじゃないかという提案はあってしかるべきだと

思っていますが、これはどうでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今の御提案は、御提案とし

て、考え方としては無論あり得ると思うんですが、た

だやっぱりこの部分というのは、すぐれてどこの場所

というのは防衛省とか、昔で言えば防衛施設庁のお仕

事だと僕は思うんです。一つの県の知事が、米軍の基

地いかがですかというセールスみたいなことは、やっ

ぱりこれはその基地に対していろんな反発とか反論が

あるにしても、ひとつの国の軍隊のある種の誇りとつ

ながっている部分が僕はあると思います。これは軽々

にやるべきものではなくて、国の本当に責任を持って

いる部署が――きちっと日本国内にと私は言っていま

すから――やるべき話であって、今の青山さんの話が

あったとすれば、それは一種の雑談の中でのものだと

私は思うので、ひとつぜひそれはそれでお含みおきい

ただければと思います。

○翁長　政俊君　もう時間がありませんが、私は、出

口戦略としてこの方法も一つだという認識も持ってい

るんですよ。今のままで放置していると、沖縄県辺野

古という形でごり押しされてきたら大変なことになり

ますから、沖縄県の知事として、ぜひそれも一つの出

口戦略の方法論として持っていただきたいと、このよ

うに思っております。

　以上です。ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

　　　〔座喜味一幸君登壇〕

○座喜味　一幸君　皆さん、こんにちは。

　自民党の座喜味でございます。

　離島振興を中心に一般質問をさせていただきます。

いましばらくのおつき合いをよろしくお願いしたいと

思います。

　宮古島市は、９月17日からスカイマークが１日に５

便参入をして就航しております。便がふえましたこと

と相まって、チケットが安いというようなことに相な

りまして、県内外からの観光客、また島内の人たちも

買い物あるいはゴルフ、観光等々、非常に出入りが多

くなりまして空港が活気づいている。このことは、あ

る意味で、その航空賃の低コスト化がいかに地域を活

性化させるかという一つのモデルとして注視すべきこ

とかなというふうに思っております。１万円で宮古に

行ってこられる状況になっていますので、ぜひ皆さ

ん、この際に宮古のほうにおいでいただきますように

ＰＲしておきたいと思います。

　沖縄関連の要求額が公表されまして、沖縄振興に

とって重要な事業が芽出ししている、これまでにない

画期的な予算になるのではないか。なかんずく離島振

興に熱意のある知事の「離島の長年の課題に重点」と

新聞に報じられて、離島交通費の負担減が芽出しして

おります。

　12月までの予算折衝、あと６月までの予算関連法案

の成立までまだまだ山がいっぱいあると思うんです

が、ぜひ仲井眞知事の手腕を期待して、県議会として

もしっかり支えていくべきものだというふうに考えて

おります。

　通告に従いまして質問をさせていただきます。

　１つに、新たな沖縄振興についてです。

　仲井眞知事は、地方分権・行政改革の先駆けとなり

ます沖縄振興一括交付金3000億円を政府に要求してお

ります。県民は、かたずをのんでその成果に期待し注

視しています。

　茨つに、困難を覚悟で歴史的な沖縄振興一括交付金

の実現に向け取り組んでおられる知事の思いと決意を

伺います。

　芋つに、実現に向けては関係市町村、県民の理解、

参加等の支援体制が必要と思います。中でも、エンジ

ンであります行政に携わる県職員は、知事の思いを共

有すべきと思いますがいかがですか。

　鰯、新たな沖縄振興で離島振興を重要な柱に位置づ

け、離島住民の直面する重要な課題が網羅されており

ます。「離島振興なくして沖縄の振興はない」と公約

した知事の離島振興に取り組む決意を伺います。

　２に、エネルギー行政についてですが、福島原発事

故以来、原発にかわるエネルギー開発は焦眉の急であ

ります。今、メタンハイドレートや水溶性天然ガスに

よるハイブリッドガス発電が次世代エネルギーとして

急浮上しています。日本近海におけるガスは100年分

にも相当すると言われております。沖縄近海にあって
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もその賦存が言われております。

　そこで伺います。

　茨つに、東シナ海の天然ガス田を優先的に利活用し

ていくことは、沖縄経済が自立する上で重要なテーマ

と考えますが、見解を伺います。

　芋つに、天然ガス開発に係る鉱業権の許認可等を知

事裁量とすることや近海ガス田の県内利用の弾力化

等、大胆な規制緩和や制度設計が重要と思いますが、

見解を伺います。

　鰯つ目に、平成23年度予算で本島中南部、宮古島で

水溶性天然ガス賦存調査が進められております。調査

結果について伺います。

　允、また、今後の調査予定（試掘調査）と利活用に

ついてあわせて伺います。

　大きな３番、離島振興についてですが、離島のユニ

バーサルサービスを進める上でインフラ整備や交通

費・物流コストの低減は、離島住民が直面する最大の

重要課題と考えます。

　そこで伺います。

　茨、離島医療の充実強化についてです。

　離島圏域において、放射線治療やＰＥＴ検査等の高

度医療は、沖縄本島、場合によっては内地の医療に

頼っております。

　ア、宮古・八重山県立病院での高度医療の現状と今

後の対策について伺います。

　イ、医療スタッフや機器等の体制が整わないため、

島外で治療する患者や付き添い家族の旅費や滞在費等

の支援制度が必要と考えるが、対処策について伺いま

す。

　芋つ目に、離島圏の教育費の支援についてですが、

離島圏の保護者にとって子育て・教育費が大きな負担

となっています。離島の子供たちが経済的要因により

公平な教育機会が妨げられないよう、教育に係る負担

の軽減を図るべきと考えますが、支援策について伺い

ます。

　ア、小・中・高校生のスポーツ大会、文化活動等島

外派遣の実数と補助費は幾らか。また、保護者の負担

額はいかほどか。今後の支援策を含め伺います。

　イ、修学旅行に係る補助費は幾らか。また、保護者

の負担額はいかほどか。支援策を含め伺います。

　ウ、離島児童生徒の派遣に伴う航空運賃について

は、大幅な割引制度が必要ではないか。また、各航空

会社に申し入れるべきではないか。

　エ、離島児童生徒支援センターの設置については速

やかな対応が必要と考えます。県の計画について伺い

ます。

　４、多良間島旧空港（県管理空港）の払い下げにつ

いてですが、茨つに、管理の現状と利活用計画につい

て伺います。

　芋つに、地元多良間村の払い下げ要請にもかかわら

ず、長い間凍結している。今後の処理方針及びスケ

ジュールについて伺います。

　５番目に、病害虫及び有害鳥獣対策について伺いま

すが、茨つに、アフリカシロナヨトウ、ナスミバエ、

バッタ等の害虫の発生がありました。県のとった対策

と財政支援の実績について伺います。

　芋、キジ、クジャク等による被害状況と対策につい

て伺います。

　６番目に、下地島空港及び背後残地の利活用につい

てです。

　下地島空港は、昭和54年に開港しました。旧伊良部

町住民は、下地島空港の機能とその背後にある広大な

未利用地を活用した地域振興に大きな期待を寄せたも

のの、いまだに実効性のある振興策が示されていませ

ん。

　茨つ、下地島空港及び背後地の利活用による地域振

興が進んでいない現状を、県はどのように認識してい

るか伺います。

　芋つに、下地島空港の活用方策について伺います。

　ア、パイロット訓練数の実績と市財政収入額（伊良

部町時代のピークを含む）の経緯と今後の見通し及び

課題について伺います。

　イ、ＪＡＬが撤退した場合、県・市財政に及ぼす課

題と本案件に係る県の対応について伺います。

　ウ、県の国際災害援助拠点としての活用計画と地域

振興への波及効果について伺います。

　鰯、空港背後地の利活用計画について。

　ア、土地利用計画と地域振興方策について。

　イ、農業活用ゾーンの払い下げ作業の状況と予定に

ついて。

　ウ、農業活用ゾーンを国営地下ダム事業地区に編入

し、基盤整備を速やかに進めるべきと思いますが見解

を伺います。

　答弁をもって再質問いたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　座喜味議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、新たな沖縄振興についての御質問の中

で、沖縄振興一括交付金の実現に向けた知事の決意に

ついての御質問にお答えいたします。

　復帰40年を経ました現在、東アジアの経済的伸長な
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どにより沖縄が地理的優位性を持つようになり、ま

た、日本全体が人口減となる中でしばらく人口増が続

くことなど、沖縄の潜在力が顕在化しつつあります。

さらに、県民が沖縄の将来に求める姿も従来の社会資

本整備に加えまして、自然や伝統文化の保全・継承、

そして安全・安心な暮らしなど沖縄らしい優しい社会

の構築となっております。

　このことから、使途の自由度の高い沖縄振興一括交

付金を創設することで、県民が描く将来像の実現や沖

縄の抱える特殊事情に起因する課題の克服・解決に向

けました施策の展開を図るとともに、我が国と東アジ

アに貢献する地域として新たな施策の展開に取り組ん

でまいる所存でございます。

　次に、新たな沖縄振興の中で、離島振興の取り組み

についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県は、広大な海域に39の有人離島が点在し、人

口1000人未満の小規模離島が多いことが特徴でありま

す。また、遠隔性そして散在性、狭小性などの条件不

利性からさまざまな課題を抱えております。その一方

で、沖縄県の離島地域は、排他的経済水域の保全など

国家的利益の確保に重要な役割を果たしているほか、

多様で美しい自然環境や独自の伝統文化は沖縄観光の

大きな魅力でもあります。

　このため、私は、「離島の発展なくして沖縄の発展

はない」と考えており、新たな計画におきましては離

島が果たす役割を評価し、県民全体で離島を支える仕

組みを構築するとともに、離島の人々が住みなれた島

で安心して暮らし続けることができるよう、いわゆる

定住条件の整備や地域産業の振興など総合的な離島振

興策を盛り込んでまいりたいと考えております。

　同じく離島振興に係る御質問の中で、離島患者等へ

の支援制度についての御質問にお答えいたします。

　沖縄県の離島におきましては、当該地域の医療機能

等から本島の医療機関を受診せざるを得ない患者さん

がおります。

　沖縄県としましては、これらの患者さんに対して本

島への受診にかかる交通費の負担軽減を図るための財

政支援を国に要望しているところであります。

　次に、多良間島旧空港（県管理空港）の払い下げに

係る御質問の中で、旧多良間空港の現状と利用計画に

ついての御質問にお答えいたします。

　旧多良間空港は、平成15年の現空港供用開始に伴い

廃止されておりますが、当該施設につきましては、引

き続き県によって管理を行っております。跡地の利用

につきましては、多良間村が平成22年３月に策定しま

した跡地利用計画に基づき、地域資源でありますヤギ

を活用した事業や太陽光発電の実証実験等に取り組ん

でいると聞いております。

　県といたしましては、多良間村の取り組み状況を踏

まえながら、跡地の有効活用を支援してまいりたいと

考えております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　新たな沖縄振興について

の御質問の中で、関係市町村、県民の参加等の支援体

制についてお答えいたします。

　沖縄県では、去る７月下旬から８月上旬にかけて、

県内各５圏域で各市町村長や職員等を対象に沖縄県が

沖縄振興一括交付金（仮称）の創設を求めるに至った

経緯や市町村との配分方法等について説明を行い理解

と協力を求めてまいりました。その結果、県と市町村

が一体となって沖縄振興一括交付金の創設を求めるこ

とに合意し、去る９月７日に共同声明を発表したとこ

ろであります。また、県職員に対しても、各部局及び

各出先機関を対象に説明会を開催し、沖縄振興一括交

付金（仮称）に係る庁内での認識の共有を図ったとこ

ろであります。

　今後、沖縄県としては、引き続き沖縄振興一括交付

金（仮称）の実現に向け、各市町村と連携し取り組ん

でいきたいと考えております。

　次に、下地島空港及び背後残地の利活用についての

御質問の中で、下地島空港及び周辺公有地の利活用に

ついてお答えいたします。

　下地島空港は、現在、国内のパイロット養成のため

の空港として活用されているところです。

　また、下地島空港周辺公有地の利活用については、

これまで旧伊良部町において国庫補助事業や過疎対策

事業債を活用し、コテージやパブリックゴルフ場、体

験交流施設などの整備が行われてきたところです。一

方、民間事業者等からリゾート開発などの提案があり

ましたが、経済環境の悪化等により実現に至っており

ません。

　同じく下地島空港に関連をしまして、土地利用計画

と地域振興方策についてお答えいたします。

　県では、下地島空港周辺公有地の有効活用を図るた

め、平成元年に下地島土地利用基本計画を策定し、平

成10年には社会情勢の変化等を踏まえ見直しを行った

ところです。同計画では、農業的利用ゾーン、観光リ

ゾートゾーン、スポーツコミュニティーゾーン、国際

都市活用ゾーン、空港及び空港関連ゾーン、緑化関連
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ゾーン、自然環境保全ゾーンの７つに区分し、下地島

における土地利用に当たっての指針を示しておりま

す。

　現在、県は宮古島市の要望を受け、下地島空港周辺

公有地における農業的利活用の推進に向け、市及び県

の関係課で構成する下地島空港残地有効利用連絡会議

で調整を進めているところであります。

　同じく下地島空港に関連をいたしまして、農業的利

活用に向けた土地の払い下げ状況についてお答えいた

します。

　現在、宮古島市においては、下地島空港周辺公有地

の一部を購入し、農業的利活用の先行的実施に向けた

取り組みを進めているところです。市が農業的利活用

を推進していくためには、宮古島農業振興地域整備計

画の変更、農業振興地域の農用地区域の設定などの手

続が必要となります。また、県有地を市に売却するた

めの面積確定等諸条件の整理なども必要です。このた

め、県及び市の関係機関で構成する下地島空港残地有

効利用連絡会議等を通じて市と積極的に連携を図りつ

つ、事業の着実な実施に向け調整を進めているところ

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　エネルギー行政につ

いての御質問の中で、東シナ海天然ガス田の利活用に

ついてお答えいたします。

　外務省の発表によれば、玄葉外務大臣は、平成23年

９月22日に中国の楊外相と会談を行い、平成22年に尖

閣諸島周辺で起きた中国船事故――外務省はこう発表

しておりますが、わかりやすく申し上げますと、いわ

ゆる中国船漁船の領海侵犯事件のことを指していると

思います――の影響により中断している東シナ海ガス

田の共同開発に関する交渉について早期再開を求めた

とのことであります。それに対し、楊外相は「交渉再

開に向けて、事務レベルでの意思疎通を引き続き緊密

に行っていきたい」と発言したとのことであります。

　県といたしましては、引き続き国の動向を注視しつ

つ適切に対応してまいりたいと考えております。

　同じくエネルギー行政の中の、天然ガスの開発・利

用に係る規制緩和や制度設計について答弁いたしま

す。

　鉱業権の許認可について定めた鉱業法につきまして

は、国内における鉱物資源の適正な管理と適切な主体

による合理的な開発の確保を目的として、平成23年７

月にその一部が改正されました。今回の法改正によ

り、石油、天然ガスなどの特定鉱物につきましては、

従来の先願主義を改め、国の管理のもとで指定された

鉱区の候補地において特定鉱物の開発を最も適切に行

うことができる主体を選定し、その者に鉱業権を設定

する手続が創設されました。施行後は、適切な主体に

よる合理的な開発が促進され、鉱物資源の安定供給確

保が図られるものと考えております。

　県といたしましては、天然ガスの開発について国と

の連携を密にしながら、積極的に対応してまいりたい

と考えております。

　同じくエネルギー行政の中で、天然ガス賦存調査の

結果と試掘調査の予定及び利活用計画についてお答え

いたします。２の茨のウとエは関連しますので一括し

てお答えいたします。

　平成23年度において実施している「天然ガス資源緊

急開発調査事業」につきましては、本島中南部及び宮

古島において実施した反射法地震探査により取得した

データの解析を現在進めているところでございます。

　今後は、探査結果を踏まえ、有識者らで構成する

「天然ガス資源有効活用検討委員会」において有効な

利活用方法を検討することとしております。さらに、

民間事業者の参入を促進するため調査結果を広く公表

するとともに、有望な場所については、次年度以降、

具体的に試掘を検討してまいりたい、このように考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　病院事業局長。

　　　〔病院事業局長　伊江朝次君登壇〕

○病院事業局長（伊江朝次君）　離島振興についての

御質問の中で、宮古、八重山の県立病院での高度医療

の現状と今後の対策についてお答えいたします。

　宮古、八重山の県立病院は、地域の中核的な医療機

関として、一般医療を初め救急医療や周産期医療、精

神科医療など地域に不可欠な医療を提供するととも

に、心疾患や脳疾患などの重症患者に対応するため、

専門医の配置、集中治療室、ＣＴ・ＭＲＩなどの高度

医療機器の整備などに努めてきたところであります。

　病院事業局としましては、引き続き離島における県

立病院の機能向上に努めるとともに、放射線治療など

の高度医療については、本島の県立病院及び大学病院

との連携を行っていきたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　離島振興についての御質問

で、島外派遣の実数と補助費等についてお答えいたし
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ます。

　島外派遣につきましては、主催団体による大会数に

違いがあり一概には言えませんが、昨年度、小・中・

高等学校で１回から５回程度の派遣がなされておりま

す。

　派遣費につきましては、高等学校では体育連盟、文

化連盟等を通して補助をしており、小中学校では市町

村やＰＴＡ等からの補助があります。

　なお、保護者の負担につきましては、各学校によっ

て異なっております。

　県教育委員会といたしましては、離島における保護

者の負担軽減が図られるよう、関係機関・団体等の意

見を聞きながら検討してまいりたいと考えておりま

す。

　次に、修学旅行の補助費等についてお答えいたしま

す。

　離島における小中学校の修学旅行は、高度へき地修

学旅行費の補助制度があります。平成22年度、小学校

の修学旅行に要した経費は１人当たり約４万円で、そ

のうち国及び市町村からの補助は約２万3000円、保護

者の負担額は約１万7000円となっております。また、

中学校の修学旅行に要した経費は１人当たり約９万

5000円で、そのうち国及び市町村からの補助は約６万

2000円、保護者の負担額は約３万3000円となっており

ます。

　今後とも地域による格差が生じないよう、十分な財

源措置につきまして国へ働きかけていきたいと考えて

おります。

　次に、航空運賃割引等についてお答えいたします。

　離島児童生徒の派遣等に伴う航空運賃割引につきま

しては、各関係団体を通して航空会社へ要望している

ところであります。また、新たな計画での制度提言の

中で、部活動等における派遣費や修学旅行費に係る航

空運賃の負担軽減について国へ要望しているところで

あります。

　次に、支援センターの設置等についてお答えいたし

ます。

　新たな計画での制度提言の中で、寄宿舎と宿泊施設

等を備えた複合施設である「離島・へき地支援のため

の離島児童・生徒支援センター（仮称）」の設置を国

へ要望しており、その実現に向けて国と調整を進めて

いるところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　多良間島旧空港の払

い下げについての御質問の中で、旧多良間空港の処理

方針とスケジュールについてお答えいたします。

　旧多良間空港跡地については、多良間村の事業に支

障となる滑走路のアスファルト撤去等を今年度中に実

施することとしております。

　県としましては、今後の事業の進瀧状況を踏まえな

がら、村による跡地の利活用を支援してまいります。

　次に、下地島空港及び背後残地の利活用についての

御質問の中で、下地島空港の訓練実績等と今後の見通

し及び課題についてお答えいたします。

　下地島空港におけるパイロットの訓練回数は、平成

４年度の約２万9000回をピークに、年平均約１万6000

回の利用があり、養成パイロット数は、昭和54年度の

供用開始から平成22年度まで、延べ１万6000人に達し

ております。

　下地島空港に関係する財政収入につきましては、航

空機燃料譲与税が国から宮古島市へ譲与されておりま

すが、旧伊良部町への譲与額は、平成４年度の約１億

3000万円をピークに、宮古島市へ合併するまでの間は

年平均約8000万円となっております。また、平成17年

の合併後、平成22年度までは宮古空港分と合わせて譲

与されており、その額は年平均約9000万円となってお

ります。

　パイロット訓練場としての下地島空港を取り巻く環

境は、訓練のシミュレーション化等によって大きく変

化し、また、日本航空の経営再建による訓練中断に伴

い、航空機燃料譲与税等の関連収入が減少することな

どが課題となっております。

　同じくＪＡＬが撤退した場合の課題と県の対応につ

いてお答えいたします。

　日本航空が実機訓練を中断したことにより、平成22

年度の訓練回数は、前年度の約１万9000回と比べて

37％減の約１万2000回に減少しており、このことに

よって国から県及び宮古島市へ譲与される航空機燃料

譲与税の減少や訓練に関連する雇用への影響などが懸

念されます。

　県としましては、訓練空港としての活用とあわせて

伊良部大橋供用後の下地島空港の新たな利活用につい

て検討する必要があると考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　病害虫及び有害鳥獣

対策の中で、アフリカシロナヨトウ、ナスミバエ、

バッタ等の対策と支援についてお答えします。

　県では、病害虫発生予察情報に基づき病害虫防除技
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術情報等を発信するとともに、防除講習会等を開催

し、防除指導を行っているところであります。

　アフリカシロナヨトウについては、平成22年度か

ら、牧草地等の異常発生を把握するためにフェロモン

トラップ調査を実施しており、多発傾向が認められた

場合は、関係機関と連携し防除対策を実施することと

しております。

　ナスミバエにつきましては、重要病害虫特別防除対

策事業により、果実調査による発生状況の把握と圃場

周辺のベイト剤散布による被害軽減に努めるととも

に、未発生地域である宮古・八重山地域や沖縄本島周

辺離島への侵入警戒調査を実施しているところであり

ます。なお、与那国町においては、これまでナスミバ

エが発生しておりましたが、不妊虫放飼法による防除

対策により去る８月に根絶したところでございます。

　バッタ類につきましては、宮古島市下地島で異常発

生が確認され、関係機関によるさとうきびの一斉防除

と幼虫の発生源であるイネ科雑草の防除徹底を行い、

現在ほぼ終息している状況にあります。

　今後とも、県といたしましては、関係機関と連携

し、病害虫発生の早期発見に努めるとともに、適期防

除の指導や病害虫異常発生対策事業等により緊急的な

防除を行ってまいります。

　次に、キジ、クジャクの被害状況と対策についてお

答えします。

　キジ及びクジャクによる農作物被害は、平成21年度

の調査によると、キジについては、石垣市ほか３村か

ら、クジャクについては宮古島市、石垣市から被害の

報告があります。主な被害はカボチャ等の野菜類や水

稲で、被害面積は3.6ヘクタール、被害金額は820万円

となっております。

　県といたしましては、鳥獣被害防止対策を講じるた

め、関係団体で構成する野生鳥獣被害対策協議会を設

置し、鳥獣被害防止対策事業等を推進しているところ

であります。具体的には、市町村が国の財政支援を受

けられるよう、被害防止計画の作成に必要な情報の提

供や助言、捕獲箱や防鳥ネットの設置、捕獲箱の開

発、銃器による捕獲、侵入防止さく等の設置費用の補

助などの支援を行っているところであります。

　次に、下地島空港及び背後残地の利活用についての

中で、農業活用ゾーンにおける農業基盤整備について

お答えします。

　下地島空港周辺公有地における農業的利活用につい

ては、農業基盤整備の実施に当たって、宮古島農業振

興地域整備計画の変更や農業振興地域の農用地区域の

設定などの手続が必要となります。

　県といたしましては、農用地区域の設定等の手続等

を踏まえ、同地区の農業基盤整備の導入や国営事業へ

の編入も含め、国・宮古島市等関係機関と連携しなが

ら調整してまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　下地島空港及び背後残

地の利活用についての御質問の中で、下地島の国際災

害援助拠点としての活用計画とその効果等についてお

答えいたします。

　県におきましては、新たな沖縄振興計画に盛り込む

制度要望として、国際緊急援助隊や援助物資の備蓄基

地などを誘致し、県内に災害援助拠点を形成できない

か検討しているところであります。その内容につきま

しては、場所も含め、現在、調査研究を行っていると

ころであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後２時52分休憩

　　　午後２時52分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　まず教育長にちょっと確認をした

いんですが、児童生徒の支援センター、これはこれま

でも離島市町村会から非常に重要な案件として上がっ

てきていたと思うんです。26年で実施設計、27年度で

事業という答弁もあったと思うんですが、これまでの

過程で現行の制度でその複合的な拠点、寮を初め宿泊

所、親御さんの泊まるようなこと等の複合的な施設に

関して、多分いろんな面で補助率の話、用地買収の

話、それから複合的な事業として仕組めない苦労をし

てきたと思うんですけれども、この辺が本当に具体的

に27年度に向けてどのような詰めをしているか、

ちょっと教えてください。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　今回の新たな制度要望とし

て出しております、本当に夢と希望のあるような施設

の要望なんですけれども、これまでもさまざまな団体

のほうからも要望があったことは聞いております。

我々は、やはりこのセンターとしての大きな制度の意

義があるでしょうから、それをしっかりと関係団体と

調整しながらここまで要望してきているわけです。で

すから、先ほどから知事や企画部長もお答えしていま

すけれども、確かにさまざまなバリアはあるような気

がいたしますけれども、引き続き調整しながら取り組
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んでいきたいと、そういう思いでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　この問題で、多分離島市町村会等

から出たのは、離島会館だとか、離島総合センターな

んです。すなわち、児童生徒だけじゃなくして、派遣

費も含めて親御さんも含めて、時としては冠婚葬祭、

医療・福祉等も含めた、そういう離島の負担が大きい

という現実に対して、離島を何とか救済してもらうの

はこの離島総合センターなんだというトータルで要望

が上がっているんです。その中で、まずは子供さん方

の就業費、それのコストを下げるのには、これから先

行してお願いしますというような話等が、やれる分か

らやってくれという話で、これが今、児童生徒の支援

センターという話と切り離した形で動いていると思う

んですよ。まさに現行の制度でやろうとすると用地買

収から施設をつくるのにも３分の２の補助、それから

地域を含めたような、そういう複合的な施設が縦割り

なもので、今の事業制度に合わないというようなこと

で多分延び延びとなってきた。私は、まさにこれこそ

一括交付金で整理されるべき重要な案件だと思ってい

るんですが、総務部長か企画部長、今までの経緯を含

めて、その辺の課題等をちょっと整理をしてみてくれ

ませんか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　教育委員会から要望が出

された離島の児童生徒を中心とした宿泊施設、複合施

設として出てきたわけですけれども、これは、実は12

月26日に国のほうに要望した52の制度要望の中の一つ

でございました。その後、実はこの制度要望は税制、

それから規制緩和、それから財政措置とかいろんなも

のが含まれておりまして、整理整頓をしまして、現

在、そのうちの約二十七、八は、いわゆる一括交付金

ができれば事業化できるだろうという形で整理をして

おります。それは、例えば離島の住民の移動交付金だ

とか、そういうものはまさに財政措置ですから。今般

の離島複合施設も、いわゆる通常の制度ではできない

というふうなことで、もし一括交付金がその制度とし

てできればできるだろうということで整理をしており

ます。そういう意味では、県として、これは次の新た

な沖縄振興計画の中でも進めていくという、やるとい

う意思決定をしている一つの方向でございますので、

やる方向では間違いないと思います。ただ、手法とし

て、内閣府が出している次年度の概算要求にのってい

ないからやらないという話ではなくて、また一括交付

金という制度ができれば、その中で検討できるものと

いうふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　せっかくですから、あわせまして

もう１点だけちょっと確認をさせておいてもらいたい

んですが、実は離島におりますと、がんの人でも放射

線治療を受けに行くのに飛行機賃も大変だ。仕事もな

いけれども、もう大変だから治療で那覇に行くのはや

めようやというような非常に大きな課題を抱えており

ます。近々、がん条例の話も議論をされているんです

が、やはり家族ともども行って、病院で宿泊するわけ

にもいきませんし、ホテルを借りて患者に付き添いな

がら、この治療をあきらめようと、在宅でいこうみた

いなそういう話等もありまして、離島においては、命

に係る医療・介護の話、福祉の話、それから今言って

いるのは教育の話、それから冠婚葬祭の話、そういう

もろもろが、今、縦割りの制度でそういうような施設

ができなかったということにおいて、私は、まさに知

事がおっしゃる今度の使い勝手のいい一括交付金、こ

れが実現できれば、その辺の問題を整理してトータル

としての離島振興に寄与する総合施設というものが、

離島振興にとってはぜひ重要じゃないかというふうに

思います。知事、その辺の前向きな回答をぜひよろし

くお願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今おっしゃるようなケース

が一番わかりやすい典型的な例で、我々が一括交付金

というのをしっかりやっていこうと、40年間、これま

での高率補助という仕組みの中で、県が原案をつくっ

て、その計画を国の計画にして、それに沿ってやると

いうことではなくて、県自身の計画に――県自身の計

画というのは無論市町村も全部含めての意味ですから

――そういうものをみずからがやっていけるような国

のお金の仕組みができないかということがずっと懸案

だったんですが、これは自由民主党さんでは調整費と

いうのがほとんどそれに近い感じがありますし、それ

から民主党さんが2009年、2010年とずっと連続して一

括交付金というのは、やっぱりひもつき補助金を使い

勝手のいいものに変えよう、地域主権ということで移

そうということで、民主党さんの県連も入ってまとめ

ていただいた方向というのはほとんど私どもが考えて

いたのに近いと思うんです。ですから、ぜひ議員の自

由民主党さんも、それから民主党さんも、それから公

明党さんも大体似たようなまとめ方をしておられまし

た。ですから、ぜひ県議会の各政党の皆さんが頑張っ

て、今必要性のある国のお金の使い方の仕組みを、40

年たって50年目に向かう中で、我々も一生懸命その実

現に取り組んでいきたいと思いますし、ぜひ議員、そ
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して各党・会派の皆さんのお力が必要だと思いますの

でよろしくお願いいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　離島の方々、今の発言を聞いて泣

いて喜ぶというふうに思いますが、もう１点、ちょっ

と確認をさせてもらいたい案件で、離島住民の移動交

通費等低コストの話が出ておりますが、ほぼ半額とい

うように新聞に出ておりますが、そのおおむねの仕組

みについて教えていただけますか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員が御質問されてい

るのは、恐らく今回の24年度概算要求で内閣府が出し

た離島住民の移動コストの低減だと思うんですけれど

も、実は県が制度要望として出したものにつきまして

は、これは離島住民の船舶、それから航空を含めて、

国鉄運賃並みの単価で移動できるような仕組みを構築

しようというふうなことで今検討しています。それを

一括交付金でやろうとしたわけですけれども、それに

先だって、実は一昨年から実験事業として高校や病院

のない小規模離島についてはその事業をやっておりま

した。それは３割引きというふうなことだったわけで

すけれども、今般、内閣府は、従来の補助事業、それ

ぞれの補助事業であれば、宮古、石垣を除く小規模離

島については、船舶、それから飛行機を含めて５割引

きというふうな事業をつくりたいということで出して

きているということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　今の案件と加えまして、少しこの

航空運賃の低コスト化とあわせまして、離島において

は航空貨物の割高さというのはもう大変なものでござ

いまして、那覇―東京よりも離島―那覇間が高いんで

すよ。そういうちょっと不条理な部分がありますの

で、この航空運賃の助成の仕方の仕組みづくりでもっ

て人だけではなくして、同じ飛行機が動くのに対する

助成であれば、航空貨物にも当然のことながら低コス

ト化が図れるというような仕組みが手つかずであった

というふうに私は思うんですよ。だから、そういう面

では航空貨物に対するのと同じように目を向ければ、

今の離島の積み残しというような問題、そういうもの

等が解決する可能性がある。そういう意味では、その

航空貨物も含めた離島の交通費、航空物流コストの低

コスト化というものを頭に入れておかなければ、

ちょっと配慮に欠けるんじゃないか。産業振興の基本

である物が動くという部分がハブ貨物空港とつなぐ将

来について、ちょっと配慮に欠けるんじゃないかと思

うんですが、その辺について見解を聞かせてくださ

い。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　先ほど答弁させていただ

いたのは、人の移動に関するものの制度ということ

で、今要望しているところでございます。次の沖縄振

興の中で非常に大きなテーマというのは、やはり離

島・島嶼にいる我々にとって物流、それから人の移動

コストの低減をいかに図るか、そこは大きなテーマと

して入れてございます。そこは今般のこの移動交付金

というふうなものの中に入ってございませんけれど

も、また別途、このことについてもテーマとして取り

組んでいきたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　ぜひこの辺はしっかりとアプロー

チをしていただきたいなと思いまして、次、下地島空

港の活用についてちょっと伺いますが、答弁を聞いて

いて、私、ちょっと情けないのかなという思い、それ

から極めて誠意がないなという思いをしております。

　まず早速ですけれども、下地島空港、ＪＡＬが５月

で撤退しました。多分に下地島県管理空港は、６億円

から７億円の経費があって、それは県が管理している

と思うんですが、ＪＡＬとＡＮＡ、それからＪＴＡを

含めての応分の負担があったはずなんだけれども、こ

の部分が答弁の中で触れられておりません。ＪＡＬが

撤退した後の空港の管理というのはどうするのか、そ

の穴埋めはどうするのか、その辺ちょっとお聞かせく

ださい。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　下地島空港の年間維

持経費については、覚書に基づいて航空会社が負担す

ることになっており、今年度は引き続きＡＮＡ、ＪＡ

Ｌを含む航空会社が負担することになっております。

しかしながら、昨年５月からＪＡＬの訓練が中断して

おりまして、ＪＡＬからは当面大規模な訓練のニーズ

がないということで、平成24年度以降の経費の負担に

ついて、いろいろ見直しも含めて検討をしていきたい

ということで県に申し入れがあります。それを受け

て、県としては、現在、ＪＡＬ、ＡＮＡの３者で適正

な費用負担のあり方について協議を行っているところ

でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　ＪＡＬが撤退したときの負担額と

いうのは幾らになりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　現在、ＪＡＬとＡＮ

Ａで経費を約５億円負担しておりますので、この計算
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どおりでいくと2.5億円の額になる予定です。ただ

し、現在調整をしていますので、あくまでもこれはＪ

ＡＬが完全に撤退した場合ということで、覚書でいろ

いろ調整しておりますので、それは現在協議している

ところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　非常に甘いなという思いがしてお

りまして、約７億円弱かかるのに、ＪＡＬがほとんど

出していたんですよね。それが撤退しまして５億円が

入りません。現実にＪＡＬさんだって会社更生がか

かっていますので、それはどうなるか、５億円を県か

ら持ち出すんですか、どうなんですか。

○土木建築部長（当間清勝君）　休憩お願いします。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時９分休憩

　　　午後３時９分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　与世田副知事。

○副知事（与世田兼稔君）　今のＪＡＬの問題に関し

ては、空港を設置する段階からいろんな経緯がござい

まして、少なくとも沖縄県を赤字にさせないと、こう

いうような中身で、当時でいうと沖縄はＪＡＬ、ＡＮ

Ａ、東亜国内航空の３社が全運営費を持つと、こうい

う形で来ております。

　しかしながら、今回、ＪＡＬの会社更生法の関係の

中で、撤退するという意見が表明されておりますけれ

ども、過去の歴史的な事実――相当時間は経過はして

いるんですけれども――果たしてＪＡＬが会社更生に

なったという今の状況だけから、期限の定めのない契

約ということで、いわば相当期間としての１年間の猶

予で通告をして契約の解消ができるかどうかというこ

とについてはちょっと疑問を感じておりまして、現

在、この問題については、ある法律事務所に意見をい

ただいて、回答を得ているところでございます。

　そういう中では、まだ相当期間についてはＪＡＬの

ほうでも利用いただける必要性があるんじゃないです

かと。もしさもなくば、それに相当する、見合う期間

の損害賠償と、こういうようなものも請求できる法的

余地があるんじゃないのかなと、このようなことも考

えながら、県としては、ＪＡＬとの交渉等も含めて進

めていきたいと、こういうふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　そもそも下地島空港の開港に至る

経緯というのは読めば読むほど大変なんですが、当時

の運輸省とＪＡＬで、しっかりと沖縄にパイロット訓

練場をつくらせてくれということで、第二のハワイだ

といって住民はみんな夢を持ってこたえました。しか

しながら、このようなざまです。もうＪＡＬの管理事

務所にいないんですよ。

　私は、この忘れ去られた下地島空港1000ヘクタール

は、運輸省（現国土交通省）、県が責任を持って振興

を図るべきだというふうに私は思っておりまして、こ

れは国の責任は重いし、また県も管理を受けた以上

は、ここのありようというものにはしっかりと取り組

まなければならないと思うんです。知事、いかがで

しょう。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時12分休憩

　　　午後３時13分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　下地島空港は、平成25年

から伊良部架橋も完成をして、ますますその利用価値

が高まっているというふうな期待がかかっているわけ

でございますけれども、実は、空港及び残地の活用に

ついて、これは議員も御承知だと思いますけれども、

平成20年、宮古島市が「下地島空港等利活用計画書」

を策定をしております。実は、これに基づいて県は、

県の関係課と宮古島市との間で４つの専門部会をつ

くっておりまして……

○座喜味　一幸君　簡潔明瞭にお願いします、簡潔明

瞭に。

○企画部長（川上好久君）　現在、具体的に農業的利

用をするということで、35ヘクタールから80ヘクター

ルに農業的活用の面積をふやすということで具体的に

調整をしております。

○議長（髙嶺善伸君）　座喜味一幸君。

○座喜味　一幸君　わかりました。

　ちょっと１点、知事公室長、21世紀ビジョンで言う

国際貢献の中で災害拠点、県のいう国際緊急災害拠点

の構成・利活用、私は、これはＰＫＯ法に基づくもの

じゃなくして、ＪＤＲ法に基づく国際緊急援助隊だと

理解しておりますが、具体的な考え、私はこのほうに

近い考えじゃないかと思っておりますが、見解を伺い

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　おっしゃるように、国

際緊急援助隊というのも視野に入っております。いず

れにしましても、これは、我が国の国際貢献の具体的

な場所として本県の地理的な優位性を活用していただ

くということでございまして、そういったものも含め

て検討をしているところでございます。
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○座喜味　一幸君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

　　　〔嶺井　光君登壇〕

○嶺井　　光君　こんにちは。

　南城市の嶺井光でございます。

　２週間前の日曜日に南城市の青年連合会による青年

芸能フェスタがありました。地域の伝統芸能、そして

またエイサーが演じられておりました。この時期とい

うのは各地域においていろんな秋祭り、伝統芸能が演

じられております。

　８月18日には南米視察研修の一員として参加をさせ

ていただきました。アルゼンチンとペルーに行ったん

ですけれども、そこでもやっぱりウチナーの伝統芸能

が盛んに行われておりました。空手であり、琉球舞

踊、エイサー等々、今月中旬から「世界のウチナーン

チュ大会」が行われます。そこでも活発に県内の演技

者、そしてまた海外のウチナーンチュも大いに躍動を

するだろうと期待をしております。

　南米では、一世の皆さんが大変な御苦労の上でも頑

張ってきたなという印象を受けました。日系人の７割

がウチナーンチュであるということを言っておりまし

た。ペルー、アルゼンチンの大使館においてもこの沖

縄の方々が頑張ってきたおかげで、そしてそれぞれの

国で信用を得たおかげで、日系の皆さんが大変高く評

価されているということをおっしゃっておりました。

何はともあれ、一世の皆さんが子弟教育に大変頑張っ

たなということをつくづく感じてきました。国際化の

時代、あるいはまた私も人づくりを基本に、つまり人

材育成をテーマに活動している手前、大変勉強になっ

てきました。ワッターウチナー、この母県でもしっか

り人材育成に頑張るべきだなというふうに思っており

ます。

　それでは通告の質問に入ってまいります。

　まず、１、多様な人材の育成と文化の振興につい

て。

　茨、学校教育の充実について。

　ア、政府は学級編制の基準である標準法を小学校２

年生まで、さらには全学年を段階的に35人学級とする

ようであります。教室の確保など本県における課題と

対応について伺います。

　芋、教育行政体制の充実について。

　イ、教育事務所の見直しについては、「新沖縄県行

財政改革プラン」のもと、島尻教育事務所を廃止し那

覇教育事務所へ統合するとしております。学校教育は

人格形成の基礎を培う重要な時期であり、教職員の資

質向上、研修、指導体制の充実を図ることは行政の責

務であります。そのことが行財政改革の犠牲になるこ

とは将来に禍根を残すことになります。本県が真に自

立を目指すなら優秀な人材をはぐくむことこそ重要な

政策だと思います。島尻教育事務所を存続し充実強化

を図るべきであります。見解を伺います。

　鰯、教職員の専門性について、以下伺います。

　ア、南風原高校などの郷土芸能コースの教科担任教

師の実態について。

　イ、県立芸大の履修は、教員の専門教科資格にどう

生かされているか。

　ウ、図書館司書は、専門職として学力向上に一翼を

担っております。採用職種を「図書館司書」として位

置づけるべきであると考えるが、知事の見解を伺いま

す。

　允、「青少年の家」の指定管理について。

　ア、石川少年の家、玉城少年の家は施設の老朽化が

進んでおります。施設の維持補修に対し、県はどのよ

うに対策をするか伺います。

　イは取り下げます。

　大きな２番、経済の振興について。

　茨、農林水産業の振興について、次の点を伺いま

す。

　ア、農業用水確保の施策として既存ダムの有効利用

を図るべきであります。大城ダムなど県の農業かんが

い用水施策について伺います。

　イ、遺伝子組み換えパパイヤ、台農５号伐倒による

農家補償について。

　ウ、食肉価格安定基金105億円の畜産振興への活用

について。

　オ、モズクの消費拡大策として、海外展開、全国展

開について伺います。

　芋、エネルギー政策について。

　東日本大震災による福島第一原発事故以来、全国的

に新エネルギーヘの関心が高まっており、本県も例外

ではありません。県は既に太陽光発電への支援制度を

始めており、今後、新エネルギーヘの移行はますます

高まっていくものと考えます。化石燃料や石油依存は

いずれ限界があることを考えれば再生可能エネルギー

を見出さなければなりません。

　そこで伺います。

　ア、沖縄の特性を生かす太陽光等、自然エネルギー

ヘの移行について見解を伺います。

　イ、一般家庭への普及は経済支援が必要だが実態を

伺います。

　ウ、電力買い取りについて、期間、年限などの実態

を伺います。
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　エ、唯一原発のない本県を「自然エネルギー特区」

にする考えはないか伺います。

　オ、本県中南部、宮古島で実施した天然ガス埋蔵調

査の成果を伺います。

　３番、福祉・医療政策について。

　茨、子育て支援について。

　ア、本県を「少子化対策立県（仮称）」宣言等によ

り、全国のモデル地区として市町村や企業と連携して

子育て環境の改善に取り組むことを提言し、見解を伺

います。

　イ、子育て新システムでは、保護者が保育園を直接

探すなど保護者に負担がかかり過ぎることが懸念され

ております。課題と対応を伺います。

　ウ、幼保一元化について、所管省庁など具体的な仕

組みはどうなるか。設置者である市町村等の課題は何

か、対応を伺います。

　芋、医療事業税の非課税措置等存続について。

　病院の社会保険診療は、公共性、非営利性を有し、

診療報酬は極めて低廉な公定価格として国が定めてお

ります。さらに、医師は自治体が行うべき学校保健、

予防接種、住民検診など地域保険サービスを代行して

おります。このような中、地方財政の事情を踏まえて

地方税制度の議論があります。今年度は地域医療の崩

壊を防ぐため特例措置存続となりましたが、引き続き

議論し結論を得ることとしております。国民の健康、

命を守る医療は、十分な経営環境があって成り立つも

のであり、特例措置は存続すべきであります。

　ア、社会保険診療報酬にかかわる事業税非課税措置

及び医療法人の自由診療分に対する事業税軽減税率の

存続について、見通しと県の取り組みを伺います。

　４、土木行政について。

　茨、中城湾港馬天北地区高潮対策事業で実施した護

岸を台風のたびに越波する状況について県の対応を伺

います。

　芋、県道17号線の整備について県の取り組みを伺い

ます。

　鰯、入札制度の改善について。

　ア、最低制限価格の設定を下限規定とすることにつ

いて、知事の所見を伺います。

　允、大里地区嶺井団地の改築について県の取り組み

状況を伺います。

　５、我が会派の代表質問との関連について。

　佐喜真議員の代表質問、小中学校生の学力向上に関

連して教育環境の整備について伺います。

　本県においては、小中学校の学級編制基準を見直し

て、普通学級の小学校２年生まで30人学級による少人

数学級の導入で学力向上が図られております。ところ

が、特別支援学級については、新たに設置をする場合

の学級編制基準が現在５人のままとなっております。

私は、これまでも2006年、2009年にも特別支援教育の

充実を取り上げてきました。特別支援学級においても

設置基準を見直して充実を図るべきだと考えますが取

り組みを伺います。

　質問を漏らしております。

　経済の振興についての中で、エ、モズクの成分分

析、効能について県の取り組みを伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後３時26分休憩

　　　午後３時27分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　ただいまの嶺井光君の質問及び質疑に対する答弁

は、時間の都合上休憩後に回したいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後３時27分休憩

　　　午後３時51分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　休憩前の嶺井光君の質問及び質疑に対する答弁を願

います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　嶺井光議員の御質問に答弁

いたします。

　まず第１に、経済の振興についての中で、食肉価格

安定基金の畜産振興への活用についての御質問にお答

えいたします。

　食肉価格安定基金は、平成２年度に牛肉輸入自由化

対策として、財団法人沖縄県畜産振興基金公社に105

億円を造成し、その運用益によりまして畜産の振興を

図ってまいりました。この基金は、沖縄県の食肉生産

基盤を全国並みに引き上げるため、平成23年度から27

年度までの５年間で全額取り崩して活用することが国

に認められております。

　この基金の活用内容といたしましては、第１に、食

肉の効率的な出荷や衛生管理の向上のための部分肉処

理施設の整備、そして第２に、牛用の配合飼料コスト

低減のための専用飼料製造施設の整備、そして第３

に、肉豚の生産性向上のためのウインドレス豚舎の整

備、第４に、離島における食肉センターの整備、第５

に、優良種畜の導入や県産食肉の需要開拓などの事業

を予定いたしております。

　沖縄県といたしましては、市町村や地元の意向を踏

まえ、この基金事業が効果的に実施されるよう取り組
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んでまいる所存でございます。

　次に、同じく経済の振興に係る御質問の中で、海

外、全国でのモズクの消費拡大についての御質問にお

答えいたします。

　沖縄県では、モズクの消費拡大を図るため、「沖縄

県もずく養殖業振興協議会」などと連携をし、販売促

進活動に取り組んでいるところでございます。海外で

の取り組みといたしましては、台湾、香港などのアン

テナショップにおけるモズク商品の販売や、大手量販

店で開催されます「沖縄フェア」におきまして、試食

販売などの販促活動を実施いたしております。国内で

の取り組みといたしましては、新品種の開発及び商品

化の推進や、銀座わしたショップなどにおける「生モ

ズク」の販促活動を展開し、消費拡大に取り組んでお

ります。これらの取り組みに加えまして、平成23年度

は、首都圏におけるいわばトップセールスや商談会な

どプロモーション活動を推進いたしているところでご

ざいます。

　同じく経済の振興の御質問の中で、沖縄の特性を生

かした自然エネルギーへの移行についての御質問にお

答えいたします。

　沖縄県におきましては、太陽光、風力、そして太陽

熱、海洋温度差発電など、さまざまな自然エネルギー

が豊富にあると考えております。現在は、沖縄電力と

連係をし大規模な風力及び太陽光発電の効率的な電力

系統接続の実証事業や、導入コストの低減化に取り組

んでいるところでございます。今後は、風力及び太陽

光発電の普及促進に加え、有望とされる海洋温度差発

電の海洋エネルギーの活用につきましても、国等と連

係をして実現に向けて取り組んでまいりたいと考えて

おります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　多様な人材の育成と文化の

振興についての御質問で、少人数学級の課題と対応に

ついてお答えいたします。

　文部科学省においては、学級編制の標準を改定し、

小学校２年生以降についても35人学級の制度化を検討

していると聞いております。少人数学級につきまして

は、現在、小学校１・２年生で加配定数を活用し30人

学級を実施しております。今後につきましては、市町

村教育委員会の意向、国の動向や全国の実施状況等を

踏まえ研究してまいりたいと考えております。

　次に、那覇・島尻の教育事務所の統合についてお答

えいたします。

　両教育事務所の統合につきましては、関係市町村と

の理解が十分に得られていないことから、平成24年度

の統合は実施しないことといたしました。県教育委員

会としましては、今後とも市町村と十分な意見交換を

行い、教育事務所のあり方について研究をしてまいり

たいと考えております。

　次に、郷土文化コースの担当教諭についてお答えい

たします。

　南風原高等学校の「郷土文化コース」では、専門的

な科目として「郷土の音楽」、「琉球舞踊」、「古武

術」が設置されており、実技を通じて郷土文化の継

承・発展に寄与する生徒の育成を図っております。担

当教諭につきましては、技能や資格を有する教師を配

置しており、その内訳は、「郷土の音楽」と「琉球舞

踊」に２名、「古武術」に１名であります。

　次に、学校図書館担当事務職員の採用職種について

お答えいたします。

　学校図書館につきましては、その専門的職務を担当

させるため、司書教諭が配置されており、学校図書館

担当事務職員と連携して学校図書館活動の充実に取り

組んでいるところであります。学校図書館担当事務職

員につきましては、今年度より試験を実施し、図書館

司書の資格を有する者を採用することとしておりま

す。県教育委員会としましては、今後とも、学校図書

館活動のさらなる充実に努めていきたいと考えており

ます。　

　次に、青少年の家の整備についてお答えいたしま

す。

　石川青少年の家、玉城青少年の家は、建築されてか

らそれぞれ37年、31年が経過しております。これらの

施設の整備は、安全性・緊急性を要する箇所につきま

しては、適宜、修繕を行ってきたところであります。

県教育委員会としましては、施設整備が進められるよ

う、関係部局等と調整を行い、計画的な整備に努めて

まいります。

　次に、我が会派の代表質問との関連についての御質

問で、特別支援学級の設置基準についてお答えいたし

ます。

　県教育委員会としましては、保護者のニーズ、児童

生徒の学び合いや集団活動による社会的自立などの教

育的観点等を踏まえ、新たに設置する場合の基準を従

来の５人から３人に改正し、平成24年度から実施する

予定であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。
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　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　多様な人材

の育成と文化の振興についての中の、県立芸術大学の

教職課程の履修についてとの質問にお答えいたしま

す。

　県立芸術大学は美術工芸学部、音楽学部を開設して

おり、美術、音楽に関する中学校及び高等学校教諭１

種免許状を取得することができます。本学は芸術分野

の総合大学として、専門体系的な教育研究を通じ、高

度な知識や技術を備えた人材を育成しております。こ

のことから、教員としてより専門性を発揮できるもの

と考えております。

　なお、第１期卒業生が出ました平成元年度から昨年

（22年度）までの教育実習の履修者が1051名、また、

教員への道へ進んだ者は――沖縄県内のみ、かつ把握

している人数でございますが――67名とのことだそう

であります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　経済の振興について

の中で、既存ダムを活用した農業用水源の確保につい

てお答えいたします。

　沖縄本島南部地域における大城ダム、仲程ダム、南

風原ダムについては、仲程地区などで約140ヘクター

ルの農地を対象に農業用水源として利用されておりま

す。大城ダムは、老朽化によるため池施設の決壊を未

然に防止する観点から、平成19年度に県営ため池等整

備事業を導入し、改修を進めており、平成24年度に完

成する予定であります。なお、大城ダムと関連した管

水路整備や、周辺の環境整備につきましては、本事業

も含めて事業実施できるよう、国と調整していきたい

と考えております。

　次に、台農５号の伐採による農家補償についてお答

えいたします。

　国は、「カルタヘナ法」に基づく未承認遺伝子組み

換えパパイヤの伐採処分に伴う損失については、補償

の規定はないとの説明をしております。しかしなが

ら、生産農家からは、平成15年に同法が制定されてか

ら約８年の間、遺伝子組み換えパパイヤの検査方法が

確立されていないことから、国内侵入防止対策の強化

や伐採に伴う補償を求める意見があります。このた

め、県は、５月と６月に農林水産省や関係省庁等に対

し、早急な原因究明、検査技術の確立と技術移転、国

内侵入防止対策の強化、伐採処理に伴う補償など「カ

ルタヘナ法」の運用の見直しを含め抜本的な対策を講

じるよう国に強く要請したところであります。

　県としては、パパイヤの生産振興と風評防止を図る

観点から、緊急的に伐採作業と苗の配布など、関係機

関等と連携してパパイヤ生産農家の経営安定に取り組

んでいるところであります。今後とも遺伝子組み換え

パパイヤにつきましては、国の動向を注視しながら関

係機関・団体等と連携し、適切に対応してまいりま

す。

　次に、モズクの成分分析、効能に対する取り組みに

ついてお答えします。

　モズクには、機能性成分として、フコイダンやフコ

キサンチンなどが含有されております。フコイダンの

効能につきましては、胃腸の不快症状の改善作用など

があり、試験管レベルでは、抗がん作用やピロリ菌へ

の阻害作用なども報告されております。フコイダンを

含む健康食品としては、清涼飲料水やサプリメントな

どが既に県内外の企業により製品化されております。

フコキサンチンにつきましては、内臓脂肪などを低下

させることが確認されており、また、試験管レベルで

は、成人Ｔ細胞白血病に対する予防効果もあるため、

サプリメントへの応用が始まっております。なお、フ

コイダンにつきましては、人への効能以外にも、魚類

の感染症予防に効果があるとの研究報告があり、平成

23年度から「モズク等県産水産物産地加工推進事業」

により、フコイダンを利用した養殖用飼料添加剤の製

品化に取り組んでいるところでございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　商工労働部長。　

　　　〔商工労働部長　平良敏昭君登壇〕

○商工労働部長（平良敏昭君）　経済の振興について

の中の、一般家庭への普及に向けた経済支援の実態に

ついてお答えいたします。

　県内における住宅への太陽光発電導入状況は、平成

23年７月時点で8901件となっております。沖縄県で

は、太陽光発電の住宅への普及促進を図るため、平成

21年度より設置費用への支援を行っておりますが、自

然エネルギーのさらなる普及促進を図るべく、支援制

度の拡充強化を検討してまいります。

　同じく経済振興の中の、電力買い取りの期間、年限

などについてお答えいたします。

　住宅等に設置される太陽光発電からの余剰電力につ

きましては、平成21年に買い取り制度がスタートして

おり、新設から10年間、固定価格での買い取りが行わ

れております。また、大規模太陽光発電や風力発電等

につきましては、本年８月に「電気事業者による再生

可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法」の成
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立を受け、来年７月から制度のスタートを目指し、現

在国において買い取りの対象となる設備、買い取り価

格、買い取り期間等の検討が進められております。

　続きまして、本県を「自然エネルギー特区」にする

ことについてお答えいたします。

　沖縄県は、エネルギーを化石燃料に大きく依存して

おり、石油価格上昇が見込まれる中、エネルギー源の

多様化を図るとともに、新エネルギーの導入促進は極

めて重要な課題であります。

　御提案の自然エネルギー特区にすることにつきまし

ては、さまざまな角度からの検討が必要と考えます

が、次の新たな沖縄振興計画におきまして、沖縄県で

は全県を特区として例えば自然エネルギーについても

グリーン投資税額控除等の新エネルギーの導入に関す

る支援制度を要望しているところであります。県とし

ては、自然エネルギーのモデルを目指して積極的にい

ろんな施策を行ってまいりたいと考えております。

　続きまして、天然ガス埋蔵調査の成果についてお答

えいたします。

　平成23年度において実施している「天然ガス資源緊

急開発調査事業」につきましては、沖縄本島中南部及

び宮古島において実施した反射法地震探査により取得

したデータの解析を行っているところであり、年度内

にはおおむねの結果が出てくるものと考えておりま

す。今後は、調査結果を踏まえ、有識者らで構成する

「天然ガス資源有効活用検討委員会」において、有効

な利活用方法を検討することとしております。さら

に、民間事業者の参入を促進するため、調査結果を広

く公表するとともに、有望な場所については、次年度

以降、具体的に試掘をすべく検討を進めているところ

でございます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　福祉・医療政策につ

いての中の、全国のモデル地区として子育て環境の改

善に取り組むことについての問いにお答えいたしま

す。

　市町村を初め、企業や地域社会を含めた社会全体で

連携し、親子が心身ともに健やかに成長できる子育て

環境づくりに取り組むことは重要なことであると考え

ております。現在、県においては、新たな沖縄振興に

向けての制度提言の中で「新たな子育て支援制度」を

国へ提案しているところであります。同制度について

は、これまで高い効果を上げてきた保育所入所待機児

童対策特別事業基金の継続・拡充や、放課後児童クラ

ブの利用者負担軽減のための施策等を盛り込んだ沖縄

だけに特例的に適用される内容となっております。

　御提言いただきました「少子化対策立県（仮称）」

宣言等につきましては、貴重な御意見として承ってお

きます。

　続きまして、「子ども・子育て新システム」の直接

契約制の課題等についてお答えします。

　国においては、本年７月末に、「子ども・子育て新

システムに関する中間とりまとめ」を少子化社会対策

会議において決定しております。新システムにおける

サービスの利用に関しては、事業者と利用者の間での

直接契約制の導入が検討されておりますが、課題とし

ましては、待機児童が多く入所に空きのない場合にお

ける優先利用の対象となる特別な支援が必要である子

供の入所の取り扱い等が考えられます。そのため、国

においては、市町村が利用調整を行い、利用可能な施

設・事業者をあっせんすることなどを検討するとされ

ております。県としましては、国の検討状況を注視

し、必要に応じて適切な対応をしてまいりたいと考え

ております。

　続きまして、幼保一体化の仕組みと市町村等の課題

等についてお答えします。

　幼保一体化とは、学校教育・保育及び家庭における

養育支援を一体的に提供する「仮称・総合施設」を創

設するなど施設の一体化及び給付システムの一体化を

図るものであります。また、国においては、新システ

ムを一元的に実施する子ども家庭省（仮称）の創設に

向け検討するとしております。新システムの実施主体

である市町村においては、地域における学校教育・保

育や、子供・子育てに係る需要の見込みなどを調査

し、その結果に基づき市町村新システム事業計画（仮

称）を策定することになっております。市町村におけ

る課題としましては、多様な事業者の参入を前提とし

た指定制を導入する場合にあっても、保育の質を確保

することや、新システムの制度運用に必要な財源が確

保されることが必要であると考えております。

　なお、国においては、費用負担のあり方などの課題

については、引き続き検討を進め、地方公共団体とも

協議を行い理解を得るとしております。

　続きまして、社会保険診療報酬にかかわる事業税非

課税措置についてお答えします。

　社会保険診療報酬は、国民皆保険制度と地域医療を

支えるため、全国統一の公定価格としており、公共性

が高いものとされております。そのため、同診療報酬

の事業税については、昭和27年から非課税措置がなさ

れてきたところであります。しかしながら、国におい
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ては、税源の拡充を図るため、同診療報酬の事業税の

非課税措置を見直す方向で検討しており、「平成23年

度税制改正大綱」では、来年１年間真摯に議論し、結

論を得ることとされたところであります。なお、これ

までの厚生労働省の見解においては、「国民に必要な

医療を提供する体制を確保するためには、医療の公共

性を踏まえ、社会保険診療報酬に係る非課税措置及び

医療法人の社会保険診療報酬以外部分に係る軽減措置

の存続を引き続き講じることが有効である。」として

おります。沖縄県としては、適正な地域医療の確保を

図る観点から、厚生労働省の見解を踏まえた十分な議

論が重要と考えており、国の検討状況を注視していき

たいと考えております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。　

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　土木行政についての

御質問の中で、中城湾港馬天北地区の越波への対応に

ついてお答えいたします。

　馬天北地区については、台風９号による越波被害が

現地で確認されております。越波への対応について

は、波の挙動や護岸前面のリーフの状況等、越波の原

因を調査する必要があるため、今後原因を特定した上

で対応策を検討していく考えであります。

　同じく県道17号線の整備についてお答えいたしま

す。

　県道17号線については、道路拡幅とあわせて歩道整

備を進めてきましたが、ボックス区間は地権者の理解

が得られず未整備のまま平成14年度に事業を完了して

おります。しかしながら現状では、車道幅員が狭いた

め、大型車両の通行に支障があり、歩道もないことか

ら、交通安全を図るため、現在も地権者と調整を行っ

ております。県としては、今後とも地権者との調整を

進めるとともに、新たに反対側へ拡幅する案等を検討

しているところであります。

　同じく最低制限価格を下限として設定することにつ

いてお答えいたします。

　現在、最低制限価格は、予定価格の70％から90％の

範囲で中央公契連モデルより率の高い算定式を設定

し、適用しております。その上限値は、コスト調査の

結果から落札率90％が損益分岐点であると推測される

こと、90％程度であれば、予定価格と最低制限価格に

幅があり競争性が確保できること、沖縄県建設業審議

会で、予定価格の90％が適正であるとの答申があった

こと等から90％と定めております。また、昨年６月に

算定式を見直した結果、平均落札率が平成21年度の

92.0％から平成22年度は93.6％と上昇しており、現状

の90％が妥当であると考えております。

　同じく大里地区嶺井団地の改築についてお答えいた

します。

　大里地区嶺井団地については、昭和48年に沖縄県住

宅供給公社が建設し、管理を行っている賃貸住宅であ

ります。平成22年度からの新沖縄県行財政改革プラン

における同公社の今後の方向性としては、保有資産の

処分による借入金の償還等に取り組むこととしており

ます。県による同公社の嶺井団地の改築については、

予算の制約上、かなり厳しい状況にありますが、県と

しましては公社と連携を図りながら、その対応策を検

討していく考えであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　まず多様な人材の育成と文化の振興

について教育長から答弁をいただきました。島尻教育

事務所の存続については、大変ありがたく思っており

ます。ちなみに、やっぱりもっと充実強化をしていく

という立場をしっかりとっていただきたいというふう

に思っております。

　それから特別支援学級についても、これまで５名

だったのが３名でもおればこの学校で新しく学級開設

できる。大変前向きな回答ありがたく思っておりま

す。島尻教育事務所の充実強化については、どう考え

ていかれますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時24分休憩

　　　午後４時24分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　教育長。

○教育長（大城　浩君）　基本的な考え方といたしま

しては、私ども４点ばかりございます。

　まず１点目は、市町村における教育行政及び学校の

運営の自主性とか自立性を尊重したいと、これが１点

目でございます。２点目が本庁等との役割分担を見直

していこうと、３点目が事務・事業の見直しを推進し

ていきましょうと、４点目に、簡素で効率的な組織体

制の構築でございます。そういった基本的な考え方を

もとにしながら、やはり一番大事なことは地域のコン

センサスを得ることでしょうから、そういった視点を

しっかり持ちながら、今後も対応していきたいと考え

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　自主性あるいは見直しの件と効率

化、こういうことでまた統合とかこういう話が出ない
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ように、ぜひ引き続きお願いしたいと思っておりま

す。

　次に、農林水産部長に伺います。

　パパイヤの台農５号の件であります。農家の皆さん

に伐倒・伐採をしてもらって補償がないというのは、

これは余りにも乱暴な扱いじゃないかなとそう思って

いるんです。もう既に農家の方からいろんな要請が出

ていると思います。そこについての具体的な踏み込ん

だもし考えがあればお聞きしたいんですけれども。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　先ほど答弁しました

取り組みについてでございますけれども、これに対し

ては、しっかり国の責任で補償してもらいたいという

ような今要望をしておりまして、この要望内容につい

ては国に適宜その情報を確認しながらやっているとこ

ろでございまして、県としては引き続き関係機関と連

携しまして、これは国の責任で補償してほしいという

ことを含めてまた改めて強く要請していきたいという

ふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　農水省は、台湾で遺伝子組み換えパ

パイヤが研究されているということは、既に認識をし

ているんですよ。そうであれば、この「カルタヘナ

法」、これで規制をするというような法律があるわけ

ですから、水際で阻止をすべき立場に国はあると思う

んですよ。そこら辺ができなくて、農家に負担がその

ままかぶさっているというのは問題だと思うんです

ね。そこら辺はどういう認識ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　私も議員と同じよう

な考えで、これについては「カルタヘナ法」が制定さ

れる前に活用されたということでございますので、こ

れにつきましても国に、要するに法律の前にそれが

入ったということをしっかり踏まえて、やはり国の責

任で補償してほしいとこういうことを要望していると

ころであります。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　この「カルタヘナ法」は平成15年の

６月にできているんですよ。それ以前に「カルタヘナ

議定書」というのが締結されている、これは平成12年

なんです。それからすると、これだけ期間があって見

抜くというか、研究ができなかったということは理由

にならないんじゃないですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　１つには、「カルタ

ヘナ法」は制定をされたものの、遺伝子組み換えだと

いうのは検査方法が確立されていなかったというよう

なことも国は言っていまして――最近それが確立され

たということを言っていますので――ですからそうい

う意味では法律が制定されたと同時に、やはりその組

み換えの確立をする必要があるということを本県とし

ては言っていますし、そういう意味からするとやはり

国のほうでしっかり対応してほしいというような強い

要望をしています。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　ですから、この「カルタヘナ法」と

いうのは、ねらいは何なんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　遺伝子組み換えの農

作物が入ってこないように、しっかり管理・監視する

というようなことでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　そうですよね、この国境移動によっ

て植物の生態に影響が出ないように、こういう制度・

法律をつくった。そうであればどう阻止するかという

ことがなくてはならないんじゃないですか。これがな

くてこういう事態に至っている。ところが、農家には

伐採しなさい、あとは知りません。こんなことでいい

んですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　「カルタヘナ法」で

はないんですけれども、別の法律では例えば沖縄ある

いは国内にはない作物などを入れた場合は、緊急的に

防除するときには一定の補助があるというふうに聞い

ています。そういうことで「カルタヘナ法」につきま

しても同様な法律を見習って改正をして、入った場合

はしっかり対処するということをやる必要があるとい

うことで常に国にはそういう要望をしております。そ

ういう意味では、「カルタヘナ法」の改正も含めて

しっかり対応してほしいというような要望をしている

ところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　ちなみに被害の実態、これだけもう

期間がたっていますから把握していると思うんです

が、金額でどのぐらいなのか、あるいは生産者、戸

数、そこら辺はどういう状態ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　９月現在の農家戸数

でございますけれども、83戸の農家がパパイヤを植え

ていたというような状況がございます。それからその

産物の算定でございますが、いろいろやり方があると

は思いますが、価格の取り方によっていろいろ違うん
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ですけれども、いろんな状況から見ますと大体4000万

程度の被害があるのではないのかなというふうに思っ

ております。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　大変な額ですよね、4000万の被害と

いうのは。これの補償が全くされない。これは県も国

も農業者、生産者を守るという行政の立場、今の状態

は守られていない状態なんですよ。それはどういう認

識でいらっしゃるんですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　県としては当面の対

策としまして、まずは苗を配付と。それと伐倒処理と

苗代については県が緊急的に対応していますよという

ことで、それ以外の全体的な補償についてはしっかり

国が補償してほしいというような要望をしておりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　何度か農家を集めて説明会だとか、

聞いてやったようですけれども、今おっしゃるような

この苗代、あるいは作業の労賃とかというのをやると

いう話がありました、答弁でもですね。私が聞いた限

りでは、まだこの苗も配られていないという話を聞い

ているんですよ、大丈夫ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　伐倒処理につきまし

ては、まず96％が終了しまして10月までには完了する

というような予定でございます。それから苗につきま

しては、これは台風等の関係がありまして少しおくれ

まして９月から配付をしておりまして、11月までには

配付は終了する予定でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　こういう対応が余りにも遅いんじゃ

ないかと思うんですよ。この話が出たのは４月です

よ、あれから半年以上。具体的にこういう作業に入っ

たのはもう少し後かもしれないけれども、農家から考

えるともう大変深刻な問題、生活のかかっている問題

ですからね。これではスピード感としては全く遅いな

という感じがしているんです。そこら辺、知事、部署

の皆さんも頑張っているとは思うんですけれども、現

実はこういう遅々とした状態があるんですよ。どうで

すか、こういうところは。これではいかぬと思います

よ。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　「カルタヘナ法」の

法律につきましては、これは基本的には国がその法律

を持っているわけですから、しっかりその補償につい

てやってもらうと。ただ、県としては緊急的にその対

応をしたいという状況ではございますけれども、やは

り農家の経営安定を図るという観点からは、補償など

についてもしっかり関係団体とも連携して対応してい

きたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　農家の立場を考えてしっかりやると

おっしゃることにやっていることが全く追いついてい

ないんですよ。今回だけじゃない。前の宮崎の口蹄

疫、競りができなかった。農家はこの飼育の経費を要

求しましたよ。あのときでも随分遅かった、今回もそ

うですよ。やっぱり皆さんが農家支援という立場をと

るのであれば、もっと迅速に対応して具体的なこの補

償手当をしっかりやるべきなんです。この苗の配付な

んですけれども、植えても実がとれるまで８カ月から

１年かかると言っています。大変な期間ですよ。しか

も、苗がすべて雌苗であって実がつく苗であればいい

んだけれども、雌苗あるいは両性苗があるそうです。

両性苗は、実のつきが悪くて農家の皆さんはこれは間

引きして取り除くそうです。そういうことからして

も、かなり生産に行き着くまでに時間、労力がかかる

んですよ。そういうことですからぜひ早目早目の対応

をぜひしていただきたいというふうに思っておりま

す。

　農水部長だけで済みません、もう１点。農業用水の

確保についてですけれども、やっぱり既存の施設ダム

を大いに使うべきだと思っています、大城ダム。先ほ

どの農家の水利用という立場の視点をちょっと外れて

いるような感じがしたんですけれども、私が指摘した

いのは、農業用水としてあのダムを生かせないかとい

うことなんですよ。いかがでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　先ほど説明した３つ

のダムがございますけれども、しっかり農業用のダム

として活用するよう関係機関と連携して対応してまい

ります。

○議長（髙嶺善伸君）　嶺井　光君。

○嶺井　　光君　この件はまた次の機会にやりたいと

思っております。

　知事に伺いたいんですけれども、この入札制度の改

善について、最低制限価格の同額入札がありました。

これで一応県としても対応しているようですけれど

も、私は最低制限価格の幅、今は70から90になってい

ますね。これを幅で置くのではなくて最低制限価格の

下限を90だということにして、あとは100あるわけで

すから、この幅の中で最低制限価格が置けるようにす
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ればまだ落札率の効果も出ると思うんですよ。そうい

うのを提案しているんですけれども、知事いかがで

しょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後４時37分休憩

　　　午後４時37分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　先ほども答弁いたし

ましたけれども、最低制限価格の設定に関しては、や

はりコスト調査をして20％が損益分岐点であること、

あとはやはり競争性を発揮するためにやっぱり10％の

幅が必要だということと、建設審議会で一応答申を受

けていると。それで……

○嶺井　　光君　90と100の間で競争するように設定

して……。

○土木建築部長（当間清勝君）　92％とか93％という

形である市町村では設定しているところもあります

が、この件に関してはやはり今後しっかり調査をし

て、これは根拠がないと上限を上げることは全国でも

そういう事例はありませんので、沖縄特例という考え

もあるとは思いますけれども、やはり今落札率が上昇

しておりますので、もうしばらく様子を見て……。

○嶺井　　光君　もっと頑張ってください。

○土木建築部長（当間清勝君）　お願いします。

○嶺井　　光君　あとは委員会でやります。ありがと

うございました。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

　　　〔租田勝廣君登壇〕

○ 田　勝廣君　モーキティクーヨー、これは金武の

方言ですけれども、1900年に当山久三がハワイへ移民

して第一歩をしるしました。あれから110年ぐらいで

すかね。ことしは第５回の世界のウチナーンチュ大会

を迎えます。我がウチナー島のウチナークトゥバも、

ある意味では沖縄の伝統文化の一つとして特筆すべき

だろうと思っております。それで琉球の三線だとか、

踊りとか、あるいは歌、これはもう琉球の文化・芸能

として、教育委員会初め国もかなり力を入れておりま

す。

　しかし、一つだけ何か取り残されたような感じのも

のがあります。それは、ウチナー角力です。地域のさ

まざまな部落や、あるいは区で、字で、小さな集落で

もウチナー角力に取り組まれております。私は、ちょ

うど６年前にウチナー角力の会長に就任いたしました

けれども、その拡大に向けて今一生懸命頑張っている

ところであります。先日の日曜日は、中川さんが嘉手

納町のウチナー角力の支部長で一生懸命頑張っていた

だいて、盛大にウチナー角力が開催されました。

　そこで、10月16日、奥武山の世界のウチナーンチュ

大会で、私たちは、世界のウチナーンチュを集めてウ

チナー角力の大会を開催いたします。16日の２時から

開催しますので、ぜひ皆さん見にきていただいて、沖

縄の伝統文化という新たな視点でウチナー角力を考え

ていただきたいと思います。

　質問に入ります。

　１、東日本大震災について。

　茨、これまでの沖縄県や各団体等の支援の内容等に

ついて説明をされたい。

　芋、今後どのような支援策を計画しているか伺いま

す。

　２、知事訪米について。

　茨、知事講演に対する政界やマスコミ等の反応につ

いて伺います。

　芋、小川和久氏の持論である普天間基地のキャン

プ・ハンセンへの移設問題について、関係者の反応を

伺います。

　鰯、米上院軍事委員会の３議員との会談について、

知事の率直な感想を伺います。

　３、基地問題について。

　茨、オスプレイ配備に伴う具体的な訓練の内容につ

いて明らかにされたい。

　芋、レンジ７における演習が頻繁に実施されている

が、流弾の危険性はないか伺います。

　鰯、ブルー・ビーチ訓練場におけるＣＨ46やＣＨ53

の離着陸訓練が午後11時ごろまで実施されているが、

規制はできないか伺います。

　允、枯れ葉剤の真相究明は、県民の健康や跡地利用

に大きな影響を及ぼすことから重要な問題でありま

す。これまでの経緯と県の対策を伺います。

　４、沖振法について。

　茨、2012年度概算要求基準の特別枠に沖縄振興が盛

り込まれたが、一方で、県の最大の要求である一括交

付金については、「予算編成過程において検討す

る。」との方針が示されました。県は、概算要求を初

め新たな沖振法の制定に向けてどのように進めていく

のか伺います。

　芋、一括交付金化に関する各府省の考え方をどのよ

うに分析をしているか。各府省ごとに説明をされた

い。

　５、軍転特措法について。

　茨、新たな跡地利用推進法（仮称）の制定の見通し

について伺います。
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　芋、給付金制度の見直しは非常に重要と考えますの

で、県の給付期間を使用収益開始までとする案を支持

しますが、財務省の壁は高いと判断する。県の決意を

伺います。

　鰯、返還前の基地立入調査及び原状回復義務は、地

位協定との関連があり問題を複雑化しております。こ

の件もハードルは高いと思うが、県の決意を伺いま

す。

　６、北部振興について。

　茨、北部活性化特別振興対策開発事業も23年度で終

了します。県の今後の対策について伺います。

　芋、北部振興の一環として実施されました割引制度

も、ＥＴＣ車を対象とした割引制度が開始されたこと

から廃止されました。現行制度はＥＴＣ車のみが対象

であり、一般車は不利益をこうむっているのが現状で

あります。県は、割引制度を復活させる考えはないか

伺います。

　７、ドクターヘリの導入について。

　茨、北部市町村議会はドクターヘリの導入について

決議し、県・国に要請しているが、県の見解を伺いま

す。

　８、沖縄県における慰安婦問題に関する実態調査を

実施し、人権、平和、女性問題等の教育に活用すべき

と思うが県の考えを伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　租田勝廣議員の御質問に答

弁をいたします。

　まず第１に、知事訪米についての御質問の中で、知

事講演に対する政界等の反応についての御質問にお答

えいたします。

　私は、去る９月19日に開催されました「沖縄クエス

チョン」において普天間飛行場移設問題に関するス

ピーチを行い、その後の質疑応答では日米関係に造詣

の深い記者を含む多くの方々から質問がありました。

また、ナショナル・プレス・クラブでの記者会見には

多くのマスコミが参加し、関心を持っていただいたも

のと考えております。一方、去る９月21日の記者会見

におきまして藤村官房長官から、知事講演について、

今日までの持論を米国で述べられたと承知している旨

の発言があったとのことであります。

　次に、知事訪米に係る御質問の中で、アメリカの上

院軍事委員との会談についての御質問にお答えいたし

ます。

　今回の訪米におきまして、レビン、ウェッブ、そし

てマケイン米上院議員の皆さんと面談し意見交換を行

うことができました。その際、辺野古移設は極めて困

難で見直しが必要との見解が示されました。私から

は、嘉手納統合案につきまして、嘉手納飛行場周辺市

町村は現在でも過重な基地負担を強いられており、そ

の実現は困難である旨申し上げたところであります。

そして、嘉手納地域の騒音被害の現状については理解

をしている旨の発言もございました。

　県といたしましては、引き続き情報収集及び意見交

換を行ってまいりたいと考えております。

　次に、軍転特措法についての御質問の中で、駐留軍

用地跡地利用推進法の制定の見通しについての御質問

にお答えいたします。

　沖縄県におきましては、去る６月に「駐留軍用地跡

地利用推進法要綱県案」を踏まえました新たな法律の

制定につきまして、関係大臣等へ要請を行ったところ

でございます。しかしながら、先週開催されました政

府の沖縄政策協議会沖縄振興部会の中で国から示され

ました「新たな沖縄振興策の検討の基本方向」におき

ましては、新たな法律の整備を検討するとされたもの

の、県が求める給付金制度の見直しなどにつきまして

は既存の枠組みの継続とされており、極めて不十分な

ものとなっております。

　沖縄県といたしましては、引き続き国と協議を重ね

ていきますとともに、各政党と意見交換を行いなが

ら、県の要請した内容が新たな法律に確実に盛り込ま

れますよう、鋭意取り組みを進めてまいりたいと考え

ております。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　東日本大震災について

の御質問の中で、東日本大震災に係るこれまでの支援

内容や今後の支援策等についてお答えいたします。１

の茨と１の芋は関連しますので一括してお答えいたし

ます。

　沖縄県においては、東日本大震災発生後、直ちに東

日本大震災沖縄県支援対策本部を設置し、被災地への

人的・物的支援と県内への避難者受け入れ支援を実施

してきたところであります。

　被災地への人的支援といたしましては、県職員を中

心に市町村や民間医療機関等の協力を得て派遣チーム

を構成し、９月26日現在で、これまで合計591人の人

員を派遣し、現在も39人が被災地で活動しておりま

す。また、被災地への物的支援といたしましては、毛

布、おむつなどの生活物資を計６回送付したところで
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す。

　県内への避難者支援といたしましては、ホテル等へ

の一時的緊急避難支援、民間賃貸住宅や公営住宅への

中長期的避難支援、支援見舞金の支給、夏休みにおけ

る被災地児童スタディツアーなどを実施してまいりま

した。また、東日本大震災支援協力会議、いわゆる県

民会議におきまして、流通業界や交通機関等における

割引、避難者同士の交流イベント、被災者への支援活

動を実施するボランティア団体等への助成金交付事業

などを実施しております。

　県としましては、今後とも被災地からの要請に基づ

く被災地への人的・物的支援を継続してまいりたいと

考えております。

　また、県内への避難者支援につきましては、９月に

実施したアンケート調査の結果では、就職支援や避難

者同士の交流等への要望が多く、今後もこれらのニー

ズを十分に勘案の上、県民会議を中心として官民一体

となった支援を実施してまいります。

　次に、知事訪米についての御質問の中で、小川和久

氏の持論である普天間飛行場のキャンプ・ハンセンへ

の移設問題についてお答えいたします。

　「沖縄クエスチョン」の午後のセッションにおいて

「普天間飛行場問題をいかに解決するか」をテーマに

議論が行われ、小川和久氏から普天間基地のキャン

プ・ハンセンへの移設が合理的である等の考えが示さ

れました。

　県としましては、研究者の御意見の一つであると考

えており、同セッションの中では、その内容に関し特

段議論はなされておりません。

　次に、基地問題についての御質問の中で、オスプレ

イ配備に伴う訓練についてお答えいたします。

　オスプレイの具体的な訓練内容については明らかに

されていないことから、去る６月24日、沖縄県は、海

兵隊の活動エリア、オペレーション、旋回飛行訓練な

どを含むオスプレイの具体的な運用上の問題等につい

ての質問文書を防衛省へ提出し、速やかな回答と説明

を求めたところであります。

　これに対し、去る９月１日に防衛大臣から回答があ

りました。これによりますと、ＭＶ22の配備によって

米海兵隊の果たすべき本質的な役割や任務等が変化す

ることはない旨米側から説明を受けているとのことで

ありますが、具体的な訓練の内容については示されて

おりません。

　次に、レンジ７における演習による流弾の危険性に

ついてお答えいたします。

　平成20年12月に金武町伊芸区で発生した流弾事件に

関する平成21年４月の米海兵隊の最終報告書による

と、米海兵隊が実施する実弾射撃訓練は、射撃安全手

順に基づいて安全に実施されており、安全は常に最優

先事項であるとのことであります。

　県としましては、これまでの経緯や地元の懸念を踏

まえ、米軍は安全対策を徹底するなど、住民の安全に

最大限の配慮をすべきであると考えており、これまで

米軍に対しその旨申し入れてきたところであります。

　次に、ブルー・ビーチ訓練場におけるヘリ離着陸訓

練の制限についてお答えいたします。

　金武ブルー・ビーチ訓練場について、県は、午前０

時から24時までの時間帯で演習の通報を受けておりま

すが、外務省によりますと、同訓練場におけるヘリコ

プターの運用時間等について定めたものはないとのこ

とであります。

　一方、ヘリコプターが配備されている普天間飛行場

においては、夜間の飛行訓練の制限などを含む航空機

騒音規制措置が合意されております。

　県としましては、夜間における飛行訓練は地元住民

に被害や不安を与え、県民感情への配慮を欠くもので

あり、容認できるものではないことから、米軍に対

し、訓練等により県民に被害や不安を与えることが

あってはならず、県民の生命、生活及び財産へ十分配

慮することを求めております。

　次に、枯れ葉剤の真相究明についてお答えいたしま

す。

　過去に本県の米軍施設で枯れ葉剤が使用、貯蔵され

ていたなどの報道を受け、県では沖縄防衛局及び外務

省沖縄事務所に対し、報道内容の事実関係の確認を求

めたところであります。

　これに対し、外務省は８月19日、米国国務省から

「今回改めて過去の記録の確認作業を行った結果とし

て、米軍が返還前の沖縄で枯葉剤を保管し若しくは使

用した、又は沖縄へ持ち込んだことを示す資料は何ら

確認できなかった」との回答があったと発表しており

ます。また、外務省としては、事実関係をさらに詳し

く承知するため、米側にさらなる確認を行っていると

ころであるとしております。

　県としましては、県民の不安を払拭するため、引き

続き事実関係の確認を求めてまいりたいと考えており

ます。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　沖振法についての御質問

の中で、概算要求と新たな法律の制定についてお答え
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いたします。

　去る９月８日、９日に、川端沖縄及び北方大臣を初

めとする政府関係要路に対し、沖縄振興に必要な予算

を3000億円確保すること及び国が使途を定めない、自

由度の高い沖縄振興一括交付金を創設することを要請

したところであります。

　また、新たな沖縄振興のための法律については、去

る９月26日の沖縄振興部会において、「新たな沖縄振

興策の検討の基本方向」についてが示されたことか

ら、これを大枠として、今後国において関係各方面と

の協議・検討を深め、法制上及び税制・財政上の措置

を具体化していくものと認識しております。新たな振

興法の制定に当たり、沖縄県の要望内容が確実に反映

されるよう、引き続き協議してまいりたいと考えてお

ります。

　次に、一括交付金化に関する各府省の考え方につい

てお答えいたします。

　去る９月26日の沖縄振興部会において、内閣府が提

出した「新たな沖縄振興策の検討の基本方向」におい

て、「より自由度の高い沖縄の一括交付金を創設す

る」ことが示されたところであります。また、９月20

日に閣議決定された平成24年度予算の概算要求組替え

基準において、「沖縄振興予算については、一括交付

金に関する地元の要望を十分に踏まえ、予算編成過程

において検討する。」とされたところであります。こ

のため、内閣府沖縄担当部局の平成24年度予算概算要

求については従来どおりの事業費の積み上げによる要

求がなされており、内閣府及び各府省の沖縄振興一括

交付金（仮称）に対する考え方については明らかにさ

れておりません。

　なお、沖縄振興部会の国側の構成員は、内閣府官房

長官を初めとする沖縄振興関係の８大臣となってお

り、当部会で示された「より自由度の高い沖縄の一括

交付金を創設する」との方向については、各省におい

てもその方向に沿った検討が進められるものと考えて

おります。

　次に、軍転特措法についての御質問の中で、給付金

制度、返還前の立入調査及び原状回復措置についてお

答えいたします。５の芋と５の鰯は関連いたしますの

で一括してお答えさせていただきます。

　県におきましては、「駐留軍用地跡地利用推進法要

綱県案」を作成し、国に新たな法律の制定を求めてい

るところです。同要綱県案には、給付金の支給期間に

ついて土地の引き渡しから３年間とし、さらに土地区

画整理事業等を実施する場合には使用収益開始までと

することを規定しております。また、地権者への土地

の引き渡し前までに、駐留軍に起因するか否かにかか

わらず、原状回復措置を徹底して行うことや返還前の

立入調査が可能となる制度についても規定しておりま

す。

　しかしながら、先週開催された沖縄政策協議会沖縄

振興部会の中で国から示された「新たな沖縄振興策の

検討の基本方向」においては、「返還前の基地内立入

調査に係るあっせんの手続きの明確化」は記載された

ものの、給付金制度の見直しや原状回復措置の徹底な

どについては、県の要望が十分反映されたものとは

なっておりません。

　県としましては、引き続き国と協議を重ねるととも

に、市町村、関係者、各政党とも意見交換を行いなが

ら、県の要請した内容が新たな法律に確実に盛り込ま

れるよう、鋭意取り組みを進めてまいりたいと考えて

おります。

　次に、北部振興についての御質問の中で、今後の北

部活性化振興事業についてお答えいたします。

　北部振興事業については、これまで国において平成

12年度より10年間実施されたところであります。ま

た、平成22年度以降の北部振興事業については、沖縄

県及び北部12市町村から国に対して継続実施の要望を

行い、北部活性化振興事業として２年間継続されてお

ります。

　沖縄県としましては、県土の均衡ある発展を図る観

点から、平成24年度以降においても北部振興に関する

事業の継続は必要であると考えており、北部12市町村

の意向を踏まえ実施できるよう地元と連携しながら支

援していきたいと考えております。

　次に、沖縄自動車道における割引制度の復活につい

てお答えいたします。

　沖縄自動車道における無料化社会実験終了後の割引

制度については、一部の時間帯を除き、ＥＴＣ車のみ

ならず現金車も正規料金の３割引きとなっており、７

月１日からは激変緩和措置としてさらに１割引きの料

金が適用されております。

　県としましては、沖縄自動車道は唯一の高速移動手

段であり、定時・定速性の確保や北部振興に大きな役

割を果たしていること、さらに、本土の高速道路網と

は独立した高速道路であることから、独自料金の設定

を国及び西日本高速道路株式会社に要望していきたい

と考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　ドクターヘリの導入



－ 359 －

についてお答えします。

　県では、医師会、救急医療機関及び消防組合等で構

成する「沖縄県救急医療協議会」において、ドクター

ヘリの複数配置について検討を行っているところであ

ります。同協議会では、県ドクターヘリ、自衛隊、海

上保安庁、ＭＥＳＨ救急ヘリ等県全体の急患搬送の現

状、課題について検討を行っており、２機目の導入に

ついても、搬送症例ごとの検証を行うとともに、北部

地域を含めた県全域の地理的条件も踏まえて検討する

こととしております。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　環境生活部長。

　　　〔環境生活部長　下地　寛君登壇〕

○環境生活部長（下地　寛君）　慰安婦問題について

の御質問の中で、県内における慰安婦問題の実態調査

の実施及び人権、女性問題などの教育への活用につい

てお答えいたします。

　慰安婦問題につきましては、国において平成３年か

ら調査が行われ、その際には県内でも現地調査が行わ

れております。平成５年に発表された調査結果により

ますと、慰安所の設置は軍当局の要請であったこと、

設置がかいわいを含め広範な地域にわたること、慰安

所における生活が強制的な状況であったことなどが明

らかになっております。沖縄県内の調査では、慰安所

が設置された地域や慰安所建設に軍が従事したことな

どがわかっており、今後、新たに県独自で実態調査を

行うことは考えておりません。

　慰安婦問題の根底にあるのは、人間の尊厳と人権に

かかわることであると考えております。今後とも人権

啓発にしっかりと取り組んでいきたいと考えておりま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　東日本の震災についてですけれど

も、私も何回か伺い東日本の調査をしました。今、震

災地は瓦れきが撤去されたり、あるいは泥が撤去され

たり、いろんなさまざまな形態をしております。恐ら

く冬を迎えて、草が生えて、そこに家があり、畑があ

り、田んぼがあり、生活があったという生活の跡が今

度はもう何かわからない、そういう状況になってくる

のじゃないのかなと。そういう意味では、被災者の皆

さんからは忘れてもらいたくないと、こういう大きな

希望があります。

　それで私は、沖縄県人会は各都道府県にいらっしゃ

いますから、その被災者本部を被災地３県のところに

支部を１つつくって、そこに県人会を中心としたネッ

トワークをつくったら、もっともっと沖縄県民が活躍

できる場所ができるんじゃないかな、そういう思いが

しました。そういうことで、ぜひ知事を初め、沖縄県

には各団体といいますか、例えば看護協会、農業団

体、あるいは漁業団体、いろんな形でみんな被害を受

けています。そういう団体を網羅しながら、そういう

震災本部があれば、その震災支部をどこかの県に構え

て、各都道府県で展開をしている県人会とのネット

ワークをつくればいいんじゃないかなと思っておりま

すので、ぜひその件について意見を伺いたいと思いま

す。これは、副知事さんの担当ですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　ただいまの議員の御意

見というのは大変貴重な御意見だと思います。この大

震災発生時から、各県人会とはできる限り連絡をとる

ようにしておりまして、現地の支援、あるいはこちら

にお見えになっている被災者の皆様の支援といった面

でさまざまな助言、あるいは連絡をとっていただいて

います。今後とも、この県人会としっかりと連携を

とってまいりたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　知事訪米ですけれども、このマスコ

ミの反応というのは、恐らく本土の新聞、あるいはア

メリカのマスコミ、３大ネットワークとかいろいろ言

われています。例えば、大田さんも稲嶺さんも行きま

した。そういう中で、向こうの新聞の反応はいまいち

だなといつも思っておりました。そういう意味で、知

事が行かれて、アメリカ政府の反応、そして本土の新

聞、これをずっと見ておりましたけれども、囲みが朝

日が１つで、あとは囲みじゃなくて流れに沿って掲載

をしております。私たちは沖縄県民ですから、沖縄の

２大紙と沖縄のマスコミの報道を見ていると非常に大

きく報道されていますから、本土でもそういうふうに

報道されているんだろうなと。あるいはまた、アメリ

カでもそういうふうに報道されているんじゃないかと

いう誤解というか、思いがあるわけです。そういう意

味からすると、これから何回ともなくアメリカやいろ

んなところに交渉に行くわけですから、その辺のとこ

ろを今後どう対策をとるかということをぜひお聞きし

てみたいなと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員御指摘のとお

り、各紙の取り扱い、アメリカ、日本あるいは県内と

いうマスコミの取り扱いのボリュームというのはそれ

ぞれだったわけですけれども、ただ、紙面にあらわれ

ないところで、アメリカではインターネット上で知事
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の意見に対する賛否といったものが議論される等、一

定の効果はあったのではないかと考えております。

　御提案のように、今後、やはりメディアを通じて、

県知事の考え方をいかに伝えていくかというのが大き

な課題だと承知しておりまして、引き続きそのあたり

を取り組んでまいりたいと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　アメリカの上院議員の皆さんは、上

院軍事委員会もそうでしょうけれども、いわゆる沖縄

に普天間基地を配備をしたい、それがアメリカの願望

なんですね。例えばダニエル・イノウエさんも上院軍

事委員会のメンバーですけれども、そこからすると、

いわゆる普天間は県外ではなくて県内だと、そういう

主張の持ち主の方々ですから、そういう意味からする

と、いわゆる普天間は沖縄にはちょっと無理だねとい

うことではなくて、沖縄県内で何とか処理をするべき

じゃないかというのが恐らくそういう考え方じゃない

かと私は思っています。

　そういう意味で、知事から言ったメッセージは非常

にインパクトがあると思っておりますが、その上院議

員の皆さんに沖縄では不可能なんだよというメッセー

ジを、これから改めて沖縄県民も含めてしなくてはい

けない。要するに、今は嘉手納統合案に落ちつこう

じゃないかと、そういうことが今度アメリカの世論で

支配的になってきますと、彼らはそれなりに軍隊に対

する力を持っていますので、そういうイメージをつく

り出されるかもしれません。この辺は知事としてどう

いう形で軍事委員会の持つメッセージから、今度はだ

めなんだよという、不可能ですよというところに持っ

ていくためにはどうすればいいか、知事の御意見を

ちょっと賜りたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　実は、一番難しいところで

もあるわけでして、１つは、昨年の４月25日のあの集

まりで41市町村長さん、沖縄の中の全員が反対である

と、辺野古は無理だというようなことを、ちょっとず

つニュアンスは違うといっても、こういうことという

のは、やっぱり沖縄ではなかなか難しいというあれに

はなると思っていますし、ただ、なぜ沖縄から外へ

持っていかないと、やっぱりそうであってもだめなの

かというのは、なかなかこれを伝えるのが難しい面も

確かにあります。

　だから、彼らがあの嘉手納飛行場の大きさを見、現

にウェッブさんともう一人の方はごらんになっての判

断ですから、しかも騒音についてもよく聞いておる

と、こういうことを言っておられましたし、このあた

りだと思いますし、ある人々は間違った信号をよそへ

与えるとか、実はいろんなことを言われるんですが、

日本国内のところであれば間違った信号にならないん

じゃないかとか、実はいろんな話もあったりなかった

りしております。おっしゃる点で、これはちょっとこ

れから工夫したいと思っておりますが。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　それで、小川さんは、キャンプ・ハ

ンセンがいいんじゃないかと、そういう言い方をいつ

もしていたんですよ。それで公室長、僕は、公室長が

マスコミの反応は何もなかった、小川さんがなぜその

大会に参加したのか、まだその意味がよくわからない

わけですよね。だから、小川さんの意見に対して何の

反応もないというのは、これはどういうことなのか、

ちょっと内容を聞かせてください。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　小川和久氏に関しまし

ては、この「沖縄クエスチョン」のテーマがやはり日

中、あるいは米といった三国関係をとらえるといった

学術研究者の集まりという面を持っておりまして、小

川さんは、その初期のころから参加しておりまして、

そういったことで招かれたのではないかと考えており

ます。

　先ほど申し上げましたように、小川和久さんの持論

でありますキャンプ・ハンセンには飛行場をつくる十

分なスペースがあるといったような説を述べられたわ

けですけれども、それに対して、ちょうどシンポジウ

ム形式だったんですけれども、特に会場の方から何か

意見があったり、あるいは異論なり、あるいは賛同な

りということは、私の聞いている限りでは一切なかっ

たということでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、そういう意味からすると、

そのシンポジウムに参加をした方、小川さんは軍事評

論家ですから、やっぱり海兵隊は容認をして、普天間

は沖縄県につくるべきだというのを主張している、場

所は違っても。だから、そういう意味では、知事の不

可能であるというメッセージは非常にインパクトを与

える。そして、恐らくこの問題についてはこれから

ずっと続くわけですから、マスコミ、アメリカの世論

のいろんな課題に向けて、知事はぜひ頑張っていただ

きたいなと思っております。

　次に、オスプレイ。

　僕は、このオスプレイでいつも問題にしているの

は、アメリカさんはいつも言うわけだよ、安全対策を

十分やりますよと。やって演習するわけだ、そして弾
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が飛ぶ。だから、オスプレイは飛んでいるうちに必ず

落ちる、重力の関係で。だから、ここで僕が言いたい

のは、着陸の予防措置とか、不時着とか、墜落とかあ

るわけですよ。沖縄で、例えばＣＨ46とかＣＨ53がど

れほど墜落したかと、これは飛行経路を見ると。そし

て、沖縄ではまたオスプレイが来たら、オスプレイの

着陸帯たくさんあるわけでしょう。そこに行くのは経

路になるわけですよ、訓練するために。だから、それ

は想像できるわけですよ。想像できたら、どこで墜落

するだろうなという予測もできるわけです。だから、

その辺は、ただアメリカさんの言い分だけをうのみに

するとか、防衛省のそれをうのみにするんじゃなく

て、やっぱりこれまでの訓練の内容を分析をして、

じゃどこでどうなるんだということをやっぱりぴ

しゃっと言わないと、アメリカさんはよくわかってい

ないわけだよ。どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　今議員のおっしゃった

懸念を、これは県民も恐らくお持ちだろうということ

で、現時点で、具体的な説明がなされていない中では

沖縄県は反対だと申し上げているわけです。

　先ほど答弁さしあげましたように、９月１日に回答

がございました。29問中、半分ぐらいは――ちょっと

今正確に分析をしているところですけれども――米側

に照会中であるとか、あるいは正確にきちんとした回

答が返ってきていないものが多いと。したがいまし

て、さらにこれは具体的にこの安全性も含めまして照

会をしているところでございまして、しっかり日米両

政府に問い合わせていこうと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　オスプレイは必ず配備される、必ず

墜落する、事故を起こす、これはまず間違いない。だ

から、それに対して、断固たる決意を持ってこのオス

プレイ問題についてはぜひ対処していただきたい、そ

う思います。

　それからブルー・ビーチ、これは今頻繁にやってい

るわけですけれども、これをなぜ規制できないのか、

公室長。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　規制できないといいま

すか、いわゆる５・15メモにそのヘリコプター訓練の

実施時間といったものが定められていないと。さらに

外務省沖縄事務所にこの件について規制措置はないの

かということをお聞きしましたところ、その回答は、

金武ブルー・ビーチ訓練場におけるヘリコプター訓練

の詳細は承知していないが、同訓練場におけるヘリコ

プター運航に係る現地協定は、使用時間等も含め特段

存在していないというような回答でございました。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　いやいや、５・15メモよくわかりま

す。それから、嘉手納のいろんな協定もわかります。

私が言っているのは、これからさまざまな移設問題と

か、さまざまなことが起こる可能性があると。例え

ば、オスプレイが配備される、じゃどうするかと。オ

スプレイは、もちろんギンバル訓練場まで行く、着陸

帯だから。それとまた着陸帯ではないところにも行く

わけだ。だから、そういうところを考慮すると、やっ

ぱりある程度使用協定でやるか――これが有効に働く

かどうかは別として――やっぱり規制をする一つの方

法を考えなければいけない。それについて公室長、各

アメリカの例とか、横田基地の例とか、僕は、御殿場

の東富士の使用協定とかいろいろ見るにつれて、沖縄

はやっぱりそういうのをきちっと調査をして、使用協

定あるいは演習の規制までやるわけだから、その辺を

ぜひ勉強していただいて、これからどういう形で規制

していくかということをやるべきだと思っています。

公室長、ちょっと答弁をお願いしたい。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　やはりオスプレイも含

めまして、米軍の活動によって地域住民に影響があっ

てはならないわけでございまして、その影響を軽減す

る方策として、今、議員の御提案も含めてしっかり検

討し米側に申し入れていきたいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　伊芸で流弾がありましたね。その流

弾というのはレンジ７であって、それでアメリカの会

計検査院はレンジ10とレンジ７、これはだめだよと

言っているわけだよね。それで、また僕もこの問題を

追及をして、知事、副知事にこれは演習はやっぱり中

止を要求すべきじゃないかと、そういう話をしまし

た。だから、この演習場は安全性はないということで

すね。弾が、銃口が部落に向かっているわけだから。

演習場としては不適当であると会計検査院も指摘され

ているわけだから、この辺はやっぱりそれこそ沖縄

県、市町村も含めて、こういう演習はだめだよという

ことを言わないとだめだと私は思っております。それ

についてはもういいです。

　それから、県警です。

　県警は、このとき被疑者不明で送致しました。もち

ろんそれだから不起訴になるわけですから、県警とし

ては、この問題、これから危険性はないのかどうか

ちょっとお聞きしたいと思います。
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○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

○警察本部長（村田　隆君）　お答えいたします。

　平成20年12月に金武町伊芸区で起こりましたレンジ

７における演習によると思われる流弾の件でございま

すけれども、本件につきましては、軽犯罪法違反で被

疑者不詳ということで送致をいたしました。

　結果はおっしゃったとおりでございますけれども、

やはりこの流弾の可能性というものは、軍事演習が行

われているということであれば当然これからも考えて

いかなきゃいかぬということで、安全対策には留意を

してまいりたいというふうに考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　これから一問一答でやりたいと思い

ます。

　一括交付金について、さっき府省庁のことはちょっ

と今手に入れていないという話だったけれども、手に

入れていないじゃなくて、内閣府とか各省庁のこの補

助金の考え方、「平成23年度概算要求における地方向

け補助金等（投資関係）の一括交付金化に関する各府

省の考え方（概要）」があるんですよ。（資料を掲

示）　これは手に入れていますか。多分あると思うけ

れども、これはネットからとっていますから。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時25分休憩

　　　午後５時25分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　軍転特措法について。

　まず、知事、軍転特措法の議員立法を25年間かかっ

てしたんですよね。いわゆる当時の権力を持っている

政府は、心の中では特措法をやりたくないんだ、25年

かかったわけだから。知事、それに対してどう思いま

すか。ちょっと抽象的過ぎるかな。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時26分休憩

　　　午後５時26分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　軍転特措法については、議

員のほうがその経過も、つくるときの難しさも非常に

よく御存じなので、私はテストを受けていると思って

おりますが、この間のセミナーでの勉強会を見ていま

すと、当時の上原康助さん、そして新進党時代の仲村

正治さんほか懐かしい名前の方々が一生懸命おやりに

なって、そのときに自民党もいろいろ紆余曲折あった

ようですが、西銘先生、そしてお医者さんで参議院議

員の大浜先生とかいろんな方のお話も出てまいりまし

た。そして、新党さきがけで鳩山さんの名前もあった

のには驚いたんですが、実はいろんな方が当時参加さ

れて、随分苦労しながらつくられたんだなと、こう思

いました。ただ、相当の苦労をされて、我々から見る

と当然のことだと思うんですが、日本政府としては当

時からなかなか受け付けないという部分があったとい

うところは、もう我々は推測をするしかないんです

が、下流をクリーンにすると上流が流れやすいという

あの論理になっているのかなと実は思ったりしていま

すが、本当はむしろお聞きしたいぐらいでありまし

て、この程度でよろしく……。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　企画部長、給付金問題ありますね。

僕は、壁が高いと思っているんだけれども。例えば、

普天間あるいは牧港、那覇軍港、これを返還すると大

体幾らぐらいになるのですか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時28分休憩

　　　午後５時29分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今はにわかにデータをす

べて持っているわけではないですけれども、ちなみに

普天間、そこの地代が66億円というふうに記憶をして

おります。普天間に関しては、おおむね１年間そうい

うふうな形になるのかなと思っております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　返還まで大体10年から15年かかるだ

ろうと、使用収益まで。それを計算すると、大体どう

いう形の計算になっちゃうのかな。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　10年かかるとすればそれ

の10年分、そういうふうなことで要望しております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、給付金問題については、政

府はさわっていないんでしょうか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　この部分について、県の

ほうは、実は６月に要綱案をつくりまして、政府の関

係機関に説明をしてきております。それからまた、各

政党にも何回も繰り返し説明をしてきているわけです

けれども、ただ、防衛副大臣なんかの国会での答弁を

見ますと、やはりこの予算的なことで難しいとか、あ

るいはまた、給付金の1000万円の制限というふうなも

のについては、98％が1000万円以下ではないかという
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ふうな論理で答弁をされている状況がございます。

○ 田　勝廣君　議長、休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時31分休憩

　　　午後５時31分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今議員が言われるよう

に、国会答弁では、予算上の問題があるというふうな

言い方をされております。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　今度は、基地の立入調査について。

　これはもういわゆる地位協定、あるいは基地の立ち

入り前と立ち入り後の財政的支援が違うから、これも

そういうところに問題があるのですか。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　基地の立入調査について

は、恐らく地位協定だとか、そういうふうなものとか

かわってくる難しさがあろうかなというふうに考えて

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　だから、その難しさを克服するわけ

です、この軍転特措法は。だから、どういうふうに解

決していくかということなんです。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　９月26日の基本方向の中

で少しばかりですけれども触れられております、この

軍転特措法。その中で少し進歩が見られたのが、実は

あっせんの窓口ぐらいの話です、基地の立ち入りにつ

いて。今のところそういう意味では地位協定の中身に

入るほどの、そこのところまでの検討は国においては

まだされていない。だから、県としては、やはりそこ

のところも含めて働きかけをしないと、結局のところ

は、跡地利用に長い年月がかかってしまう。特に、普

天間みたいな広大な面積を持つところであればなおさ

らのことです。そこが一つポイントになっていくんだ

ろうというふうに思います。

○ 田　勝廣君　休憩。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後５時33分休憩

　　　午後５時34分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　ここの部分は、まさに地

位協定であれば、日本政府がいかにアメリカ政府に働

きかけるかという問題があるわけですが、ただ沖縄県

の側から考えてみたときに、やはり戦後66年間、基地

として使われ続けたものをどのような形で返してもら

うべきなのかというふうなところから、今回の新しい

法律案というふうなものも県のほうから問題提起をし

てきているだろうというふうに考えています。そこの

ところはやはり県としてはしっかり理解できるように

主張していくというふうなことになろうかと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　もう一つ、北部活性化事業。これは

25億・25億、非公共・公共認められましたので、５年

見直しと。これについてどう評価しますか、企画部

長。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　北部振興事業につきまし

ては、先ほど答弁をさせていただきましたとおり、や

はり県土の均衡ある発展を図る観点から必要だという

ふうに県としても理解をしています。

　今般の内閣府の概算要求というのは、これは県のほ

うと調整をしての話ではない。調整をして概算要求全

体が事業として整理をされているわけじゃないわけで

す。しかしながら、県土の均衡ある発展を図る観点か

ら、そういう考え方というものが、内閣府もその必要

性を理解をしているのかなというふうな認識を持って

おります。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　非公共と公共、25億、５年間見直し

と。この５年間見直しというのがまたみそだから、こ

の辺はうまく政府がまたいつも言う言葉ですから。こ

れで落ちつくんですか、この活性化事業は。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　今回の概算要求にある事

業が５年間、毎年50億円というふうなことでありまし

て、県は、この北部活性化事業も含めて、全体を一括

交付金としてまず要望をしております。それでもその

中で北部振興事業というのは必要性は認めているわけ

でございまして、これについては一括交付金の中で検

討していくというふうなスタンスでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　租田勝廣君。

○ 田　勝廣君　そうすると、非公共は20億・20億だ

から、一括交付金にすると70億円にも、あるいは100

億円にもなる可能性があるということになるんです

か。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

○企画部長（川上好久君）　それについては何とも申

し上げられないんですけれども、少なくとも先ほど申
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し上げましたように、その事業につきましては、北部

12市町村の意向を踏まえて実施できるように連携をし

ていきたいというふうなことでございます。

○ 田　勝廣君　終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

　　　〔仲田弘毅君登壇〕

○仲田　弘毅君　通告に従い、所見を交えながら一般

質問を行います。

　１、自然災害について。

　台風12号と15号、そして東日本大震災による犠牲者

の皆さんに心からお悔やみを申し上げますとともに、

被災された皆様へのお見舞いと一日も早い復旧・復興

を願ってやみません。

　よく天災は忘れたころにやって来ると言われます。

あの未曾有の被害をもたらした東日本大震災から半年

が経過いたしました。福島原発事故も重なり、復旧・

復興も地域によっては十分進んでいるとは言えず、長

期化を強いられているのが実情であります。改めて防

災に対する意識改革が重要であり、その対策の見直し

が急務であることを実感しております。

　又吉公室長は、公助・共助・自助の立場で、科学的

見地に基づき、しっかりした想定の必要性を訴えてい

ます。私たちは、防災・減災を推進する立場から、大

震災を対岸の火事とすることなく、大きな教訓として

県民一人一人をどのように守っていくのか検証し、対

応・対策を立てることが最も大事だと考えておりま

す。

　そこで伺います。

　茨、県は、防災計画の見直しに向け、「沖縄県地

震・津波想定検討委員会」を開催しておりますが、基

本的な考え方を伺います。

　芋、県の市町村及び学校関係への指導と連携のあり

方について伺います。

　鰯、ハザードマップの作成と進瀧状況についてお聞

かせください。

　允、災害発生時に救難作業を担当する消防隊員の数

が、国指針の53％という低い充足率が課題として指摘

されております。見解を伺います。

　２、観光産業について。

　リーディング産業である観光産業の動向が本県経済

に及ぼす影響は大きいものがあり、去る３・11東日本

大震災の後を受けて、県入域観光客数の落ち込み等が

懸念をされているところであります。また、修学旅行

が本県観光産業に占める役割も大であると同時に、体

験学習を取り入れた新たな沖縄観光の形として注目さ

れております。しかし、全国都道府県教育委員会にお

いて、生徒１人当たり旅行費用は削減傾向にあり、航

空運賃に左右され、遠距離に位置する本県の不利性が

指摘されております。

　そこでお聞きします。

　茨、大震災が沖縄観光に与えた影響と現状はどうか

伺います。

　芋、観光商品の開発と海外からの誘客、増加対策を

どう考えていますか。

　鰯、観光客の受け入れは、年間を通して平準化する

ことが望まれておりますが、所見をお伺いします。

　允、平準化における修学旅行の果たしている役割と

現状について伺います。

　印、修学旅行費用に占める航空運賃の割高が指摘さ

れており、実態と県の見解をお伺いします。

　３、農林水産業の振興について。

　茨、農地及びかんがい施設等の保全管理、再整備に

ついて。

　ア、復帰後、農業生産基盤が整備され、農業振興を

図る上で大きな役割を果たしてきました。しかし、老

朽化が進んだ施設は更新等の事業導入が必要でありま

す。県ではどのような取り組みを実施しているか伺い

ます。

　イ、うるま市津堅島においては、水源施設、かんが

い施設が老朽化により農業用水に支障を来し、再整備

が必要となっております。施設更新のための事業導入

について、県としての指導・支援の取り組みを伺いま

す。

　ウ、うるま市与勝土地改良区は、県と管理協定を締

結し、地下ダムを初めとする農業用かんがい施設の維

持管理を行っております。その経費は、土地改良区の

運営に大きな負担となっており、県として新たな制度

の創設等を含め支援策が必要と思いますが、県の御所

見を伺いたい。

　エ、うるま市宮城島農道は、島の幹線道路として、

また、地域住民の生活道として重要な路線でありま

す。農道ののり面崩壊に伴い片側通行を余儀なくされ

ておりますが、その改修計画についてお伺いします。

また、全面通行が可能になるのはいつごろになるかあ

わせて伺います。

　芋、漁港、港湾整備について。

　ア、うるま市平敷屋漁港と津堅島を結ぶ大型フェ

リーは、現在の平敷屋漁港のフェリー岸壁では狭く、

安全係留や積み込み作業に支障を来しております。岸

壁の延伸等の改良が必要だと考えておりますが、県の

整備方針について伺います。

　イ、津堅港において、北側からの波浪によりフェ
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リーが接岸する泊地の静穏度が悪いとの報告もあり、

港口北側に防波堤が必要との要請がありますが、県の

見解をお伺いします。

　４、自動車運転代行業に対する指導について。

　本県における運転代行業は、平成15年６月の改正道

路交通法による飲酒運転に対する罰則の強化に伴い、

着実に利用客が伸びております。飲酒運転撲滅運動へ

の貢献は大いに喜ばしいことであります。反面、自動

車代行業法違反で書類送検されるなど、利用者に対し

て安全性がどのように確保されているのか、県民は正

しく知る必要があります。

　そこで伺います。

　茨、運転代行業者による違法白タク行為が指摘され

ておりますが、実態はどうか。また、指導は実施され

ているのか伺います。

　芋、公安委員会認定後、業者の損害賠償保険の加入

や二種免許保持者等について確認指導は行われている

のか伺いたい。

　鰯、今後の違法行為に対する指導計画と対策、そし

て指導対象事業者は公表すべきとの意見もあるが、見

解をお伺いします。

　５、医療福祉行政について。

　茨、社会保険診療報酬に係る非課税措置について。

　沖縄県内の医療機関においては、県立及び民間の連

携による県内完結型の医療提供体制が確立されてお

り、県の保健医療行政に大きく貢献していることは言

うまでもありません。

　このような中、国においては、社会保険診療報酬に

係る非課税措置の見直しが議論されていると聞いてお

ります。この見直しが実施されますと、医療関係の経

営基盤が揺らぎ、結果的に地域医療の混乱を招くこと

が危惧されております。

　そこで伺います。

　ア、社会保険診療報酬の事業税見直しの経緯につい

て伺います。

　イ、非課税措置の現状はどうなっているか伺いた

い。

　ウ、現状を踏まえ、県の考え方を伺います。

　芋、看護職員確保対策予算について。

　本県における地域医療を支える看護職員の確保は、

県民の生命と健康を守る観点から、国の大きな責務で

あると考えております。看護職員確保対策予算の削減

は、看護職員を養成する看護学校の運営に大きな支障

を来すことが懸念されます。

　そこでお聞きします。

　ア、看護学校運営に関する県独自の補助金支給につ

いて見解を伺います。

　６、教育問題について。

　残念ながら、公務員としてあるまじき不祥事が県民

から強い指摘を受け注目されております。特に、身を

挺して子供たちを守るべき教師が、あるいは生徒の模

範となるべき教諭が、青少年保護育成条例違反や飲酒

運転等で県警察から摘発され、保護者や学校現場、そ

して県民の信頼を著しく損なうような事件がありまし

た。このような違反行為は決して許されることではあ

りません。

　教師は、子供たちに学問や人としての生き方を教え

はぐくむという、ある意味では聖職であります。指導

の中で潜在能力を高め、将来に向けて人格形成に大き

な影響を及ぼし、時として人生を左右するような重要

な職業でもあります。本県の次代を担う子供たちの人

材育成に、日夜、一生懸命頑張っていらっしゃる多く

の先生方を思うとき、まことに残念でなりません。今

こそ、教師は職の重みを自覚し、親も地域社会も率先

垂範、最大限の努力と頑張りが求められております。

　そこでお聞きします。

　茨、これまでの事象と経過についてお伺いいたしま

す。

　芋、どのような対応・対策が取り組まれたか伺いま

す。

　鰯、「教職員評価システム」の意義について伺いま

す。

　允、県民に信頼される学校運営について教育長の御

所見を聞かせてください。

　７、我が党の代表質問との関連について。

　茨、浦崎唯昭議員の一括交付金創設について関連し

て質問を行います。

　ア、新たな制度としての一括交付金化の要請とは別

に、通常予算要求の１カ月おくれは県民生活に影響は

ないか伺います。

　イ、一括交付金化することによって、沖縄にしかな

い高率補助は廃止されるとも言われておりますが、見

解を伺います。

　ウ、県と市町村への配分について説明会が行われま

した。状況と各首長さんの反応はどうか伺います。

○議長（髙嶺善伸君）　ただいまの仲田弘毅君の質問

及び質疑に対する答弁は、時間の都合上休憩後に回し

たいと思います。

　20分間休憩いたします。

　　　午後５時50分休憩

　　　午後６時11分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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　休憩前の仲田弘毅君の質問及び質疑に対する答弁を

願います。

　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　仲田弘毅議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、観光産業に係る御質問の中で、大震災

が沖縄観光に与えた影響と現状についての御質問にお

答えいたします。

　東日本大震災の影響により、今年度の入域観光客数

は、８月までの累計で対前年同期比約28万人の減、

パーセンテージにして11％の減少となっております。

しかしながら、減少幅は縮小傾向にあり、回復基調が

出てきております。

　今後の見通しにつきましては、国内客は、修学旅行

の振りかえ需要や個人旅行を中心に緩やかな回復傾向

で推移するものと見込んでおります。また、外国人観

光客につきましては、中国人観光客に対する数次ビザ

の発給効果や新たな定期航空路線の増加、そして世界

のウチナーンチュ大会の開催などにより、今後は増加

に転ずるものと考えております。

　同じく観光産業に係る御質問の中で、観光客の平準

化についての御質問にお答えいたします。

　観光客の平準化は、観光産業の安定化はもとより、

県経済の発展と雇用の創出に大きく寄与するものと考

えております。このため、沖縄観光のボトム期となり

ます５月、６月や冬場において、修学旅行やスポーツ

キャンプ等の誘致、そして各種イベントの開催支援等

を促進し、観光客数の平準化に努めているところでご

ざいます。今後は、ＭＩＣＥ誘致の強化や沖縄の自

然、文化等を生かしました多様で魅力ある観光体験の

提供を推進し、さらに年間を通して多くの観光客が訪

れる観光地づくりを目指してまいりたいと考えており

ます。

　次に、農林水産業の振興に係る御質問の中で、平敷

屋漁港フェリー岸壁の整備についての御質問にお答え

いたします。

　平敷屋漁港は、モズクの陸揚げ加工拠点漁港である

とともに、港湾的性格を持っている漁港であります。

これまでに防波堤や岸壁、そして船揚げ場等の漁港施

設を整備するとともに、津堅港と結ぶフェリーの係留

岸壁を整備してきたところであります。

　平敷屋漁港のフェリー岸壁の整備につきましては、

フェリーの大型化に対応するため、延伸等の改良工事

を年内に発注し、23年度内の完成を目指すことといた

しております。

　同じく農林水産業の振興に係る御質問の中で、中城

湾港津堅地区の防波堤整備についての御質問にお答え

いたします。

　中城湾港津堅地区は、港口からの進入波により港内

静穏度が悪く、定期船等の乗りおりに支障があり、ま

た台風時に停泊ができず、地元から静穏度改善の要請

があります。このため、港口北側の防波堤設置につき

まして、去る９月２日の地方港湾審議会の議を経て、

平成24年度新規事業として上げていく方向にいたして

おります。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

　　　〔知事公室長　又吉　進君登壇〕

○知事公室長（又吉　進君）　自然災害についての御

質問の中で、「沖縄県地震・津波想定検討委員会」に

おける検討についてお答えいたします。

　県におきましては、東日本大震災を踏まえ、沖縄県

地域防災計画の見直しに着手しております。このた

め、本年６月に琉球大学教授等の専門家で構成される

「沖縄県地震・津波想定検討委員会」を設置し、９月

12日に開催された第４回委員会において取りまとめが

行われたところです。同委員会におきましては、１点

目、今後、想定の対象とする地震・津波として、科学

的知見に基づくものと歴史的知見等に基づく最大クラ

スのものの２つのレベルを想定する必要があること、

２点目、防災計画見直しの方向性として、住民の「地

震・津波からの避難対策」や「防災意識の啓発・普

及」が重要であること、３点目、最低限度の浸水域と

して海抜５メートルより高い場所への避難が最低限必

要である一方、歴史に学ぶ最大クラスの津波からの対

策も可能な限り講じるべきであること、４点目、県に

おいては、海抜高度の明示などにより、市町村におけ

る避難対策の強化や住民が地理的特性を把握できるよ

う支援する必要があることなどの御提言をいただきま

した。今後は、同委員会の御提言や国の防災基本計画

の見直し状況も勘案しつつ、市町村等関係機関と連携

し、沖縄県地域防災計画の見直しを早急に進めてまい

ります。

　次に、防災対策見直しに係る市町村への指導と連携

についてお答えいたします。

　県におきましては、６月21日に市町村防災担当課長

会議を開催するとともに、９月16日には「沖縄県地

震・津波想定検討委員会」の取りまとめについて市町

村に通知し、県内市町村と連携して地域防災計画の見

直しを進めているところであります。
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　国においては、国や地方公共団体における防災計画

の見直しの方向性等について９月28日の中央防災会議

専門調査会で取りまとめられ、今後、年末を目途に防

災基本計画の見直しが行われる予定です。

　県としましては、今後も市町村防災担当課長会議を

開催するなどにより、国や市町村など関係機関と十分

に連携しながら、防災計画の見直しを進めてまいりま

す。

　次に、ハザードマップの作成状況についてお答えい

たします。

　平成23年４月１日現在、地震・津波などの災害発生

時の被害想定区域や避難場所の情報等を地図上に示し

たハザードマップは、県内41市町村中22市町村で作成

されております。

　次に、消防職員の充足率についてお答えいたしま

す。

　平成21年度の消防庁実施調査によりますと、県内の

消防職員数は、国の指針が示す目標数に対して53.1％

の充足率にとどまっており、消防職員の充実を含む消

防防災体制の強化は重要と考えております。

　県としましては、消防職員の定数が市町村の条例で

定められるものであること、現在進めております消防

広域化による現場要員の増加効果等も勘案しつつ、今

後の東日本大震災の教訓を踏まえた防災対策の見直し

の中で、消防職員の増員につきまして県内市町村等と

連携し検討してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

　　　〔教育長　大城　浩君登壇〕

○教育長（大城　浩君）　自然災害についての御質問

で、学校関係への指導と連携のあり方についてお答え

いたします。

　県教育委員会としましては、各学校独自で作成した

地震・津波の危機管理マニュアルの内容の充実を指導

しているところであり、特に避難訓練については、日

常的に避難経路の安全点検等を含め完全実施に向けて

取り組んでいるところであります。今後とも、関係機

関と連携した講習会や防災教室等を通して児童生徒の

危機回避能力の育成に努めてまいりたいと考えており

ます。

　次に、教育問題についての御質問で、教職員の不祥

事についてお答えいたします。

　今年度９月現在、不祥事により懲戒処分を受けた教

職員は９名であります。そのうち、児童買春による懲

戒免職が１名、酒気帯び運転による停職が５名、欠勤

による停職が１名、万引きによる停職が１名、住居侵

入による戒告が１名となっております。

　次に、不祥事の防止対策についてお答えいたしま

す。

　県教育委員会では、平成19年３月に「教職員の不祥

事防止対策アクションプラン」を策定し、教職員個々

の倫理観、法令遵守意識の確立を図っております。具

体的には、不祥事防止の研修の徹底、全職員への人権

ガイドブック及び飲酒運転防止ステッカーの配布、懲

戒処分基準の周知徹底等を行っております。また、学

校においては、毎月の「安全管理の日」や「人権の

日」の設定、不祥事防止の校内研修等を実施し、服務

規律の確保に努めております。

　次に、「教職員評価システム」の意義についてお答

えいたします。

　「教職員評価システム」は、教職員の資質向上を図

り、児童生徒の学習権を保障するとともに、学校全体

を活性化させ、教育力を高めるために実施されるもの

であります。また、各学校においては、管理職との面

談を通したコミュニケーションの充実による意識改

革、自己申告書の作成による業務内容の整理・点検・

改善等の成果があり、教職員の資質向上等につながっ

ております。

　次に、県民に信頼される学校運営についてお答えい

たします。

　児童生徒を指導する立場にある教職員が不祥事を起

こし、児童生徒や保護者、県民の信頼、信用を損ねた

ことはまことに遺憾であり、大変申しわけなく思って

おります。この場をおかりいたしまして、改めておわ

び申し上げます。また、教育公務員として一人一人が

みずからの行動を厳しく律していかなければならない

と痛感しております。

　このような状況にかんがみ、県教育委員会としまし

ては、庁内に不祥事防止対策委員会を立ち上げ、これ

までの取り組みを検証し、さらに一歩踏み込んだ新た

な対応を検討・実施してまいりたいと考えておりま

す。今後とも、信頼される学校運営の実施及び教職員

の育成に努めてまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　文化観光スポーツ部長。

　　　〔文化観光スポーツ部長　平田大一君登壇〕

○文化観光スポーツ部長（平田大一君）　観光産業に

ついての中の、観光商品の開発と海外からの誘客、増

加対策についてとの御質問にお答えいたします。

　県におきましては、新たなメニューの開発等による

付加価値の高い旅行の促進や外国人観光客誘致の強化

を戦略に掲げ、積極的な取り組みを展開しておりま
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す。具体的には、文化観光戦略推進事業やスポーツ

ツーリズム推進事業、医療ツーリズム促進事業等を実

施し、芸能や文化、スポーツ、医療サービスを観光資

源として活用する新たなメニューの開発に取り組んで

おります。

　また、外国人観光客の誘致につきましては、重点地

域でトップセールスを行うとともに、有力メディアや

旅行会社の招聘、チャーター便の誘致活動などを実施

したほか、新規市場の開拓にも取り組んでいるところ

であります。さらには、外国人観光客対応力の強化や

銀聯カードの導入促進など、受け入れ体制の整備にも

現在取り組んでおります。

　県としましては、これら取り組みを展開しながら、

官民一体となった推進をさらに加速させ、時代潮流や

天候・災害の影響に左右されることのない魅力ある観

光商品の創出を図ることで、今後とも外国人観光客数

の増加等につなげてまいりたいと考えております。

　同じく観光産業についての中で、観光の平準化にお

ける修学旅行の役割と現状についてとの質問にお答え

いたします。

　沖縄への修学旅行は、観光客の比較的少ない時期を

底上げする大きな役割を果たしており、本県の入域観

光客の年間を通じた平準化に寄与してまいりました。

　平成22年の修学旅行の実績につきましては、沖縄観

光のボトム期と言われる５月及び６月は中学校、12月

は高等学校を中心に年間2562校、43万8194人の修学旅

行が実施されております。なお、今年度の修学旅行に

つきましても、昨年度を上回る2553校、45万616人の

実施が予定されており、人数におきましては過去最高

となる見込みであります。

　続きまして、修学旅行費用と航空運賃についてとの

御質問にお答えいたします。

　沖縄への修学旅行は、議員御指摘のとおり、交通手

段が主に空路となることから、航空運賃が旅行費用全

体に占める割合は、陸路の交通手段もある本土の修学

旅行と比較して高くなっております。

　このようなことから、県では、平成23年１月、２月

及び４月に航空会社と国関係機関に修学旅行運賃の引

き下げを要請いたしました。これら要請の結果、先

般、各航空会社におきまして、2013年度の修学旅行運

賃につきましては、最大で片道4600円の引き下げが発

表されたところであります。と同時に、全国に先駆け

た新たなスタイルの新たな教育旅行のプログラムの創

設と提案も重要であると認識をしており、県としまし

ては、今後とも航空会社を初めとする関係機関と連携

し、修学旅行の誘致に向けた取り組みを強化するとと

もに、沖縄らしい魅力あるメニューを創出し、従来に

ない感動体験を提供するなど修学旅行の積極的な推進

を図ってまいりたいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　農林水産業の振興の

中で、農業生産基盤施設の更新事業の導入についてお

答えします。

　農業生産基盤整備につきましては、復帰後約40年が

経過していることから、貯水池、ため池、用排水路等

の農業用水利施設の一部に老朽化が進んでおります。

　県といたしましては、これら施設について、地域農

業水利施設ストックマネジメント事業等により農業用

水利施設保全計画を策定し、計画的に対策工事を実施

してまいります。

　次に、うるま市津堅島の水源施設及びかんがい施設

の更新についてお答えします。

　津堅島の水源施設、かんがい施設については、土地

改良総合整備事業等により、昭和51年度から54年度に

かけて整備を行っております。これらの施設について

は、老朽化が進行していることから施設の更新が必要

となっております。

　県といたしましては、同施設の更新等を行うため、

平成25年度の県営かんがい排水事業採択に向けて、う

るま市等関係機関と調整を進めているところでありま

す。

　次に、土地改良施設の維持管理に対する支援につい

てお答えします。

　県営事業で造成された農業用かんがい施設の維持管

理につきましては、県と土地改良区と管理協定を締結

し、土地改良区が実施しております。現在、県におい

ては、維持管理に係る助成は行っておりませんが、他

県の状況等を含め調査研究していきたいと考えており

ます。

　次に、宮城島農道の改修工事と全面通行についてお

答えします。

　宮城島農道の改修工事については、県営通作条件整

備事業を活用し、現在、調査測量設計を実施している

ところであります。改修工事については、本年11月に

工事発注する予定となっており、平成25年度までに工

事完了し全面通行する計画としておりますが、可能な

限り工期短縮に努めてまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕
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○警察本部長（村田　隆君）　自動車運転代行業に対

する指導についての御質問の中で、運転代行業者によ

る白タク行為の実態と指導の実施についてお答えいた

します。

　自動車運転代行業者による道路運送法第４条第１項

違反、いわゆる白タク行為につきましては、これまで

に一部業界から指摘があることは承知をしております

が、一般県民からの白タク行為による苦情や通報は把

握しておりません。

　また、自動車運転代行業者に対しましては、立入検

査実施時等において、白タク行為に関する指導や法令

に基づく遵守事項等についての指導を行っているほ

か、交通指導・取り締まりの中で違反行為の有無を確

認しておりますが、これまでに自動車運転代行業者に

よる白タク行為の検挙はございません。

　次に、公安委員会認定後の業者に対する確認・指導

についてお答えいたします。

　自動車運転代行業者は、自動車運転代行業の業務の

適正化に関する法律第12条の規定により、利用者の保

護を図るための措置として、国土交通省令で定める基

準に適合する車両保険に加入することが義務づけられ

ております。この損害賠償措置は、自動車運転代行業

の認定要件の一つであることから、認定申請時におけ

る確認のほか、自動車運転代行業者に対する立入検査

の実施時に保険契約証書を閲覧するなどして確認し、

指導を行っております。

　また、利用客の車両である代行運転自動車を運転す

る者は、道路交通法第86条の規定により第二種免許を

受けていなければならないことから、交通指導・取り

締まり時の運転免許証の確認や自動車運転代行業者に

対する立入検査実施時の従業員名簿の確認などにより

第二種免許の有無を確認し、指導をしております。

　次に、今後の違法行為に対する指導計画等と指導対

象事業者の公表についてお答えいたします。

　県警察では、自動車運転代行業者を指導監督するた

め、随時、警察職員による立入検査を実施しており、

その実施回数は、本年８月末現在で158回となってお

ります。

　引き続き、県警察では、自動車運転代行業の適正化

を図るため立入検査を強化するとともに、交通指導・

取り締まり時等における違反行為の有無の確認を徹底

し、法令違反を認めた場合には厳正に対処していく所

存であります。

　また、指導対象事業者の公表につきましては、現

在、公表に関する法令上の規定はなく、全国的にも指

導対象事業者の公表を行っている例はないと承知して

いることから、今後、全国的な動向などを踏まえた上

で検討したいと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　福祉保健部長。

　　　〔福祉保健部長　宮里達也君登壇〕

○福祉保健部長（宮里達也君）　医療福祉行政につい

ての中の、社会保険診療報酬の事業税見直しの経緯と

現状についてお答えいたします。５の茨のアと５の茨

のイは関連しますので一括してお答えします。

　社会保険診療報酬は、国民皆保険制度と地域医療を

支えるため全国統一の公定価格としており、公共性が

高いものとされております。そのため、同診療報酬の

事業税については、昭和27年から非課税措置がなされ

てきたところであります。

　しかしながら、国においては、税源の拡充を図るた

め、同診療報酬の事業税の非課税措置を見直す方向で

検討しており、「平成23年度税制改正大綱」では、来

年１年間真摯に議論し、結論を得ることとされたとこ

ろであります。今後、国で検討が進められるものと考

えていますが、現段階では、その詳細が明らかになっ

ておりません。

　続きまして、社会保険診療報酬に係る非課税措置の

見直しに対する県の考え方についてお答えします。

　これまでの厚生労働省の見解においては、「国民に

必要な医療を提供する体制を確保するためには、医療

の公共性を踏まえ、社会保険診療報酬に係る非課税措

置を引き続き講じることが有効である。」としており

ます。

　沖縄県としては、適正な地域医療の確保を図る観点

から、厚生労働省の見解を踏まえた十分な議論が重要

と考えており、国の検討状況を注視していきたいと考

えております。

　続きまして、民間の看護学校の運営費に関する県独

自の補助金支給についてお答えします。

　民間の看護師養成校の運営費補助については、国庫

補助制度を活用し、その基準額の２分の１を県が負担

しているところであります。次年度の国の予算につい

ては、去る９月20日に概算要求基準が閣議決定されて

おりますが、看護師養成校運営費の補助額は明らかに

なっておりません。同補助金は、全国の看護師養成に

かかわるものであり、国の責務で適正に予算措置され

ることが重要かと考えております。

　現状では、独自の補助制度の創設を検討する状況に

はありませんが、県としては、国の動向を注視すると

ともに、必要に応じて、全国衛生部長会を通じて適切

な予算措置を国に要望していきたいと考えておりま
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す。

　以上であります。

○議長（髙嶺善伸君）　総務部長。

　　　〔総務部長　兼島　規君登壇〕

○総務部長（兼島　規君）　我が党代表質問との関連

のうち、概算要求のおくれによる県民生活への影響に

ついてお答えいたします。

　国においては、東日本大震災の本格的な復興対策を

盛り込む平成23年度第３次補正予算の編成作業等の影

響により、平成24年度予算の概算要求が例年より１カ

月おくれておりますが、政府予算案は例年どおり年内

に決定する予定とされており、県民生活への影響はな

いものと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　企画部長。

　　　〔企画部長　川上好久君登壇〕

○企画部長（川上好久君）　我が党代表質問との関連

についての御質問の中で、一括交付金化後の高率補助

制度についてお答えいたします。

　沖縄県は、これまで高率補助制度に基づき措置され

てきた内閣府沖縄担当部局予算に加え、新たな沖縄振

興に必要な予算を含めた3000億円を沖縄振興一括交付

金（仮称）として措置するよう国へ求めてきたところ

であります。このことから、新たな沖縄振興に係る予

算額を含めた総額が確保されるのであれば、現行の高

率補助制度のかさ上げ等の趣旨は反映できるものと考

えております。９月20日に閣議決定された平成24年度

概算要求組替え基準や、９月26日に開催された沖縄政

策協議会の沖縄振興部会において政府から示された

「新たな沖縄振興策の検討の基本方向」の中で、沖縄

振興一括交付金の予算規模と制度設計については「予

算編成過程において検討する。」とされております。

　沖縄県としましては、高率補助制度の趣旨が反映さ

れた制度となるよう、引き続き国へ求めていくことと

しております。

　次に、市町村長との意見交換における市町村長から

の意見などについてお答えいたします。

　去る８月９日から12日にかけて、沖縄振興一括交付

金（仮称）の創設について、沖縄県知事と41市町村長

との意見交換を行いました。その意見交換会の中で、

市町村長からは、社会保障関係費や防衛省関係予算の

取り扱いや、国の財政状況が厳しい中、総額3000億円

を確保できるか、沖縄県を経由し配分することで、沖

縄県の権限が強くなるのではないかなどの意見があっ

たところであります。

　これらの意見に対し、沖縄県知事からは、内閣府沖

縄担当部局に計上された沖縄振興予算の全部を一括交

付金化の対象とすること、新たな沖縄振興のための施

策を沖縄県及び市町村が主体的かつ効果的に展開でき

るよう、3000億円の予算額の確保と使途の自由度の高

い交付金の創設が必要であること、制度の構築に当

たっては、沖縄県と市町村が対等の立場で今後も協議

を行うことなどを説明し、市町村長の理解と協力を求

めたところであります。

　この意見交換を通して、3000億円規模の自由度の高

い交付金の創設等について、沖縄県知事と41市町村長

との間で意見の一致を得たところから、去る９月７日

に沖縄県知事、翁長市長会会長及び城間町村会会長と

共同で記者会見を行ったところであります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　まずは、農林水産部比嘉部長、土木

建築部の当間部長に、うるま市平敷屋漁港、中城港湾

津堅地区の両方の質問に対して、目鼻がついたという

ことに対して感謝を申し上げたいと思います。

　御案内のように、津堅航路のフェリーは、従来19ト

ンしかなかったフェリーが、今100トン余りのフェ

リーになっているわけです。その100トン余りのフェ

リーが、従来の19トンしかなかったフェリーの船着き

場を利用していたわけです。ですから、係留もそうで

ありますし、また荷物の積み込み作業も大変厳しい状

況であったと。これが、平敷屋漁港に関しましては、

今年度から来年度までにほとんど目鼻がついたという

こと、それから、津堅は24年度新規事業として取り入

れられるということであります。感謝申し上げたいと

思います。

　同じく農林水産で、比嘉部長、津堅はニンジン、そ

れから芋生産、両方の生産部会がありますけれども、

２月議会でもお願いしましたけれども、あのかんがい

用水設備は、昭和54年の施設なんですよ。ビニール

シートはもうほとんど穴があいて、雨天のときにもま

ず水がたまらない。そして、御案内のように津堅島は

山がありません。地下水はあるけれども、地下水をく

み上げると海水がわいてくる。もう水やり農業では津

堅ニンジン、それから今県の大きなお力添えをいただ

いて、イモゾウムシとアリモドキゾウムシの根絶のモ

デル地域として津堅島は頑張っているわけですけれど

も、その中においても、どうしても水が必要だと。そ

ういうことにおいても、津堅の農業生産基盤整備に

しっかり力を入れていただきたいなと要望しておきま

す。

　地震・津波想定検討委員会についてでありますが、

公室長、５メートルを一つの基準としてというお話が
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ありましたけれども、今、私たちうるま市の中で10

メートル以下の学校施設というのは大変厳しい状況な

んです。ですから、そういったところの把握も含めな

がら、この地震・津波想定検討委員会は、どの程度の

地震とどの程度の高さの津波を想定していらっしゃい

ますか。

○議長（髙嶺善伸君）　知事公室長。

○知事公室長（又吉　進君）　まず津波でございます

けれども、先ほど御答弁さしあげたように、最低５

メートルというような想定でございます。ただ、これ

はこれまでいろいろな記録から残っている津波の高

さ、これが一つ。それと、やはり明和の大津波といっ

たような形で、記録の上ではいろいろな説がありまし

て、その痕跡が残っているとかというような部分も勘

案して、やはり両方に対応していく必要があるだろう

というようなことで、今、最低５メートルということ

にしてございます。

　また、地震につきましては、これは平成21年度に地

震・津波被害想定調査というものをやっております

が、現時点では、石垣島西方沖でマグニチュード7.8

といった形でございまして、震度６程度を想定してい

るところでございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　教育長にお伺いします。

　学校関係で、今公室長からお話がありましたけれど

も、10メートル以下の地域に所在する学校数、それか

らその学校に対する対応策、今現在どういうふうに

なっておりますか。

○議長（髙嶺善伸君）　教育長。

○教育長（大城　浩君）　海抜10メートル未満の学校

なんですけれども、県内の小・中・県立学校合わせま

したら、152校ございます。

　私どもこれまでも効果的な避難訓練をしてまいりま

した。８月31日現在の避難訓練の状況ですけれども、

幼稚園で83校、小学校で96校、中学校で36校、県立学

校で18校が、防災月間の11月に実施する予定でござい

ます。また、今後もさまざまな視点で、児童生徒の危

機回避能力の育成を推進していくために効果的な避難

訓練を実施していこうと考えております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　仲田弘毅君。

○仲田　弘毅君　ことしの８月25日に、文科省から全

国の各学校関係の耐震に関するいろんなデータが集め

られたようでございますが、全国は80％が耐震化がも

う既に済んでいる。しかし、残念ながら本県は、2.9

ポイント増加しているにもかかわらず、まだ76％台だ

と。そういったことも含めて、今回の検討委員会の中

で、まず学校というのは子供たちが安心して生活をし

ながら学びやとして一日の大半を過ごすところであり

ますし、こういうふうな災害に向けても完全に安全性

が保たれるような状況でなくてはならないというふう

に考えています。残念ながら、今回の東日本大震災で

――これは３県のいずれかだと思うんですが――学校

関係で、津波が押し寄せたときに地域住民と学校側の

意見が合わなくて、学校側はもっと高いところに避難

すべきだと。地域の人は、今まで来たことがないんだ

から絶対に大丈夫と。この学校の６割、７割の子供た

ちが犠牲になったという事例が明らかになっているわ

けです。そうした意味からいっても、やはり学校の耐

震化、あるいは津波に対する対応・対策をしっかりや

る必要があるかと思います。

　時間がありませんので、知事、最後に一つだけ聞か

せてください。

　去る26日の沖縄政策協議会沖縄振興部会の中で、一

括交付金制度の一応ある程度めどみたいなものは立ち

ました。そして、９月30日に内閣府からの概算要求も

2437億円という数字は出たわけですけれども、私たち

沖縄県の自立型経済を達成するための3000億円という

のが、まだちょっと宙ぶらりんをしているわけです。

そういった中において、今10月、11月、12月、最後の

予算編成の過程の中で、知事が本当に頑張ることが一

番大事だというふうに考えています。知事の決意表明

をお伺いして終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　今、議員おっしゃったよう

に、内閣府のほうで概算要求組替え基準が出た中で、

しかし、要求は昨年度と同じような要求を実際はやっ

ておるわけです。これは10％カットして、1.5倍まで

はまた要求できる、これが2400億円。要するに、そう

いうあれでやっているわけでして、幾つか我々のほう

から職員にいろいろ話を聞いたりしながら、ああいう

2400億円をまとめているんだろうと実は思います。で

すが、事項要求で一括交付金という話は出てはおりま

すけれども、実際我々は、まずふやして3000億円だと

いうことと、そして全部を一括交付金にしてくれと、

こういう要求ですが、そういう方向は、基本的な考え

方として踏まえるけれども、まだ設計もやりながらと

いうことで、さらに一体この3000億円が確保できるの

か、重点化枠といいましたか、幾つかの項目の中で沖

縄振興も入ってはいるんですけれども、どこまでこれ

が100点満点がとれるのか、90点なのかなどなどとい

うのはこれからだと思います。
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　ですから、まさに今議員おっしゃったように、ぜひ

議会のお力も得て、前の沖縄担当大臣の枝野さんは

「段階的に」という言い方とか、幾つか全体をおっ

しゃっているのか、国直轄の事業の部分を言っておら

れるのかわかりません。ですが、いずれにしても我々

は、ビジョンを実現するためには、これまでの40年と

違ったやり方をしたほうがいい。そのためには、まず

県に一たんこの3000億円というものを渡して、無論そ

んなに極端に違ってはこないと思います、継続もあり

ますし。そういう中で、我々は我々なりに、必要なと

ころをきちっと市町村と一緒になって手当てをして

やっていこうという構想を持っています。ただ、この

初年度といいますか、設計元年みたいなところで、ど

こまで実現できるかは、これから二、三カ月の勝負だ

とは思いますが、何とかこれを100点に近いような方

向に向かってまとめて、いろいろ政府、それから政権

与党の皆さんを初め、よく相談をして、主張すべきは

主張して、何とかいい形でまとめられればと思ってい

ます。議会の御支援よろしくお願い申し上げます。

○仲田　弘毅君　ありがとうございました。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

　　　〔新垣哲司君登壇〕

○新垣　哲司君　グスーヨー、こんばんは。

　一般質問を行います。

　１番目に、「第32回全国豊かな海づくり大会　美ら

海おきなわ大会」の開催についてお尋ねをいたしま

す。

　沖縄県は、日本の最南端に位置し、東西1000キロ、

南北400キロに及ぶ広大な亜熱帯性地域に点在する160

の島から成っております。周辺地域は、黒潮の影響を

受け、サンゴ礁漁場やマグロなどの回遊魚の好漁場が

形成されております。

　この地理的・自然的条件のもと、かつて琉球王国時

代、そして明治、大正期において中国への海産物等の

輸出を通して、万国津梁の精神により海外との交流が

盛んに行われ、独自の伝統文化が引き継がれました。

加えて、この海域条件を生かした追い込み網や一本釣

り、引き縄などの沿岸漁業やカツオ一本釣り、マグロ

はえ縄などの沖合漁業が営まれ、各島々の地場産業と

して重要な役割を担ってきました。これからの漁業

は、サンゴ礁海域特有の水産物を提供し、本県独特の

食文化の発展に大きく貢献しています。

　また、サンゴ礁は、自然の防波堤として台風等によ

る高波から暮らしを守るとともに、「浜下り」の場と

して県民に海に親しむ時間と空間を提供しておりま

す。しかしながら、近年の漁業を取り巻く環境は、資

源の減少、魚価の低迷、漁業就業者の減少と高齢化に

加え、生産の基盤となるサンゴ礁も地球温暖化の影響

による白化現象などにより厳しい状況にあります。

　さらに、海は豊かな自然を提供する恵みの源である

一方、平成23年３月11日に発生した東日本大震災にお

ける大津波など、我々の想像以上の猛威を振るうこと

もあり、災害への対策が求められております。この災

害では多くの方々が被災されました。今後、被災地に

おける一日も早い復興が切望されております。

　このような中、本県において「全国豊かな海づくり

大会」を開催することは、県民一人一人の環境保全や

災害に強い漁村・漁場環境づくりに対する意識の高揚

とあわせて、本県の水産業振興と発展を図る上で大変

意義深いものであります。また、本大会は、沖縄の豊

かな美ら海を次世代に残していく大きな契機となるた

め、平成24年度、復帰40周年記念事業に位置づけてお

ります。

　茨、平成24年秋に糸満市で開催される「全国豊かな

海づくり大会」の基本計画が決まったが、その大会概

要はどのようなものか。また、１年前プレイベント準

備はどのようになっているかお尋ねをします。

　芋、基本計画が決まった件について。

　ア、水産業を活気づける美ら海づくり。

　イ、未来に残す美ら海づくり。

　ウ、「美ら海の恵み」魅力発信について。

　エ、「東日本大震災」の復興支援への協力につい

て。

　鰯、「美ら海おきなわ大会」の展開方法はどのよう

になっていますか、お答えください。

　允、大会後の展開についてはどのようになっていま

すか。

　印、行事構成、式典行事、海上歓迎・放流行事、関

連行事はどのようになっていますか。

　咽、天皇皇后両陛下を初め、県内外から多数の来賓

をお迎えし、水産資源の確保や豊かな自然、環境を守

り育てる取り組みを全国に発信する大会となっており

ます。また、海や水産業への理解を深めるとともに、

沖縄の魅力を満喫できる多彩な展示催事を展開するこ

とは意義があると思うか。

　員、警備について、日程はまだ決まっていないよう

ですが、どういう状況でしょうか伺います。

　休憩してください。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時４分休憩

　　　午後７時４分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。
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○新垣　哲司君　２、糸満市三和地域における開発行

為許可等（建物建築規制）の緩和措置について。

　都市計画法の目的は、「都市の健全な発展と秩序あ

る整備を図り、もつて国土の均衡ある発展と公共の福

祉の増進に寄与することを目的とする。」としてい

る。さらに、基本理念として「農林漁業との健全な調

和を図りつつ、健康で文化的な都市生活及び機能的な

都市活動を確保すべきこと並びにこのためには適正な

制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきこ

と」を定めております。

　糸満市の三和地域は、那覇広域都市計画区域におけ

る市街化調整区域にあり、過疎化が進み若者が減少

し、既存集落の活気が失われつつあります。これは、

少子化・高齢化という時代の流れも一つの要因であり

ますが、集落内での開発行為による建物の建築規制を

初め、土地（農地等）建物の売買の規制、共同住宅の

建築規制等の諸規制により、地元の若者や移住希望者

の同地域への居住を困難にしているところも大きな要

因となっております。

　都市計画法が制定されたのは昭和43年であります

が、制定当時と今とでは、社会情勢が大きく変貌して

いると思われます。核家族化、離婚率の増加、晩婚・

未婚に伴う少子・高齢化、人間関係の希薄化、若者の

失業率の増加等の国民生活の根幹を揺るがす社会問題

が、県民のみならず全国的に充満しております。今、

多くの国民・県民は、社会を牽引する役割を持つ方々

が、当該問題に対して柔軟で斬新な発想で対処するこ

とを熱望しております。さらに、地域住民も地方自治

の意識を高め、地域のことは地域に住む住民が決める

地域主権を推進していくことが肝要と思います。

　そこで質問を行います。

　茨、糸満市三和地域の既存集落において都市計画法

第34条11号区域（自己用住宅の立地緩和区域）または

12号区域の区域指定について。

　芋、共同住宅建築規制の緩和措置（沖縄県開発審査

会提案基準第14号に定める線引き前における宅地性を

有する土地に限らず、当該法第34条11号区域または12

号区域における農村集落に調和できる範囲での小規模

共同住宅の建築を可能とする措置）について。

　以上、２点についてお尋ねをいたします。

　３、農地冠水の抜本的な解決と農家の被災地対策を

求めたい。

　糸満市においては、農業生産効率を高めるなどの目

的で土地改良事業が各地で進められ、国営地下ダムか

らの給水も始まり、沖縄県農業研究センターの転入も

決まって今後の農業生産の拡大が期待されておりま

す。ところが、農業生産基盤の整備が進むにつれ、逆

に大雨による市内各地の畑の冠水規模が大きくなって

おります。特に、平成11年９月の台風18号や平成19年

８月の集中豪雨では、県営で事業を行った真壁南や真

栄平南の土地改良区を中心に甚大な被害を受けまし

た。

　このため、糸満市においては、国営地下ダムの建設

との関連を指摘し、農林水産省や沖縄県に対し原因の

究明と対策を要請したところでありますが、残念なが

ら、今年８月の台風９号でも大規模な農地冠水が発生

し、農家に大きな被害を与えているところでありま

す。

　農業全般にわたる生産活動にも支障を来しており、

国・県においては、冠水の原因は国・県が行った農業

生産基盤の整備にあるという農家の疑念を晴らすため

にも、対策の一部として予定されている事業を前倒し

し施工することはもとより、当該地域の農地冠水の抜

本的な解決を図り、被害を受けた農家への対策が必要

となります。

　そこでお尋ねをします。

　茨、真栄平南地区及び真壁南地区冠水対策について

お尋ねをいたします。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

　　　〔知事　仲井眞弘多君登壇〕

○知事（仲井眞弘多君）　新垣哲司議員の御質問に答

弁いたします。

　まず第１に、「第32回全国豊かな海づくり　美ら海

おきなわ大会」開催の意義についてという御質問の中

で、「美ら海おきなわ大会」の意義と概要、そして１

年前プレイベントの準備状況についてという御質問に

お答えいたします。１の茨と１の咽が関連いたしてお

りますので、恐縮ですが一括して答弁させていただき

ます。

　「全国豊かな海づくり大会　美ら海おきなわ大会」

は、天皇皇后両陛下をお迎えし、平成24年秋ごろに糸

満市において開催される予定であります。そして、去

る９月６日に大会の基本計画を決定したところでござ

います。

　沖縄県でこの大会を開催することは、県民一人一人

の海の環境保全、そして災害に強い漁村・漁場環境づ

くりに対する意識の高揚とあわせて、沖縄県の水産業

振興と発展を図る上で大変意義深いものと考えており

ます。

　大会の概要は、式典行事、海上歓迎・放流行事、そ

して沖縄の農林水産物の紹介等を行う関連行事となっ

ております。また、大会テーマは「まもろうよ　きせ
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きのほしの　あおいうみ」、大会キャラクターは「ア

バサンゴ」でございます。参加者数は、約５万人を見

込んでおります。

　１年前のプレイベントは、11月12日、13日に糸満漁

港において開催する予定で、大会キャラクターのお披

露目、そして稚魚の放流、海の企画展示などなどを行

うことで準備を進めているところでございます。

　同じく「全国豊かな海づくり大会」に関連しまし

て、「美ら海おきなわ大会」の行事構成についての御

質問にお答えいたします。

　「美ら海おきなわ大会」の行事構成として、式典行

事では、豊かな海づくりのために功績があった団体な

どの表彰、漁業後継者の決意表明、大会決議などを行

う予定であります。そして、海上歓迎・放流行事で

は、漁業関係者らの協力を得て、漁船等による海上歓

迎行事を行うとともに、海への感謝の心を養い、次世

代へ豊かな海を継承するため、それぞれが願いを込め

てタマンやアーラミーバイの稚魚の放流を行う予定と

なっております。最後に、関連行事では、沖縄の海や

水産業、そして環境保全に関する活動などを展示する

とともに……

　ちょっと失礼します。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時18分休憩

　　　午後７時18分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

○知事（仲井眞弘多君）　最後の関連行事では、沖縄

の海や水産業、そして環境保全に関する活動などを展

示するとともに、沖縄の特産品の試食販売、そして伝

統文化の紹介などを通して県内外の参加者に沖縄の魅

力を発信していきたいと考えているところでございま

す。

　次に、糸満三和地区における開発行為許可等に係る

御質問の中で、糸満市の都市計画法の区域指定につい

ての御質問にお答えいたします。

　現在、三和地域の既存集落の多くが人口減少等によ

り過疎化が進展いたしていると聞いております。この

ような状況を踏まえ、県では、都市計画法第34条第12

号の規定に基づく自己用住宅の立地緩和につきまし

て、他県の事例を参考にするとともに、関係市町村等

との調整を進め、条例の改正の必要性の有無など、そ

して区域指定に向けて取り組んでいるところでござい

ます。

　その他の御質問につきましては、副知事、部局長等

から答弁させていただきます。

○議長（髙嶺善伸君）　農林水産部長。

　　　〔農林水産部長　比嘉俊昭君登壇〕

○農林水産部長（比嘉俊昭君）　「第32回全国豊かな

海づくり　美ら海おきなわ大会」開催の意義について

の中で、「美ら海おきなわ大会」の基本方針について

お答えいたします。１の芋のア、１の芋のイ、１の芋

のウ、１の芋のエは関連しますので一括してお答えい

たします。

　「美ら海おきなわ大会」の基本方針としては、５つ

の項目を定めております。１点目の「水産業を活気づ

ける美ら海づくり」については、温暖できれいな沖縄

の海で行われている特色ある水産業が沖縄の魚食文化

を支えてきたことを踏まえ、海の大切さを伝えるとと

もに水産業を活気づけること。２点目の「未来に残す

美ら海づくり」につきましては、多種多様な生き物を

はぐくむサンゴ礁の海を水産資源の利活用の場として

保全し、未来永劫残していく取り組みとすること。３

点目の「美ら海と共生する次世代の人づくり」につき

ましては、生命の起源とも言われる海は、子供たちに

とってもかけがえのない財産であることから、海とと

もに生きていく心を次世代に伝える人づくりに取り組

むこと。４点目の「「美ら海の恵み」魅力発信」につ

きましては、海の恵みによってはぐくまれてきた個性

豊かな沖縄の水産業と水産物の魅力を全国及び海外へ

発信すること。５点目の「「東日本大震災」の復興支

援への協力」につきましては、東日本大震災で被災さ

れた地域の復興支援への協力につながる大会とするこ

ととしております。

　これらの基本方針に基づき、今回の「美ら海おきな

わ大会」を通して、海の環境保全に関する意識の高揚

や本県の水産業の振興と発展を図ってまいりたいと考

えております。

　次に、「美ら海おきなわ大会」の展開方法について

お答えします。

　美ら海おきなわ大会の展開方法につきましては、本

県水産業の課題である水産資源の減少、漁業所得の低

迷、漁業者の高齢化、水産基盤施設の老朽化などの現

状を踏まえ取り組むこととしております。そのため、

今回の大会を契機として、赤土等の流出防止やサンゴ

礁の保全活動、水産加工の振興や防災意識の啓発・高

揚、教育機関と連携した体験学習の実施、サンゴ礁な

ど海洋資源のＰＲ、東日本大震災の復興支援への協力

などを通して、大会後の水産業の振興につなげていき

たいと考えております。

　次に、「美ら海おきなわ大会」後の展開についてお

答えします。

　「美ら海おきなわ大会」後の展開といたしまして
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は、今回の大会を踏まえ水産業の振興に取り組むこと

としております。具体的には、水産資源の回復・増大

などによる「美ら海の資源の永続的維持・利用」、お

きなわ型のつくり育てる漁業や６次産業化の推進など

による「豊かさが実感できる漁業の振興」、就業支援

制度の充実などによる「夢のある漁村の形成と人材育

成」、水産施設の更新などによる「災害に強い漁村の

形成」などを図っていきたいと考えております。これ

らの施策につきましては、新たな振興計画に位置づけ

取り組んでいきたいと考えております。

　次に、農地冠水の抜本的な解決と農の被災地対策の

中で、真栄平南地区及び真壁南地区の排水対策につい

てお答えします。

　去る８月４日から６日における台風９号による真壁

南地区及び真栄平南地区の湛水被害については、日雨

量で225ミリメートル、１時間最大雨量が54ミリメー

トル、連続雨量が447.5ミリメートルと大雨によるも

のであったことや、排水の処理を行うドリーネ内に土

砂の堆積や雑物等の流入があり、排水能力が低下した

ことによることが考えられます。

　県といたしましては、当面の対策として、排水機能

の回復を図るため、農地・水・農村環境保全向上活動

支援事業等により、沈砂池等に堆積した土砂や雑物の

除去を引き続き進めるとともに、ドリーネ内部に堆積

した土砂等の除去やのみ口の改修に努めてまいりま

す。また、排水の処理を行うドリーネに雨水が短時間

で集中しないよう、平成21年度から水質保全対策事業

により、上流域内で浸透池等を整備しているところで

あります。効果的な排水対策としては、トンネル等に

よる排水路案、排水機による強制排水案、沈砂池等に

よる貯留拡大案の３案が考えられます。このため、今

９月議会でかんがい排水調査計画費900万円を計上

し、施設規模、構造、事業費を算定する予定としてお

り、糸満市や地元関係者と調整を進めながら事業化に

向けて取り組んでいるところであります。

　被災農家への支援としては、湛水後の病害を防ぐた

め、農業改良普及センターによる巡回指導を強化する

など栽培技術指導を実施しております。また、台風被

害農家への融資としては、農林漁業セーフティネット

資金や農業近代化資金等の制度資金があり、これらの

資金を借り受けた農家に対して利子助成を行うととも

に、既に借り受けた資金についての償還猶予に対応す

ることとしております。

　県といたしましては、今後とも被災農家が営農活動

を継続できるよう支援してまいります。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　警察本部長。

　　　〔警察本部長　村田　隆君登壇〕

○警察本部長（村田　隆君）　「第32回全国豊かな海

づくり　美ら海おきなわ大会」開催の意義についての

御質問の中で、警備の現状についてお答えいたしま

す。

　「全国豊かな海づくり大会」は、例年、天皇皇后両

陛下の御臨席のもとに開催されていることから、その

準備業務を推進するため、県警察におきましては、本

年９月１日、警察本部警備部内に40名弱の体制で警衛

対策課を設置したところであります。

　県警察といたしましては、今後、県など関係機関と

連携し、同大会の安全で円滑な進行の確保と会場周辺

における交通対策等に万全を期する所存でございま

す。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

　　　〔土木建築部長　当間清勝君登壇〕

○土木建築部長（当間清勝君）　糸満三和地域におけ

る開発行為許可等の緩和措置についての御質問の中

で、共同住宅建築規制の緩和措置についてお答えいた

します。

　共同住宅は、戸建て住宅に比べ人口増加が大きいた

め市街化を促進し、また、道路、排水等の公共施設へ

の負荷が増大するおそれがあることから、建築規制の

緩和を図ることは今後慎重に検討していきたいと考え

ております。

　以上でございます。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　まず、「第32回全国豊かな海づくり

大会」について。

　知事、本当に心から御礼を申し上げたいと思いま

す。これは、平成５年の「全国植樹祭」を糸満市で

やったあの当時から、十七、八年かけてこの海づくり

大会をやろうと沖縄県、漁民の皆さんがやったんです

が、今日までできなかったんですよ。それを知事が

しっかり、いわゆる沖縄県の水産業の振興のためとい

うことでこのようにできるということは、また、知事

初め農林水産部長、関係者に糸満市を挙げて本当に感

謝しています。特に、漁業振興の皆さんもそういう思

いでございますので、いわゆる１年前プレイベントも

決まっていますし、しっかりこれも成功させて、どう

ぞ万全の態勢でこの沖縄県を全国にアピールしてくだ

さい。お願いいたします。ありがとうございます。

　もっとつけ加えると、糸満市民からは、知事が元気

なうちは知事をやってくれと、４年に一遍ですが、
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ずっとやってくれという願いがよく聞こえます。市長

にもこういうふうに質問をしましたよとしっかりと

言っておきたいと、きょう議員団も見えていると思い

ますが。そういう意味で、ぜひよろしくお願いしたい

と思います。

　それから冠水について。

　私は、同じ部落ですから、自分の生まれ育ったとこ

ろですから、つまり五十数年前から一緒なんですよ。

僕は62歳ですが、小学校の低学年時から見ているんで

すよ、三和中学校がここにあるものですから。摩文仁

とか米須とかは県道が通って、あるいは市道、農道が

あるわけですが、こういうふうに学校に来られない場

合もあったんですよ。これが蓄積してビニールとか、

それから農業の肥料を包んでいたごみとか、ずっと何

年間という長い間蓄積をして、流れる川を封鎖してい

ると。こういう状況じゃないかというふうに思ってお

ります。

　これは真壁ですが、また真栄平は質問があったよう

にゴルフ場を開発したり、あるいは舗装をしたり、一

極集中でこういうふうに昔とは違ってなかなか浸透し

ないという状況です。それで、沈砂池をつくってやろ

うかというふうなお話があったんですが、私は、知事

が現場を見ることが一番大事だと思うんですよ。知

事、見たことはございますか。

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時33分休憩

　　　午後７時33分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　まだです。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　何年か前に安里副知事がお見えにな

りました。県議団もバスを借りて行きました。何回も

行っています、この地域には。今、知事は行っていな

いようですから、大雨のときに部長と一緒に――もう

200ミリ降ったら必ず浸水しますので――知事はここ

に来て視察していただきたいとお願いしたいんです

が、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　仲井眞知事。

○知事（仲井眞弘多君）　ぜひ参りたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　知事が行けば、これはもう一発で解

決しますよ。そういうふうに私も思っております。あ

りがとうございます。よろしくお願いいたします。

　最後になりますが、規制緩和について。

　建築の緩和については、市町村との関連も進めなが

ら条例の改正を緩やかにやっていきたいというんです

が、このめど、私、陳情したときにはことしいっぱい

にできるのかということを申し上げたんですが、こと

しいっぱいにできますか、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　条例改正について

は、年度内をめどに取り組んでいきますが、条例に基

づく地域の指定については、条例改正後、来年度早期

に実施したいと考えております。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　早急にやることを約束できますね。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　現在、関係市町村と

意見交換をして、県の事例もしっかり調べておりま

す。他県も実施していますので、集落の活性化とかコ

ミュニティーの維持のためにも県でもしっかり取り組

んで、年度内に条例を改正するまでは精力的に取り組

みたいと思います。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　日本語ははっきりしてくださいよ。

　もう一つ、びっくりしました。この共同住宅には人

口がふえて都市化が進んで予算がかかるというよう

な、部長、今こういうような答弁だったんですよ。こ

れは田舎軽視ですね。もう一回、もうちょっと言葉の

言いようがあるはずですから、やはり田舎も農地から

外すところは外して、できるところには建てるという

のが常識であって、もうこれ決めつけたらだめです

よ、どうですか。

○議長（髙嶺善伸君）　土木建築部長。

○土木建築部長（当間清勝君）　先ほどの共同住宅の

件だと思いますけれども、12号もそうなんですけれど

も、あくまでも、市街化の促進のおそれがない区域を

指定しますので、共同住宅の場合は、糸満市からは小

規模な共同住宅の考えだということは聞いてはおりま

すが、やはりまだそういうインフラの整備の負担もあ

りますので、慎重に検討させていただきたいと思いま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　新垣哲司君。

○新垣　哲司君　慎重には結構ですよ。とにかく、や

ることはしっかりやっていただきたい。そして、答弁

もしっかりしてください。発展したら公共施設への負

担が大きいとか、金額がかかる、こういう答弁はやめ

ていただきたい。県道みんな一緒に発展することが沖

縄県の発展につながります。

　そういうことで、しっかりこれからも仲井眞知事を

先頭に沖縄県の発展を願いまして質問を終わらせてい
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ただきます。ありがとうございます。

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって通告による一般

質問及び議案に対する質疑は終わりました。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　決算については、９月12日の議会運営委員会におい

て17人から成る決算特別委員会を設置して審議するこ

とに意見の一致を見ております。

　よって、ただいま議題となっております議案のう

ち、認定第１号から認定第23号までについては、17人

の委員をもって構成する決算特別委員会を設置し、こ

れに付託の上審査することにいたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　ただいま設置されました決算特別委員会の委員の選

任については、委員会条例第５条第１項の規定により

お手元に配付してあります名簿のとおり指名いたした

いと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、決算特別委員会の委員は、お手元に配付し

てあります名簿のとおり選任することに決定いたしま

した。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔決算特別委員名簿　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、お諮りいたします。

　乙第７号議案「財産の取得について」及び乙第８号

議案「財産の取得について」は、観光振興・新石垣空

港建設促進特別委員会に付託の上、審査することにい

たしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第７号議案及び乙第８号議案について

は、観光振興・新石垣空港建設促進特別委員会に付託

の上、審査することに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま各特別委員会に付託

されました議案を除く甲第１号議案から甲第３号議案

まで、乙第１号議案から乙第６号議案まで、乙第９号

議案から乙第14号議案まで及び諮問第１号について

は、お手元に配付してあります議案付託表のとおりそ

れぞれ所管の常任委員会に付託いたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議案付託表　巻末に掲載〕

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　休憩いたします。

　　　午後７時39分休憩

　　　午後７時41分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　日程第３　陳情第139号、第140号、第144号、第150

号、第156号及び第157号の付託の件を議題といたし

ます。

　お諮りいたします。

　ただいまの陳情６件については、米軍基地関係特別

委員会に付託の上、審査することにいたしたいと思い

ます。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、お諮りいたします。

　委員会審査及び議案整理のため、明10月５日から12

日までの８日間休会とすることにいたしたいと思いま

す。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、明10月５日から12日までの８日間休会とす

ることに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　次会は、10月13日定刻より会議を開きます。

　議事日程は、追って通知いたします。

　本日は、これをもって散会いたします。

　　　午後７時42分散会
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地方自治法第123条第２項の規定によりここに署名する。
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（第 ８ 号）
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議　　事　　日　　程　第８号

平成23年10月13日（木曜日）

午前10時開議

第１　乙第１号議案、乙第２号議案及び乙第４号議案（総務企画委員長報告）

第２　乙第３号議案（文教厚生委員長報告）

第３　乙第13号議案（総務企画委員長報告）

第４　乙第11号議案（経済労働委員長報告）

第５　乙第10号議案及び乙第12号議案（文教厚生委員長報告）

第６　乙第５号議案、乙第６号議案、乙第９号議案及び乙第14号議案（土木環境委員長報告）

第７　諮問第１号（土木環境委員長報告）

第８　乙第７号議案及び乙第８号議案（観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長報告）

第９　甲第１号議案（総務企画委員長報告）

第10　甲第３号議案（文教厚生委員長報告）

第11　甲第２号議案（土木環境委員長報告）

第12　軽油引取税の課税免除措置の存続を求める意見書

玉城 ノ ブ子 さん　中 川　 京 貴君

座喜 味 一幸 君　　辻 野ヒ ロ 子さん

具志　 孝助 君　　仲 宗根　 悟君

当銘　 勝雄 君　　渡 久地　 修君　 　提出　議員提出議案第２号

前島　 明男 君　　瑞 慶覧　 功君

玉城　　 満 君　　玉 城　 義 和君

新垣　 安弘 君　　租 田　 勝 廣君

第13　新たな「駐留軍用地跡地利用推進法」（仮称）の制定を求める意見書

当銘　 勝雄 君　　島 袋　 　 大君

照屋　 守之 君　　翁 長　 政 俊君

浦崎　 唯昭 君　　仲 村　 未 央さん

渡久 地　 修 君　　糸 洲　 朝 則君　 　提出　議員提出議案第３号

奥平　 一夫 君　　赤 嶺　 　 昇君

上里　 直司 君　　山 内　 末 子さん

租田　 勝廣 君

第14　陳情第115号（総務企画委員長報告）

第15　陳情平成21年第105号、陳情平成22年第15号、同第19号、同第36号、同第56号、同第59号、陳情第109号、

第118号、第129号及び第154号（経済労働委員長報告）

第16　請願第３号、陳情平成21年第145号、陳情平成22年第２号、同第76号、同第185号、同第200号、陳情第30

号の２、第59号から第61号まで、第63号、第95号及び第152号（文教厚生委員長報告）

第17　陳情平成20年第138号、陳情第80号、第104号及び第147号（土木環境委員長報告）

第18　陳情第74号、第84号、第85号、第156号及び第157号（米軍基地関係特別委員長報告）

第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　平成23年
　　 　  沖 縄 県 議 会 （ 定 例 会 ） 会 議 録 （第 ８ 号）　　　　　　第 ６ 回

　

平成23 年 10月 13日（ 木曜日）午前 10時２分開議



 本日の会議に付した事件

日程第１　乙第１号議案、乙第２号議案及び乙第４号議案

乙第１号議案　沖縄県防災会議条例の一部を改正する条例

乙第２号議案　沖縄県税条例等の一部を改正する条例

乙第４号議案　沖縄県警察の組織に関する条例の一部を改正する条例

日程第２　乙第３号議案

乙第３号議案　沖縄県保健所運営協議会条例の一部を改正する条例

日程第３　乙第13号議案

乙第13号議案　車両損傷事故に関する和解等について

日程第４　乙第11号議案

乙第11号議案　交通事故に関する和解等について

日程第５　乙第10号議案及び乙第12号議案

乙第10号議案　交通事故に関する和解等について

乙第12号議案　損害賠償請求事件の和解等について

日程第６　乙第５号議案、乙第６号議案、乙第９号議案及び乙第14号議案

乙第５号議案　工事請負契約について

乙第６号議案　工事請負契約についての議決内容の一部変更について

乙第９号議案　訴えの提起について

乙第14号議案　那覇港管理組合規約の一部変更について

日程第７　諮問第１号

諮 問 第１ 号　軌道敷設の特許申請に伴う意見について

日程第８　乙第７号議案及び乙第８号議案

乙第７号議案　財産の取得について

乙第８号議案　財産の取得について

日程第９　甲第１号議案

甲第１号議案　平成23年度沖縄県一般会計補正予算（第３号）

日程第10　甲第３号議案

甲第３号議案　平成23年度沖縄県病院事業会計補正予算（第１号）

日程第11　甲第２号議案

甲第２号議案　平成23年度沖縄県下水道事業特別会計補正予算（第１号）

日程第12　軽油引取税の課税免除措置の存続を求める意見書

日程第13　新たな「駐留軍用地跡地利用推進法」（仮称）の制定を求める意見書

日程第14　陳情第115号

陳情第115号　美ぎ島美しゃ（先島）圏域の振興発展に関する陳情

日程第15　陳情平成21年第105号、陳情平成22年第15号、同第19号、同第36号、同第56号、同第59号、陳情第109

号、第118号、第129号及び第154号

陳情平成21年第105号　サッカー専用スタジアムの早期建設に関する陳情

陳情平成22年第15号　含みつ糖振興対策に関する陳情

陳情平成22年第19号　含みつ糖振興対策に関する陳情

陳情平成22年第36号　含みつ糖振興対策に関する陳情

陳情平成22年第56号　沖縄黒糖市況対策に関する陳情

陳情平成22年第59号　含みつ糖振興対策に関する陳情

陳情第109号　漁業用燃油に係る軽油引取税の免税等に関する国への意見書の提出を求める陳情

陳情第118号　胡屋地区商店街商業環境整備事業への財政支援に関する陳情

陳情第129号　沖縄県文化協会への負担金見直しに関する陳情

陳情第154号　沖縄三線の伝統工芸品指定に関する陳情
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日程第16　請願第３号、陳情平成21年第145号、陳情平成22年第２号、同第76号、同第185号、同第200号、陳情

第30号の２、第59号から第61号まで、第63号、第95号及び第152号

請願第３号　沖縄県障がい者スポーツ協会基盤整備に関する請願

陳情平成21年第145号　県立久米島高等学校園芸科の存続に関する陳情

陳情平成22年第２号　県立宮古病院の脳神経外科医師の確保に関する陳情

陳情平成22年第76号　遺骨収集に関する陳情

陳情平成22年第185号　Ｂ型肝炎問題の早期全面解決を国に求める陳情

陳情平成22年第200号　離島におけるがん患者支援対策に関する陳情

陳情第30号の２　本県の伝統的しっくい赤がわら屋根施工に係る技能の保存・継承・発展の具体的

施策の実施を求める陳情

陳情第59号　島尻教育事務所の存続に関する陳情

陳情第60号　島尻教育事務所の存続に関する陳情

陳情第61号　島尻教育事務所の存続に関する陳情

陳情第63号　島尻教育事務所の存続に関する陳情

陳情第95号　対馬丸記念館に係る管理運営費の補助に関する陳情

陳情第152号　島尻教育事務所の存続に関する陳情

日程第17　陳情平成20年第138号、陳情第80号、第104号及び第147号

陳情平成20年第138号　古島団地の建てかえに関する陳情

陳情第80号　糸満市三和地域における開発行為許可等（建物建築規制）の緩和設置に関する陳情

陳情第104号　沖縄県男女共同参画センター「てぃるる」職員の継続雇用を求める陳情

陳情第147号　地方消費者行政を充実させるため、地方消費者行政に対する国による実効的支援を

求める意見書の提出に関する陳情

日程第18　陳情第74号、第84号、第85号、第156号及び第157号

陳情第74号　米軍大型車両の通学路への進入に関する陳情

陳情第84号　普天間基地の嘉手納統合案に反対する陳情

陳情第85号　米国上院軍事委員長等の普天間基地「嘉手納統合案」声明に抗議し、その撤回を求め

る陳情

陳情第156号　キャンプ・ハンセン軍用地の一部細切れ返還に反対する陳情

陳情第157号　キャンプ・シュワブレンジ10における実弾射撃演習による山火事に関する陳情

日程第19　閉会中の継続審査の件

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 出　席　議　員（47名）
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議　長　　髙　嶺　善　伸　君

副議長　　玉　城　義　和　君

１　番　　上　原　　　章　君

２　番　　島　袋　　　大　君

３　番　　中　川　京　貴　君

４　番　　桑　江　朝千夫　君

５　番　　平　良　昭　一　君

６　番　　仲　村　未　央　さん

７　番　　照　屋　大　河　君

８　番　　渡久地　　　修　君

９　番　　瑞慶覧　　　功　君

10　番　　山　内　末　子　さん

11　番　　上　里　直　司　君

12　番　　租　田　勝　廣　君

13　番　　當　山　眞　市　君

14　番　　吉　元　義　彦　君

15　番　　座喜味　一　幸　君

17　番　　玉　城　　　満　君

18　番　　仲宗根　　　悟　君

19　番　　崎　山　嗣　幸　君

20　番　　西　銘　純　恵　さん

21　番　　新　垣　清　涼　君

23　番　　新　垣　安　弘　君

24　番　　前　島　明　男　君

25　番　　新　垣　良　俊　君

26　番　　仲　田　弘　毅　君

27　番　　照　屋　守　之　君

28　番　　辻　野　ヒロ子　さん
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○議長（髙嶺善伸君）　これより本日の会議を開きま

す。

　日程に入ります前に報告いたします。

　10月４日の会議において設置されました決算特別委

員会の委員長から、同日の委員会において委員長に前

田政明君、副委員長に新垣清涼君を互選したとの報告

がありました。

　次に、昨日、玉城ノブ子さん外13人から、議員提出

議案第２号「軽油引取税の課税免除措置の存続を求め

る意見書」及び当銘勝雄君外12人から、議員提出議案

第３号「新たな「駐留軍用地跡地利用推進法」(仮称)

の制定を求める意見書」の提出がありました。

　その他の諸報告については、お手元に配付の文書に

より御了承願います。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔諸般の報告　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第１　乙第１号議案、乙

第２号議案及び乙第４号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第１号議案、乙第２号

議案及び乙第４号議案の条例議案３件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、知事公室長、総務部長及び

警察本部警務部長の出席を求め慎重に審査を行ってま

いりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第１号議案「沖縄県防災会議条例の一部を

改正する条例」は、３月11日に発生した東日本大震災

を踏まえ、沖縄県の防災体制のさらなる強化を図るた

め、沖縄県防災会議の委員の数を増員する必要がある

ことから、条例を改正するものであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、現行の県防災会議条例では、委員の数

について１号から３号まで内容別に定めているが、改

正案では単に人数をふやすだけではなく、内容別の枠

を外してプールにして40人以内としている。40人の枠

組みとした理由は何かとの質疑がありました。

　これに対し、東日本大震災を踏まえ、これまで委員

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 欠　席　議　員（１名）

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

 職務のため議場に出席した事務局職員の職、氏名

　　　　　　　 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

事　務　局　長　　嘉　陽　安　昭　君

次　　　　　長　　鉢　嶺　　　元　君

議　事　課　長　　平　田　善　則　君

課　長　補　佐　　上　原　貴　志　君

主　　　　　査　　佐久田　　　隆　君

主　　　　　査　　嘉　陽　　　孝　君

政務調査課長　　知　念　正　治　君

副　　参　　事　　大　村　浩　三　君

主　　　　　幹　　上　地　　　聡　君

主　　　　　幹　　前　田　　　敦　君

主　　　　　幹　　宮　城　　　弘　君

29　番　　嶺　井　　　光　君

30　番　　赤　嶺　　　昇　君

31　番　　当　銘　勝　雄　君

32　番　　渡嘉敷　喜代子　さん

33　番　　前　田　政　明　君

34　番　　玉　城　ノブ子　さん

35　番　　奥　平　一　夫　君

36　番　　比　嘉　京　子　さん

37　番　　金　城　　　勉　君

38　番　　糸　洲　朝　則　君

39　番　　翁　長　政　俊　君

40　番　　浦　崎　唯　昭　君

41　番　　池　間　　　淳　君

42　番　　新　垣　哲　司　君

43　番　　具　志　孝　助　君

44　番　　當　間　盛　夫　君

46　番　　新　里　米　吉　君

47　番　　嘉　陽　宗　儀　君

48　番　　大　城　一　馬　君

16　番　　佐喜真　　　淳　君
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に入っていなかった方々を災害対策基本法第15条の第

７号委員としてきちんと位置づけることができるよう

な体制にし、県がある程度裁量をもって指定公共機

関、指定地方公共機関から任命できるようにするため

であるとの答弁がありました。

　次に、乙第２号議案「沖縄県税条例の一部を改正す

る条例」は、地方税法が改正されたことに伴い、沖縄

県税条例等の一部を改正するものである。

　改正の主な内容は、個人県民税の寄附金税額控除の

適用下限額を5000円から2000円に引き下げること、個

人県民税の配当割及び株式等譲渡所得割に係る軽減税

率の適用期限を２年延長し、平成25年12月31日までと

すること、不申告等に関する過料を３万円以下から10

万円以下に引き上げること等であるとの説明がありま

した。

　本案に関し、今回の条例改正が出てきた背景は何か

との質疑がありました。

　これに対し、条例改正の背景には、公益活動は地域

で支えていくべきであるという「新しい公共」の考え

があり、市民が行う公益活動を資金面で支えるのが寄

附金税制であるとの答弁がありました。

　次に、条例改正の効果を出すためには、新しい公共

の普及啓発を進めないといけないと思うが、周知はど

こが担うのかとの質疑がありました。

　これに対し、県民生活課が新しい公共を担うことに

なるので、総括して寄附文化を高める努力をしていき

たいとの答弁がありました。

　次に、平成15年度から平成22年度までの株式等譲渡

所得割及び配当割の減税額のトータルは幾らかとの質

疑がありました。

　これに対し、株式等譲渡所得割は604件、軽減額は

県税、国税合わせて30億3815万3000円である。配当割

は３万6316件、軽減額は県税、国税合わせて59億1385

万7000円であるとの答弁がありました。

　次に、不申告に関する過料が３万円から10万円に引

き上げられる意味は何かとの質疑がありました。

　これに対し、今回の過料の改正は、社会経済状況の

変化に対応して、課税の適正化と税制の信頼を確保す

るということで、地方税法の改正に伴うものであると

の答弁がありました。

　次に、乙第４号議案「沖縄県警察組織に関する条例

の一部を改正する条例」は、那覇市字宇栄原地区の一

部について住居表示が実施されたことに伴い、同地区

を管轄する豊見城警察署の管轄区域を定めた本条例の

一部を改正するものであるとの説明がありました。

　本案に関し、今回の条例改正により豊見城警察署の

管轄区域、業務が拡大することはないかとの質疑があ

りました。

　これに対し、住居表示、地番が変わるだけであると

の答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち共産党所属委員から、乙第２号議

案に関し、反対する旨の意見表明がありました。

　採決の結果、乙第１号議案及び乙第４号議案は、全

会一致をもって原案のとおり可決すべきものと決定

し、乙第２号議案は、多数をもって原案のとおり可決

すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第２号議案に対する討論の通告がありますので、

発言を許します。

　前田政明君。

　　　〔前田政明君登壇〕

○前田　政明君　私は、日本共産党県議団を代表し

て、ただいま議題となりました乙第２号議案「沖縄県

税条例等の一部を改正する条例」についての反対討論

を行います。

　今回の乙第２号議案は、６月の地方税法等の一部を

改正する法律に伴って県税条例等の一部を改正するも

のとなっています。

　本条例には、ＮＰＯ法人への寄附金を個人住民税寄

附金税額控除の対象とする項目も含まれております

が、本条例改正の目的は大資産家に対する証券優遇税

制を温存し、延期するものであり、この県税条例の一

部を改正する乙第２号議案に反対するものです。

　今回の地方税法等改定は、株式等の配当、譲渡益

（本則20％、所得税15％、住民税５％）を一律10％軽

減税率（所得税７％、住民税３％）を２年間さらに延

長するなど、上場株式等を大量に所有する大資産家・

大金持ち優遇を拡大するものであります。

　証券優遇税制は、政府税調でも金持ち優遇税制と批

判され、廃止すべきものとされ、自公政権時代から廃

止の方向も検討されていたものです。

　総務企画委員会の質疑を通して、沖縄県内での具体
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的な大資産家・大金持ち優遇の株式譲渡割の減税と配

当割減税の実績など個人県民税、所得税の株式譲渡所

得実績、配当割の課税実績を明らかにすることができ

ました。

　総務部税務課の試算によりますと以下の内容となっ

ています。

　株式譲渡割の減税の件数と減免額は、細かい数字に

なりますけれども、平成16年度は62件で県民税減税額

は6291万2000円、国税の所得税減税額は２億5164万

8000円で、県民税と所得税の減税額は３億1456万円で

１件当たりのこの年の減税額は507万3000円となって

います。平成17年度は91件で、県民税減税額は１億

8728万5000円、所得税減税額は７億4913万9000円で県

税と所得税の減税額は９億3642万4000円で１件当たり

の減税額は実に1029万円となっています。平成18年度

は96件で、県民税減税額１億2468万8000円、所得税は

４億9875万2000円で、県税と所得税の減税額は６億

2344万円で１件当たりの減税額は649万4000円です。

平成19年度は102件で、県民税減税額は１億1011万

円、所得税は４億4044万円で、県税と所得税の減税額

は５億5055万円で１件当たりの減税額は539万7000

円。平成20年度は68件で、県民税減税額は4003万3000

円、所得税は１億6013万3000円で、県税と所得税の減

税額は２億16万6000円で１件当たりの減税額は294万

3000円。平成21年度は78件で県民税減税額5105万5000

円、所得税が２億421万9000円の減税額はトータルで

２億5527万4000円で１件当たりの減税額は327万2000

円。平成22年度は105件で県民税減税額は3154万5000

円、所得税減税額は１億2617万9000円で県税と所得税

の減税額は１億5772万4000円で１件当たりの減税額は

150万2000円となります。この減税対象の大資産家・

大金持ちの利用件数は実数よりも少ないと言われてい

ます。

　そういう面で平成16年度からまとめますと平成22年

度までの県税の株式譲渡の減税額が６億763万1000

円、国税・所得税減税額は24億3052万3000円で、県税

と国税の株式譲渡割の沖縄における減税額は約100名

以内で、30億3815万4000円でこの間の減税額１人当た

り実に3000万円の減税となっています。また、株式配

当の減税額は、平成16年度から平成22年度までの株式

配当割の県民税減税額11億8277万1000円で所得税減税

額は47億3108万5000円、この間の株式配当割減税額

は、県民税と国税の所得税の減税額は先ほどありまし

た59億1385万7000円となります｡

　このように、沖縄県における大資産家優遇の株式等

株式譲渡割の減税額と株式配当減税額の合計、この県

税と国税の減税額は何と89億5201万円となるものであ

ります。

　こういう面で、これらの世界の先進地と比べても極

めて異常な株式譲渡税率の低い割合、例えば１億円の

実効税率はアメリカでは26.4％、イギリスでは27.1％、

フランスは31.3％、ドイツは26.4％に対し、日本はわ

ずか10％という極めて異常な事態となっています。皆

さん、日本ほど大金持ち天国はありません。庶民の預

金の利子などには20％の課税を行いながら、額に汗し

て働く人よりもいわゆるぬれ手でアワで、株でもうけ

た人の税金が軽いのは正さなければならないのではな

いでしょうか。このような上場株式等を大量に所有す

る大資産家優遇制度は直ちに廃止すべきであります。

　乙第２号議案に反対する第２の理由は、この条例改

正には、納税者に対する罰則の強化を盛り込んでいる

からです。全国の地方税等の徴収現場では、個人や個

人事業者への人権を無視した税務調査や滞納処分、差

し押さえなど、乱暴な権力行使が広がっています。零

細企業や庶民が申告を１日でも間に合わなかったら、

10万円の過料を科することができる租税刑罰の大幅な

強化は、これは行うべきではありません。罰則の強化

で徴税強化をすべきものではありません。罰則強化に

反対するものです。

　今この税制の問題を含めて大きな問題としては、東

日本大震災のかつてない地震・津波災害に原発被害が

加わるという、未曽有の規模の大災害に対し、復興財

源の規模もあらかじめ予想できない巨額のものとなる

ことは間違いありません。

　このような中で、どのような財源を確保するか、こ

の財源問題を解決する上では、地震と津波によって引

き起こされた災害からの復旧・復興財源、一般の復興

のための財源と原発事故によって引き起こされた災害

に対する除染・賠償などを進めるための財源、原発災

害対策財源をそれぞれ確保する方策が必要となってい

ます。

　日本共産党は、大震災・原発災害の財源として、以

下の２つの提案を行っています。政府は、復興財源と

して、所得税と法人税を軸とする臨時増税を打ち出し

ました。しかし、法人税は５％減税した上で、その範

囲内で付加税を３年間に限って課するというもので実

質２％の減税と大企業には日本経団連の求めに応じて

11兆6000億円の減税となるものです。サラリーマンと

自営業者などだけに10年間で約８兆8000億円の増税と

いうのは、余りにも不公平ではありませんか。我が党

はこうした庶民増税には反対であります。

　一般の復興のための財源については、第１に、不要
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不急の大型公共事業の中止、米軍への「思いやり予

算」やグアムへの米軍基地建設の税金投入の中止な

ど、歳出の浪費にメスを入れること。例えば「思いや

り予算」などの米軍関連経費3000億円、政党助成金

3200億円を中止するだけでも、10年間で３兆3000億円

の財源が生まれます。

　第２に、今この条例にかかわっております法人税減

税と証券優遇税制の延長――大企業と大資産家への減

税ばらまきをやめること。政府が計画している法人税

減税を中止すれば年間１兆2000億円、証券優遇税制を

やめれば本則の20％に戻すだけで5000億円、合わせて

年間で１兆7000億円の財源、10年間で17兆円の財源を

確保することができます。これらの歳出歳入の見直し

による財源の一部を充てれば、庶民増税なしに復興財

源を確保することは可能であるということを私どもは

提案をしております。

　今、国際的にも庶民大増税ではなくて、アメリカで

も、ヨーロッパでも、富裕層に増税すべきだという議

論が、当の富裕層から沸き起こり、投資家ウォーレ

ン・バフェット氏を初め、欧米では大金持ちの人たち

自身が「私たちに増税してくれ」と次々と発言してい

ます。イタリア、フランス、ポルトガル政府は、富裕

層増税を打ち出しました。アメリカのオバマ大統領が

富裕層を中心に10年間で100兆円を超える増税を提案

しております。

　ところが日本では、日本共産党は大資産家への大減

税である証券優遇税制の延長に反対しましたけれど

も、震災後の６月の国会で多数で可決して強行してお

ります。地方税法の一部改正に関連して、県条例の一

部改正ということで、大資産家・大金持ち優遇の証券

優遇税制を延長する乙第２号議案の「沖縄県税条例等

の一部を改正する条例」がただいま議題となっており

ます。世界でも恥ずべき大資産家・大金持ち優遇の証

券優遇税制は廃止すべきであります。

　東日本大震災からの復旧・復興を初め、現在の厳し

い経済情勢や雇用情勢に対応するためにも何よりもま

ずとるべき道は大企業、財界、大資産家への減税と思

いやりではなく、国民の暮らしと雇用を優先すること

です。国民生活を破壊する消費税増税や庶民増税は行

うべきではありません。

　以上の理由から、ただいま議題となりました大資産

家・大金持ち優遇の証券優遇税制を延長する乙第２号

議案「沖縄県税条例等の一部を改正する条例」に反対

するものであります。

　議員各位の御賛同を訴えるものです。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時22分休憩

　　　午前10時22分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第１号議案、乙第２号議案及び乙第４号

議案の採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第１号議案及び乙第４号議案の

２件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、原案のとおり決することに

御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第１号議案及び乙第４号議案は、原案の

とおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第２号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、原案可決でありま

す。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第２号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第２　乙第３号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（条例）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第３号議案の条例議案

１件について、委員会における審査の経過及び結果を

御報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の
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概要等について申し上げます。

　まず、乙第３号議案「沖縄県保健所運営協議会条例

の一部を改正する条例」は、地域保健法の一部改正が

平成９年から施行されたことに伴い、保健所運営協議

会の設置根拠及び組織に関する規定を新たに定める必

要があるため条例を改正するものである。

　主な内容は、保健所運営協議会の設置根拠、委員の

定数及び構成を定める、施行は公布の日であるとの説

明がありました。

　本案に関し、保健所運営協議会の年間の開催状況及

び今年度の開催実績はどうかとの質疑がありました。

　これに対し、同協議会は基本的に年１回、場合に

よっては複数回開催されることもある。今年度は条例

改正後に行う予定であるとの答弁がありました。

　次に、平成９年度から平成22年度までの保健所運営

協議会開催の法的根拠はどうなっているか、行政手続

上問題はないかとの質疑がありました。

　これに対し、地域保健法に改称される前の保健所法

にも同様の規定があり、それに基づき条例改正手続を

とらずに開催していた。当該期間に開催された保健所

運営協議会は、結果的に法律に基づかない任意の協議

会ということになる。長期間、条例改正を行わず同協

議会を開催してきたことは、行政手続上、非常に反省

すべきことであるとの答弁がありました。

　次に、保健所運営協議会の担任事務は何か、市町村

への保健所の移管についても協議されるのかとの質疑

がありました。

　これに対し、同協議会は地域で抱える保健行政上の

問題に保健所がどう対応すべきかを地域代表者により

協議する場である。保健所移管に関する協議は別途行

うとの答弁がありました。

　そのほか、条例改正が未実施であることを発見した

理由、市町村への保健所移管の方法及び県と那覇市と

の協議の状況などについて質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第３号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第３号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第３号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第３　乙第13号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました乙第13号議案の議決議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、警察本部警務部長の出席を

求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　乙第13号議案「車両損傷事故に関する和解等につい

て」は、旧運転免許課庁舎の管理瑕疵による事故に関

する和解及び賠償の額について、地方自治法第96条第

１項の規定により議会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、平成23年５月28日午後９時ごろ、那

覇市西３丁目７番１号、旧運転免許課庁舎前路上にお

いて、沖縄本島に来襲した台風２号の突風により、旧

運転免許課庁舎の技能試験場コース出入り口の門扉が

開き、通行中の車両の右側後部を損傷させる被害を与

えたものである。

　本議案は、本件事故の一切の損害賠償として、車両

の所有者に10万円を支払うことを内容とする和解であ

るとの説明がありました。

　本案に関し、旧庁舎の事故当時の管理はどうだった

のか、また、現状の管理はどうなっているかとの質疑

がありました。

　これに対し、事故当時、旧庁舎の管理は運転免許課

から会計課に引き継がれており、管理、施設の保守・

保安管理のため会計課職員が旧庁舎に出入りしている

状況であった。本件事故発生後は、既存のかぎに加

え、門扉に鎖を巻きつけるなど、再発防止に努めてい
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るとの答弁がありました。

　次に、今回、議案として提出されているが、専決処

分という方法ではできなかったのかとの質疑がありま

した。

　これに対し、交通事故で保険に加入している事案に

ついては、専決処分もあり得るが、今回の事案は損害

額10万円すべての支払いが発生するものであり、これ

までの事例とは異なるとの答弁がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第13号議案は、全会一致をもっ

て可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第13号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第13号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第４　乙第11号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました乙第11号議案について、委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、農林水産部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明の概要等に

ついて申し上げます。

　乙第11号議案「交通事故に関する和解等について」

は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に関し、

相手方との当該事故に関する和解及び損害賠償の額に

ついて、地方自治法第96条第１項の規定により議会の

議決を求めるものであります。

　事故の概要は、走行中の相手方車両に公用車が接触

し、相手方車両の一部が破損した交通事故に関し、県

は相手方に損害賠償金として19万3000円が自動車保険

により支払われたことを確認したとの説明がありまし

た。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、乙第11号議案は、全会一致をもって可決す

べきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第11号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに御異議

ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第11号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第５　乙第10号議案及び

乙第12号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました乙第10号議案及び乙第12号議案の議決議案２

件について、委員会における審査の経過及び結果を御

報告申し上げます。

　委員会におきましては、福祉保健部長及び教育長の

出席を求め慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明の概要等に

ついて申し上げます。

　まず、乙第10号議案「交通事故に関する和解等につ
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いて」は、職員が公用車運転中に起こした交通事故に

関して、相手方との当該事故に関する和解及び賠償の

額について、地方自治法第96条第１項の規定により議

会の議決を求めるものである。

　事故の概要は、停車中の相手方車両に公用車が接触

し、相手方車両の一部が破損した交通事故に関し、県

は、相手に損害賠償金として18万9000円が自動車保険

により支払われたことを確認したとの説明がありまし

た。

　次に、乙第12号議案「損害賠償請求事件の和解等に

ついて」は、係争中の訴訟事件に関する和解及び損害

賠償の額について、地方自治法第96条第１項の規定に

より議会の議決を求めるものである。

　事件の概要は、平成20年４月に県立中部農林高等学

校のグラウンド内で生徒のクラブ活動中に発生した負

傷事故に関し、県は相手に損害賠償金として96万7789

円を支払うとの説明がありました。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、乙第10号議案及び乙第12号議案は、全会一

致をもって可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第10号議案及び乙第12号議案を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第10号議案及び乙第12号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　この際、日程第６　乙第５号

議案、乙第６号議案、乙第９号議案及び乙第14号議案

及び日程第７　諮問第１号を一括議題といたします。

　各議案及び諮問に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件及び諮問）　巻

末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　おはようございま

す。

　ただいま議題となりました乙第５号議案、乙第６号

議案、乙第９号議案及び乙第14号議案までの議決議案

４件並びに諮問第１号について、委員会における審査

の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第５号議案「工事請負契約について」は、

国道507号高津嘉山トンネル新設工事について工事請

負契約を締結する必要があることから、地方自治法第

96条第１項の規定に基づき議会の議決を求めるもので

ある。

　契約の主な内容は、入札方法は総合評価方式、仮契

約金額は７億1610万円、契約の相手方は株式会社大城

組、株式会社沖永開発特定建設工事共同企業体である

との説明がありました。

　本案に関し、低入札価格調査基準価格と失格基準価

格及び落札額の割合は、予定価格に対して何％かとの

質疑がありました。

　これに対し、低入札価格調査基準価格は、予定価格

の約90％で約７億1000万円、失格基準価格は予定価格

の約70％で約５億5400万円、落札率は95.2％であると

の答弁がありました。

　次に、総合評価方式入札における技術評価点の根拠

は何かとの質疑がありました。

　これに対し、総合評価入札においては、価格以外に

技術評価として工事に関する施工計画、企業の施工実

績、配置予定技術者の技術力及び地域貢献度等の点数

をつけているとの答弁がありました。

　次に、総合評価入札の落札者はどのように決定する

のか、今後の課題は何かとの質疑がありました。

　これに対し、予定価格の制限の範囲内で最低価格を

もって申し込みをした業者に対しヒアリングを行うと

ともに、技術評価点を勘案し、契約の内容に適合した

履行がなされると認めた場合、請負契約ができると判

断して落札者が決定される。今後の課題については、

県として、総合評価方式は品質確保のための重要な入

札方式として積極導入を図っているが、業界からは手

続などが複雑との理由により改善の要望が出されてい

るので、他県の事例等も参考にしながら検討をしてい
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るとの答弁がありました。

　そのほか、県内企業育成のための入札参加実績の取

り扱い、入札参加資格要件などについて質疑がありま

した。

　次に、乙第６号議案「工事請負契約についての議決

内容の一部変更について」は、平成19年第４回沖縄県

議会（定例会）で議決された工事請負契約に係る議決

内容の一部を変更するため議会の議決を求めるもので

ある。

　変更の主な内容は、儀間ダム本体工事において、堤

体の基礎面に転石や不連続の亀裂、湧水等が確認され

たため基礎処理範囲を追加する必要があること、堤体

点検の確実性と除草等の維持管理に要するライフサイ

クルコストの縮減を図るために堤体のり面保護材料の

変更を行う必要が生じたことから、契約金額を当初の

31億4790万円から36億4650万円に変更するものである

との説明がありました。

　次に、乙第９号議案「訴えの提起について」は、県

営住宅に入居する長期家賃滞納者に対して、建物の明

け渡しと滞納家賃等の支払いを求める訴えを提起する

ため、地方自治法第96条第１項の規定に基づき議会の

議決を求めるものであります。

　訴えの主な内容は、入居している県営住宅を明け渡

すこと、未納家賃及び損害賠償金を支払うこと、訴訟

費用は被告らの負担とすることであるとの説明があり

ました。

　本案に関し、訴訟後、強制執行に至ったものは何件

か、その家族構成と母子家庭の件数は何件かとの質疑

がありました。

　これに対し、昭和62年から平成23年７月末までに

1303件を提訴し、その中で強制執行に至ったものは

450件、約34.5％である。また、家族構成と母子家庭

の件数については、強制執行に至った家族構成等につ

いての資料は整備していないが、今回の法的対象者の

世帯状況は、一般世帯31件、生活保護世帯１件、障害

者世帯１件、母子世帯21件、父子世帯３件、単身世帯

10件、その他16件の合計83件であるとの答弁がありま

した。

　次に、県営住宅使用料減免措置の適用は何件か、指

定管理者制度の導入による相乗効果はどういうことで

効果があらわれたのかとの質疑がありました。

　これに対し、平成18年度から平成22年度までの５年

間で258件の減免措置申請を受け付けている。また、

指定管理者等においては、家賃徴収率を高めるために

お互いのノウハウの情報交換を行ったり、口座引き落

としの時期を変更するなどの収納率の改善に向けた取

り組みを行っているとの答弁がありました。

　次に、不納欠損処理を行う基準と額は幾らかとの質

疑がありました。

　これに対し、不納欠損処理は、基本的に破産宣告を

受けた者を対象に行い、平成20年度から22年度までの

３年間で５件、金額にして316万円であるとの答弁が

ありました。

　そのほか、訴えの提起の重要性、指定管理者制度の

導入による費用対効果、生活困窮者や母子世帯等に対

する生活保障の必要性などについて質疑がありまし

た。

　次に、乙第14号議案「那覇港管理組合規約の一部変

更について」は、那覇市及び浦添市と協議するため、

地方自治法第290条の規定に基づき議会の議決を求め

るものである。

　変更の主な内容は、那覇港管理組合において、平成

24年度から浦添埠頭のコースタルリゾート地区の事業

に着手するため、那覇港管理組合の事業について組織

団体の負担割合を決める必要があることから、地方自

治法第286条の規定に基づき那覇港管理組合規約の一

部変更を行うものであるとの説明がありました。

　次に、諮問第１号「軌道敷設の特許申請に伴う意見

について」は、沖縄都市モノレールの延長整備に伴

い、軌道法施行令第２条第１項の規定により、内閣府

沖縄総合事務局長から知事の意見を求められているの

で、同条第２項の規定に基づき議会の意見を求めるも

のである。

　主な内容は、路線の起点、那覇市首里汀良町３丁目

25番２地先から、終点の浦添市前田３丁目1600番まで

の区間において、県道４カ所、総延長697メートルの

区間について議会の意見を求める必要があることか

ら、軌道法施行令第２条第２項に基づき、平成23年10

月20日までに意見を求めるものであるとの説明があり

ました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決に先立ち、乙第９号議案については、共産

党所属委員から反対する旨の意見表明があり、採決の

結果、乙第９号議案は、賛成多数をもって可決すべき

ものと決定いたしました。

　乙第５号議案、乙第６号議案及び乙第14号議案の３

件は、全会一致をもって可決すべきものと決定いたし

ました。

　諮問第１号については、全会一致をもって本件に異

議ないものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終
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わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより討論に入ります。

　乙第９号議案に対する討論の通告がありますので、

発言を許します。

　嘉陽宗儀君。

　　　〔嘉陽宗儀君登壇〕

○嘉陽　宗儀君　私は、日本共産党県議団を代表し、

議題になっています乙第９号議案「訴えの提起につい

て」について反対する討論を行います。

　この議案は、県営住宅の家賃の長期の滞納者83世帯

に対して、１、県営住宅を明け渡せ、２、未納家賃と

明け渡すまでの期間について「近傍同種の住宅の家賃

の２倍に相当する額」の損害賠償金を支払えというも

のです。

　なぜ、こんなに家賃の長期滞納者が多いのか実態を

明らかにする必要があります。その理由の一つは、全

国一高い失業率があります。働きたいのに仕事がな

い、家賃が支払いできないという生活困窮者はますま

すふえるばかりです。そういう厳しい経済状況の中

で、家賃の支払いができないために県営住宅を追い出

されたら、それこそ死活問題になります。

　さらに、未納家賃と明け渡すまでの期間について

「近傍同種の住宅の家賃の２倍に相当する額」の損害

賠償金を支払えというのは余りにも酷であります。こ

れまでに既に450件が立ち退きの強制執行をされ、住

居を奪われています。

　もともと県営住宅は、低額所得者の居住権を保障す

る制度です。そういう低所得者が安い県営住宅を追い

出されて、高い民間のアパートに住めるはずがありま

せん。このような強制退去は、憲法や公営住宅法の精

神からも認められないものであります。

　そもそも憲法第25条は、「すべて国民は、健康で文

化的な最低限度の生活を営む権利を有する。」と個人

の生存権を確認し、さらに「国は、すべての生活部面

について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及

び増進に努めなければならない。」と規定していま

す。

　公営住宅法は、これを受けて第１条に「この法律

は、国及び地方公共団体が協力して、健康で文化的な

生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住宅に困窮

する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸」すること

により、「国民生活の安定と社会福祉の増進に寄与す

ることを目的とする。」と宣言し、低額所得者の住宅

難の解消を図るため、公営住宅の供給を国の施策とし

て確立することを企図したものであります。また、同

法第３条では、「地方公共団体は、常にその区域内の

住宅事情に留意し、低額所得者の住宅不足を緩和する

ため必要があると認めるときは、公営住宅の供給を行

わなければならない。」と供給責任を明確にしていま

す。そして、同法16条で家賃の減免措置をとることが

できることが明記されています。これまで、県は、こ

の家賃の減免措置の制度の活用をしてきていますが、

救済するにはまだまだ不十分です。同法19条では、

「特別の事情がある場合」には家賃等の徴収猶予をす

ることができることをうたっています。ところが、こ

れまでこの制度の活用がされていません。この制度も

最大限に活用を図るべきであります。

　家賃滞納者の多くが、沖縄が戦後67年にわたる日米

両政府による軍事的・植民地的支配の広い意味での犠

牲者という側面もあると考えます。多くの矛盾が生活

弱者にのしかかっています。それだけに地方自治体が

それこそ救いの手を差し出すべきです。

　生存権を保障するために、基本的にはすべての住民

に住宅は保障されるべきであります。憲法第13条は、

個人の尊重、生命・自由・幸福追求の権利の尊重をう

たっています。住宅を追い出されるのは人間の尊厳を

踏みにじるものであり、まさに屈辱的な仕打ちをする

ものだと思います。

　したがって、県は、憲法や公営住宅法の精神で減免

や徴収猶予など、家賃滞納者の救済のためにもっと努

力すべきです。そのことを指摘して討論を終わりま

す。

○議長（髙嶺善伸君）　以上で通告による討論は終わ

りました。

　これをもって討論を終結いたします。

　休憩いたします。

　　　午前10時53分休憩

　　　午前10時53分再開

○議長（髙嶺善伸君）　再開いたします。

　これより乙第５号議案、乙第６号議案、乙第９号議

案、乙第14号議案及び諮問第１号の採決に入ります。

　議題のうち、まず乙第５号議案、乙第６号議案及び

乙第14号議案の３件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案３件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第５号議案、乙第６号議案及び乙第14号

議案は、委員長の報告のとおり可決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、乙第９号議案を採決い

たします。

　本案に対する委員長の報告は、可決であります。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決することに賛成の

諸君の起立を求めます。

　　　〔賛成者起立〕

○議長（髙嶺善伸君）　起立多数であります。

　よって、乙第９号議案は、委員長の報告のとおり可

決されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　次に、諮問第１号を採決いた

します。

　本件に関する委員長の報告は、本件に異議はない旨

答申すべきというものであります。

　お諮りいたします。

　本案は、委員長の報告のとおり決定することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、諮問第１号は、委員長の報告のとおり決定

いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第８　乙第７号議案及び

乙第８号議案を議題といたします。

　各議案に関し、委員長の報告を求めます。

　観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長比嘉京子

さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（議決事件）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長　

比嘉京子さん登壇〕

○観光振興・新石垣空港建設促進特別委員長（比嘉京

子さん）　ただいま議題となりました乙第７号議案及

び乙第８号議案の議決議案２件について、委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　まず、乙第７号議案「財産の取得について」は、平

成25年３月から供用開始予定の新石垣空港に配備する

空港用化学消防車を購入するため、「議会の議決に付

すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例」第

２条の規定に基づき議会の議決を求めるものである。

　契約の内容は、品名は「空港用化学消防車（6000

リットル級）」、数量は１台、契約金額は１億7850万

円、契約の相手方は帝国繊維株式会社であるとの説明

がありました。

　本案に関し、空港用化学消防車の契約方法、対象業

者数及び参加業者数はどうなっているか、当該車両の

県内空港への配備状況はどうなっているかとの質疑が

ありました。

　これに対し、当該車両の契約方法は一般競争入札で

ある。対象業者は国内に３製造業者あり、３社が応札

した。県管理12空港のうち、伊江島空港を除く11空港

に配備されているとの答弁がありました。

　そのほか、当該車両を現空港の２台から新空港の３

台へふやす理由、耐用年数及び今後の購入計画などに

ついて質疑がありました。

　次に、乙第８号議案「財産の取得について」は、新

石垣空港に配備する空港用救急医療搬送車を購入する

ため、「議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例」第２条の規定に基づき議会の議

決を求めるものである。

　契約の内容は、品名は「空港用救急医療搬送車

（125型）」、数量は１台、契約金額は6489万円、契

約の相手方は株式会社オカノであるとの説明がありま

した。

　本案に関し、空港用救急医療搬送車の配備は、空港

の規模等による配備基準があるか、県内ではどの空港

に配備されているかとの質疑がありました。

　これに対し、当該車両の配備は、国土交通省航空局

が定める配備基準による。県内では現在那覇空港に配

備されており、新たに新石垣空港に配備する。その他

の県管理空港には順次配備する計画であるとの答弁が

ありました。

　そのほか、那覇空港への配備台数、当該車両に空調

機が必要な理由などについて質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、乙第７号議案及び乙第８号議案

は、全会一致をもって可決すべきものと決定いたしま

した。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。



－ 392 －

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより乙第７号議案及び乙第８号議案を一括して

採決いたします。

　お諮りいたします。

　ただいまの議案２件は、委員長の報告のとおり決す

ることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、乙第７号議案及び乙第８号議案は、委員長

の報告のとおり可決されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第９　甲第１号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました甲第１号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、総務部長の出席を求め慎重

に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第１号議案「平成23年度沖縄県一般会計補正予算

（第３号）」は、沖縄特別振興対策調整費を活用して

実施する事業のほか、災害等への対応など当初予算編

成後の事業変更により緊急に対応を要する事業につい

て必要な予算を措置するものである。

　補正予算の総額は、歳入及び歳出ともに41億7663万

5000円で、これを既決予算額6128億2205万8000円に加

えると、改予算額は6169億9869万3000円となる。

　歳入の主な内容は、東日本大震災における被災者支

援のための被災者生活再建支援基金拠出分として措置

される特別交付税が10億4610万6000円、地域医療再生

臨時特例交付金など16億8542万3000円、地域医療再生

基金繰入金など６億8055万1000円及び地域総合整備資

金貸付金元利収入など３億7256万2000円である。

　歳出の主な内容は、普通建設事業費の単独事業が、

地域医療再生基金を活用した医療機器の整備や地域温

暖化対策基金を活用した公共施設高遮熱塗装の整備な

ど２億8032万7000円、そのほかの経費のうち、物件費

が、地球温暖化対策基金を活用した海岸漂着物処理対

策費や沖縄特別振興対策調整費を活用した国内外の企

業誘致促進費など４億4298万2000円、投資及び出資金

が、被災者生活再建支援基金拠出金として10億7909万

2000円、積立金が、地域医療再生基金や減債基金の積

立金として18億4496万円、貸付金が、沖縄都市モノ

レール株式会社への長期無利子貸付金や看護師等就学

資金として２億2168万4000円であるとの説明がありま

した。

　本案に関し、防災対策費の内容はどうなっているか

との質疑がありました。

　これに対し、防災対策費は大きく分けて２つある。

１つは、地域防災計画見直し等のための基礎調査の委

託費で、県内の地理的特性等を踏まえ、地震・津波か

らの避難に係る調査・分析を行うための費用、住民の

地理的状況の把握、市町村の避難対策を講じるための

海抜高度地図の作成のための費用を計上している。も

う一つは、東日本大震災の被災地支援のために放出し

た備蓄食料を補てんする費用を計上しているとの答弁

がありました。

　次に、被災者生活再建支援基金への拠出金の内訳、

財源はどうなっているかとの質疑がありました。

　これに対し、拠出金の内訳は、東日本大震災に係る

追加拠出分が４億1937万4000円、積み戻し分が６億

5971万8000円、合計で10億7909万2000円となってい

る。財源は、追加拠出分は100％、積み戻し分につい

ては95％が地方交付税となっているとの答弁がありま

した。

　次に、海岸・砂防調査費に関し、津波による浸水害

の想定範囲等調査に要する経費とあるが、防災対策費

の海抜高度地図との兼ね合いはどうなっているかとの

質疑がありました。

　これに対し、海岸・砂防調査費は、東日本大震災を

踏まえ、本県においても地震・津波についてシミュ

レーションを見直すものである。内容は、本県におけ

る地震・津波の実態を把握するとともに、学術的知見

により考えられる地震や計算モデルを設定した津波の

解析計算を実施し、市町村が作成する津波ハザード

マップのための浸水データを提供するものである。一

方、防災対策費で作成する標高の地図は、県内全域の

標高を、例えば５メートルごとに色分けするなど地図

上にあらわすものであり、県のホームページ等で公表
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するとともに、市町村にも配りたいとの答弁がありま

した。

　次に、過去の大津波を加味し、30メートルから40

メートルまで津波が押し寄せる場合の対策を検討して

いるかとの質疑がありました。

　これに対し、県の地震・津波想定検討委員会の取り

まとめにおいても、科学的見地から想定される頻度の

高い地震のほか、歴史に学ぶ最大級のものに備えるべ

きということで、明和の大津波等を考慮に入れた対策

を今後講じていくとの提言がされているとの答弁があ

りました。

　次に、看護師確保対策費7805万円のうち、学生への

資金対応は幾らか、昨年度の修学資金貸与実績はどう

なっているかとの質疑がありました。

　これに対し、補正額のうち、修学資金の分は4320万

円である。平成22年度の県の修学資金貸与額は6107万

4000円であるとの答弁がありました。

　次に、雇用対策推進費の事業の内容について質疑が

ありました。

　これに対し、インターンシップや合同説明会などこ

れまでの出口的な対策に加え、高校、大学７年間連続

して受けられるような高校生、大学生のキャリア形成

支援プログラムを新たにつくるものであるとの答弁が

ありました。

　次に、学校がつくったキャリア教育学習プログラム

があるならば、これを生かすべきではないかとの質疑

がありました。

　これに対し、これまで教育庁、県内の８つの大学と

聞き取り、調整等を行ってきた。今後、具体的にどの

ようなプログラムにしていくかについては、教育庁、

大学現場と調整しながら進めていきたいとの答弁があ

りました。

　次に、那覇市の中核市移行に伴い、県中央保健所を

有償で譲渡する考えのようだが、無償での話し合いは

できないかとの質疑がありました。

　これに対し、中央保健所はできてまだ数年なので、

譲渡すると国庫補助金の返還が残っている。県の立場

もあって有償となった経緯があるとの答弁がありまし

た。

　そのほか、科学学術振興費の内容、うるま市交通セ

ンターの状況、工業開発推進費の内容、遮熱化事業の

効果、地域医療再生基金の額と主な事業、海外事務所

の開設、家畜畜産物流通対策費の財源、健康バイオ関

連産業振興費の内容、商業振興対策費の内容、結核患

者管理費の内容、身体障害者スポーツ振興費の補正理

由、備蓄食料の活用、未熟児等養育費の内容、外国人

観光客向け観光情報ガイドブックの内容、信号機の台

風被害状況、ＬＥＤ式信号の省電力効果、救急医療対

策費の内容などについて質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、採決の結果、甲第１号議案は、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第１号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第１号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第10　甲第３号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました甲第３号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、病院事業局長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明及び質疑の

概要等について申し上げます。

　甲第３号議案「平成23年度沖縄県病院事業会計補正

予算（第１号）」は、まず、沖縄県地域医療再生臨時

特例基金を活用し、第２条の収益的収入及び支出の予

定額に関し、助産師外来の充実に向けて助産師の研修

を実施するため120万3000円の補正増を行う。また、

第３条の資本的収入及び支出の予定額に関し、医療機
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器の整備を行うため3490万円の補正増を行う。次に、

第４条の他会計からの補助金に関し、一般会計からの

補助金が120万3000円増額したことにより、35億5280

万4000円に改めるものであるとの説明がありました。

　本案に関し、助産師外来の充実に向けた助産師の研

修のための補正額はどのような内容かとの質疑があり

ました。

　これに対し、補正額の内容は、助産師の研修を実施

するための旅費及び参加負担金である。県立北部病院

及び県立中部病院からは県外へ、県立八重山病院から

は他県立病院への研修派遣を予定しているとの答弁が

ありました。

　次に、第３条の資本的収入及び支出の建設改良費は

どのような内容かとの質疑がありました。

　これに対し、建設改良費は、県立宮古病院の医療機

器の整備のための資産購入費であり、脳外科用の顕微

鏡を購入するとの答弁がありました。

　そのほか、研修予算を補正で措置する理由及び次年

度以降の対応状況、新県立宮古病院におけるがん治療

体制などについて質疑がありました。

　以上が委員会における説明及び質疑の概要でありま

すが、甲第３号議案は、採決の結果、全会一致をもっ

て原案のとおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第３号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第３号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第11　甲第２号議案を議

題といたします。

　本案に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔委員会審査報告書（予算）　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題とな

りました甲第２号議案の予算議案１件について、委員

会における審査の経過及び結果を御報告申し上げま

す。

　委員会におきましては、土木建築部長の出席を求め

慎重に審査を行ってまいりました。

　以下、審査の過程における執行部の説明の概要等に

ついて申し上げます。

　甲第２号議案「平成23年度沖縄県下水道事業特別会

計補正予算（第１号）」は、平成23年度消費税納付に

係る予算現額4284万8000円に対し、平成22年度決算の

結果、年間6989万1000円の納付が必要となり、2704万

3000円の不足となったため増額補正するものであると

の説明がありました。

　以上が委員会における説明の概要でありますが、採

決の結果、甲第２号議案は、全会一致をもって原案の

とおり可決すべきものと決定いたしました。

　以上、審査の経過及び結果を申し上げましたが、よ

ろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告を終

わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これより甲第２号議案を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、甲第２号議案は、原案のとおり可決されま

した。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第12　議員提出議案第２

号　軽油引取税の課税免除措置の存続を求める意見書

を議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第２号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――
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　　　〔玉城ノブ子さん登壇〕

○玉城　ノブ子さん　ただいま議題となりました議員

提出議案第２号につきましては、10月６日に開催した

経済労働委員会の委員等により協議した結果、議員提

出議案として提出することに意見の一致を見ましたの

で、提出者を代表して提案理由を御説明申し上げま

す。

　提案理由は、軽油引取税の課税免除措置の存続につ

いて、それぞれ関係要路に要請するためであります。

　次に、議員提出議案第２号を朗読いたします。

　　　〔軽油引取税の課税免除措置の存続を求める意

見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願い申し上げ

ます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第２号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第２号

「軽油引取税の課税免除措置の存続を求める意見書」

を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ

んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第２号は、原案のとおり可決

されました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第13　議員提出議案第３

号　新たな「駐留軍用地跡地利用推進法」（仮称）の

制定を求める意見書を議題といたします。

　提出者から提案理由の説明を求めます。

　当銘勝雄君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔議員提出議案第３号　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔当銘勝雄君登壇〕

○当銘　勝雄君　ただいま議題となりました議員提出

議案第３号につきましては、10月11日に開催した沖縄

振興・那覇空港整備促進特別委員会の委員等により協

議した結果、議員提出議案として提出することに意見

の一致を見ましたので、提出者を代表して提案理由を

御説明申し上げます。

　提案理由は、新たな「駐留軍用地跡地利用推進法」

（仮称）の制定を求めることについて関係要路に要請

するためであります。

　次に、議員提出議案第３号を朗読いたします。

　　　〔新たな「駐留軍用地跡地利用推進法」（仮

称）の制定を求める意見書朗読〕

　以上で提案理由の説明は終わりますが、慎重に御審

議の上、よろしく御賛同賜りますようお願いを申し上

げます。

　なお、意見書につきましては、その趣旨を関係要路

に要請するために議会の代表を派遣する必要があると

の意見の一致を見ておりますので、議長におかれまし

てはしかるべく取り計らっていただきますようお願い

申し上げます。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　この際、お諮りいたします。

　ただいま議題となっております議員提出議案第３号

については、会議規則第37条第３項の規定により委員

会の付託を省略いたしたいと思います。

　これに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、本案については、委員会の付託を省略する

ことに決定いたしました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　これより議員提出議案第３号

「新たな「駐留軍用地跡地利用推進法」（仮称）の制

定を求める意見書」を採決いたします。

　お諮りいたします。

　本案は、原案のとおり決することに御異議ありませ
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んか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、議員提出議案第３号は、原案のとおり可決

されました。

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　ただいま可決されました議員

提出議案第３号に関し、提案理由説明の際提出者か

ら、その趣旨を関係要路に要請するため議員を派遣し

てもらいたいとの要望がありました。

　よって、お諮りいたします。

　議員提出議案第３号につきましては、去る10月４日

の会議において派遣決定がなされた「沖縄振興一括交

付金（仮称）の確保を求める意見書」の派遣議員にあ

わせて要請させることに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、さよう決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第14　陳情１件を議題と

いたします。

　本陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　総務企画委員長當間盛夫君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔総務企画委員長　當間盛夫君登壇〕

○総務企画委員長（當間盛夫君）　ただいま議題とな

りました陳情１件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情１件を

採決いたします。

　お諮りいたします。

　本陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情１件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第15　陳情10件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　経済労働委員長玉城ノブ子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔経済労働委員長　玉城ノブ子さん登壇〕

○経済労働委員長（玉城ノブ子さん）　ただいま議題

となりました陳情10件につきましては、慎重に審査い

たしました結果、お手元に配付してあります審査報告

書のとおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情10件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情10件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第16　請願１件及び陳情

12件を議題といたします。

　請願及び各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　文教厚生委員長赤嶺　昇君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔請願及び陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔文教厚生委員長　赤嶺　昇君登壇〕

○文教厚生委員長（赤嶺　昇君）　ただいま議題とな

りました請願１件及び陳情12件につきましては、慎重

に審査いたしました結果、お手元に配付してあります

審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしまし

た。
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　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております請願１件及

び陳情12件を一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　請願及び各陳情は、委員長の報告のとおり決するこ

とに御異議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの請願１件及び陳情12件は、委員

長の報告のとおり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第17　陳情４件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　土木環境委員長當山眞市君。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔土木環境委員長　當山眞市君登壇〕

○土木環境委員長（當山眞市君）　ただいま議題とな

りました陳情４件につきましては、慎重に審査いたし

ました結果、お手元に配付してあります審査報告書の

とおり処理すべきものと決定いたしました。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情４件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情４件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第18　陳情５件を議題と

いたします。

　各陳情に関し、委員長の報告を求めます。

　米軍基地関係特別委員長渡嘉敷喜代子さん。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔陳情審査報告書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔米軍基地関係特別委員長　渡嘉敷喜代子さん

登壇〕

○米軍基地関係特別委員長（渡嘉敷喜代子さん）　た

だいま議題となりました陳情５件につきましては、慎

重に審査いたしました結果、お手元に配付してありま

す審査報告書のとおり処理すべきものと決定いたしま

した。

　よろしく御審議のほどをお願い申し上げまして報告

を終わります。

○議長（髙嶺善伸君）　これより質疑に入るのであり

ますが、ただいまのところ通告はありません。

　質疑はありませんか。

　　　〔「質疑なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　質疑なしと認めます。

　これをもって質疑を終結いたします。

　これよりただいま議題となっております陳情５件を

一括して採決いたします。

　お諮りいたします。

　各陳情は、委員長の報告のとおり決することに御異

議ありませんか。

　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、ただいまの陳情５件は、委員長の報告のと

おり決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　日程第19　閉会中の継続審査

の件を議題といたします。

　　　―――――――――――――――――――

　　　〔閉会中継続審査及び調査申出書　巻末に掲載〕

　　　―――――――――――――――――――

○議長（髙嶺善伸君）　各常任委員長、議会運営委員

長及び各特別委員長から、会議規則第82条の規定によ

りお手元に配付いたしました申出書のとおり閉会中の

継続審査の申し出があります。

　お諮りいたします。

　各委員長から申し出のとおり閉会中の継続審査に付

することに御異議ありませんか。
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　　　〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（髙嶺善伸君）　御異議なしと認めます。

　よって、各委員長から申し出のとおり閉会中の継続

審査に付することに決定いたしました。

　　　――――――― ◆・・◆ ―――――――

○議長（髙嶺善伸君）　以上をもって本日の日程は全

部終了いたしました。

　本日をもって議会は閉会となりますが、議員各位に

は長い会期中、連日熱心な御審議をいただき、議長と

して心から感謝申し上げます。

　なお、今期定例会における議会活動状況は、後ほど

文書をもって報告いたします。

　以上をもって本日の会議を閉じます。

　これをもって平成23年第６回沖縄県議会（定例会）

を閉会いたします。

　　　午前11時34分閉会
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